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防衛庁は、 従来、 我が国 防衛の 基本的 事項 や 1 年間 
の 防衛庁 • 自衛隊を 取り巻く 主要な 事象に ついて、 国 
民の 皆様の ご 理解を 得る ため、 毎年 防衛 白書を 刊行し 
ております。 これは、 「開かれた 防衛庁* 自衛隊」 の 実 
現と いう 私の 目標に も 沿う ものであります。 また、 こ 
の 防衛 白書の 刊行は、 我が国に 対する 諸外国の 理解と 
信頼を 高める 上で も 大き な 意義が あ ります。 

アジア太平洋地域に おいては、 冷戦 終結 後 も、 依然 
として 不透明 •不確実な 要素が 残されて います。 この 
ような 中、 米国を 中心とする 二国間の 同盟 •友好関係 
とこれ に 基づく 米軍の 存在が、 この 地域の 平和と 安定 
に 引き続き 重要な 役割を 果たして おり、 また、 二国間 


や 他国 間の 対話な どの 安定化に 向けた 様々 な 努力が 重 
ねられて います。 

このような 状況の 下、 防衛庁* 自衛隊と しては、 引 
き 続き 日米 安保 体制の 信頼性の 向上を 図り、 さらに、 
周辺諸国との 各種の 交流を 活発化 するとと もに、 様々 
な 事態への 対応を 通じて、 国民の 生命 や 財産を 保護す 
る 公共財と しての 役割に ついて 国民の ご 理解を 得る よ 
う 努力して おり ます。 

本年の 白書では、 第 4 章に 「多様化す る 防衛庁 •自 
衛隊の 施策と 活動」 として、 近年ます ます 増加す る自 
衛隊の 運用 面な どに 焦点を 当てた 章を 設けました。 こ 
れ は、 緊急事態、 ミサイル 発射、 不審 船な ど 様々 な 事 
態に、 自衛隊が 適切に 対応す る ことを 国民から 求めら 
れ ている ことを 踏まえ、 防衛庁. 自衛隊が いかに 対応 
する かを 系統的に まとめ、 国民の 皆様に ご 理解して い 
ただく ための ものです。 

21 世紀の 到来を 目前に 控えた 今、 安全保障 面に つい 
て、 国民の 皆様の ご 理解を 得ながら、 国民の 生命 や 財 
産の 保護と 国際 平和への 貢献に 必要な 枠組み や 制度に 
ついて、 対応を 図って いきたいと 考えて おります。 


2000 年を 迎え、 本年の 白書は 記念すべき もので あり 
ますが、 広く 国民に 親しんで いただく ため、 紙面の 大 
判 化、 ビジュアル 化な ど 読みやすさ、 見やす さの 向上 
に 特段の 配 意を し、 作成し ました。 

国の 防衛は、 防衛に 対する 国民の ご 理解と ご協力が 
あって 初めて 全うされる ものです。 本年の 白書が 一人 
でも 多くの 国民に 読まれ、 防衛に 対する ご 理解を 深め 
ていた だく 一助と なること を 切に 希望して お ります。 


r 2000 年 j を 迎えて 

1950 〜 1960 年代 


(国  際） 

1950.6 .25 朝鮮戦争 
(〜， 53.7.27) 

爾 


/  ■ 

1950.8 .10… 

警察 予備隊 発足 
1951.9 .8 

国 対日 講和 49 力 国 調印、 
日米安全保障条約 署名 
1951.10 .20 
ル ー ス 台風に よる 
内 山口県 北 河内 村の 災害/ 

W 救援の ため 初出 動 

1952.4 .26 . 

海上保安庁に 海上 警備隊 発足/ 

1952.8.1 

保安 庁 設置 

1954.3 .8 . 

日米 相互 防衛 援助 (MDA) 協定 

署名 

1954.7.1 

防衛庁 設置、 陸 •海 •空 自衛隊 発足 


獅 


翻 


/ 1952.11.1 
/ 米国、 初の 水爆 実験 
/  1953.8 .12 

ソ連、 初の 水爆 実験 

1953.1 0.1 
米韓 相互 防衛 条約 署名 
1955.5 .14 

, /  ワルシャワ 条約 署名 


1957.8 .26 
ソ連、 ICBM 実験 
成功と 発表 


1956.3 .23  . 

霞ヶ関 庁舎へ 移転 
1956.12 .18 
日本、 国連に 加盟 
1957.5 .20 
「国防の 基本 方針」 
国防会議 • 閣議 決定 
1957.6 .14 
「防衛 力の 整備 目標」 
(1 次 防) 閣議 了解 


臟 


1958.12 .17 
米国、 ICBM 
実験 成功 


翻 


1958.2 .17 

対 領空 侵犯 措置を 開始 
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(霞ヶ関 庁舎) 


〇対 領空 侵犯 措置を 開始 
戦後、 米軍が 実施して きた 我が国の 領 
空 侵犯 措置を、 1958 年から 航空自衛隊が 
引き継ぐ ことにな り、 全国の レーダー サ 
イ ト も 移管され た。 


〇 防衛庁の 設置、 陸 •海 • 空 自衛隊 発足  （越 中島 庁舎) 

戦後の 我が国の 防衛の 在り方に ついて 
種々 の 議論が 重ねられた 末、 警察 予備隊、 

海上 警備隊、 保安 庁を 経て、 1954 年に 防衛 
庁 • 自衛隊が 設置され た (越 中島)。 


〇 主な 動き 

1950 年代、 東西 冷戦の 激化と アジア. アフリカ 諸国の 提携が みられた 国際情勢は、 1960 年代に 入り、 
キューバ 危機を 契機と す る 東西 緊張の 緩和が みられる 一方で、 フラ ンスの NATO 脱退 や中ソ 対立の 本 ネ久 
化な ど 多極化して ゆき、 また ヴィエト ナム 戦争の 拡大な どの 変化が み られ た。 

一方、 我が国では、 1954 年に 防衛庁. 自衛隊が 発足した。 1957 年には、 その後の 防衛 政策の 基本と な 
る 「国防の 基本 方針」 を 決定し、 米国との 同盟 体制を 基本に 国の 安全を 図る ことを 明確に した。 同 方針 
の 下で、 我が国は 数次に わたる 防衛 力 整備 計画を 策定し、 防衛 体制の 基盤の 整備に 努めた。 


1961.7 .6 

ソ •朝 友好 協力 相互 援助 
条約 署名 
1961.7 .11 

中 •朝 友好 協力 相互 援助 
条約 署名 
1961.8 .13 

ベルリンの 壁 構築 . 


〇 対日 講和 49 力 国 調印、 日米 安保条約 署名 
[共同 通信] 

1 951 年には、 対日 講和条約と 日米 安全保障 
条約が 調印され、 翌年、 我が国 は 主権を 回復 
し、 自由主義 諸国の 一員と して 歩み 始めた。 


1962.10 .24 

米国、 キュー ノ  V 海上 隔離 (〜 1 1 . 20) 
1963.8 .5 

米 •英 • ソ 部分的 核実験 停止 条約 


護衛艦 
「あまつ かぜ」 


'  m) 

1960.1 .11 …… 

檜 町 庁舎へ 移転 
1960.1 .19 

日米 安全保障 新 条約 署名 
1961.7 .18 

「第 2 次 防衛 力 整備 計画」 

閣議 決定 

1962.11.1 防衛施設庁 発足 


麵 


1964.8 .2 
トン キン 湾 事件 
1964.10 .16 

中国、 初の 原爆 実験に 成功 
1965.2 .7 

米軍、 北爆 開始 …… 


1966.10 .27 

中国、 初の 核 ミサイル 実 選 

1967.6 .17 

中国、 初の 水爆 実験 


獅 


爾 


1965.1 1.20  . . : 

砕氷 艦 「ふじ」 初の 南極観測 協力に 出港 (〜， 66.4.8) 

1966.11 .29 . 

「第 3 次 防衛 力 整備 計画の 大綱」 閣議 決定 
1969.11 .21 佐 藤. ニクソン 声明 

(檜 町 庁舎） 


1968.7.1 

核兵器 不 拡散 条約 
(NPT) 署名 

1969.3 .2 
珍宝 島に て、 

中ソ 武力衝突 


防衛庁 •自衛隊 
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1970 〜 1980 年代 


翻 

〜獅 

1970.6 .23 . 

日米安全保障条約 
自動 継続 
§  1970.10 .20 
第 1 回 防衛 白書 
「日本の 防衛」 発表 
1971.7 .30 

内 全日空 機、 自衛隊 機と 
一 衝突 (乘 石） 


(国 

翻.’ 

/ 〜麵 


. 1972.  2.28 ニクソン 米 大統領 訪中、 米中 共同声明 

1972.  4.10 生物兵器 禁止条約 署名 

1972.  5.26 米ソ 両 首脳、 SALT  I に 署名、 対 弾道 ミサィル 

• システム 制限 条約 (ABM 条約) に 署名 

1973.  3.29 米軍、 ヴ ィエ ト ナム 撤兵 完了 
1973.10.  6 第 4 次 中東 戦争 (〜 12.2 5) 

1973.10 .17 アラブ 石油輸出国機構の 1〇 か 国、 石油の 
供給 削減 決定 (第 1 次 オイルショック） 


1972.2 .8  . 1974.5 .18 

「第 4 次 防衛 力 整備  イン ド 初の 地下核実験/ 

5 か 年 計画の 大綱」 閣議 決定 


1972.5 .15  WlJ 


沖縄 返還 
1973.2.1 

防衛庁 「平和 時の 防衛 力」 発表/ 


爾  / 

/ 〜翻 


1976.9 .6 . 

ミグ 25、 函館 空港に 強行 着陸 
1976.10 .29 

0 召 和 52 年度 以降に 係る 「防衛 計画の 
大綱に ついて」 閣議 決定 


1978.  8.12 日中 平和 友好条約 署名 …… 

1978.  9.21 防衛庁、 有事 法制 研究 •奇襲 対処に 
関する 見解 発表 

1978.11 .27 「日米 防衛 協力の ための 指針」 を 日米 安保 協議 委員会 


〇 ミグ 25、 函館 空港に 強行 着陸 [時事] 
ソ連の ミグ 25 戦闘機が 米国への 亡命を 
目的と して、 突如、 我が国 領空に 不法に 
< 曼 入し、 函館 空港に 強行 着陸した。 この 
事件の 教訓 等を 踏まえ、 早期警戒機の 導 
入 や 連絡 体制の 整備 等が 図られた。 


で 了承 

1979.  7.17 「中期 業務 見積りに ついて (昭和 55 年〜 昭和 59 年)」 発表 


〇 支援 戦闘機 (F —  2  ) 

1988 年 11 月、 支援 戦闘機 (F -  2) 
について は、 日米の 優れた 技術を 
結集し、 共同 開発が 着手され る こ 
とと なった。 本年度 中に 部隊 配備 
される 予定で ある。 


〇 主な 動き 

デタント や ヴィエト ナム 和平が 進展す る 一方で、 この間 も 一貫して 軍事力を 増強 するとと もに、 ア 
フ リカ、 ヴィエト ナム、 アフガニスタンに 影響力の 拡大を 図った ソ連に 対し、 米国は、 1980 年代に 入 
ると、 軍事力の 充実に 努める 一方、 同盟 諸国に も 着実な 防衛 努力を 求めた。 冷戦 構造は、 西側 陣営の 
結束に 直面した ソ連が、 1980 年後 半、 西側との 協調 路線を とる に 至り、 東欧諸国の 民主化の 進展 等を 
経て、 終結に 向かった。 

我が国は、 1976 年に 「防衛 計画の 大綱」 を 策定し、 翌年には 有事 法制の 研究が 開始され るな ど 防衛 
の 構想を 様々 な 形で 国民に 掲示した。 さらに、 「日米 防衛 協力の ための 指針」 の 策定、 日米 共同 訓練の 
推進、 装備 技術 交流な ど 日米 防衛 協力を 進展 させた。 


1978.4 .12 

中国 漁 船団、 尖閣 諸島 周辺 
領海を 侵犯 
1979.6 .18 

米ソ 首脳、 SA じ rn 署名 
1979.12 .27 

ソ連、 アフガニスタン 侵攻 
1980.9 .22 
イラン •イラク 紛争 
(〜， 88.8.20) . 


1982.4 .2 

フォークランド 紛争 (〜 6. 14) 
1983.3 .23 

レーガン 米 大統領、 戦略 
防衛 構想 (SDI) 発表 
1983.9.1 

ソ連、 樺 太 上空 付近で 大韓航 
空 機を 撃墜 …- 


〇 沖縄 返還 

1972 年、 沖縄の 復帰に 伴い、 
政府は、 日米安全保障条約に 基 
づき、 在日米軍 施設 • 区域を 提 
供した。 現在、 沖縄に 関連す る 
諸 課題に ついては、 内閣の 最重 
要 課題の 一つと して 政府を 挙げ 
て 取り組んで きている。 


P —  3C 


麵 


1987.4 .16 

MTCR ガイ ドラ イン 
採択 

1987.1 2. 8 

中距離核戦力 (INF) 
条約 署名 . 


雛 

〜 mi 

1980.2 .26 . 

リム パックに 初 参加 

1982.7 .23 . 

「56 中期 業務 見積り」 を 
国防会議に 報告、 了承 
1983.1 .14 

対米 武器 技術 供与 決定  f 

1985. 9_ 18  「中期 防衛 力 整備 計画」 閣議 決定… /  HS03 

1986.5 .22 「安全保障 会議 設置 法」 成立 . - 

1987.1 .24 「今後の 防衛 力 整備に ついて」 閣議 決定 

1988.  7.23 潜水艦 •遊 漁船 衝突 事故 (横 須賀 沖） . 

1988.11.29  FS—X 共同 開発に 関する 日米 政府 間の 交換 公文 及び 細目 取 極 署名  ‘ 

1989. 1.27 防衛庁、 「防衛 力 検討委員会」 設置 

1989.  2.24 大喪の 礼 


翻 


1988.3 .14 

中国 •ヴ ィエ ト ナム、 
南沙 群島 周辺 海域で 
武力衝突 

1989.2 .15 

ソ連 軍、 アフガニスタン 
から 撤退 完了 
1989.6 .4 
中国、 天 安 門 事件 
1989.1 1.9 
ベルリンの 壁 崩壊 
1989.1 2. 2 
米ソ 首脳会談 
(マルタ、〜 12. 3)  •っ 


mu 


翻 


1990 〜 1995 年 


イー ジス 艦 「こんごう」 


(国 


際） 


1990.8 .2 

イラク 軍、 クウ エイ ト 侵攻 
1990.1 0.3 ドイツ 統一 


内 


■ 


1990.12 .20 . 

「中期 防衛 力 整備 
計画 (平成 3 年度〜 平成 7 
i 年度) について」 閣議 決定 

1991.1 .30 . 

第 1 回 日朝 国交 正常化 交渉 (〜 1.31) 

0992. 11 . 5 〜 6 の 第 8 回 交渉を 最後に 一時 中断） 

1991.4 .26 

ペルシャ湾へ 掃海艇な ど 6 隻 出港 (〜 10. 30) 

1991.6 .3 

雲 仙 普賢 岳 噴火に 伴う 災害 派遣 (〜 ’  95. 12. 16) 

1992.  6.15  「国際 平和協力 法」 及び 「国際 緊急 援助 隊 法改正」 成立 
1992.  7.30 防衛庁、 「情報 委員会」 設置 

1992.  9.17 カンポ ディアに おける 国際連合 平和維持活動の ため 
自衛隊の 部隊 等を 派遣 (〜’  93.9) 

1992.12 .18 「中期 防衛 力 整備 計画 (平成 3 年度〜 平成 7 年度） 

の 修正に ついて」 閣議 決定 


〇 ペルシャ湾へ 掃海艇な ど 6 
隻 派遣 

長期 間に わたる 緊張と、 厳 
しい 自然環境 下に おいて、 計 
34 個の 機雷を 処分し、 帰国し 
た。 自衛隊に とって 初の 国際 
的な 人的 貢献と しても 意義を 
有する もので あつた。 


1991.1 .17 多国籍軍 、「砂漠の 嵐」 作戦 開始 
(4.11 湾岸 危機の 正式 停戦 発効） 
ワルシャワ 条約 機構 解体 
米ソ 首脳、 START  I に 署名 
ソ連 解体 


1991.3 .31 
/ 1991.7.31 
1991.1 2. 8 


1992.  3.15 国連 カンポ ディア 暫定 
機構 (UNTAC) 正式 発足 
1992.  8.24 中 韓国 交 樹立 
1992.12 .18 中 露 共同宣言 (声明) 署名 


〇雲仙 普賢 岳 噴火に 伴 
う 災害 派遣 
1658 日に も 及ぶ 自衛 
隊 災害 派遣 史上 最長の 
もので あり、 不安な 気 
持ちで 生活を 続ける 住 
民に とって、 精神的に 
ち 大きな 支えと なつた。 


〇 P 反 神 • 淡路 大震災に 伴う 災害 派遣 
開始 

戦後 最大 規模の 被害を もた らした 
P 反 神. 淡路 大震災の 教訓を 踏まえ、 
政府 全体として、 各種 法律の 改正 及 
び 地方公共団体との 連携 強化な ど災 
害 派遣 態勢の 充実が 図られた。 


1994.2 .23 . 

内閣総理大臣の 下に 「防衛 問題 懇談会」 発足 
1994.2 .25 

防衛庁の 「防衛 力の 在り 方 検討 会議」 発足 
1994.9 .21 

ルワンダ 難民 救援の ために ザイール 等へ 
自衛隊を 派遣 (〜 H2) 


〇 主な 動き 

冷戦の 終結に より、 世界的 規模の 紛争が 発生す る 可能性は 遠の いた ものの、 複雑で 多様な 地域紛争、 
さらに、 核を 始めと する 大量破壊兵器 や ミサイル 等の 拡散な ど、 国際情勢は、 依然として 不透明 •不 
確実な 要素を はらんで いる。 これに 対し、 国際関係の 安定化を 図る ための 様々 な 取組が 進展して いる。 

我が国は、 冷戦 後の 国際情勢の 大きな 変化、 _ 衛隊の 役割に 対する 期待が 高まって きている ことに 
かんがみ、 「平成 8 年度 以降に 係る 防衛 計画の 大綱」 を 策定し、 新たな 指針を 示した。 


90 式 戦車 

1993.1 .3 

米 露 首脳会談、 START  H 署名 (未発 効） 

1993.1 .13 

化学兵器禁止条約 署名 
1993.1 .26 

国連 軍備 登録 制度に 関する アジア •大洋 州 会議 (〜 1.27) 
1993.3 .12 

北朝鮮、 NPT 脱退を 宣言 
1993.5 .29 


〇 カンポ ディアに おける 国際連合 平和維持活動の 
ため 自衛隊の 部隊 等を 派遣 
自衛隊に とって、 初めての 国際 平和協力 業務で 
あった が、 国際的に も 高い 評価を 得、 国内に おいて 
も 国民の 理解と 支持を 深める ことができた。 


北朝鮮、 日本海 中部に 向けて、 弾道 ミサイルの 発射 実験を 実施 
1993.9.1 

米 国防省、 「ボトムアップ レビュー」 発表 


1993.5 .11 


鋼 


1994.7.25 第 1 回 ASEAN 地域 1995.  2.27 

フォーラム (ARF)  米 国防省、 「米国の 東ア ジア • 

1994.10 .21 米 朝 「枠組み 合意」  太平洋 安全保障 戦略」 (EASR) 

署名  発表 


モザンビーク における 
国際連合 平和維持活動 
のた め 自衛隊の 部隊 等を 派遣 
(〜， 95.1) 

1993.7 .12 北海道 南西 沖 地震 災害 
に対する 災害 派遣 (〜 8. 12) 


1995.3 .9 

朝鮮半島エネルギー開発機構 
(KEDO) 発足 
1995.5 .11 

NPT 条約 無期限 延長を 決定 


1995. 1.17 
1995.  3.20 
1995.11 .28 
1995.12 .15 


P 反 神 •淡路 大震災に 伴う 災害 派遣 (〜 4.27) . : 

地下鉄 サリ ン 事件に 伴う 災害 派遣 (〜 3. 23) 

「平成 8 年度 以降に 係る 防衛 計画の 大綱に ついて」 閣議 決定 
「中期 防衛 力 整備 計画 (平成 8 年度〜 平成 12 年度) について」 閣議 決定 


1996 〜 2000 年 


OH- 1 


(国 


際） 


1996.1 .31 

ゴラン高原 における 
国際連合 平和維持活動 
H のた め 自衛隊の 部隊 等を 
派遣 開始 
1996.  4.15 
1996.  4.17 
内 1996.10 .29 


1996 


1996.3 .  8 

1996.3 .23 

1996.4 .24 


1996.12.  2 


中国、 台湾 近海に おいて 軍事演習 (〜 3. 25) 

台湾、 初の 「総統」 直接選挙 

中 露 「21 世紀に 向けた 戦略 的 パー トナー シップ」 を 宣言 
1996.7 .11 ワッ セナ ー •アレンジ メン ト 設立 総会 (〜 7 • 1 2) 
1996.7 .29 中国、 地下核実験 実施 (45 回目）、 同日に 核実験 
の モラ ト リアムの 実施を 発表 
1996.9 .10 国連総会、 包括的 核 実 鼠 禁止条約 
(CTBT) 採択 

日米 物品 役務 相互 提供 協定 署名 
日米 安全保障 共同宣言 
第 1 回 アジア •太平洋 地域 防衛 当局者 
フォーラム （〜 10.3 1) 

沖縄に 関する 特別 行動 委員会 
(SACO) 最終 報告 


1997. 1.  2 

1997. 1.20 
1997.  9.23 

1997.12 .19 


ナホ ト カ 号 海難 •流出 油 災害に 係る 
災害 派遣 (〜 3.31) 

情報 本部 新設 

新 「日米 防衛 協力の ための 指針」 を 
日米 安保 協議 委員会で 了承 
「中期 防衛 力 整備 計画 (平成 8 年度〜 

平成 12 年度) の 見直しに ついて」 閣議 決定 


1998 


〇新 「日米 防衛 協力の ための 指針」 を 了承 
新しい 時代に おける より 効果的な 日米 
防衛 協力 関係を 構築す るた め 見直しが 開 
始 された。 その後、 周辺 事態 安全 確保 法 
等の 成立 • 承認な ど、 指針の 実効 性を 確 
保す るた めの 諸 施策に 取り組んで いる。 


1998.3 .26 . 

即応 予備 自衛官 制度 発足 
1998.7 .29 

捜索 • 救難に 関する 初の 日露 共同 訓練 
1998.11 .13 

ホン デュラス における 国際 緊急 援助 活 
動に 自衛隊の 部隊を 派遣 (〜 12. 9) 


〇 不審 船に 対応した 護衛艦 
「はるな」 

3 月 23 日、 警戒 監視 活動 
中の 海上自衛隊の P —  3  C 
が 発見した 不審 船に 対し、 
24 日 0 時 50 分、 自衛隊 創設 
以来 初めての 海上に おける 
警備 行動が 発令され た。 


輸送 艦 
「おおす み」 


〇 ホン デュラス における 国際 緊急 援助 活動 
に 自衛隊の 部隊を 派遣 
中米と いう 遠隔の 地で、 被災 後の 劣悪な 
環境の 下、 医療 活動 や 防疫 活動を 行い、 現地 
の 要請に 応えた。 自衛隊と して 初の 国際 緊 
急 援助 活動であった。 


E-767 


〇 主な 動き 

アジア太平洋地域に おいては、 冷戦 終結 後 も、 依然として 不透明 •不確実な 要素が 残されて おり、 
米国が この 地域の 平和と 安定に 引き続き 重要な 役割を 果たしてい るが、 二国間. 多 国 間の 軍事 交流な 
ど 地域の 安定化に 向けた 様々 な 努力 も 重ねられ ている。 

このような 状況の 下、 我が国は、 引き続き 日米 安保 体制の 信頼性の 向上を 図った。 さらに、 周辺 諸 
国との 各種の 交流を 活発化させる 一方、 様々 な 事態への 対応を 通じて、 自衛隊は 「働く 時代」 に ふさ わ 
しく、 国民の 安全を 守る 公共財と しての 役割に ついて 国民の 理解が 更に 得られる よう 努力して いる。 


1997.5 .19 

米 国防省、 「 4 年毎の 国防 計画の 見直し」 （QDR) 発表 
1997.1 2. 3 

オタワ で 対人 地雷 禁止条約 署名式 (〜 1 2 . 4) 

1998.5 .11 

インド、 地下核実験 実施 (13 日に も 実施） 

1998.5 .28 

パキスタン、 地下核実験 実施 (30 日に も 実施） 

1998.8 .31 


〇 日米 安全保障 共同宣言 

日米 関係の 中核を なす 日米 安保 体制に ついて、 その 重 
要 性を 改めて 確認 するとと もに、 21 世紀に 向けた 日米 同 
盟の 在り方を 内外に 明かに した。 


北朝鮮、 日本 上空を 越える ミサイル 発射を 実施 
1998.11 .23 

米 国防省、 EASR 改訂版 発表 . 


1998 

1999.3 .24 
能登半島 沖の 
不審 船に 対処す る 
ため、 海上 警備 行動 発令 

1999.4 .2  1999 

「調達 改革の 具体的 措置」 を 公表 

1999.5 .24 


1999.  3.24  NATO 軍、 ユー ゴース ラヴィ ア 連邦 
空爆 開始 (〜 6.1 0) 

1999.  4.24  NATO 首脳会議 、「新 戦略 概念」 採択 
1999.  7.  9 李 登 輝 •台湾 「総統」、 中 台 関係に ついて 
「特殊な 国と 国との 関係」 であると 発言 
1999.  9.24 北朝鮮、 米 朝間の 協議が 行われる 期間は 
ミサイルの 発射を 凍結す る 旨 表明 
1999.10 .12 米 政府、 ペリー 報告を 公表 
1999.10 .25 国連 東 チ モール 暫定 統治 機構 
(UNTAET) 発足 


(市ケ 谷 庁舎) 


周辺 事態 安全 確保 法 等 成立 • 承認 
1999.8 .5 

捜索 • 救難に 関する 初の 日韓 共同 訓練 
1999.8 .16 


2000.3 .20 
6.13 


2000 


弾道 ミサイル防衛 (BMD) に 係る 日米 共同  そして、 

技術 研究を 開始  /  2000.3 .29 有珠山 噴火に . 

1999.11 .22  係る 災害 派遣 開始 

東 チ モール 避難民 救援の ために  2000.4 .  4 日朝 国交 正常化 交渉 

西 チ モールへ 自衛隊を 派遣 (〜 2000 .1)」  2000.5 .  8 市ケ谷 庁舎へ 移転 


台湾 「総統」 選孥 
南北 首脳会談 
(〜 6 .15) 

21 世紀へ… 
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第 1 節 国際 軍事 情勢 概観 

1 国際 軍事 情勢 全般 

第二次世界大戦 後、 40 年 以上に わたり 世界の 軍事 情勢の 基調を な した 東西 冷戦は、 
ソ連の 崩壊に より 名実 共に 終結し、 安全保障 環境には 大きな 変化が 生じて いる。 

冷戦 期の 欧州に おいては、 明確な 二 極 対峙 構造が 成立して いた。 すなわち、 米国 
を 中心 とする 北大西洋条約機構 (NATO) と ソ連を 中心とする ワルシャワ 条約 機構 
(WPO) が 成立し、 厳しい 軍事的 対峙を 続けた。 両 陣営 間で 武力 紛争が 生起した 場合 
には 最終的に 米ソ 間の 核戦争に 発展す る 可能性が ある ことから、 欧州に おいては、 
核兵器の 使用は もとより、 主要国 間の 通常 戦争は 抑止され ていた 0 また、 民族、 宗 
教に 起因す る 紛争は 東西 冷戦の 下で 押え込まれ てきた。 

他方、 アジアな ど それ 以外の 地域の 多くに おいては、 各地に 固有の 領土、 民族、 
宗教な どの 問題に 起因す る 武力 紛争が 生起し、 一部に おいては 東西 対立と も 絡み、 
大国が 様々 な 関与を 行い 複雑な 様相を 呈 した （資料 1 参照)。 

冷戦の 終結に 伴い、 圧倒的な 軍事力を 背景と する 東西 間の 軍事的 対峙の 構造は 消 
減し、 さらに、 ロシアの 通常戦力は 冷戦 後 大幅に 低下し、 全世界で 軍事的に 米国に 
対抗し 得る 国は 出現して おらず、 冷戦 期の ような 世界的な 規模の 武力 紛争が 生起す 
る 可能性は 遠の いている。 

他方、 領土 問題は 依然として 存続して おり、 また、 宗教 上の 対立 や 民族 問題に 根 
ざす 対立は、 むしろ 顕在 化し、 複雑で 多様な 地域紛争が 発生して いる。 さらに、 核 
を 始めと する 大量破壊兵器 (核 • 生物 • 化学兵器) や ミ サイ ル 拡散な どの 危険が 増大 
している。 このように、 冷戦 後 も、 国際情勢は 依然として 不透明 •不確実な 要素を 
はらんで いる。 

これに 対し、 力に よる 抑止 や 力 の 均衡 による 安定と いう 側面が 弓 1 き 続き 存在す る 
一方で、 米ソ 間の イデオロギー 対立の 消滅 や 国家 間の 相互依存の 拡大と 深化な どを 
背景と して、 国際関係の 一層の 安定化を 図る ための 国際的な 協力を 推進す る 様々 な 
取組が 行われて いる。 

冷戦 終結 後の 国際関係に おいては、 地域紛争 や 民族 紛争な どへの 対処に 当たって 
国際連合 （「国連」） が 国際の 平和と 安全の ために 果たす 役割に 期待が 高まって いる。 
しかし、 国連の 試みが すべて 成功して いる わけでは なく、 また、 近年では ロシア や 
中国な どが 米国に 対抗して 共同 歩調を 示す 傾向 も 見られ、 国連が 国際関係の 安定に 
向けて その 機能 • 役割を 発揮す るには、 加盟 各国の 努力 とりわけ 安全保障 理事会 (「安 
保 理」） の 五 常任理事国の 錯綜す る 利害の 調整 と 協調が 引き続き 鍵と なって いる。 

また、 人権侵害 や 難民な どの 武力 侵攻 以外の 事態が 一国 内の 問題に とどま ら ず、 
これが 国際社会 全体の 問題と して 認識され る 場合に、 関係 国が 協調して 軍事力を 行 
使す る ことによって 問題解決を 図る 事例が 見られる よう になって いる。 安定化 部隊 
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(SFOR) や 東 チ モール 国際 軍 (INTERFET) のよう に 国連 安保理 決議に 基づき 強制力 
を 伴った 多国籍軍が 派遣され ると いう 事例の ほか、 NATO の ユー ゴース ラヴ イア 
(「ユーゴ」） 連邦 共和国への 空爆の よう に更 なる 犠牲者の 増加と いう 人道 上の 惨劇 
を 防止す るた めに やむ を 得ず 武力が 行使され る 場合 や、 米国 大使館 爆破に 関連した 
米国に よる スーダンと アフガ ニ スタ ン 所在 施設に 対する 攻撃の ように テロリスト や 
テロ組織 に対して 軍事力が 用いられる 事例 も 見られる。 いずれにせよ、 国際社会は、 
今後と も、 人権侵害 や 難民な どの 武力 侵攻 以外の 解決 困難な 国際社会 全体の 事態に 
直面して いく と 考えられ、 これに 対して 軍事力の 活用を 含め 協調して いかなる 対応 
を 行うべき かを 模索して いくこと になろう。 

欧州に おいては、 冷戦 終結に 伴い 二 極 対峙 構造が 劇的な 変化を 見せた。 すなわち、 
いわば 旧 東西 両 陣営を 統合す る 形で 欧州 通常戦力 (CFE) 条約に 基づく 戦力の 削減が 
行われて いる。 各国は、 冷戦 期の 厳しい 軍事的 対峙を 前提に 構築され た 戦力の 再編 
• 合理化を 進め、 協調して 地域紛争 など 多様な 事態へ 対処す るた めの 能力を 確保す 
るた めの 努力を 行って いる。 

さらに、 地域の 安定を 図る ために NATO 加盟国と 中 東欧諸国の 平和の ための パー 
トナー シツ プ (PFP) や NATO の 拡大な どの 新たな 地域 安定の 枠組み 作り の 動き が 見 
られ、 一定の 成果を 挙げてい るが、 新たな 地域紛争の 未然 防止には 必ずしも 成功し 
ていない。 また、 NATO と ロシアの 関係の よう に 地域的な 枠組みと その外に ある 国々 
との 関係を 協調 的な ものと していく という 課題が 浮上す るな ど、 なお 模索の 過程に 
ある ことが 明らかになりつつ ある。 

アジア太平洋地域では、 各国の 安全保障 観が 多様で あり、 また、 1960 年代 以降は 
中国と いう 第三 極が 存在し、 冷戦 期に おいても 明確な 二 極 対峙 構造は 確立して いな 
かった。 この 地域に おいては、 冷戦 終結 後、 極東 ロシア 軍の 量的 削減 や 軍事 態勢の 
変化が 見られる ものの、 依然と して 核 戦力を 含む 大規模な 軍事力が 存在して いる 中 
で、 経済力の 拡大な ども あいまって 軍事力の 拡充， 近代化が 進められて きている 国々 
が あり、 また、 朝鮮半島 などの 諸問題が 未解決の まま 存在す るな ど、 依然として 不 
透明 • 不確実な 要素が 残されて いる。 

このような 状況の 下で、 米国を 中心とする 二国間の 同盟 • 友好関係と これに 基づ 
く 米軍の 存在が この 地域の 平和と 安定に 引き続き 重要な 役割を 果たして いる。 さら 
に、 近年、 この 地域に おいても、 国連 東 チ モール 暫定 行政 機構 OJNTAET) などの 国 
連が 行い、 又は 認めた 活動な どが 見られる。 軍事 交流の 拡大 や 二国間の 安保 対話と 
ASEAN 地域 フ オー ラム （ARF) のよう な 地域の 安全保障 に関する 多 国 間の 対話が 具体 
的な 安全保障 上の 諸問題に 対して どのように いかされ るかは 今後の 課題と なって い 
るが、 南北 首脳会談 や 日朝 国交 正常化 交渉、 米 朝 協議な どの 外交 努力を 含む 安定化 
に 向けた 様々 な 努力が 重ねられ ている。 


第 1 章 国際 軍事 情勢 


3 
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2 複雑で 多様な 地域紛争 

地域紛争の 性格は 必ずしも 一様では ない。 それぞれが 民族、 宗教、 領土な どの 様々 
な 固有の 問題に 起因し、 その 態 様 も 武力 紛争の みならず 軍事的な 対峙が 継続す る 場 
合 も ある。 さらに、 対立の レベル も 国家 間 対立、 民族 間 対立、 人権 や 難民な どの 問 
題が 国境を 越えた 広がりを みせ、 国際問題 化する 場合な ど 多岐に わたって いる。 

武力 紛争な ど 

⑴ 国家 間 対立 

冷戦 終結 後 も、 イラクの クウ ェイト 侵攻 や、 最近では ェチオピア •ェリトリア 間 
の 国境 紛争な ど、 国家 間の 武力 紛争が 依然と して 発生して いる。 

(2) 民族 間 対立 

さらに、 民族の 対立な どに 起因す る 内戦な ども 引き続き 生起して いる。 
アフガニスタンでは、 1992( 平成 4) 年の ナジブラ 政権 崩壊 以降、 ム ジャー ヒ デイ 
ン 各派が 主導権を めぐって 争って きた。 イスラムへの 回帰を 主張す る 武装 組織 タリ 
バーンが、 96( 同 8) 年、 首都 カブールを 占領す るな ど 国土の 大半を 制圧し 勢力を 拡 
張して きて おり、 北部 地域に おいて タリ バーンと その他の 勢力 との 間で 紛争が 続い 
ている。 

アフリカに おいては、 昨年、 シェラ. レオーネ や コンゴ ー民 主 共和国 （旧 ザイール） 
などに おける 紛争に ついて、 地域 機関 や 周辺諸国 などの 仲介に よる 和平 合意が 成立 
すると いった 動きが 見られた。 

しかしながら、 アンゴラ などに おい 
ては、 依然として 紛争が 続き、 また、 
和平 合意が 得ら れた 紛争に ついても、 
その 原因が 部族 対立な どで あ る こと や 
周辺諸国の 紛争 当事者への 支援、 戦闘 
継続の 資金源と なる 地下資源の 存在な 
どが あいまって、 その 本質的な 解決が 
困難と なって いる。 

ロシアでは、 昨年 8 月、 チェチェン 
武装 勢力の ダゲスタン共和国への 侵入 
などを 契機と し、 ロシア 軍が 同 武装 勢 
力に 対して 武力行使を 行い、 本年 3 月 
には、 チェ チヱ ン 共和国の 大半を 制圧 


チェ チェ ン 共和国の 首都 グロズヌイを 制圧 した ロ シア 軍 [AFP= 時事] 


した ものの、 依然として 一部 地域で 武 
力 衝突が 続いて いる。 


⑶ 国境を 越えた 国際問題 

また、 人権侵害、 難民 や テロな どの 多様な 事態に 対して 軍事力が 使用され る 事例 
が 見られる。 
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96( 同 8) 年には、 イラク 北部の クルド 人 勢力の 対立に 介入した イラクに 対し、 少 
数 民族に 対する 暴虐の 代償を 示し、 隣国を 脅かす 能力を 低下させる などと して 米軍 
が 攻撃を 行った。 

ユー ゴ 連邦 共和 国 セルビア 共和国の コ ソヴォ では、 ユーゴ 連邦政府 など と アルバ 
ニア 系 住民 独立 勢力との 武力衝突に 端を 発した 非 人道的な 事態の 停止を 目的と して、 
昨年 3 月 以降、 NATO による ユーゴ 空爆が 行われる 一方、 ユーゴ 連邦 軍 や セルビア 
治安部隊 などが コソ ヴォ における アルバニア 系 住民の 弾圧を 更に 強化した ことから、 


主な 紛争 • 対立 地域 


グルジア 


ボスニア. ヘルツ エゴ ヴ イナ 


コ ソヴオ 


シェラ. レオーネ 
アルジェリア 


コン コー 

民主 共和国 


朝鮮半島 


エチオピア • エリ ト リァ- 


インド •パキスタン 


アフガニスタン 
ナ ゴル ノ • カラ バフ 
イラン 

イラク （対 クルド） 
トルコ 
レバノン 

イスラエル • シリア 
イスラエル • レバノン 
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第 1 節  国際 軍事 情勢 概観 


大量の 難民が 発生した。 ユーゴ 連邦政府は、 6 月に 米国、 ロシアと 欧州連合 (EU) 代 
表が 提示 した 和平 案を 受諾し、 コ ソヴォ には 国連 安保理 決議の 承認 を 受け て NATO 
を 主体と する 国際 安全保障 部隊 (KFOR) が 展開 された。 

さらに、 98  ( 同 10) 年に ケニアと タンザニア に 所在す る 米国 大使館の 爆破 テロ に 起 
因して、 米軍が スーダンと アフガニスタンの 施設を テロ 関連 施設と して 攻撃した。 

軍事的 対峙の 継続 
⑴ 中東 

中東に おいては、 48( 昭和 23) 年の イスラエル 建国 以降、 イスラエルと パレスチナ 
人， アラブ 諸国 間で 4 次に わたる 中東 戦争が 行われた。 

しかしながら、 イスラエルは、 79( 同 54) 年に エジプト と、 94( 平成 6) 年には ジョル 
ダンと 平和条約を 締結した。 また、 イスラエルと パレスチナ解放機構 (PLO) との 間 
では、 93( 同 5) 年に 相互 承認を 行って 以来、 様々 な 合意が 結ばれて きた。 さらに、 
昨年 7 月 には、 和平 推進 派で ある バラ ッ ク 労働党 党首を 首相と する 新政 権が イスラ 
エルに 誕生し、 同年 9 月には、 98( 同 10) 年 10 月 に 結ばれた 合意の 一部を 修正した 合意 
(シャルム •エル. シェイク 合意） が 結ばれ、 ジョル ダン川 西岸 地域からの イス ラエ 
ル 軍の 一部 撤退 や、 パレスチナ 人 拘禁 者の 釈放な ど 一定の 前進が あった。 ただし、 
西岸、 ガザの 地位、 国境線、 難民、 エルサレムの 地位な どの 問題の 解決を 目指す 最 
終 的 地位 交渉な どを めぐる 双方の 立場には 大き な 相違 も 見られ、 同 交渉の 実施は 必 
ずし も スケジュール どおりには 進んで いない ものの、 引き続き、 最終的 地位 合意へ 
向けた 努力が 続けられ ている。 

シリア、 レバノンと イスラエルとの 間では、 いまだに 平和条約が 締結され ていな 
いが、 バラック 新 政府は、 1 年 以内の レバノンからの イスラエル 軍 撤退、 シリアと 
の 和平交渉 再開を 明言し、 同年 12 月には、 96( 同 8) 年 以来 中断して いた イスラエル 
•シリア 交渉が 再開され た。 また、 本年 5 月には、 イスラエルは 予定より 早く レバ 
ノン 南部から 軍を 撤退 させて いる。 イスラエルと シリアの 間に おける、 永続 的 かつ 
包括的な 和平 実現に 向けた 努力が 引き続き 行われて いるが、 国境 画定 や 水資源な ど 
の 問題に ついて、 依然として 立場の 相違が あり、 本年 1 月 以降、 交渉は 中断を 余儀 
なく されて いる。 

イラクに おいては、 湾岸 危機 終結 後、 イラクの 大量破壊兵器 及び 長距離 ミサイル 
の 脅威を 除去す る ことを 目的と して、 国連 特別委員会 (UNSCOM) が 設置され、 これ 
らの 兵器の 廃棄 状況な どに ついての 査察が 実施され てきた。 しかしながら、 97( 同 9) 
年 秋 以来、 イラクが 無条件の 査察 受け入れを 求める 国連 決議に 違反す る 行動を とり、 
情勢が 緊迫す る ことが 繰り返され、 98( 同 10) 年 12 月には、 米国が 英国と 共に イラクの 
疑惑 施設な どに 対する 空爆を 行った。 その後 も イラクの 北部 • 南部に 設定され てい 
る 飛行禁止空域の 無効を 主張す る イラクと 米国 • 英国との 間に おいて、 断続的な 武 
力行 使を 伴う 対立が 続いて いる。 また、 こうした イラクの 査察 受け入れ 拒否に 対し 
て、 昨年 12 月 に UNSCOM に 代わる 新 機関と して 国連 監視 検証 査察 委員会 
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に対する 協力な どを 条件と した イラクに 対す 
る 制裁の 一部 停止が 決定され るな ど、 国連で 対応策が 検討され ている が、 新 機関に 
よる 査察を イ ラクは 拒否して いる。 

(2)  インド •パキスタン 

インドと パキスタンの 間では、 カシミール 地方の 帰属 問題な どを 背景と して、 こ 
れ までに 3 次に わたる 武力 紛争が 生起して いる。 現在 も、 両国の 対立 関係は 基本的 
に 変化して おらず、 昨年 5 月から 7 月に かけて、 カシミールの 管理 ラインの インド 
側で 激しい 戦闘が 発生した ほか、 引き続き、 管理 ライン 付近で 小規模な 戦闘が 発生 
している。 

刪は、 ㈣不 拡歷您 na ドず、 

も 署名して おらず、 以前から 核兵器 開発の 動きが 伝えられて いたが、 98( 同 10) 年 5 
月、 相次いで 核実験を 実施し、 日本を 含む 国際社会の 批判を 浴びた。 また、 両国は 
弾道 ミサイルの 開発 も 積極的に 進めて おり、 同年 4 月の パキスタン による ガウ リ弾 
道 ミサイルの 発射 実験に 引き続き、 昨年 4 月には、 インドが アグ ニ 2 弾道 ミサイル 
の、 ま たパキ スタ ンが ガウ リ 2 及び シ ャ ヒー ン 弾道 ミ サイ ルの 発射 実験を 相 競って 
行うな ど、 弾道 ミサイルの 長 射程 化な どが 進められて いると みられる。 これらの 事 
象に ついては、 南ア ジア 地域の 安全保障への 影響が 懸念され る （国際的な 軍備管理 • 
軍縮への 影響に ついては、 本節 3 参照）。 

一方、 両国 関係に ついては、 昨年 2 月の 印 パ 首脳会談に おいて、 両国 間の 平和と 
協調 関係を 進め、 信頼醸成 を 図る ことな どを 内容と した 「ラ ホー ル 宣言」 な どが 発表 
される といった 関係 改善の 動き も 見られた。 しかしながら、 その後 同年 5 月には、 
インド 側 ジャンム ー •カシミール 地方の 管理 ライン 沿いで 戦闘が 発生し、 また、 同 
年 10 月には、 パキスタンに おいて、 ム シャラフ 統合参謀本部 議長 兼 陸軍 参謀長を 首 
班と する 軍事政権が クーデター により 成立す るな どの 動き も あり、 両国 関係は、 な 
お 流動的で ある。 

(3)  朝鮮半島 

朝鮮半島では、 朝鮮戦争 (50  ( 昭和 25) 年〜 53  ( 同 28) 年) が 生起し、 休戦協定 締結 後 も 
緊張 状態が 継続し、 現在 も 非武装地帯 (DMZ) を 挟んで 韓国と 北朝鮮の 間で 依然と し 
て 厳しい 軍事的 対峙が 続いて いる （本章 3 節 2 参照)。 


i)  印 パ 首脳会談では、 「ラ 
ホール 宣言」 の ほか、 両 首脳 
による 「共同声明」、 ミ サイ 
ル 発射 実験の 相互の 事前 通 
報な どを 定めた 両国 外務 次 
官の 「覚書」 が 署名 • 発表 さ 
れ ている。 

ii)  なお、 本年 5 月に、 ムシ 
ャ ラフ 統合参謀本部 議長 兼 
陸軍 参謀長が、 2002 (平成 14) 
年 10 月までに、 総選挙を 実 
施し、 民政に 復帰させる と 
の 意向を 示した。 


3 兵器の 移転 • 拡散な ど 

近年、 一部の 国に おいては、 大量破壊兵器 (核 • 生物 • 化学兵器) や 弾道 ミサイル 
などの 運搬 手段を 含む 兵器の 取得 や 開発が 顕著な 形で 進められ ており、 このような 
兵器の 危険性が 改めて 認識され、 主要国は 対処 能力の 向上に 努める とともに、 その 
移転 • 拡散 問題への 対応が、 今まで 以上に 国際社会の 抱える 緊急の 課題と なって い 
る （本章 2 節 2 参照)。 
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核兵器 

核兵器 不 拡散 条約 (NPT) では、 米国、 ロシア、 英国、 フランス、 中国の 5 か 国が 
核兵器 国 （資料 2、 3 参照） として 認められて いるが、 このほか にも 核兵器の 保有 や 
開発が 疑われて いる 国が 存在して いる。 1998( 平成 10) 年には、 イン ドと パキスタンが 
相次いで 核実験を 実施した。 NPT の 締約 国 数は 190 か 国 近くに 達して いるものの、 依 
然と して 加入を 拒んで いる 国 も ある。 

また、 96( 同 8) 年 9 月の 国連総会 において 採択され た 包括的 核実験 禁止条約 
(CTBT) は、 その 批准が 発効 要件 となって いる 未 批准 国の 説得が 進んで いない こと や 
昨年 10 月 に 米国 議会で 批准が 否決され た ことから、 速やかな 条約 発効の 見通し は 立 
っ ていない。 

生物 • 化学兵器 

生物 •化学兵器は、 核兵器に 比べて 安価 かつ 製造が 容易で あるた め、 途上国な ど 
も 保有が 比較的 容易で あり、 アジア や 中東、 北 アフリカ などの 国に おいても 製造 • 
保有され ている ものと みられて いる。 

なお、 95( 同 7) 年 3 月に 東京で 起きた 地下鉄 サリン 事件は、 化学兵器の 製造が 比 
較的 容易で あり、 その 使用が 武力 紛争に 必ずしも 限定され ない ことを 印象づけた。 

ミサイル 

弾道 ミサイルは、 大量破壊兵器の 運搬 手段と して 効果的で あ 
り、 これに 対する 有効な 防御 手段は 開発され ていない。 このた 
め、 弾道 ミサイルの 配備は、 現に 続いて いる 武力 紛争を 激化 さ 
せたり、 あるいは 軍事的 対峙が 継続して いる 地域の 緊張を 更に 
高め、 地域の 不安定 化を もたらす 危険性が 高い。 

弾道 ミサイルに ついては、 80 年代 中期に ソ連な どが イラク、 
北朝鮮、 アフガニスタン など 多数の 国 • 地域に スカツ ド B を 輸出 
した ほか、 中国の 東風 3  (CSS-  2)、 北朝鮮の スカツ ド 系列の ミ 
サイルの 輸出な どを 通じて、 現在、 相当数の 国が 保有す るに 至 
っ ている。 さらに、 一部の 国では、 より 長 射程の ミサイル 開発 
•生産を 行って いる。 98( 同 10) 年 7 月には、 イランが シャハ ブ 
3 を、 同年 8 月末には、 北朝鮮が テポ ドン 1 号を 基礎と した ミ 
サイルの 発射を 行い、 さらに、 咋年 4 月には、 インド 及び パキ 
スタ ンが 相次いで 弾道 ミ サイ ルの 発射を 行うな ど、 長 射程 化に 

パキスタンが 行った ガウリ 2 弾道 ミサ ィルの 発射 実験  向けた 発射 実験な との 動きが 顕著で あり、 両国が 核実験を 実施 

[AFP= 時事]  した ことと も あいまって、 大量破壊兵器 などの 不 拡散の ための 

国際的な 取組な どに 対して 深刻な 影響を及ぼす ことが 懸念され 
ている。 
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通常兵器 

通常兵器は、 各国の 安全保障に 直接 かかわる もので あり、 一部の 特定 通常兵器を 
除き、 国際的に その 輸出入が 容認され ている ため、 その 国際的な 移転を 一律に 規制 
する には 困難な 側面が ある。 しかしながら、 紛争 地域への 継続的な 移転な どが、 紛 
争が 激化す る 原因 ともなって いるた め、 その 移転の 実態に ついての 透明性を 高めたり、 
国際的な 管理 規制 を 行うた めに、 国連の 移転 登録 制度、 ワッ セナ  ー •アレンジメント、 
対人 地雷 禁止条約 及び 小型 武器の 規制に 関する 検討な ど 様々 な 取組が 行われて いる。 


試験飛行 中の 無人 機 (UAV)  [U.S.  Air  Force] 


4 軍事 科学技術の 動向 

近年の エレ ク トロ ニ クス 技術 や 材料 
技術を 中心と した 軍事 科学技術の 大幅 
な 進歩に 伴い、 戦闘 状況の 変化は より 
迅速と なり、 戦域が 広域 化する とと も 
に、 所要の 時期 • 場所に、 必要な 規模 
の 火力を 陸上 • 海上 • 海中 • 空中の 様々 
な 装備から、 戦場に 複合 的 かつ 正確に 
投射し 得る ようになった。 米国が 推進 
している C4ISR (指揮、 統制、 通信、 コ 

Command,  Control,  Communications,  Computers, 

ン ピュー タ、 情報、 監視、 偵察） は、 こ 

Intelligence,  Surveillance  and  Reconnaissance 

の i う な 戦場 空間に おける 優勢な 認識 
力を 獲得 するとと もに、 より 効率的な 
戦力 運用を 目指す ものである。 

特に、 冷戦 終結に 伴って 発生して いる 地域紛争に ついては、 その 戦場の 様相が 多 
様で ある ことに 加え、 軍事 目標に 限定した 精密な 攻撃が 要求され る 傾向に ある こと、 
また、 人的 損耗に 対する 社会 許容 度が 厳しく なって いるな どの 特徴が 指摘し 得る と 
ころで あり、 この 面から も、 兵器の 破壊力の 向上に 加え、 精密 誘導 技術 や C4ISR 
を 含む 情報 関連 技術の 研究開発が 重視され てきて いる。 

なお、 ハイテク 化 も 万能では なく、 巧妙な 欺瞞、 コンピュータ •ネットワークに 
対する 情報 戦、 生物 • 化学兵器を 用いた ゲリ ラ •コマン ドウ 攻撃な どの 非対称 的な 
脅威を 克服す る 必要性が 併せて 認識 される ようになって いる。 

各種 兵器の 技術 動向と しては、 誘導 武器の 長 射程 化 並びに 命中 精度 及び 破壊 能力 
の 向上 や ステルス 化、 火砲の 長 射程 化 や 弾薬の 高 威力 化 及び 知能 化、 水上 艦の 防空 
能力 や 潜水艦の 静粛 性の 向上、 航空機の 高 機動性 及び 超音速 巡航 性の 向上 並びに 多 
目 的 化、 戦闘 攻撃 タイプな どの 無人 機 (UAV) の 開発な どが 挙げ られ る。 

また、 最近の 軍事 科学技術の 進歩は、 本来の 軍用 技術は もとより、 民生 技術の 発 
展 にも 負う ところが 大きく、 現有 装備 品の 性能 向上 や 新たな 装備 品の 開発を 行う に 
当たり、 これらが 積極的に 活用され ている。 


i)  効率的に 目標を 撃破す る 
ため、 砲弾 自身が 目標 検 知、 
弾道 標定、 あるいは 軌道 修 
正な どを 行い 得る ようにす 
る こと。 

ii)  低速 • 高速に おける 急旋 
回 や 高迎角 飛行な どの 高い 
運動 性能を 有する こと。 

m) アフター • バーナー によ 
る 推力な しで、 超音速で 巡 
航 できる こと。 

iv) 同一の 機体で、 要撃、 制 
空、 対 艦 • 対地攻撃 などの 
うち 複数の 任務を 行い 得る 
こと。 


第 1 章 国際 軍事 情勢 
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第 2 節 主要国の 国防 政策と 国際社会の 安定化への 対応 


i  ) 非戦闘員 退避 活動、 平和 
維持 活動、 人道 救援活動な 
どの 対象と なる 多様で 小規 
摸な 事態。 


第 2 節 主要 II の 国防 政策と 国際社会の 安定化への 対応 


欧米 主要国 及び ロシアは、 冷戦 後の 安全保障 環境を 踏まえ、 地域紛争 などへの 対 
処を 念頭に、 冷戦 期に 蓄積され た 軍事力の 再編 •合理化を 進めて いる。 各国は、 平 
和 維持 活動の 在り方 や テロ • 人道 問題な どの 多様な 安全保障 上の 事態への 対応を 模 
索しつつ、 これに 必要な 能力を 確保す るた めの 努力を 行って いる。 この 努力は、 国 
際 協力と あいまって、 より 安定した 国際関係を 構築す る 上で 重要で ある。 

1 主要国の 国防 政策 
米国 

⑴ 安全保障 政策と 国防 政策 

①  安全保障 政策 

クリントン 政権は、 本年 1 月に 公表され た 「国家 安全保障 戦略」 において、 米国 
の 安全保障の 強化、 経済的 繁栄の 促進と 海外での 民主主義と 人権の 発展 を 目標と 
して、 国際問題に 関与し 指導力を 発揮す るとの 戦略を 維持す る ことを 表明して い 
る。 米国は、 この 戦略の 実施に 際し、 民主主義と 市場経済の 拡大が 安全保障 にも 
資する との 認識の 下、 米国が 単独で 行動す る 余地を 確保しつつ も 国際的な 協力を 
重視し、 外交、 軍事、 治安な どの 様々 な 分野に おいて 総合的な 取組を 行う として 
いる 0 

②  国防 政策 

米国の 安全保障の 強化に ついては、 外交な どを 通じて 好ま しい 国際 環境の 創出 
に 努める 一方で、 あらゆる 脅威と 不測 事態に 対処し 得る 態勢を 整え、 また、 不確 
実な 将来に 備えて 新たな 課題に 的確に 対応し 得る よう 自己 変革を 追求 するとして 

いる 0 

このよう な 国家 方針を 踏まえ、 米軍 も 海外 展開と 共同 演習な ど 平素からの 軍事 
的 関与を 通じて 好ましい 国際 環境の 構築に 努めてい る。 また、 海外に おける 大規 
模 戦域 戦争から 小規模 緊急事態、 さらに、 国境を 越えて 米国に も 及び 得る 大量 破 
壊 兵器* 弾道 ミサイルの 拡散、 テロ や 情報 戦な どに 至る あらゆる 脅威に 対処し 得 
る 態勢の 整備を 図って いる。 さらに、 当面の 即応 性の 維持との バランスを 図りつ 
つも、 地域 大国の 出現な ど 万一の 事態 も 考慮し、 不確実な 将来に 備える ために、 
戦力の 近代化、 軍事に おける 革命 (RMA) の 追求 (本 項⑤ 参照)、 業務の 効率化 や 情 
報 能力と 技術 優位性の 維持な どに より 軍事的な 優位を 確保す る こと に 努める とし 
ている。 

③  戦力 構成の 考え方 

米国は、 冷戦 後に 保持すべき 戦力に ついて、 1993( 平成 5) 年に 「ボトムアップ. 
レヴュー」 を 実施し、 ほぼ 同時に 生起す る 二つの 大規模 地域紛争への 対処 や 海外 プ 
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レゼ ンスの 所要な どを 考慮し、 昨年に おいて 現役 総 兵力 約 146 万、 陸軍 現役 師団 10 
個、 空母 11 隻 (他に 予備役 1 隻) 、戦闘 航空 団 13 個 (他に 予備役 7 個） を 保有 するとい 
う 目標を 定めた。 しかし、 第 2 期 クリントン 政権の 初年 度で ある 97( 同 9) 年には、 
更に 「4 年毎の 国防 計画の 見直し」 (QDR) が 実施され、 将来の 戦力 近代化に 資する 
ため、 主要な 戦力を 維持しつつ、 兵力を 更に 削減す る ことと し、 最終的な 現役 総 
兵力を 136 万人と した。 

このため、 米軍は、 現役の みならず 予備役 部隊 も 多様な 任務を こなし、 世界の 
いかなる 場所へ も 迅速に 展開 するとい う 全軍を 挙げての 対応を 求められ ている。 
米国は、 米軍に 付与され た 任務は QDR によ り 構築す る ことと されて いる 水準の 兵 
力に よ り 達成 可能と しては いるが、 二つの 大規模 地域紛争への 介入 能力を 維持す 
るた めに 小規模 緊急事態への 新規 介入に ついて 慎重な 考慮を する 必要が ある こと 
や、 小規模 緊急事態 に 投入 されて いる 戦力 を 新た に 発生し た 大規模 戦域 戦争に 転 
用す る 際に 適時 適切に 転用で きる かどう かにつ いての 政治 • 運用 上の リスクが 存 
在す る ことが 指摘され るよう になって いる。 米国は、 事態に 迅速に 対応す るた め 
に 戦力の 前方 展開と 緊急 時に おける 米国からの 戦力 展開 能力を 重視して おり、 欧 
州と ア ジア 太平洋 地域には それぞれ 約 10 万人の 兵力を 前方 展開 させて いる （本章 3 
節 6 参照)。 

④  国防 予算 

米国では、 ここ 数年 来、 好景気に よる 募集 難 
と 離職者の 増大、 任務の 多様化と 装備の 高度 化 
に 伴う 教育 訓練の 所要の 増大と 制約、 作戦 頻度 
の 増大に 伴う 整備 所要の 増大な どに よる 米軍の 
即応 性の 低下が 懸念され ている。 米国は、 既に、 

冷戦 後 削減が 続いて いた 国防 予算 (国防省の 所管 
する 狭義の 国防費の 予算 権限 額) を 2000 年度に 初 
め て 増加 させ、 併せて 2000 年度から 2005 年度に か 
けて 約 1，100 億 ドルの 増額を 行う 計画を 明らかに 
していた が、 2001 年度 国防 予算案 も、 即応 性を 
維持しつつ、 装備の 近代化を 進める ために、 対 
前年度 比 約 4.  9% 増の 2,  911 億 ドルと なった。 

⑤  軍事に おける 革命 (RMA) 

米軍は、 本節 2 項で 述べる 装備の 維持 • 近代化を 進める とともに、 RMA を 推進 

し、 不確実な 将来に おいても あらゆる 分野で 軍事的な 優位を 確保す る ことに 努め 
ている。 統合参謀本部が 1996( 同 8  ) 年 7 月 に 発表した 「統合 構想 201 0」 や 「統合 構想 
2020」 （本年 5 月 公表） は、 米軍が 情報の 優越と 技術革新に 立脚 して 軍事 作戦の あら 
ゆる 分野で 優位に 立つ との 目的を 明らかにし、 特に、 敵に 優る 機動、 精密で 正確 
な 攻撃、 あらゆる 攻撃からの 防御と ニーズに 合致した 後方 支援に 着目 している。 


国防 予算の 説明を する コーエン 国防長官 [U.S.  DoD] 


第 1 章 国際 軍事 情勢 
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第 2 節 主要国の 国防 政策と 国際社会の 安定化への 対応 


米軍に おける RMA は、 情報 システム などの 技術 進歩に とどまらず、 各 軍 や 統合 レ 
ベルでの 新たな 運用 コンセプトの 開発と 実験、 有望な コンセプト を 定着させる 手 
順の 確立、 変革に 適合した 人材の 育成 や 同盟国との 相互 運用 性の 確保と いった 分 
野に 広がりを 見せて いる。 また、 RMA の 推進に 伴い、 情報 戦に 対する 脆弱性と 非 
対称的な 脅威の 克服と いう 課題が 認識され るよう になり、 米軍は、 必要な 対処 能 
力の 獲得に 努めてい る。 なお、 米軍は、 米国 内で 大量破壊兵器の 使用を 伴う テロ 
事 案な どに より、 もたらされる 被害に 対処す るた め、 その 防護 能力を 提供す るな 
どの 役割を 果たす ことを 明らかにし ている。 


米国の 「統合 構想 201 0」 における 「敵に 優る 機動」 の 概念 図 


P 時 舉，1 


9K .'で 


選 


I— 


〜 紅丄 ..七 


結果 


m 


参. 


六 

一 敵には ない 目的 遂行の 手段 
一 敵は 不利な 体制 下での 反撃 又は 撤退を 余儀 
なくされる 


米国 国防省 資料を 基に 作成 
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(2) 軍事 態勢 

①  戦略 核 戦力と 弾道 ミサイル防衛 

米国は、 ロシアとの 間で 核 戦力の 削減に 向けて 努力を している。 94( 同 6) 年 12 
月 に 発効した 第 1 次 戦略兵器削減条約 (START  I) に 基づく 戦略核兵器の 削減は、 
来年 12 月の 削減 完了 期限に 向けて 弾頭 削減の 最終段階 にある。 米国は、 更に 93( 同 
5  ) 年 1 月 に 締結され た 第 2 次 戦略兵器削減条約 (START n) に 基づき、 2007 (同 19) 
年末までに その 戦略 核 戦力を、 単 弾頭 化 した ミ ニット マン m 大陸間弾道ミサイル 
(ICBM)500 基、 トライ デン ト D-  5 を 搭載した 弾道 ミ サイ ル 搭載 原子力 潜水艦 
(SSBN)14 隻、 戦略爆撃 機 (B-52、 B- 2  )95 機まで 削減 するとし ている。 

START  n は、 米国が 1996 (同 8  ) 年 1 月 に 批准し、 本年 4 月 に 一部 条件が 付され 
たもの の、 ロシアの 批准が なされた。 他方、 ロシアの 批准が 遅れて いた ことから、 
米国は、 START II の 発効まで その 戦略 核 戦力を START  I の 水準に 維持す るとの 
選択肢を 保持して きた。 現在の 米国の 戦略 核 戦力は、 ICBM550 基、 潜水艦 発射 弾 
道 ミサイル (SLBM)432 基 (SSBN18 隻）、 戦略爆撃 機 113 機で ある。 なお、 米 露は、 
STARTII の 発効を 条件と して 削減 対象 兵器の 非 活性化を 2003 (同 15) 年 12 月 に 前 倒 
しして 実施 するとと もに、 ロシア の START  II 批准 後 に 第 3 次 
戦略兵器削減条約 (START  ID ) の 交渉を 開始す る こと で 合意し 
ている。 （本章 2 節 3 参照） 

弾道 ミサイル防衛 (BMD) について は、 増大す る 弾道 ミ サイ 
ルの 脅威に 対応す るた めに、 戦域 ミサイル防衛 (TMD) と 国家 

Theater  Missile  Defense 

ミ サイ ル 防衛 (NMD) の 双方を 可能な 限り 早期に 開発す ると さ 
れ ている。 NMD に関しては、 対 弾道 ミサイル • システム 制限 
条約 (ABM 条約） を 変更す る 必要性 について ロシアな どの 理解 
を 得る 努力が 始められる とともに、 本年 7 月 に 行われる 3 回 
目の 迎撃 実験を 踏まえて 本年 夏に 国防省の 配備 準備 評価を 作 
成し、 大統領が NMD の 配備の 可否を 決定す ると している。 TMD 
に関しては、 同盟国 や 前方 展開され た 米軍を 弾道 ミ サイ ル か 
ら 防護す る ことを 目的と して、 下層 システム （能力 向上 型の ぺ 
トリ オット (PAC  -  3) や 海軍 地域 防衛 (NAD) ) や 上層 シス テ 
ム （戦域 高高度 地域 防衛 (THAAD) や 海上 配備 型 上層 システム 

Theater  High  Altitude  Area  Defense 

(NTWD)) の 構築が 図られて いる u)0 

Navy  Theater  Wide  Defense 

②  通常戦力 


i)  例えば、 NMD 配備に 際し 
ての 弾道 ミサイル 迎撃 ミサ 
イル 基地の 設置 場所な どが 
問題になる と言われ ている。 

ii) TMD の 構成要素の 一部 
(センサー や 戦闘 管理/指揮 
• 統制. 通信. コン ピュー 
夕. 情報 (BM/C4I) シス テ 
ム） について は、 巡航 ミ サイ 
ル 防衛 (CMD) への 活用 が検 
討され ている。 米国は、 TMD 
の 構成要素を 含む 様々 なシ 
ス テムを 柔軟に 組み合わせ 
る ことにより、 戦域に おい 
て 敵の 各種 ミ サイ ル や 航空 
機に 一体 的に 対処し 得る よ 
うな システムを 構築す ると 
の 構想を 有して いる （戦域 防 
空 •ミ サイ ル 防衛 (T  AMD) 
構想)。 


NMD 試験 飛翔 体の 打ち上げ [U.S.  DoD] 


陸上 戦力は、 陸軍 10 個 師団 約 47 万人、 海兵隊 3 個 師団 約 17 
万人を 擁し、 米国の ほか ドイツ （陸軍 2 個 師団)、 韓国 （陸軍 1 個 師団）、 日本 (海兵 
隊 1 個 師団） などに 戦力を 前方 展開して いる。 陸軍は、 重 部隊と 軽 部隊の 区別を 無 
く し 能力に 富む 標準化 された 戦力を 構築 するとい う 長期的な 構想に 基づき、 当面 
は、 重 部隊 並みの 戦闘力を 有しつつ も、 装備 重量を 減らして 部隊 展開 能力を 強化 


iii) 戦車、 装甲車、 攻撃 ヘリ 
コブ ター や 火砲を 装備した 
機甲 _ 機械化 師団。 


iv) 空挺 
師団。 


空中 強襲 • 軽 歩兵 
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した 新たな 旅団の 創設に 着手した。 さらに、 戦力の 効率的 発揮の ための ディ ジタ 
ル 化を 推進して いる。 海兵隊は、 海上からの 作戦 機動 能力の 向上を 推進して いる。 

海上 戦力は、 艦艇 約 970 隻 （うち 潜 
水 艦 約 75 隻) 約 500 万ト ンの 勢力を 擁 
し、 大西洋に 第 2 艦隊、 地中海に 第 
6 艦隊、 ペルシャ湾に 第 5 艦隊、 東 
太平洋に 第 3 艦隊、 西 太平洋 及び イ 
ンド 洋に第 7 艦隊が 展 開され ている。 
海軍 戦力に ついては、 広範な 近代化 
が 継続され ており、 艦艇に ついては、 
ニ ミ ッツ級 空母、 サン •アン トニ オ 
級 ドッグ 型 上陸作戦 用 輸送 艦、 バー 
ジ ニア 級 攻撃 型 原子力 潜水艦、 アー 
レイ •バーク 級 駆逐艦と 新型 後方 支 
援艦 (T  -  ADC (X) ) の 建造が 予定 さ 
れ、 次世代 空母の 開発 や 新型 対地攻 
撃 駆逐艦が 計画され ている。 

航空 戦力は、 空軍、 海軍と 海兵隊を 合わせて 作戦 機 約 3,560 機を 擁し、 空母 艦載 
機を 洋上に 展開す る ほか、 ドイツ、 英国、 日本 や 韓国に 戦術 航空 戦力の 一部を 前 
方 展開して いる。 空軍は、 来年 度 中に 輪番で 緊急 展開に 備える 航空機 動 展開 部隊 
(AEF) の釋 成を 完結す る 予定で ある。 また、 F- 16、 F/A- 18 戦闘機の 調達の ほか、 
F-22 新型 戦闘機 や 統合 攻撃 戦闘機 (JSF) の 開発な どの 航空 戦力の 近代化が 進めら 
れ ている。 

遠隔地に 部隊を 展開す る 機動 戦力に ついても、 C -  17 輸送機の 調達 や C-  5 輸送 
機と KC- 135 空中給油 機の 改良な どの 輸送 能力の 向上が 図られる とともに、 各 戦域 
における 装備の 事前 集積に も 努めてい る。 

ロシア 
⑴ 国防 政策 

① 新政 策の 策定 

昨年 12 月末、 エリ ツィン 大統領 （当時) が 辞任し、 本年 3 月の 大統領選挙を 経て、 
同年 5 月に プー チン 大統領 代行が 大統領に 就任した。 プー チン 大統領は、 自由、 
繁栄、 豊か さ、 強さ、 文明を 国家 目標と し、 START II や 包括的 核実験 禁止条約 
(CTBT) を 批准す るな ど 軍縮 政策を 進め、 各国と 活発な 首脳 外交を 行って いる。 こ 
のよう な 状況の 中で、 ロシア 政府は、 1997( 同 9) 年に 策定され た、 安全保障 全般 
の 方針と 原則を 規定す る 「ロシア 連邦国家 安全保障 コンセプト」 を 本年 1 月に 改定 
した。 この 改定は、 NATO の 拡大、 ユーゴ 連邦 共和国への 空爆、 NATO のい わ ゆ 
る 「 新 戦略 概念」 の 発表 や ロシア 内外での イ ス ラム 過激派の 台頭な どの 情勢の 変化 


F— 22 新型 戦闘機 [U.S.  Air  Force] 
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に 対応す る ためにな された ものである。 新 コンセプトに おいては、 ロシアに 対す 
る 直接的 武力 侵略の 可能性を 含む 脅威 認識を 新たに 詳述す る とともに、 核の 使用 
について は、 他の すべての 危機 解決 手段が 尽きる か 効果が 無い と 判明した 場合に 
は 使用で きる としてい る。 

さらに、 同年 4 月には、 この 新 コンセプトの 下、 ロシア 国防 政策の 基本 理念に 
関する 規定と して、 93( 同 5) 年に 定められた 「ロシア連邦 軍事 ドク トリ ンの 主要 規 
定」 を 改定し、 新 ドク トリ ンが 策定され た。 この 新 軍事 ドク トリ ン においては、 潜 
在 的な 国内 外の 脅威は 存続して おり、 一部の 分野では むしろ 増大す る 傾向に ある 
としてい る。 具体的には、 国外 的 脅威と しては、 領土 要求 •内政干渉 や、 ロシア 
の 軍事的 安全保障を 損なう 軍事 ブロ ック 及び 軍事同盟の 拡大、 多極化す る 世界の 
中で、 影響力 ある 中心の 一つと しての ロシアの 強化を 妨げる 試みな どが、 国内 的 
脅威と しては、 過激な 国家 •民族主義、 宗教 的 民族主義と テロリズムの 台頭な ど 
が 指摘され ている。 このため、 新 ドクトリンは、 軍と 軍需産業への 資源 配分を 重 
視 するとし ている。 さらに、 核の 使用に ついては、 核 及び その他の 大量破壊兵器 
が 使用され た 場合の みならず、 ロ シアの 国家的 安全に とって 重大な 状況 下での、 
通常兵器を 使用す る 大規模 侵攻に 対する 報復な どと して 使用す る 権利を 留保す る 
としてい る。 核の 使用に ついて、 従来の コンセプト や ドクトリン に比べ、 使用の 
敷居が 下がった と の 解釈が あるの に 対し、 使用の 基準を 明確 化した にす ぎない と 
の 反論 も ある。 

② 軍 改革 

ロシアでは、 ソ連 崩壊 後の 軍 再編は 全般的に 遅れて いたが、 近年、 97( 同 9) 年 
7 月に 軍 改革に 関する 大統領 令が 署名され るな ど、 更 なる 兵員の 削減と 軍 種の 統 
合な どの 軍機 構の 改編、 装備な どの 軍の 近代化、 即応 態勢の 立て直し などが 進め 
られ てきて いる。 この結果、 これまでに、 ロシア連邦 軍の 定員の 170 万人から 120 
万人への 削減、 宇宙 軍と 防空 軍の ロケット •宇宙 防衛 部隊の 戦略 ロケ ッ ト 軍への 
統合、 軍管区 司令官の 指揮権の 強化に 伴う 地上 軍 総司令部の 廃止と 参謀本部 地上 
軍 総 局な どの 創設、 空軍と 防空 軍の 統合、 ザバ イカ ル 軍管区と シベリア 軍管区の 
統合な どが 実施され、 機構改革の 面では 一定の 進展が あった。 また、 国内 外の 顕 
在 化しつつ ある 脅威に 対処す るた め、 これまで 後回しに されて きた 即応 態勢の 立 
て 直しを 更に 進める 必要が ある ことな どから、 本年度の 国防 予算では 名目 50% 以 
上の 予算 増加が 決定され ている。 しかしながら、 98( 同 10) 年来の ロシア 国内に お 
ける 困難な 経済状況 や チェチェン 戦費の 増大な どの 要因 も 重なり、 今後 も 国防 予 
算を 増大 させ 続ける か 定かでは ない。 したがって、 軍の 近代化 や 即応 態勢の 立て 
直しを 含めた 軍 改革の 課題 達成には 今後と も 困難が 伴う ものと 考えられる。 
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③ 独立国 家 共同体 (CIS) との 関係 

ロシアは、 その 経済、 国防、 安全保障 などの ロシアの 死活 的 利益が CIS の 領内に 
集中して いると し、 グルジア、 モル ド ヴァ、 アルメニアと タジキスタンに ロシア 
単独の 部隊 や ロシア 軍が その 大多数を 占める CIS 合同軍を 派遣し、 また、 ロシアと 
他の CIS 諸国との 間で 共同 防空 システム 協定 や 国境 共同 警備 条約を 結ぶな ど、 軍事 
的 統合を 進めて きた。 

しかしながら、 昨年に 入り、 アゼルバイジャン、 グルジアと ウズベキスタンが 
CIS 集団安全保障 条約 か ら 脱退し、 さらに、 上記 3 か 国と ウクライナと モル ドヴァ 
が、 安全保障 などに おける 相互 協力を 独自に 強化す る 動きを 見せ、 また、 昨年 11 
月の 欧州 安全保障 • 協力 機構 (OSCE) 首脳会談では、 グルジア、 モル ドヴァ などに 
駐留す る ロシア 軍が 今後 撤退す る こと が 決定 されて いるな ど、 ロシ アの 軍事 プレ 
ゼン ス の 低下と 一部の CIS 諸国の ロシア 離れの 傾向が 顕著 となって いる。 こうした 
ロシア 離れに 対応し、 ロシアは、 中央アジア •コーカサス 地域に おける イスラム 
武装 勢力の 活動の 活発化に 対して、 ウズベキスタン、 タジキスタン、 カザ フス タ 
ン、 キル ギス などと 同地 域に おける テロ対策を 中心とした 軍事協力を 進め、 求心 
力の 回復に 努めてい る。 また、 昨年 12 月には、 ロシアと 緊密な 関係を 維持して き 


CIS 加盟 諸国 


た ベラルーシとの 統一 国家 設立を 目指した 「連合国 家 創設 条約」 に 調印して いる。 

④  NATO との 関係 

ロシアは、 旧ソ連 諸国と 中 東欧諸国の NATO への 新規 加盟に ついては、 自国の 
安全保障 に対する 懸念な どから 反対 姿勢を 示し 続ける 一方、 97( 同 9  ) 年 5 月 には、 
NATO との 協力 関係を 規定す る 「 基本 文書」 に 署名した。 この 「 基本 文書」 に 基づき、 
ロシア •  NATO 常設 合同 理事会が 随時 開催され るな ど、 ロシアと NATO の 関係は 
強化され つつ あっ たが、 98( 同 10) 年 12 月 の 米英に よる イラク 空爆 や咋年 3 月から 開 
始 された NATO の ユーゴ 連邦 共和国への 空爆の 実施に より、 ロシア .NATO 間に 
軋櫟が 生じた。 しかし、 同年 7 月には、 中断され ていた 理事会を 再開し、 本年 2 
月 に NATO 事務総長が 訪 露した 際に、 交流 継続で 意見が 一致す るな ど 対話 再開の 
動きが あった。 なお、 ロシアは、 NATO と 対話を 行う として いるものの、 ロシア 
自身が 参加して いる OSCE を 欧州 安全保障の 中心に 位置付けようと している ものと 
考えられる。 

⑤  武器 輸出 

ロシアは、 財政 事情の 逼迫から 外貨獲得の 手段と して、 また、 政治的 影響力の 
確保を 図る とともに、 軍事産業 維持の ために 兵器の 輸出を 積極的に 行って おり、 
近年、 輸出 金額 も 大幅に 増加して いる。 中国に キロ 級 潜水艦、 ソブ レメン ヌイ 級 
ミサイル駆逐艦 や Su-27 戦闘機な どを、 マ レイ シアに MiG-29 戦闘機を、 インド 
に MiG  -  29、 Su-30 戦闘機な どを、 ヴィエト ナムに Su-27 戦闘機を 輸出して いる 
ほか、 96( 同 8) 年には、 旧ソ連 時代の 借款の 未 返済 部分の 償還 手段と して 韓国に 
T  -  80U 戦車な どを 輸出した。 なお、 旧ソ連 各国から 核兵器な どの 大量破壊兵器に 
関連す る 物資 や 技術な どが 流出す る 可能性が 国際的に 懸念され ている。 

(2) 軍事 態勢 
① 核 戦力 

戦略 核 戦力に ついては、 ロシアは、 戦略 核 ミサイルの 削減を 徐 々に 進め、 戦略 
爆撃機 ブ ラック ジ ャック の 生産 も 停止した と考えられるが、 依然として 米国より 
も 多くの ICBM 及び SLBM を 保有して いる。 さらに、 旧式 ICBM の 耐久 年数を 延長 
したり、 98( 同 10) 年 12 月 及び 昨年 12 月には、 それぞれ SS- 27( 新型 ICBM) 10 基を 実 
戦 配備す るな ど、 旧式 ICBM から 単 弾頭 • 移動 式の ICBM への 更新を 継続して いる。 
また、 当初の 計画から 遅延して いるものの 新型 SSBN の 建造 も 進めて いると 考えら 
れ る。 なお、 天然 ガス 代金の 債権 回収の 一部と して ウクライナより 戦略爆撃 機の 
引渡しを 受けた。 

非 戦略 核 戦力に ついては、 ロ シアは、 射程 500km 以上の 地上 発射 型 中距離 ミ サイ 
ルを 中距離核戦力 (INF) 条約に 基づき 91 ( 同 3  ) 年までに 廃棄し たが、 短距離 地対地 
ミサイル、 中距離 爆撃機、 攻撃 型 原子力 潜水艦、 海上 (水中） •空中 発射 巡航 ミサ 
イル など 多岐に わたる 戦力を 依然として 保有して いる。 なお、 艦艇に 配備され て 
いる 戦術 核に ついては、 92( 同 4) 年 11 月に、 米国と 同様に 各 艦隊から 撤去し、 陸 


i  )NATO と ロ シアの 相互 
関係の 核心を 形成す る こと 
になる 協議、 協力、 共同 意 
思 決定 及び 共同 行動の 目標 
と メカニズムを 定義 付けし 
ている。 NATO が 新規 加盟 
国に 核兵器を 配備し ない こ 
と を 確認す る ことな どに よ 
り、 NATO 拡大の 道を 開い 
た。 
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i  ) NATO の 手段 及び 能力 
を 欧州の 安全保障 機構に 提 
供す る ことを 通じて、 欧州 
の NATO 加盟国が 欧州 共通 
の 安全と 防衛に より 大きな 
責任を 持つ ようにす る こと。 


上 格納庫に 保管した ことを 明らかにし ている。 

また、 ロシア 軍に おいては、 通常戦力の 量的 削減が 続き、 即応 態勢の 低下が 見 
られる 一方で、 その 近代化が 必ずしも 進んで いない 状況に ある ことな どから、 新 
コンセプト •新 ドクトリンで 核の 使用が 詳述され ている ように、 安全保障 上 核 戦 
力を 相対的に 重視す る 傾向が 強まって おり、 限られた 財源な どを 優先的に 核 戦力 
に 投入し、 核 戦力 部隊の 即応 態勢の 維持に 努め ている ものと 考えられる。 

② その他 

通常戦力に ついては、 90( 同 2) 年 以降、 量的に 縮小 傾向が 見られ 始め、 この 傾 
向 は 現在 も 続いて いる。 

また、 依然として 続く 厳しい 財政 事情に 加え、 軍人の 生活環境の 悪化 や 軍の 規 
律の 弛緩、 徴兵忌避 などに よる 充足 率の 低下な ども 問題と なって おり、 旧ソ連 時 
代の よう な 軍の 活動 水準を 維持して い くこと は 困難で あると 考えられる。 

いずれにせよ、 98( 同 10) 年に 発生した ロシアの 経済 危機と それに 続く 政局の 流 
動 化に 見られた ように、 ロシアの 政治 • 経済 情勢の 今後の 動向は 不透明で あり、 

ロ シア 軍の 将来像は 必ずしも 明確では なく、 ロ シア 軍の 今後の 動向に ついては 引 
き 続き 注目 して おく 必要が ある。 

欧州諸国 

欧州諸国は、 冷戦 終結 後の 戦略 環境に 適合す るよう に 冷戦 期に 蓄積され た 戦力の 
再編 •合理化を 進めて おり、 近年、 国防費は 抑制され ている。 また、 国連 平和維持 
活動への 参加 や 和平 履行 部隊 (IFOR)、 安定化 部隊 (SFOR) と 国際 安全保障 部隊 
(KFOR) といった 多国籍軍に 部隊の 派遣を 行って いる。 さらに、 欧州諸国は、 欧州 独 
自の 安全保障 体制を 確立す るた め、 NATO において 「欧州 安全保障 • 防衛 アイ デン テ 
ィ ティ」 （ESDI) を 強化 • 発展 させて きた。 他方、 昨年の NATO による ユーゴ 連邦 共和 
国への 空爆が 米国 主導で 実施され、 欧州諸国の 軍事力が 不足して いるとの 認識が 深 
まった。 そのため、 EU においては、 2003 (同 15) 年までに EU の 緊急 展開 戦力を 保有す 
る ことが 決定され、 その 準備が 進められ ている。 

⑴ 英国 

冷戦 終結 後の 英国 軍の 役割 としては、 当初 三つの 役割 (① 域外から の 重大な 脅威が 
ない 時に おいても、 英国 本土と 属領を 保護し、 安全を 確保す る。 ② 英国と 同盟国へ 
の 域外からの 重大 脅威に 対して 防衛の 備えを して おく。 ③ 国際 平和の 安定の 維持に 
より、 英国の 広範な 安全保障 上の 利益を 増進す る。 ） が 示されて いたが、 その後、 「平 
時に おける 英国と 国民の 安全保障」、 「NATO 域内の 危機」、 「NATO 域外の 地域紛争」、 
「国際 秩序と 人道的 原則への 支援」 などの 七つの 任務の 類型に 整理され ていた。 

ブレア 政権は、 1998( 同 10) 年 7 月、 「戦略 防衛 見直し」 において、 新たに、 「予防 外 
交」 （軍備管理 や 教育 • 訓練 イニシアティブ などの 紛争 予防の ための 取組） を 防衛 任務 
に 追加し、 大幅な 核弾頭 削減の 実施 (核弾頭を 300 〜 200 発 以下へ)、 緊急 対応 部隊の 創 
設、 軍の 近代化、 統合 戦闘 能力の 強化 (海 • 空軍 固定 翼 部隊 「統合 軍 200 0」、 統合 ヘリ 


18 


コブ ター コマンド、 統合 陸. 空軍 防空 組織の 編成）、 2002 (同 14) 年までの 国防 予算の 
削減 (昨年から 2002 (同 14) 年の 総額で 681 億 ボン ドから 672 億 ボン ドへ) などを 実施して 
いくこと となった。 

⑵ ドイツ 

ドイツでは、 国連の 平和維持活動 (武力行使を 伴う 活動 も 含まれる。） への ドイツ 
連邦 軍の 参加に ついては、 1994( 同 6) 年 7 月に、 連邦 憲法 裁判所が、 連邦議会の 過 
半数に よる 承認と 国連の 枠内での 活動を 条件に NATO 域外への 派遣を 合憲と 判断し 
た。 さらに、 国連の 平和維持活動 (武力行使を 伴う 活動 も 含まれる。） のみならず、 

シュレーダー 政権は、 国際法と 基本 法に 基づく 委任が ある ことを 前提に、 国際 平和 
創出の ための 連邦 軍の 戦闘 活動への 参加を 認める と して おり、 昨年 3 月 に 発生した 
ユーゴ 連邦 共和国 コ ソヴォ をめ ぐる 軍事行動に おいて、 ドイツは、 NATO 軍の 一部 
として 連邦 軍を 派遣し、 戦後 初めて 武力行使、 しかも、 NATO 域外での 武力行使に 
踏み切った。 

ドイツ 連邦 軍は、 本年までに 実施 
予定であった 34 万人 体制への 移行を 
既に 完了し、 更 なる 削減を 進めて い 
る。 これに 伴い、 96( 同 8) 年 1 月 か 
ら 兵役 義務 を 12 か 月から 10 か 月 へ 短 
縮 している。 

ドイツ 連邦 軍は、 危機 対応 作戦の 

ために、 偵察 • 通信 • 長距離 機動力 

の 向上な どを 必要と 認識して いるが、 

ドイ ツ 統一な どに 起因す る 財政難 か 

ら、 緊縮財政の 一環と して、 本年 以 

降の 国防 予算の 削減が 予定され てい 

る。 また、 シュレーダー 政権は、 昨 

年 5 月、 ヴァイ ツ ゼッカ ー元 大統領を 議長 とする 「共通 安全保障と 連邦 軍の 将来 委員 

会」 を 設置した。 同委員会は、 本年 5 月、 中間報告を 実施した。 その後、 同年 6 月、 i) この 答申では、 

• 連邦 軍の 兵力を 33 万人 

政府は、 兵力の 27 万 7,600 人への 削減、 現行 10 か 月の 徴兵 期間の 9 か 月への 短縮、 海 


コ ソヴォ での 軍事行動に 参加した ドイツ 連邦 軍 卜 


ド 戦闘機 [U.S.  Air  Force] 


外へ 派遣で きる 15 万人の 兵力を 保持す るな どの 改革案を 閣議 決定した。 

(3) フランス 

フランスは、 冷戦 終結な どの 戦略 環境の 変化を 踏まえ、 迅速な 展開 能力を 有し、 
かつ、 ハイテク 兵器を 駆使し 多様な 任務を 遂行し 得る 軍隊への 移行を 目指して いる。 
このため、 フランス 革命 以来の 伝統であった 徴兵制から 志願 制へ 移行す る ことと し、 
95( 同 7) 年に 約 50 万人であった 総 兵力を 将来 的に 35 万人に 削減 するとと もに、 装備の 
近代化な どを 推進す る ことと している。 現在、 97( 同 9) 年から 2002 (同 14) 年を 対象と 
して 1996( 同 8) 年に 制定 • 公布され た 「新 防衛 力 整備 計画 法」 に 基づく 改革が 進められ 


から 24 万人へ 削減 
• 徴兵制の 選抜 徴兵制へ 
の 移行 

• 同盟の 任務に 適した 14 
万人の 作戦 部隊の 確保 
などが 述べられた。 
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第 2 節 主要国の 国防 政策と 国際社会の 安定化への 対応 


ている が、 それによ ると、 94( 同 6) 年に 策定され た 以前の 計画 (95( 同 7) 年から 本年 
を 対象） に比べ、 計画 期間 内の 国防 支出の 総額は、 約 18% の 縮小が 予定され ている。 

また、 NATO 拡大を 契機に フランス の 同 軍事 機構への 復帰の 動 きがみら れ たが、 
フラ ンスが 望む よう な 同 機構の 体制 変革に ならなかった ため、 97( 同 9  ) 年 12 月 には、 
復帰が 見送られた。 しかし、 昨年 実施され た NATO の ユーゴ 連邦 共和国への 空爆に 
おいては、 空母を 含む 戦力を 展開し、 空爆に 参加した。 

2 国際連合 などに よる 国際社会の 安定化の ための 努力 

国連は、 第二次世界大戦 末期、 当時の 連合国を 中心として 戦後の 国際の 平和と 安 
全の 維持の ために 設立され た。 国連が 国際的な 平和維持 機構と して 本来の 機能を 発 
揮す るた めには、 特に 安保理を 中心に、 加盟 各国の 協力が 必要で あるが、 国連 設立 
後、 東西 対立が 激化した こと も あり、 国連憲章に 規定され た 平和維持の 制度は 必ず 
しも 十分に 機能し なかった。 

冷戦の 終結に より、 東西 対立の 時代に 比して、 主要国 間の 協調が 図られる ように 
なり、 安保理が より 有効に 機能し 得る ようにな ると みられた。 このため、 地域紛争 
が 発生す る 危険性が 増大して いる 状況の 中で、 国連が 国際の 平和と 安全を 維持す る 
役割を 発揮す る こと が 期待 された。 

しかしながら、 国連の 平和維持活動に ついては、 能力 的な 限界が 認識され ている 
ほか、 複雑な 背景を 有する 地域紛争に ついて、 主要国の 利害関係 や 思惑が 錯綜して 
いる 場合には、 対応策に ついて 必ずしも 合意が 形成され ない 例が 見られる など、 国 
連が 十分に その 機能を 発揮す るた めには いま だ 多く の 課題が ある こと も 同時に 明ら 
かと なって きている。 

国連 平和維持活動 (資料 4 参照） 

⑴ 最近の 国連 平和維持活動 

国連 平和維持活動は、 伝統的には、 停戦の 合意が 成立した 後に、 停戦 監視な どを 
中心として、 紛争の 再発を 防止す る ことを 主たる 目的と して 行われて きた。 その 結 
果、 紛争 当事者 間で 停戦 合意が 成立して いる こと、 紛争 当事者の 受け入れ 同意が あ 
る こと、 中立性を 保つ こと、 自衛の 場合を 除いては 武器を 使用し ない ことな どの 原 
則が 慣行と して 確立した。 

冷戦の 終結に より、 地域紛争の 処理 や 予防に 関して、 安保理を 中心とする 国連の 
役割に 対する 期待が 高まる と、 国連に よる 平和維持活動の 任務は、 武装解除の 監視、 
選挙 や 行政 監視、 難民帰還 などの 人道支援 など、 幅広い 分野に わたるよう になり、 
活動の 規模 も 拡大した。 また、 国連憲章 第 7 章の 下で、 武装解除 などに 関し 強制 措 
置を 採り 得る とされる 活動 や、 紛争を 未然に防 止す る 目的を 持った 活動 も 実施され 
るよう になった。 

しかしながら、 第 2 次 国連 ソマリア 活動 (UNOSOMII) は、 強制 行動を 行う 権限を 
与えられた PKO であった が、 所期の 目的を 達成す る ことなく 1995  (平成 7  ) 年 3 月に 


20 


完全 撤収した。 その 一方、 94( 同 6) 年、 内戦の 滅 発した ルワンダでは、 国連の 呼び 
かけに 対して 国際社会が 速やかに 対応せ ず、 内戦の 激化 や 市民の 大量 殺害を 防ぐ こ 
とがで きなかった。 また、 ボスニア •ヘルツ エゴ ヴ イナに 展開した 国連 防護 隊 
(UNPROFOR) も、 十分に 任務を 実施で きない まま、 多国籍軍 である IFOR/SFOR 

United  Nations  Protection  Force  Implementation  Force  Stabilization  Force 

に 取って代わられた。 これらの 反省を 教訓と して、 PKO の 効果的な 実施の ための 方 


国連 平和維持活動が 行われて いる 地域 （2000.4.30 現在） 

国連 ボスニア. ヘルツ エゴ ヴ イナ 

ぐツン ヨン 

，国連 プレブ ラ カ 監視 団 

国連 コソ ヴォ 暫定 行政 ミッション 

国連 グルジア 監視 団 

国連 イラク • クウ エイ ト 
監視 団 

国連 タジキスタン 監視 団 

国連 インド • パキスタン 
軍事 監視 団 


国連 東 チ モール 
暫定 行政 機構 


国連 レバノン 暫定 隊 


国連 西 サハラ 住民投票 監視 団 


国連 兵力 引き離し 監視 隊 
(ゴラン高原） 

国連 休戦 監視 機構 
(エジプト • ジョル ダン. 
レバノン. イスラエル など） 
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国連 サイ プラス 平和維持 隊 


21 


第 2 節  主要国の 国防 政策と 国際社会の 安定化への 対応 


策に ついて 国連 及び 関係 国 間で 活発な 議論が 行われた。 

そのような 中で、 昨年は、 国連 東 チ モール 暫定 行政 機構 (UNTAE 丁） といった 大型 
かつ 多 機能で 任務 遂行に 必要な あらゆる 措置を 採れる ような 強い 権限を 付与され た 
PKO の 設立が 相次いだ。 また、 国連 シェラ. レオーネ ミ ツ シヨン （UNAMSIL) や 国連 
コンゴ ー民 主 共和国 ミ ツシヨ ン （MONUC) のよう な 大規模な PKO も 設立され た。 昨 

United  Nations  Organization  Mission  in  the  Democratic  Republic  of  the  Congo 

年末 現在、 国連 平和維持活動の 要員は、 約 1 万 8,000 人と なって いる。 

(2) 国連 要員の 安全 確保 

国連 平和維持活動 における 国連 要員 の 犠牲者 数は、 強制 措置 を 伴う UNOSOM n や 
UNPR0F0R などの 活動が 最盛期であった 93( 同 5) 年を ピークに 減少して いる。 しか 
しながら、 昨年までの 犠牲者は 1， 500 人を 超え、 国連 平和維持活動 などに 携わる 要員 
の 早急な 安全 確保が 望まれて いる。 94( 同 6  ) 年 12 月 には、 「国際連合 要員 及び 関連 要 
員の 安全に 関する 条約」 が 採択され、 各 締約 国に 対し、 国連 要員な どに 対する 殺人、 
攻撃、 誘拐な どの 行為を 犯罪と する こと、 一定の 場合に 当該 犯罪に ついての 裁判権 
を 設定す る こと、 一定の 場合に 当該 犯罪の 容疑者を 容疑者の 引渡しを 求めた 国に 引 
き 渡す ことな どを 義務付けた。 98( 同 10) 年 12 月 には、 この 条約の 発効に 必要な 22 か 国 
が 締結し、 咋年 1 月に 発効して いる。 

軍備管理 • 軍縮 

近年、 一部の 国に おいては、 大量破壊兵器 や 弾道 ミサイル などの 運搬 手段を 含む 
兵器の 取得 や 開発が 進められ ており、 そのため 地域的に 敵対す る 勢力が、 かつては、 
その 保有が 超大国の みに 限定され ていたよう な 種類の 兵器で 武装す る ようになって 
いる。 そのため、 このような 兵器の 移転 •拡散 問題への 対応は、 国際社会の 抱える 
緊急の 課題と なって いる。 現在、 移転 •拡散の 防止の ため、 各種の 不 拡散 体制を 強 
化 • 拡充して、 大量破壊兵器 などの 移転 • 拡散を 防止す る 努力が 行われて いる ほか、 
通常兵器 や 関連 汎用 品 •技術に 関する 輸出 管理が 行われて いる。 （4 章 2 節 4 参照） 
⑴ 大量破壊兵器 及び ミサイル 
① 核兵器 

核兵器の 拡散 防止に 関しては、 核兵器 不 拡散 条約 (NPT) と 国際 原子力 機関 
(IAEA) の 保障 措置 を 中核と する 不 拡散 体制が 存在す る ほか、 日 本を 含む 35 か 国が 
参加す る 原子力 供給 国 グループ (NSG) により、 原子力 専用 品 及び 原子力 汎用 品 並 
びに その 関連 技術の 輸出 管理が 行われて いる。 NPT について は、 92( 同 4) 年に 中 
国と フランスが 加入し、 98( 同 10) 年 9 月には、 ブラジル も 加入す るな ど、 締約 国 
数は 増加して いるが、 イスラェル、 インド、 パキスタン など 加入を 拒んで いる 国 
も 存在す る。 

95( 同 7) 年 5 月、 NPT 運用 検討 •延長 会議に おいて、 「包括的 核実験 禁止条約 
(CTBT) が 発効す る ま で 核兵器 国 は 核実験 実施 を 最大限 g 制する」 こと が 合意され 
た。 しかしながら、 中国、 フランスは、 その後 も 日本を 含む 国際社会の 批判を 浴 
びながら も 核実験を 数次に わたって 実施した。 その後、 フランスは、 96( 同 8) 年 
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1 月末に 核実験 終結を 宣言し、 また、 中国 も、 同年 7 月末 以降 核実験の モラ トリ 
アム （一時 休止） を 実施す る 旨 発表した。 

このような 動きを 受けて、 同年 9 月には、 オーストラリア などから 国連総会へ 
CTBT 決議案が 提出され、 本会議に おいて 圧倒的な 賛成 多数に より 採択され た。 同 
年 11 月には、 CTBT 機関 (CTBTO) 準備委員会が 発足し、 国際 監視 制度の 整備な ど 
を 進め、 条約 発効に 向けた 体制 作りが 始まった。 本年 4 月末 現在、 署名は 155 か 国、 
批准は 日本、 英国、 フランスを 含め、 56 か 国で あり、 同年 5 月に、 ロシアが 国内 
批准 手続を 終了した。 条約の 発効に その 署名 •批准が 必要と される 国のう ち、 イ 
ン ド、 パキスタン、 北朝鮮が 未 署名で あり、 条約への 署名を 拒否す る 意思を 表明 
してきた が、 98( 同 10) 年来、 インド 及び パキスタンは 条約の 参加に 前向きな 意思 
表示を 行って いる。 しかしながら、 昨年 10 月には、 同 条約を 推進して きた 米国が 
上院に おいて 批准を 否決す るな ど、 現在、 速やかな 条約 発効の 見通しは 立って い 
ない。 

なお、 本年 5 月、 NPT 運用 検討 会議が 開催され、 明確な 期限が ある わけでは な 
いが、 核兵器 全面 廃絶に ついての 核兵器 国の 明確な 約束な どを 含む 最終 文書を 採 
択 した。 

②  生物 •化学兵器 

化学兵器に ついては、 これを 全面的に 禁止 するとと もに、 その 検証 措置を 規定 
した 「化学兵器の 開発、 生産、 貯蔵 及び 使用の 禁止 並びに 廃棄に 関する 条約」 (化学 
兵器 禁止条約 (CWC)) の 署名式が 93( 同 5) 年 1 月に 行われ、 97( 同 9) 年 4 月末に 
日本を 含む 原 締約 国 87 か 国に よ り 発効した。 

生物兵器に ついては、 75( 昭和 50) 年に 発効した 現行の 「細菌兵器 (生物兵器) 及び 
毒素 兵器の 開発、 生産 及び 貯蔵の 禁止 並びに 廃棄に 関する 条約」 （生物兵器 禁止 条 
約 (BWC) ) では、 検証 措置な どが 規定され ていない ことから、 その 整備 作業が BWC 

Biological  Weapons  Convention 

強化の 枠内で 続けられ ている。 

このほか、 生物 • 化学兵器の 原材料 • 製造 設備* 関連 技術の 輸出規制を 実施し 
ている オーストラリア. グループ （AG) に、 日本を 含む 30 か 国が 参加して いる。 

③  ミサイル 

ミ サイ ル や 関連す る 機材 • 技術の 不 拡散に ついては、 日本を 含む 32 か 国が 参加 
する ミ サイ ル 輸出 管理 レジー ム （MTCR) により、 ミ サイ ル 関連 機材 • 技術の 輸出 
管理が 行われて いる。 92( 平成 4) 年には、 規制 対象を 核兵器の みならず 生物 •化 
学 兵器を 含む すべての 大量破壊兵器の 運搬 手段と して 使用可能な ミ サイ ルにまで 
拡大す る こと が 合意 さ れ た。 

98( 同 10) 年 8 月末には、 北朝鮮が 弾道 ミサイル 発射を 行った が、 北朝鮮の ミサ 
イ ル 開発が 急速に 進展して いる 背景と して、 外部からの 各種の 資材 • 技術の 調達 
活動が 推測され、 同年 10 月の MTCR 総会に おいては、 北朝鮮の ミサイル 関連 活動 
に 懸念が 表明され る とともに、 北朝鮮の 自制を 求める 内容の 議長 声明が 採択され 
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第 2 節 主要国の 国防 政策と 国際社会の 安定化への 対応 


i) 旧 共産圏に 対する 戦略 物 
資 及び 技術の 輸出規制を 目 
的と した 輸出規制 委員会。 
1949( 昭和 24) 年 設立。 


ii) 外見 上は 無害で あるが、 
近寄ったり 触れたり すると 
突然 機能す る、 殺傷を 目的 
とする 装置。 


た。 

(2) 通常兵器 

通常兵器の 移転 • 拡散に ついては、 以下のような 取組が 行われて きている。 

まず、 日本な どが 中心と なって 国連に 提案した 通常兵器の 移転 登録 制度が 92( 同 4) 
年 1 月に 発足し、 93( 同 5) 年から 登録が 開始され ている。 本年 4 月末 現在、 80 か 国 
が 98( 同 10) 年分の 登録を 行って いる。 

また、 冷戦 終結に 伴い、 94( 同 6) 年 3 月末に 撤廃され た 対 共産圏 輸出規制 委員会 
(COCOM) に 代わる 新しい 輸出 管理 体制に ついて、 93( 同 5) 年 11 月から 交渉が 行われ 
てきた が、 96( 同 8) 年 7 月、 設立 総会が 開催され、 ワッ セナ ー •アレンジメントが 
正式 発足した。 同 アレンジメントは、 あらかじめ 特定の 地域を 対象と する ことなく、 
通常兵器 及び 機微な 汎用 品 • 技術の 移転に 関する 透明性の 増大 や、 より 責任 ある 管 
理を 実現す る ことにより、 地域の 安定を 損なう おそれの ある 通常兵器の 過度の 移転 
と 蓄積を 防止す る ことを 目的と している。 設立 当初から 協議に 参加して いた 日本、 
米国、 ロシア、 欧州諸国 など 28 か 国を 始め、 参加国は 本年 5 月 現在で 33 か 国と なっ 
ている。 

通常兵器の 使用な どに 関しては、 従来、 地雷、 ブービー トラップ や 焼 夷 兵器な ど 
の 使用の 態 様な どを 制限す る 特定 通常兵器 使用禁止. 制限 条約 (CCW) が あった。 こ 

Convention  on  Prohibitions  or  Restrictions  on  the  Use  of  Certain  Conventional  Weapons  Which  Mav  be  Deemed  to  be  Excessively  Injurious  or  to 

のうち、 対人 地雷に ついては、 96( 同 8) 年 ごろから オタワ. プロセスの 場な どで 対 
人 地雷の 全面禁止に 向けた 取組が 行われて おり、 97( 同 9) 年 12 月には、 対人 地雷 禁 
止 条約と して 署名式 も 開催され、 昨年 3 月に 発効した。 本年 6 月 現在、 米国、 ロシ 
了、 中国な どが 署名して いない ものの、 これまでに 137 か 国が 署名、 日本を 含む 96 か 
国が 締結して いる。 

また、 近年、 頻発して いる 紛争の 主要 武器で ある 小型 武器 （自動小銃 など） は、 紛 
争を 激化 •長期 化し、 一般 市民を 含む 被害者を 出して いる こと、 紛争 終了後 も、 市 
中に 残余し 治安を 不安定に し 復興 開発を 妨げる 要因と なって いる ことから、 国連を 
中心に 非合法 取引の 規制 や 過剰 蓄積の 削減の 方途に つき 検討が 行われて おり、 日本 
は 主導 国の 一つと なって いる。 

3 米 露 及び 欧州に おける 国際社会の 安定化への 対応 
軍備管理 • 軍縮 
0) 米 露 間の 核 軍備管理 •軍縮 

1991 (平成 3  ) 年 7 月に 米ソ 間で 署名 された 第 1 次 戦略兵器削減条約 (START  I ) は、 
発効 後 7 年 以内に 双方の 戦略 運搬 手段 及び 弾頭 数を、 それぞれ 1， 600 基 (機） と 6,  000 発 
を 上限と して 削減 (米ソの 戦略 運搬 手段の 約 30 〜 35%、 弾頭の 約 40% を 削減) する もの 
で、 史上 初めて 戦略核兵器を 削減 するとい う 点で、 画期的な 条約で ある。 同 条約は、 
その後、 ソ連の 解体な どの 安全保障 環境の 変化を 経て、 94( 同 6) 年 12 月に 発効した。 
ロシアに おいては、 核弾頭の 廃棄に 必要な 資金の 不足な どの 問題 も 存在す るが、 
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START  I に 基づいた 戦略核兵器の 削減は、 現在 も 行われて いる。 

93 ( 同 5  ) 年 1 月 に 米 露 間で 署名 された 第 2 次 戦略兵器削減条約 (START II ) は、 先 
の STARTI より も 更に 戦略核兵器の 削減を 目指して いる。 同 条約は、 双方の 戦略 核 
兵器を 2003 (同 15) 年 1 月 1 日までに 2 段階に 分けて 削減す る ことを 目標と していた が、 
1997( 同 9  ) 年 3 月に フィン ラン ドの ヘルシンキで 開催され た 米 露 首脳会談に おいて、 
履行 期限の 延期が 合意され た。 また、 同年 9 月に 合意され た 議定書は 第 1 段階 (2004 
(同 16) 年末) では 総 弾頭 数を 3,  800 〜 4,  250 発に 削減し、 第 2 段階 (2007( 同 19) 年末) で 
は 更に 3,  000 〜 3,  500 発に 削減す る とと も に、 多 弾頭 ICBM 及び 重 ICBM(SS- 18) を 全 
廃し、 SLBM 搭載 弾頭 数 を 1 ， 700 〜 1 ， 750 発 以下 とする ことな どを 内容と している。 

Submarine-Launched  Ballistic  Missile 


第 】 次 戦略兵器削減条約 (START  I  ) 及び 第 2 次 戦略兵器削減条約 (START  E  ) の 概要 

START  I 


経  緯 

①  1990 年 5 月〜 6 月の 米ソ 首脳会談 において 基本合意。 

②  1991 年 7 月 31 日の 米ソ 首脳会談 において START  I 署名。 

③  1992年5月23日 、 米と ロシア、 ウクライナ、 ベラルーシ 及び カザフスタン 
の CIS 4 か 国は START  I 議定書に 署名。 

④  ウクライナの NPT 加盟に より、 1994年12月5日 STARTI 発効。 

概  要 

〇 戦略 核 運搬 手段の 上限は、 1,  600 基 (機）、 このうち、 重 ICBM について は 154 
芽 

〇 弾頭 数の 上限は 6,000 発。 

• 弾道 ミサイルの 上限：  4,900 発 
•重 ICBM の 上限  =1,540 発 

• 移動 式 ICBM の 上限 ： 1,1 00 発 

〇 射程 600km を 超える SLCM について は、 政治的 拘束力 を 持つ 声明に よって 880 
発を 上限と する。 

備  考 

〇  TU—22M バ ック ファイアに ついては、 旧 ソ連が 空軍 用 300 機、 海軍 用 200 機を 
超えず、 また、 大陸 間 攻撃 任務に 就かせない ことを STARTI 外で 宣言。 

START  I 


経  緯 

①  1992年6月17日 、米 露 首脳会談に おいて、 多 弾頭 大陸間弾道ミサイル (ICBM) 

の 全廃を 含め、 戦略核兵器の 大幅 削減に つき 合意。 

②  1993 年 1 月 3 日、 START E 署名。 

③  1997 年 9 月、 第 2 段階の 履行 期限を 2007 年末まで 5 年間 延長す る 共同 議定書 
署名。 

概要 

第 1 段階 

〇  START  I 発効 後 7 年間。 

• 総 弾頭 数：  3,800 〜 4,250 発の 間 か、 それ 以下で 各国が 自主的に 決める 数。 

• 多 弾頭 ICBM(M 旧 V) : 1,200 発 
重 ICBM(SS— 18)  :  650 発 
•  SLBM  :  2,160 発 

第 2 段階 

〇  2007 年末まで。 条約 発効 後 1 年 以内に 両国が 援助 プログラム について 合意 
すれば、 2000 年末に 完了 可能。 

• 総 弾頭 数：  3,000 〜 3,500 発の 間 か、 それ 以下で 各国が 自主的に 決める 数。 

• 多 弾頭 ICBM  (MIRV) : 全廃 
重 ICBM(SS — 18) : 全廃 

•  SLBM  : 1,700 〜 1,750 発の 間 か、 それ 以下で 各国が 自主的に 決める 数。 

備  考 

〇 検証 手続と しては、 原則として STARTI で 合意され た 手続を 適用。 
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第 2 節 主要国の 国防 政策と 国際社会の 安定化への 対応 


i  )1990( 平成 2) 年 11 月に 署 
名 した NATO と WPO 加盟 
国。 


ii) ゾーン 3  : ドイ ツ 、ベル 
ギ ー、 オランダ、 ルク セン 
ブルダ、 ポーランド、 チェ 
コス ロバ キア、 ハンガリー。 

ゾーン 2  : ゾーン 3 に加え 

デンマーク、 イタリア、 フ 
ラ ンス、 英国、 ソ連 （沿 バル 
卜、 ベラルーシ、 沿 カ ルバ 
卜、 キエフ 軍管区）。 ゾーン 
1 : ゾーン 3、 2 に加え ポ 

ルト ガル、 スペイン、 ソ連 
(ウラル山脈 以西な ど )〇 


START  II は、 米 露 両国の 戦略 核弾頭 数を 90 年代 初頭の 保有 数の おおむね 3 分の 1 
の 水準まで 大幅に 削減す る も ので あ り、 より 低い レベルでの 戦略 的な 安定を 実現す 
る ことを 目指して いる。 米国は、 1996( 同 8) 年 1 月に STARTII を 批准し、 批准が 遅 
れ ていた ロシア も 本年 4 月 に 批准した が、 批准書の 交換 (発効） は 米国の 97( 同 9  ) 年 
9 月 の 議定書な どの 批准 手続 後 という 条件が 付 さ れ た。 

さらに、 97( 同 9  ) 年、 米 露 首脳会談に おいては、 戦略 核弾頭を 2007 (同 19) 年末まで 
に 2,  000 〜 2,  500 発 まで 削減す る ことな どを 内容と する 第 3 次 戦略兵器削減条約 
(STARTHI) 交渉を、 STARTII の 発効 後、 直ちに 開始す る ことが 合意され ており、 
昨年 8 月よ り 交渉の 前段 階で ある 議論が 開始され ている。 ロシアは、 START  E を批 
准した ものの、 米国は、 いまだ 関連 議定書な どを 批准して いないため、 今後の START 
ffl の 進展に ついて その 動向が 注目され る。 

⑵ 欧州に おける 軍備管理 •軍縮 

1990( 同 2  ) 年 11 月 に NATO と WPO の 加盟国で 署名し、 92( 同 4  ) 年 11 月 に 発効した 
欧州 通常戦力 （CFE) 条約は、 東西 両 陣営 間の 通常戦力 分野に おける 初めての 軍備 管 
理 •軍縮に 関する 合意であった。 同 条約は、 戦車、 装甲 戦闘 車両、 火砲、 戦闘機と 
攻撃 ヘリの 5 つの 区分の 兵器に ついて、 東西 両グ ループの 保有の 上限を 定め、 保有 
上限を 超える 兵器の 削減を、 破壊 又は 民生 転用な どの 方法で、 実施す る ことと して 
いた （資料 5 参照)。 

CFE 条約は、 95( 同 7) 年 11 月までに 約 6 万の 各種 兵器が 削減され ると いう 成果を 
得た。 しかし、 ロシアは、 ソ連の 崩壊に より、 ロシアの 南北の 側 翼 部 (バルト 三国に 
近い レニングラード 軍管区と チヱ チヱ ン 共和国を 含む 北 カフカス 軍管区） で 保有で き 
る 戦力が 極めて 少なく なった 上、 チェチェン 進攻 後の 兵力 移転な どに 伴い、 側 翼 部 
での 戦力 削減が 困難に なった ことを 理由と して、 これら の 地域での 装備 保有 上限の 
修正を 求め、 97( 同 9) 年 1 月より CFE 条約の 見直しが 開始され た。 同年 7 月には、 
交渉の 基礎 となる 合意 文書が 採択 され、 これまでの グループ ごとの 上限と ゾーン ご 
との 上限に 代わり、 国 ごとの 装備 保有 上限と 各国 領域 ごとの 装備 保有 上限 （国 ごとの 
上限に 領域 内の 外国 駐留軍を 加えた もの） を 導入す る こ と、 条約 対象 地域の 保有 装備 
総数の 削減を 目指す こ とな どが 合意され、 昨年 11 月 に イス タ ン ブールで 開催され た 
OSCE 首脳会議に おいて、 加盟 30 か 国に よ り 調印され た。 なお、 ロシアの 南部の 側 翼 
部 （チェチェン共和国を 含む 北 カフカス 軍管区） における 暫定的な 装備 数の 上限 増加 
要求は、 ロシアが チェチェン 紛争を 解決し 次第 装備 数を 削減す る ことな どを 約束し 
たこと を もって 他の 加盟国から 合意を 得て いる。 

信頼 譲 成 措置 (CBM) 

偶発的な 軍事 衝突を 防ぐ とともに、 国家 間の 信頼を 釀成 するとの 見地から、 軍事 
情報の 公開 や 一定の 軍事行動の 規制、 軍事 交流な どを 進める 努力が 行われて いる。 
これは、 一般的に 信頼 譲 成 措置 (CBM) と 呼ばれて いる。 


26 


(1)  米 露 間の 軍事 交流 •信頼 譲 成 措置 

米 露 間の 軍事 交流は、 93( 同 5) 年 以降、 従来の 友好 親善を 目的と した ものから、 

海上 •航空 救難と いった 具体的な 活動を 伴う もの、 さらには、 平和維持活動 などを 
目的と した 共同 演習の 分野にまで 発展して きた。 93( 同 5) 年 9 月に、 米 露の 国防 相 
間で、 毎年 1 回の 国防 相 会談 や 平和維持活動を 想定した 共同 演習を 実施す る ことな 
どを 内容と する 覚書が 署名され たが、 これは、 両国が 軍事面で も 協同す る 状況に な 
っ たこと を 示す ものと H える。 

94( 同 6) 年 1 月には、 両国の 国防省の 間に ホッ トライ ンが 設置され、 また、 95( 同 
7) 年 4 月には、 両国の 国防 相が 「軍事 技術協力 に関する 協定」 に 署名す るな ど、 米 露 
間の 軍事協力 関係は 進展して きている。 その後、 両国の 軍事 交流は、 昨年 3 月の NATO 

による ユーゴ 連邦 共和国への 空爆な どに よ り 一時 停滞した ものの、 2000 年 問題に 関  i) 西暦2 000 年に コン ピュー 

夕 の 年号 解釈に 誤り が 生じ、 

連した 臨時 早期 警戒 センターを 共同 設置したり、 本年 6 月の 米 露 首脳会談で ミ サイ コンピュータ. システム 全 
ル 早期 警戒 センタ ーを 来年 以降 モスクワ に 設置す る こと に 合意す るな ど、 改善し つ 影響が 生じる 
っ ある 0 

(2)  欧州に おける 信頼 釀成 措置 

欧州に おいては、 89( 同 元) 年 3 月から 信頼 • 安全 釀碑 措置 (CSBM) 交渉が 行われて 
きたが、 92( 同 4) 年 3 月の 欧州 安全保障 • 協力 会議 (CSCE) 全体会議に おいて、 軍事 
情報の 年次 交換、 一定 規模 以上の 演習な どの 通報 • 査察 • 制限な どを 内容と する 「ウ 
ィーン 文書 1992」 が 採択され た。 94( 同 6) 年 12 月には、 同文 書に おける 通報 • 査察の 
対象と なる 軍事 活動の 範囲の 拡大、 各国の 防衛 計画な どに 関する 透明性の 向上 や 軍 
事 関係者の 接触の 増大に 関する 規定を 追加した 「ウィーン 文書 1994」 が 採択され てい 
る。 さらに、 昨年 11 月、 主要 兵器 •装備 システムが 使われ なくなった 場合の 通報、 

交流に 関する 情報 提供、 演習 実施に 関する 砲 •装甲 戦闘 車な どの 数 的 制限、 査察 報 
告の 期限 や 地域的な 信頼醸成の ため 多 国 間 • 二国間な どの 自主的な 同意に 基づく 信 
頼 譲 成 措置の 実施な どを 追加した 「ウィーン 文書 1999」 が 採択され た。 

また、 相互の 査察 飛行に より、 締約 国の 軍事 活動の 公開 性と 透明性を 増進させる 
とともに、 軍備管理の 検証 手段を 補足す る オープン •ス カイズ 条約は、 92( 同 4) 年 
3 月に 25 か 国に より 署名され た。 同 条約は、 年 8 回 以上の 査察 義務を 有する 国す ベ 
ての 批准を 発効 要件の 一つと して おり、 本年 3 月 現在、 ロシア、 ベラルーシ、 ウク 
ライナが 未 批准の ため、 いまだ 発効に 至って いないが、 米 露を 含む 一部 署名国 間で 
査察 試験飛行が 実施 されて いる。 

安全保障の 枠組みの 構築 • 活用 

欧州では、 冷戦 終結 後、 いわば 旧 東西 両 陣営を 統合す る 形で、 CFE 条約の ような 
ロシア も 含めた 新たな 多 国 間の 軍備管理 • 軍縮の 枠組み 作りが 行われて きた。 他方、 

旧 ユー ゴース ラヴィ ア における 地域紛争の 発生な ど 冷戦 後の 新たな 安全保障 上の 問 
題に 直面した 欧州諸国は、 北大西洋条約機構 (NATO) や 欧州連合 (EU) の 地理 的 •機 
能 的な 役割の 拡大を 図るな ど 欧州と しての 安全保障の 追求を 続けて いる。 
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ワシントンでの NATO 首脳会議 [NATO  Photos] 


(1) NATO の 動向 

発足 後、 半世紀を 超えた NATO につ 
いては、 加盟国の 拡大 や 役割の 変化の 
動きが 見られる。 

まず、 冷戦 終結 後、 ワルシャワ 条約 
機構 (WPO) の 解体に より、 いわば 安全 
保障 上の空 白地 帯と なって いる 中 東欧 
地域な どに 対して、 NATO が、 安全 保 
障 上 どのよう な 役割を 果たせる か 検討 
さ れた 結果、 94( 同 6  ) 年 1 月 に、 NATO 
と 中 東欧諸国な どが 個別に 協力 協定を 
結ぶ 平和の ための パー トナー シップ 
(PFP) が 採択され た。 同年 9 月 以降、 
PFP に 基づき、 平和維持活動 や 難民 問題 


への 対処な ど に関する 演習が 実施 されるな ど、 NATO と 中 東欧諸国 など との 間 で 信 


i  ) この 会議では、 このほか、 
NATO 諸国の 相互 運用 性の 
向上を 図る ことを 目的と す 
る 防衛 能カ イニシアティブ 
(DCI) についても 合意され 
た。 


ii) 首脳会議の 共同声明 にお 

いて、 ルーマニアと スロヴ 
ェ ニア、 次いで エス トニア、 
ラトビアと リ トア ニアが 

r  (加盟に 向けた) 継続的な 
努力と 進展」 を 評価. 歓迎す 
る 国と して、 ブルガリア、 
次いで ス ロヴァ キア が 「明確 
な 進展」 を 認識 • 歓迎す る 国 
と して 列挙され た。 


頼 醸成 や 相互 運用 性の 確保が 図 られ てきて いる。 

加盟国の 拡大に ついては、 95( 同 7  ) 年 9 月 に、 NATO 大使 級 理事会に おいて、 「NATO 
拡大に 関する 研究」 が 承認され、 欧州 • 大西洋 全域の 安定と 安全の 強化と いう NATO 
拡大の 目的が 定められる とともに、 軍隊の 文民統制の 確立、 民族 問題 や 国境 問題の 
平和的な 解決な ど、 新規 加盟国が 加盟に 際し 受け入れるべき 主要な 原則な どが 提示 
された。 NATO の 加盟国の 拡大に 対し、 ロシアは、 一貫して 反対の 姿勢を 貫いて き 
たが、 97 ( 同 9  ) 年 5 月に、 NATO と ロシアの 協力 関係を 規定す る 「基本 文書」 が NATO 
加盟 各国 と ロシアの 首脳な どに より 署名され、 一定の 拡大を 事実上 容認す る 形と な 
った〇 同年 7 月には、 NATO 首脳会議に おいて、 ポーランド、 チェッコと ハン ガリ 
一の 3 か 国を NATO 新規 加盟の 交渉 対象 国と する ことが 合意され た。 そして、 昨年 
3 月、 3 か 国の 加盟が 正式 発効し、 NATO は、 19 か 国体 制と なった。 また、 同年 4 
月の ワ シン ト ン 首脳会議 におい 


て、 NATO は、 引き続き 加盟 希 
望 国に 対して 門戸を 開放して い 
る ことを 確認した。 

こうした 加盟 拡大の 進展と 併 
せ、 NATO は、 冷戦 終結 後の 新 
たな 戦略 環境への 適合 を 図る た 
め、 同 首脳会議に おいて、 「同盟 
の 戦略 概念」 いわゆる 新 戦略 概念 
を 採択した。 この 中で、 NATO 
の 任務と して、 加盟国への 武力 


パトロール 中の 国際 安全保障 部隊 (KFOR)[UN  Photo] 
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攻撃に 対する 集団 防衛に 加えて 紛争 予防 や 危機管理、 平和維持 などの 任務を 追加し 
た 0 ただし、 これらの 新たな 任務は、 「欧州 • 大西洋 地域の 安全 及び 安定を 強化す る 


欧州の 安全保障 機構 


欧州 評議会 (41 か 国) 


★♦オース ト L 
★♦フィン ラン I 
★命 スウェーデン1 
★參 アイルランド $ 


ギリシャ 

英国 

フランス 

ドイツ 

イタリア  ：| 
ベルギ-.： _ 
オランダ 

ルクセンブルグ  遍 
スペイン, 灣 

に1 レト ガル ^ 


OSCE (欧州 安全保障 • 協力 機構） （55 か 国) 


アンドラ 
マルタ 
サイ プラス 
サンマリノ 
マケドニア ⑰ 
▼氺 スロヴェニア® 
★リヒテンシュタイン 
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EU  (15 か 国） 


米国 

カナダ 


v  ノ ー ルウ エ ー 
▽アイスランド 
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▽ホ チェッコ 
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▽* ポーランド こ 
NATO  (19 か 国 


クロアチアが 

アルバニア® 


チ カン 
モナコ 

ユー ゴース ラヴィ ア 
# ボスニア •ヘルツ エゴ ヴ ィナ 

EAPC  (欧州 • 大西洋 パー トナー 
シップ 理事会） （46 か 国） 

L  旧  wpo  ▲ 

CIS  (独立国 家 共同体) (12 か 国） 

❿ アゼルバイジャン® 

キル ギス© 

ロシア©  •アルメニア® 

ウクライナ®  タジキスタン 
モル ドヴァ ®  •ベラルーシ® 

グルジア®  ウズベキスタン® 

カザフスタン® ★トルクメニスタン® 
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* ブルガリア© 

本 リ トア ニア ⑨ 

▼  * エス トニア® 

* ラ ト ヴイア ® 


(注) WPO の 軍事 機構は、 
91 年 4 月を もって 解体。 
WPO の 政治機構 とし 
ての 解体 も 91 年 7 月 1 
日に 解体 議定書に 署 
名、 各国 議会の 批准 
後 解体。 


WEU 
(西欧 同盟) 
(10 か 国） 


第 

1 

章 

国 

際 

軍 
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「凡例」 ★••中立 諸国、*  :  EU との 欧州 協定 (連合 協定) 署名国 （10 か 国）、 籲： 欧州 評議会 特別 招請 ステータス (4 か 国) 
®  :  PFP 參加国 (26 か 国）、 ▽:  WEU 準 加盟国、 ▼:  WEU 提携 協力 国、 ♦:  WEU オブザーバー 
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ため」 実施され る ものと されて いるが、 その 地理 的 範囲に ついては 明確に 定義され ず、 
また、 新たな 任務の 根拠に ついても、 国連 安保理 決議との 関係は 明確に 打ち出され 
なかった。 

昨年 3 月には、 NATO は、 コ ソヴォ における 非 人道的な 事態の 停止を 目的と して、 
ユーゴ 連邦 共和国への 空爆を 開始し、 発足 以来、 初めて 主権国 家に 対する 武力行使 
を 行った。 空爆は、 ユーゴ 連邦政府が 米国、 ロシア 及び EU 代表に よって 提示され た 
和平 案を 受諾した 同年 6 月まで 続いた。 そして、 同 和平 案に 基づく 国連 安保理 決議 
が 採択 された ことから、 NATO を 主体と し た 国際 安全保障 部隊 (KFOR) が コソ ヴォに 
展開され た。 なお、 KFOR の 司令部は、 NATO 軍隸 下の 中 欧 連合 地上 軍 (LANDCENT) 
が 運営に 当たって いたが、 本年 4 月 中旬から、 ベルギー、 フランス、 ドイツ、 ルク 
セン ブル グ 及び ス ペイ ン により 構成され た 欧州 軍団 (EUROCORPS) に 引き継がれて 

European  Corps 

いる 0 

また、 91( 同 3) 年 以来、 内戦 状態が 続いて いた ボスニア •ヘルツ エゴ ヴ ィナに お 
いては、 95( 同 7) 年に デイ トン 包括 和平協定が 発効した。 その後、 この 包括 和平 協 
定 署名を 受け、 安保理の 承認に より 平和 強制の ための 武力行使 も 容認され た NATO 
指揮 下の 多 国籍 軍と して 和平 履行 部隊 (IFOR) が 設立 された。 96 ( 同 8  ) 年には、 安定 
化 部隊 (SFOR) が IFOR から 任務を 引き継ぎ、 現在に 至る まで 駐留して いる。 同 包括 
和平協定に ついては、 欧州 安全保障 • 協力 機構 (OSCE) の 管理 下に おいて 国政 選挙が 
実施され るな ど、 おおむね 順調に 遂行され てきて いる。 これを 受けて、 昨年 12 月に 
開催され た NATO 国防 相 理事会に おいて SFOR の 3 分の 1 の 削減の 方向が 明らかにさ 
れ た。 

(2) 防衛に おける 欧州の 主体性 強化に 向けた 動き 

欧州 統合の 動きが 具体化す る 中で、 ドイツ、 フランス などは、 欧州が 安全保障、 
防衛 政策の 分野に おいて 独自の 主体性を 確立すべき 旨 主張して いたが、 94( 同 6  ) 年 
の NATO ブリュッセル 首脳会議に おいて、 米国 もこれ に 理解を 示し、 「欧州 安全保障 
• 防衛 アイ デン ティ ティ」 (ESDI) を 強化 • 発展させる ことが 確認され た。 一方、 英国 
は、 欧州 独自の 防衛 力の 保持に 懐疑 的な 姿勢を 示して いたが、 98( 同 10) 年 12 月に おけ 
る英仏 首脳会談に おいて、 米国が 軍事行動に 参加し ない 場合に 欧州の みでの 紛争 対 
処 能力の 保持が 重要で あると の 観点から、 EU が 信頼に 足る 軍事力に 支えられた 自立 
した 行動 力を 保持す る ことで 合意し、 欧州 防衛に 関して 積極的な 姿勢に 政策 転換を 
行った。 また、 NATO による ユーゴ 連邦 共和国への 空爆に 際して 米軍に 多くを 依存 
した 教訓から、 機動 展開 • 兵站 補給 •  C4ISR 能力、 多様な 任務に 対応で きる 柔軟性 

Command,  Control,  Communications,  Computers,  Intelligence,  Surveillance  and  Reconnaissance 

と 相互 運用 性の 向上が 必要と 認識され た 結果、 EU は、 昨年 12 月の ヘルシンキ 首脳 会 
議 において、 NATO が 介入し ない 分野で 主導して 国際的な 危機に 対する 軍事行動を 
行う 緊急 展開 戦力の 整備を 2003 (同 15) 年までに 実施す る ことを 決定した。 これを 受け 
て、 本年 3 月には、 EU 内に 欧州の 共通 安全保障 • 防衛 政策の 立案を 行う 政治 安全 保 
障 委員会な ど 三つの 新たな 機構を 暫定的に 創設した。 


i  )WEU に 固有の 軍事的 能 
力を 付与す る ことな どを 目 
的と して 92( 同 4) 年の 独仏 
首脳会談 において 創設が 決 
定 された 機構。 95( 同 7) 年、 
実戦 配備を 宣言。 現在、 ド 
イ ツや フランスを 始め 5 か 
国が 参加。 
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このような 流れの 中で、 西欧 同盟 (WEU) を EU の 防衛 要素と して、 かつ、 NATO 
の 欧州に おける 柱を 強化す る 手段と して 発展させる との 合意の 下、 WEU の 機能 強化 
が 図られて きている。 

EU は、 昨年 6 月の ケルン 首脳会議に おいて、 EU への WEU 統合に 向けた 措置を 本 
年末までに 決定す る ことな どを 宣言した。 また、 本年 5 月の ポルトガル における WEU 
外相 • 国防 相 理事会で も 統合を 推進す る ことが 確認され た。 NATO は、 新 戦略 概念 
において、 ESDI を 推進す る ものと して WEU 主導の 作戦に NATO の 手段と 能力 を 提供 
する こと 及び その 推進を 具体化す る ものと しての 共同 統合 任務部隊 (CJTF) 構想の 推 
進を 確認して いる。 同年 2 月には、 WEU 主導の 作戦に おいて NATO 保有の 手段と 能 
力を 利用す る ことを 想定した 両 機関の 合同 指揮所演習が 初めて 実施され た。 

このように、 欧州の 主体性 強化に 向けた 動きは、 EU 及び WEU を 中心 とする 欧州 独 
自の 動き と NATO の 下での ESDI の 推進が 重複しつつ 進展して いる。 しかしながら、 
これらの 国際 機構が 戦力の 拠出を 主権国 家に 依存して いる こと には 変わ りは なく、 
厳しい 財政 事情の 下で 欧州 各国が 今後 足並みを 揃えて 必要な 能力の 確保 • 維持を な 
し 得る のか、 また、 各国 際 機構の 一方の みに 加盟して いる 国々 や 米国 や ロシアと い 
った 欧州の 情勢に 影響を及ぼし 得る 域外の 国家との 関係を いかに 調整して いくかな 
どの 課題が 残されて いる。 

(3) 〇 SCE の 動向 

冷戦 中、 70 年代に 始まった CSCE プロセスは、 1992( 同 4) 年 7 月に 紛争の 防止 や 解 
決を 主要 任務と していく という 方向を 明確に した。 また、 94( 同 6) 年 12 月の 首脳 会 
議 において、 自らを 欧州 域内の 地域紛争を 解決す る 第一義 的 機関と して OSCE に 名称 
変更し、 首脳会議 などの 定例 化 や 事務局な どの 常設 機関の 設置に より 常設 機構 化し 
た。 

その後、 ボスニア •ヘルツ エゴ ヴ イナ 問題では 包括 和平協定に 基づき、 選挙の 実 
施 や 監視、 人権擁護、 軍備管理 などを 担当す る 機関と して、 積極的に 貢献して おり、 
96( 同 8  ) 年 9 月 及び 98( 同 10) 年 9 月には、 その 管理 下に おいて、 ボスニアの 国政 選挙 
などが 実施され た。 

また、 コ ソヴォ 紛争との 関係では、 OSCE は、 同年 10 月、 コソ ヴォに 監視 団を 派遣 
し、 さらに、 昨年 6 月の 国連 安保理 決議に より 設立が 決定され た 国連 コソ ヴォ 暫定 
行政 ミ ッショ ン （UNMIK) において、 コソ ヴオの 暫定 自治の ための 制度 • 機構 創設を 
担当して いる。 


i  )54( 昭和 29) 年、 西欧諸国 
の 相互 防衛 援助な どを 目的 
として 設立され た 防衛 同盟。 
92( 平成 4) 年の ペーター ス 
ブル グ 宣言に より、 人道的 
支援 及び 救援活動 に関する 
任務、 平和維持 などの 任務 
が 新たに 付与され た。 常設 
の 軍事 機構は 備えて いない 
が、 利用し 得る 戦力 資源と 
して、 欧州 軍団な どが 指定 
されて いる。 英国、 ドイツ、 
フランス など 10 か 国が 参加 0 

ii) 平和維持活動 などの 各種 
任務の 効果的 実施、 ESDI 
の 具体的 反映な どを 目的と 
して、 94( 同 6) 年の NATO 
ブラッセル 首脳会議 におい 
て、 正式 承認され た 概念。 
本年を めどに 創設が 予定 さ 
れ ている。 


第 1 章 国際 軍事 情勢 
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第 3 節 アジア太平洋地域の 軍事 情勢 

1 全般 情勢 

アジア太平洋地域は、 地理 的、 歴史的に 多様性に 富み、 各国の 安全保障 観は 多様 
である。 

冷戦 期に おいては、 この 地域に も 東西の 対立 関係が 持ち込まれ たが、 欧州の よう 
に 東西 両 陣営が それぞれ 集団安全保障 体制を 構築して 対立す ると いった 明確な 対峙 
構造は 成立せ ず、 米国と ソ連を 中心とする 二国間 同盟の 関係が 併存 するとい う もの 
であった。 また、 中ソ 対立の 結果、 1960 年代 以降は 広大な 領土と 多くの 人口を 有し、 
大規模な 兵力 を 擁する 中国が、 東西 どち らの 陣営に も 属さない 独自 の 立場を とり、 
第三 極を 形成した。 

冷戦 終結 後、 この 地域の 軍事 情勢に も 変化が 見られる。 冷戦 期に 質 •量 共に 増強 
が 続けられ てきた 極東 ロシア 軍 （旧 極東 ソ連 軍） は、 冷戦の 終結、 ソ連の 崩壊と いっ 
た 動きの 下で、 90( 平成 2) 年 以降、 量的に 縮小 傾向に あると ともに、 即応 態勢 も 低 
下して いると 考えられる。 また、 90 年代 以降、 韓国と 旧ソ連、 韓国と 中国の 国交 樹 
立、 米国と ヴィエト ナムの 関係 正常化、 さらには、 長年 対立 関係に あった 中 露 間の 
大幅な 関係の 改善な ど、 外交関係 にも 変化が 見られる。 

他方、 欧州に 比べ、 この 地域の 安全保障 構造には 劇的な 変化は 生じて おらず、 依 
然として 核 戦力を 含む 大規模な 軍事力が それぞれ 存在して いる。 加えて、 この 地域 
の 多くの 国々 においては、 97( 同 9) 年 以降の 通貨. 金融 危機な どの 影響を 考慮す る 
必要が ある ものの、 これまでの 著しい 経済成長を 背景に、 国防費の 増額 や 新 装備の 
導入な ど 軍事力の 拡充 •近代化が 行われて きた。 さらに、 朝鮮半島 における 緊張の 
継続、 日 本の 北方領土と 竹 島 や南沙 群島な どの 諸問題が 依然と して 未解決の まま 存 
在して おり、 北朝鮮の ミサイル 発射 や、 南北 艦艇の 銃撃 事件な ども 見られる など、 
この 地域には 不透明 • 不確実な 要素が 残されて いる。 

このような 状況の 下、 米国を 中心とする 二国間の 同盟 • 友好関係と これに 基づく 
米軍の 存在が、 この 地域の 平和と 安定に 引き続き 重要な 役割を 果たして いる。 また、 
さらに、 近年、 この 地域に おいても、 国連 東 チ モール 暫定 行政-構 (U^TAET) など 
の 国連が 行い、 又は 認めた 活動な どが 見られる。 また、 米中 や 中 露な どの 二国間 軍 
事 交流の 機会の 増加が 見 られる ほか、 ASEAN 地域 フ オー ラム (ARF) のよう な 地域の 
安全保障 に関する 多 国 間の 対話の 努力 も 定着しつつ ある。 冷戦 期から 残されて いる 
諸問題の 解決に 対して、 これらの 努力が どのよう にい かされて いくかに ついては、 
今後の 課題と なって いるが、 南北 首脳会談 や 日朝 国交 正常化 交渉、 米 朝 協議な どの 
外交 努力を 含む 安定化に 向けた 様々 な 努力が 重ねられ ている。 
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22 万人 （16)  790 機 

370 隻 85 万 t 

極東 ロシア 

ふ^ 

ffffffllly 

183 万人 （62) 
海兵隊 0.5 万人 


4,080 機 

■  ‘  ■ム ■  I  — 

一〆、、，. 


100 万人 (27)  590 機 720 隻 10.6 万 t| 

北朝鮮 

ttfff  €  ▲  | 

韓国 


fff  56 万人 (22) 


(注） 1 資料は、 ミリ タリー •バランス （1999 〜 200 0) などに よる （日本は 99 年度 末 実勢 力）。 
2 在日 •在韓 駐留 米軍の 陸上 兵力は、 陸軍 及び 海兵隊の 総数を 示す。 

3 作戦 機に ついては、 海軍 及び 海兵隊 機を 含む。 

4  ( ) は、 師団 数を 示す。 

凡例 - 

I 陸上 兵力  艦艇  キ^ 作戦 機 

(20 万人）  （20 万  t)  (500 機） 


アジア太平洋地域 における 主な 兵力の 状況 (概数) 


第 1 章 国際 軍事 情勢 
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第 3 節ア ジア 太平洋 地域の 軍事 情勢 


i  ) 最高 人民 会議は、 選挙に 
より 選出され た 代議員に よ 
り 構成され る 意思決定 機関 
で、;! 匕 朝鮮の 憲法では 「最高 
主権 機関」 であると される。 
我が国の 国会に 相当。 

ii) 昨年 中に 北朝鮮の 公式 報 
道で 伝えられた 金 正 日 国防 
委員会 委員長の 全 行動 64 回 
のうち、 42 回が 軍 関連の も 
のであった。 

m) 例えば、 本年 2 月に、 趙 
昌徳 北朝鮮 副首相は、 「我が 
国で 今日の ように 電気 事情 
が 緊張した 時は これまでに 
なかった」 旨 発言して いる。 

iv) 例えば、 各種 産業 施設の 
生産 稼働率は、 平均で 20 〜 
30% 程度との 指摘が ある。 


2 朝鮮半島 

朝鮮半島は、 地理 的、 歴史的に 日本と 密接な 関係に ある。 また、 朝鮮半島の 平和 
と 安定は、 日 本を 含む 東ア ジア 全域の 平和と 安定に とつ て 重要で ある。 

朝鮮半島に おいては、 現在、 韓国と 北朝鮮を 合わせて 150 万人 程度の 地上 軍が 非武 
装 地帯 (DMZ) を 挟んで 対峙して いる。 このような 軍事的 対峙の 状況は、 朝鮮戦争 終 
了 以降 続いて おり、 冷戦 終結 後 も 基本的に 変化して いない。 

北朝鮮 
⑴ 全般 

北朝鮮では、 1998( 平成 10) 年 9 月に、 約 4 年 半ぶ り に 最高 人民 会議が 開催され、 金 
正 日 労働党 総書 記が 新しく 「国家の 最高 職責」 と 位置付けられた 国防 委員会 委員長に 
再任され た。 同時に、 政務 院を 改称した 内閣の 設置、 国家主席の 廃止な どの 国家 組 
織の 改編 や 国家 幹部の 人事な どが 行われた。 また、 昨年の 最高 人民 会議では、 約 5 
年ぶりに 国家 予算が 採択され、 本年 4 月の 最高 人民 会議で も、 2 年 連続での 国家 予 
算の 採択、 「教育法」、 「対外 経済 仲裁 法」、 「民間 航空 法」 の 承認な どが 行われた。 こ 
のよう な ことから、 北朝鮮では、 金 正 日 国防 委員会 委員長を 中心とする 統治 体制が 
名実 共に 整備され、 その 国家の 統治に ついては 一定の 軌道に 乗って きている と 考え 


V) 昨年 11 月、 国連 食糧 農業 
機関 (FAO) は、 昨年の 北朝 
鮮 における 食糧 需要 量は 476 
万 トン、 食糧 供給 量は 347 万 
ト ン であり、 不足 量が 129 万 
ト ン ある 旨 発表して いる。 

vi)  例えば、 米国 CIA のテネ 
ッ ト 長官は、 「今や エリート 
階層を 含む 民衆は 現 体制に 
対する 信頼を 失って きてい 
ると 我々 は 見て いる」 (本年 
2 月の 議会 証言)、 「軍 や 公 
安部 門に おいて すら 犯罪 や 
規律の 乱れが 珍しくな いも 
のに なって いる」 （昨年 2 月 
の 議会 証言） と 述べて いる。 
また、 1998( 平成 10) 年 12 月に 
発表され た 「98 年の 北朝鮮 情 
勢の 評価 及び 99 年の 情勢 展 
望」 においては、 「幹部 階層 
は、 革命 熱気の 衰退に より 
個人 蓄財に 執着し、 一般 住 
民は 金儲けを 優先 視 する 風 
潮が 蔓延」 という 記述が なさ 
れ ている。 

vii)  例えば、 土地改良 事業の 
推進、 ジヤ ガイ モ 生産の 拡 
大、 中小の 水力発電所の 設 
置、 工業 生産 部門の 改編、 
98( 同 10) 年の 憲法改正 にお 
ける 個人 所有の 一部 拡大な 
どの 動きが ある。 


られ る。 

また、 北朝鮮は、 最近、 思想、 政治、 軍事、 経済な どす ベての 分野での 社会主義 
的 強国の 建設を 目指す とする、 「強 盛大 国」 建設を 国家の 基本 政策と して 標榜し、 そ 
の 実現に 向けて 「先 軍政 治」 という 政治 方式を とっている。 これは、 「軍事 先行の 原則 
に 立って 革命と 建設に 提起され るすべ ての 問題を 解決し、 軍隊を 革命の 柱と して 前 
面に 出し、 社会主義 偉業 全般を 推進す る領導 方式」 と 説明され ている。 実際に、 金 正 
日 総書 記が 国防 委員会 委員長と して 軍を 完全に 掌握す る 立場に あり、 また、 軍 部隊 
を 引き続き 頻繁に 視察して いる ことな どから、 北朝鮮に おいては、 このような 国家 
の 運営に おいて、 軍事を 重視し、 かつ、 軍事に 依存す る ことは、 今後と も、 継続す 
る と 考え られ る。 

経済面では、 北朝鮮は、 社会主義 計画経済の 脆弱性に 加え、 冷戦の 終結に 伴う 旧 
ソ連 や 東欧な どとの 経済協力 関係の 縮小の 影響な ども あり、 近年は、 慢性的な 経済 
不振、 エネルギー 不足 や 食糧不足が 続いて いる。 最近は、 若干 上向きの 傾向 も ある 
と みられて いるものの、 基本的に 依然として 厳しい 状況に あると みられて いる。 特 
に、 食糧事情に ついては、 近年、 恒常的な 食糧不足に 陥って いると みられて おり、 
依然と して 国外からの 食糧援助に 依存せ ざるを 得ない 深刻な 状況に あると みられて 
いる。 こうした 中、 北朝鮮の 住民の 間には、 多数の 飢餓 者の 発生 や 規範 意識の 低下 
な どが 見 られ ると の 指摘 も ある。 

こうした 経済面での 様々 な 困難に 対し、 北朝鮮は、 現在の 統治 体制に 影響を 与え 
るよう な 構造 的な 改革を 行う ことなく、 計画経済の 考え方を 基本的に 維持す る 一方 
で、 限定的ながら 現実的な 改善 策 や 一部の 経済 管理 システムの 変更 も 試みて いる。 
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外交 面では、 北朝鮮は、 諸外国との 関係 改善に 向けて、 最近、 目立った 取組を 見 
せて いる。 ロシアとの 関係は、 冷戦 期と 比べ 疎遠 化して いたが、 本年 2 月に、 ロシ 
ア 外相と しては 冷戦 後 初めて イワノフ 外相が 北朝鮮を 訪問し、 従前の 条約に 比して 
軍事協力 色は 薄く なった と 伝えられて いるものの、 「露 朝 友好 善隣 協力 条約」 に 両国 
が 署名した。 また、 プー チン 大統領の 訪朝も 予定され るな ど、 関係 改善の 動きが 見 
られ る。 中国との 関係に ついては、 近年、 両国 間の 貿易が 減少 傾向に あるな ど、 冷 


i  ) 条約 自体は、 公表され て 
いないが、 従前の 条約に 存 
在した、 締約 国 （ロシア、 北 
朝鮮) の 一方に 対する 軍事 攻 
撃に 対して 他の 締約 国は 直 
ちに その 保有す るすべ ての 
手段を もって 軍事的 その他 
援助を 与える 旨の 規定は、 
本 条約には 存在 しないと み 
られ る。 


朝鮮半島の 軍事力の 対峙 


光州 


vL*  < 


ふ 釜 山 


北朝鮮 

韓国 

在韓米軍 

総 兵力 

約 110 万人 

約 67 万人 

約 3.6 万人 

陸上 兵力 

27 個 師団 約 100 万人 

22 個 師団 約 56 万人 

1 個 師団 約 2.7 万人 

陛 

軍 

戦車 

T-62、 T-54/-55 等 
約 3,500 両 

88 型、 M-47、 M-48 等 
約 2,130 両 

M-1 (数量は 不明） 

艦 艇 

720 隻 10.6 万 トン 

210 隻 14.7 万 トン 

支援 部隊の み 

海 

軍 

駆逐艦 

フリゲ ー ト 
潜水艦 

3 隻 

22 隻 

8 隻 

9 隻 

8 隻 

海兵隊 

2 個 師団 等 約 2.5 万人 

作戦 機 

約 590 機 

約 52 0W 

約 90 機 

空 

軍 

第 3/4 世代 戦闘機 

Mig-23X46 機 
Mig-29X16 機 

Su  -25X35 機 

F-4  XI 30 機 
F-16X  88 機 

F-16X72 機 

1 

人  口 

約 2,150 万人 

約 4,700 万人 

兵役 

陸軍 5 〜 8 年 
海軍 5 〜 10 年 
空軍 3 〜 4 年 

陸軍 26 か 月 
海軍 及び 空軍 30 か 月 

第 1 章 国際 軍事 情勢 
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第 3 節 アジア太平洋地域の 軍事 情勢 


i  ) 北朝鮮の 軍事上の 諸 決定 
は、 国家の 最高 軍事 指導 機 
関で ある 国防 委員会 (金 正 日 
委員長） により 行われ、 各国 
の 国防省に 相当す る 人民 武 
力 省は、 内閣の 下では なく、 
この 国防 委員会の 下に 存す 
ると み られ る。 


戦 期と 比べ 疎遠 化を 示す 事象 も 見られた。 しかし、 昨年 6 月の 金 永 南 最高 人民 会議 
常任委員会 委員長の 訪中 以降、 中 朝間で 外相の 相互 訪問が 実現した ほか、 本年 5 月 
には、 北京に おいて 金 正 日 国防 委員会 委員長が 江 沢 民 国家主席 などと 会談し、 食糧 
及び 物資を 無償で 中国が 北朝鮮に 供与す る ことが 合意され るな ど、 関係 改善の 動き 
が 活発化し ている。 また、 北朝鮮は、 昨年来、 相次いで 西欧諸国 などとの 関係 構築 
に 努力して いる。 昨年 9 月の 国連総会を 機に 各国と 外相 会談な どを 実施した ことに 
続き、 本年 1 月には、 イタリアとの 外交関係 樹立が 発表され、 同年 3 月末には、 イ 
タリ アの デイ ーニ 外相が 訪 朝し、 5 月には オースト ラ リアとの 国交の 再開が 合意 さ 
れた〇 さらに、 フイ リピン、 ニュー. ジーラン ド、 EU、 ドイツ、 カナダな どと 接触 
している ほか、 ARF への 参加を 申請して いる （本節 7 参照)。 さらに、 同年 6 月には 
南北 分 断 後、 初めての 南北 首脳会談を 実施した。 

このような 対外 的な 関係の 増大に より、 北朝鮮の 体制の 透明性の 向上が 期待され 
る ものの、 北朝鮮は、 依然として 閉鎖 的な 体制を 採って いるた め、 その 動向に つい 
ては 必ずしも 明確とは 言えず、 引き続き 細心の 注意を 払って いく 必要が ある。 

(2) 軍事 態勢 

北朝鮮は、 62( 昭和 37) 年 以来、 全軍の 幹部 化、 全軍の 近代化、 全人 民の 武装 化、 
全国 土の 要塞 化、 という 4 大 軍事 路線に 基づいて 軍事力を 増強して きた。 

現在 も、 深刻な 経済 困難に 直面して いる にもかかわらず、 依然として、 軍事面に 
資源を 重点的に 配分 するとと もに、 その 近代化を 図り、 即応 態勢の 維持 •強化に 努 
力して いると 考えられる。 例えば、 人口に 占める 軍人の 割合 も 非常に 高く、 総人口 
の 約 5% が 現役の 軍人と みられて いる。 また、 そうした 軍事力の 多くを DMZ 付近に 
展開 させて いる ことな どが 特徴の 一つと なって いる。 なお、 本年 4 月の 最高 人民 会 
議 における 北朝鮮の 公式発表に よれば、 北朝鮮の 本年の 国家 予算に 占める 国防費の 
割合は、 14.5% となって いるが、 国防費と して 発表され ている ものは、 実際の 国防 
費の 一部に すぎない と みられて いる ことに 留意す る 必要が ある。 

さらに、 北朝鮮は、 大量破壊兵器 や 弾道 ミサイルの 開発 や 配備を 行う とともに、 
大規模な 特殊部隊を 保持す るな どし、 いわゆる 非対称 的な 軍事 能力を 依然と して 維 
持 • 強化して いると 考えられる。 

北朝鮮の このような 動きは、 朝鮮半島の 軍事的 緊張を 高めて おり、 日本を 含む 東 
アジア 全域の 安全保障 にと っ て 重大な 不安定 要因 となって いる。 

北朝鮮の 軍事力は、 陸軍 中心の 構成と なって おり、 総 兵力は 約 110 万人で ある。 ま 
た、 装備の 近代化に 努めて いるものの、 その 多くは 旧式で ある。 

大量破壊兵器に ついては、 北朝鮮は 核兵器 開発 疑惑を 持たれて いる ほか、 化学 兵 
器に ついては、 化学剤を 生産し 得る 複数の 施設を 保有して おり、 既に 相当 量の 化学 
剤な どを 保有して いると みられ、 また 生物兵器に ついても、 一定の 生産 基盤を 保有 
している と みられて いる。 弾道 ミサイルに ついては、 既に スカッ ド B や C などを 生産 
•配備して いる ほか、 ノ ドンを 配備して いる 可能性 も 高い と 判断され る。 また、 更 
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に 弾道 ミ サイ ルの 長 射程 化の ための 研究開発を 行って いると 考えられる。 情報 収集 
や 破壊 工作から ゲリ ラ 戦まで 各種の 活動に 従事す る 特殊部隊に ついては、 その 勢力 
は 約 10 万人に 達し 世界 有数の 規模で あると 考えられる。 さらに、 北朝鮮の 全土に わ 
たって、 多くの 軍事 関連の 地下 施設が 存在す ると みられる こと も 特徴の 一つで ある。 

陸上 戦力は、 27 個 師団 約 100 万人を 擁し、 兵力の 約 3 分の 2 を DMZ 付近に 展開して 
いると 考えられる。 その 戦力は、 歩兵が 中心で あるが、 戦車 約 3,500 両を 含む 機甲 戦 
力 及び 火砲を 有し、 また、 240mm 多 連 装 ロケ ッ トや 170mm 砲と いった 長 射程 火砲を 
DMZ 沿いに 常時 配備して いると 考えられ、 韓国 北部の 都市 • 拠点な どが その 射程に 
入っ ている。 

海上 戦力は、 約 720 隻約 10 万 6,00 〇ト ンの 艦艇を 有する が、 ミ サイ ル 高速 艇 などの 小 
型 艦艇が 主体で ある。 また、 ロメオ 級 潜水艦 22 隻の ほか、 特殊部隊の 潜入 •搬入 用 
と みられる 小型 潜水艦 約 60 隻 及び エア クッシ ョ ン 揚陸 艇約 130 隻を 有して いる。 

航空 戦力は、 約 590 機の 作戦 機を 有して おり、 その 大部分は、 中国 や 旧ソ連 製の 旧 
式 機で あるが、 MiG -29 や Su —  25 といった、 いわゆる 第 4 世代 機 も 少数 保有して い 
る。 また、 旧式では あるが、 特殊部隊の 輸送に 使用され ると みられて いる An-  2 を 
多数 保有して いる。 なお、 昨年、 カザフスタンから 約 40 機と も 伝えられる MiG  — 21 を 
調-した。 

なお、 最近、 対空 砲の 追加 配備の 動きな どが 伝えられて いるが、 こうした 動きは、 
北朝鮮が 空爆に 対する 自軍 部隊な どの 残存 性の 強化な どを 図った 可能性 も ある。 

北朝鮮 軍は、 即応 態勢の 維持 •強化な どの 観点から、 冬季の 大規模な 演習を 始め 
として 各種の 訓練 その他の 所要の 活動を 行って きている。 一方、 深刻な 食糧事情な 
どを 背景に、 軍に よる いわゆる 援農 活動な ども 行われて いると みられて いる。 

北朝鮮に よる 軍事的な 動きと しては、 近年、 韓国 側に 対する 侵入 事 案な どが 多く 
発生して いる。 最近の 例と しては、 98( 平成 10) 年 6 月には、 北朝鮮の ユーゴ 級 小型 
潜水艦が 韓国 領海 内で 魚網に かか り 拿捕され ると いう 事件が 発生して おり、 同年 12 
月には、 韓国 領海 内に 侵入した 北朝鮮の 半 潜水 艇 を、 韓国 軍が 公海上で 撃沈す ると 
いう 事件 も 発生した。 さらに、 昨年 6 月には、 北方 限界 線 (NLL) を 繰り返し 越境し 
た 北朝鮮 側 艦艇と 韓国 側 艦艇との 間で 相互に 銃撃な どが 行われ、 北朝鮮 側 数隻が 撃 
沈され、 ないしは 損害を 受け、 韓国 側 数隻 も 損害を 受ける という 事件が 発生した。 
その後、 北朝鮮は、 同年 9 月には、 事実上の 南北の 海上に おける 軍事境界線 とな っ 
てきた 黄海 側の 北方 限界 線の 無効と 自己に 有利な 新たな 海上 軍事境界線の 設定を 宣 
言し、 また、 本年 3 月には、 当該 海上 軍事境界線の 内側に ある 韓国 側が 実効 支配す 
る 島への 通航 水路 (五島 通航 秩序） を 指定す るな どの 動き を 見せた。 

なお、 昨年 3 月には、 北朝鮮の 工作 船と 判断され る 船が 日本の 領海 内に 侵入し、 
北朝鮮 北部の 港湾に 到達した と 判断され た 事 案 も 発生して いる。 この 際、 海上 自衛 
隊に 対し、 海上 警備 行動が 発令 さ れた （能登半島 沖 不審 船 事 案） （  4 章 1 節 3 參 照)。 


i  )MiG- 21 は、 原形 初飛行 
が 50 年代と いう 旧式の 戦闘 
機で ある。 なお、 カザ フス 
タン 政府は、 政府 自体は 本 
事 案に かかわって いない 旨 
説明して いる。 


ii) そのほか にも、 例えば 96 
(同 8) 年 9 月には、 北朝鮮 
の サン オ級 小型 潜水艦が 韓 
国 領海 内で 座礁して、 乗艦 
していた 武装 工作員 及び 乗 
組 員が 韓国 領土 内に 侵入す 
る 事件が、 97( 同 9) 年 7 月 
には、 北朝鮮 兵士が 軍事 境 
界 線を 越境し 韓国 軍と 銃砲 
撃を 交わす 事件が 発生して 
いる 0 
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NLL  (北方 限界 線） と 北朝鮮の 主張す る 海上 軍事境界線 


i  )「 北朝鮮は、 『枠組み 合意』 
の 成立 以前に、 少なくとも 
1 個の 核兵器を 製造す るの 
に 十分な 量の プルトニウム 
を 製造した と 信じられ てい 
る」 （97( 同 9) 年の 米 国防省 
「拡散 • 脅威と 対応’ 97」） と 
の 指摘が あり、 また、 「北朝 
鮮 が、 場合に よっては 一つ 
か 二つの 核兵器を 製造す る 
能力を 有して いる」 （昨年の 
ペリー 北朝鮮 政策 調整 官記 
者 会見） との 指摘 も ある。 

H) 「保障 措置 協定を 完全に 
履行」 とは、 北朝鮮が、 IAEA 
との 間で 締結した 保障 措置 
協定に 基づき、 特別 査察 
(IAEA が 必要と 認めた 施設 
に対する 査察） を 含む IAEA 
の 査察を 受け入れる ことと 
されて いる。 


⑻ 核兵器 開発 疑惑 • 弾道 ミサイル 開発 

① 核兵器 開発 疑惑 

北朝鮮は、 従来、 核兵器 開発の 疑惑が 持たれて いたが、 93( 同 5) 年 2 月、 国際 
原子力 機関 (IAEA) の 特別 査察 要求を 拒否し、 同年 3 月 に 核兵器 不 拡散 条約 (NPT) 
からの 脱退を 宣言した ことにより、 ヨン ビヨンに 所在す る 黒鉛 減速 炉 などを 用い 
た 核兵器 開発を 行って いるので はない かとの 疑惑が 更に 深まった。 本 問題に つい 
ては、 94( 同 6) 年 10 月に 署名され た 米 朝間の 「枠組み 合意」 により、 話合いに よる 問 
題 解決の 道筋が 示された。 「枠組み 合意」 によれば、 米国は、 北朝鮮への 軽水炉 及 
び 代替エネルギー 供与な どのた めの 諸 施策を 講じ、 これに 対し、 北朝鮮は、 ヨン 
ビヨンな どに 所在す る 黒鉛 減速 炉 及び 関連 施設を 凍結し、 最終的には 解体す ると 
ともに、 NPT 締約 国に とどま り、 軽水炉が 完成され る 前に IAEA との 保障 措置 協定 
を 完全に 履行す る ことな どと なって いる。 すなわち、 「枠組み 合意」 においては、 
北朝鮮に 将来の 核兵器 開発を 放棄させる とともに、 軽水炉が 完成す る 最終段階に 
おいて、 過去の 核兵器 開発 疑惑 も 解明され る 仕組みと なって いる。 
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「枠組み 合意」 に 基づき、 95( 同 7) 年 以降、 米国が 北朝鮮に 対する 代替 エネ ルギ 
一と しての 重油の 供給を 実施して き た ほか、 軽水炉の 供与な どを 実施す る 機関と 
して 朝鮮半島 エネ ル ギー 開発 機構 (KEDO) が 設立 された。 その後、 「 枠組み 合意」 に 
基づく 各種 事業が 逐次 進 渉して きている"。 

一方、 98( 同 10) 年に 至り、 北朝鮮が、 同国 北西 部の クム チヤン ニに おいて、 核 
関連の 地下 施設を 秘密 裏に 建設 中では ないかとの 疑惑が 浮上した。 米 朝間で 累次 
の 協議が 行われた 結果、 疑惑 解明の ための 同 施設への 米国 側の 訪問が 昨年 5 月に 
行われ、 この結果、 当該 時点では、 同 施設は、 「枠組み 合意」 に 違反して いない 旨 
の 報告が 同年 6 月に 発表され ている。 さらに、 本年 5 月には、 米国 側に よる 同 施 
設 への 第 2 回目の 訪問が 行われ、 前回の 訪問 以来、 状況は 変わって いない 旨の 発 
表が なされて いる。 

北朝鮮の 核兵器 開発 疑惑は、 日本の 安全に 影響を及ぼす 問題で あるの みならず、 
大量破壊兵器の 不 拡散の 観点から 国際社会 全体に とっても 重要な 問題で ある。 本 
問題の 解決には、 北朝鮮が 「枠組み 合意」 などの 合意 内容を 誠実に 履行す る ことが 
重要で あり、 今後と も、 その 対応を 注意 深く 見守って いくこと が 必要で ある。 

② 弾道 ミサイル 開発 

北朝鮮は、 80 年代 半ば 以降、 スカッ ド B やその 射程を 延長した ス カッ ド C などを 
生産 • 配備 するとと もに、 これらの ミサイルを 中東 諸国な どへ 輸出して きたと み 
られ ている。 また、 引き続き、 90 年代までに、 ノ ドンな ど、 より 長 射程の ミ サイ 
ル 開発に 着手した と 考えられ、 93( 同 5  ) 年 5 月 に 行われた 日本海に 向けての 弾道 
ミサイルの 発射 実験に おいては、 ノ ドンが 使われた 可能性が高い 0 さらに、 98( 同 
10) 年 8 月には、 日本の 上空を 飛び越える 形で、 テポ ドン 1 号を 基礎と した 弾道 ミ 
サイルの 発射が 行われた。 北朝鮮の 弾道 ミサイル 開発に ついては、 同国が 極めて 
閉鎖 的な 体制を 採って いる こ とも あり、 その 詳細に ついては なお 不明な 点が 多い 
が、 同国は、 軍事的 能力の 強化の 観点に 加え、 政治 外交的 観点 や 外貨獲得の 観点 
などから も、 弾道 ミサイル 開発に 高い 優先 度を 与えて おり、 ミサイルの 長 射程 化 
を 着実に 進めて きている と考えられる。 

ノ ドンは、 単 段 式の 液体燃料 推進 方式の 弾道 ミサイル であると 考えられる。 ま 
た、 スカッ ドと 同様に、 発射台 付き 車両に 搭載され 移動して 運用され ると 考えら 
れ る。 この ノ ドンに ついては、 98 年 8 月に 発射され た 多 段 式 ミサイルの 第 1 段 目 
として 利用され ていたと 考えられる こと や、 発射台 付き 車両な どノ ドン 本体に 付 
随 して 使用され ると 考えられる 車両が 既に 多数 調達され ている との 情報な ど、 種々 
の 情報を 総合 すれば、 北朝鮮が その 開発を 既に 完了し、 その 配備を 行って いる 可 
能 性が 高い と 判断され る。 ノ ドンの 射程は 約 1,  300km に 達する と みられて おり、 日 
本の ほぼ 全域が その 射程 内に 入る 可能性が ある。 また、 その 性能の 詳細は 確認 さ 
れ ていないが、 命中 精度に ついては、 この ミサイルが スカッ ドの 技術を 基に して 
いると みられて いる ことから、 例えば、 特定の 施設を ピンポイントに 攻撃で きる 


i)95( 同 7) 年 12 月には、 KEDO 
と 北朝鮮の 間で 軽水炉 供給 
事業に 関する 取 極が 締結 さ 
れ た。 また、 97( 同 9) 年 8 
月には、 軽水炉の 着工 式が 
行われ、 昨年 12 月には、 
KEDO と 韓国 電力 との 間で 
建設 契約が 正式に 成立して 
いる。 なお、 北朝鮮は、 軽 
水炉 供給 事業の 進展が 遅れ 
ている と 度々 非難し、 米国 
側に その 補償を 要求す ると 
いった 姿勢を 見せて いる。 
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第 3 節  アジア太平洋地域の 軍事 情勢 


北朝鮮を 中心とする ミサイルの 射程 


北極海 


米国: 


㉝ 


ハワイ 


1 ,300km 


1 ，500km  以上 


3,500 km 

〜 6,000 km 


:ノ ドンの 射程 
: テポ ドン 1 号の 射程 
: テポ ドン 2 号の 射程 


i  ) 例えば、 2 段 式の ミ サイ 
ルの 弾頭 部に 推進 装置を 取 
り 付けて、 3 段 式と する こ 
とな どが 考え られ る。 


よう な 精度の 高い ものでは ない と考えられる。 

また、 北朝鮮は、 より 長 射程の テポ ドン 1 号の 開発 も 進めて きている と 考えら 
れ る。 テポ ドン 1 号は、 ノ ドンを 第 1 段 目、 スカッ ドを 第 2 段 目に 利用した 2 段 
式の 液体燃料 推進 方式の 弾道 ミ サイ ルで、 その 射程は 約 1， 500km 以上と 考えられる。 
テポ ドン 1 号は、 98 年 8 月に 発射され た ミサイルの 基礎と なった と考えられるが、 
この 発射に より、 北朝鮮は、 多 段 式 推進 装置の 分離、 姿勢 制御 及び 推力 制御な ど 
に関する 技術な どを 検証し 得た と 推定され る ことから、 テポ ドン 1 号の 開発は 急 
速に 進展して いるものと 判断され る。 

さらに、 北朝鮮は、 新型 ブースターを 第 1 段 目、 ノ ドンを 第 2 段 目に 利用した 
2 段 式 ミ サイ ルで、 射程 約 3,  500 〜 6,  000 km とされる テポ ドン 2 号に ついても、 開発 
中で あると 考えられ、 派生 型が 作られる 可能性 も 含め、 北朝鮮の 弾道 ミサイルの 
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長 射程 化が 一層 進展す る こと が 予想 される。 

北朝鮮の ミサイル 開発に ついては、 昨年 中 ごろ 以降、 ロケットの 燃焼 実験 や ミ 
サイ ル 発射 施設の 拡張 工事を 行って いる 可能性な どの 種々 の 指摘が なされ、 北朝 
鮮 が ミサイルの 発射 準備 を 進めて いるとの 疑惑が 浮上した。 こうした ことから、 

本 問題を めぐり、 米 朝間で 協議が 行われた 結果、 北朝鮮は、 昨年 9 月下 旬に、 米 
朝間の 協議が 行われる 間は、 ミ サイ ルの 発射を 行わない 旨を 表明した。 

なお、 北朝鮮の ミサイル 開発の 急速な 進展の 背景と して、 外部からの 各種の 資 
材 •技術の 北朝鮮への 流入の 可能性が 考えられる。 また、 本体ない し 関連 技術の 

北朝鮮からの 移転. 拡散の 動き も 指摘され ている 0  i) 例えば、 北朝鮮の ノ ドン 

ないし その 関連 技術 か、 イ 

このような 北朝鮮の ミサイル 開発は、 核兵器 開発 疑惑と あいまって、 アジア 太 ラン や パキスタン に対して 
平洋 地域 だけでは なく、 国際社会 全体に 不安定を もたらす 要因と なって おり、 そ m 5 v る 可能性が 指 
の 開発 動向が 強く 懸念され る。 

(4) 米国の 対応な ど 

米国に おいては、 98( 同 10) 年の クム チャン ニ 疑惑の 浮上 及び ミ サイ ル 発射 事 案の 
発生を 踏まえ、 同年 11 月に、 ペリー 前 国防長官を 北朝鮮 政策 調整 官に 任命し、 以後、 

北朝鮮 政策の 見直しを 実施して きた。 その 結果、 昨年 10 月に 至り、 報告書が 公表 さ 
れ た。 

同 報告書に よれば、 北朝鮮の 核 計画 及び 長 射程 ミ サイ ル 計画が 地域の 不安定 要因 
となって おり、 これらの 計画を 終わらせる ことを 対 北朝鮮 政策の 目標と すべきと さ 
れ ている。 すなわち、 米国は、 「包括的 かつ 統合され た アプローチ」 により 北朝鮮に 
関与し、 核 計画 及び 長 射程 ミサイル 計画を 終わらせる という 目標の 下に、 対話を 通 
じ、 米 朝 関係を 改善 •正常化して いくこと とし、 他方、 北朝鮮が 挑発的 行動に 出る 
場合には、 強制的に 抑止を 図る 道に 移行す る ことが 適切で あると している。 

米 朝は、 既に 同年 9 月の 米 朝 協議 後の 声明に おいて、 対話を 継続す る ことで 一致 
して おり、 また、 北朝鮮は、 米 朝間の 協議が 行われる 間は、 ミサイルの 発射を 行わ 
ない 旨を 表明して いる。 その後、 本年に 入って から も、 1月、 3 月、 5 月に 米 朝 協 
議が 行われて おり、 北朝鮮の ミ サイ ル 問題 や 米 朝 「枠組み 合意」 の 履行 状況に 関する 
協議が 行われる ことと されて いる。 また、 本年 6 月には、 米国は、 昨年 9 月に 発表 
した 対 北朝鮮 経済制裁の 一部 緩和を 実施に 移し、 北朝鮮 も 米 朝間の 協議が 行われる 
間は、 ミサイルの 発射を 行わない 旨を 再度 表明して いる。 こうした 過程を 通じ、 北 
朝鮮の 核 及び ミサイルを めぐる 問題が 解決の 方向に 向かう ことが 期待され る。 

さらに、 これらの 問題の 解決に 当たって は、 米 朝 協議の みでは なく、 ペリー 北朝 
鮮 政策 調整 官の 報告で も 韓国 及び 日本との 緊密な 調整を 確保す るた め、 新たな メカ 
ニズム を 維持すべき 旨が 勧告され ている ように、 日米 韓の 緊密な 政策の 調整の 確保 
が 求められ ている。 実際に、 日米 韓 3 か 国の 高官に よ り 構成され る 調整 グループ (TCOG) 

において、 対 北朝鮮 政策に 関して 緊密な 協議が 行われて いる。 

なお、 日本と 北朝鮮との 間で も、 同年 12 月の 村 山元 総理を 団長と する 超党派 国会 
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i  ) 例えば、 昨年 11 月までの 
段階で、 金剛 山を 訪れた 韓 
国人は 14 万 6, 000 人を 超え 

ている。 


ii ) 韓国 国防 白書 (1999) にお 
いて、 「国防 情報化の 目標は、 
戦時に おいては、 戦場で 必 
要な 情報を リ アルタ イムで 
提供して 必勝の 指揮 統制を 
支援し、 平時に おいては、 
効率的な 国防 資源 管理に よ 
り 経済的な 軍 運営を 保障す 
る ことに 置かれて いる」 とさ 
れ ている。 


議員 団の訪 朝を 契機に、 予備会談の 開催を 経て、 本年 4 月に 国交 正常化 交渉が 再開 
された。 

韓国 
⑴ 全般 

韓国では、 98( 同 10) 年 2 月に 就任した 金大中 大統領の 下、 経済 危機の 克服に 取り 
組んで きて おり、 韓国 経済は 急速に 回復しつつ ある。 

また、 金大中 政権は、 「包容 政策」 と 呼ばれる 対 北朝鮮 政策を 就任 以来 一貫して 進 
めて いる。 これは、 ① 平和を 破壊す る 武力 挑発を 許さない、 ② 吸収 統一は 目指さな 
い、 ③ 和解と 協力を 可能な 分野から 促進す る、 との 3 原則を 基に、 確固たる 安全 保 
障 体制を 敷きつつ、 対話と 政経 分離を 重視して 南北 間の 和解と 交流を 積極的に 進め 
ていく もので あり、 こうした 政策の 下、 金剛 山 観光 事業の 開始な ど、 民間 レベルで 
の 南北 間の 経済 及び 人的 交流を 増：^ させて きたが、 政府 レベルでは、 本年 6 月に、 
南北 首脳会談が 行われた。 

さらに、 金大中 政権は、 日本を 含む 周辺諸国との 間での 首脳 外交を 推進して おり、 
引き続き 周辺諸国との 良好な 関係の 維持に 努めてい る。 

(2) 韓国 軍 

韓国は、 全人 口の 約 4 分の 1 が 集中す る 首都 ソウル が DMZ か ら 至近距離に あると 
いう 防衛 上の 弱点を 抱えて いる。 

韓国は、 「国防 白書 1999」 にも あるよう に、 北朝鮮を 「軍事的 脅威」 と 認識して おり、 
その 膨大な 陸上 戦力を 始めと する 軍事力の 増強を 深刻な 脅威と 受け止め、 GNP の 3 
〜 4% 程度を 国防費に 投入して きた。 なお、 近年では、 「国防 情報化」 を 目指しつつ、 
陸軍の 近代化に 加えて、 海 •空軍の 近代化に 努めて おり、 潜水艦、 ヘリコプター 搭 
載 駆逐艦、 P-  3C 哨戒機 や F- 16 戦闘機な どの 導入を 進めて いる。 また、 昨年 2 月 
には、 本年から 2004 (同 16) 年の 5 年間を 期間と する 「国防 中期 5 か 年 計画」 が 発表され、 
対象 期間 内に 次世代 駆逐艦 や 次世代 戦闘機の 調達を 行う と している。 他方、 1997( 同 
9) 年末の 経済 危機 発生 以降、 韓国 国防 部は、 国防費の 浪費を なく し 効率 性を 高める 
こと を 強調して おり、 昨年度の 国防費は、 対 前年度 比 約 0.  4% 減と 初めての 対 前年度 
減少と なった が、 本年度の 国防費は、 対 前年度 比 約 5  % 増と なって いる。 なお、 98 
(同 10) 年 7 月 には、 組織の 統 廃合 や 兵器 調達 制度の 改善、 人事. 教育制度の 改革な 
どを 内容と する 「国防 改革 5 か 年 計画」 が 発表 されて いる。 

韓国 軍の 勢力に ついては、 陸上 戦力は、 3 個 軍 22 個 師団と 海兵隊 2 個 師団、 合わ 
せて 約 59 万人 か ら なり、 海上 戦力は、 3 個 艦隊 約 210 隻約 14 万 7,  000 トンから なり、 航 
空戦 力は、 空軍 •海軍を 合わせて、 8 個 戦闘 航空 団 など F- 16 を 含む 作戦 機 約 520 機 
からなる。 

在韓米軍 

在韓米軍は、 韓国の 国防 努力と あいまって、 朝鮮半島の 軍事 バランスを 維持し、 
朝鮮半島 における 大規模な 武力 紛争の 発生を 抑止す る 上で 大きな 役割を 果たしてい 
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る 0 

米国は、 米韓 相互 防衛 条約に 基づき、 第 2 歩兵 師団、 第 7 空軍な どを 中心とする 
約 3 万 6,  000 人の 部隊を 韓国に 配備し、 韓国 軍と 共に 米韓 連合軍 司令部を 設置して い 
る 0 

米韓 両国は、 朝鮮半島 における 不測 事態に 対処す る 共同防衛 能力を 高める ために、 
共同 演習を 実施して きている。 例えば、 大規模 実 動 演習と しては、 後方地域 におけ 
る 合同 演習と しての 「フォール. イーグル」 が 毎年 実施され ており、 昨年 も 10 月から 
11 月 にかけ て 実施され た。 

なお、 従来、 在韓米軍 司令官が 行使して いた 韓国 軍に 対する 平時の 作戦 統制 権は、 
94( 同 6) 年 12 月に 韓国 軍 合同 参謀 議長に 返還され た。 ただし、 有事の 際には、 これ 
まで どおり 在韓米軍 司令官が 韓国 軍に 対して 作戦 統制 権を 行使す る ことと なって い 
る。 

金大中 大統領は、 アジア太平洋地域 における 米軍の 駐留の 重要性に 言及して おり、 
また、 米国 も、 韓国に 対する 安全保障 コミット メント を 維持し、 在韓米軍の 駐留を 
続ける ことと している。 98( 同 10) 年 11 月に 発表され た 「米国の 東アジア • 太平洋 地域 
における 安全保障 戦略」 （EASR) においても、 米韓 同盟 関係 及び 米国の 軍事 ブレ ゼン 
ス は、 北朝鮮の 脅威が 過ぎ去った 後で も、 朝鮮半島 及び 地域 全体の 安定を 引き続き 
支えて いく とされて いる。 

朝鮮半島 における 平和 体制の 追求への 動き 

朝鮮半島 における 平和 体制の 追求の ための 枠組みに ついては、 韓国は、 かねてよ 
り 朝鮮半島の 問題は 南北 対話を 通じて 解決され るべき であるとの 立場を 表明して い 
る。 南北 対話に ついては、 南北 高位 級 会談が 90( 同 2) 年 9 月に 開始され、 一定の 成 
果を 挙げた。 また、 94( 同 6) 年 10 月に 署名され た 北朝鮮の 核兵器 開発 疑惑な どに 関 
する 米 朝間の 「枠組み 合意」 の 中で、 北朝鮮 も 南北 対話に 取り組む ことを 約束した が、 
目立った 対話の 進展は 見られなかった。 

98( 同 10) 年 4 月には、 韓国からの 肥料 支援を めぐる 南北 次官 級 当局者 会談が 行わ 
れ、 約 4 年ぶりの 本格的な 南北 直接 対話と なった が、 何ら 合意には 達しなかった。 
さらに、 昨年 6 月に も、 南北 次官 級 当局者 会談が 行われた が、 同時 期に 発生した 南 
北 艦艇 間 の 銃撃 事件 などを めぐり 会談 は 進展し なかった。 

一方で、 北朝鮮は、 95( 同 7) 年までに 「朝鮮 軍事 休戦協定」 に 基づく 軍事 休戦 委員 
会の 要員を 撤収し、 また、 96( 同 8) 年に 発表した 談話の 中で 「非武装地帯の 地位を 維 
持す る ことが 不可能に なった」 などと 述べるな ど、 同 休戦協定の 死文 化を 図った。 ま 
た、 北朝鮮は、 米国に 対して 新たな 平和 保障 体系 樹立の ための 直接 交渉を 提案す る 
など、 南北 対話の 進展より も 対米 関係を 優先す る 政策を 採って いると 考えられる 動 
き を 見せて いた。 

このような 北朝鮮の 動きに 対し、 米韓 両国は、 97( 同 9) 年 4 月、 新しい 恒久的な 
平和 体制の 追求を 南北 朝鮮が 主導す る こと を 確認す る とともに、 朝鮮半島 における 


i  ) このほか、 76( 昭和 51) 年 
から、 ほぼ 毎年 「チーム •ス 
ピリ ッ ト」 合同 演習が 実施 さ 
れ てきた が、 94( 平成 6) 年 
以降は 行われて いない。 


ii) 例えば、 92( 同 4) 年 2 月 
には 「南北 間の 和解と 不可侵 
及び 交流 協力に 関する 合意 
書」 及び 「朝鮮半島の 非 核 化 
に関する 共同宣言」 が 発効し 
ている。 
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恒久的な 平和協定を 達成す る ことを 目指す 過程を 開始す るた め、 韓国、 北朝鮮、 中 
国 及び 米国 による r 4 者 会合」 を 提案した。 同年 12 月 に 第 1 回の 「 4 者 会合」 本 会談が 
開催され、 昨年 8 月の 本 会談までに 6 回 開催され たが、 南北 軍当局 間の 通信の 設定 
や 軍事訓練の 相互 通報な どの 個別 問題から 議論し ようとす る米韓 両国と、 在韓米軍 
撤退 問題と 米 朝 間の 平和協定 締結を ま ず 議論す る ことを 主張す る 北朝鮮 との 間で、 
議題の 設定を めぐる 意見の 相違が 存在して おり、 実質的な 議論の 進展は みられて い 
なかった。 

このような 中で、 韓国の 金大中 大統領は、 前述の ように、 就任 以来 一貫して 「包容 
政策」 を 維持し、 対話と 政経 分離を 重視して 南北 間の 和解と 交流を 積極的に 進め、 本 
年 3 月の 訪欧 中には、 ベルリンでの 講演に おいて、 北朝鮮へ 政府 レベルで 経済 支援 
を 行う 用意が ある 旨 強調す る とともに、 南北の 特使を 交換す る こと を 北朝鮮 側に 提 
案した。 


i  )訪 朝 成果に 関する 金大中 
大統領の 国民 報告では、 次 
のように 説明され ている。 
韓国 側の 主張す る 南北 連合 
とは、 二つの 体制、 二つの 
政府は 現在のと おりと し、 
南北で 首脳会議、 閣僚 級 会 
議、 国会 会議な どの お 互い 
の 合意 機関を 作り、 これら 
の 場です ベての 問題を 解決 
していこう とする もので あ 
る。 一方、 80( 昭和 55) 年に、 
北朝鮮 側は、 最初から すべ 
て 中央政府が 外交 権、 軍事 
統率 権を 持つ 連邦制を 主張 
したが、 今回、 この 点を 修 
正し、 低い 段階の 連邦制に 
おいては、 外交 権、 軍事 統 
率 権を 地方 政府が 引き続き 
保持す る ことと した。 


さらに、 同年 4 月に 南北 首脳会談の 開催が 合意され、 同年 6 月に、 金大中 大統領 
と金 正 日 国防 委員会 委員長に より、 南北 分 断 後 初めての 南北 首脳会談が 実現した。 
会談の 結果、 両 首脳に より、 南北 共同宣言が 署名され、 以下の 合意が なされた。 ① 
国の 統一 問題を 自主的に 解決して いく こと、 ②南 (韓国） の 連合 制 案と 北 (北朝鮮） の 
低い 段階の 連邦制 案が 互いに 共通 性が あると 認定し、 今後、 この 方向で 統一を 指向 
していく こと、 ③ 離散 家族の 問題を 解決す るな ど、 人道的 問題を 速やかに 解決して 
いくこと、 ④ 経済協力を 通じて 民族 経済を 均衡 的に 発展 させ、 社会、 文化、 体育、 
保健、 環境な どの 諸般の 分野の 協力と 交流を 活性化し、 互いの 信頼を 固めて いくこ 
と、 ⑤ 以上の ような 合意 事項を 速やかに 実践に 移す ため、 早い 時期に 当局 間の 対話 
を 開催す る こと。 また、 金 正 日 国防 委員会 委員長は、 今後、 適切な 時期に ソウルを 
訪問す る ことと された。 

また、 会談では、 北朝鮮の 核開発 疑惑、 ミサイル 開発 問題、 在韓米軍に ついても 
話された。 さらに、 この 共同宣言では 触れられて いないが 検討すべき ものと して、 
軍事 ホツ トライ ンを 開設す る ことな どが 韓国 側よ り 発表され ている。 

これらの 成果を 基礎と して、 南北が 更に 対話を 継続し、 進展させる ことによって、 
朝鮮半島の 緊張が 緩和す る 方向に 向かう ことが 期待され る。 同時に、 南北 間の 対話 
の 進展が、 朝鮮半島 における 軍事的 対峙の 緩和に どのように 結びつい ていく のか、 
また、 北朝鮮の 核兵器 開発 疑惑 や 弾道 ミ サイ ル 開発 問題な どの 解決に どのよう に 結 
びつ いていく のか、 注意 深く 見極めて いく 必要が ある。 
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3 極東 I 

全般 

冷戦 終結 後、 極東 ロシアの 軍事 態勢は 変化して いる。 

現在、 極東 地域には、 地上 兵力 約 22 万人、 艦艇 約 370 隻、 作戦 機 約 790 機が 配備され、 
依然と して 核 戦力を 含む 大規模 かつ 近代化 された 戦力が 蓄積され た 状態に あり、 そ 
の 一部に おいては 更新. 近代化の 動き も ある 0 

しかしながら、 その 規模は、 1990( 平成 2) 年 以降、 縮小 傾向が みられ 始め、 現在 
も、 ピーク 時に 比べ、 大幅に 削減され た 状態に ある。 また、 極東 ロシア 軍に おいて 
も、 ロシアの 厳しい 財政 事情から 必要な 資金が 配分され ず、 訓練な どの 活動は、 一 
部に 活発化が 見られた ものの、 依然として 全般的には 低調で あると 考えられ、 さら 
に、 徴兵忌避者の 増加な どに より、 充足 率 も 低下して いる 模様で ある。 このため、 
即応 態勢を 維持して いるのは 戦略 核 部隊な どに 限られ、 一般の 部隊の 即応 態勢は 低 


i ) 従来、 極東 地域に おける 
ロ シア 軍の 地上 兵力に つい 
て、 ザバ イカ ル 軍管区 及び 
極東 軍管区に おける 地上 軍 
の 推定 兵員 数を 用いて きた 
が、 1998( 平成 10) 年 12 月に、 
ザバ イカ ル 軍管区と シ ベリ 
ア 軍管区が 統合され たこと 
から、 昨年度より、 （新） シ 
ベリア 軍管区 及び 極東 軍 管 
区に おける 推定 兵員 数を 掲 
げ ている。 


我が国に 近接した 地域に おける 極東 □シア 軍の 配置 
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j 主要 航空基地 


山 主要 海軍基地 


(注） 数値は 概数。 
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下して いる 模様で ある。 

こうした 変化の 背景には、 ロシア 経済の 混乱 •低迷に より、 経済的に 従来と 同 程 
度の 軍の 規模 • 態勢を 維持す る ことが 困難に なった こと、 米国との 軍事的 緊張 関係 
の 緩和 により 太平洋での 軍事的 プレゼンスを 強調す る 必要性が 低下 した こと、 ロシ 
アが対 中 関係の 改善を 図った 結果、 露 中間の 軍事的 緊張 関係が 緩和され、 中国に 対 
する 警戒の 必要性が 低下 した ことな どが あると 判断して いる。 

しかしながら、 極東 ロシア 軍の 将来像に ついても、 ロシア 国内の 流動的な 政治. 
経済 情勢と あいまって 必ずしも 明確では なく、 その 動向に ついては、 引き続き 注目 
して おく 必要が ある。 

⑴ 核 戦力 

極東 地域に おける 戦略 核 戦力に ついては、 SS-25 などの ICBM や 戦略爆撃 機 (Tu 
- 95H) が シベリア 鉄道 沿線を 中心に 配備され、 SLBM を 搭載した デルタ m 級な どの 
SSBN がオ ホー ツク 海を 中心とした 海域に 配備 されて いる。 これら 戦略 核 部隊 につい 
ては、 極東 地域に おける 他の 部隊の 活動が 全般的には 低調と なって いるに も かかわ 
ら ず、 即応 態勢は おおむね 維持され ている 模様で あるが、 他方、 98( 同 10) 年 5 月 か 
ら 3 か 月間、 SSBN のバ トロール 活動の 停止が 見られる など 即応 態勢の 一部 低下を う 
かが わせる 事象 も ある。 

非 戦略 核 戦力に ついては、 極東 ロシア 軍は、 中距離 爆撃機 Tu- 22M バック ファ イ 
ア、 海上 (水中） •空中 発射 巡航 ミサイル など 多様な 装備を 保有して いる。 バック フ 

ァイ ア は、 バイカル湖 西方、 樺 太 対岸 地域 及び 沿海 地 
域に 約 80 機 配備され ている。 

(2) 陸上 戦力 

極東 地域の 地上 軍の 兵力は、 90( 同 2) 年 以降、 その 
規模は 縮小 傾向に あり、 現在、 16 個 師団 約 22 万人と な 
ってい る。 師団の 一部は、 地域 防御 的な 部隊で ある 機 
関 銃 •砲兵 師団へ 改編され、 また、 削減され た 師団の 
中には、 旅団 化された もの や、 人員の 充足に より 他の 
師団と 同様な 戦力への 回復が 可能で ある 動員 基地に 転 
換 されて いるもの も ある。 なお、 極東 地域に おいては、 
98( 同 10) 年 12 月には、 ザバ イカ ル 軍管区と シベリア 軍 管 
区の 統合が 完了し、 同年 6 月、 カムチャツカ半島 など 
に 所在す る 地上 部隊が 太平洋 艦隊 隸 下の 北東 部 統合 コ 
マンドへ 編入され、 昨年 12 月、 地上 部隊の 一部 部隊が 
解体され た 模様で ある。 

また、 海軍の 太平洋 艦隊は、 揚陸艦艇は 減少して い 
る ものの、 海軍 歩兵 師団を 擁して おり、 水陸両用 作戦 
能力を 有して いる。 


極東 □シア 軍の 地上 兵力の 推移 


モン ゴル 駐留軍  （新) シ ベリ ア 軍管区 

ザバ イカ ル 軍管区 
極東 軍管区 


65  76  85  97  98  99  2000  (年) 


(注） 1 1976 年： 前 大綱 策定 

1985 年： ゴルバチョフ 政権 誕生 
2 1992 年までは 極東 旧ソ連 （以下 同様) 
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極東 ロ シア 軍の 主要 海上 兵力の 推移 
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極東 □シア 軍の 航空 兵力の 推移 （戦闘機） 


(3)  海上 戦力 

海上 戦力に ついては、 太平洋 艦隊が ウラジオストク 
やぺト ロ パウロ フス クを 主要 拠点と して 配備 • 展開 さ 
れ ており 、主要 水上 艦艇 約 20 隻と 潜水艦 約 30 隻 （う ち 原 
子 力 潜水艦 約 25 隻)、 約 35 万 トンを 含む 艦艇 約 370 隻、 

合計 約 85 万 トンで、 近年、 その 規模は 縮小 傾向に ある。 

(4)  航空 戦力 

航空 戦力に ついては、 空軍、 海軍を 合わせて 約 790 機 
の 作戦 機が 配備され ている。 その 作戦 機 数は、 ピーク 
時に 比べ 大幅に 削減され た 状態に あり、 最近 も 減少し 
ている が、 新型 機種は 維持され ている。 

北方領土 における ロシア 軍 

ロシアは、 同国が 不法に 占拠す る 我が国 固有の 領土 
である 北方領土 のうち 国 後島、 択捉 島と 色 丹 島に、 旧 
ソ連 時代の 78( 昭和 53) 年 以来、 地上 軍 部隊を 再 配備し 
てきた が、 近年、 人員 数は 減少 傾向に あり、 現在は、 

ピーク 時 に比べ 大幅 に 縮小した 状態に あると 考えられ 
る。 なお、 この 地域には、 依然として 戦車、 装甲車、 

各種 火砲、 対空ミサイル などが 配備され ている。 

北方領土の 地上 軍に 関しては、 93( 平成 5  ) 年 10 月に 
エリ ツイ ン 大統領 （当時） が 訪日した 際、 四 島 駐留軍の 
半数を 既に 撤退 させ、 国境 軍を 除き 残りの 半分 も 必ず 
撤退させる 旨 公に 表明した。 また、 96( 同 8) 年 3 月の 
日 露 外相 会談 や 同年 4 月の 日露 防衛 首脳会談 において、 

ロシア 側から、 北方領土 に 駐留す る 地上 軍 は 約 3,  500 人 
で、 色 丹 島には 軍隊は 駐留 していない 旨の 発言が あり、 

97( 同 9) 年 5 月の 日 露 防衛 首脳会談に おいても、 ロジ 
オノ フ 国防 相 （当時） は、 北方領土の 部隊が 95 ( 同 7  ) 年 
ま でに 3,  500 人に 削減され た ことを 明らかにした。 

いずれにせよ、 我が国 固有の 領土で ある 北方領土へ 
の ロシア 軍の 駐留 は 依然 として 継続して おり、 ロシア 軍が 早期 に 完全 撤退す る こと 
が 望まれる。 

日本 周辺に おける 活動 

日本 周辺に おける ロ シア 軍の 活動は、 統合 演習が 行われるな ど 一部に 活発化が 見 
られる ものの、 演習 • 訓練を 含め 依然として 全般的には 低調で あると 考えられる。 

地上 軍に ついては、 日本に 近接した 地域に おける 演習は ピーク 時に 比べ 大幅に 減 
少して いるが、 昨年に 引き続き、 連隊 規模の 実 動 演習が 実施され るな ど 一部に 演習 
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i  ) また、 98( 同 10) 年 11 月の 
防衛 事務次官 訪 露の 際、 セ 
ル ゲー エフ 国防 相は、 北方 
領土 駐留 ロシア 軍兵 員数に 
ついては、 着実に 削減され 
ている 旨 発言した。 


□  □□ 
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極東 □シア 軍の 航空 兵力の 推移 （爆撃機) 
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強化の 動きが あった。 

艦艇に ついては、 近年、 外洋に おける 活動が 減少 傾向 
にあった が、 昨年に 引き続き、 補助艦艇を 中心とした 活 
動 日数の 増加が 見られた。 また、 演習 •訓練は、 自国 近 
海で 実施され る 傾向に あるが、 対 潜 訓練、 防空 訓練 及び 
魚雷 • ミサイル 発射 訓練は 引き続き 行われて いる。 

航空機に ついては、 日本への 近接 飛行 及び 演習. 訓練 
は、 近年、 おおむね 減少 傾向に あるが、 近接 飛行に つい 
ては、 昨年に 引き続き 増加し、 下げ 止まりつつ あると 考 
えられる。 また、 偵察 飛行を 兼ねてい ると みられる 訓練 
飛行が 大幅に 増大した。 

露 中国 境地 域の 動向 

ロシア. 中国の 間では、 97( 同 9) 年 11 月には、 露 中 首 
脳 会談に おいて 東部 国境 画定 問題の 解決が、 また、 98( 同 
10) 年 11 月には、 西部 国境 画定が 宣言され、 昨年 12 月の 首 
脳 会談に おいても 国境 河川の 島を 共同 利用 • 開発す る ことで 合意し、 両国の 国境 問 
題は 着実に 解決に 向けて 進展して きた。 また、 96( 同 8) 年 4 月には、 ロシアと 中国 
に カザフスタン、 キル ギスと タジキスタンを 加えた 5 か 国に より、 国境 地帯の 兵力 
などに ついての 「国境 地帯に おける 軍事 分野の 信頼 強化に 関する 協定」 が 署名され た。 
97( 同 9) 年 4 月には、 上記 5 か 国に よる 国境 兵力削減 協定の 署名が 行われ、 昨年 8 


99  2000  (年） 


月に も、 首脳会談が 開催され た。 

このほか、 経済、 軍事な ど 対 中 武器 •技術移転を 含む 広範な 分野に わたる 露 中 関 
係の 進展を 反映して、 現在、 両国 国境 地域の 軍事的 緊張は 冷戦 期と 比べて 大幅に 低 
下して きている。 


i  ) 昨年 3 月の 全人 代 第 2 
回 会議に おいては、 マルク 
ス. レーニン 主義、 毛 沢 東 
思想に 加え、 鄧小平 理論を 
国家の 指導 方針と する 憲法 
改正が 行われた。 


4 中国 

全般 
⑴ 政治 情勢 

中国は、 「富強」、 「民主的」、 「文明 的」 な 社会主義 国を 建設す る ことを 目標に、 経 
済 建設を 最 重要 課題と して 改革 開放 路線を 推進して きて おり、 その 前提と なる 安定 
的な 環境を 維持す るた め、 内政の 安定と 団結、 特に、 社会的 安定を 重視 するとと も 
に、 対外 的には、 周辺諸国との 関係 改善と 交流 拡大を 進める ことを 基本と しつつ、 
国防 面では、 国防 力の 近代化 •強化に 努めてい る。 このような 中国の 基本 政策を 創 
り 上げた 鄧小平 前 共産党 中央 軍事 委員会 主席の 死去 後 も その 政策に 変更がない こと 
は 繰り返し 強調され ている。 昨年 10 月の 建国 50 周年 国慶節 祝賀 行事に おいては、 15 
年ぶりに 軍事 パレードを 行い、 同年 12 月には、 マカオ 返還 行事を 成功裏に 終えるな 
ど、 江 沢 民 国家主席は、 第三 代 指導者と しての 権威を 内外に 誇示した。 
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一方、 気功に よる 心身の 鍛錬を 目的と している とされる 「法 輪 功」 集団が、 昨年 4 
月に 北京に おいて 大規模な 座り込み 運動を 行った。 また、 本年 3 月には、 江 西 省の 
前 高官が 収賄罪 により 死刑 に処せ られ るな ど、 汚職が 大き な 政治問題と なって いる。 
これらの 問題に 対し、 政府は、 「法 輪 功」 を 非合法 化した ほか、 本年 3 月の 第 9 期 全 
国人 民 代表 大会 （「全人 代」） 第 3 回 会議の 朱鎔基 総理の 政府 活動 報告に おいて 「反 腐 
敗 闘争」 を 明記す るな ど、 国内の 安定を 図って いる。 

(2)  台湾との 関係 

中国と 台湾との 関係は、 近年、 貿易 •投資の 増進、 文化 •学術の 交流な どを 通じ 
て 経済 関係 及び 人的 交流が 深まって きた。 他方で、 中国は、 台湾は 中国の 一部で あ 
り、 台湾 問題は 中国の 内政 問題で あるとの 原則を 堅持して おり、 また、 平和的な 統 
一を 目指す ものの、 外国勢 力 による 中国 統一への 干渉 や 台湾 独立を ね らう 動きに 対 
しては、 武力行使を 放棄して いない こと を 度々 表明 している。 昨年 7 月 に 李 登 輝 「総 
統」 （当時) が 中 台 関係を 「特殊な 国と 国との 関係」 （二 国論） と 表現した ことに 対して、 
中国は、 一つの 中国の 原則を 否定し 国家 分裂を 促す として 強い 反発を 示し、 予定 さ 
れ ていた 汪道涵 海峡 両岸 関係 協会 会長の 訪 台が 延期され た。 

中国は、 本年 2 月 に 「一つの 中国の 原則と 台湾 問題」 （台湾 白書） という 文書を 発表 
し、 その 中で 台湾 当局が 交渉に よる 両岸 統一 問題の 平和 解決を 無期限に 拒否す るな 
ら 武力行使を 含む あらゆる 可能な 断固たる 措置を 採る 旨 明言し、 台湾の 反発と 米国 
の 懸念を 招いた。 その後、 米国は、 中 台 問題の 平和的解決を 求めて 高官を 派遣して 
いる。 中国は、 本年 3 月 に 実施され た 台湾 「総統」 直接選挙の 前後には、 1995( 平成 7  ) 
年 6 月の 李 登 輝 「総統」 （当時) の 訪米 後 や 96( 同 8) 年 3 月の 「総統」 選の 前後に 見られた 
ような 大規模な 各種 演習は 実施して いない。 陳水扁 「総統」 は、 従来、 「台湾 独立」 を 
綱領と してきた 民主 進歩党から 立候補した ものの、 本年 5 月の 就任演説に おいて、 
中国が 武力行使を 行わない 限り、 独立宣言を せず、 「中華民国」 との 名を 変更せ ず、 
「二 国論」 を 憲法に 盛り込まず 統一 か 独立 かを 問う 住民投票を 行わない ことな どを 発 
表し、 同時に、 対 中 政策に 関しては、 中 台 双方が 共同で 未来の 「一つの 中国」 の 問題 
を 解決して いきたいとの 意向を 表明して いる。 しかしながら、 中 台 間には 基本的 立 
場に なお 隔たりが 存在して いるた め、 今後の 台湾を めぐる 問題の 平和的解決に 向け 
た 動向の 行方が 注目され る。 

(3)  米国との 関係 

米中 関係では、 97( 同 9  ) 年の 江 沢 民 国家主席の 訪米 や 98( 同 10) 年の ク リント ン大統 
領の 訪中の 際には、 両国の 「建設的な 戦略的パートナーシップ」 が 確認され、 さらに、 
昨年 4 月には、 朱鎔基 総理が 中国の 総理と しては 15 年ぶりに 訪米す るな ど、 改善の 
方向に 向かいつつ あった。 

しかし、 昨年 4 月に 米国に おいて 中国への 軍事 技術の 流出が 問題と なる 中、 同年 
5 月の NATO による 在 ユーゴ 中国 大使館の 誤 爆 事 案を 契機と して、 米中 関係は 停滞 
した。 その後、 同年 11 月には、 中国の 世界貿易機関 （WTO) 加盟に 関する 二国間 交渉 


i)  中 台 交流を 行う 上での 中 
国 側の 窓口 機関。 台湾 側の 
機関と しては、 海峡 交流 基 
金 会 (辜 振甫 理事長) が ある。 

ii)  中国 側の 説明に あるよう 
に、 1984( 昭和 59) 年の 鄧小平 
共産党 中央 軍事 委員会 主席 
(当時） の 「文選」 （語録） に 記 
されて いるが、 近年の 中国 
政府の 公式 声明 などに この 
表現が 見られなかった こと 
から、 新たな 要件が 示され 
たと して 報道され た。 

Hi) 中国は、 95( 平成 7) 年 7 
月から 年末に かけて 台湾 付 
近に おける 軍事演習を 継続 
して 実施した ほか、 96( 同 8) 
年 3 月には、 「総統」 選挙の 
前から 直後に かけて 台湾 近 
海に おいて 各種の 演習を 実 
施し、 台湾海峡 において 一 
時 緊張が 高まった。 


iv) 昨年 5 月には、 米 下院の 
特別 調査 委員会が 「アメリカ 
の 国家 安全 及び 対 中 軍事 • 
商業 関係に 関する 報告」 を 発 
表し、 核 • ミサイル 関連 技 
術な どの 流出に つき 指摘し 
た。 一方、 中国は、 同月、 
同 報告に 対する 反論 文書を 
発表した。 
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i  ) 本年 2 月、 米 下院 本会議 
で 可決。 米軍と 台湾 軍 間の 
人事 交流の 強化、 直接 通信 
回線の 確保な ど、 米 台 軍事 
関係の 強化を 内容と して お 
り、 中国 政府が 反発して い 
る。 なお、 米 政府は、 この 
法案に 反対して いる 旨、 各 
種の 機会を とらえて 中国に 
説明して いる。 


が、 同年 12 月には、 大使館 誤 爆 事 案の 賠償 問題が 解決した ことな どを 踏まえて、 両 
国 関係は 改善に 向かい、 本年には、 米中 軍事 交流が 再開され るな ど、 対話 や 交流 も 
漸進的に 行われて いる。 

しかし、 米中 関係に おいては、 台湾 安全保障 強化 法案 や 台湾への 武器 売却な ど、 
種々 の 懸案 も 存在して いる。 

(4)  ロシアとの 関係 

中 露は、 共に 世界の 多極化と 国際 新 秩序の 構築を 推進す るとの 認識を 共有して お 
り、 両国 関係は 全般的に 進展して いる。 中国は、 ロシアとの 間で 戦略 的 協カ パート 
ナー シップを 追求して おり、 両国 首脳の 相互 訪問が 継続して 見られる ほか、 米国が 
中心と なって 研究を 行って いる ミ サイ ル 防衛 システムへの 懸念 や、 NATO 軍の ユー 
ゴ 連邦 共和国 コ ソヴォ をめ ぐる 軍事行動に 見られる ような いわゆる 「人道的 介入」 へ 
の 反対な どに ついては、 同じ 立場を とっている。 両国 間の 国境に ついては、 昨年 12 
月の エリ ツィ ン 大統領 （当時) 訪中 時に、 国境 地帯の 島の 共同 開発 や 東部 及び 西部 国 
境な どに 関する 議定書が 両国の 外相に よって 署名され た。 また、 ロシアから 中国に 


は 近代的な 武器が 売却 されて いる。 

(5) 近隣諸国 などとの 関係 

中国は、 近年、 近隣諸国 などへ 軍人を 含む 最高 幹部 級の 要人を 派遣して いる ほか、 
これら 諸国との 間に 存在す る 問題解決に 向けた 努力 も 行って いる。 最近では、 ヴィ 
エ ト ナムとの 国境 地帯に 敷設され ていた 地雷の 除去 作業が 行われる とともに、 昨年 
12 月に 唐家璇 外相が 訪 越し、 両国 間の 陸上 国境 画定に 関する 協定への 署名を 行って 
いる。 また、 97( 同 9) 年 12 月 以来、 東南アジア諸国連合 (ASEAN) 非公式 首脳会議に 
日本、 韓国と 共に 出席を 続けて おり、 昨年 11 月には、 初めて 「東アジア における 協力 
に関する 共同声明」 を 発出した。 さらには、 96( 同 8) 年 以降、 ロシア、 中国 及び 中央 
アジア 3 か 国 （カザフスタン、 キル ギス、 タジキスタン） の 5 か 国 会議を 毎年 開催す 
るな ど、 中央アジア 諸国との 交流 も 進めて いる。 南アジアに 対しては、 パキスタン 
と 一定の 関係を 有して いると 判断され ていた 一方、 98( 同 10) 年 5 月の イン ドに よる 
核実験 実施に 対しては、 イン ドが 核実験 実施の 理由の 一つと して 中国の 脅威を 掲げ 
たこと から、 これを 厳しく 批判す る 声明を 発表した。 しかしながら、 昨年 6 月には、 
イン ドの シン 外相が 訪中し、 両国と も 関係 改善に 向けた 強い 意欲を 表明して いる。 
軍事 

中国は、 近年、 核 戦力 や 海 •空軍力の 近代化の 推進、 海洋に おける 活動 範囲の 拡 
大な どを 図って おり、 このよう な 動向に ついて 今後と も 注目 していく 必要が ある。 

⑴ 国防 政策 

中国は、 従来、 世界的 規模の 戦争 生起の 可能性が あるとの 情勢 認識に 基づいて、 
大規模戦争への 対処を 重視し、 広大な 国土と 膨大な 人口を 利用した ゲリ ラ 戦 主体の 
「人民 戦争」 の 態勢を とってき た。 しかしながら、 軍の 肥大 化、 非 能率 化な どの 弊害 
が 生じた ことに 加え、 世界的 規模の 戦争は 長期に わたり 生起 しないとの 情勢 認識に 
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立って、 80 年代 前半までに 領土  • 領海を めぐる 紛争な どのより 局地的な 戦争への 対 
処に 重点を 置く ようになった。 このため、 80 年代 半ば 以降、 大幅な 人員削減 や 組織 
• 機構の 簡素化に よる 編成 • 運用の 効率化、 装備の 近代化 や 研究開発の 強化な どを 
進め、 軍事力に ついて 「量」 から 「質」 への 転換を 図り、 近代 戦に 対応で きる 正規 戦 主 
体の 態勢へ 移行しつつ ある。 このような 基本 方針に 従い、 これまで 陸軍を 中心とし 
た 兵員の 削 ^ と 核 戦力 や 海 • 空軍を 中心と した 全軍の 近代化が 行われて きて おり、 
97( 同 9  ) 年の 中国共産党 第 15 回 全国 代表 大会に おいては、 今後 3 年間で 更に 50 万人の 
兵力削減を 進める と 同時に、 ハイテク 条件 下での 作戦 能力の 向上を 図る 方針が 発表 
された。 本年 3 月の 第 9 期 全人 代 第 3 回 会議では、 朱鎔基 総理の 政府 活動 報告の 中 
で 「科学技術 による 軍事力の 強化の 堅持」 や 「ハイテク 条件 下に おける 防衛 戦闘 能力の 
向上」 との 方針が 示される とともに、 軍 代表団の 会議では、 江 沢 民主 席が 50 万人の 兵 
力 削減の 達成を 表明して いる。 

中国の 国防費は、 89( 同 元) 年 以来、 12 年 連続で 対 前年度 比 10% 以上の 伸びを 示して 
おり、 本年度は 約 15% という 伸びであった。 また、 これまで 国防費の GDP に 占める 
割合は 1% 程度で 推移し、 国家 予算に 占める 割合 も 9% 前後で 推移して いる。 他方、 
中国は、 従来、 国防費の 内訳の 詳細に ついて 公表して おらず、 中国が 国防費と して 
公表して いる 額は、 中国が 実際に 軍事 目的に 支出して いる 額の 一部に すぎない とみ 
られ ている こと も 留意す る 必要が ある。 例えば、 研究開発 費な どは 公表 国防費に 含 
まれて いないと みられて おり、 また、 武器 輸出に より 得られた 外貨が 軍事 目的に 使 
用され ている との 指摘 も ある。 なお、 中国は、 国防費 増加の 理由に ついて、 これ ま 


i  )80 年代 後半には、 少数 精 
銳化 による 軍の 近代化な ど 
を 図る ため、 100 万人の 兵員 
削減が 行われて いる。 

1098( 同 10) 年には、 装備の 
一層の 近代化に 対応す るた 
め、 軍の 中央 機構に 総 装備 
部が 新設され、 従来の 総 参 
謀 部、 総 政治 部、 総 後 勤 部 
の 三 総 部 体制から、 四 総 部 
体制に 改編され た。 

iii)97( 同 9) 年 12 月に 開催 さ 
れた 日本との 安全保障 対話 
の 場で、 中国 側から、 国防 
費は 中国の GNP の 1 % 前後 
にす る ことに なって おり、 
これは、 国防 法に おける 「国 
家は、 国防 事業に 必要な 経 
費を 保証す る。 国防 経費の 
増加は、 国防の 必要性と 国 
民 経済の 発展 基準に 応じた 
もので なければ ならない」 と 
の 規定に 基づく ものである 
との 説明が なされた。 


中国の 公表して いる 国防費の 推移 
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第 3 節 アジア太平洋地域の 軍事 情勢 


i)  従来、 軍は、 輸送 業 •サ 
ー ビス 業な ど 各種の 商業 活 
動を 行って いたが、 98( 同 10) 
年 7 月、 今後 軍の 商業 活動 
を 禁止す るとの 方針 及び 職 
務 履行に 必要な 経費は 国家 
が 保証す る ことが 発表され 
た。 

ii)  人民解放軍には、 陸 •海 
• 空軍の ほかに、 弾道 ミサ 
イ ルを 有する 第二 砲兵が 存 
在す る。 


iii) 党 • 政府機関 や 国境 地 城 
の 警備、 治安 維持の ほか、 
民生 協力 事業 • 消防な どの 
任務を 負う。 「中国の 国防」 
では、 「国から 与えられた 安 
全 防衛の 任務を 担当し、 社 
会 秩序を 維持す る」 とされて 
いる 0 


で、 軍の 商業 活動 禁止に 伴う 補助金 や 将兵の 給与の 引上げの ためとの 説明を 行って 
いる 0  / 

98( 同 10) 年 7 月に 公表され た 中国の 国防 白書 「中国の 国防」 などに おいても、 「国防 
建設は 国の 経済 建設と いう 大局に 従う。」 と 説明され ており、 中国は、 経済 建設を 当 
面の 最 重要 課題と している こと や 財政 赤字に 直面して いる ことな どから、 国防に 対 
する 資源 配分が 急激に 変化す る 可能性は 大きく ない ものの、 中国の 軍事力 近代化は、 
今後 も 漸進的 に 進む ものと 考えられる。 

なお、 中国は、 95( 同 7) 年に 「中国の 軍備管理 •軍縮」 と 題す る 文書を 発表した こ 
とに 続き、 98( 同 10) 年 7 月には、 初めての 総合的な 国防 白書で ある 「中国の 国防」 を 発 
表し、 さらに、 昨年 11 月の 日中 防衛 次官 級 協議の 場で、 近く  3 回目の 文書を 刊行す 
る 旨 表明した。 中国が、 自国の 安全保障 について まとまった 文書を 継続して 発表し 
ている ことは、 軍事力の 透明性 向上に 資する 動きと して 評価で きる ものの、 例えば、 
現在の 装備の 保有 数に ついての 記述がない など、 内容 的には 十分では ない 点が あり、 
今後、 中国が、 国防 政策、 軍事力な どに ついて 一層 透明性を 高めて いくこと が 望ま 


iv) 戦時 後方 任務の ほか、 平 わ又 
時に おいては、 経済 建設な 
どの 任務を 負う。 「中国の 国 
防」 では、 「軍事 機関の 指揮 
の 下で、 戦争に 備える 勤務 
及び 防衛 作戦の 任務を 担当 
し、 社会秩序の 維持に 協力 
する」 とされて いる。 


中国 軍の 海上 兵力の 推移 

□保有 艦艇 トン 数  □潜水艦 
□フリゲート  □駆逐艦 
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(2) 軍事力 

中国の 軍事力は、 核 戦力の ほか、 陸 •海 •空軍から なる 人民解放軍、 人民 武装 警 
察 部隊と 民兵 か ら 構成され ている。 

核 戦力に ついては、 抑止 力の 確保、 通常戦力の 補完 及び 国際社会 における 発言力 
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中国 軍の 航空 兵力の 推移 (戦闘機） 
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の 確保 という 観点から、 50 年代 半ば ごろ か ら 独自の 開発 努力 
が 続けられ ており、 その 運搬 手段と しては、 弾道 ミサイルの 
ほか、 中距離 爆撃機 H-  6  (Tu- 16) を 約 140 機 保有して いる。 

なお、 中国は、 核 戦力の 近代化 • 多様化に 必要な 核弾頭の 小 
型 化 • 軽量 化な どが 目的と 思われる 核実験を ほぼ 毎年 実施し 
ていたが、 96( 同 8) 年 7 月の 核実験 実施 以降、 核実験の モラ 
ト リアム （一時 休止） を 実施す る 旨 発表した ほか、 同年 9 月に 
は、 包括的 核実験 禁止条約 (CTBT) への 署名を 行って いる。 

弾道 ミサイルに ついては、 現在、 ICBM を 若干 基 保有す る 
ほか、 新型 ICBM 及び SLBM な どの 開発 も 進めて お り、 昨年 8 

Intercontinental  Ballistic  Missile  Submarine-Launched  Ballistic  Missile 

月には、 自国 内 で 新型 ICBM で ある 東風 3 1 (CSS - X -  9  ) と考 
えられる 長距離 地対地 ミ サイ ルの 発射 実験を 行った。 また、 

中距離 弾道 ミ サイ ルに ついては、 日本を 含む ア ジア 地域を 射 
程に 収める ミサイルを 合計 約 70 基 保有して おり 従来の 東風 3  (CSS  -  2) から、 命中 精 
度な どの 性能が 向上した 新型の 東風 21 (CSS-  5) への 転換が 進みつつ ある。 さらに、 
短距離 弾道 ミ サイ ル も 保有して おり、 台湾 対岸に おける 新たな ミ サイ ル 基地の 建設 
の 動 きも 伝え られ ている。 

陸上 戦力は、 総 兵力 184 万人と 規模 的には 世界最大 である ものの、 総 じて 火力、 機 
動力が 不足して いる。 85( 昭和 60) 年 以降、 軍 近代化の 観点から、 人員の 削減 や 組織 
• 機構の 簡素化. 効率化を 図って いる ほか、 従来、 歩兵の みで 構成され ていた 軍 (軍 
団） を、 各 兵種を 統合化した 集団 軍へ と 改編した。 また、 装備 面では、 輸出 目的との 
指摘が あった 新型の 90-  n 型 戦車が 昨年 10 月の 建国 50 周年 国慶節 祝賀 行事に おける 
軍事 パレードで 確認され た。 さらに、 50 万人の 兵力削減に 伴い、 陸軍の 兵力の 一部 
が 人民 武装 警察に 移管され た と みられて いる。 

海上 戦力は、 北海、 東海、 南海の 3 個の 艦隊から なり、 艦艇 約 800 隻 （うち 潜水艦 
約 70 隻） 約 100 万 7,  000 トンを 保有 している。 艦艇の 
多くは、 旧式 かつ 小型で あるが、 ヘリコプター 搭 
載 可能な 新型の ルー ハイ 級 駆逐艦、 ヂ ヤン ウェイ 
n 級フリ ゲート 及び ソ ン級 潜水艦の 建造 • 配備 や、 

ロシアからの キロ 級 潜水艦、 ソブ レメン ヌイ 級 駆 
逐 艦の 導入な どの 近代化が 進め られ ている。 

航空 戦力は、 空軍、 海軍を 合わせて 作戦 機を 約 
4,080 機 保有して いるが、 旧ソ連の 第 1 •第 2 世代 
の 戦闘機を モデルに した 旧式 機が その 主力と なっ 
ている。 近年、 J-  8  n(F-  8  n) 戦闘機 や j-io 
(F-10) 戦闘機、 JH-  7  (FBC- 1 ) 戦闘爆撃機の 開 
発 •配備を 進める とともに、 ロシアから Su  -  27 戦 


Su-27 


r!  J-8 
J-7 

Q-5,  J-4,  J-5,  J-6 

Uni 


98 


99 


2000  (年） 


i) 歩兵、 砲兵、 装甲 兵な ど 
各 兵種が 共同して 作戦を 遂 
行す る 正規 戦に 対応すべく、 
これらの 兵種を 統合化した 
もの。 


^  ぎ 


空中給油 機と 戦闘機の 編隊 飛行 （中国 建国 50 年 軍事 パレード） 
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第 3 節 アジア太平洋地域の 軍事 情勢 


i  ) ライセンス 生産は、 98 
(同 10) 年より 開始され てい 
るが、 本格的な 国産 化には、 
なお、 時間を 要する とみら 
れ ている。 


ii) 例えば、 本年 4 月には、 
軍の 機関紙 「解放 軍 報」 にお 
いて、 南沙 群島 におけるへ 
リポート 建設な どが 伝えら 
れ た。 


闘 機な どの 導入 •ライセンス 生産を 行って おり、 また、 空中給油 や 早期 警戒と いっ 
た 近代的な 航空 戦力の 運用に 必要な 能力の 獲得に 向けた 努力を 行って いる。 なお、 
空中給油 機な ど これらの 新型 航空機の 多くは、 昨年 10 月の 軍事 パレー ドで 確認され 
た。 


中国 軍の 配置 


⑻ 軍事 態勢 

中国 軍は、 近年、 運用 面に おいても、 近代化を 図る ことな どを 目的と して、 陸- 
海  •  空軍 間の 協同 演習 や 上陸 演習な どを 含む 大規模な 演習を 実施して いる。 同時に、 
軍の 商業 活動の 禁止な どに より、 軍の 専業 化に も 取り 組みつつ ある と考えられる。 

さらに、 中国は、 海 •空軍力の 近代化と 合わせて、 近年、 ASEAN 諸国な どと 領有 
権に ついて 争いの ある 南 沙 • 西沙 群島に おける 活動 拠点を 強化す るな ど、 海洋に お 
ける 活動 範囲を 拡大す る 動きを 見せて おり、 法制 面で も、 92( 平成 4) 年 2 月に 我が 
国 固有の 領土で ある 尖閣 諸島の ほか、 南 沙 • 西沙 群島な どを 中国 領と 明記した 領海 
法が 施行され、 97( 同 9) 年 3 月に 領土、 領海、 領空の 安全の 防衛と 並んで 海洋 権益 
の 擁護を 明記した 国防 法が 制定され るな どの 整備が 行われて いる。 関係 各国に 対し 
ては、 平和的解決に 向けた 話合いに 応じる 動き も 見られて いるが、 一方では、 自国 
の 建造物を 拡充し、 関係 各国の 勢力 拡大の 動向に 反対す るとの 態度を 表明して いる。 
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尖閣 諸島 近海 で 確認 された ル フ級ミ サイ ル 駆逐艦 (左） と ル ダ I 級 ミ サイ ル 駆逐艦 (右） （昨年 7 月) 


日本の 近海に おいては、 日本領 海を 含む 海域に おいて、 近年、 中国の 海洋 調査 船 
により、 海洋 調査と みられる 活動が 行われて いる。 また、 中国の 海軍 艦艇の 航行 も 
増加して おり、 海上自衛隊が 視認 した 航行は、 98( 同 10) 年には 2 隻 であった が、 昨 
年は 27 隻、 本年 6 月末 時点で 14 隻 である。 この 中では、 例えば、 昨年 5 月には、 尖 
閣 諸島の 近海で 初めて 13 隻 という 規模で 航行した ことが 確認され ており、 その後、 
同年 7 月には 10 隻の 航行が 確認され た。 本年に 入って から も、 3 月には 奄美 諸島 北 
西方の 海上で 5 隻、 4 月には 沖縄 本島 北西 方の 海上で 4 隻、 6 月には 五島 列島 南西 
方の 海上で 3 隻の 航行が 確認され た。 

これらの 海軍 艦艇には 陣形 運動を とって いるもの も 見られる ことから、 何ら かの 
訓練を 行って いたと 考えられる。 さらに、 同年 5 月には、 海軍に 所属す る 砕氷 艦 兼 
情報 収集 艦が 我が国を 周回し、 その 間、 対 馬 海峡 及び 津軽 海峡では 反復 行動を 行っ 
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ていた ことが 確認され た。 同 艦は、 航行 中に 機器を 海中に 投入し、 アンテナを 回転 
させるな どして おり、 情報 収集 活動 や 海洋 調査 活動を 行って いた 可能性が ある。 こ 
のよう な 最近の 中国の 海軍 艦艇の 我が国 周辺に おける 活動の 活発化に ついては、 そ 
の 動向に ついて 注目 していく 必要が ある。 

また、 尖閣 諸島を めぐって は、 96( 同 8) 年 7 月に 我が国の 民間団体が 灯台と して 
用いられる 構造 物を 設置した ことな どに 対して、 台湾と 香港の 民間団体の 抗議活動 
が 行われ、 中国から も 強い 反応が 示された。 

台湾の 軍事力な ど 

台湾では、 本年 1 月に 「国防 法」 が 制定され、 軍政 • 軍令の 一元化、 すなわち 、「総 
統」 と 文民で ある 「国防 部長」 によ る 統帥 や 軍の 政治的 中立な どを 明確に した。 また、 
同年 3 月に 「総統」 選が 行われ、 民 進 党の 陳水扁 氏が 当選し、 5 月に 「総統」 に 就任し 
た。 これを 受け、 いわゆる 「国民 党の 軍隊」 といわれ ていた 台湾 軍は、 「国軍」 として 
の 「総統」 への 忠誠を 表明して いる。 

台湾 軍の 勢力は、 現在、 陸上 戦力が 12 個 師団と 陸戦隊 2 個 師団 合わせて 約 27 万人、 
海上 戦力が 約 350 隻約 22 万ト ン 、航空 戦力が 空軍、 海軍を 合わせて 作戦 機 約 660 機で あ 
る 0 

現在、 台湾は、 陸軍を 中心とした 兵員の 削減と ともに、 装備の 近代化に 力を入れ 
ており、 新型 地対空 ミサイルの 配備 •導入を 開始して いる。 また、 自主 開発 戦闘機 
「経国」 号 や F- 16、 ミ ラージュ 2000 といった 新型 戦闘機の 配備 も 行われて いる。 この 
ほか、 早期警戒機の 配備 や 新型 フリゲートの 導入な どを 進めて いる。 
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5 東南アジア • 大洋 州 
全般 

東南アジアは、 マラッカ海峡、 南シナ海 や インドネシア、 フイ リピンの 近海を 含 
み、 太平洋と インド洋を 結ぶ 交通の 要衝を 占めて いる。 この 地域の 各国は、 これ ま 
で、 政治的 安定と 着実な 経済的 発展に 努める とともに、 域内 外の 各国との 相互依存 
関係を 深めて きた。 1997( 平成 9) 年に 始まった 通貨 •金融 危機 以降、 経済的 発展の 
停滞が 見られて いたが、 現在では 回復しつつ ある。 他方、 この 地域には、 南沙 群島 
などの 領有 権を めぐる 対立 や、 少数民族 問題な どが 依然と して 不安定 要素と して 存 
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在して おり、 船舶の 安全 な 航行を 妨害す る 海賊 行為 も 発生 している。 


i  ) マ レイ シアの MiG-29 及 
び F/A -  18 戦闘機の 導入、 
ヴィ エト ナムの Su-27 戦闘 
機の 導入、 タイの 中国 製フ 
リ ゲー ト 及び ス ペイ ン製軽 
空母の 導入、 シンガポール 
の スウ ヱ ー デン 製 潜水艦の 
導入な どの 動きが 見られて 
きた 。 

ii )5 か 国 防衛 取 極に 参加し 
ている マ レイ シア、 シン ガ 
ポール、 英国、 オースト ラ 
リア、 ニュー. ジーラン ド 
による 共同 演習の ほか、 東 
南アジア. 大洋 州 間の 共同 
演習 も 実施され ている。 


軍事 態勢 

ASEAN 諸国に おいては、 以前から、 著しい 経済の 発展に 加え、 イ ンフ レな どの 影 
響 も あって 国防費は 高い 伸び率を 示して おり、 旧式 装備の 更新を 主眼と した 新型の 
戦闘機 や 艦艇の 導入な どの 近代化が 進められて きた。 97( 同 9  ) 年 7 月 以降の 経済 危 
機に より、 国防費を 削減し、 新型 装備の 導入の 見直し や 訓練 費の 削減な どを 行う 国 
も 見られた が、 経済の 回復 基調に 伴い、 今後の 近代化の 動向が 注目され る。 

また、 この 地域に おいては、 地域 諸国 間の 共同 演習が 実施され ている ほか、 米軍 
との 関係強化を 図る 動き も 見られる。 シンガポールと 米国は、 98( 同 10) 年 1 月、 シ 
ンガ ポール 国内に 新たに 建設して いる 海軍基地に 本年から 米軍 艦艇の 寄港を 認める 
こと について 合意した ほか、 本年 4 月 には、 両国 間で 物品. 役務 ネ目互 提供 協定 (ACS  A) 
への 署名が 行われた。 また、 昨年 6 月に フィ リ ピンと 米国との 間の 「訪問 米軍の 地位 
に関する 米 比 協定」 が 発効した ことを 受けて、 本年 1 月から 3 月に かけて、 両国 間の 
大規模な 演習で ある 「バリ カ タン」 が、 95( 同 7) 年 以来、 初めて 実施され た。 
ASEAN の 動向 

ASEAN に とって、 昨年 4 月の カン ボディ ア 正式 加盟に より 設立 後 30 年 以上を 経て 
「ASEAN10」 が 実現した ことは、 大きな 節目であった。 今後、 ASEAN が 地域の 平和 
• 安定 強化な ど 各種の 分野で 協力して いくこと が 期待され ている。 


また、 ASEAN 地域 フォーラム (ARF) に 加 え 域外 国との 関係 発展 を 図る 動き も 見ら 
れ ている。 ASEAN+ 3  ( 日中韓) 首脳会議が 97( 同 9) 年 12 月に 初めて 開催され、 98 
(同 10) 年 12 月の 第 2 回 会議で 定例 化に つき 合意され、 昨年 11 月の 第 3 回 会議に おいて、 
政治、 安全保障、 経済 分野な ど 幅広い 分野で 地域 協力を 強化す るとの 「東アジア にお 
ける 協力に 関する 共同声明」 が 初めて 採択され たと ころで ある。 

一方、 ASEAN の 加盟国の 拡大に よ り ASEAN 内部での 加盟国 間の 経済格差が 拡大 
するとと もに、 域内での 政治 体制の 相違 も 存在して いる。 また、 現在、 指導者の 世 
代 交代が 見られて おり、 さらに、 内政不干渉 や コンセンサス 方式な どの 従来の 原則 
の 見直しに 関する 議論 も 生じた。 今後、 ASEAN は、 これらの 問題の 解決を 模索し つ 
つ 域内の 成長 • 発展の 促進 や 安定の 確保を 図って いく ことを 目指して いる。 

南沙 群島 

南沙 群島は、 南シナ海の 中央に 位置し、 約 100 の 小島 及び 岩礁から なる。 同 群島 周 
辺は、 油田、 天然 ガスな どの 海底 資源の 存在が 有望 視 される ほか、 豊富な 漁業 資源 
に 恵まれ、 また、 海上 交通の 要衝で も ある。 同 群島に 対しては、 現在、 中国、 台湾 
と ヴィエト ナムが 全部の、 フィ リピン、 マ レイ シアと ブルネイ がその 一部の 領有 権 
を 主張して いる。 同 群島を めぐり、 88( 昭和 63) 年 3 月には、 中越 海軍が 武力衝突し 
一時 緊張が 高まった が、 その後、 大きな 武力衝突は 生起して いない。 しかしながら、 
中国に 対しては、 92( 平成 4) 年の 領海 法 制定、 95( 同 7) 年の ミス チーフ 礁 における 建 
造 物 構築と 98( 同 10) 年から 昨年に かけての 同 建造物 拡充な どに 関して、 各国が 反発 


58 


している。 一方、 昨年には、 マ レイ シアが 新たな 建造物を 構築して いると して、 フ 
イリ ピンが 抗議を 行うな ど、 ASEAN 諸国 内での 立場の 違い も 存在す ると 考えられる。 

一方、 同 問題に 関しては、 従来、 中国は、 二国間 交渉を 主張して きたが、 近年で 
は、 関係 国 全体として 平和的な 解決を 目指す 動き も 見られる。 最近では、 ARF 閣僚 
会合の 議長 声明に おいて、 同 問題の 平和的解決を 図る 各国の 努力を 歓迎す る 旨、 毎 
年、 言及され ている ほか、 ASEAN 諸国は、 新たな 礁の 占拠 禁止な どを 内容と する 
「南シナ海の 地域 行動 規範」 草案を 取りまとめた。 同 草案は、 昨年 11 月の ASEAN  •中 
国 事務 レベル 協議に おいて 提案され たが、 合意に 至らず、 協議が 継続され ている。 

現在のところ、 関係 国 間の 問題解決 に対する 基本的な 姿勢が 必ずしも 一致して お 
ら ず、 依然として 各国の 利害が 対立して いる ことから、 今後の 関係 国の 動向 や 問題 
解決に 向け た 協議の 行方が 注 目され る。 

その他 

昨年は、 東 チ モール 問題に 関して 大きな 動きが 見られた。 東 チ モールへの 広範な 
自治の 付与に 関する イン ドネ シアの 政府 提案の 受け入れを 問う 東 チ モールの 直接 投 
票が 昨年 8 月に 実施され、 自治 案 拒否が 多数を 占める 結果と なった。 しかし、 同役 
票 後から 治安が 悪化し、 これを 受けて オース ト ラリ ア 軍を 中心とする 多国籍軍 (東 チ 
モール 国際 軍 (INTERFET)) が 展開を 行って 治安の 維持な どに 当たった。 同年 10 月 
には、 インドネシア によって 独立が 正式に 承認され、 現在、 国連 東 チ モール 暫定 行 
政 機構 (UNTAET) の 下、 国家 建設に 向けた 取組が 行われて いる。 これら 一連の 活動 
は、 アジア太平洋地域の 国々 が 中心と なって 対処を 行って きた。 

一方、 インドネシアの 内政 面では、 昨年 10 月に ワヒッ ド 大統領 及び メガ ワ テイ 副 
大統領が 民主的に 選出され、 経済 対策、 国軍 改革な どに 取り組んで いる。 また、 同 
国では、 現在、 アチェ 特別 州やイ リアン ジャヤ 州な どの 地方で 分離* 独立を 求める 
動きが みられて おり、 この アチェ 特別 州に ついては、 本年 6 月に インドネシア 政府 
と 独立 派 武装 組織の 間で、 当面 3 か 月間の 戦闘の 停止な どを 内容と する 合意が 発効 
した。 一方、 同月、 イリ アンジ ャヤ 州では、 住民 
組織が イン ドネ シアからの 独立な どを 盛り込んだ 
決議を 採択した。 

また、 INTERFET の イン ドネ シアに よる 受け 入 
れ やその 展開な どを めぐり イン ドネ シアが オース 
トラ リアと の 安全保障 維持 協定を 破棄す るな ど、 

オース トラ リアと イン ドネ シアを 中心と した 東南 
アジア 間の 関係が 停滞した。 しかしながら、 本年 
6 月には、 東京に おいて ワヒッ ド 大統領と ハワー 
ド 豪 首相 との 間で 首脳会談が 行われる などの 動き 
が 見られ、 両国と も 関係 改善への 意欲を 表明して 

いる。  、 

東 チ モール 国際 軍 （INTERFET) 

[AFP= 時事] 


i) 国防 相に 文民、 国軍 司令 
官に 初の 海軍 出身者を 起用。 
また、 現在、 国軍に 割り 当 
てられて いる 国民 協議会 
(MPR) の 議席を 廃止す る 方 
針が 打ち出される など、 国 
軍の 政治的 役割を 縮小す る 
方向で 改革が 進められ てい 
る 0 


ii )1995( 平成 7) 年 12 月に 締 
結され、 安全保障 に関する 
定期 閣僚 協議を 行う こと、 
安全保障に 脅威 を 受けた 場 
合に 協議し、 必要が あれば 
一国 又は 共同で 対処す る こ 
とを 考慮す る こと、 安全 保 
障 分野での 協力を 推進す る 
ことな どを 定めて いる。 
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その他、 マラッカ. シンガポール海峡 や 南シナ海 などに おいて 発生して いる 海賊 
行為は、 近年、 多発の 傾向に あると みられ、 関係 国の 間で 共同 パトロール や 問題 解 
決に 向けた 協議が 行われて いる。 


6 アジア太平洋地域の 米軍 
前方 展開 戦力の 維持 

太平洋 国家の 側面を 有する 米国は、 アジア太平洋地域の 平和と 安定の ために、 引 
き 続き 重要な 役割を 果たして いる。 軍事的には、 この 地域に 陸 •海 •空軍 及び 海兵 
隊の 統合 軍で ある 太平洋 軍を 配置す る とともに、 日本を 始めい く つかの 地域 諸国と 
安全保障 取 極を 締結す る ことにより、 この 地域の 紛争を 抑止し、 米国と 同盟国の 利 
益を 守る 政策を 採って きている。 


アジア太平洋地域 における 米軍の 前方 展開は、 米国に とっては、 1998( 平成 10) 年 11 
月に 発表され た 「米国の 東アジア. 太平洋 地域に おける 安全保障 戦略」 (EASR) にも 記 
されて いるよう に、 「アジアに おける 米軍の プレゼンスは、 侵略を 抑止 するとい う 重 


米 空母 キティ ホーク [U.S.Navy] 


要な 役割を 果たし、 事態 発生 後の 
より 大規模で、 経費を 要する 米国 
の 対応の 必要性 を 度々 軽減す る。 
今日、 抑止 力は 朝鮮半島 などの 地 
域に おいては 引き続き 重要で ある。 
アジアに おける プレゼンスは、 こ 
の 重要な 地域に おける 米国 • 同盟 
国 及び 友好国の 利益を 守る という 
確固と した 決意を 示す もの」 である。 

このような 考え方は、 米軍が ア 
ジア 太平洋 地域に 関与し 続ける と 
の コミット メント を 強調す る 観点 
から 累次の 機会に 述べられ ており、 
本年 2 月 に 発表され た 国防 報告に 
おいても 「東アジア • 太平洋 地域に 


引き続き 同 レベルの 軍事 能力を 維持す る。」、 「前方 展開 政策を 継続す る。」、 「今日、 米 
国は 同地 域に 約 10 万人の 兵力を 駐留 若しくは 展開 させて いる。」 ことが 記されて いる。 

米 太平洋 軍の 軍事 態勢 

米 太平洋 軍は、 ハワイに 司令部を 置き、 不測の 事態に 迅速 かつ 柔軟に 対応す ると 
ともに、 地域の 安定を 確保す るた め、 海 •空軍を 主体と する 戦力を 太平洋と インド 
洋に 前方 展開して いる。 その 戦力 構成は 以下のと おりで ある。 

陸軍は、 2 個 師団 約 5 万 1，000 人から 構成され、 韓国に 1 個 師団を 置く ほか、 ハワ 
イ に 司令部を 置く 太平洋 陸軍の 下に 1 個 師団 （ハワイ） を 配置して いる。 
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海軍は、 ハワイに 司令部を 置く 太平洋 艦隊の 下、 西 太平洋と インド洋を 担当す る 
第 7 艦隊、 東 太平洋 や ベーリング海 などを 担当す る 第 3 艦隊な どから 構成され、 主 
要 艦艇 約 120 隻、 約 150 万 トンを 擁して いる。 両 艦隊は、 米 本土 西海岸、 ハワイ、 日 
本、 グアム、 ディエゴ ガルシア などの 基地を 主要 拠点として 展開して いる。 

海兵隊は、 太平洋 艦隊の 下に、 米 本土と 日本に それぞれ 1 個 海兵 機動 展開 部隊を 
配置して おり、 兵員 約 6 万 7,000 人、 作戦 機 約 190 機を 有して いる。 

空軍は、 ハワイに 司令部を 置く 太平洋 空軍の 下に、 日本に 第 5 空軍、 韓国に 第 7 
空軍、 アラスカに 第 11 空軍を 配置して おり、 作戦 機 約 280 機を 有して いる。 
アジア太平洋地域 における 軍事 態勢 

陸軍は、 韓国に 第 2 歩兵 師団、 第 19 戦域 陸軍 地域 コマンド など 約 2 万 7,000 人、 日 
本に 第 9 戦域 陸軍 地域 コマンドな ど 約 2,  000 人な ど 合計 約 2 万 9,  000 人を この 地域に 配 
置して いる。 

海軍は、 日本、 グアムを 主要 拠点として、 空母 2 隻を 含む 艦艇 約 60 隻、 作戦 機 約 
130 機、 兵員 約 2 万 5,  000 人を 展開して いる。 作戦 部隊で ある 第 7 艦隊は、 西 太平洋 や 
イン ド洋に 展開す る 海軍と 海兵隊の 大部分を 隸 下に 置き、 平時の プレゼンスの 維持、 
有事に おける 海上 交通の 確保、 沿岸 地域に 対する 航空攻撃、 強襲 上陸な どを 任務と 
し、 空母、 水陸両用 戦 艦艇 や イー ジス 巡洋艦な どを 配備して いる。 

海兵隊は、 日本に 第 3 海兵 師団と F/A -  18 などを 装備す る 第 1 海兵 航空 団を 配置 
し、 洋上 兵力を 含め 約 2 万 2,000 人、 作戦 機 約 40 機を 展開して いる。 このほか、 重 装 
備 などを 積載した 事前 集積 船が 西 太平洋に 配備され ている。 

空軍は、 第 5 空軍の 2 個 航空 団 (F- 15  •  F - 16 装備） を 日本に、 第 7 空軍の 2 個航 
空団 (F- 16 装備） を 韓国に 配備して おり、 作戦 機 約 180 機、 兵員 約 2 万 2,  000 人を 有し 

ている。 

7 各国の 安定化 努力 

全般 

アジア太平洋地域に おいては、 欧州に おける 軍備管理 • 軍縮な どのような 地域 包 
括 的な 安定化に 向けた 動き こそ 見られない ものの、 近年、 この 地域に おいても、 域 
内の 政治. 安全保障 に対する 関心が 高まって いる ことな どから、 二国間の 軍事 交流 
などの 機会の 増加 や 地域的な 安全保障 に関する 多 国 間の 対話の 努力が 行われて いる。 
このような 努力が 域内の 安全保障 上の 諸問題に 対して 具体的に いかなる 寄与を 行え 
るかは これからの 課題と なって いる。 

二国間の 交流 

アジア 太平洋の 域内に おける、 あるいは 域外との 主な 軍事 交流に ついては、 近年、 
以下の ような 動きが 見られる （日 本の 防衛 交流な どに ついては 4 章 2 節 3 参照）。 こ 
の 地域の 安全保障に 大きな 影響力を 有する 米国、 中国と ロシア 間では、 様々 な 事情 
を 抱えつつ も、 首脳の 相互 訪問と 並行して、 各種の 軍事 交流が 実現して いる。 
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第 3 節  アジア太平洋地域の 軍事 情勢 


⑴ 米中 間の 交流 

米国と 中国との 間では、 1996( 平成 8) 年末 以来、 軍事 交流の 機会 も 増加しつつ あ 
り、 国防 当局者の 相互 訪問 や、 艦艇の 両国 訪問な どの 交流が 実施され ていたが、 昨 
年 5 月の NATO による 在 ユーゴ 中国 大使館の 誤 爆を 契機と して、 一時期 交流の 停滞 
が 見られた。 しかし、 本年に 入り、 熊光楷 人民解放軍 副 総參謀 長の 訪米 や ブレア 米 
太平洋 軍司令官の 訪中な ど、 交流が 再開され た。 両国 共に、 軍事 交流の 継続は、 地 
域に おける 安定 的な 環境の 構築 • 維持に 資する との 観点から も、 今後 も徐 々に 軍事 
交流を 行って いく ものと 考えられる。 


(2) 中 露 間の 交流 


中国と ロシアとの 間では、 全般的な 両国 関係の 進展と も 


あいまって、 昨年 6 月に 張 万年 国家 中央 軍事 委員会 副 主席 


が、 本年 1 月に 遅浩田 国防 部長が、 ロシアを 訪問し、 それ 


ぞれ セルゲーエフ 国防 相と 会談す るな ど、 近年、 軍 最高 幹 


部の 相互 交流が 定期的に 行われて いる。 また、 本年 3 月に 


は、 カザフスタン、 キル ギス、 タジキスタンを 加えた 5 か 


国に よ る 国防 相 会談が 開催され、 信頼醸成の 推進な どを 内 


容 とする 共同声明が 発表され た。 


⑻ 中韓 間の 交流 


中 韓国 防 相 会談 （ソウル） [AFP= 時事] 


中国と 韓国との 間では、 92( 同 4) 年の 国交 樹立 以降、 軍 
事 交流は 漸進的な も のであった が、 最近に なっ て 進展が 見 
られ ており、 昨年 8 月には、 趙成台 韓国 国防 部 長官に よる 初の 訪中、 本年 1 月には、 
遅浩田 中国 国防 部長に よる 初の 訪韓が それぞれ 実現し、 中国と 韓国との 関係が 政治 


i  ) 公表され ている 条約 本文 
によれば、 締約 国 （中 朝） の 
いずれ か 一方に 対する 武力 
攻撃に 対しては、 他の 締約 
国は 直ちに 全力を あげて、 
軍事 及び その他の 援助を 与 
える 旨が 規定され ている。 


経済の みならず 安全保障の 分野に も 拡大しつつ ある。 

⑷ 中 朝間の 交流 

中国と 北朝鮮との 間には、 61( 昭和 36) 年 以来、 「中 朝 友好 協力 及び 相互 援助 条約」 
が 存在して いる。 92( 平成 4  ) 年の 中 韓国 交 樹立を 経て 94( 同 6  ) 年の 金 日 成 北朝鮮 国家 
主席 （当時） の 死後、 軍事 交流は、 全般的に 低調に なって いたが、 昨年 6 月には、 金 
永 南北 朝鮮 最高 人民 会議 常任委員会 委員長の 訪中の 際に 金鎰喆 北朝鮮 人民 武力 相が 
同行し、 本年 5 月には、 金 正 日 国防 委員会 委員長が 訪中、 同年 6 月には 金鎰喆 北朝 
鮮 人民 武力 相が 再び 訪中す るな ど、 最近に なって、 関係 改善の 動きが 活発化し てい 


る。 


⑹ 韓露 間の 交流 


韓国と ロシアとの 間では、 近年、 国防 相 レベルの 相互 訪問を 隔年 ごとに 実施す る 
など 軍 幹部の 交流が 行われて おり、 昨年 9 月には、 セルゲーエフ 国防 相が 訪韓し、 
両国に よる 共同 救助 訓練の 実施な どを 盛り 込んだ 軍事 交流の 覚書に 両国が 署名 して 


いる 0 
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(6)  露 朝間の 交流 

ロシアと 北朝鮮との 間では、 近年、 目立った 軍事 交流が 見られなかった が、 本年 
2 月に イワ ノ フ 外相が 訪 朝し、 従前の 条約に 比して 軍事協力 色は 薄 く なった も のの、 
新 「露 朝 友好 善隣 協力 条約」 に 両国が 署名す るな ど 関係 改善の 動き が 見 られ る。 

(7)  その他 

こ の^ や アジア 太平洋 経 どの 機 
会を 利用した 首脳 レベルの 二国間 会議 も 行われて いる。 このほか、 本年 3 月の コー 
エン 米国 防長官の 初の ヴ イエ ト ナム 訪問な どに 見られる ように、 国防 大臣 レベルを 
始めと する 様々 な レベルで、 米国、 中国、 ロシアな どと 東南アジア 諸国との 軍事 交 
流 や、 東南アジア 諸国の 間での 二国間の 軍事 交流 も 行われて いる。 

多 国 間の 対話 

この 地域に おける 多 国 間の 政治. 安全保障 対話の 努力と しては、 ASEAN 地域 フォ 
ー ラム （ARF) が 挙げられる。 ARF は、 93( 同 5) 年 7 月の ASEAN 外相 会議 及び 同拡 
大 外相 会議に おいて 17 か 国と 欧州共同体 (EC) (当時） により アジア太平洋地域の 政治 
• 安全保障 対話を 行う 場と して 創設が 合意され てから、 94( 同 6) 年 7 月の 第 1 回閣 
僚 会合 以来、 徐 々に 参加国を 拡大しつつ、 これまで、 毎年、 閣僚 会合が 開催され て 
いる （現在の 参加は 21 か 国と EU)。 また、 北朝鮮が 参加を 申請して おり、 本年 5 月の 
高級 事務 レベル 会合に おいて ARF の 発展と 地域の 平和と 安定に 資する ものであると 
された。 

ARF は、 現状では、 欧州に おいて 見られる ような 安全保障 機構とは 言い難く、 そ 
の 進展は 緩やかな ものに とどまって いる。 しかし、 アジア太平洋地域に おいて、 全 
域 的な 政治. 安全保障 に関する 唯一の 対話 協力の 場で あると ともに、 国防 当局から 
の 参加 も 得た 各種 政府 間 会合が 開催され ている という 意味で 極めて 重要で ある。 今 
後、 ARF では、 予防 外交への 取組に ついての 議論が 本格 化する ことが 予想され、 ARF 
が 域内の 安全保障 上の 諸問題の 解決に どのよう な 影響を 与えて いく かが 注目され る。 
(  4 章 2 節 3 参照） 


i  ) オース ト ラリ ア 、ブ ルネ 
イ、 カナダ、 カ ンボ ディア、 
中国、 インド、 インド ネシ 
ア、 日本、 韓国、 ラオス、 

マ レイ シア、 モンゴル、 ミ 
ヤンマー、 ニュー. ジ ー ラ 
ン ド、 ロ シア、 タイ、 パブ 
ア. ニュー ギニア、 フ ィリ 
ピン、 シンガポール、 米国、 
ヴィエト ナム。 
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第 2 章 
日本の 防衛 政策 

一 我が国の 独立と 平和を 守る 一 


防衛庁 新庁舎 前 で 栄誉礼 を 受ける 森 首相 (本年 5 月） 


第 2 章 日本の 防衛 政策 


第 1 節 防衛の 基本的 考え方 


第 1 節 防衛の 基本的 考え方 

1 章で 述べた ように、 冷戦 終結 後の 国際社会では、 世界的な 規模の 武力 紛争が 生 
起す る 可能性は 遠の いている ものの、 依然と して 不透明. 不確実な 要素を はらんで 
いる。 これに 対し、 国際関係の 一層の 安定化を 図る ための 様々 な 努力が 継続され て 
いる 0 

本節では、 このような 認識に 基づいた 我が国の 安全保障を 確保す る 方策、 憲法と 
自衛権の 関係 及び 防衛 政策の 基本を 説明す る。 

1 我が国の 安全保障 

我が国は、 激動す る 国際社会の 中に あって、 第二次世界大戦 後、 半世紀 以上に わ 
たり 平和と 安全を 確保し、 その 下で 国民生活の 向上と 経済の 発展を 成し遂げ てきた。 

平和 や 安全は、 これを 願望す る だけでは 確保す る ことは できない。 貿易 •金融の 
分野な どで ますます 相互依存 関係を 深めて いる 国際社会の 現状を 踏まえ、 外交 努力 
による 国際的な 安全保障 環境の 安定の 確保、 国内 社会の 安定に よ る 安全保障 基盤の 
確立、 自らの 防衛 努力 及び 日米 安保 体制の 堅持な どの 施策を 総合的に 講じて いくこ 
とに よっ て 初めて 確保で きる。 

すなわち、 我が国は、 外交の 分野に おいて、 日米 同盟 関係を 始めと する 二国間の 
協力 関係を 強化しつつ、 アジア太平洋地域 における 地域的 協力 や 国連な どへの 地球 
的 規模の 協力を 積極的に 進めるな どの 努力を 行い、 紛争 •対立の 防止 や 解決、 経済 
の 発展、 軍備管理 •軍縮の 促進、 相互 理解 •信頼の 深化な どを 図り、 我が国の 安全 
や 同地 域 さらには 世界の 平和と 安定を 確保しつつ、 より 安定した 安全保障 環境の 構 
築に 努めてい る。 

また、 我が国は、 国民生活を 安定 させ、 国民の 国を 守る 気概の 充実を 図り、 侵略 
を 招く よう な 隙が 生じる ことが ないよう な 様々 な 努力を 行い、 安全保障 基盤の 確立 
を 図って きている。 

しかしながら、 こうした 努力の みでは、 外部からの 実力を もってする 侵略を 必ず 
しも 未然に防 止す る ことは できず、 また、 万一 侵略を 受けた 場合に、 これを 排除す 
る こ ともで きないた め、 このよう な 非 軍事的 手段の みに よって 国の 安全を 確保す る 
ことは 困難で ある。 

一方、 防衛 力は、 侵略を 排除す る 国家の 意思と 能力を 表す ものと して、 侵略を 未 
然に 防止し、 万一 侵略を 受けた 場合は これを 排除す る 機能を 有する。 防衛 力は 国の 
安全保障を 最終的に 担保す る ものであって、 その 機能は 他の いかなる 手段に よって 
も 代替し 得ない。 

このため、 政府は、 我が国の 安全を 確保す るた め、 防衛 力の 適切な 整備を 進め、 
その 維持 •運用を 図る とともに、 また、 日米 安保 体制を 堅持し、 日米の 運用 面に お 
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ける 効果的な 協力 態勢の 構築に 努める こ とな どに より、 その 信頼性を 向上 させて 隙 
のない 防衛 態勢を とる ことと している。 

このよう な 努力は、 我が国の 安全を 確保す る 上での 必須の 要件で ある とともに、 

日 米 安保 体制を 通 じて 米国の 関与 や 米軍の 展開を 確保す る こ とと あいまって、 アジ 
ア 太平洋 地域 ひいては 世界の 平和と 安全に も 資する ことと なる。 

2 憲法と 自衛権 
憲法と 自衛権 

我が国は、 第二次世界大戦 後、 再び 戦争の 惨禍を 繰り返す ことのな いよう 決意し、 
平和国家の 建設を 目指して 努力を 重ねてき た。 恒久の 平和は、 日本国民の 念願で あ 
り、 この 平和主義の 理想を 掲げる 日本国憲法は、 第 9 条に 戦争 放棄、 戦力 不 保持 及 
び 交戦権の 否認に 関する 規定を 置いて いる。 もとより、 我が国が 独立国で ある 以上、 
この 規定は 主権国 家と しての 固有の 自衛権を 否定す る ものでは ない。 

政府は、 このように 我が国の 自衛権が 否定され ない 以上、 その 行使を 裏付ける 自 
衛の ための 必要 最小限度の 実力を 保持す る ことは、 憲法 上 認められる と 解して いる。 
このような 考えの 下に、 我が国は、 日本国憲法の 下、 専守防衛を 我が国の 防衛の 基 
本 的な 方針と して、 実力 組織と しての 自衛隊を 保持し、 その 整備を 推進し、 運用を 
図って きている。 

憲法 第 9 条の 趣旨に ついての 政府 見解 
⑴ 保持し 得る 自衛 力 

我が国が 憲法 上 保持し 得る 自衛 力は、 g 衛の ための 必要 最小限度の もので なけれ 
ばなら ない。 

自衛の ための 必要 最小限度の 実力の 具体的な 限度は、 その 時々 の 国際情勢、 軍事 
技術の 水準 その他の 諸 条件に より 変わり 得る 相対的な 面を 有する が、 憲法 第 9 条第 
2 項で 保持が 禁止され ている 「戦力」 に 当たる か 否かは、 我が国が 保持す る 全体の 実 
力に ついての 問題で ある。 自衛隊の 保有す る 個々 の 兵器に ついては、 これを 保有す 
る ことにより、 我が国の 保持す る 実力の 全体が この 限度を 超える こと となる か 否か 
によって、 その 保有の 可否が 決められる。 

しかしながら、 個々 の 兵器のう ちで も、 性能 上 専ら 相手 国の 国土の 壊滅 的 破壊の 
ためにの み 用いられる、 いわゆる 攻撃的 兵器を 保有す る ことは、 これにより 直ちに 
自衛の ための 必要 最小限度の 範囲を 超える ことと なる ため、 いかなる 場合に も 許さ 
れ ない。 したがって、 例えば、 ICBM (大陸間弾道ミサイル）、 長距離 戦略爆撃 機、 あ 
る いは 攻撃 型 空母を 自衛隊が 保有す る こと は 許されない。 

(2) 自衛権 発動の 要件 

自衛権の 発動は、 いわゆる 自衛権 発動の 三 要件、 すなわち、 

①  我が国に 対する 急迫 不正の 侵害が ある こと 

②  この場合に これを 排除す るた めに 他に 適当な 手段がない こと 
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③ 必要 最小限度の 実力行使に とどまるべき こと 
の 三つに 該当する 場合に 限られる。 

(3)  自衛権を 行使で きる 地理 的 範囲 

我が国が 自衛権の 行使と して 我が国を 防衛す るた め 必要 最小限度の 実力を 行使で 
きる 地理 的 範囲は、 必ずしも 我が国の 領土、 領海、 領空に 限られな いが、 それが 具 
体 的に どこまで 及ぶ かは 個々 の 状況に 応じて 異なる ので、 一概には 言えない。 

しかしながら、 武力行使の 目的を もって 武装した 部隊を 他国の 領土、 領海、 領空 
に 派遣す る いわゆる 海外派兵は、 一般に 自衛の ための 必要 最小限度を 超える もので 
あって、 憲法 上 許されな いと 考えて いる。 

(4)  集団 的 自衛権 

国際法 上、 国家は、 集団 的 自衛権、 すなわち、 自国と 密接な 関係に ある 外国に 対 
する 武力 攻撃を、 自国が 直接 攻撃され ていない にもかかわらず、 実力を もって 阻止 
する 権利を 有して いると されて いる。 我が国が、 国際法 上、 このような 集団 的 自衛 
権を 有して いる ことは、 主権国 家で ある 以上 当然で ある。 しかしながら、 憲法 第 9 
条の 下に おいて 許容され ている 自衛権の 行使は、 我が国を 防衛す るた め 必要 最小限 
度の 範囲に とどま るべき も ので あり、 他国に 加えられた 武力 攻撃を 実力を も って阻 
止す る ことを 内容と する 集団 的 自衛権の 行使は、 これを 超える ものであって、 憲法 
上 許されな いと 考えて いる。 

⑸ 交戦権 

憲法 第 9 条第 2 項は、 「国の 交戦権は、 これを 認めない」 と 規定して いるが、 ここ 
でい う 交戦権とは、 戦いを 交える 権利と いう 意味では なく、 交戦国が 国際法 上 有す 
る 種々 の 権利の 総称であって、 相手 国 兵力の 殺傷 及び 破壊、 相手 国の 領土の 占領な 
どの 権能を 含む ものである。 

他方、 我が国は、 自衛権の 行使に 当たって は、 我が国を 防衛す るた め 必要 最小限 
度の 実力を 行使す る ことは 当然の ことと 認められ ており、 その 行使は、 交戦権の 行 
使とは 別の ものである。 

3 防衛 政策の 基本 

国防の 基本 方針 (資料 8 参照） 

我が国が 憲法の 下で 進めて いる 防衛 政策は、 1957( 昭和 32) 年 5 月に 国防会議 及び 閣 
議で 決定され た 「国防の 基本 方針」 に その 基礎を 置いて いる。 

この 「国防の 基本 方針」 は、 まず、 国際 協調な ど 平和への 努力の 推進と 国民生活の 
安定な どに よる 安全保障 基盤の 確立を、 次いで 効率的な 防衛 力の 整備と 日米 安保 体 
制を 基調と する こと を 基本 方針と して 掲げて いる。 

その他の 基本 政策 

この 「国防の 基本 方針」 を 受けて、 これまで 我が国は、 憲法の 下、 専守防衛に 徹し、 
他国に 脅威を 与える ような 軍事 大国に ならない との 基本 理念に 従い、 日米 安保 体制 
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を 堅持 するとと もに、 文民統制を 確保し、 非 核 三 原則を 守りつつ、 節度 ある 防衛 力 
を 自主的に 整備して きている。 この ことは、 累次の 機会に 内外に 明らかにし ており、 
とりわけ 我が国 周辺諸国に 対しても、 様々 な 機会を とらえて 説明し、 我が国の 防衛 
政策に ついて 理解を 求めて きている。 

⑴ 専守防衛 

専守防衛とは、 相手から 武力 攻撃を 受けた ときに 初めて 防衛 力を 行使し、 その 態 
様 も 自衛の ための 必要 最小限に とどめ、 また、 保持す る 防衛 力 も 自衛の ための 必要 
最小限の ものに 限るな ど 憲法の 精神に のっと っ た 受動的な 防衛 戦略の 姿勢を いう。 

(2)  軍事 大国に ならない こと 

軍事 大国と いう 概念に ついては、 明確に 定義され たものは ない が、 我が国と して 
他国に 脅威を 与える ような 軍事 大国と ならない という ことは、 自衛の ための 必要 最 
小 限を 超えて、 他国に 脅威を 与える ような 強大な 軍事力を 我が国が 保持す る ことは 
ない という ことで ある。 

(3)  非 核 三 原則の 堅持 

非 核 三 原則とは、 核兵器を 持たず、 作らず、 持ち込ませず という 原則を 指し、 我 
が 国は 国是と して これを 堅持して いる。 

なお、 核兵器の 製造 や 保有は、 原子力 基本 法の 規定の 上から も 禁止され ている。 
さらに、 76( 同 51) 年に 批准した 核兵器の 不 拡散に 関する 条約 (NPT) により、 我が国 
は 非 核兵器 国と して、 核兵器の 製造 や 取得を しないな どの 義務を 負って いる。 

⑷ 文民統制の 確保 
文民統制は、 シビリ アン 


コントロール ともい い、 民主主義 国家に おける 軍事に 


i)  原子力 基本 法 第 2 条 「原 
子 力の 研究、 開発 及び 利用 
は、 平和の 目的に 限り、 安 
全の 確保を 旨と して、 民主 
的な 運営の 下に、 自主的に 
これを 行う ものと し…」。 

ii) NPT 第 2 条 「締約 国で あ 
る 各 非 核兵器 国は、… 核兵器 
その他の 核爆発 装置を 製造 
せず 又は その他の 方法に よ 
って 取得し ない こと… を 約 
束す る」。 


虎島 防衛庁長官 着任 式 
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i  ) 軍 に関する 事項に ついて、 
内閣の 統制の 及び 得ない 範 
囲が 広かった。 


ii) 憲法 第 66 条第 2 項 


iii)  自衛隊 法 第 7 条 

iv)  議長は、 内閣総理大臣。 


v) 長官の 補佐 機関を 含む 自 
衛隊の 組織に ついては、 3 
章 3 節 1 参照。 


対する 政治 優先 又は 軍事力 に対する 民主主義 的な 政治 統制を 指す。 

我が国の 場合、 終戦までの 経緯に 対する 反省 も あり、 自衛隊が 国民の 意思に よっ 
て、 整備 •運用され る ことを 確保す るた め、 旧 憲法 下の 体制とは 全く 異なり、 厳格 
な シビリ アン •コン トロールの 諸 制度を 採用して いる。 

具体的には、 まず、 国民を 代表す る 国会が、 自衛官の 定数、 主要 組織な どを 法律 
•予算の 形で 議決し、 また、 防衛 出動な どの 承認を 行う。 次に、 国の 防衛に 関する 
事務は、 一般 行政 事務と して、 内閣の 行政権に 完全に 属して おり、 内閣を 構成す る 
内閣総理大臣 その他の 国務大臣は、 憲法 上文 民で なければ ならない ことと されて い 
る。 内閣総理大臣は、 内閣を 代表して 自衛隊に 対する 最高の 指揮 監督 権を 有して お 
り1、 自衛隊の 隊務を 統括す る 防衛庁長官は、 国務大臣を もって 充てられる。 また、 
内閣には、 国防に 関する 重要事項 などを 審議す る 機関と して 安全保障 会議が 置かれ 
ている。 さらに、 防衛庁では、 防衛庁長官が 自衛隊を 管理し、 運営す るに 当たり、 
総括 政務次官、 政務次官 及び 事務次官が 長官を 助ける のは もとより、 基本的 方針の 
策定に ついて 長官を 補佐す る いわゆる 文官の 参事官が 置かれて いる。 

以上の ように、 シビリ アン •コントロールの 制度は 整備され ている が、 それが 実 
を 挙げる ためには、 国民が 防衛に 対する 深い 関心を もつ とともに、 政治 •行政 両面 
における 運営 上の 努力が 引き続き 必要で ある。 
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1 節で 述べた ように、 我が国は これまで、 外部からの 侵略に 対しては、 我が国の 
平和と 安全の 確保の ため、 日本国憲法の 下、 独立国と して 必要 最小限の 基盤 的な 防 
衛 力の 整備に 努める とともに、 日米 安保 体制を 基調と して これに 対処す る ことと し 
てきた。 本節では、 我が国の 安全保障に とっての 日米 安保 体制の 今日に おける 意義 
や 役割な どを 記述す る。 

1 日米 安全保障 体制の 意義 

我が国の 第二次世界大戦 後に おける 繁栄と 発展は 国民の 叡知と 努力の 賜物で ある 
が、 それに 加え、 我が国が 第二次世界大戦 後、 独立を 回復す るに 当たって、 自由と 
人権を 尊重し、 民主主義を 基調と する S 由 主義 諸国の 一員と しての 道を 選び、 日米 
安保条約を 締結して 米国との 同盟 関係を 選択した ことによると ころも 大きい と 言え 
る 0 

冷戦 終結 後に おいても、 1 章で 見た ように、 宗教 や 民族な どに 根ざす 対立が 紛争 
として 顕在 化するな ど、 国際情勢は 依然として 不透明 •不確実な 要素を はらんで お 
り、 アジア太平洋地域に おいても 様々 な 不安定 要因が 存在して いる。 このような 国 
際 社会に あって、 以下に 述べる 日米 同盟の 意義は いささか も 減じて おらず、 日米 両 
国 政府は、 1996( 平成 8  ) 年 4 月、 「日 米 安全保障 共同宣言」 （資料 9 参照） において 改め 
て その 意義を 確認して いる。 

我が国の 安全の 確保 

今日の 国際社会に おいて、 自国の 意思と 力 だけで 国の 平和と 独立を 確保し ようと 
すれば、 核兵器の 使用を 含む 戦争から 様々 な 態 様の 侵略 事態、 さらには 軍事力に よ 
る 示威、 福竭 といった ような ものまで、 あらゆる 事態に 対応で きる 隙の ない 防衛 態 
勢を 構築す る 必要が ある。 しかしながら、 我が国が 独力で このような 態勢を 保持す 
る ことは、 経済的に も 容易で なく、 何よりも 我が国の 政治的 姿勢と して 適切な もの 
と は 言えない。 

このため、 自由と 人権の 尊重、 民主主義 といった 基本的な 価値観 や、 極東の 平和 
と 安全の 維持への 関心を 共有し、 経済面に おいても 関係が 深く、 強大な 軍事力を 有 
する 米国との 二国間の 同盟 関係を 継続し、 その 抑止 力を 我が国の 安全保障 のために 
有効に 機能させる ことで、 自 らの 適切な 防衛 力の 保持と 合わせて 隙の ない 態勢を 構 
築し、 我が国の 安全を 確保す る ことと している。 

すなわち、 日米 安保条約は、 第 5 条 において、 我が国に 対する 武力 攻撃が あった 
場合、 日米 両国が 共同して 対処す る ことを 定めて いる。 この 米国の 日本 防衛 義務に 
より、 我が国に 対する 武力 攻撃は、 g 衛隊 のみならず、 米国の 有する 強大な 軍事力 
とも 直接 対決す る 事態に 陥る ことを 覚悟し なければ ならなくなる。 このため、 相手 


第 2 章 日本の 防衛 政策 


71 


第 2 節 日米 安全保障 体制 


国は 我が国に 対する 侵略を 躊躇せ ざる を 得ず、 侵略は 未然に防 止される ことになる。 

冷戦 終結 後に おいても、 このよう な 安全保障の 基本的な 考え方を 変更す る 理由が 
ない 以上、 政府は、 日米 安保 体制を 引き続き 堅持すべき であると 考えて いる。 

我が国の 周辺 地域の 平和と 安定の 確保 

日米 安保条約は、 安全保障 分野を 中核と する ものであるが、 同時に 政治的 •経済 
的 協力 関係の 促進に ついても 重要な 規定を 置いて おり、 同 条約は、 単に 防衛 面の み 
ならず 政治、 経済、 社会な どの 日米 両国の 幅広い 分野に おける 友好 協力 関係の 基礎 
とな っ ている。 

また、 日米 安保条約 第 6 条に 基づき、 我が国の 安全 及び 極東に おける 国際の 平和 
と 安全の 維持の ため、 我が国は 施設. 区域を 提供し、 米国は その 軍隊を 我が国に 駐 
留 させて いる。 

上記の よう な 日米 安保 体制を 基調と する 日米 両国 間の 緊密な 協力 関係は、 我が国 
の 周辺 地域の 平和と 安定に とって 必要な 米国の 関与 や 米軍の 展開を 確保す る 基盤と 
なって おり、 米国と 地域 諸国との 間で 構築され た 同盟 •友好関係と あいまって、 冷 
戦 終結 後 もこの 地域の 平和と 安定を 確保す るた めに 重要な 役割を 果たして いる。 

より 安定した 安全保障 環境の 構築 

日米 安保 体制を 基調と する 日米協 力関係は、 我が国の 外交に おける 基盤で あり、 
国際社会の 平和と 安定への 我が国の 積極的 取組に 資す る ものである。 こ れは 92 ( 同 4  ) 
年の 「日米 グローバル. バー トナー シッ プ に関する 東京 宣言」 などに おいても 確認 さ 
れ ている。 

2 日米 安全保障 共同宣言 

日米 両国は、 冷戦 後の 日米 安保 体制の 意義. 役割 や 信頼性 向上の ための 協力な ど 
につき 緊密な 協議を 行って きた。 1996( 平成 8) 年 4 月、 それまでの 両国に よる 協議 
の 成果の 集大成と して、 日米 安全保障 共同宣言が 橋 本 総理 （当時） と クリント ン大統 
領の 間で 発表され た。 

日米 安全保障 共同宣言の 概要 

0) この 共同宣言では、 日米 安保 体制は、 両国 政府の 努力 だけでは なく、 日米 両国 
民の 貢献に よって 支えられて いるもの であると して、 このよう な 両国 民の 貢献に 対 
して 互いに 深い 感謝の 気持ちを 表明して いる。 

(2) その上で、 この 共同宣言に おいては、 まず、 アジア太平洋地域に おいては 依然 
と して 不安定 性 及び 不確実 性が 存在す ると の 情勢 認識の 下で、 日米 安保条約を 基盤 
とする 両国 間の 安全保障 面の 関係が、 21 世紀に 向けて この 地域に おいて 安定 的で 繁 
栄 した 情勢を 維持す るた めの 基礎で あり 続ける こと を 再 確認した 上で、 以下の 事項 
について 改めて 確認して いる。 

① 日本の 防衛の ための 最も 効果的な 枠組みは、 自衛隊の 適切な 防衛 能力と 日米 
安保 体制の 組み合わせに 基づいた 日米 両国 間の 緊密な 防衛 協力で あり、 日米 安 
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保 条約に 基づいた 米国の 抑止 力は 引き続き 日本の 安全保障のより どころ である 
こと 

②  現在の 安全保障 情勢の 下で 米国の コミット メント を 守る ためには、 日本に お 
ける ほぼ 現在の 水準を 含め、 この 地域に おいて、 約 10 万人の 前方 展開 軍事 要員 
からなる 現在の 兵力 構成を 維持す る 必要が あ る こと 

③  日本が 日米 安保条約に 基づく 施設 及び 区域の 提供 並びに 接受国 支援な どを 通 
じ 適切な 寄与を 継続す る こと 

(3) また、 この 共同宣言では、 日米 同盟 関係の 信頼性を 高める 上で 重要な 柱と なる 
次の よう な 具体的な 分野での 協力を 進めて い くこと と している。 

①  国際情勢に ついての 情報 ゃ 意見の 交換の 強化と これを 踏まえた 防衛 政策 及び 
軍事 態勢に ついての 協議 

②  「日米 防衛 協力の ための 指針」 の 見直し 及び 日本の 周辺 地域に おいて 発生し 得 
る 事態で 日本の 平和と 安全に 重要な 影響を 与える 場合に おける 協力の 研究な ど 
の 政策 調整の 促進 

③  日米 物品 役務 相 
互 提供 協定に よる 
協力 関係の 促進 

④  装備 •技術 分野 
の 相互 交流の 充実 

⑤  大量破壊兵器 及 
びその 運搬 手段の 
拡散 防止、 現在 進 
行中の 弾道 ミ サイ 
ル 防衛に 関する 研 
究 における 協力 

⑷ さらに、 日米 両国 
が、 アジア太平洋地域 
の 情勢を より 平和的 • 

安定 的に する ために 努 
力 するとと もに、 日米 
間の 安全保障 面の 関係 
に 支えられた 同地 域へ 
の 米国の 関与が その 努 
力の 基盤と なって いる 
ことを 確認して いる。 

また、 日米 両国が、 国 
際 連合 平和維持活動 ゃ 

日米 首脳会談 (本年 5 月 ワシントン） 


i) 海外に 展開す る 米軍を 支 
援 する ため 各国が 行う 措置。 


ii)1978( 昭和 53) 年に 作成 さ 
れた前 指針。 


iii) 正式 名称は、 「日本 国の 
自衛隊と アメリカ合衆国 軍 
隊 との 間に おける 後方 支援、 
物品 又は 役務の 相互の 提供 
に関する 日本 国 政府と アメ 
リ カ 合衆国 政府との 間の 協 
定」 (平成 8 年 6 月 28 日）。 
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第 2 節 日米 安全保障 体制 


人道的な 国際 救援活動、 軍備管理 •軍縮な どに ついて、 地球 的 規模での 幅広い 協力 
を 行う ことを うたって いる。 

このような 日 米 安全保障 共同宣言を 踏まえ、 より 効果的 かつ 信頼性の ある 日 米 協 
力の ための 堅固な 基礎を 構築す るた め、 97( 同 9) 年 9 月の 日米 安全保障 協議 委員会 
(SCC) において、 「日米 防衛 協力の ための 指針」 （「指針」） が 了承され、 さらに、 指針 
の 実効 性を 確保す るた めの 様々 な 努力が 行われて いる （  3 章 4 節 参照)。 
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第 3 節 防衛 計画の 大綱 

我が国は、 1976( 昭和 51) 年に 我が国の 防衛 力の 在り方 やその 具体的な 整備 目標を 定 
めた 「防衛 計画の 大綱」 （「前 大綱」） を 策定し、 以降、 95( 平成 7) 年度まで、 これに 基 
づき 防衛 力の 整備に 努めてき た。 

しかしながら、 策定 後 約 20 年が 経過し、 冷戦の 終結な どに より 国際情勢が 大きく 
変化して いる こと、 主たる 任務で ある 我が国の 防衛に 加えて、 大規模 災害な ど 各種 
の 事態への 対応 や、 より 安定した 安全保障 環境の 構築への 貢献と いった 分野に おい 
て も、 自衛隊の 役割に 対する 期待が 高まって きている ことな どを 踏まえて、 前 大綱 
を 見直し、 「平成 8 年度 以降に 係る 防衛 計画の 大綱」 （「防衛 大綱」） が、 95( 同 7) 年、 
安全保障 会議 及び 閣議で 決定され た （資料 1〇、 11 参照)。 本節では、 この 防衛 大綱の 
概要を 説明す る。 

1 大綱が 前提と している 国際情勢 
国際情勢 認識 

防衛 大綱は、 その 策定に 当たって 考慮した 国際情勢に ついて、 以下の ように 述べ 
ている。 

(1)  最近の 国際社会に おいては、 東西 間の 軍事的 対峙の 構造は 消滅し、 世界的な 規 
模の 武力 紛争が 生起す る 可能性は 遠の いている。 他方、 各種の 領土 問題は 依然 存続 
し、 宗教 上の 対立 や 民族 問題な どに 根ざす 対立は、 むしろ 顕在 化し、 複雑で 多様な 
地域紛争が 発生して いる。 また、 核を 始めと する 大量破壊兵器 や ミサイル などの 拡 
散と いった 新たな 危険が 増大す るな ど、 国際情勢は 不透明 • 不確実な 要素を はらん 
でい る。 

(2)  これに 対し、 国際的な 協力を 推進し、 国際関係の 一層の 安定化を 図る ための 各 
般の 努力が 継続され ており、 各種の 不安定 要因が 深刻な 国際問題に 発展す る ことを 
未然に防 止す る ことが 重視され ている。 米 露 間 及び 欧州に おいては 関係 諸国 間の 合 
意に 基づく 軍備管理. 軍縮が 引き続き 進展して いる ほか、 地域的な 安全保障の 枠組 
みの 活用、 多 国 間 及び 二国間 対話の 拡大 や 国連の 役割の 充実へ 向けた 努力が 進めら 
れ ている。 

(3)  我が国 周辺 地域に おいては、 極東 ロシア 軍の 量的な 削減 や 軍事 態勢の 変化は 見 
られる ものの、 依然として 核 戦力を 含む 大規模な 軍事力が 存在し、 多くの 国が 軍事 
力の 拡充 •近代化を 行って おり、 また、 朝鮮半島 における 緊張が 継続す るな ど、 不 
透明 •不確実な 要素が 残されて いる。 しかしながら、 同時に、 二国間 対話の 拡大、 
地域的な 安全保障への 取組な ど、 国家 間の 協調 関係を 深め、 地域の 安定を 図ろうと 
する 様々 な 動きが みられる。 また、 日米 安保 体制を 基調と する 日米 間の 緊密な 協力 
関係は、 我が国の 安全 及び 国際社会の 安定を 図る 上で 引き続き 重要な 役割を 果たし 


第 2 章 日本の 防衛 政策 


75 


第 3 節  防衛 計画の 大綱 


ていく ものと 考えられる。 

2 我が国の 安全保障と 防衛 力の 役割 
我が国の 安全保障と 防衛の 基本 方針 

防衛 大綱に おいては、 我が国は、 日本国憲法の 下、 外交 努力の 推進 及び 内政の 安 
定 による 安全保障 基盤の 確立を 図りつつ、 専守防衛に 徹し、 他国に 脅威を 与える よ 
うな 軍事 大国と ならない との 基本 理念に 従い、 日米 安保 体制を 堅持し、 文民統制を 
確保し、 非 核 三 原則を 守りつつ、 節度 ある 防衛 力を _主 的に 整備す るとの 基本 方針 
を、 引き続き 堅持す る ことと している。 

我が国の 防衛 力の 在り方 

(1)  基盤 的 防衛 力 構想の 基本的 踏襲 

防衛 大綱は、 前 大綱が 取り入れ ていた、 我が国に 対する 軍事的 脅威に 直接 対抗す 
るよりも、 自らが 力の 空白と なって 我が国 周辺 地域に おける 不安定 要因と ならない 
よう 、独立国と しての 必要 最小限の 基盤 的な 防衛 力 を 保有す る という 「基盤 的 防衛 力 
構想」 の 考え方を 基本的に 踏襲す る ことと している。 

(2)  防衛 力の 見直し 

1 項で 述べた 国際情勢 などを 踏まえ、 防衛 大綱は、 防衛 力の 規模 及び 機能の 見直 
しを 行い、 その 合理化 •効率化 •コンパクト 化 （3 章 2 節 1 、 資料 10 参照） を 一層 進 
める とともに、 必要な 機能の 充実と 防衛 力の 質的な 向上を 図る ことにより、 多様な 
事態に 対して 有効に 対応し 得る 防衛 力を 整備し、 同時に 事態の 推移に も 円滑に 対応 
できる よう 適切な 弾力性を 確保し 得る ものと する ことが 適当で あると している。 
日米 安全保障 体制の 重要性の 再 確認 

日米 安保 体制は、 我が国の 安全の 確保に とって 必要 不可欠で ある だけでなく、 我 
が 国の 周辺 地域の 平和と 安定を 確保し、 よ り 安定した 安全保障 環境を 構築す るた め 
にも 引き続き 重要な 役割を 果たしてい くもので ある。 このような 観点から、 防衛 大 
綱は、 日米 安保 体制の 信頼性の 向上を 図り、 これを 有効に 機能 させて いくため、 情 
報 交換 • 政策 協議、 運用 面に おける 効果的な 協力 態勢の 構築な ど 各種の 施策の 実施 
に 努める 必要が あると している。 

防衛 力の 役割 

防衛 力の 中心的な 役割が、 我が国の 防衛に ある ことは 言うまでもな いが、 近年に 
おける 内外の 諸 情勢の 変化な どを 踏まえつつ、 大規模 災害な ど 各種の 事態への 対応 
及びより 安定した 安全保障 環境の 構築への 貢献に ついても 適時 適切に その 役割を 担 
ってい くべき である。 防衛 大綱では、 これら 三つを 防衛 力が 果たすべき 役割の 主要 
な 柱と して 掲げて いる。 （3 章 1 節、 4 章 1、 2 節 参照） 

⑴ 我が国の 防衛 

我が国 周辺諸国の 軍備に 配 意しつつ、 我が国の 地理 的 特性に 応じ、 防衛 上 必要な 
各種の 機能を 備えた 適切な 規模の 防衛 力を 保有し、 これを 最も 効果的に 運用し 得る 
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態勢を 築き、 我が国の 防衛 意思を 明示す る ことにより、 日米 安保 体制と あいまって、 
我が国に 対する 侵略の 未然 防止に 努める。 また、 核兵器の 脅威に 対しては、 核兵器 
のない 世界を 目指した 現実的 かつ 着実な 核軍縮の 国際的 努力の 中で 積極的な 役割を 
果たしつつ、 米国の 核抑止力に 依存す る。 

次に、 間接 侵略 事態 又は 侵略に つながる おそれの ある 軍事力を もってする 不法 行 
為が 発生した 場合には、 これに 即応して 行動し、 早期に 事態を 収拾す る。 さらに、 
直接 侵略 事態が 発生した 場合には、 これに 即応して 行動しつつ、 米国との 適切な 協 
力の 下、 防衛 力の 総合的 •有機的な 運用を 図る ことによって、 極力 早期に これを 排 
除す る こと とする。 

(2)  大規模 災害な ど 各種の 事態への 対応 

大規模な 自然災害 や、 テロリズム によ り 引き起こされた 特殊な 災害 その他の 人命 
又は 財産の 保護を 必要と する 各種の 事態に 際して、 関係 機関から 自衛隊に よる 対応 
が 要請され た 場合な どに、 関係 機関との 緊密な 協力の 下、 適時 適切に 救援活動 など 
を 実施す る。 

また、 我が国 周辺 地域に おいて 我が国の 平和と 安全に 重要な 影響を 与える ような 
事態が 発生した 場合には、 憲法 及び 関係 法令に 従い、 必要に応じて 国連の 活動を 適 
切に 支持しつつ、 日米 安保 体制の 円滑 かつ 効果的な 運用を 図る ことな どに より 適切 
に 対応す る ことと する。 

(3)  より 安定した 安全保障 環境の 構築への 貢献 

国際 平和協力 業務の 実施を 通じ、 国際 平和の ための 努力に 寄与 するとと もに、 国 
際 緊急 援助 活動の 実施を 通じ、 国際 協力の 推進に 寄与す る。 また、 安全保障 対話 • 
防衛 交流を 引き続き 推進し、 周辺諸国を 含む 関係 諸国との 間の 信頼関係の 増進を 図 
る。 さらに、 大量破壊兵器 や ミサイル などの 拡散の 防止、 地雷な ど 通常兵器に 関す 
る 規制 や 管理な どのた めに 国際連合、 国際機関 などが 行う 軍備管理 • 軍縮 分野に お 
ける 諸 活動に 対し 協力す る ことと する。 

3 我が国が 保有すべき 防衛 力の 内容 

防衛 大綱 で 示 された 防衛 力は、 前 大綱の 基盤 的 防衛 力 構想 を 踏襲して いる ことか 
ら、 防衛 上 必要な 各種の 機能を 備え、 後方 支援 体制を 含めて その 組織 及び 配備に お 
いて 均衡の とれた 態勢を 保有す る ことを 主眼と し、 我が国の 置かれた 戦略 環境、 地 
理的 特性な どを 踏まえて 導き出され ている。 こうした 観点から、 防衛 大綱は、 各自 
衛隊が 維持すべき 体制 や 保持すべき 各種の 態勢な どを 示して いる。 

各 自衛隊の 体制 

防衛 大綱では、 陸 •海 •空 各 自衛隊の 体制を 明示し、 各 自衛隊の 基幹と なる 部隊 
や 主要 装備な どの 具体的 規模を 示して いる （  3 章 2  2 、 資料 10 参照)。 

各種の 態勢 

防衛 大綱では、 我が国の 防衛を 中心と した 多様な 役割を 果たす ために 各 自衛隊が 
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保持すべき 以下のような 態勢を 示して いる。 また、 これらの 態勢を 保持す る 際には、 
統合幕僚会議の 機能の 充実 （  3 章 2 節 2 参照） などに よ る 各 自衛隊の 統合 的 • 有機的 
な 運用 及び 関係 各 機関との 有機的 協力 関係の 推進に 特に 配 意す る ことと している。 

①  侵略 事態な どに 対応す るた めの 態勢 

②  災害 救援な どの 態勢 

③  国際 平和協力 業務な どの 実施の 態勢 

④  警戒、 情報 及び 指揮 通信の 態勢 

⑤  後方 支援の 態勢 

⑥  人事 • 教育 訓練の 態勢 

P  方衛 力の 弾力性の 確保 

防衛 大綱では、 例えば 艦船 • 航空機 及び その 乗員 • 操縦士の よう に 取得 や 養成に 
長期 間を 要する 装備と 要員を 平素から 教育 訓練 部門な どに おいて 保持す る こと や、 
即応 予備 自衛官 （  3 章 2 節 2 、 3 章 3 節 1 及び 5 章 1 節 5 参照） を 確保す る ことによ 
り、 事態の 推移に 円滑に 対応で きる よう、 防衛 力の 適切な 弾力性を 確保す る ことと 
している。 

4 防衛 力の 整備、 維持 及び 運用に おける 留意 事項 

防衛 大綱では、 ① 格段に 厳しさを 増して いる 財政 事情を 踏まえ、 中長期 的な 見通 
しの 下に 経費 配分を 適切に 行う こと、 ② 関係 地方公共団体との 緊密な 協力の 下に、 
防衛 施設の 効率的な 維持、 整備と 円滑な 統 廃合の ための 所要の 態勢の 整備に 配 意す 
る こと、 ③ 調達 価格な どの 抑制 を 図る ため 効率的な 調達 補給 態勢の 整備 に 配 意す る 
こと、 ④ 技術 研究開発の 態勢の 充実に 努める ことな どが 留意 事項と して 述べられて 
いる 0 

また、 将来 情勢に 重要な 変化が 生じ、 防衛 力の 在り方の 見直しが 必要に なると 予 
想され る 場合には、 その 時の 情勢に 照らして、 新たに 検討す る ことと している。 
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第 1 節 我 が 国の 防衛 


第 1 節 我が国の 防衛 

一 防衛 力の 中心的な 役割を 果たす ための 活動と 主な 作戦 一 

防衛 大綱では、 我が国の 防衛が、 防衛 力 （下表参照） の 果たすべき 第一の 役割と し 
て 位置付けられ ている。 自衛隊は、 我が国の 防衛を 主たる 任務と し、 侵略の 未然 防 
止を 図る とともに、 我が国に 対する 侵略 事態に 備える ための 態勢を 整備して いる。 
万一、 外部からの 武力 攻撃 （その おそれの ある 場合を 含む。） が 生じた 場合に おいて、 
内閣総理大臣は、 我が国を 防衛す るた め 必要が あると 認める 場合には、 国会の 承認 
を 得て、 自衛隊の 全部 又は 一部の 出動 （防衛 出動： 自衛隊 法 第 76 条） を 命ずる ことが 
できる （資料 12 参照)。 これを 受けて、 陸 •海 •空 各 自衛隊は、 互いに 緊密に 連携し、 
それぞれが 持つ 特性を 十分に 発揮す る とともに、 米軍と も 共同 して 我が国の 防衛に 
当たる。 

本節に おいては、 平素から 常に 行って いる 警戒 監視 活動な どや、 防衛 出動 時に 自 
衛隊が 行う 主要 作戦の 概要 及び 有事 法制 の 研究 などを 紹介す る。 


陸 •海 • 空 防衛 力の 特性 


陸上 防衛 力 

〇 侵攻 部隊を 実力を もって 排除す る 最終的な 力。 敵の 侵攻を 強く 抑止し、 国を 守ろうと 
する 国民の 強い 意思の 表明。 

〇 特性 

多様な 役割 • 事態 • 様相に 対応で きる 優れた 柔軟性。 困難な 状況に 耐え 得る 強靱 性。 特定の 基地に 依存し な 
い 残存 性。 地形の 活用 や 人的 戦闘力の 重要性な ど。 


海上 防衛 力 

〇 広大な 海洋を 主な 活動の 舞台と し、 主に 国土の 防衛と 我が国 周辺 海域に おける 海上 
交通を 保護す る 役割。 

〇 特性 


海洋を 利用して 迅速、 容易に 行動で きる 機動性。 事態の 推移に 円滑に 対応した 行動が できる 柔軟性。 多様な 任 
務に 対応で きる 多 目 的 性。 海洋 を 経て 諸外国と 容易に 交流で きる 国際 性な ど。 


航空 防衛 力 

〇 広大な 空間を 活動の 場と し、 戦いの 全般に 大きな 影響を 与える 航空優勢 獲得の 中心 
的 役割を 担任。 

〇 特性 


急襲 的に 行われる 航空 侵攻な ど 各種 事態に 迅速に 対応で きる 即応 性。 空間を 高速 かつ 自由に 行動で きる 機動性。 
多種多様な 任務を 遂行で きる 柔軟性。 打撃 力。 陸 • 海の 地形 的 障害に 影響され ない 突破 力。 優れた 監視 能力な ど。 
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1 警戒 監視 活動な ど 

侵略な どの 事態に 際し、 g 衛隊が 迅速に 対応す るた めには、 平素から 常に、 領海 
及び 領空と その 周辺の 海 空域を 警戒 監視す る こと や 防衛に 必要な 情報を 収集 • 処理 
する ことが、 極めて 重要で ある。 このため、 自衛隊は、 我が国の 安全 確保に 直接 結 
びつ く 以下の よう な 様々 な 活動を 行って いる 0 

(1)  周辺 海域に おける 警戒 監視 

海上 _衛隊 は、 固定 翼哨 戒機 (P-3C) により、 北 
海道の 周辺 海域、 日本海 及び 東 シナ 海を 1 日に 1 
回の 割合で 監視して いる。 その他 必要に応じて、 

随時、 艦艇 •航空機に よる 監視 活動を 行って いる。 

さらに、 主要 海峡では、 陸上 _ 衛隊の 沿岸 監視 
隊や 海上自衛隊の 警備 所が、 24 時間 体制で 監視 活 
動を 行って いる。 特に、 対 馬 海峡と 宗谷 海峡 (結氷 
期は 津軽 海峡) には、 艦艇を 配備して いる。 

(2)  領空 侵犯に 備えた 警戒と 緊急発進 (ス クランプ 
ル） 

航空自衛隊は、 全国 28 か 所の レーダー サイトと 
早期警戒機 (E-2C)、 本年 3 月より 運用を 開始した 
早期 警戒 管制 機 (E-767) などに よって、 我が国 及び その 周辺の 上空を 24 時間 体制で 監 
視 している。 早期 警戒 管制 機の 導入に より、 航空 白 衛隊の 警戒 管制 能力は 大きく 向 
上した。 

また、 戦闘機は、 直ちに 発進で きる よう 常に 待機して いる。 領空 侵犯の おそれの 
ある 航空機を 発見した 場合には、 緊急発進 （スクランブル） した 要撃戦闘機 がその 航 
空 機に 接近して、 状況を みながら、 必要に応じて 退去の 警告な どを 発する。 

(3)  軍事 情報の 収集 

自衛隊は、 我が国の 防衛に 必要な 資料を 得る た 
め、 国外から 飛んで 来る 軍事通 信 電波 や 電子 兵器 
の 発する 電波な どを 収集し、 整理 •分析して いる。 

また、 従来、 商用の 地球観測衛星の 画像 データ 
を 活用して、 軍事的 観点から 他国の 基地な どに つ 
いて 状況 把握を 行って きたが、 現在、 この 業務を 
効率化 • 高度 化する ために 画像 情報 支援 システム 
(IMSS) の 整備に 取り組んで おり、 本年度 末には、 

IMINT (Imagery  Intelligence)Support  System 


i) 敵の 奇襲を 防いだり、 情 
報を 収集す るな どの 目的を 
持って、 ある 特定の 地域を 
計画的に 見 まわる こと。 


警戒 監視 活動 中の P-3C 


ii) 空中から 攻撃して くる 敵 
を 迎え撃つ 役割を 持つ 戦闘 
機。 


商業 衛星 イコ ノスが 撮影した 関西 国際空港 
[©Space  Imaging  LLC/ 日本 スペース イ メー  ジング 社] 
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第 1 節 我が国の 防衛 


i) センサーの 性能を 表す 指 
標 であり、 分かり易く 説明 
すると、 分解能 lm の 場合、 
1 m の 物体で あれば、 物体と 
して 認識で きる。 


ある。 この システムは 商用の 高 分解能 衛星 画像 
(分解能 1 m 級） にも 対応した ものである （4 章 1 
節 2 参照)。 

また、 本年 7 月末 現在、 海外に おいては、 防 
衛 庁から 外務省 に 出向した 自衛官で ある 防衛 駐 
在官 46 名が、 35 か 所の 在外公館で 軍事 情報の 11 又 
集な どを 行って いる。 


外国の 軍 高官を 訪問す る 防衛 駐在 官 (右) 


-  早期 警戒 管制 機の 運用 開始 _ - 

早期 警戒 管制 機 (E-767) は、 1992 (平成 4  ) 年の 安全保障 会議に よ る 手続を 経て、 93 (同 5  ) 年度 及び 94( 同 6  ) 
年度に 計 4 機の 予算が 計上され、 航空自衛隊は 98( 同 10) 年 3 月に 2 機、 昨年 2 月に 2 機を 領収し ました。 そ 
の 後、 約 1 年間に わたる 運用 試験を 実施し、 本年 3 月末から 運用を 開始し ました。 

E-767 は、 旅客機と して 世界で 使用され ている ボーイング 767 を ベースに、 米軍な どで 使用され ている 早期 
警戒 管制 機 (E-3) の 警戒 管制 システム を 搭載し た 新型の 早期 警戒 管制 機です。 

最近の 航空機の 性能を 見る と、 運動 性能 や 攻撃 能力と 並んで 行動半径に ついても 継続的な 能力 向上が 見ら 
れ ます。 また、 ミサイルの 性能 も、 射程、 命中 精度な どの 面で 着実に 進歩して きています。 こうした 航空 軍 
事 技術の 進歩に より、 低 高度で 進出し、 国土から 離れた 洋上から 我が国の 重要 地域 や 防空の 中枢で ある 地上 
の 警戒 管制 組織を 正確に 攻撃す るな ど、 多種多様な 侵攻が 可能 となって います。 

このような 技術 進歩の 下、 将来に わたって 有効な 早期 警戒 監視の 態勢を 維持す るた めには、 低空 侵入に 対 
する 地上 レーダーの 覆 域の 限界を 補完す る 早期警戒機 (E-2C) の 機能の みでは 不十分と 考えられます。 

こう した 動向に 対応す るた め、 早期警戒機の 有する 機能に 加 
え、 国土から 離れた 洋上に おける 早期 警戒 監視 機能を 有し、 地 
上の 警戒 管制 組織を 代替し 得る 高い 管制 能力を 有する 早期 警戒 
管制 機が 導入され ました。 早期 警戒 管制 機は、 多数の 航空機な 
どの 動きを、 広範囲に わたって 同時に 探知す る 能力 も 持って い 
ます。 こうした 情報が、 他の 手段に よって 収集され る 情報と あ 
いまって 処理 • 分析され る ことにより、 我が国の 情報 収集 能力 
の 向上に 大きく 寄与す る ことが 期待され ます。 
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2 防空の ための 作戦 

我が国に 対する 侵略が 行われる 場合には、 周囲を 海に 囲まれた 我が国の 地理 的な 
特性 や 近代 戦の 様相から、 航空機 や ミ サイ ルに よる 急襲 的な 航空攻撃で 開始され、 
この 航空攻撃は 侵略が 続いて いる 間 反復して 行われる 可能性が高い。 

防空の ための 作戦は、 このよう な 航空攻撃 に対して 航空自衛隊が 主体と なって 行 
う 全般的な 防空と、 陸 •海 • 空 各 自衛隊が 基地 や 部隊な どを 守る ために 行う 個別 的 
な 防空に 区分で きる。 以下では、 この 作戦の 中核と なる 全般的な 防空に ついて 説明 
する。 

全般的な 防空に おいては、 航空 侵攻に 即応して できる 限り 国土から 遠方の 空域で 
要撃して、 敵に 航空優勢を 獲得 させず、 国民と 国土の 被害を 防ぎ、 防衛 作戦の 遂行 
能力を 確保 するとと もに、 敵に 大きな 損害を 与え、 敵が 航空攻撃を 継続す るのを 困 
難に する よう 努める。 具体的には、 おおむね 次のように 行う。 

①  航空 警戒 管制 部隊の レーダー や 早期 警戒 管制 機な どに より、 我が国 周辺の ほぼ 
全 空域を 常時 監視し、 侵攻して くる 航空機な どを できるだけ 早く 発見す る。 

②  次に、 _ 動 警戒 管制 組織 
(バッジシステム） などに よ 
り、 目標が 敵 か 味方 かを 識 
別し、 要撃戦闘機 又は 地 対 

空 誘導弾 部隊に 対し、 それ し 
それが 対処すべき 目標を 指 
不す る 0 

③  航空 警戒 管制 部隊な どに 

より、 目標に 向けて 誘導 さ  _ 

れた 要撃 麵献は 地 触 ' 

誘導弾 部隊が 目標を 迎え撃 


つ 0 

なお、 この 作戦の 実施に 際 
し、 米軍は、 自衛隊の 行う 作 
戦を 支援 するとと もに、 打撃 
力の 使用を 伴うよう な 作戦を 
含め、 自衛隊の 能力を 補完す 
るた めの 作戦を 行う。 


i  ) 近代 戦に おいては、 航空 
作戦は 戦いの 勝敗を 左右す 
る 重要な 要素と なって おり、 
陸上 •海上 作戦に 先行し、 
又は 並行して 航空優勢を 獲 
得する ための 作戦を 行う こ 
とが 必要で ある。 


ii ) 空に おいて 相手 航空 戦力 
よ り 優勢で あり、 相手から 
大きな 妨害を 受ける ことな 
く 諸 作戦を 遂行で きる 状態。 


iii) BADGE システム 
Base  Air  Defense  Ground 
Environment  の 略。 

自動 化した 航空 警戒 管制 
組織。 指揮 命令、 航跡 情報 
などを 伝達 • 処理す る 全国 
規模の 指揮 通信 システム。 

iv)  航空 目標を 撃ち落と すた 
め、 地上から 発射され る ミ 
サイル。 

航空自衛隊は ペトリ ォッ 
卜 などを 保有。 
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第 1 節 我が国の 防衛 
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3 周辺 海域の 防衛と 海 _h 交通の 安全 確保の ための 作戦 

我が国は、 島国と いう 特性  1 持って いるた め、 我が国に 対する 侵略が 行われる 場 
合には、 我が国に 対する 海上 交通が 妨害され る ことが 考えられる。 具体的には、 潜 
水 艦、 航空機、 水上 艦艇な どで、 我が国の 周辺 海域を 航行す る 船舶を 攻撃したり、 
我が国の 港湾な どに 機雷を 敷設す るな どの 方法で 妨害す る こと が 予想され る。 

周辺 海域の 防衛と 海上 交通の 安全 確保の ための 作戦は、 こう した 侵略を 防ぐ ため 
に 行う。 また、 我が国の 生存 基盤、 戦闘 継続 能力 及び 米軍が 来援す る 基盤を 確保す 
るた めに も 重要な 作戦で ある。 

この 作戦は、 対 水上 戦、 対 潜 戦、 防空 戦な どの 各種の 作戦を 組み合わせて 行われ 
る。 各種 作戦は、 洋上に おける 哨戒、 船舶の 護衛、 港湾 や 海峡の 防備な どを 目的と 
して 行われる。 このような 各種 作戦の 効果を 積み重ねて、 敵の 進出を 阻止し、 その 
兵力を 消耗 させ、 敵の 有効な 作戦を 阻む ことな どに より、 周辺 海域を 防衛し、 海上 
交通の 安全を 確保す る。 具体的には、 次のように 行う。 

①  周辺 海域に おいては、 固定 翼 哨戒機 部隊に よる 広い 海域の 哨戒 や、 護衛艦 部隊 
などに よ る 船舶の 航行 海域な どの 哨戒を 行い、 外洋に 展開 して 我が国の 船舶を 攻 
撃し よう とする 敵の 艦艇を 制圧す る。 

また、 必要に 応じ、 これらの 部隊 
などに より 船舶を 護衛す る。 哨戒 や 
護衛に おいては、 海上自衛隊は 対 潜 
戦、 対 水上 戦、 防空 戦を 行う。 

②  沿岸 海域に おいては、 掃海 部隊、 

回転 翼 哨戒機 部隊、 護衛艦 部隊な ど 
により 主要な 港湾を 防備し、 船舶 や 
沿岸 海域の 安全を 確保す る。 この 場 
合、 脅威の 態 様に 応じ、 対 潜 戦、 対 
機雷 戦な どを 行う。 

また、 主要な 海峡に おいては、 敵 
の 艦艇を 通過 させない よう に 努める。 

この場合、 潜水艦 部隊 も 含めて、 対 
潜 戦、 対 水上 戦、 機雷 敷設 戦な どを 
行い、 必要に 応じ、 陸上 •航空 自衛 
隊と 協同して 作戦を 行う。 

③  洋上に おける 防空に ついては、 護衛艦 部隊が 防空 戦を 行い、 航行す る 船舶な ど 
を 防護す る。 また、 航空自衛隊 がその 能力の 及ぶ 範囲で 防空 作戦を 行う。 

なお、 この 作戦の 実施に 際し、 米軍は、 自衛隊の 行う 作戦を 支援 するとと もに、 
機動 打撃 力の 使用を 伴うよう な 作戦を 含め、 _ 衛隊の 能力を 補完す るた めの 作戦を 
行う 0 


i ) このため、 海上 交通に 大 
きく 依存して 大量の 資源 • 
エネルギー、 食料な どを 輸 
入し、 工業製品を 輸出して 
国家の 繁栄を 支えて いる。 


ii) 対 水上 戦は、 敵の 水上 艦 
艇 に対して 行う 作戦。 対 潜 
戦は、 敵の 潜水艦に 対して 
行う 作戦。 

m) 港湾 や 海峡と いう 重要な 
地域を 守る だけでなく、 そ 
の 周辺で 行われる 海上 活動 
(海上 交通 や 漁業） を 合わせ 
て 守る こと。 


対 潜 訓練 中の 哨戒 ヘリコプター 
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第 1 節 我が国の 防衛 
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4 着 上陸 侵攻 対処の ための 作戦 

我が国は、 周囲を 海に 囲まれて いると いう 特性の ため、 侵略国が 我が国の 領土を 
占領し よう とする 場合は 着 上陸作戦を 行わなければ ならない。 このような 特性に 加 
えて、 守勢の 立場に ある 防衛の 態勢から、 陸上 防衛 作戦は、 一般に、 この 着 上陸 侵 
攻に 対処す る 形で 始まる。 着 上陸 侵攻は、 通常、 侵攻 正面に おける 航空 •海上 優勢 
を 得た 後、 艦船 や 航空機に より 地上 部隊を 輸送し、 相手 国の 国土に 上陸 又は 着陸 さ 
せて 行う 侵攻 形態で ある。 

侵攻す る 地上 部隊は、 艦船 や 航空機に より 移動す る 間 及び 上陸 や 着陸の 直後は、 
組織的に その 戦闘力を 発揮す るの が 難しい という 弱点が ある。 このため、 着 上陸 侵 
攻 対処の ための 作戦では、 この 弱点を とらえ、 できる 限り 洋上から 海岸 地域の 間 や 
着陸地点で 対処し、 これを 早期 に 撃破す る こと が 必要で ある。 

この 作戦は、 洋上、 海岸 地域 及び 内陸に おける それぞれの 対処に 区分され る。 

①  洋上に おいては、 自衛隊は、 艦艇、 支援 戦闘機、 地 対 艦 誘導弾に より、 海上 か 
らの 侵攻 部隊を できる 限り 洋上で 撃破し、 その 侵攻 企図を 断念 させ、 又は その 兵 
力を 消耗させる ことに 努める。 また、 航空機を 利用して 侵攻す る 部隊に 対しては、 
努めて 空中で 撃破す る。 

②  海岸 地域に おいては、 海上 _衛隊 は、 機雷を 敷設して、 上陸す る 敵の 行動を 妨 
害 • 阻止す る。 

また、 陸上自衛隊は、 海岸 付近に 配置した 部隊の 火力を 集中して、 敵を 水際で 
阻止す る。 敵が 上陸した 時点で、 師団な どの 戦闘力を 集中して これを 撃破し、 我 
が 国土から 排除す る。 なお、 敵の 空挺 攻撃 やへ リボン 攻撃に 対しては、 主として 
陸上自衛隊の 特科 部隊な どの 火力と 戦車 部隊な どを 中核 とする 機動 打撃 力 を 発揮 
して これを 撃破す る。 

③  万一、 敵を 早期に 撃破で きな かつ 
たと きは、 内陸 部で、 主として 陸上 
自衛隊が 持久 作戦を 行う。 この間に、 

他の 地域から 部隊を 集めて 反撃し、 

侵攻 部隊を 撃破す る。 

これらの 各 段階を 通じ、 海上 § 衛隊 

は、 水上 艦艇 や 潜水艦な どに より、 敵 
の 増援の 妨害 や 補給路の 遮断に 努める。 

航空自衛隊は、 支援 戦闘機 部隊な どに 
より 敵の 侵攻を 阻止す るか、 その 戦力 
を 弱体化させる とともに、 陸上- 海上 
自衛隊を 支援す る。 

また、 作戦 全般を 通じ、 各 自衛隊は、 

戦車の 射墼 


i  ) 我が国の 国土は、 細長い 
弧 の 列島から なり、 奥行 
きに 乏しく、 相手方の 戦力 
を 十分に 吸収 • 消耗させる 
ことが 容易では ない 0 この 
ため、 領土に 直接 侵攻を 受 
けたと きには、 対応に 制約 
を 受ける という 特性 も ある。 

ii)  陸上自衛隊の 部隊の 一つ 
で、 独立して 作戦す る 能力 
を 有する 基本的な 部隊。 

陸上自衛隊では、 3 〜 4 
個の 普通科 連隊 又は 戦車 連 
隊を 基幹と して 編成。 

iii)  離島に おいては 、海上- 
航空自衛隊との 連携に より、 
部隊を 早期に 集中して、 侵 
攻 部隊の 着 上陸を 阻止 •撃 
破す る。 


_ 
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: 戦車、 装甲 戦闘 車な ど。 

: 対空ミサイル、 対空 機関 砲な ど。 

: 指揮 通信 車、 指揮 通信 機な ど。 

1 装甲 機動 打擊 力: 

■R 

卵 n 

名 

钼 

剖 

戰 

友 

班 

1 対 地 火力： 野戦 砲な ど （りゅう 弾 砲、 迫撃砲、 多 連 装 ロケットな ど。）。 1 

対戦車火器 など （対戦車ミサイル、 無反動砲、 対戦車へ リコ 

1 

■0S 

•h 

警戒 監視 用 装備： 戦場 監視 レーダー、 偵察 警戒 車な ど。 1 

対 海上 火力 ：地対 艦 •空 対 艦 •艦 対 艦 ミサイル、 

対 舟艇 ミサイル など。  1 

ミ V -6- /// 緇灰茕 
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作戦に 必要な 防空、 情報 活動、 部隊. 補給 品の 輸送な どを 行う 0  i) 敵の ゲリラ • コマン ドゥ 

攻撃に 対しては、 関係 機関 

なお、 この 作戦の 実施に 際し、 米軍は、 主として 自衛隊の 能力を 補完す るた めの と 密接に 調整して 侵攻 部隊 

作戦を 行う。 米国は、 侵攻の 規模、 態 様 その他の 要素に 応じ、 極力 早期に 兵力を 来 だの-? nils 
援 させ、 自讎の 行ぅ ■を 嫌す る。  はねる： れを 極力 早期 


5 有事 法制の 研究な ど 

先に 述べた よう な 活動が 適切に 実施され、 我が国の 平和と 安全を 確保す るた めに 
は、 日ごろから 法制 面、 運用 面、 装備 面に おいて 十分な 体制を 整える ことが 不可欠 
である。 ここでは、 法制 面での 検討 状況な どを 説明す る。 

有事 法制の 研究 

一般論と して、 我が国に 対する 武力 攻撃が 発生した 場合に 必要と 考えられる 法制 
(「有事 法制」） は、 ① 自衛隊の 行動に かかわる 法制、 ② 米軍の 行動に かかわる 法制、 
③ 自衛隊 及び 米軍の 行動に 直接 かかわ らな いが 国民の 生命、 財産 保護な どのた めの 
法制の 三つが 考えられる。 

このうち、 g 衛隊の 行動に かかわる 法制の 研究は、 1977( 昭和 52) 年に 内閣総理大臣 
の 了承の 下、 防衛庁長官の 指示に よって、 法制 化を 前提と する ことなく 開始され た。 
そもそも、 現行の 自衛隊 法な どに おいて、 防衛 出動の 規定 及び 防衛 出動 時に おける 
権限に 関する 規定な どが 定められ ており、 自衛隊の 任務 遂行に 必要な 法制の 骨幹は 
整備され ている が、 ここでは、 自衛隊 法の 規定に より 防衛 出動を 命ぜられる という 
事態に おいて、 自衛隊が その 任務を 遂行す る 上での 国内法 制 上の 諸問題の 研究を 行 
っ ている。 この 研究は、 いうまでもなく 現行 憲法の 範囲 内で 行って おり、 例えば 旧 
憲法 下の 戒厳令 や 徴兵制の ような 制度を 考える ことは あり 得ない。 また、 言論 統制 
などの 措置 も 検討の 対象と しては いない。 

この 研究に おいて、 防衛庁 所管の 法令 及び 防衛庁 以外の 省庁 所管の 法令の 問題点 
の 整理は、 これまでに おおむね 終了した と 考えて いる。 具体的には、 防衛庁 所管の 
法令に ついては、 現行法 令に 基づく 法令の 未 制定 や 現行 規定の 補備 及び 適用 時期な 
どの 問題、 防衛庁 以外の 省庁 所管の 法令に ついては、 部隊の 移動 •輸送 や 土地の 使 
用、 構築物 構造に 関する 特例 措置な どの 問題が 指摘され ている （資料 13、 14、 15 参照)。 
他方、 所管 省庁が 明確で ない 事項に 関する 法令は、 政府 全体として 取り組むべき も 
ので あり、 個々 の 具体的 検討 事項の 担当 省庁を どこに する かな ど 今後の 取扱いに つ 
いて、 内閣 安全保障. 危機管理 室が 種々 の 調整を 鋭意 行って いる。 

政府と しては、 有事 法制は、 我が国への 武力 攻撃な どに 際し、 自衛隊が 文民統制 
の 下で 適切に 対処し、 国民の 生命 •財産を 確保す るた めに 必要な もので あり、 平時 
において こそ 備えて おくべき ものであると 考えて いる。 本件に ついては、 先般の 与 
党の 考え方を も 十分に 受け止めながら、 今後、 政府と しての 対応を 考えて いくこと 
と している。 

また、 米軍の 行動に かかわる 法制、 g 衛隊 及び 米軍の 行動に 直接 かかわらな いが、 


ii) 本年 3 月 14 日、 与党 三 党 
の 安全保障 に関する プロ ジ 
エク トチ^ ー ム において、 有 
事 法制に 関し、 「法制 化を 目 
指した 検討を 開始す るよう、 
政府に 要請す る」 ことで 合意。 
3 月 16 日、 三 党 政策 者 会議 
を 経て、 三 党の 代表者から 
かかる 考え方が 政府に 対し 
て 申し述べられた。 
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第 1 節 我が国の 防衛 


国民の 生命、 財産 保護な どのた めの 法制に ついては、 安全保障 上の 課題で あり、 そ 
の 取扱いに ついて、 今後 検討して いく ことが 必要で ある。 

なお、 我が国に 対する 武力 攻撃が 発生した 場合に 必要と 考えられる これらの 法制 
は、 防衛庁の 所 掌 事務の 範囲を 超える 事項 も 含まれて いる ことから、 研究に 当た っ 
ては、 政府 全体で 取り組む ことが 必要で ある。 

民間 防衛 

我が国に 対して 万一 侵略な どが あった 場合、 国民の 生命、 財産を 保護し、 被害を 
最小限に とどめる 上で、 国民の 防災 や 救護、 避難の ため、 政府、 地方公共団体と 国 
民が 一体 となって 民間 防衛 体制を 確立す る こと が 必要で ある。 このような 民間 防衛 
の 努力は、 国民の 強い 防衛 意思の 表明で も あり、 侵略の 抑止に つながり、 国の 安全 
を 確保す るた め 重要な 意義を 有する が、 現在、 我が国に おいては 民間 防衛に 関して 
みるべき ものがない。 今後、 国民の 合意を 得ながら、 政府 全体で 広い 観点から 慎重 
に 検討して いくべき であると 考えて いる。 
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第 2 節 防衛 力の 整備と 新たな 体制への 移行 

防衛庁は、 1996( 平成 8) 年度 以降、 防衛 大綱に 示された 各 自衛隊の 新たな 体制へ 
の 移行を 目指して、 防衛 力を 整備して いる。 新たな 体制への 移行は、 段階 的に 行っ 
ていく ことと している。 

このため、 防衛 大綱の 下で、 95( 同 7) 年に 「中期 防衛 力 整備 計画 (平成 8 年度〜 平 
成 12 年度)」 （「中期 防」） が 閣議で 決定され た （資料 16 参照)。 その後、 危機 的な 財政 事 
情を 踏まえ、 97( 同 9) 年に 中期 防の 見直しが 閣議 決定され、 所要 経費を 縮減す る こ 
とと なった （資料 17 参照)。 

本節では、 中期 防に ついて、 その 見直しの 状況 及び 平成 12 年度 予算を 受けた 達成 
状況を 含めて 紹介 するとと もに、 自衛隊の 新たな 体制への 移行の 状況、 平成 12 年度 
の 防衛 力 整備に ついて 紹介す る。 

1 中期 防衛 力 整備 計画と その 達成 状況 
計画の 方針 

中期 防は、 防衛 大綱に 従い、 その 方針と して 以下の 六つを 掲げた。 5 年間に わた 
り、 この 方針に 基づいて 着実に 整備を 進めて おり、 計画は 平成 12 年度 予算に よりお 
おむ ね 達成し 得る ものと 評価して いる。 

⑴ 防衛 力の 合理化 • 効率化 •コンパクト 化 

防衛 大綱に 定める 新たな 防衛 力の 水準への 円滑な 移行に 配 意しつつ、 各 自衛隊の 
基幹 部隊、 主要 装備な どの 合理化 • 効率化 • コン パク ト 化を 推進す る。 

(2)  防衛 力の 機能の 充実 •質的 向上 

侵略 事態は もとより、 大規模 災害な ど 多様な 事態に 有効に 対応で きる よう、 例え 
ば 装備の 更新 • 近代化、 情報 • 指揮 通信 機能の 充実、 技術 研究開発の 推進を 図る こ 
とな どに より、 必要な 機能の 充実 及び 防衛 力の 質的な 向上に 努める。 

(3)  防衛 力の 弾力性の 確保 

養成 や 取得に 長期 間を 要する 要員 及び 装備を 教育 訓練 部門な どで 保持す る とと も 
に、 即応 予備 自衛官を 確保し、 事態の 推移に 円滑に 対応で きる よう、 防衛 力に 弾力 
性を 持たせる 施策に 着手す る。 

⑷ 日米 安保 体制の 信頼性 向上 

運用 面に おける 効果的な 協力 態勢の 構築 や 在日米軍の 駐留を 円滑 かつ 効果的に す 
るた めの 施策な どを 引き続き 推進す る。 

(5) より 安定した 安全保障 環境の 構築への 貢献 

国際 平和協力 業務 や 安全保障 対話 • 防衛 交流 及び 軍備管理 • 軍縮 分野に おける 諸 
活動な どの 各種 施策を 推進す る。 


i  ) 財政 構造 改革の 推進に つ 
いて (平成 9 年 6 月 3 日間 
議 決定） 

® 粋） 

「4. 防衛 

•今後 3 年間は 防衛 関係 費 
を 抑制。 

総額 25 兆 1，500 億円に つ 
いて、 残り 期間の 物件費 総 
額 （約 9 兆 2,000 億円） の 1 
割に 当たる 金額を 縮減。 

- 財政 構造 改革 集中 期間 中、 
防衛 関係 費は、 対 前年度 同 
額 以下に 抑制。 10 年度は 9 
年度と 同額 以下に 抑制。 

• 装備 品の 調達 補給 体制を 
効率化 • 合理化。 調達 価格 
の 抑制な ど 取得 改革に 努力。 
• 沖縄 振興 策と SACO  (沖縄 
に関する 特別 行動 委員会) 関 
連 事業を 着実に 実施。」 （要 
約） 

ii) 「財政 構造 改革の 推進に 
関する 特別措置 法」 の 停止 
(平成 10 年 12 月） 

別に 法律で 定める 日まで 
の 間、 その 施行が 停止され 
る ことと なった。 


iii) 艦艇の 乗員 や 航空機の 操 
縦士 などの 養成には、 数年 
間に わたる 段階 的な 教育 訓 
練が 必要で ある。 艦艇 •航 
空 機 •誘導弾な どは 製造に 
数年を 要する。 
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第 2 節 防衛 力の 整備と 新たな 体制への 移行 


⑻ 節度 ある 防衛 力の 整備 

中期 防の 実施に 必要な 防衛 関係 費の 総額の 限度を 示す 「総額 明示 方式」 を 踏襲す る 
とともに、 各 年度の 予算 編成に 際して は、 一層の 効率化 •合理化を 行い、 極力 経費 
を 抑制す るよう 努める とともに、 その 時々 の 経済 情勢、 格段に 厳しさを 増して いる 
財政 事情な どを 勘案し、 国の 他の 諸 施策との 調和を 図りつつ、 節度 ある 防衛 力 整備 
に 一層 努力す る。 

基幹 部隊の 見直しな ど 

中期 防では、 防衛 大綱で 示された 体制に 移行す るた め、 期間 中に 達成す る 目標を 
示して いる。 中期 防 期間 末 (本年度 末） までには、 陸上自衛隊の 2 個 師団を 旅団に 改 
編す る、 この ことな どに 伴い、 編成 定数を 下げた 上、 即応 予備 自衛官を 導入す る、 
海上 g 衛隊の 護衛艦 部隊 (地方 隊) のうち 2 個 護衛 隊を 廃止す る、 航空自衛隊の 要撃 
戦闘機 部隊 1 個 飛行隊を 廃止す るな どの 目標は 達成す る ものと 見込まれる。 

(本節 2、 資料 16 参照） 

検討 課題な ど 

中期 防に 挙げられた 検討 課題は 次の よう に 措置され ている。 

⑴ 弾道 ミサイル% 

弾道 ミサイル防衛に ついて、 中期 防では、 「有用性、 費用 対 効果 等に 関し、 総合的 
見地から 十分に 検討の 上、 結論を 得る ものと する。」 としていた。 これにつ いては、 
米国との 情報 交換 も 踏まえ、 我が国が 主体的に 判断す るた めに 必要な 調査 研究を 行 
っ ている。 また、 昨年から、 「弾道 ミサイル防衛に 係る 日米 共同 技術 研究」 に 着手し 
ており、 技術的な 実現 可能性な どを 更に 見極める ため、 引き続き 検討を 行って いる。 
なお、 本件は 技術 研究で あり、 開発 段階への 移行 •配備 段階への 移行は 別途 判断す 
る 性格の も ので あると の 認識に 立って いる。 （  4 章 1 節 5 参照） 

⑵ 空中給油 機能 

空中給油 機能に ついて、 中期 防では、 「空中給油 機の 性能、 運用 構想 等 空中給油 機 
能に 関する 検討を 行い、 結論を 得、 対処す る。」 としていた。 この 件に 関し、 昨年 12 
月 17 日の 安全保障 会議に おいて、 次のと おりと された。 

①  空中に おける 航空機 に対する 給油 機能 及び 国際 協力 活動に も 利用 できる 輸送機 
能を 有する 航空機に ついては、 次期 防に おいて 速やかに 整備を 行う こと とする。 

②  このため、 平成 12 年度 予算に おいては、 必要な 経費を 計上す る。 

これを 受けて、 空中給油 機能に 関する 運用 研究と して 必要な 経費を、 平成 12 年度 
予算に 計上した。 

(3) 固定 翼哨 戒機 (P-  3  C) 及び 輸送機 (C- 1 ) の 後継 機 

固定 翼 哨戒機 (P-3C) 及び 輸送機 (C-1) の 後継 機に ついて、 中期 防では、 「検討の 
上、 必要な 措置を 講ずる。」 としていた。 要求され る 性能を 精査 するとと もに、 諸 外 
国の 動向を 見極めつつ 新規 開発 • 外国 機の 導入* 既存の 航空機の 改造な ど あらゆる 
取得 方法を 念頭に 置いて 検討を 行って いる。 今後の 取得 方法の 検討に 必要な 資料を 
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得る ため、 仮に 両 機種と も 新規 開発が 必要と なった 場合、 機体 構造の 一部 や 搭載 シ 
ス テムな どの 共用 化を 図れば、 開発 や 量産 段階で どの 程度 コス トを 減らす ことが で 
きる かとい うこと について 調査 検討す る 経費を、 平成 12 年度 予算に 計上した。 


- - 空中給油 機能 _ _ 

空中給油 機能に ついては、 次のように 考えて います。 

•我が国は、 専守防衛を 旨と し、 相手から 武力 攻撃を 受けた ときに 初めて 防衛 力を 行使す るな ど、 憲法の 精 
神に のっとった 受動的な 防衛 戦略を とっています。 このような 受動的な 防衛 戦略の 下で 我が国の 防空と いう 
任務を 果たす ためには、 航空 侵攻に 対して、 直ちに 対処し 得る 態勢を 維持して いくこと が 重要です。 

最近は、 航空機の ステルス 化が 進み、 レーダー による 探知が 困難になる とともに、 搭載され る ミサイルの 
射程が 長くなる など、 航空 軍事 技術の 進歩には 著しい ものが あります。 

このため、 要撃機 編隊を あらかじめ 警戒の ために、 常に 空中 待機 させ、 目標の 発見 後 直ちに 要撃し 得る 態 
勢を とる こと （空中 警戒 待機 = CAP  (Combat  Air  Patrol)) が 必要 不可欠と なる と 見込まれます。 

CAP を 行う 場合、 要撃機は、 基地からの 発進、 空中 待機、 基地への 帰投を 頻繁に 繰り返さなければ ならず、 
結果 的に 多くの 要撃機と 操縦 者が 必要になります。 しかし、 空中給油 機能を 持つ ことにより、 要撃機が 空中 
で 給油を 受けて、 警戒の ための 滞空時間を 伸ばす ことが 可能に なり、 効率的に CAP を 行える ようになります。 

- 日ごろの 訓練で も、 訓練す る 戦闘機は、 基地と 訓練 空域との 往復の ため 相当の 飛行時間を 費やして います 
が、 訓練 空域で 空中給油を 行う ことにより、 効率的に 訓練が できる ようになります。 

また、 訓練す る 戦闘機の 離着陸 回数が 減り、 基地 周辺の 騒音 対策に もなる とともに、 基地 周辺の 天候が 急 
変し 予定の 飛行場に 着陸で きない 場合に も、 燃料の 少なく なった 戦闘機に 給油した 上で 他の 基地に 向かわせ 
るな ど、 安全 面の 効果 もあります。 

さらに、 一般に 空中給油 機能を 有する 航空機は、 胴体 上部には スペースが あり、 国際 協力 活動に おいて 多 

数の 人員 や、 食料 •医薬品と いった 小型の 貨物を 速やかに 空輸す る ことができます。 例えば、 1998( 平成 10) 

年に 行っ た ホ ン デュ ラスでの 国際 緊急 援助 活動の 場合、 輸送機 (C-130H) が 現地に 到着す る ま で 3 泊 4 日を 要 

しました が、 こうした 移動 時間を 短く する ことができ ると 考えて います。 

(注） レーダー 波が 反射し にくい 形に したり、 レーダー 波を 吸収し やすい 塗料を 使って、 相手方の レーダーに 映りに く  くす 
る こと。 


所要 経費 

中期 防の 実施に 必要な 防衛 関係 費の 総額の 限度は、 当初の 計画に おいて、 平成 7 
年度の 価格に 換算して おおむね 25 兆 1，500 億円 程度を めどと していた。 しかしながら、 
中期 防の 見直しに よって、 総額の 限度に ついては、 約 9,200 億円 規模の 減額を 行い、 
おおむね 24 兆 2,  300 億円 程度を めどと する ことと なった。 その 結果、 実質的な 平均 伸 
び 率は、 当初 計画の 2. 1% から 0.  9% となった。 総額の 限度の 約 9,  200 億円の 削減に よ 
り、 正面 装備の 整備の 見送り や 後方 事業の 整備 ペースの ダウンな ど、 当初の 計画に 


i  ) 物価 や、 為替 レー トの変 
動を 考慮して、 7 年度の 価 
格に 換算した 場合の、 年 当 
たり の 伸び率。 

H) 主として、 直接 戦闘に 使 
用す る 戦車、 戦闘機、 護衛 
艦な どの 装備 や 弾薬を いう。 
それ 以外の 分野、 すなわち、 
装備 品の 修理、 油、 教育 訓 
練、 施設な どに 関する こと 
を 「後方」 という。 


第 3 章 我が国の 防衛と 日米 安全保障 体制に 関連す る 諸 施策 


93 


第 2 節 防衛 力の 整備と 新たな 体制への 移行 


定められた 事業の 実施が 一部 見送られた。 経費の 面から 見た 中期 防の 達成 率は、 見 
直し 後の 中期 防を 対象と した 場合、 平成 8 年度から 同 12 年度までの 経費を 合計す る 
と、 おおむね 99% 程度と なって いる。 また、 正面 契約 額は、 見直し 後の 中期 防に お 
ける 見込 額の おおむね 98% 程度であった。 

このほか、 将来に おける 予見し 難い 事象への 対応、 より 安定した 安全保障 環境の 
構築への 貢献な ど 特に 必要と認める 場合に、 安全保障 会議の 承認を 得て 使用す る 1，100 
億円を 限度と する 調整 枠が 設けられ ている。 しかし、 これまで 使用して いない。 


関係 経費 


■pawpiai  , 

当初 計画 

見直し 計画 

達成 状況 (達成 率） | 

総  額 

22 兆 1,700 億円 

25 兆 1,500 億円 

24 兆 2,300 億円 

24 兆 300 億円 

(おおむね 99% 程度） 

実質 平均 伸 率 

2.1% 

2.1% 

0.9%  (注） 

■■■■■■■■■■■■■ 

0.6% 

(注） 平成 9 年度を ベースと した 計画 残 期間 （平成 1 〇 年度〜 同 1 2 年度） の 実質 平均 伸び率は 0% である。 


(参考） 正面 契約 額 


区 


分 


実質 平均 伸 率 

"WBHHIBIIIIIIIIIlkll 


前 中期 防 

3 期 防 [7 年度 価格] 

[2 年度 価格] 

当初 計画 

見直し 計画 達成 状況 (達成 率)"！ 

4 兆 4,400 億円 

4 兆 2,800 億円 

!  3 兆 9,700 億円！^ 滅激 ： 

△6.2% 

! 1-2% 

IhhbhhhhhhhhhhI 

△1,2%  A1.8% 

平成 13 年度 以降の 防衛 力 整備に ついて 

現行の 中期 防衛 力 整備 計画 (平成 8 年度〜 平成 12 年度) 終了後の 平成 13 年度 以降の 
中期 的な 防衛 力 整備に ついては、 今後の 政府の 検討に 係る ものであるが、 防衛 力 整 
傭は 可能な 限り 具体的な 見通しに 立って 継続的 • 計画的に 行うべき ものである。 防 
衛 計画の 大綱に おいても 「中期 的な 見通しの 下に 経費 配分を 適切に 行う ことにより、 
防衛 力 全体と して 円滑に 十全な 機能を 果た し 得る よう に 特に 配 意す る」 こと とされて 
いる 0 

このため、 平成 13 年度 以降に ついても 中期 的な 見通しに 立って 防衛 力 整備を 進め 
ると ともに、 今後の 政府と しての 検討に 資する 観点から、 本年 5 月 以降、 防衛庁 長 
官の 下で、 平成 13 年度 以降の 中期 的な 防衛 力 整備に ついての 検討を 行って いる。 
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中期 防衛 力 整備 計画の 達成 状況 


1 主要 装備 

8 年度 

9 年度 

1 0 年度 

1 1 年度 

1 2 年度 

中期 防 
[見直し 計画] 
整備 数量 

陸 

上 

自 

戦  車 

18 両 

18 両 

17 両 

17 両 

18 両 1 

90 両 

火  砲 

13 門 

10 門 

6 門 

4 尸 

う  7 門 

40 門 

多 連 装 ロケ ッ ト システム 

9 門 

9 門 

9 門 

9 門 

9 門 

45 門 

装甲車 

23 両 

36 両 

30 両 

32 両 

32 両 臺 

157 両 

衛 

地 対 艦 誘導弾 

4 両 

4 両 

8 両 

4 両 

i  4 両 

24 両 

隊 

A  H  -1  S 

1 機 

1 機 

1 機 

3 機 

海 

C  H -47  J  A 

2 機 

2 機 

1 機 

2 機 

2 機 

9 機 

ホーク 改善 用 装備 品 

0.5 個 群  0.5 個 群 

0.25 個 群 

0.25 倡 

m  0.25 個 群 

1.75 個 群 

護  衛  艦 

1 隻 

2 隻 

2 隻 

1： 

婁  1 隻 

7 隻 

上 

da 

潜水艦 

1 隻 

1 隻 

1 隻 

1 隻 

1 隻 

5 隻 

m 

衛 

隊 

航 

空 

自 

衛 

隊 

その他の 自衛 艦 

3 隻 

3 隻 

2| 

1  6 隻 

4 隻 

18 隻 

S  H  -  6  0  J 

6 機 

7 機 

7 機 

9 機 

7 機 i 

37 機 

F  - 1 5  D  J 

4 機 

4 機 

F  -  2 

11 機 

!  8 機 

9 機 

8 機 

9 機 

45 機 

C  H  -47  J 

2 機  1 機 

(1 機） 

4 機 

T  -  4 

9 機 

13 機 

9 機 

10 機 

9 機会 

54 機 

(注） （ ） 内は 中期 防 （見直し 計画） 整備 数量との 差。 


2 経費 

8 年度 

9 年度 

1 0 年度 

1 1 年度 

1 2 年度 

中期 防 
[見直し 計画] 

防衛 関係 

費 

おおむね 
20  % 程度 

おおむね 
20% 程度 

おおむね 
20% 程度 

おおむね 
20% 程度 

おおむね 
20% 程度 

おおむね 

24 兆 2,300 億円 
程度 [7 年度 纏] (注) 

(おおむ: (Li % 程度） 

(注） 1 このほか、 将来に おける 予見し 難い 事象への 対応、 より 安定した 安全保障 環境の 構築への 貢献な ど 
特に 必要と認める 場合に 使用し 得る 1，1 〇〇 億円の 調整 枠が 設けられ ている。 

2  ( ) 内は 中期 防 （見直し 計画） との 差。 
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第 2 節 防衛 力の 整備と 新たな 体制への 移行 


i  ) 旅団は、 地域の 特性な ど 
に応じて 普通科 寧隊 と、 こ 
れを 支援す る特 科、 機甲 科、 
施設 科、 輸送 科な どの 各 職 
種の 部隊と からなる。 

地域的に も 期間 的に も 独 
立して、 作戦す る 能力を 持 
っ ている が、 師団と 比べる 
と、 規模が 小さく、 能力 も 
限定され ている。 

(師団： 約 6,000 人〜 

9, 000 人、 

旅団： 約 3, 000 人〜 

4,  000 人） 

ii) 他国との 距離、 政治 経済 
の 中枢に あるかな どと いっ 
た 地理 的 特性に 応じて、 重 
要な 地域な どに 師団を、 こ 
れに 準ずる 地域な どに 旅団 
を 配置す る。 これは、 どの 
方面に おいても 侵略 事態の 
当初から、 防衛 行動を 速 や 
かに、 また、 効果的に 行う 
ためで ある。 


2 自衛隊の 新たな 体制への 移行 
基幹 部隊の 見直しな ど 

防衛庁は、 防衛 大綱に 定められた 体制へ 移行す るた め、 次の ような 基幹 部隊の 見 
直しな どを 行う。 このうち、 中期 防で 計画して いた ものは、 本年度 末に 達成の 見込 
みで ある。 

⑴ 陸上自衛隊 

従来の 18 万人 体制を 抜本的に 見直し、 体制を コンパクトに するとと もに、 防衛 力 
を 質的に 向上し、 我が国に 対する 武力 攻撃 及び 多様な 事態に 有効に 対応し 得る 態勢 
にす る。 

そのために、 防衛 大綱では、 13 個 師団 •  2 個 混成団な どを 基幹 部隊と する 18 万人 
体制から、 9 個 師団 •  6 個 旅団な どを 基幹 部隊と する 16 万人 (即応 予備 自衛官 1.5 万 
人を 含む。） の 体制に 移行 するとし ている。 

中期 防 期間に おいては、 5 個 師団を 改編す る。 このうち 2 個に ついては、 旅団に 
改編し、 そのうちの 1 個を 空中機動 性を 高めた 旅団と する。 また、 改編した 師団 及 
び 旅団の それぞれに ついて、 その 一部の 部隊を 即応 予備 自衛官を 主体と して 編成す 
る。 これらの 改編を 通じ、 中期 防 期間 末に おいて 17.  2 万人 程度 (即応 予備 自衛官 5,000 
人 程度を 含む。） の 体制と なる。 

⑵ 海上自衛隊 


m) 陸上の 基地に 配備され て 
いる ヘリ コブ ター 部隊。 


iv) 警戒 群の 規模を 縮小した 
部隊。 


防衛 大綱では、 護衛艦 部隊のう ち 地方 隊の 10 個 護衛 隊を 7 個 護衛 隊に する、 2 個 
掃海 隊群 ある 掃海 部隊を 1 個 掃海 隊 群に 集約 化する、 陸上 哨戒機 部隊を 16 個 航空隊 
から 13 個 航空隊に するとし ている。 中期 防 期間 中に、 上記 護衛 隊を 8 個 護衛 隊 にす 
ると ともに、 掃海 部隊、 陸上 哨戒機 部隊に ついては 移行を 完了す る。 

陸上 哨戒機 部隊に ついて 具体的に 述べれば、 固定 翼 哨戒機の 1 個 航空隊を 廃止す 
ると ともに、 固定 翼 哨戒機 部隊 及び 陸上 回転 翼 哨戒機 部隊のう ち それぞれ 1 個 航空 
隊 を、 搭乗員を 専門に 養成す るた めの 教育 部隊と する。 

このほか、 潜水艦 部隊には、 中期 防 期間 中に 教育 部隊を 新 編す る。 

⑻ 航空自衛隊 

防衛 大綱では、 航空 警戒 管制 部隊を 28 個 警戒 群から 8 個 警戒 


警戒 隊で 勤務す る 隊員 


群と 20 個 警戒 隊の 体制に するとし ている。 中期 防 期間 中に、 2 
個 方面隊の 警戒 群の 一部を 警戒 隊に 改編す る。 また、 要撃 戦闘 
機 部隊に ついては、 10 個 飛行隊から 9 個 飛行隊に すると して お 
り、 中期 防 期間 中に 移行を 完了す る。 
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戦車 

主要 特科 装備 


護衛艦 部隊 
(機動 運用） 
護衛艦 部隊 
(地方 隊） 
潜水艦 部隊 
掃海 部隊 
陸上 哨戒機 部隊 


護衛艦 

潜水艦 

作戦 用 航空機 


航空 警戒 管制 部隊 


要撃戦闘機 部隊 
支援 戦闘機 部隊 
航空 偵察 部隊 
航空 輸送 部隊 
地対空 誘導弾 部隊 


作戦 用 航空機 
うち 戦闘機 


約 1,  200 両 
約 1,  000 門/ 両 

4 個 護衛 隊群 

10 個隊 

6 個隊 
2 個 掃海 隊群 
16 個隊 


約 60 隻 
16 隻 
約 220 機 


28 個 警戒 群 

1 個 飛行隊 
10 個 飛行隊 
3 個 飛行隊 
1 個 飛行隊 
3 個 飛行隊 
6 個 高 射 群 


約 430 機 
約 350 機 


約 900 両 
約 900 門/ 両 


4 個 護衛 隊群 

7 個隊 

6 個隊 
1 個 掃海 隊群 
13 個隊 


約 50 隻 
16 隻 
約 170 機 


8 個 警戒 群 
20 個 f 戒隊 
1 個 飛行隊 
9 個 飛行隊 
3 個 飛行隊 
1 個 飛行隊 
3 個 飛行隊 
6 個 高 射 群 


約 400 機 
約 300 機 


地対空 誘導弾 部隊 


8 個 高射特科 群 


幹 

部 

隊 


機動 運用 部隊 


1 個 機甲 師団 
1 個 ii 団 
1 個へ リコ プタ -団 


1 個 機甲 師団 
1 個 空挺 団 
1 個へ リコ プタ -団 


茸 


平時 地域 配備す る 部隊 


12 個 師団 
2 個 混成団 


(4) 統合幕僚会議の 機能の 充実な ど 

防衛 大綱では、 自衛隊の 任務を 迅速 かつ 効果的に 遂行す るた め、 統合幕僚会議の 
機能を 充実させる などして、 各 自衛隊の 統合 的 かつ 有機的な 運用に 配 意 するとし、 
中期 防では 必要な 措置を 講ずる としてい る。 1998( 平成 10) 年 4 月に 防衛庁 設置 法な ど 
が一 部 改正 (昨年 3 月 施行） され、 出動 時 以外の 場合で も、 自衛隊の 統合 運用が 必要 
なと き には、 統合幕僚会議が 長官を 補佐で きる ようになった。 


自衛隊の 新たな 体制への 移行 


編成 定数 
常備 自衛官 定員 
即応 予備 自衛官 員数 


; ) 防衛 出動 時 及び 治安 出動 
時 0 

ii)  2 以上の 自衛隊が、 以下 
の 行動な どを 命ぜられ るか 
又は 予測され る 場合で 長官 
が 必要と認める 場合。 

- 海上に おける 警備 行動 
• 災害 派遣 • 地震 防災 派遣 
• 国際 緊急 援助 活動な ど 
• 国際 平和協力 業務の 実施 
など 

_ 在外邦人 等の 輸送 
- 「周辺 事態 安全 確保 法」 の 
規定す る 対応 措置 (本章 4 
節 2 参照） など 


17 万 2 千 人 程度 
16 万 7 千 人 程度 
5 千 人 程度 


10 個 師団 
2 個 旅団 
2 個 混成団 


1 個 機甲 師団 
1 個 空挺 団 
1 個へ リコ プタ ー団 


8 個 高射特科 群 


約 1,040 両 
約 970 門/ 両 


4 個 護衛 隊群 

8 個隊 

6 個隊 
1 個 掃海 隊群 
13 個隊 


53 隻 
16 隻 
約 170 機 


一部を 警戒 隊 
I  に 改編 J 

1 個 飛行隊 
9 個 飛行隊 
3 個 飛行隊 
1 個 飛行隊 
3 個 飛行隊 
6 個 高 射 群 


約 390 機 
約 290 機 


主要 装備 


基幹 部隊  主要 装備  基幹 部隊 


主要 装備 
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第 2 節 防衛 力の 整備と 新たな 体制への 移行 


欠 

D  _ 


~\r 


常備 自衛官に より 構成 
平時は 低 充足 


常備 自衛官 
(基幹 要員： 約 2 割) 

即応 予備 自衛官 
(約 8 割） 


常備 自衛官に より 構成 


善 


並 

並 

並 

並 

I 

1 

I 

1 

科 

科 

科 

科 

連 

連 

連 

連 

隊 

隊 

隊 

隊 

• 平素の 効率的な 部隊の 保持 
• 事態の 推移に 円滑に 対応し 
得る 弾力性の 保持 


i  ) これに 対して、 予備 自衛 
官、 即応 予備 自衛官は、 通 
常、 別の 職業に 就いて おり、 
防衛 招集 等を 受けて 出頭し 
たと きに 自衛官と なる。 


ii) 事態が 緊迫し、 防衛 出動 
命令、 治安 出動命令が 発せ 
られる ことが 予測され る 場 
合を 含む。 


iii)  ある 目的を 達成す るた め 
に、 指揮 関係の ない 2 以上 
の 部隊が 相互に 協力す る こ 
と。 

iv)  作戦 • 戦闘に おいて 機能 
的に 果たすべき 役割に 応じ 
て 区分され たもの。 一般的 
に、 この 職種 ごとに、 基本 
的な 教育 訓練 や 人事 管理を 
行う 0 


即応 予備 自衛官 制度 
⑴ 即応 予備 自衛官の 意義 

防衛 大綱では、 平素から 部隊を 効率的に 保持 するとと もに、 事態の 推移に 円滑に 
対応し 得る 弾力性を 保つ としてい る。 このため、 陸上自衛隊の 一部の 部隊を、 新た 
に、 即応 性の 高い 即応 予備 自衛官を 主体と する 編成と した。 即応 予備 g 衛官 は、 常 
時 勤務す る _ 衛官 （「常備 自衛官」） とともに、 陸上自衛隊の 編成 定数に より 示され 
た、 陸上 防衛 力の 基本的な 枠組みの 一部と 位置付けられ ている。 すなわち、 第一線 
部隊の 一員と して 運用し 得る よう、 即応 予備 自衛官には、 予備 自衛官よりも 高い 練 
度と 即応 性が 要求され る。 （本章 3 節 1、 5 章 1 節 5 参照） 

(2) 即応 予備 自衛官 制度の 概要 

即応 予備 g 衛官 は、 自衛隊が 防衛 出動 や 治安 出動、 また、 災害 派遣な どを 行う 際 
に、 命令に よって 招集され た 場合には、 あらかじめ 指定され ている 部隊で 自衛官と 
して 勤務す る。 具体的な 運用は、 次のと おりで ある。 

①  部隊の 編成に 当たり、 例えば、 師団な どの 4 個 普通科 連隊のう ち 1 個 連隊 及び 
この 連隊に 協同す る特 科な どの 各 職種の 部隊を、 即応 予備 自衛官を 主体と して 編 
成す る。 

②  防衛 出動 時に おいて、 この 部隊は、 作戦地域 における 後方の 陣地の 守備、 前方 
の 部隊の 予備な どに 運用す る。 また、 治安 出動、 災害 派遣な どに おいては、 常備 
自衛官 からなる 部隊と、 同様な 任務に 当たる こと がで きる。 

③  この 運用 構想を 踏まえ、 中隊な どが、 最小限、 基本的な 戦術 行動を 行える よう 
に、 練 度を 維持す る。 このため、 即応 予備 自衛官を 年間 30 日の 訓練に 従事させる。 


〔導入 前の 体制〕 


即応 予備 自衛官 制度の 概要 （一例） 

〔導入 後の 体制〕 


即応 予備 自衛官の 導入 


師団 


師団 


普通科 連隊 


普通科 連隊 


普通科 連隊 


普通科 連隊 


3 平成 12 年度の 防衛 力 整備 
主要 事業 

(1)  基本 方針 

本年度は、 特に、 国民の 生命と 安全に かかわる 重要 事態に 対応し 得る 態勢を 整え 
るとの 留意 点が 加わった ことに 特徴が ある。 具体的には、 次のと おりで ある。 

見直し 後の 中期 防の 最終 年度と して、 引き続き 取得 改革を 進める ことな どに より、 
聖域な く 経費の 縮減を 行いつつ、 防衛 力 全体として 均衡の とれた 態勢の 維持、 整備 
を 図る。 その 際、 特に 以下の 点に 留意す る。 

①  防衛 大綱に 示された 新たな 防衛 力の 水準への 円滑な 移行に 配 意しつつ、 基幹 
部隊の 見直しを 行う。 

②  正面 装備は、 諸外国の 技術水準の 動向に 対応し 得る よう、 老朽 装備を 更新し、 
近代化を 進める こと を 基本に 整備す る。 

③  _ 衛隊の 維持 運営 及び 教育 訓練な どの 水準の 維持 向上を 図る。 また、 生活 関 
連 施設な どの 整備、 処遇 改善な ど 隊員の 士気を 保つ 施策を 進める とともに、 引 
き 続き、 各種の 事業 全般 にわた っ て 効率化と 合理化 を 図る。 

④  不審 船 事 案、 ゲリラ • コマン ドウ 攻撃、 NBC による 攻撃 や 災害な どに 有効に 
対応し 得る よう 装備 面、 訓練 面、 研究 面な どで 充実を 図る。 また、 弓 1 き 続き、 
安全保障 対話な どの 活動、 情報 収集 • 分析 体制 及び 指揮 通信 機能を 充実させる。 

(2)  主な 事業 内容 (資料 18、 19 参照） 

① 装備の 更新 及び 近代化 

• 陸上自衛隊 

99 式自走 155匪 りゅう 弾 砲の 導入に 伴い、 弾薬 補給に 使用す る 99 式 弾薬 給 弾 車 
を 新たに 整備す る。 引き続き、 99 


i ) 核、 生物、 化学。 

核 •生物 •化学物質 とい 
っ た、 大量破壊兵器に 関連 
する 物質の 総称。 一般に 
「NBC 兵器」 という 使い方を 
する。 


式自走 155mm り ゅう 弾 砲、 多 連 装 口 
ケッ トシス テム MLRS、 90 式 戦車、 

Multiple-Launch  Rocket  System 

観測へ リコ プタ  ー OH- 1 及び 88 式 


地 対 艦 誘導弾な どを 整備す る。 
た、 改良 ホークの 改善を 行う。 


ま 


ハ… へ.:'.:.- 
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第 2 節 防衛 力の 整備と 新た な 体制への 移行 


潜水艦 「みち しお」 の 進水式 


救難 捜索 機 MU- 2  ( 左） は U-125A  (右） に 更新 


• 海上 _衛隊 

補給 能力 や 医療 機能 などを 向上 さ 
せた 補給 艦 (AOE) を、 新たに 整備す 
る。 また、 引き続き、 護衛艦 (DD)、 
潜水艦 (SS)、 掃海艇 (MSC)、 ミ サイ 
ル艇 (PG) 、 哨戒へ リコ プ ター (SH-60 
J) な どを 整備す る とと も に、 不審 船 対 
処 関連 事業と して、 ミ サイ ル艇 (PG) 
の 整備に 当たり 速力な どの 向上を 図 
る。 

• 航空自衛隊 

新たに、 初等 練習機 (T-3) の 後継 
として 新 初等 練習機を 整備す る。 こ 
の ほか、 監視 能力を 向上させる ため 
早期警戒機 (E- 2  C) を 改善す る。 また、 
組織的に 戦闘す る 能力 及び 低 高度で 
高速 侵入す る 目標 に 対処す る 能力を 
向上させる ため、 地対空 誘導弾 （ぺ卜 
リオ ッ ト） の 改善を 行う。 

また、 引き続き、 支援 戦闘機 (F-2)、 
輸送へ リコ プ ター (CH-47J) 、 救難 捜 
索 機 (U-125A)、 救難ヘリコプター 
(UH-60J)、 中等 練習機 (T-4  )、 輸送 
機 • 救難 機 等 基本 操縦 練習機 CT400) 
などを 整備す る。 

② 情報 •指揮 通信 能力 

防衛 力 を 有機的 かつ 迅速に 運用で き 
るよう、 情報 収集 • 分析 体制を 整備し、 
指揮 通信 機能を 充実させる。 

情報に ついては、 情報 本部に 緊急- 


i ) ミ サイ ル 発射 や 不審 船の 
発見な どと いった、 緊急 性 
が 極めて 高い 情報 (緊急 情 
報) や 周辺国の 軍事的な 活動 
などに 関する 情報 (動態 情 
報） を 収集 • 処理 • 評価し、 
防衛庁の 所要の 部署に 連絡 
• 配布な どを 行う。 


動態 部 (仮称） を 新設 するとと もに、 情報 本部の 運用 態勢を 充実す るた めの 要員を 確 
保す る。 このほか、 弾道 ミサイル に関する 情報 機能を 強化す るた め、 固定 式 3 次元 
レー ダー 装置 (J/FPS-3) の 探知 追尾 精度な どを 向上させる。 

指揮 通信に ついては、 新たに、 経済 新生 特別 枠で コンピュータ •セキュリティ 基 
盤を 整備す る （  4 章 1 節 5 参照)。 

また、 引き続き、 新 中央 指揮 システム (NCCS) 、固定 式 3 次元 レーダー 装置 (J/FPS 
-4)、 防衛 統合 ディ ジタ ル 通信網 (IDDN) 及び 衛星通信 機能を 整備す る。 

Integrated  Defense  Digital  Network 
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防衛 出動を 始めと して 自衛隊が 行動す る 場合、 防衛庁長官が 情勢を 把握し、 意思決定を 行い、 命令を 伝達 
するとい う 一連の 活動が 行われます。 防衛庁は、 このような 場合で、 緊急に 対応し なければ ならない 際に、 
一連の 活動を 速く かつ 正確に 支援す るた めの システムに ついて、 昭和 50 年代に 検討し ました。 その 検討を 踏 
まえ、 中央 指揮 システムを 整備し、 1984( 昭和 59) 年度から 運用を 開始し ました。 この 中央 指揮 システムは、 
情報を 集約す る 機能、 命令を 伝達す る 機能から 構成され、 艦艇 や 航空機の 動きを 中央で 把握す る ことが 可能 
でした。 

こうした 情報 集約、 指揮 統制の 機能は、 人体に 例える と 中枢神経に 当たる といえ ます。 いくら 人員 や 装備 
を 持って いても、 速く かつ 正確に 情報を 集め、 命令な どを 伝えられなければ、 防衛 力を 効率よ く 機能させる 
ことは できません。 特に、 近年は、 自衛隊が 災害 派遣な ど 多様な 役割を 担う ことへの 期待が 高まる とともに、 
軍事 技術の 進歩に より、 戦況が 速く 展開す るよう になり ました。 このため、 より 速くより 正確に 情報を 受け 
取った 上で、 中央で 意思決定を 行い、 決定 事項を 部隊に 伝える といった、 情報 集約、 指揮 統制が 従来に も 増 
して 重要に なって きま した。 

このような 変化に 対応す るた め、 中枢神経の 働きを より 活性化 させよう というの が、 新 中央 指揮 システム 
のね らいです。 情報通信 分野での 技術 動向を 踏まえ、 情報 集約、 指揮 統制の 機能を より 高める ため、 96( 平成 
8) 年度から 整備に 着手し、 本年度 末から 市ヶ 谷地 区に おいて 本格 運用す る 予定です。 

この 新 システムは、 旧 システム に比べ、 情報の 集約を 行う 能力が 大きく 向上す る ほか、 事態への 対処 計画 
や 部隊の 状況を 分かりやすく 表示す る こと も 可能と なりました。 また、 首相官邸 や 関係 省庁と も 通信を する 
ことが 可能です。 （5 章 2 節 コラム 参照） 


新 中央 指揮 システムの 概要 


中央 指揮所 


為;‘  I  今 


関係 機関 等 


新庁舎に おける 新 中央 指揮 システム (NCCS) の 整備 
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第 2 節 防衛 力の 整備と 新たな 体制への 移行 


③  教育 訓練 (本章 3 節 2 参照） 

国際化に 対応す るた め、 引き続き、 留学生の 派遣 •受け入れの 充実、 平素からの 
語学 教育の 充実 • 強化、 国際 平和協力 業務な どに 関する 教育 訓練の 充実な どを 行う。 

また、 装備 品の 高度 化に 対応した 教育 訓練の ため、 新たに、 新 野戦特科 射撃 指揮 
装置 OFADAC) の 整備 修理 実習 用 教材、 輸送 用 エア クッシ ョ ン艇 (LCAC) 訓練 装置、 
F-2 用 フライト • シミュレーター などの 教育 器材を 整備す る。 

さらに、 部隊の 練 度の 維持 向上を 図る ため、 引き続き、 各種の 訓練 や 演習な どを 
行う 0 なお、 ゲリラ • コマン ドウ 攻撃に 備え、 新たに、 我が国の 沿岸 部な どを 警備 
地区に 持つ 部隊を 対象に 警戒 監視 や 現地 偵察の 訓練を 行う。 

④  隊員 施策 


i ) 駐屯地 や 基地 内に ある 隊 
員の 居住 施設。 


ii ) 駐屯地 や 基地の 外に ある 
結婚して いる 隊員な どの 居 
住 施設。 

Hi) 海上 警備 行動 時に おいて 
不審！^ の 武装解除 • 無力 化 
を 行うた め 海上自衛隊の 部 
隊 として 新 編され る 特別 警 
備隊の 隊員に 対して 支給す 
る 手当。 

iv) 自衛隊の 任務 達成に 貢献 
した 隊員に 与えられる 賞詞 
に 添えて 授与され る。 公式 
の 場で 着用す る もので、 そ 
の 功績を 顕彰し、 隊員の 士 
気 高揚を 図る。 


隊員の 高い 士気を 保つ ため、 生活 関連 施設の 整備 や 諸手 当の 改善な どを 通じて 処 
遇 改善の 施策を 進める。 生活 関連 施設に ついては、 隊 舎の 新設 や 改修を 行う。 また、 
宿舎の 新設 や 建て替え、 古く なった 宿舎の 改修な どを 進める。 さらに、 隊員の 勤務 
環境を 改善す るた め、 警衛 所、 消防 所な どの 老朽 施設を 優先して 建て替え などを 進 
める。 このほか、 特別 警備隊 員 手当の 新設、 危険 航空 作業 手当の 支給 範囲の 拡大、 
防衛 功労 章の 授与 範囲の 拡大な どを 行う。 
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1 2 師団の 旅団への 改編の 概要 


師団 


師団 司令部 • 付隊 


3 個 普通科 連隊 


縮 


縮小 


> 

> 


戦車 大隊 


飛行隊 

(観測 ヘリ 8 機） 


4 個 連隊 化 

~ " x> 


廃 


空中機動 
性の 確保 


⑤  研究開発 

平成 12 年度に 新たに 開発に 着手す る 代表的な ものは、 次のと おりで ある。 

• 陸上自衛隊の 方面隊 や 師団に おいて、 敵の 通信 電子 活動を 妨害す るた めに 使う 新 
通信 電子 妨害 システム 

• 高速 化. ステルス 化された 対 艦 誘導弾 や 航空機を 撃ち落とす ために、 護衛艦に 装 
備 されて いる 76mni 砲の 砲弾を 最適な 位置で 作動させる ための 信管 

⑥  組織の 改編な ど (本節 2 参照） 

陸上自衛隊は、 新たな 体制に 移行す るた 

め、 第 12 師団を 空中機動 性を 高めた 旅団に 
改編す る。 これに 伴い、 ヘリコプターを 増 
やし、 我が国の 防衛に 加え 大規模 災害、 山 
林 火災な どの 多様な 事態に も 軽快 かつ 機敏 
に 対応す る。 一方、 編成 定数を 約 7,  000 人 か 
ら約 4,  000 人に 減らす とともに、 即応 予備 自 
衛官約 500 名を 導入す る。 

また、 従来、 各 学校な どで 個別に 行われ 
ていた 運用 や 装備な どの 研究に ついては、 

その 部門 • 要員を 集約 • 一元化し 研究 本部 
を 新設す る。 

海上自衛隊は、 新たな 体制に 移行す るた 
め、 固定 翼 哨戒機 部隊 1 個 航空隊を 廃止す 
る 0 

他方、 舞 鶴 飛行場 (仮称) の 施設 整備の 進展に 伴い、 第 21 航空 群 (館 山） を 改編し、 
第 123 航空隊 舞 鶴 航空 分遣隊な どを 新 編す る。 さらに、 海上 警備 行動 時に おいて 不審 
船の 武装解除 • 無力 化を 行うた め 特別 警備隊を 新 編す る。 

航空自衛隊は、 新たな 体制に 移行す るた め、 要撃戦闘機 部隊 1 個 飛行隊を 廃止す 
る。 他方、 情報 機能を 強化す るた め、 主な 作戦 情報部 門を 整理 •統合して 作戦 情報 
隊を新 編す る。 

また、 前に 述べた とおり、 情報 本部に 緊急 •動態 部 (仮称） を 新設す る。 

⑦  衛生 及び 航空 安全 

引き続き、 S 衛隊 病院な どに 医療 器材を 整備 するとと もに、 着陸 誘導 装置の 更新 
など、 各種の 航空 安全 施策を 進める。 


特科 連隊な ど 


後方 支援 連隊 


縮 


縮小 


体制を 変換 


> 

> 


旅団 


旅団 司令部 • 付隊 


4 個 普通科 連隊 (軽) 


ヘリ コプタ ー隊 
(輸送機、 多 用途 機 
含む 20 機） 


特科隊 など 


後方 支援 隊 


(注） このほか、 高 機動 車、 近距離 地対空 誘導弾を 導入す るな どして 装備を 近代化。 
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第 2 節  防衛 力の 整備と 新たな 体制への 移行 


⑧ 重要 事態への 対応 （4 章 1 節 参照） 

不審 船 対処の ため、 前述のと おり 特別 警備隊を 新 編す る とともに、 ミ サイ ル艇 (PG) 
の 整備に 当たり 速力な どの 向上を 図る。 また、 ゲリラ. コマン ドウ 攻撃 対処の ため、 
訓練 シミ ユ レーターの 整備 や 米陸軍に おける 研修な どを 行う。 NBC 対処の ためには、 
部外 有識者を 中心と した 会議の 開催、 陸上自衛隊 研究 本部に 特殊 武器 研究官を 置き 
研究 体制を 整える ことな どを 進める。 


i)  自衛隊の 行動に 関係 ある 
地理 及び これらに 関連す る 
地域 研究の 成果。 

ii)  我が国に おいては、 海外 
からの 帰国 者を 除いて 熱帯 
病に かかる ことは ない。 国 
際 緊急 医療 援助 活動な どで 
診療 • 治療に 当たる ため、 
医療技術 や 健康管理 につい 
て 海外で 研修を 行う。 


(単位 

600 


0 


在外邦人 などの 輸送 任務に 対応す るた め、 通信 器材 や 防弾 チョ ッキ などを 整備す 
ると ともに、 訓練な どを 行う。 

災害 派遣 対策と しては、 トラック、 小型 ドーザ、 野外 炊 具な ど 災害 派遣に 活用で 
き る 装備 品の 取得に 努める とともに、 各種の 災害に 対処す る 訓練の ための 経費を 計 
上す る。 

また、 弾道 ミサイル防衛に ついては、 昨年度に 続き、 日米 共同 技術 研究を 行う。 
このほか、 国際 緊急 援助 活動 及び 国際 平和協力 業務の ため、 地図 や 地誌を 整備し 
たり、 熱帯 医学の 研修 •研究な どを 行う。 

⑨ 安全保障 対話の 充実 及び 軍備管理 などに 対す 
る 協力 （4 章 2 節 3、 4 参照） 

初めて、 我が国で、 太平洋 地域 陸軍 管理 セミナ 
一 (PAMS) を 開催 (米 太平洋 陸軍と 共催) する。 また、 
引き続き、 アジア •太平洋 地域 防衛 当局者 フォー 


「安全保障 対話の 充実 等」 関連 予算 額の 推移 

: 百万 円） 


□ 政策 的 交流 
□ 学術 的 交流 
□ その他 
□ 軍備管理 等 


平成 7 


iii) 米国と 参加国の 持ち回り 
共催に より、 アジア 太平洋 
地域の 各国 陸軍が 地上 部隊 
を 育成す るた めの 効率的で 
経済的な 管理 技法に 関して 
情報 交換を 行う 場で ある。 
1993( 平成 5) 年の 第 17 回よ 
り 参加して いる。 本年は、 
24 回目で、 初めて 日本で 開 
催す る。 
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11  12  (年度） 


ラムな どの 各種の 政策 的 交流 や 学術 的 交流を 行う。 
さらに、 ミ サイ ル 輸出 管理 レジー ム （MTCR) 会合へ 
の 参加な どを 行う ほか、 外国人 留学生 施設の 建設、 
外国人 留学生に 対する 給付金の 支給な どを 行う。 

⑩ その他 

中期 防の 検討 課題であった 空中給油 機能に 関す 
る 運用 研究、 輸送機 (C- 1 ) 及び 固定 翼 哨戒機 (P- 3 
C) の 後継 機の 検討に 役立てる ための 調査 研究を 行う。 

昨年に 続き、 防衛 調達に 関する 改革を 進める ため、 防衛 調達 適正 化 事業、 調達 機 
構 改革、 再 就職に 関する 施策を 充実させる。 具体的には、 防衛 装備 品の 調達を 適正 
に 行うた めの 事業と して、 部外 有識者に よる チェック 体制を 整える とともに、 契約 
企業の 調査な どを 行う。 また、 企業の 経理 処理に ついて 検証で きる ようにし、 原価 
計算 処理を 改善す るな どして、 業務 体制の 強化な どを 行う。 （調達 機構改革 について 
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は 5 章 4 節 2 を、 再 就職 関係に ついては、 本章 3 節 1 及び 5 章 4 節 2 を 参照） 
このほか、 原則として、 平成 11 年度から 同 13 年度までの 3 年間で 装備 品な どの 単 
価を 10% 低減させる。 本年度は、 昨年度より 更に 3  % 単価を 引き下げる。 

また、 公正 審査 会 及び 自衛隊 離職者 就職 審査 会を 廃止し、 防衛 人事 審議会を 新設 
する ほか、 自衛隊 員 倫理 法の 成立に 伴い、 g 衛 隊員 倫理 審査 会を 新設す る。 

⑪ 防衛 施設 関連 施策 

5 章 2 節、 3 節に おいて 記述す る。 

防衛 関係 費 

防衛 関係 費は、 _ 衛隊を 維持 運営す るた めの 経費の ほか、 防衛 施設 周辺の 生活環 
境の 整備、 在日米軍 駐留 支援、 安全保障 会議の 運営な どに 必要な 経費を 含んで いる。 

平成 12 年度の 防衛 関係 費は、 前に 述べた とおり、 中期 防の 最終 年度と して その 着 
実な 達成を 図り、 防衛 力 全体として 均衡の とれた 態勢を 維持、 整備す る こと、 また、 
引き続き、 取得 改革を 始めと する あらゆる 経費の 節減 努力を 行う ことを 基本と して 
いる。 この 際、 特に、 不審 船 事 案、 ゲリラ. コマン ドウ 攻撃、 NBC による 攻撃 や災 
害な ど 国民の 安全に かかわる 重要 事態に 適切に 対応し 得る 態勢を 整える ことに 配 意 
している。 平成 12 年度の 防衛 関係 費の 総額は、 4 兆 9,  218 億円、 対 前年度 17 億円の 増 
加 （沖縄に 関する 特別 行動 委員会 (SACO) 関係 経費を 除く。） と 引き続き 抑制され たも 
のと なって いるが、 前年度からの 増加は 3 年ぶりで ある。 

なお、 平成 12 年度 予算に おいては、 SACO 関係 経費に ついて 140 億円が 予算措置 さ 
れ ており 、これを 含めた 防衛 関係 費の 総額は、 対 前年度 比 0. 1% 増の 4 兆 9,  358 億円と 
なる。 

(資料 20、 21 参照) 

防衛 関係 費の 概要 


i  ) 昨年度と 本年度 合わせて 
契約 ベース （当年 度と 次年度 
以降の 金額を 合計した もの) 
で 約 510 億円 低減され た。 


ii) 沖縄県に 所在す る 米軍 施 
設 • 区域に 係る 諸 課題に 関 
し、 協議す る ことを 目的と 
して、 95( 平成 7) 年 11 月に 
設置され た 日米の 委員会。 


平成 12 年度 


防 

衛 関係 費 

49,218 億円 

49,358 億円 

対 前年度 伸 率 
対 G  D  P 比 
対 一般会計 比 

0.0% 

0.987% 

5.8% 

0.1  % 

0.989% 

5.8% 

後年 度 負担 額 
(うち 新規 分） 
(うち 既定 分） 

29,819 億円 
(17,51 8 億円) 
(12,301 億円） 

29,884 億円 
(17,537 億円) 
(12,347 億円） 

(注） 1 金額は 四捨五入 によるた め、 計と 符合し ない ことがある。 

2 左 欄は SACO 関係 経費を 除いた もの、 右 欄は 含んだ ものである。 
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第 2 節  防衛 力の 整備と 新た な 体制への 移行 


一般会計 歳出 （当初 予算） に 占める 主要 経費の 割合 
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平成 2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

ii 

12 

+ 社会保障 
関係 費 

公共事業 
関係 費 

-A- 文教 及び 
科学 振興 費 

+ 防衛 
関係 費 


(注） 防衛 関係 費のう ち 下段 （ ） 内は SACO 関係 経費を 含む 場合。 


(年度) 


i  ) 艦船 や 航空機な ど 主要な 
正面 装備の 調達、 宿舎な ど 
の 建設には 複数 年度に わた 
る ものが ある。 このため、 
最長 5 年間に わたる 製造な 
どの 契約を す るた め の 予算 
措置が 行われ、 当年 度の 予 
算で 支払われる 前金 以外は、 
後年 度 負担と なる。 これは、 
将来の 一定の 時期に 支払う 
ことを 契約 時に あらかじめ 
国が 約束した ものである。 
歳出 化 経費は、 この 支払い 
時期に 応じて 予算に 計上 さ 
れる 経費の ことで ある。 

ii) 代表的な ものは、 住宅 防 
音 事業の 経費。 


⑴ 防衛 関係 費の 内訳 

① 経費 別 内訳 

防衛 関係 費は、 隊員の 給与 や 食事の ための 「人 件 •糧食 費」 と、 装備 品の 修理 •整 
備、 油の 購入、 隊員の 教育 訓練、 装備 品の 調達な どのた めの 「物件費」 とに 大別され 
る。 更に 物件費は、 過去の 契約に 基づき 支払われる 「歳出 化 経費」 と、 その 年度の 契 
約に 基づき 支払われる 「一般 物件費」 とに 分けられる。 防衛庁では、 このような 分類 
の 仕方を 経費 別 分類と 呼んで いる。 この 分類に 基づき 平成 12 年度 予算を 表すと 次に 
示す 図表のと おりで ある。 

この グラフから も 分かる ように、 歳出 予算で 見た 防衛 関係 費は 人 件. 糧食 費と 歳 
出 化 経費と いう 義務的な 経費が 約 8 割を 占めて いる。 また、 一般 物件費に ついても、 
装備 品の 修理 や 教育 訓練に 要する 経費、 在日米軍 駐留 経費、 基地 対策 経費の ような、 
維持 的 又は 義務的な 経費が かなりの 部分を 占めて いる。 

平成 12 年度に ついては、 人 件 • 糧食 費が 定年退職 者の 増加な どに よって 前年度よ 
り 増加して いる。 また、 歳出 化 経費は 前年度より 減って いるが、 これは、 円高の 進 
行に よる 影響の ほか、 防衛 関係 費 全体が 抑制され る 中で、 自衛隊の 維持 運営に かか 
る 経費を 最小 限 確保す ると いう 観点から、 やむ を 得ず 630 億円の 繰延べ を 行う ことに 
よる ものである。 一般 物件費に ついては、 不審 船 事 案を 始めと する 重要 事態への 対 
応や新 中央 指揮 システム (NCCS) の 本格的な 運用 に 必要な 経費が 増 えた ことな どに よ 
って 前年度よ り 増加して いる。 


② 機関 別 内訳 及び 使途 別 内訳 


このほか、 平成 12 年度 防衛 関係 費を 陸 •海 •空 各 自衛隊、 防衛施設庁 などの 機関 
別、 人 件 •糧食 費、 装備 品等 購入 費な どの 使途 別に 分類す ると 次に 示す 図表のと お 
りで ある。 （資料 22 参照） 
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経費 別 内訳 


平成 1 2 年度 防衛 関係 費の 内訳 


一般 物件費 
19.0%  (9,373) 


人 件 • 糧食 費 
44.8%  (22,034) 


歳出 化 経費 
36.2%  (17,810) 


(注） 1 ( ) は 予算 額、 単位： 億円。 

2 このほか、 140 億円の SAC 〇関係 経費が ある。 


機関 別 内訳 

防衛施設庁 
11.9%  (5,851) 


その他 

5.0%  (2,465) 


(注） 1 ( ) は 予算 額、 単位： 億円。 

2 このほか、 140 億円の SACO 関係 経費が ある。 


使途 別 内訳 


人 件 • 糧食 費 

: 隊員の 給与、 食糧の 経費 

装備 品等 購入 費 : 

: 戦車、 艦船、 航空機な どの 購入 費 

維持費 等 

: 教育 訓練 費、 装備 品等の 維持費 
など 

基地 対策 経費 

: 基地 周辺 対策 費、 在日米軍 駐留 
経費な ど 

施設 整備 費 

: 飛行場、 隊舎 などの 整備 費 

研究開発 費 

: 装備 品等の 研究開発 費 

施設 整備 費 
3.4% 

基地 対策 経費 
11.1% 


研究開発 費 
2.4% 


その他 

1.6% 


人 件 • 糧食 費 
44.8% 


維持費 等 
18.1% 


装備 品等 購入 費 
18.6% 


(注） このほか、 140 億円の SACO 関係 経費が ある。 
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第 2 節 防衛 力の 整備と 新たな 体制への 移行 


(2) 各国との 比較 

各国の 国防費は、 それぞれの 社会経済 体制 や、 例えば 徴兵制を 採用して いるか 志 
願 制を 採用して いるかと いった 軍事 制度、 さらに、 予算 制度の 違いが あり、 一義的 
に 把握す る ことは できない。 また、 国際的に 統一され た 定義 もな く、 公表され てい 
る 国 防 費の 内訳 も 明ら かで ない 場合が 多い。 

さらに、 各国の 国防費の 比較に 際して は、 それぞれの 通貨 単位を 外国為替 相場の 
レートに より ドルに 換算す る ことが 一般的で あるが、 この 方法で 換算した 国防費は、 
必ずしも その 国の 物価水準に 照らした 価値を 正確に 反映す る ものとは ならない。 

以上の ような ことから、 我が国の 防衛 関係 費と 各国が 公表して いる 国防費 とを ド 
ル 換算した 上で、 単に 金額の みを 比較す る ことには 限界が ある。 

なお、 各国の 物価水準を 考慮した レートと しては、 各国に おいて どれ だけの 財 及 
び サービスを 購入し 得る かを 評価し た 購買力 平価が OECD (経済協力 開発 機構) によ っ 
て 公表され ている。 これを 用いて、 各国が 公表す る 国防費を あえて ドルに 換算 すれ 
ば、 下の 図表のと おりで ある （OECD が 公表して いる 購買力 平価に 関する データが 存 
在し ない ロシア、 中国を 除く。）。 （資料 23 参照） 

主要国の 国防費 [1998 年度] 


国名 

国防費 

1  (単位： 百万 ドル） 

1 人当たりの 国防費 
(単位： ドル） 

国防費の GDP に 
対する 比率 （％) 

き 

..  . 

日本  30,055 


米国  256,122 


237 

952 


英国 


33,697 


569 


2.6 


ドイツ I：  23,226 


283 


1.2 


フランス 


27,571 


469 


2.2 


(注） 1 国防費に ついては、 各国 予算 書、 国防 報告な どに よる もので あり、 ドル 換算に ついては 購買力 平価 
(OECD 公表） を 用いて いる。 

『1 ドル =1 64円 =0.660 ポンド =2.01 マルク =6.70 フラン』 

2 人口に ついては OECD 資料に よる。 GDP について は、 各国 資料に よる。 
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第 3 節 防衛 力を 形成す る 基盤 

一人 的 及び 物的な 基盤の 充実を 図る ために 一 

自衛 _ は、 我が国の 防衛 という 国家 存立に とって 最も 基本的な 役割を 担う 専門の 
組織で あり、 そのために 必要な 各種の 機能を 備えた 様々 な 部隊、 機関な どで 構成 さ 
れ ている。 自衛隊が 任務を 有効に 遂行す るた め、 人的 及び 物的な 基盤を 整える こと 
が 重要で ある。 

自衛隊の 隊員は、 その 職務の 特殊性な どから、 採用 形態 や 処遇な どに おいて 一般 
の 公務員とは 異なる 特徴を 持つ。 人的 基盤を 充実させる ため、 こうした 特徴を 反映 
した 人事 施策を 行う 必要が ある。 また、 組織を 効率的に 運営し、 多様な 任務を 遂行 
し 得る よう、 隊員 一人ひとりが、 日々 の 教育 訓練な どを 通じて 自らを 鍛練し 知識 • 
技能を 修得して 向上させる ことな どが、 人的な 基盤の 充実を 図る 上で 不可欠で ある。 

さらに、 軍事 科学技術の 進歩に 応じて 装備の 性能を 高め、 任務 遂行に 必要な 数量 
を 確保す る という 物的な 基盤の 充実 も、 自衛隊 という 実力 組織を 形成す る 上で 重要 
である。 

本節では、 自衛隊の 組織と 人、 日々 の 教育 訓練に ついて、 また、 装備を 供給す る 
基盤で ある 防衛 生産 • 技術 基盤を 維持す る 重要性に ついて 説明す る。 


i)  防衛庁と § 衛隊 は、 共に 
同一の 防衛 行政 組織で ある。 

防衛庁と いった 場合には、 
これを、 陸. 海 •空 各 自衛 
隊を 管理 • 運営す る ことな 
どを 任務と する 行政 組織の 
面を とらえて いるのに 対し、 
自衛隊と いった 場合には、 
我が国の 防衛な どを 任務と 
する、 部隊 行動を 行う 実力 
組織の 面を とらえて いる。 

ii)  自衛隊 員は、 自衛隊 法に 
定められた 防衛 出動な どの 
任務に 当たる 必要が ある こ 
とから、 国家公務員法 第 2 
条 において 特別職の 国家 公 
務 員と 位置付けられ、 一般 
職 公務員とは 独立した 人事 
管理が 行われて いる。 


1 自衛隊の 組織と 人 

自衛隊の 組織 

自衛隊は、 我が国の 防衛と いう 任務を 全うする ため、 実力 組織で ある 陸 •海 •空 
各 自衛隊 (巻末 「陸 •海. 空 各 自衛隊の 編成」、 「主要 部隊な どの 所在地」 参照） を 中心 
に、 防衛 大学 校、 防衛 医科大学 校、 防衛 研究所、 技術 研究 本部、 調達 実施 本部、 防 
衛 施設 庁な ど、 様々 な 組織で 構成され ている。 

防衛庁長官は、 内閣総理大臣の 指揮 監督を 受け、 自衛隊の 隊務を 統括す る。 この 
長官を 補佐す る 機関と して、 内部 部局、 陸 •海 • 空 各 幕僚 監部 及び 統合幕僚会議が 
置かれて いる。 内部 部局は、 自衛隊の 業務の 基本的 事項を 担当す る。 各 幕僚 監 部は、 
各 自衛隊の 隊務 に関する スタッフ 機関で あり、 陸 •海 •空 各 幕僚長は、 各 自衛隊の 
隊務 に関する 最高の 専門的 助言者と して 長官を 補佐す る。 また、 統合幕僚会議は、 
統合幕僚会議 議長 並びに 陸 •海. 空 各 幕僚長を もって 組織され、 出動 時 及び 大規模 
災害な ど 出動 時 以外で 統合 運用が 必要な 場合に、 自衛隊に 対する 指揮 命令の 基本 及 
び 統合 調整、 統合 部隊の 運用な どに ついて 長官を 補佐す る （2 章 1 節 3 参照)。 なお、 
同 会議には、 事務局、 情報 本部 及び 統合 幕僚 学校が 置かれて いる。 

なお、 中央 省庁 等 改革に ついては、 来年 1 月に 新たな 体制への 移行を 開始す る予 
定 であり、 防衛庁の 主な 組織 改編は 次 ペー ジ 下の 図表の とおりで ある。 


iii)  防衛 出動 時 及び 治安 出動 
時 0 

iv)  各種の 情報を 集約の 上、 
総合的に 処理 • 分析して、 
国際 軍事 情勢な どの 自衛隊 
全般を 通じて 必要と される 
情報な どを 作成し、 防衛庁 
の 関係 機関に 提供して おり、 
いわば、 庁の 中央 情報 組織 
として 機能して いる。 
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長 

官 

官 

房 


第 3 節 防衛 力を 形成す る 基盤 


防衛庁の 組織 図 


内部 部局） 
官房長 • 局長 


閣 


内閣総理大臣 


安全保障 会議 


防衛庁長官 

(国務大臣） 


総括 政務次官 


政務次官 


参事官 


事務次官 


防衛施設庁 


中央 省庁 等 改革に 関連した 防衛庁の 組織 改編 (平成 1 3 年 1 月 予定） 


【現行】 


【改編 後】 


内部 部局 （1 官房 5 局） 

長官 官房 
防衛 局 
運用 局 
人事 教育 局 

経理 局 - 

装備 局 - 


調達 実施 本部 

原価計算 部門 （6 課)- 
契約 部門 （14課1室）- 


中央 省庁 等 改革の 方針 
内部 部局の 官房 • 局の 数の 削減。 
予算 要求から 最終的な 防衛 装備 
品の 納入までの 調達 面に おける 
一貫性と 統一 性の 確保。 


内部 部局 （1 官房 4 局） 

長官 官房 
防衛 局 
運用 局 
人事 教育 局 
管理局 


原価計算 部 (1 課 5 官） 


原価計算 部門と 契約 部門の 相互 
けん 制を 十分に 機能させる。 


契約 本部 

— ►契約 部門 （14 課 1 室） 


装 

備 

局 


(注） 駐留軍 等 労務者の 労務管理 等 事務の 一部。 


；  独立 行政法 人 

(14 年 4 月〜） 


公正 審査 会 


防衛 調達の 透明性と 公正 性を 向 一 
上。 部外 有職者を 活用。 

> 防衛 調達 審議会 

• 中央 省庁 等 改革の 方針 
審議会の 整理 統合化の 推進。 

> 防衛 人事 審議会 

防 M 力 也百 又 庁 
労務 部 一 
防衛 施設 局 • 


• 中央 省庁 等 改革の 方針 
政策の 実施に 関係す る 国の 事務 
事業は 独立 行政法 人を 活用。 


防衛施設庁 

■►労務 部 
— ►防衛 施設 局 


陸上 幕僚長 


陸上 幕僚 監部 


海上 幕僚長 


海上 幕僚 監部 


航空 幕僚長 
航空 幕僚 監部 


統合幕僚会議 議長 

統合幕僚会議 

自衛隊 離職者 就職 審査 会 


防 

衛 

局 


経理 局 


人事 教育 局 


運用  


共 

同 

機 

関 

JZ 

JL 

1 

i 

衛 

隊 

体 

育 

学 

校 

自 

衛 

隊 

中 

央 

病 

院 

自 

衛 

隊 

地 

区 

病 

院 

自 

衛 

隊 

地 

方 

連 

絡 

部 

■一  ••二 

航空自衛隊の 部隊 及び 機関 


海上自衛隊 G 部隊 及び 機関 


陸上自衛隊の 部隊 及び 機関 


自 霞麗蠢 職 審査 会 


統合 幕僚 学校 


情報 本部 


事務局 


no 


防衛庁の 組織の 概要 


組  織 

概  要 

陸上自衛隊 

(巻末の 「主要 部隊な ど 
の 所在地」 参照） 

◦方面隊し だん りょだん 

•複数の 師団、 旅団 やその 他の 直轄 部隊 （施設 団、 高射特科 群な ど） を もって 編成。 

•  5 個 方面隊 あり、 それぞれ 主と して 担当す る 方面の 防衛に 当たる。 

〇 師団 及び 旅団 

戦闘 部隊と 戦闘 部隊に 対 し 後方 支援を 行う 後方 支援 部隊な どで 編成。 

海上自衛隊 （同上） 

〇 自衛 艦隊 

•護衛 艦隊、 航空 集団 （固定 翼 哨戒機 部隊な どから なる。）、 潜水艦 艦隊な どを 基幹 
と して 編成。 

•主と して 機動 運用に よって 日本 周辺 海域の 防衛に 当たる。 

〇 地方 隊 

5 個の 地方 隊が あり、 主と して 自衛 艦隊の 支援 及び 担当 区域の 警備に 当たる。 

航空自衛隊 （同上） 

◦舟 产扣 総隊 

•  3 個の 航空 方面隊 及び 南西 航空 混成団 をもっ て 編成。 

• 主と して 全般的な 防空 任務に 当たる。 

〇 航空 方面隊 

航空 団 （戦闘機 部隊な どから なる。）、 航空 警戒 管制 団 （航空 警戒 管制 部隊から なる。） 
及び 高 射 群 （地対空 誘導弾 部隊から なる。） を 基幹と して 編成。 

防衛 大学 校 
(神奈川県 横須賀 市） 

〇 将来の 幹部 自衛官を 育成す るた め の 機関 
一般の 大学 と 同じく 大学 設置 基準に 準拠 した 教育を 行う ほか、 将来の 幹部 自 衛官を 
育成す るた め の 教育 訓練 を 行う。 

〇 一般 大学の 博士課程に 相当す る 理工 学 研究科 （前期 及び 後期 課程） 及び 修士課程に 相当 
する 安全保障 研究科を 設置。 

高度の 知識 及び 研究 能力を 修得 させる ため の 教育 訓練 を 行う。 

防衛 医科大学 校 
(埼玉県 所 沢 市） 

〇 将来の 医師た る 幹部 自 衛官 を 育成す るた め の 機関 
一般の 大学 と 同じく 大学 設置 基準 に 準拠 した 教育を 行う ほか、 将来の 医師た る 幹部 
自衛官を 育成す るた めの 教育 訓練を 行う。 

〇 一般 大学の 博士課程に 相当す る 医学 研究科を 設置。 

高度の 知識 及び 研究 能力を 修得 させる ため の 教育 訓練 を 行う。 

防衛 研究所 
(東京都 目 黒 区） 

〇 防衛庁の いわば シンクタンクに 当たる 機関 

•自 衛隊の 管理 およ び 運営に 関する 基本的 事項の 調査 研究 を 行う。 

• 戦史に 関する 調査 研究 及び 戦史の 編纂を 行う。 

• 幹部 自 衛官そ の 他の 幹部 職員の 教育な どを 行う。 

• 付設の 図書館では、 歴史的に 価値の ある 書籍 や 資料な どを 管理。 

技術 研究 本部 
(東京都 新 宿 区） 

〇 装備に 関 する 研究開発を 一元的に 行う 機関 

•各自 衛隊の 運用 上の 要求な ど に 応じ て 研究開発 を 行う。 

•対象と なる 分野は、 各 自衛隊が 使用す る 火器 •車両、 船舶、 航空機を 始めと して 
被服 や 食料に 至る ま で 幅広い。 

調達 実施 本部 
(東京都 新 宿 区） 

〇自 衛隊の 任務 遂行に 必要 な 装備 品な ど の 調達を 一元的に 行う 機関 

•必要な 装備 品な どとは、 火器 •弾薬、 燃料、 誘導 武器、 船舶、 航空機、 車両な ど。 

• 防衛費 全体の 約 3 割に 相当す る 予算 額を 執行す る。 

〇 本部と 地方 機関 である 五つの 支部 で 構成。 

防衛施設庁 
(東京都 新 宿 区） 

〇 自衛隊 施設 や 在日米軍 施設 •区域の 取得、 財産 管理、 建設 事務 及び 周辺 対策、 在日 
米軍に 勤務す る 日本人 従業員の 労務管理、 在日米軍の 違法な 行為に より 生ずる 損害 
の 賠償な どの 事務 を 行う 機関 
〇 本庁と 地方 支 分 部局 である 八 つの 防衛 施設 局 で 構成。 
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防衛庁 職員の 内訳 


(2000.3.31 現在の 定員) 


防衛庁長官 

総括 政務次官 

政務次官 

事務次官 

定 

口 

参事官 等 

279 人 

特 

別 

職 

事務官 等 

24,359 人 

防 

衛 

庁 

職 

員 

衛 

隊 

の 

隊 

自衛官 

165,737 人 

即応 予備 自衛官 

4,372 人 

口 

定 

予備 自衛官 

47,900 人 

舜 

防衛 大学 校 学生 

防衛 医科大学 校 学生 

非常勤 職員 

般 

定員 内 

事務官 等 

89 人 

職 

定員 外 

非常勤 職員 

自衛官の 階級と 定年 年齢 


階  級 

陸将 • 海将 • 空将 

陸将 補 • 海将 補 • 空将 補 

1 等 陸 佐 *1 等 海 佐 等 空佐 

2 等 陸 佐 •  2 等 海 佐 •  2 等 空佐 

3 等 陸 佐 •  3 等 海 佐.  3 等 空佐 

1 等 陸 尉 • 1 等 海 尉 • 1 等 空尉 

2 等 陸 尉 •  2 等 海 尉 •  2 等 空尉 

3 等 陸 尉 •  3 等 海 尉 •  3 等 空尉 

准 陸 尉 • 准 海 尉 • 准 空尉 

陸曹 長 • 海曹 長 • 空曹 長 

1 等 陸曹 • 1 等 海曹 • 1 等 空曹 

2 等 陸曹 •  2 等 海曹 ♦  2 等 空曹 

3 等 陸曹 •  3 等 海曹 •  3 等 空曹 

陸 士長 • 海 士長 • 空 士長 

1 等 陸 士  • 1 等 海 士  • 1 等空士 

2 等 陸 士  •  2 等 海 士  •  2 等空士 

3 等 陸 士  •  3 等 海 士  •  3 等空士 

略 


定年 年齢 


60 歳 


56 歳 


55 歳 


54 歳 


53 歳 


(注） 1 統合幕僚会議 議長の 定年 年齢は 62 歳。 

2 医師、 歯科医師 及び 薬剤師で ある 自衛官 並びに 音楽な どの 
職務に 携わる 自衛官の 定年 年齢は 別に 定め られ ている。 


自衛隊の 隊員 

自衛隊 員は、 左 図の ように 自衛官、 即応 予備 _ 衛官、 予備 
自衛官と 事務官、 技官、 教官な どに 分けられる。 

0) 自衛官 (資料 24 参照） 

①  採用な ど 

自衛官は、 個人の 自 由 意思に 基づき 入隊す る という 志願 制 
度の 下で、 幹部 候補生、 曹 候補者 又は、 2 等 陸. 海. 空士な 
どと して 採用され る （資料 25 参照)。 自衛官の 募集 業務の 特色 
は、 地方公共団体 などの 協力の 下、 全 都道府県に 配置され て 
いる 自衛隊 地方 連絡 部と いう 組織が 行って いる こ とに ある （合 
計 50 か 所 (北海道の み 4 か 所)）。 自衛官は、 採用 後、 教育 訓練 
などに よって 職務の 遂行に 必要な 知識 や 技能を 向上 させな け 
れ ばなら ない。 また、 勤務実績、 功労に 基づく 選考 や 試験を 
通じて、 上位の 階級に 昇任す る 道が 開かれて いる 点 も 特色の 
一つで ある。 

自衛官の 任用 制度で、 一般の 公務員と 比べ 大きく 異なって 
いる 点は、 r 若年 定年制」 と 「任期 制」 という 制度が とられて い 
る ことで ある。 「若年 定年制」 は、 一般の 公務員より 若い 年齢 
で 退職す る 制度で ある。 「任期 制」 は、 2 年 又は 3 年と いう 期 
間を 区切って 任用す る 制度で あり、 土の 多く が この 制度で 採 
用され ている。 これらは、 自衛隊の 精強 さを 保つ ために 設け 
られ ている ものであるが、 隊員は、 退職 後の 生活 基盤 確保の 
ため、 再 就職す る ことが 必要で あり、 施策を 講ずる 必要が あ 
る （本 項④ 参照)。 

②  給与 

自衛隊が、 その 任務を 果たす ため 対応すべき 事態は、 昼夜 
の 別な く 起こる もので あり、 隊員は、 いつでも 職務に 従事す 
る ことので きる 態勢に なければ ならない。 特に、 自衛官の 職 
務の 内容は、 各種の 作戦を 行うた めに 航空機に 搭乗す る、 長 
期間 艦艇 や 潜水艦に 乗り組む、 落下傘で 降下す るな ど、 厳し 
い 側面が ある。 

このため、 防衛庁は、 隊員が 誇りを 持ち 安心して 職務に 従 
事で きる よう、 一般職 国家公務員と 均衡が とれ、 かつ、 職務 
の 特殊性を 考慮した 俸給と 諸手 当を 支給して いる。 また、 被 
服の 支給 や 貸与、 基地 や 駐屯地の 中に 住んで いる 曹士 自衛官 
などに 対して 食事の 支給を 行う とともに、 公務 若しくは 通勤 
によらないで 負傷し、 又は 病気に かかった 場合に おいても 療 
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〈階級〉 


将 

W 注 1) 
3 尉 


幹 


部 


士長 

1  士 

2  士 

3  士 


H  ft 

高 

中学校な ど 


▼ 


養の 給付な どを 受けられる 制度  自 衛官の 任用 制度の 概要 

を 備えて いる。 

③  生活環境 

隊舎や 艦艇は、 曹士 自衛官 や 
艦艇 乗組員 に とって 日 常 生活の 
場で も ある。 したがって、 その 
生活環境を 整備 • 充実させる こ 
とが 重要で ある。 そこで、 住み 
やすくす るた め、 隊舎や 宿舎の 
新設 や 建て替えを 進める とと も 
に、 艦艇の 生活環境の 改善に も 
努めてい る。 また、 隊員の 福利 
厚生の 充実を 図る ために、 談話 
室、 図書室、 各種 売店な どを 備 
えた 厚生 センターの 整備な ども 
行って いる。 

④  就職 援護 

自衛隊は、 前述のと おり、 精 
強さを 保つ ため、 若年 定年制 及 
び 任期 制 という 任用 制度を とっ 
ている。 このため、 若年 定年制 
の 自衛官は、 50 代 半ば 以前と い 
う 一般の 公務員より 若年での 退 
職を 余儀なく されて おり、 その 
多く は 退職 後の 生活 基盤の 確保 
などの ため 再 就職を 必要 として 

いる。 また、 任期満了 により 若く して 退職す る 任期 制の 自衛官 も、 その後の 長い 人 
生の 生計を 維持す る 上で 再 就職が 必要で ある。 （資料 26 参照） 

防衛庁は、 人事 面に おける 最 重要事項の 一つと して、 退職す る 自衛官への 再 就職 
援護の ための 様々 な 施策を 講じて いる。 

具体的には、 退職 予定 隊員に 対して、 社会に おいて 有用な 技能を 身に 付ける 訓練 
を 行う とともに、 再 就職に 当たっての 心構え や 再 就職に 必要な 知識な どを 教育して 
いる 0 

このよう な 就職 援護 施策は、 隊員が 安心して 職務に 励んで い くこと や 各 部隊の 士 
気を 高め、 優れた 資質の 若者の 入隊を 促進す るた めに も 重要で ある。 

また、 若年 定年で 退職す る 自衛官は、 昨年度 約 3,  300 人であった が、 今後 も 厳しい 
雇用 情勢が 続く 中、 ほぼ 倍増す ると 見込まれる。 


幹 


甫 生 


般 

学 

な 

ど 


4k  A 


¥ 


等 


学 


校 


な 


ど 


(注） 1 幹部の 階級は、 将、 将補、 1 佐、 2 佐、 3 佐、 1 尉、 2 尉、 3 尉に 区分。 
2 医科歯科 幹部 候補生は、 医師、 歯科医師 国家試験に 合格し、 所定の 教育 
訓練を 修了 すれば、 2 尉に 昇任。 

3 通信教育 などに より、 生徒 教育 3 年 終了 時には 高等学校 卒業 資格を 取得 
可能。 

4 看護婦 国家試験に 合格 すれば、 2 曹に 昇任。 

5  採用試験、 試験 又は 選考 


部 候 辛 


防 

防 

衛 

医 

衛 

科 

大 

大 

学 

学 

校 

校 

心 

(注 3)  (注 4) 


任 

苗 

_ 

期 

般 

制 

候 

曹 

衛 

官 

補 

候 

補 

士 

学 

生 

陸曹 航空 
操縦 学生 


航空学 生 (海 •空) 


看護学 生 (陸) 
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就職 補導 教育 (企業合同 説明 会) 


このような 退職 多数 期を 迎える に 当たり、 就職 援護 施 
策の 一層の 充実を 図る 必要が ある ことから、 各 自衛隊な 
どが 有する 雇用 情報の ネッ ト ワーク 化を 進める ほか、 職 
業 訓練 課目な どを 充実 させて 求職 希望者の 資質の 向上を 
図るな どの 施策を 推進して いると ころで ある。 

⑵ 即応 予備 自衛官 及び 予備 自衛官 

① 即応 予備 自衛官 

陸上自衛隊に 導入され ている 即応 予備 自衛官は、 退職 
した 自衛官の うち 志願す る 者から 選考され、 本年 3 月末 
現在、 約 3,400 名が 採用され ている。 即応 予備 自衛官は、 
平素は 別の 職業に 従事して いるが、 必要と される 練 度を 保つ ため、 個人と しての 訓 
練と 中隊 以下の 部隊 訓練を 合わせた 年間 30 日の 訓練を 行う。 これらの 訓練は、 即応 
予備 自衛官が 訓練に 出頭し やすいよう、 年間 数回に 分けて 行って いる。 

即応 予備 自衛官に 対しては、 防衛 招集な どに 応じる 義務を 負う 対価と して 即応 予 
備 自衛官 手当が、 訓練 招集に 応じ 訓練に 従事す る 対価と して 訓練 招集 手当が 支給 さ 
れ る。 また、 一任 期 3 年間に わたり、 良好な 成績で 勤務した 者には、 勤続 報奨金が 


再 就職 援護の ための 主な 施策 


区  分 

内  容 

職業 適性検査 

適性に 応じ た 進路指導な どを 行うた めの 検査。 

技能 訓練 

退職 後、 社会に おいて 通用す る 技能を 付与 （大型 特殊 自動車、 情報処理 技術、 
クレーン、 自動車 整備、 ボイラー、 危険物 取扱な ど）。 

自動車 操縦 訓練 

大型 自動車 免許を 取得で きる よう 内部の 施設で 実施。 

業務 管理 教育 

定年退職 予定の 自 衛官 に 対 し 社会への 適応性 を 啓発 するとと もに、 再 就職 及び 
退職 後の 生活の 安定 を 図る ため に 必要な 知識を 付与。 

就職 補導 教育 

任期満了 退職 予定の 自衛官に 対し、 職業 選択の 知識 及び 再 就職に 当たっての 心 
構えを 付与。 

通信教育 

定年退職 予定の 自衛官に 対し 公的 資格を 取得し 得る 能力を 付与 （社会保険 労務 
士、 衛生管理 者、 宅地 建物 取引 主任な ど）。 
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支給され る。 

② 予備 自衛官 

予備 自衛官 制度は、 自衛隊の 実力を 急速 かつ 計画 
的に 確保す る ことを 目的と している。 予備 自衛官は、 

退職した 自衛官の うち 志願す る 者から 選考され、 昨 
年度 末 現在、 陸 •海. 空 各 _ 衛隊 合わせて 約 4 万 6,  000 
名が 採用され ている。 予備 自衛官は、 防衛 招集され 
た 場合には、 自衛官と なり、 後方の 警備、 後方 支援、 

基地の 警備な どの 要員と して 勤務す る。 この 必要性 
を 満たす ため、 予備 自衛官は、 平素は 別の 職業に 従 
事して いるが、 休暇な どを 利用して、 毎年 短期間の 
訓練 招集に 応じ、 練 度の 維持に 努めてい る。 なお、 予備 自衛官に 対しては、 予備 自 
衛官 手当 及び 訓練 招集 手当が 支給され る。 

(3) 事務官、 技官、 教官な ど 

事務官、 技官、 教官な どは、 防衛庁 全体で 約 2 万 5,  000 名 おり、 その 数は 自衛官の 
約 10 分の 1 に 当たる。 これらの 隊員は、 男女を 問わず、 主として 国家公務員 採用 I 
種 試験、 防衛庁 職員 採用 I 種、 n 種、 m 種 試験に より 採用され、 様々 な 分野で、 業 

即応 予備 自衛官 制度と 予備 自衛官 制度との 比較 


項 目 

即応 予備 自衛官 

予備 自衛官 

基本 構想 

陸上 防衛 力の 基本的な 枠組みの一 部と して、 防 
衛 招集 命令、 治安 招集 命令、 災害 等 招集 命令を 受 
けて 自衛官と なって、 あらかじめ 指定され た 陸上 
自衛隊の 部隊に おいて 勤務。 

防衛 招集 命令を 受けて 自衛官と なって 勤務。 （陸上 
自衛隊の 予備 自衛官に ついては、 陸上 防衛 力の 基本 
的な 枠組みの 外に ある 人的 勢力と して 確保。） 

防衛 招集な ど 

防衛庁長官は、 防衛 出動命令 などが 発せられた 
場合 若しく は 事態が 緊迫し、 防衛 出動命令 などが 
発せられる こと が 予測 される 場合 又は 災害 派遣な 
どを 命じた 場合に おいて、 必要が あると 認める と 
きは、 内閣総理大臣の 承認を 得て、 各 招集 命令を 
発する ことができる。 

防衛庁長官は、 防衛 出動命令が 発せられた 場合 又 
は 事態が 緊迫し、 防衛 出動命令が 発せられる ことが 
予測され る 場合に おいて、 必要が あると 認める とき 
は、 内閣総理大臣の 承認を 得て、 防衛 招集 命令を 発 
する ことができる。 

採用 

自衛官であった 者の 志願に 基づき 選考に より 採用。 

任用 期間 

採用の 日から 起算して 3 年。 任期満了 時、 志願に より 引き続き 3 年を 任用 期間と して 任用。 

呼称 

指定 階級に 「即応 予備」 を 冠して 呼称。 

指定 階級に 「予備」 を 冠して 呼称。 

訓練 招集 

1 年を 通じて 30 日 の 訓練に 従事。 

1 年を 通じて 20 日を 超えない 期間の 訓練に 従事。 （現 
在は 年 5 日。 ただし 自衛官を 退職 後 1 年 未満で 出身 自衛 
隊に 採用され た 者の 初年は 1 日。） 

手当な ど 

•即応 予備 自衛官 手当: 月額 16,000円 支給 
•SII 練 招集 手当: 指定 階級に 応じて 

日 額 14,200 〜 10,400円 支給 
• 勤続 報奨金: 1 任期 1 20,000 円 支給 

(良好な 成績で 勤務した 場合） 

•即応 予備 自衛官 雇用 企業 給付金： 

月額 42,700円 （1 人） 支給 （年額 512,400 円) 

• 予備 自衛官 手当： 月額 4,000円 支給 
• 訓練 招集 手当： 日 額 8,100円 支給 

第 3 章 我が国の 防衛と 日米 安全保障 体制に 関連す る 諸 施策 


115 


第 3 節 防衛 力を 形成す る 基盤 


務を 行って いる。 

事務官な どは、 内部 部局での 防衛 政策の 立案、 自衛隊の 管理. 運営の 基本に 関す 
る 業務、 全国 各地での 自衛隊の 運営に 必要な 行政 事務 (総務、 基地 対策な ど) や 後方 
支援 業務 (整備 • 補給な ど） などに 従事して いる。 

また、 技術 研究 本部な どの 技官は、 防衛 力の 技術的 水準の 維持 向上を 図る ために 
必要な 研究開発 などに 取り組んで いる。 このほか、 防衛 研究所の 教官は、 自衛隊の 
管理 • 運営に 関する 基本的な 調査 研究を 行い、 防衛 大学 校 や 防衛 医科大学 校な どの 
教官と 共に、 有能な 隊員を 育成す るた めの 教育に 取り組んで いる。 なお、 技官、 教 
官 で、 本年 3 月末 現在に おいて、 博士号を 取得して いる 者は、 500 名を 超えて いる。 
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2 日々 の 教育 訓練 

自衛隊が、 我が国の 防衛と いう 任務を 遂行す るた めには、 装備 品な どの 充実を 図 
る だけでなく、 平素から、 指揮官を 始め 各 隊員が 高い 資質と 能力を 持つ とともに、 
部隊と しても 高い 練 度を 保って、 実力を いつでも 発揮で きる 態勢に ある ことが 必要 
である。 これは、 我が国への 侵略を 意図す る 国に 対し、 それを 思いとどまらせる 抑 
止 力と しての 機能を も 果たす。 

このため、 自衛隊は、 種々 の 制約の 中で、 事故 防止な ど 安全 確保に 細心の 注意を 
払いつつ、 隊員の 教育 や 部隊の 訓練な どを 行い、 精強な 隊員 及び 部隊の 練成に 努め 
ている。 

隊員の 教育 

部隊を 構成して いるのは 一人ひとり の 隊員で ある。 隊員 個々 の 能力を 高める こと 
は、 部隊が 任務を 遂行す るた めの 重要な 要素で ある。 このため、 隊員は、 自衛隊の 
学校 及び 教育 部隊な どで、 職務を 遂行す る 上で 必要な 資質を 養い、 知識 及び 技能を 
修得す るた めの 教育を 受けて いる （資料 27 参照)。 教育に おいて 重視され ている 事項 
は、 次のと おりで ある。 

①  使命 感の 育成と 徳 操の 涵養 

②  装備の 近代化に 対応す る 知識と 技能の 修得 

③  基礎 体力の 維持 向上 

④  統率力 ある 幹部の 養成 
また、 近年、 国際 平和協力 業務の 実施 や 安保 対話 •防 

衛 交流の 展開、 軍備管理 • 軍縮への 貢献な ど 国際社会で 
活動す る 機会 や 諸外国 との かかわりが 増えて いる。 防衛 
庁は、 こう した 場面で も 隊員が その 能力を 十分に 発揮で 
きる よう、 次の 施策を 進めて いる。 

①  英語、 ロシア語、 中国語、 朝鮮語な どの 外国語 教育 
の 充実 

②  国際 平和協力 業務の ための 教育 訓練の 一つと して、 

国連 平和維持活動への 参加 実績が 多い 北欧諸国 などへ 
の 自衛官の 派遣 

③  外国に 対する 理解を 深める ための 留学生の 交換 


i)  自衛隊の 部隊な ど 及び 隊 
員が 訓練を 行う ことにより 
練 度を 向上 させ、 精強な 部 
隊 などを 作り上げる こと。 

ii)  このための 教育は、 自衛 
隊法第 52 条の 「服務の 本旨」 
に 基づき、 自衛官の 基本的 
な 心構えを 述べた 「自衛官の 
心が まえ」 (資料 28 参照) に 準 
拠して 行う。 


ト レーナー を 使用した 教育 


隊員に 対する 外国語 教育 
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海外で 勤務した 自衛官の 延べ 数 （平成 1 1 年度) 


i  ) 特別な 器材 や、 航空機を 
使うな どして 敵からの 砲撃 
や 航空攻撃が 行われて いる 
状態な どを 設定して いる。 


部隊の 訓練 

陸 •海 • 空 各 自衛隊の 部隊な どで 行われる 訓練は、 隊員の それぞれの 部門に おけ 
る 練 度を 向上させる こと 及び 各種の 状況に 対応で きる 精強な 部隊を 練成す る ことを 
目的と して おり、 個々 の 隊員に 対する 訓練と 部隊と しての 訓練に 大別され る。 

個々 の 隊員に 対する 訓練は、 職種な どの 専門 性 及び 隊員の 能力に 応じて 段階 的に 
行われる。 部隊と しての 訓練は、 小さな 単位の 部隊から、 大きな 部隊へ と 規模を 拡 
太しつつ 訓練を 積み重ね、 総合的に 能力を 発揮で きる ことを 目標と して 行われる。 
(1) 陸上自衛隊では、 普通科 (歩兵)、 特科 (砲兵)、 機甲 科 (戦車 •偵察） などの 各 職 
種 ごとの 部隊 行動の 訓練、 他の 職種 部隊と 協同した 訓練 や、 普通科 部隊な どに 他 
の 職種の 部隊を 配属して 総合 戦力を 発揮で きる ようにした 部隊の 訓練を 通じて、 

練 度の 向上を 図って いる。 

これらの 訓練は、 可能な 限り 実戦に 近い 環 
境 下で 行うよう 努めてい る。 

また、 レーザーを 使った 交戦 訓練 装置 やコ 
ン ピュー タ などを 活用し、 訓練 成果を 客観的 
に 評価して いる。 このほか、 大 部隊の 長距離 
機動 能力を 向上させる ための 師団 規模での 北 
方 機動 特別 演習な どを 行って いる。 


陸上自衛隊の 訓練 


(2)  海上自衛隊では、 周期 訓練 方式を とっている。 これ 
は、 要員の 交代 や 艦艇の 検査 • 修理の 時期を 見込んだ 
一定期間を 一つの 周期と して とらえ、 その 周期の 中に 
配した いくつかの 訓練 期間を 使って 段階 的に 練 度を 向 
上させる 方式で ある。 

訓練の 初期段階では、 戦闘力の 基本単位 である 艦艇 
や 航空機 ごとの チームワーク 作り を 主眼と して 訓練を 
行う。 その後、 練 度の 向上に 伴って 応用 的な 部隊 訓練 
へと 移行し、 部隊 規模を 拡大しながら、 艦艇 相互、 艦 
艇と 航空機 間の 連携の 訓練な どを 行って いる。 さらに、 
より 大きな 部隊 間での 連携が できる よう、 海上 _衛隊 
演習な どの 総合的な 訓練を 行って いる。 

(3)  航空 _衛隊 は、 戦闘機、 地対空 誘導弾、 レーダーな 
どの 先端技術の 装備を 駆使す る 集団で ある 0 

このため、 訓練の 初期段階では 個人の 専門的な 知識 
や 能力を 段階 的に 引き上げる ことを 重視しつつ、 戦闘 
機 部隊、 航空 警戒 管制 部隊、 地対空 誘導弾 部隊な どの 
部隊 ごとに 訓練を 行って いる。 この 際、 隊員と 航空機 
などの 装備 品が 一体と なり、 それぞれが 有 
効に 機能し、 部隊の 持つ 総合的な 力を 発揮 
させる ことを 目指して いる。 練 度が 向上す 
るに 従って、 これら 部隊 間の 連携 要領の 訓 
練を 行う。 さらに、 これに 航空 輸送 部隊 や 
航空 救難 部隊な どを 加えて、 防空を 主体と 
する 航空 総隊 総合 演習な どの 総合的な 訓練 
を 行って いる。 


一 •-  •  • 
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海上自衛隊の 訓練 
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航空 _ 衛隊の 訓練 
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各 自衛隊の 主要 演習 実績 （ 1 999 年度) 


演習 名 

期間 

場所 

主要 参加 部隊 

概要 

陸 

上 

自 

衛 

隊 

北方 機動 
特別 演習 

99.6.23 
〜 7.29 

東北 方面 区 
〜矢臼 別 演習場 

第 6 師団 基幹 

人員 約 4,100 名、 車両 約 1,200 両 

師団 規模での 実 動 演習、 長距離 機 
動 能力の 練成な ど。 

陸上自衛隊 演習 
(指揮所演習） 

2000 

2.1 4 〜 2.24 

演習 参加 部隊の 所在 
する 各 駐屯地な ど 

陸上 幕僚 監 部、 各方 面 総監 部、 長 
官 直轄 部隊な どの 人員 約 3,500 名 

情勢 緊迫 段階から 我が国に 対する 
武力 攻撃 ま での 対処 要領を 演 練。 

海 

上 

自 

衛 

隊 

海上 

自衛 

隊 

演習 

図 上 
演習 

99.9.6 
〜 9.9 

海上自衛隊 

幹部 学校 （目 黒） 

海上 幕僚 監 部、 自衛 艦隊 司令部、 
各地 方 総監 部な どの 人員 約 300 名 

情勢 緊迫 段階から 我が国 防衛の た 
めの 海上 作戦な どに ついて 演 練。 

実 動 
演習 

99.10 .27 
〜 11.9 

日本 周辺 海域 

自衛 艦隊 及び 各地 方隊 など 
艦艇 約 110 隻、 航空機 約 180 機、 
人員 約 32,000 名 

航 

言 

衛 

隊 

航空 

総隊 

総合 

演習 

指揮所 

演習 

99.9.16 
〜 9.18 

航空 総隊 司令部 
(府中） など 

航空 総隊 など 

航空機 約 380 機、 人員 約 33,000 名 

情勢 緊迫 段階に おける 司令部 活動 
の演 練。 

実 動 
演習 

99.11.15 

-11.29 

日本 全域 及び 
その 周辺 

防空 作戦 • 艦隊 防空な どの 演 練。 

統合 訓練 

我が国に 対する 武力 攻撃が あった 場合な どに おいて、 自衛隊が、 その 能力を 最も 
効果的に 発揮す るた めには、 平素から、 陸 •海 •空 各 自衛隊の 統合 運用に ついて 訓 
練を 積み重ねて おく 必要が ある。 このため、 自衛隊は、 従来、 二つ 以上の 自衛隊が 
協同して 行う 統合 訓練を 実施して きて おり、 次第に その 内容の 充実を 図って きてい 
る。 統合 訓練は、 機能 別 訓練、 作戦 別 訓“、 統合 演習に 区分され る。 

このうち、 統合 演習は、 統合幕僚会議が 計画と 実施を 担当し、 近年は、 米軍 も 加 
わり 日米 共同 統合 演習を 実施して おり、 本年 2 月には、 指揮所演習を 行った。 また、 
本年 9 月には、 統合 防災 演習が、 初めて 東京都と 協力して 行われる 予定で ある。 （4 
訓練、 作戦 別 訓練を 除く。)。 章 1 節 4 参昭） 


統合 演習の 主要 実績 （ 1 999 年度) 


演習 名 

期間 

場所 

主要 参加 部隊 

概要 

自衛隊 

統合 防災 演習 
(指揮所演習） 

99.9.1 

中央 指揮所 
及び 各 幕僚 監部 
(檜 町） 

内部 部局、 総合 幕僚 会議、 

陸 •海 • 空 各 幕僚 監部 

人員 約 180 名 

大規模 震災 発生 時に おける 統合 
調整 要領に ついて 演 練。 

教育 訓練の 制約と 対応 

自衛隊が 教育 訓練を 行う に当たっては、 次の よう な 様々 な 制約が ある。 

⑴ 陸上自衛隊 

陸上自衛隊が 訓練を 行う 演習場 や 射場の ある 場所は 地域的に 偏って おり、 また、 
その 数 や 広さ も 十分で ないた め、 大 部隊の 演習 や 戦車、 対戦車 ヘリコプター、 誘導 
弾、 長 射程の 火砲の 射撃 訓練な どを 十分には 行えない 状況に あり、 装備の 近代化に 
伴い この 制約は 大きくなる 傾向に ある。 また、 演習場 や 射場の 周辺 地域の 都市化に 


i  ) 各 自衛隊の 部隊と 統幕 事 
務局 などが 行う、 通信、 情 
報 及び 後方 補給な どの 機能 
ごとの 統合 運用に ついて 練 
成す る 訓練。 

ii)  空地 作戦、 海 空 作戦な ど 
個々 の 作戦に おける 部隊な 
どの 統合 運用に ついて 練成 
する 訓練。 

iii)  全般的な 対処 構想 に 基づ 
き、 各 自衛隊の 部隊 及び 統 
幕 事務局な どの 統合 運用に 
ついて 練成す る 訓練 (機能 別 
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伴う 制約 も 年々 増えて いる。 

こう した 制約に 対応す るた め、 師団 レベルの 実 動 演習を 大規模な 演習場まで 移動 
して 行うな ど、 限られた 国内 演習場を 最大限に 活用して いる。 また、 射程が 長く 国 
内では 射撃で きない 地対空 誘導弾 (改良 ホーク） や 地 対 艦 誘導弾の ほか、 国内では そ 
の 機能を 十分に 発揮した 状態で 射撃が 行えない 対戦車 ヘリ コブ ター や 戦車な どの 実 
射 訓練を 米国で 行って いる。 

(2) 海上自衛隊 

訓練 海域は、 水深な どとの 関連から、 使用で きる 場所 や 時期な どに 制約が ある。 

特に、 海 訓練、 潜水艦 救難 訓練な どに 適した 比較的 浅い 海域は、 一般 船舶の 航行 
や 漁船の 操業な どと 競合す るた め、 むつ 湾 や 周防灘 などの 一部に 限られる。 

このため、 短期間に よ り 多くの 部隊が 訓練 成果を 挙げられ るよう な 計画を 作り、 

効率的な 訓練に 努めてい る。 

⑻ 航空自衛隊 

現在 25 か 所 ある 訓練 空域は、 十分な 広さがない。 このため、 一部の 訓練を 行う 上 
で、 航空機の 性能 や 特性を 十分に 発揮で きない ことがある。 

また、 訓練 空域との 往復に 長時間を 要する 基地が 多い。 さらに、 早朝 や 夜間の 飛 
行 訓練 や 誘導弾の 射場に ついても 制約が ある。 

このため、 例えば、 国内では 得られない 訓練 環境が 得られる 米国に おいて、 地 対  0卩-15及び1_2(：が参加。 
空 誘導弾 (ペトリ オツ ト） の 実射 訓練を 行う とともに、 

米空軍 演習 （コープ サンダー） に 参加す るな ど、 練 度の 
向上を 図って いる。 

また、 昨年に 引き続き、 本年 も、 グアムに おいて 実 
戦 的な 訓練 環境を 活用した 日米 共同 訓練を 行った。 

安全 管理 

自衛隊の 任務が、 我が国の 防衛に ある ことから、 そ 
の 訓練 や 行動に 危険が 伴う こと は 避けられない。 

しかし、 国民の 生命 や 財産に 被害を 与えたり、 隊員 
の 生命な どを 失う ことにつ ながる 各種の 事故は、 絶対 
に 避けなければ ならない。 

このため、 自衛隊では、 平素から 安全 管理に 細心の 注意を 払い、 射撃 訓練 時な ど 
における 安全 確保に 努めてい る。 また、 海難 防止 や 救難の ための 装備 及び 航空 保安 
無線 施設の 整備 など も 進めて いる。 


グアムに おける 日米 共同 訓練 
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i  ) 継続的に 戦える 能力。 


3 防衛 生産 • 技術 基盤の 維持 

2 章 1 節で 述べた ように、 防衛 力は 国の 安全保障を 最終的に 担保す る もので あり、 
その 機能は 他の いかなる 手段に よっても 代わり 得ない。 このような 防衛 力を 適切に 
整備し、 運用して いくため には、 装備の 面に おいても それを 支える 基盤を 維持して 
いくこと が 不可欠で ある。 この 点に ついて、 防衛 大綱は、 装備 品な どの 整備に 当た 
っては、 適切な 国産 化な どを 通じ 防衛 生産 • 技術 基盤の 維持に 配 意 するとと もに、 
技術 進歩の すう 勢に 対応し、 防衛 力の 質的 水準の 維持 向上に 資する ため、 技術 研究 
開発の 態勢の 充実に 努める と している。 

装備 品の 国産 化を 通じた 防衛 生産 • 技術 基盤の 維持 

一般的に、 装備の 面から 見た 防衛 力は、 工業 力を 中心とした その 国の 産業 力を 基 
盤と している といえる。 我が国の 場合、 装備 品の 開発 及び 生産は、 主として 民間 企 
業の 生産 能力 •技術力を 活用して 行って おり、 健全な 防衛 産業の 存在は、 装備 品の 
ハイテク 化 • 近代化への 対応、 我が国の 国土. 国情に 合った 装備 品の 取得、 装備の 
安定 的な 維持 • 補給 あるいは 緊急 時の 急速 取得な ど、 適切な 防衛 力の 整備を 図る 上 
で 重要で ある。 

また、 こうした 基盤を 持つ こと 自体が、 装備 品の ハイテク 化 •近代化を 可能に す 
ると ともに、 継 戦 能力を 確保す る ことに もつな がるた め、 抑止 力を なすと 考えられ 
る。 さらに、 国内で 高い 生産 能力 •技術力を 維持す る ことは、 外国の 装備 品を 導入 
する 際に、 相手 国に 対する 交渉 力の 保持と いった 観点から も 重要で ある。 

他方、 防衛 産業を めぐる 環境は、 近年、 財政 事情が 一層 厳しさを 増す とともに、 
調達 数量が 減少す る 傾向に ある。 

このような 中に あって、 防衛 産業では 人員の 再配置、 設備投資の 抑制な どの 合理 
化 •効率化を 進めて いる。 しかし、 特殊な 技術と 設備を 必要と する 防衛の 分野では、 
一た びその 基盤を 失う と、 回復には 長い 年月と 多くの 費用を 要する。 したがって、 
厳しい 環境の 下で いかに 健全 かつ 効率的な 防衛 生産 •技術 基盤を 維持し、 確保して 
いく かが、 これ ま で 以上に 重要な 課題 となって いる。 調達 改革な どへの 取組 （  5 章 4 
節 2 参照） においても、 防衛 産業を めぐる 内外の 情勢を 十分 調査し、 防衛 生産. 技術 
基盤への 影響に も 配 意しつつ、 改革 施策を 実施して いくこと としてい る。 （資料 29 參 
照） 

技術 研究開発 態勢の 充実 

科学技術の 進展に 伴う、 兵器と その システムの 高性能 化は、 戦術 •戦法から 戦略 
にまで 大きな 影響を 与え 得る。 このため、 装備 品な どの 技術的 水準を 将来に わた っ 
て 維持、 向上させる ことは、 特に 重要で ある。 

防衛庁は 従来、 民間の 優れた 開発 力 及び 技術力を 積極的に 活用して 研究開発を 行 
っ ている。 しかしながら、 近年の 景気 後退、 防衛 装備 品の 調達 額の 抑制 傾向に 伴い、 
防衛 産業に おいて 技術者を 削減す る 場合が あるな ど 防衛 産業に おける 研究開発 をめ 
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ぐる 環境が 変化して おり、 防衛庁の 研究開発の 円滑な 実施に も 懸念が 生じ かねない 
状況が 続いて いる。 

このよう な 中に おいても、 防衛 技術の 水準を 高く 維持す る 必要が ある ことから、 
防衛庁は、 厳しい 経済状況に かんがみ、 ライフサイクル コストの 抑制に 十分 配 意し 
つつ、 装備 品な どの 研究開発を 進める ことと している。 また、 技術 進歩の すう 勢に 
対応し、 装備 品な どの 開発に 有効な 先端的 技術の 確立に 資する ため、 技術 実証 型 研 
究を 含む 各種 研究を 行って いる。 


i)  装備 品な どの 研究開発 か 
ら 調達 • 維持 • 修理、 廃棄 
までに 発生す る 費用。 

ii)  技術的な リスクの 高い 先 
進 技術の 有効性 及び シス テ 
ムと しての 実現 性の 検証を 
行うた め、 具体的な 装備 品 
の 開発を 前提と せずに、 そ 
の 技術を 適用して プロ トタ 
イプ （原型 モデル） 的な もの 
を 試作す る 研究。 


防衛庁に おいて 開発が 完了した 主要な 装備 品な ど 


区分 

項目 

開発 期間 
(年度） 

概  要 

航 

S 

中等 練習機 (T-4) 

81 〜 87 

航空自衛隊の 操縦 者 教育に 使用して いる T-33 及び T-1 の 後継 機と して 開発 さ 
れた 練習機。 

新 対 潜へ リコ プタ -( 艦載 型） 
システム (SH-60J) 

83 〜 91 

対 潜 ヘリコプター （艦載 型） (HSS-2B) の 後継 機と して 開発され た 艦載 型の 
女、 ナ潜 ヘリコプター システム。 

観測へリコプター 

(0H-1) 

92 〜 99 

陸上自衛隊の 観測 用に 使用して いる OH-6D の 後継 機と して 開発され た、 小型 
の 観測ヘリコプター。 

誘 

導 

武 

器 

91 式 携帯 地対空 誘導弾 

87 〜 90 

携帯 地対空 誘導弾 （スティンガー） の 後継と して、 各 部隊に 装備し、 敵の 航空 
機を 撃破す るた めの 近距離 用の 地対空 ミサイル。 

93 式 空 対 艦 誘導弾 

88 〜 92 

主として 侵攻す る 戦闘 艦艇を 攻撃し、 その 能力を 無力 化する ために 使用す る 空 
対 艦 ミサイル。 

81 式 短距離 地対空 
誘導弾 （改） 

89 〜 94 

航空機を 撃破す るた めの 81 式 短距離 地対空 誘導弾を 改善した もの。 

96 式 多目的 誘導弾 
システム 

90 〜 95 

戦車な どを 遠距離から 撃破す ると ともに 上陸 前の 小型 上陸用舟艇を 撃破す る 
ミサイル。 

99 式 空対空 誘導弾 

94 〜 98 

2000 年代 初頭 以降の 空対空 戦闘に おいて 脅威と なる 航空機な どに 有効に 対 
処し 得る 中距離 空対空ミサイル。 

火 

器 

両 

90 式 戦車 

82 〜 89 

74 式 戦車の 後継と して 開発され た、 120mm 戦車 砲を 搭載す るな ど 火力、 機動 
力 及び 防護 力の 向上を 図った 戦車。 

96 式 装 輪 装甲車 

92 〜 95 

73 式 装甲車の 後継と して 開発され た、 道路 上を 高速で 機動す る 能力 及び 道路 
以外の 起伏に 富んだ 地形に おいても 機動で きる 能力を 有する 装甲車。 

99 式自走 155mm 
りゅう 弾 砲 

94 〜 98 

75 式自走 155mm りゅう 弾 砲の 後継と して 開発され た、 遠方から 近距離まで 広 
しヽ 地域に おける 火力 戦闘に 使用で きる 自走 可能な りゅう 弾 砲。 

艦 $ 
艇靈 

97 式 魚雷 

89 〜 96 

MK46 の 後継と して 開発され た、 航空機 及び 水上 艦に 搭載し、 敵 潜水艦 攻撃 
に 使用す る 魚雷。 

電 

子 

機 

器 

師団 通信 システム 

88 〜 93 

師団な どに 装備し、 その 骨幹 通信網を 構成し、 指揮 統制 及び 情報 伝送に 使用 
する 通信 システム。 

対 砲 レーダー 

87 〜 94 

野戦 箱# 部隊に 装備し、 主として 敵の 野戦 砲の 位置を 把握す るた めに 使用す 

る レーダー 装置。 
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第 3 節 防衛 力を 形成す る 基盤 


99 式 空対空 誘導弾  97 式 魚雷 

防衛庁に おいて 開発 中の 主要な 装備 品な ど 


区 分 

項目 

開発 開始 
(年度） 

概  要 

航 

1 

支援 戦闘機 （F-2) 

88 

F-1 の 後継 機と しての 支援 戦闘機。 

救難 飛行艇 （US-1A 改） 

96 

洋上 救難 能力の 維持 向上を 図る ため、 現有の US-1 A をべー ス として 改造 開発 
する 救難 飛行艇。 

婿 哉' ヘリコプター 

(艦載 型） 

97 

現有の SH-60J を ベースと して、 対 潜 能力 及び 対 水上 戦 能力な どを 向上した 艦 
載 型の 哨戒へ リコ プ ター。 

誘 

導 

武 

器 

軽 対戦車 誘導弾 
(XATM-5) 

97 

84mm 無反動砲の 後継と して、 操作 人員の 減少と、 残存 性の 向上を 図った 軽 
暈の 対戦車ミサイル。 

新 短距離 空対空 誘導弾 
(XAAM-5) 

98 

短距離での 空対空 戦闘に 有効に 対処し 得る 空対空ミサイル。 

火 車 

器両 

小型 装甲車 

97 

普通科 部隊な どに 装備し、 敵の 脅威を 受けて いる 状態の 下で も、 機動 的に 戦 
闘を 行える ようにす るた めの 小型の 装甲車。 

艦 水 
艇中 

•武 

器 

水中 航走 式 機雷 
掃討 具 (S-10) 

98 

掃海艇に 装備し、 機雷の 捜索と 処分を 合わせて 行える 無人の 航走 体。 

次期 潜水艦 システム 

97 

潜水艦に 装備し、 潜水艦の 戦闘 能力を 効果的に 発揮す るた めの 新たな 推進 
システム 及び 潜水艦 統合 制御システム。 

電機 
子 器 

水上 艦艇 用 EW 

管制 システム 

98 

護衛艦に 装備し、 電子 戦を 迅速 かつ 的確に 行うた めに 使用す る 管制 システム。 

支援 戦闘機 (F  -  2) 
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小型 装甲車 


取得 改革の 進捗 状況 

防衛庁は、 装備 品な どの ライフ サイ クル コス トの 抑制を 含めた 効率的な 調達 補給 
態勢の 検討を 行う と ともに、 その 整備を 進める ため、 取得 改革 委員会を 1996( 平成 8) 
年 5 月に 設置した。 同委員会は、 取得 改革を 行うた め 約 2 年間に わたる 検討を 行い、 
98( 同 10) 年 6 月、 検討 結果を まとめ、 現在、 規格 •仕様の 見直し、 コスト 低減な ど 
を 進めて いる。 特に、 コスト 低減は、 競争 状態 にないな ど 一定の 条件に 当てはまる 
装備 品な ど (原価計算 方式に よ り 予定 価格を 算定して いる 装備 品な どのうち、 随意 契 
約に よ り 調達して いるもの 及び 競争 契約で 3 年 以上 同一 企業が 受注して いるものな 
ど) の 単価のう ち、 輸入 部品. 開発 分担金な ど 低減に なじまない 費目を 除く 部分に つ 
いて、 原則 3 か 年で 10% 低減す るとの 目標に 沿って 取り組んで いる。 

平成 12 年度 予算では、 原則として、 同 11 年度 予算の 4  % 低減に 加え、 更に 3  % を 
低減した。 この コス ト 低減 目標の 反映と 仕様の 見直しな どの 具体的な 施策に より、 
契約 ベース で 約 290 億 円の 節減を 図った。 

また、 民間 企業に 浸透して いる 「品質 システム に関する 国際規格 (ISO 9000 シリーズ)」 
を 官庁 契約に おいて 初めて 導入す るな ど官側 諸手 続の 合理化を 進める 一方、 企業 側 
から も コス ト 低減に 関する 提案を 受け付ける など、 官民 双方の 努力に より コスト 削 
減に 取り組んで いる。 

さらに、 装備 品の ライフサイクル コスト 抑制 策の 一つと して、 平成 10 年度 補正 予 
算 において、 防衛庁 CALS 并通 基盤 システムを 整備し、 昨年度から 本年度に かけて 装 
備品の 研究開発、 調達、 維持 管理の 各 段階に おける CALS 導入の 効果を 検証す るた め、 
実証 試験を 行って いる。 

取得 改革 委員会 報告書の 概要 


i)  歳出 (歳出 化 経費 (本章 2 
節 3 参照） を 除く。） 及び 後 
年度 負担 額を 合わせた 額。 

ii)  国際 標準化 機構に おいて 
制定され た 品質管理の 国際 
標準。 防衛庁では、 1998( 平 
成 10) 年 4 月から 導入を 開始 
した。 

iii)  装備 品な どの ライフ サイ 
クルを 通じた 情報を 電子化、 
データベース 化、 ネッ トワ 
ークの 構築な どに より 共有 
し、 装備 品な どの ライ フサ 
イ クル コス トの 低減、 開発 
及び 調達に 係る 所要 期間の 
短縮 並びに 品質の 向上な ど 
を 目指す 取組を いう。 


〇装 備品の ライフサイクル コス トの 各 段階に おける 検討 
•研究開発 段階から 量産 コス ト 低減 策の 検討 
•調達 段階に おける 規格 •仕様書の 見直し 
•維持 修理 段階に おける 定期 整備 •梭査 項目の 検討 
•ISO 9000 シリーズ (品質管理の 国際規格) の 導入に よる 調達 手続の 簡素化 
•CALS  (コンピューター ネットワークを 活用した 装備 品の ライフサイクルを 通じた 情報 管理） 
の 導入 


〇装 備品の コス ト 低減 目標の 設定 

装備 品等の ライフサイクルの 各 段階に おける 諸 施策と 企業 自らの 内部 努力の 実施 等に より、 
競争 状態に ない など一 定の 要件に 当てはまる 装備 品等の 単価に ついて、 原 貝 U5 年間で 10% 削 

減 (注 W0 
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(注） コスト 低減 目標に ついては、 防衛 調達 改革の 取組に 当たって、 取得 改革を 推進す る ことが 必要との 考え方の 下、 5 か 年で 
1 0% という 目標を 改め、 原則 3 か 年に 短縮した。 
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第 4 節  日 米 安全保障 体制に 関連す る 諸 施策 


i) 日米の 安全保障 に関する 
政策 協議の 場の 一つ。 日本 
は、 外務大臣と 防衛庁長官 
が、 米国は、 国務、 国防の 
両 長官が 出席す る (本節 3 参 
照）。 


ii ) 周辺 事態 安全 確保 法の ほ 
か、 日米 物品 役務 相互 提供 
協定を 改正す る 協定 及び 自 
衛隊 法の 一部を 改正す る 法 
律 (本節 2 参照)。 


第 4 節 日米 安全保障 体制に 関連す る 諸 施策 

日米 安保条約が 有効に 機能す るた めには、 この 条約に 基づいた 日米 間の 緊密な 協 
力が 必要で ある。 1976( 昭和 51) 年から、 同 条約 及び その 関連 取 極の 目的を 効果的に 達 
成す るた め、 軍事面を 含めた 日米 間の 協力の 在り方に ついて 研究. 協議が 行われ、 
その 成果を 踏まえて、 78( 同 53) 年 11 月に 「日米 防衛 協力の ための 指針」 （「前 指針」） が 
作成され た。 

アジア太平洋地域に おいては、 不安定 性 及び 不確実 性が 依然 存在して いるとの 認 
識 にかん がみ、 前 指針の 下での 協力を 基盤と して、 新しい 時代に おける より 効果的 
な 日米 防衛 協力 関係を 構築す るた め、 96( 平成 8) 年の 日米 安保 共同宣言 において 前 
指針の 見直しを 開始す る ことで 意見の 一致を みた。 

その後の 見直し の 結果、 97 ( 同 9  ) 年 9 月 23 日、 日 米 安全保障 協議 委員会 (SCC) にお 
いて、 「日米 防衛 協力の ための 指針」 （「指針」） （資料 30 参照) が 了承され、 同月 29 日に 
は、 安全保障 会議の 了承を 経て、 閣議 報告され た。 この 閣議では、 指針の 実効 性を 
確保し、 もって 我が国の 平和と 安全を 確保す るた めの 態勢の 充実を 図る ため、 法的 
側面を 含め、 政府 全体として 検討の 上、 必要な 措置を 適切に 講ずる との 閣議 決定が 
なされた。 

このような 経緯を 経て、 昨年 5 月には、 指針の 実効 性を 確保す るた めの 法 整備と 
して、 「周辺 事態に 際して 我が国の 平和 及び 安全を 確保す るた めの 措置に 関する 法律」 
(「周辺 事態 安全 確保 法」） などが 成立し、 承認され た。 さらに、 指針の 下での 日米 
共同の 取組を 進めるな ど、 政府と して 指針の 実効 性を 確保す る こと に 努めてい る。 

このほか、 政府は、 在日米軍 施設 •区域に 係る 諸 施策を 着実に 行う ことにより、 
その 周辺 地域社会との 調和を 図り、 国民の 理解と 協力を 得つつ、 その 安定 的な 使用 
の 確保に も 努めてい る。 

本節では、 日米 安保 体制に 係る 上記の 諸 施策に ついて 説明す る。 
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1 日米 防衛 協力の ための 指針 (指針） 

指針の 目的 

指針の 目的は、 次のと おりで ある。 

①  平素から 並びに 日本に 対する 武力 攻撃 及び 周辺 事態に 際して、 より 効果的 かつ 
信頼性の ある 日米協 力を 行うた めの 堅固な 基礎を 構築す る こと 

②  平素からの 及び 緊急事態 における 日米 両国の 役割 並びに 協力 及び 調整の 在り方 
につき、 一般的な 大枠 及び 方向 性を 示す こと 

基本的な 前提 及び 考え方 

指針 及び その 下で 行われる 取組は、 以下の よう な 基本的な 前提 及び 考え方に 従っ 
て 行われる。 

① 日 米 安保条約 及び その 関連 取 極に 基づく 権利 及び 義務 並びに 日 米 同盟 関係の 基 
本 的な 枠組みは、 変更され ない。 

②  日本の すべての 行為は、 日本の 憲法 上の 制約の 範囲 内で、 専守防衛、 非 核 三 原 
則な どの 日本の 基本的な 方針に 従って 行われる。 

③  日米 両国の すべての 行為は、 紛争の 平和的解決 及び 主権 平等を 含む 国際法の 基 
本 原則 並びに 国連憲章を 始めと する 関連す る 国際 約束に 合致す る ものである。 

④  指針 及び その 下で 行われる 取組は、 いずれの 政府に も 立法 上、 予算上 又は 行政 
上の 措置を 義務付ける ものでは ない が、 日米 両国 政府が、 各々 の 判断に 従い、 具 
体 的な 政策 や 措置に 適切に 反映させる ことが 期待され る。 日本の すべての 行為は、 
その 時々 において 適用の ある 国内法 令に 従う。 

指針に おいて 定められた 協力 事項 
(1) 平素から 行う 協力 

日米 両国 政府は、 日米 安保 体制を 堅持し、 各々 所要の 防衛 態勢の 維持に 努める。 
日本は、 防衛 大綱に のっとり、 自衛の ために 必要な 範囲 内で 防衛 力を 保持す る。 米 
国は、 核抑止力を 保持 するとと もに、 アジア太平洋地域での 前方 展開 兵力を 維持し、 
かつ、 来援し 得る その他の 兵力を 保持す る。 両国 政府は、 各々 の 政策を 基礎と し、 
日本の 防衛 及びより 安定した 国際的な 安全保障 環境の 構築の ため、 密接な 協力を 維 
持 するとと もに、 平素から 以下のような 様々 な 分野での 協力を 充実す る 0 この 協力 
には、 日米 物品 役務 相互 提供 協定 及び 日米 相互 防衛 援助 協定な どに 基づく 相互支援 
活動が 含まれる。 

① 情報 交換 及び 政策 協議 

正確な 情報 及び 的確な 分析が 安全保障の 基礎で あ ると 認識し、 あらゆる 機会を と 
ら え、 できる 限り 広範な レベルと 分野で 次の ことを 行う。 

• アジア太平洋地域を 中心と した 国際情勢に ついての 情報 及び 意見交換の 強化 
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第 4 節  日米 安全保障 体制に 関連す る 諸 施策 


〇 地域に おける 安全 
保障 対話 • 防衛 交流 
〇 国際的な 軍備管理 • 
軍縮 


〇 国際 緊急 援助 活動 


より 安定し た 安全保障 環境の 構築に 寄与 


: 活動 （措置） の 実施 
相互の 協力 •調整 


• 防衛 政策 及び 軍事 態勢に ついての 緊密な 協議の 継続 

②  安全保障 面での 種々 の 協力 

安全保障 面での 地域的な、 また 地球 的 規模の 諸 活動を 促進す るた め、 次の 活動に 
おいて 必要に 応 じ 協力す る。 

• 安全保障 対話 • 防衛 交流 及び 国際的な 軍備管理 • 軍縮 
• 国連 平和維持活動 及び 人道的な 国際 救援活動 
• 国際 緊急 援助 活動 

③  日米 共同の 取組 

日米協 力の 基礎を 固め、 円滑で 効果的な 対応を 可能と する ため、 次の ような 取組 
を 行う。 

• 包括的な メカニズム （本 項 末 参照） による 共同 作戦計画の 検討 及び 相互 協力 計 
画の 検討を 含む 共同作業の 実施 
• 共同作業 検証 等の ための 共同 演習 • 訓練の 強化 

•  緊急事態に おいて、 日米 それぞれの 活動に 関する 調整を 行うた めの 「日米 間の 
調整 メ カ ニ ズム」 の 構築 

「平素から 行う 協力」 


日  本 


所要の 防衛 態勢の 維持 


防衛 大綱に のっとり 
自衛に 必要な 範囲 内 
での 防衛 力の 保持 


米  国 


令 


日米 安保 体制の 堅持 


=>> 所要の 防衛 態勢の 維持 


包括的 な メカニズム による 共同作業の 推進’ 
(共同 作戦計画 及び 相互 協力 計画の 検討 等） 

0 共同作業の 検証 等の ための 共同 演習 • 訓練の 強化 | 
〈〇 日米 間の 調整 メ カ ニ ズ厶の 平素からの 構築， 


コミット メン トの 達 
成に 必要な 
〇 核抑止力の 保持 
〇 アジア太平洋地域 
の 前方 展開 兵力の 
維持 

〇 来援 兵力の 保持 


舌  舌 
合铝な i 
連 維 的 救 
際 和 道 際 
国 平 人 国 
〇〇 
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ゲリラ. コマン 
ドウ 攻撃 等 日本 
領域に 軍事力を 
潜入 させて 行う 
不正規 型の 攻撃 


弾道 ミサイル 
攻撃 


〇 極力 早期に 阻止 し 排除す るた 
めの 作戦を 主体的に 実施。 そ 
の 際、 関係 機関と 密接に 協力 
し 調整 


〇 事態 に応じて 自 衛隊を 適切 に 支援 


〇攻 撃に 対応す るた め 密接に 協力 し 調整 


〇 日本に 対し 必要な 情報を 提供 
〇 必要に 応じ、 打撃 力を 有する 部隊 
の 使用を 考慮 


(2) 日本に 対する 武力 攻撃に 際しての 対処 行動な と 

日本に 対する 武力 攻撃に 際しての 共同 対処 行動な どは、 引き続き 日米 防衛 協力の 
中核 的 要素で ある。 日米 両国 政府は、 以下のような 協力を 行う ことと している。 

①  日本に 対する 武力 攻撃に 際して は、 _ 衛隊は 主として 防 勢 作戦を 行い、 米軍は 
これを 補完 • 支援す るた めの 作戦を 行う。 

②  自衛隊 及び 米軍は、 整合性を 保ちつつ、 各々 の 陸 •海 • 空 部隊の 効果的な 統合 
運用を 行い、 航空 侵攻 対処、 日本 周辺 海域の 防衛、 着 上陸 侵攻 対処な ど 機能 別の 
作戦 構想に より 対処す る。 

③  自衛隊は、 ゲリラ • コマン ドウ 攻撃な ど 不正規 型の 攻撃を 主体的に、 極力 早期 
に 阻止 •排除し、 事態に 応じて 米軍の 適切な 支援を 得る。 自衛隊 及び 米軍は、 弾 
道 ミサイル 攻撃に 対応す るた めに 密接に 協力し 調整す る。 米軍は、 必要に 応じ、 
打撃 力 を 有する 部隊の 使用を 考慮す る。 


i  ) 敵の 攻勢に 対し、 その 企 
図の 達成を 阻止す る 目的を 
もってす る 作戦。 

攻勢 作戦とは、 _ら 敵を 
求めて これを 撃破し ようと 
する 積極的な 形態を いう。 


日本に 対する 武力 攻撃が なされた 場合の 作戦 構想 


作戦 等 

自衛隊の 活動 

米軍の 活動 

日本に 対する 航空 
侵攻に 対処す るた 
めの 作戦 

〇 防空の ため の 作戦を 主体的 

〇 自衛隊の 行う 作戦を 支援 

に 実施 

〇 打撃 力の 使用 を 伴うよう な 作戦を 

含め 自衛隊の 能力を 補完す るた め 
の 作戦を 実施 

日本 周辺 海域の 防 
衛 及び 海上 交通の 
保護の ための 作戦 

〇 日本の 重要な 港湾 及び 海峡の 

〇 自衛隊の 行う 作戦を 支援 

防備、 日本 周辺 海域に おける 

〇 機動 打撃 力の 使用 を 伴うよう な 作 

船舶の 保護 並びに そ の 他の 作 

戦を 含め 自衛隊の 能力を 補完す る 

戦を 主体的に 実施 

ための 作戦を 実施 

日本に 対す る 着 上 
陸 侵攻に 対処す る 
ための 作戦 


〇 日本に 対する 着 上陸 侵攻を 阻 
止し 排除す るた めの 作戦を 主 
体 的に 実施 


〇 主と して 自衛隊の 能力を 補完す る 
ための 作戦を 実施 
くそ の 際、 侵攻の 規模、 態 様 その他、 
の 要素に 応じ 極力 早期に 兵力を 
、来援 させ、 自衛隊の 作戦を 支援 


その他の 脅威への 対応 
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第 4 節  日米 安全保障 体制に 関連す る 諸 施策 


「日本に 対する 武力 攻撃に 際しての 対処 行動 等」 
1 日本に 対する 武力 攻撃が 差し迫って いる 場合 

日  本 


〇 整合の とれた 対応 
の 確保の ために 必 
要な 準備の 実施 

〇 米軍の 来援 基盤の 
構築 • 維持 

情勢の 

V 変化 

〇 情報 収集 • 警戒 監 
視の 強化 

〇 周辺 事態の 推移に 
より 日本に 対する 
武力 攻撃が 差し迫 
つた ものになる よ 
う な 場合への 対応 
準備 


米  国 


情報 交換 • 政策 協議の 強化 


日米 間の 調整 メカニズムの 早期 運用の 開始 


合意に よる 準備 段階の 選択 


〇 整合の とれた 対応 
\  の 確保の ために 必 
要な 準備の 実施 


情勢の 

/ 変化 

事態 拡大 抑制の ための 努力 
(外交 上の ものを 含む。） 


〇 情報 収集 • 警戒 監 
視の 強化 

〇 周辺 事態の 推移に 
より 日本に 対する 
武力 攻撃が 差し迫 
っ たものに なる よ 
う な 場合への 対応 
準備 


2 日本に 対する 武力 攻撃が なされた 場合 

日  本 


通信 電子 活動に ついての 相互支援、 
情報 活動に ついての 協力 


米 


国 


武力 攻撃に 即応して 
主体的に 行動し、 
極力 早期に これを 
排除 

「来援の ための 基盤'! 
L の 構築 • 維持  J 


自衛隊 


今 


相互支援 活動 （— 中央政府 • 地方公共団体の 権 
限 • 能力 及び 民間が 有する 能力の 適切な 活用） 


日本に 対して 適切 
に 協力 


適時の 来援 


r 整合の とれた 共同 作戦の 実施、 事態 拡大 抑制の 
L ための 措置、 警戒 監視 •情報 交換 等に ついて 協力 

I— 効率的 かつ 適切な 後方 支援 活動の 実施 


- 

主に 日本領 域 及び 周辺 

^  調整 メカニズムに 上る 調整  > 

〇 自衛隊の 作戦への 
支援 

〇 自衛隊の 能力を 
補完す る 作戦の 実施 

海 空域での 防 勢 作戦 

1  (作戦、 情報 活動、 後方 支援） 

±h  同  作戦 

，整合性を 確保しつつ、 適時 • 適切な 形で 各々 の 防衛 力を 運用  \ 

、その 際 双方は、 各々 の 陸 •海 • 空 部隊の 効果的な 統合 運用を 実施 ノ 

: 活動 （措置） の 実施 
> : 相互の 協力 •調整 
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(3) 日本 周辺 地域に おける 事態で 日本の 平和と 安全に 重要な 影響を 与える 場合 (周辺 
事態) の 協力 

日米 両国 政府は、 周辺 事態 (本節 2 参照） が 発生す る ことのな いよう、 外交 上の も 
のを 含む あらゆる 努力を 払う。 周辺 事態に おける 協力の 対象と なる 機能 • 分野 及び 
協力 項目 例は、 以下のと おりで ある。 

①  日 米 両国 政府が 各々 主体的 に 行う 活動 における 協力 

日米 両国 政府は、 以下の 活動を 各々 の 判断の 下に 行う ことができ るが、 日米 間の 
協力に よ り 活動の 実効 性を 高める。 

• 救援活動 及び 避難民への 対応 措置 
• 捜索 • 救難 

•  非戦闘員を 退避させる ための 活動 

• 国際の 平和と 安定の 維持を 目的と する 経済制裁の 実効 性を 確保す るた めの 活 
動 

②  米軍の 活動に 対する 日本の 支援 

• 施設 • 区域の 提供 及び 自衛隊 施設な どの 使用の 確保 
- 後方地域 支援 (補給、 輸送、 整備、 衛生、 警備、 通信、 その他） 

③  運用 面に おける 日米協 力 
• 警戒 監視 (情報 交換） 

• 機雷の 除去 
• 海 • 空域 調整 
指針の 下での 日米 共同の 取組 

指針の 下での 日米 防衛 協力を 効果的に 進め、 確実に 成果を 挙げる ためには、 ①平 
素、 ② 日本に 対する 武力 攻撃、 ③ 周辺 事態と いう 安全保障 上の 種々 の 状況を 通じ、 
両国が 協議を 行い、 様々 な レベルで 十分な 情報の 提供を 受けつつ、 調整を 行う こと 
が 必要 不可欠で ある。 このため、 指針では、 日米 両国 政府は、 日米 安全保障 協議 委 
員 会 (SCC) 及び日 米 安全保障 高級 事務 レべ ル 協議 (SSC) を 含む あらゆる 機会を とらえ 
て 情報 交換 及び 政策 協議を 充実 させて いくほ か、 協議の 促進、 政策 調整 及び 作戦 • 
活動 分野の 調整の ための、 包括的な メカニズムと、 調整 メカニズムの 二つの メカ ニ 
ズムを 構築す る ことが 定められ ている。 

包括的な メカニズムが 平素に おいて 指針の 下での 日米 共同作業を 行うた めの もの 
であるのに 対し、 調整 メカニズムは、 緊急事態 において 日米の 実際の 活動の 調整を 
図る ため、 日米 両国 政府が 平素から 構築して おく ものである。 

⑴ 包括的な メカニズム 

自衛隊 及び 米軍の みならず、 各々 の 政府の 関係 機関が 関与して 構築され、 次の よ 
うな 共同作業を 進める。 

① 日本に 対する 武力 攻撃 や 周辺 事態に 円滑 かつ 効果的に 対応で きる よう、 計画に 
ついての 検討を 行う。 
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4 節 日 米 安全保障 体制 に 関連す る 諸 施策 


日  本 


〇 整合の とれた 対応 
の 確保の ために 必 
要な 準備の 実施 


情勢の 


「日本 周辺 地域に おける 事態で 日本の 平和と 安全に 重要な 影響を 与える 場合の 協力」 
1 周辺 事態が 予想され る 場合 


情報 交換 • 政策 協議の 強化 
(共通の 事態 認識に 到達す る 努力を 含む。 


事態 拡大 抑制の ための 努力 
(外交 上の ものを 含む。） 


米 


国 


合意に よる 準備 段階の 選択 


日米 間の 調整 メ カ ニ ズムの 早期 運用の 開始、 


〇 整合の とれた 対応 
.  の 確保の ために 必 

要な 準備の 実施 


情勢の 

V 変化 

〇 情報 収集 • 警戒 監 
視の 強化 

〇 情勢に 対応す るた 
めの 即応 態勢の 強 
化 


2 周辺 事態への 対応 

日  本 


適切な 取決めに 従って 必要に 応じ 相互支援 


米  国 


独自の 判断に 基づき 
事態の 拡大 抑制を 含 
む 適切な 措置 


自衛隊 


. 


生命 財産の 保護、 

周辺 事態で 

航行の 安全 確保の 

影響を 受け 

ための 活動 

た 平和と 安 

(情報 収集、 警戒 

全の 回復の 

監視、 機雷 除去 等） 

ための 活動 

独自の 判断に 基づき 
事態の 拡大 抑制を 含 
む 適切な 措置 


米軍の 活動に 対する 日本の 支援 


r 日本 防衛 等の 任務 、 

L 遂行と の 整合  J  〇 施設の 使用 

> 〇 後方地域 支援 


-> 


r 中央政府 • 地方公共団体の 
L 権限 • 能力 等の 適切な 活用 J 

-  - 


(補給、 輸送、 整備、 衛生 等） 
r 日本領 域 及び 戦闘 地域と 
L 一線を 画した 公海 等 

協力 • 調整 


日米 安保条約の 
=^> 目的 達成の ため 
支援 の 活動 


^  両国 政府が 主体的に 行う 活動 （救援活動 及び 避難民への 対応、 捜索 •救難、 非 戦 
闘 員を 退避させる た めの 活動、 国際の 平和と 安定の 維持 を 目的と する 経済制裁 


の 実効 性を 確保す るた めの 活動） 


►  4  : 活動 （措置） の 実施 
►<H=^>  : 相互の 協力 •調整 


監 た 強 

ヒ戒 るの 

M S- す 勢 

応態 

集 化 対応 

収 強に 即 

幸の 勢の 

青 見 青め ヒ 

01 彳〇彳 


周辺 事態に おける 協力の 対象と なる 機能 及び 分野 並びに 協力 項目 例 


機能 及び 分野 


協力 項目 例 


救援活動 及び 避難 
民への 対応の ための 
措置 

〇 被災地への 人員 及び 補給 品の 輸送 
〇 被災地に おける 衛生、 通信 及び 輸送 

〇 避難民の 救援 及び 輸送の ための 活動 並びに 避難民に 対する 応急 物資の 支給 

日米 両国 
政府が 各 
々主体的 
に 行う 活 
動に おけ 
る 協力 

捜索 • 救難 

〇 日本領 域 及び 日本の 周囲の 海域に おける 捜索 •救難 活動 並びに これに 関する 情報の 交換 

非戦闘員を 退避 させ 
るた めの 活動 

〇 情報の 交換 並びに 非戦闘員との 連絡 及び 非戦闘員の 集結 •輸送 
〇 非戦闘員の 輸送の ための 米 航空機 •船舶に よる 自衛隊 施設 及び 民間 空港 •港湾の 使用 
〇 非戦闘員の 日本 入国 時の 通関、 出入国管理 及び 検疫 
〇 日本国内に おける一時 的な 宿泊、 輸送 及び 衛生に 係る 非戦闘員への 援助 

国際の 平和と 安定の 
維持を 目的と する 経済 
制裁の 実効 性を 確保 
する ための 活動 

〇 経済制裁の 実効 性を 確保す るた めに 国際連合 安全保障 理事会 決議に 基づいて 行われる 船 
舶の 検査 及び このような 検査に 関連す る 活動 
〇 情報の 交換 

施設の 使用 

〇 補給 等を 目的と する 米 航空機 •船舶に よる 自衛隊 施設 及び 民間 空港 •港湾の 使用 
〇 自衛隊 施設 及び 民間 空港 •港湾に おける 米国に よる 人員 及び 物資の 積 卸しに 必要な 場所 
及び 保管 施設の 確保 

〇米 航空機 •船舶に よる 使用の ための 自衛隊 施設 及び 民間 空港 •港湾の 運用 時間の 延長 
〇米 航空機に よる 自衛隊の 飛行場の 使用 
〇 訓練 •演習 区域の 提供 

〇 米軍 施設 •区域 内に おける 事務所 •宿泊所 等の 建設 

補給 

〇 自衛隊 施設 及び 民間 空港 •港湾に おける 米 航空機 •船舶に 対する 物資 （武器 •弾薬を 除く。） 
及び 燃料 • 油脂 • 潤滑油の 提供 

〇 米軍 施設 •区域 内に 対する 物資 （武器 •弾薬を 除く。） 及び 燃料 •油脂 •潤滑油の 提供 

米軍の 活 

輸送 

〇 人員、 物資 及び 燃料 •油脂 •潤滑油の 日本国内 における 陸上 •海上 •航空 輸送 
〇 公海上の 米 船舶に 対する 人員、 物資 及び 燃料 •油脂 •潤滑油の 海上 輸送 
〇 人員、 物資 及び 燃料 •油脂 •潤滑油の 輸送の ための 車両 及び クレーンの 使用 

動に 対す 
る 日本の 
支援 

後 

方 

整備 

〇米 航空機 • 船舶 • 車両の 修理 • 整備 
〇 修理 部品の 提供 
〇 整備 用 資 器材の一 時 提供 

地 

域 

支 

援 

衛生 

〇 日本国内に おける 傷病 者の 治療 
〇 日本国内に おける 傷病 者の 輸送 
〇 医薬品 及び 衛生 機具の 提供 

警備 

〇 米軍 施設 •区域の 警備 
〇 米軍 施設 •区域の 周囲の 海域の 警戒 監視 
〇 日本国内の 輸送 経路 上の 警備 
〇 情報の 交換 

通信 

〇 日米 両国の 関係 機関の 間の 通信の ための 周波数 (衛星通信 用を 含む。） の 確保 及び 器材の 提供 

その他 

〇米 船舶の 出入 港に 対する 支援 
〇 自衛隊 施設 及び 民間 空港 •港湾に おける 物資の 積 卸し 
〇 米軍 施設 •区域 内に おける 汚水 処理、 給水、 給電 等 
〇 米軍 施設 •区域 従業員の一 時 増員 

警戒 監視 

〇 情報の 交換 

運用 面に 
おける 日 
米 協力 

機雷 除去 

〇 日本領 域 及び 日本の 周辺の 公海に おける 機雷の 除去 並びに 機雷に 関する 情報の 交換 

海 • 空域 調整 

〇 日本領 域 及び 周囲の 海域に おける 交通量の 増大に 対応した 海上 運航 調整 
〇 日本領 域 及び 周囲の 空域に おける 航空交通管制 及び 空域 調整 
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第 4 節  日 米 安全保障 体制 に 関 速す る 諸 施策 


② 日本の 防衛の ための 準備 及び 周辺 事態に おける 協力 措置の 準備に 関して、 共通 
の 基準を 確立し、 日本の 防衛の ための 作戦を 円滑 かつ 効果的に 行える よう、 共通 
の 実施 要領な どを 準備す る。 

(2) 調整 メカニズム 

自衛隊 及び 米軍で 構成され る 日米 共同 調整 所を 始め、 日米 両国の 関係 機関の 関与 
を 得て 構築され、 日本に 対する 武力 攻撃 及び 周辺 事態に 際して 各々 が 行う 活動の 間 
の 調整を 行う。 

包括的な メカニズムの 構成 


共同作業の ための 包括的な メカニズム〕: 


調整〕 


関係 省庁 局長 等 会議 


大統領 


内閣総理大臣 


=[ 


防衛 協力 小委員会 （SDC) 


米 側 

〇 国務 次官 補、 国防 次官 補 
〇在 日米 大使館、 在日米軍、 
統合参謀本部、 太平洋 軍 
の 代表 


日本側 

〇 外務省 北米 局長 
防衛庁 防衛 局長 及び 運 
用 局長 

〇 統合幕僚会議 事務局の 
代表 


SCC の 補佐、 包括的な メカニズムの 全 構成要素 
間の 調整、 効果的な 政策 協議の ための 手続 及び 

手段に ついての 協議 等 

〔調整〕 

1 

1 

1 

| 穩 鑛峰隹 .••細 ■細 _ _ _ _ 

〔調整〕 

共同 計画 検討委員会 （BPC) 

’ （米  側） 

(日本側） 

在日米軍 副 司令官、 

統合幕僚会議 事務局長、 

米軍の 関係者 

自衛隊の 関係者 

共同 作戦計画 及び 相互 協 力 計画に ついての 検討 や、 
共通の 基準 及び 実施 要領 等に ついての 検討の 実施 


〔議長： 内閣 官房 副 長官〕 


国内 関係 省庁に かかわる 
事項の 検討 及び 調整 


連絡 • 調整の 場 


〇必 要の 都度、 外務省 • 
防衛庁が 設定 
〇 BPC と して 計画に つい 
ての 検討を 効果的に 実 
施す るた めに 必要な 関 
係 省庁との 調整 


日米 安全保障 協議 委員会 （SCC) 

国務長官 

しんちょく 

方針の 提示、 作業の 進埗 確認、 
必要に 応じ 指示の 発出 

外務大臣 

国防長官 

防衛庁長官 

割 

1111 P 


自衛隊の 指揮 系統 


割 

raw- 

1111 Q 


米軍の 指揮 系統 
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2 指針の 実効 性を 確保す るた めの 諸 施策 
指針の 実効 性 確保の ための 措置 

政府は、 日本の 平和と 安全を 確保す るた め、 侵略を 始めと する 危機の 発生を 防止 
する とともに、 万一 危機が 発生した 場合には 適切に 対処し 得る よう 各種の 施策を 推 
進して きている。 

指針は、 平素 や 日本に 対する 武力 攻撃 及び 周辺 事態 という 安全保障 上の 様々 な 状 
況 において、 よ り 効果的 かつ 信頼性の ある 日米協 力の ための 堅固な 基礎を 構築す る 
ことを 目的と して おり、 その実 効 性を 確保す る ことは、 日本の 平和と 安全を 確保す 
るた めの 態勢の 充実を 図る 上で 重要で ある。 

このような 考え方を 踏まえ、 政府は 1997( 平成 9) 年 9 月に、 閣議 決定を 行い、 指 
針の 実効 性を 確保し、 もって 日本の 平和と 安全を 確保す るた めの 態勢の 充実を 図る 
ため、 法的 側面を 含めて 政府 全体として 検討し、 必要な 措置を 適切に 講ずる ことと 
した。 

政府は、 98( 同 10) 年 4 月に、 この 検討の 成果の 一つと して、 次の 三 件の 法律な ど 
の 案な どを 国会に 提出し、 昨年 5 月に これらの 法律が 成立し、 協定が 承認を みた。 

①  「周辺 事態に 際して 我が国の 平和 及び 安全を 確保す るた めの 措置に 関する 法律」 
(「周辺 事態 安全 確保 法」） 

②  日米 物品 役務 相互 提供 協定を 改正す る 協定 

③  自衛隊 法の 一部を 改正す る 法律 （自衛隊 法 第 1〇〇 条の 8  ) 

これらの 法律な どの 成立 • 承認は、 日米 安保 体制の 信頼性を 強化す る ことを 通じ、 
我が国の 安全保障 政策を 一層 確固たる ものと する だけでなく、 アジア太平洋地域の 
平和と 安定に も 資する と 考える。 政府は、 指針の 実効 性を 確保す るた めの 課題に 引 
き 続き 取り組む とともに、 これらの 法律な どの 着実な 実施に 努めてい ると ころで あ 
る。 また、 地方公共団体 などの 理解を 得る ため 様々 な 機会を とらえて 説明に 努める 
とともに、 透明性 確保の 観点から、 近隣諸国に 対しても 説明を 行って いる。 

周辺 事態 安全 確保 法の 概要 
⑴ 目的 

周辺 事態 （そのまま 放置 すれば 我が国に 対する 直接の 武力 攻撃に 至る おそれの ある 
事態 等 我が国 周辺の 地域に おける 我が国の 平和 及び 安全に 重要な 影響を 与える 事態） 
に 対応して 我が国が 実施す る 措置、 その実 施の 手続 その他の 必要な 事項を 定め、 日 
米 安保条約の 効果的な 運用に 寄与し、 我が国の 平和 及び 安全の 確保に 資する ことを 
目的と する。 

(2) 周辺 事態への 対応の 基本 原則 

①  政府は、 周辺 事態に 際して、 適切 かつ 迅速に、 必要な 対応 措置を 実施し、 我が 
国の 平和 及び 安全の 確保に 努める。 

②  対応 措置の 実施は、 武力に よる 威嚇 又は 武力の 行使に 当たる ものであって はな 
ら ない。 


i  ) 適用 対象に 「周辺 事態に 
対応す る 活動」 に関する 協力 
を 追加す るな どの 改正 (本 項 
末 参照)。 

ii) 外国に おける 緊急事態に 
際して、 防衛庁長官が 行う 
在外邦人 などの 輸送の 手段 
と して 船舶 及び その 搭載へ 
リ コブ ターを 追加す るな ど 
の 改正 (本 項 末 参照)。 
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第 4 節  日米 安全保障 体制に 関連す る 諸 施策 


③  内閣総理大臣は、 対応 措置の 実施に 当たり、 基本 計画に 基づいて、 内閣を 代表 
して 行政 各部を 指揮 監督す る。 

④  関係 行政機関の 長は、 対応 措置の 実施に 関し、 相互に 協力す る。 

⑶ 基本 計画 

内閣総理大臣は、 周辺 事態に 際して、 自衛隊が 実施す る 後方地域 支援、 特に 内閣 
が 関与す る ことによ り 総合的 かつ 効果的に 実施す る 必要の ある 関係 行政機関の 行う 
後方地域 支援、 後方地域 捜索 救助 活動の いずれ かを 実施す る 必要が あると 認める と 
きは、 当該 措置を 実施す る こと 及び 対応 措置に 関する 基本 計画の 案に つき 閣議の 決 
定を 求めなければ ならない。 

基本 計画では、 対応 措置に 関する 基本 方針、 自衛隊の 行う 後方地域 支援 及び 後方 
地域 捜索 救助 活動に 係る 基本的 事項 及び 実施 区域の 範囲、 関係 行政機関 による 対応 
措置、 地方公共団体 等に 対し 協力を 要請す る 内容な どに ついて 定める。 

なお、 後方地域とは、 我が国の 領域 並びに 現に 戦闘 行為が 行われて おらず、 かつ、 
そこで 実施され る 活動の 期間を 通じて 戦闘 行為が 行われる ことがない と 認められる 
我が国 周辺の 公海 及び その上 空の 範囲を いう。 

後方地域 支援 


(通信 設備の 利用、 

通信 機器の 提供な ど 〉 ノ 


後方地域 捜索 救助 活動 


捜索」 


⑷ 国会の 承認 

内閣総理大臣は、 周辺 事態に 際して、 自衛隊が 実施す る 後方地域 支援 又は 後方 地 
域 捜索 救助 活動の 実施 前に、 これらの 対応 措置を 実施す る ことにつ き 国会の 承認を 
得なければ ならない。 ただし、 緊急の 必要が ある 場合には、 国会の 承認を 得ないで 
これら の 対応 措置を 実施す る こと がで きる。 

国会の 承認を 得ないで 対応 措置を 実施した 場合には、 内閣総理大臣は、 速やかに、 
国会の 承認を 求めなければ ならず、 不承認の 議決が あった ときは、 政府は、 速やか 
に、 当該 対応 措置を 終了 させなければ ならない。 

⑸ 自衛隊に よる 後方地域 支援 及び 後方地域 捜索 救助 活動の 実施 

防衛庁長官は、 基本 計画に 従い、 実施 要項 (実施 区域の 指定な ど） を 定め、 これに 
ついて 内閣総理大臣の 承認を 得て、 自衛隊の 部隊な どに 当該 活動の 実施を 命ずる。 

⑻ 関係 行政機関 による 対応 措置の 実施 

関係 行政機関の 長は、 法令 及び 基本 計画に 従い、 対応 措置を 実施す る。 

⑺ 国 以外の 者に よる 協力な ど 

関係 行政機関の 長は、 法令 及び 基本 計画に 従い、 地方公共団体の 長に 対し、 その 
有する 権限の 行使に ついて 必要な 協力を 求める ことができる。 また、 法令 及び 基本 
計画に 従い、 国 以外の 者に 対し、 必要な 協力を 依頼す る ことができる。 

政府は、 協力を 求められ 又は 協力を 依頼され た 国 以外の 者が、 その 協力に より 損 
失を 受けた 場合には、 その 損失に 関し、 必要な 財政 上の 措置を 講ずる。 

⑻ 国会への 報告 

内閣総理大臣は、 次に 掲げる 事項を、 遅滞な く、 国会に 報告し なければ ならない。 

①  基本 計画の 決定 又は 変更が あった ときは、 その 内容 

②  基本 計画に 定める 対応 措置が 終了した ときは、 その 結果 

⑻ 武器の 使用 

後方地域 支援を 行う 自衛官は、 その 職務を 行う に 際し、 また、 後方地域 捜索 救助 
活動を 行う 自衛官は 遭難者の 救助の 職務を 行う に 際し、 自己 又は 自己と 共に 当該 職 
務に 従事す る 者の 生命 又は 身体の 防護の ためやむ を 得ない 必要が あると 認める 相当 
の 理由が ある 場合には、 その 事態に 応じ 合理的に 必要と 判断され る 限度で 武器を 使 
用す る ことができる。 
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第 4 節 日 米 安全保障 体制に 関連す る 諸 施策 


指針の 実効 性を 確保す るた めの その他の 法 整備 
⑴ 日米 物品 役務 相互 提供 協定を 改正す る 協定 

1996( 平成 8) 年に 署名され た 協定を 改正し、 その 適用 対象に 「周辺 事態に 対応す る 
活動」 に関する 協力を 追加した。 （本節 3 参照） 

日米 物品 役務 相互 提供 協定の 改正の 概要 


1 996 年の 日 米 物品 役務 相互 提供 協定 

〇 自衛隊と 米軍との 間に おける 共同 訓練 等に 必要な 物品 又は 役務の 相互 提供に 関する 基本的な 条件を 定める。 

〇 自衛隊 又は 米軍の いずれ か 一方が 物品 又は 役務の 提供を 要請した 場合、 他方は その 権限の 範囲 内で、 それ 
らを 提供す る ことができる。 

適用 対象 

①  自衛隊と 米軍の 間の 共同 訓練 

②  国連 平和維持活動 又は 人道的な 国際 救援活動 

改正 協定に 署名 

〇 自衛隊は、 周辺 事態に 対処す るた めの 日本 国の 措置に ついて 定めた 関連の 法律に 従って 物品 又は 役務を 提 
供し、 当該 法律に よって 認められた 自衛隊の 活動に 関し、 物品 又は 役務を 受領す る。 

〇 自衛隊に よる 武器 • 弾薬の 提供が 含まれない ことを 明記。 


(2) 自衛隊 法の一 部を 改正す る 法律 (自衛隊 法 第 100 条の 8 ) 

この 改正は、 在外邦人 などの 輸送の 手段と して、 船舶 及び その 船舶に 搭載され た 
ヘリ コブ ターを 加えるな ど 輸送の 態勢を 強化す る とともに、 周辺 事態に おいて 日米 


両国 政府が それぞれ 主体的に 行う 非戦闘員を 退避させる 活動に 関連す る 施策と して、 
指針の 実効 性の 確保に も 資する ものである。 （  4 章 1 節 1 参照） 

自衛隊 法 第 100 条の 8 の 改正 


自衛隊 法 第 100 条の 8  (旧) 


◊ 緊急事態 における 在外邦人 等の 輸送 手段 

〇 国賓 等の 輸送の 用に 主として 供す るた めの 航空機 （例： 政府 専用機） 

〇 武器の 使用 
規定な し 

1 使用す る 空港 施設の 状況な どの 事情に より、 上記に よる 輸送が 困難な 場合 1 

〇 その他の 輸送の 用に 主として 供す ざた めの 航空機 （例： C-130H 輸送機） 

改正 自衛隊 法 第 100 条の 8 


〇 緊急事態 における 在外邦人 等の 輸送 手段に 

〇 武器の 使用 

以下を 追加 

在外邦人 等の 輸送に 用いる 航空機 若しく は 船舶の 所 

〇 在外邦人 等の 輸送に 適する 船舶 

在す る 場所な どに おいて、 隊員 又は 隊員の 保護の 下に 入つ 

〇 上記の 船舶に 搭載され た ヘリコプター 

ている 邦人 等の 生命 • 身体の 防護の ためやむ を 得ない 
と 認める 相当の 理由 が ある 場合には、 そ の 事態に 応じ 
合理的 に 必要 と 判断され る 限度で 武器を 使用 できる。 
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周辺 事態 安全 確保 法に 含まれな かつ た 事項 

政府が 提出 していた 周辺 寧 態 安全 確保 法案に 基づく 船舶 検査 活動は、 周辺 寧 態に 
際し、 我が国の 平和と 安全の 確保に 資する ものと して、 国連 安保理 決議に 基づく 経 
済 制裁の 実効 性を 確保す るた めに、 状況に 応じて 必要と 考えられる 一定の 措置を 採 
る ものであった。 

しかしながら、 船舶 検査 活動に ついては、 様々 な 議論が なされ、 国会での 審議の 
結果、 その 在り方な どに ついて、 更に 検討す る 必要が ある ことから、 別途 立法 措置 
を 採る という 前提で 法案から 削除され た。 政府と しては、 その 重要性に かんがみ、 
早期に 新たな 立法 措置が 講じられる ことを 強く 期待して いる。 

指針の 下での 日 米 共同の 取組の 実施 

現在、 日米 両国 政府は、 指針に おいて 定められた 包括的な メカニズムの 下で 共同 
作業を 行って いる。 

また、 同じく 指針に おいて 平素から 構築す ると 定められた 調整 メ カ ニズム につい 
ては、 できる 限り 早期に 構築す るた め、 現在、 具体的な 調整の 方法な どを 含め 検討 
している。 （本節 1 参照） 
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第 4 節 日 米 安全保障 体制 に 関連す る 諸 施策 


3 平素から 行って いる 協力 
政策 協議 及び 情報 交換な ど 
⑴ 日米 間の 主要な 協議の 場 

日米 間の 安全保障 に関する 政策の 協議は、 通常の 外交 ルートに よる ものの ほか、 
日米 安全保障 協議 委員会 (SCC) など、 各種の レベルで 緊密に 行われて いる。 SCC は、 
最近では 1998( 平成 10) 年 9 月、 ニューヨーク において 開催され た。 協議では、 北朝鮮 
による ミ サイ ル 発射が、 日米 両国の 安全保障 及び この 地域に 対する 重大な 脅威で あ 
るとの 日米の 認識が 再 確認され ると ともに、 日本側から、 指針 関連 法案な どに っい 
てで きる 限り 早く 国会で 成立 • 承認を 得られる よう 最善を 尽く したいと 説明す るな 
ど、 当時の 重要 かっ 基本的な 問題に っいて 両 政府 間の 理解を 深め、 協力を 強化す る 
のに 役立った。 

その 下には、 次官. 局長な どの 参加す る 日米 安全保障 高級 事務 レベル 協議 (SSC)、 
防衛 協力 小委員会 (SDC) などが ある。 「指針」 はこの SDC において 研究し、 その 成果 
を まとめた ものである。 これら 協議の 枠組みは 次の 図表のと おりで ある。 


安全保障 問題に 関する 日米 両国 政府の 関係者 間の 主な 協議の 場 


協議の 場 

出席 対象 者 

日本側  米 側 

目  的 

根  拠 

日米 安全保障 
協議 委員会 
(SCC) 

外務大臣 

防衛庁長官 

国務長官 

国防長官 

(注 1) 

日米 両 政府 間の 理解の 促進 
に 役立ち、 及び 安全保障の 
分野に おける 協力 関係の 強 
化に 貢献す るよう な 問題で 
安全保障の 基盤を なし、 か 
つ、 これに 関連す る ものに 
ついて 検討。 

安保条約 第 4 条を 根拠と 
し、 昭和 35 年 1 月 19 日付 
内閣総理大臣と 米国 国務 
長官との 往復 書簡に 基づ 
き 設置。 

日米 安全保障 
高級 事務 レベル 
協議 (SSC) 

参加者は 

一定して 

いない 

(注 2) 

参加者は 
一定して 
し、 ない （注 2) 

日米 相互に とって 関心の あ 
る 安全保障 上の 諸問題に つ 
いて 意見交換。 

安保条約 第 4 条 

日米 安保 運用 
協 E 義会 
(SCG) 

(Security  Consultative  Group) 

外務 審議 官 
外務省 北米 局長 
防衛施設庁 長官 
防衛庁 防衛 局長 
統幕 議長な ど 

在日 米 大使館 
公使 及び 参事官 
在日米軍 司令官 
及び 参謀長な ど 

安保条約 及び その 関連 取 極 
の 運用に ついての 協議 及び 
調整。 

安保条約 第 4 条を 根拠と 
し、 昭和 48 年 1 月 19 日 外 
務 大臣と 駐日 米 大使との 
会談に おける 合意に 基づ 
き 設置。 

防衛 協力 
小委員会 
(SDC) 

(注 3) 

外務省 北米 局長 
防衛庁 防衛 局長 
及び 運用 局長 
統幕の 代表 

(注 4) 

国務 次官 補 
国防 次官 補 
在日 米 大使館、 
在日米軍、 
統合参謀本部、 
太平洋 軍の 代表 

緊急 時に おける 自衛隊と 米 
軍の 間の 整合の とれた 共同 
対処 行動を 確保す るた めに 
とるべき 指針な ど、 日米 間 
の 協力の 在り方に 関する 研 
究 協議。 

昭和 51 年 7 月 8 日 第 16 回 日 
米 安全保障 協議 委員会に 
おいて 同委員会の 下部 機 
構と して 設置。 その後、 

平成 8 年 6 月 28 日の 日米 次 
官級 協議に おいて 改組。 

日米 合同委員会 
(原則として 
隔週 開催） 

外務省 北米 局長 
防衛施設庁 長官 
など 

在日米軍 参謀長 
在日 米 大使館 
公使 •参事官な ど 

地位 協定の 実施に 関して 協 
議。 

地位 協定 第 25 条 

(注〉 1 平成 2 年 12 月 26 日 以前は、 駐日 米国 大使 •太平洋 軍司令官。 

2 両国 次官 • 局長 クラスな ど 事務 レベルの 要人に より 適宜 行われて いる。 

3 平成 8 年 6 月 28 日の 改組 時、 審議 官 •次官 補 代理 レベルの 代理 会議を 設置した。 
4 平成 9 年 9 月 23 日 防衛庁 運用 局長が 加えられた。 
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また、 防衛庁は、 日米 安保 体制の 下、 米国 国防省な どとの 間で、 必要な 情報の 父 
換を 行って いるが、 近年、 日米の 防衛 協力が 進んだ ことにより、 実務 レベルでの 情 
報 交換の 重要性が 一層 増 してきて いる。 

このように、 あらゆる 機会と レベルで 意思の 疎通を 図り、 情報と 認識を 共有して 
いく ことは、 日米 安保 体制の 信頼性の 向上に 役立つ ものである。 

(2) 日米 防衛 首脳会談 

日米 防衛 首脳会談は、 最近では、 昨年 7 月並び に 本年 1 月 及び 3 月に 行われ、 幅 
広く 意見を 交換した。 3 月 の 会談の 概要は 以下の とおりで ある。 

①  地域 情勢 
• 中国 

瓦 防衛庁長官 （当時） より、 中 台 関係 及び 日中 防 
衛 交流に ついて、 コーエン 国防長官より、 対 中 政 
策 及び 米中 軍事 交流に ついて 発言した。 今後の 中 
台 情勢に ついて、 日米 両国が 緊密に 意思 疎通を 図 
っ ていく ことの 重要性を 確認した。 

• 北朝鮮 

日 米 両国の 外交 努力の 進展を 期待す る とともに、 

日米 韓の 緊密な 連携の 重要性を 確認した。 

②  厚木 海軍 飛行場 米軍 家族 住宅地区 大気 環境 保全 
問 m) 

瓦 長官 （当時） より、 本 問題は、 米軍 関係者 及び 基地 周辺 住民の 健康に かかわる 
問題との 認識を 示した 上、 本 問題に 関し、 関係 省庁が 一致 協力して 解決に 努力す 
るつ もりで ある 旨 発言した。 これに 対し、 コーエン 長官より、 日本 国 政府 並びに 
瓦 長官 （当時） の 取組に 感謝す ると した 上で、 本 問題を 引き続き 注視す る 必要が あ 
る 旨 発言した。 （5 章 2 節 2 参照） 

③  在日米軍 駐留 経費 負担 

日米 安保 体制に おける 在日米軍 駐留 経費 負担の 重要性に ついて 認識が 一致した。 
瓦 長官 （当時） より、 日米の 事務 レベルでの 協議が 友好的 かつ 生産 的に 行われる こ 
とが 肝要で あり、 双方が 満足の いく 結果と なる よう 努力す る 旨 発言した。 コー エ 
ン 長官より、 日本の 経済的 困難 も 承知して いるが、 戦略 的な 観点から、 できる 限 
り 現在の レベルが 維持され る こと を 希望す る 旨 発言した。 

④  日米 韓 防衛 実務 者 協議 

瓦 長官 （当時） より、 日米 韓 3 国の 防衛 当局 間の 協力を より 実効 性 ある ものと す 
るた め、 どのような 協力が 行える か、 日米 韓で 事務的に 検討 させたい 旨 発言した。 


日 米 防衛 首脳会談 (本年 3 月 東京） 


i ) 米軍 家族 住宅地区に 隣接 
する 廃棄物 焼却 施設からの 
の排 ガスが 米軍 家族 住宅に 
吹き付け ている ことによ る 
大気 環境の 保全に 関する 問 
題 0 
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第 4 節 日 米 安全保障 体制に 関連す る 諸 施策 


⑤  「日米 防衛 協力の ための 指針」 関連 

瓦 長官 （当時） より、 計画 検討 作業 や 調整 メカニズムの 構築な ど、 指針の 実効 性 
確保に 努力したい 旨 発言した。 

⑥  いわゆる 情報 戦への 対応に 係る 日米協 力 

瓦 長官 （当時） より、 この 分野で 先行して いる 米国との 間で、 今後 協力を 進めて 
いきたい 旨 発言した。 

⑦  沖縄 基地 問題 

瓦 長官 （当時） より、 先般 （1 月） 取り上げた 普 天 間の 問題に ついては、 引き続き 
昨年 末の 閣議 決定に 従って 対処して いきたい 旨 発言した。 また、 SACO 最終 報告の 
着実な 実施、 三者 連絡 協議会に おける 在日米軍の 取組に 対して 感謝す る 旨 発言し 
た。 （5 章 3 節 2 参照） 


i  ) 個 々の 装備を 使いこなす 
とともに、 一定の 規模の 部隊 
を 動かす ための 能力な ど。 

ii) 戦術、 装備、 後方 支援な 
どに 関し、 共通 性、 両用 性 
を 持つ こと。 


日米 共同 訓練 

自衛隊と 米軍の 共同 訓練は、 それぞれの 戦術 技量の 向上を 図る 上で 有益で ある。 
さらに、 日米 共同 訓練を 通じて、 平素から 戦術 面な どの 相互 理解と 意思 疎通を 深め、 
イ ン ター オペラ ピリ テイを 向上 させて おく ことは、 日米 共同 対処 行動を 円滑に 行う 
ために 欠かせない。 また、 周辺 事態 安全 確保 法な どに より 新たに 自衛隊に 与えられ 
た 任務を 行う 上で、 日米の 連携 要領を 平素から 訓練して おく こと も 重要で ある。 こ 
のよう な 努力は、 ひいては 日 米 安保 体制 の 信頼性 と 抑止 効果を 維持し 向上させる こ 


とに もつな がる。 

このため、 自衛隊は、 米軍との 間で、 各種の 共 
同訓 練を これまで も 行って おり、 今後と も その内 
容の 充実に 努めてい く 方針で ある。 こうした 観点 
から、 本年 2 月の 日米 共同 統合 演習に おいては、 
周辺 事態 安全 確保 法な どの 成立に 伴い、 新たに 付 
与さ れた 後方地域 支援 や 艦船な どに よる 在外邦人 
等の 輸送な どを 含め 種々 の 任務に 対処す る ことを 
想定して、 指揮所演習を 行った。 （資料 31 参照） 
日米 物品 役務 相互 提供 協定 


日 米 物品 役務 相互 提供 協定は、 日 米 安保条約の 
円滑 かつ 効果的な 運用と、 国連を 中心と した 国際 平和の ための 努力に 積極的に 寄与 
する ことを 目的と する も ので あり、 96( 平成 8  ) 年 10 月 に 発効した。 


iii) 提供の 対象と なる 物品 又 
は 役務は、 食料、 水、 宿泊、 
輸送 (空輸を 含む。）、 燃料 • 
油脂 • 潤滑油、 被服、 通信、 
衛生 業務、 基地 支援、 保管、 
施設の 利用、 訓練 業務、 部 
品 • 構成 品、 修理 • 整備 及 
び 空港 • 港湾 業務の 各項 目 
に関する もの。 


この 協定は、 自衛隊と 米軍との 間で、 いずれ か 一方が 物品 又は 役務の 提供を 要請 
した 場合には、 他方は、 その物 品 又は 役務を 提供で きる ことを 基本 原則として いる。 
適用され る 対象は、 当初は 共同 訓練、 国連 平和維持活動 及び 人道的な 国際 救援活動 
であった が、 周辺 事態に 対応す る 活動に 関する 協力を 追加した 改正 協定が 国会に お 
いて 承認され、 昨年 9 月に 発効した。 （本節 2 参照） 
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装備 • 技術面での 交流 

日米 両国は、 日米 安保条約に おいて、 それぞれの 防衛 能力の 維持、 発展の ために 

相互に 協力 するとし ている。 また、 「日本 国と ア メリ カ 合衆国との 間の 相互 防衛 援助 

協定」 は、 両国 間の 防衛 分野に おける 相互 協力の ための 枠組みを 定めて いる。 日本と 

しても、 こうした 相互 協力の 原則を 踏まえ、 日本の 技術 基盤 •生産 基盤の 維持に 留 

意しつつ、 米国との 装備. 技術面に 関する 協力を 積極的に 進める 必要が ある。 

日本は、 日米 技術協力 体制の 進展 及び 技術水準の 向上な どの 状況を 踏まえ、 83( 昭 

和 58) 年、 武器 輸出 三 原則な どに よ ら ず、 米国に 対して 武器 技術を 供与す る ことと し 

た （資料 32、 33 参照)。 以来、 携行 SAM 関連 技術 及び 米海軍の 船舶の 建造の ための 技 

術を 皮切りに、 弾道 ミ サイ ル 防衛 共同 技術 研究に 関連す る 武器の 技術な ど 12 件の 武  i) 地対空 ミサイル 

地上から 発射され る 航空 

器 技術の 対米 供与を 決定して いる 0  機な どの 要撃 用の ミサイル。 

また、 両国 間では、 従来、 双方 向で 技術 交流を 拡充す る ことで 意見が 一致して い 
る。 このため、 装備 •技術 問題に 関し 意見を 交換す る 場で ある 日米 装備 •技術 定期 
協議 (S&TF) な どで 協議を 行い、 そこ で 合意され た 具体的な 研究 プ ロジェ クトを 通じ 
て 相互に 技術 交流の 促進を 図って いくこと と している。 

92( 平成 4  ) 年 9 月 に 政府 間 取 極を 結び、 約 6 年の 研究を 経て 所期の 目的を 達成し 
て 終了した 「ダク テッ ドロ ケット. エンジン」 を 始めと して、 これまで 9 件の 共同 プ 
ロジェ クト に関する 政府 間 取 極を 結び、 共同研究 •改修を 行って いる。 さらに、 今 
後の 共同研究 プロ ジヱク トの 拡大に ついても、 日米 双方で 検討を 行って いる。 


日米 共同研究 • 改修 プロ ジェク ト 


項  目 

概  要 

共同研究 実施の ための 
政府 間 取 極の 締結 時期 

ダク テッド ロケット • 
エンジン 

夕 f 部からの 空気を 加えて、 ロケット 固体燃料を 2 次 燃焼させる ための 基礎 技術に 
関する 研究。 

1992 年 9 月 

先進 鋼 技術 

潜水艦の 耐圧 殻な どに 使う 超 高 張力 鋼材の 溶接 基礎 技術に 関する 研究。 

1995 年 10 月 

戦闘 車両 用 
セラミック •エンジン 

セラミック 材料を 適用した ディーゼル エンジンの 基礎 技術に 関する 研究。 

1995 年 10 月 

アイ セーフ •レー ザー 
レーダー 

目に 対して 安全性の 高い 波長の レーザー を 使った レーダー 装置の 基礎 技術に 関 
する 研究。 

1996 年 9 月 

射出 座席 

戦闘機の 射出 座席に 乗員 拘束 装置 及び 座席 安定化 装置を 付加す るた めの 研究。 

1998 年 3 月 

先進 ハイブリッド 
推進 技術 

固体燃料と 液体 酸化 剤に よる 推進の 制御が 可能な 推進 装置の 基礎 技術に 関 
する 研究。 

1998 年 5 月 

浅海 域 音響 技術 

浅海 域に おける 音波の 伝搬、 海底での 反射な どの 特性の 分析 •解析に 関する 研 
究〇 

1999 年 6 月 

弾道 ミサイル防衛 技術 
(4 章 1 節 5 参照） 

海上 配備 型 上層 システム (NTWD) の ミサイルの 四つの 主要 構成 品 （赤外線 シーカ、 キネ 
ティ ック 弾頭、 第 2 段 ロケット モータ 及び ノー  ズ コーン) に関する 研究。 

1999 年 8 月 

野戦 砲 用 高 安全性 
発射薬 

被弾 時に おける 発射薬への 意図し ない 誘爆を 回避す る 発射薬の 基礎 技術に 関 
する 研究。 

2000 年 3 月 
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第 4 節  日米 安全保障 体制に 関連す る 諸 施策 


i  ) 正式 名称は、 「日本 国と 
ア メリ カ 合衆国との 間の 相 
互 協力 及び 安全保障条約 第 
六条に 基づく 施設 及び 区域 
並びに 日本 国に おける 合 衆 
国 軍隊の 地位に 関する 協定」。 

これにより、 合衆国 軍隊 
が 使用す る 区域 及び 施設の 
提供 や 合衆国の 船舶 • 航空 
機の 港 • 飛行場への 出入り、 
公共の 役務の 利用な どを 定 
めて いる。 


4 在日米軍の 駐留を 円滑にす るた めの 施策な ど 

在日米軍の 駐留は、 日米 安保 体制の 中核 的な 要素で あり、 日本 及び アジア 太平洋 
地域に 対する 米国の コ ミット メン ト についての 意思表示 でも ある。 国際社会 におい 
て 引き続き 不安定 要因が 存在す る 中、 在日米軍は、 様々 な 形で 日本 及び アジア 太平 
洋 地域の 平和と 安定に 大きく 貢献して おり、 特に、 その 存在 _ 体が 目に 見える 形で 
の 抑止 機能を 果たして いると 考えられる。 日本と しては、 このように 在日米軍の 駐 
留が 重要で ある ことを 踏まえ、 駐留を 円滑にす るた めの 諸 施策を 積極的に 行う こと 
によって、 日 米 安保 体制の 信頼性の 向上を 図って いく 必要が ある。 

在日米軍の 駐留に 係る 経費の 負担な ど 

日本は、 地位 協定に 基づき、 在日米軍が 使用す る 施設 •区域を 米国に 負担を かけ 
ないで 提供す る 義務を 負って いる。 また、 在日米軍が 必要と する 在日米軍 従業員の 
労働力は、 地位 協定に より 日本の 援助を 得て 充足され る ことに なって いる。 

在日米軍の 駐留を 円滑 かつ 安定 的に する ための 経費 負担は、 日米 安保 体制の 円滑 
で 効果的な 運用を 確保す る 上で 重要で あるた め、 財政 事情に も 十分 配慮しつつ、 日 
本と しては できる 限りの 努力を 払って きた。 その 概略は 次のと お りで ある。 

①  米軍が 使用す る 施設に ついて、 1979( 昭和 54) 年度から、 隊 舎、 家族 住宅、 環境 関 
連 施設な どの 整備を 行い、 これらを 米軍に 提供して きた。 

②  在日米軍 従業員の 労務 費に ついて、 78( 同 53) 年度から 福利 費な どを、 また、 そ 
の 翌年 度から 国家公務員の 給与 条件に 相当す る 部分を 超える 格差 給な どを 負担し 
てきた。 その後、 87( 同 62) 年に 特別 協定を 締結し、 調整 手当な ど 8 手当 も 負担す 
る ことと した。 

③  さらに、 91( 平成 3) 年に 締結した 特別 協定では、 在日米軍 従業員の 基本給 及び 
諸手 当と 在日米軍が 公用の ため 調達す る 光熱 水 料な どの 全部 又は 一部を 5 年間に 
わたって 負担す る ことと した。 


在日米軍 駐留 経費 負担の 現状 （平成 1 2 年度 予算) 
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④ そして、 96( 同 8) 年度から 2000 (同 12) 年度までの 5 年間を 対象 期間と する 特別 協 

定を 1995( 同 7) 年に 締結し、 在日米軍 従業員の 基本給な どや、 光熱 水 料な どに つ 

いて 既存の 仕組みを 維持しつつ、 運用の 柔軟性な どの 改善を 図った ことな どに 加 

え、 新たに 日本側の 要請に よる 米軍の 訓練の 移転に 伴う 追加 約 経費 （訓練 移転 費） 

を 負担す る ことと した。 

このほか、 在日米軍 施設 •区域の 提供に 必要な 経費 （施設の 借料な ど） の 負担、 同 
施設* 区域の 周辺 地域の 生活環境 などの 整備の ための 措置、 在日米軍 従業員の 離職 
対策な どを 行って いる。 また、 市町村に 対して 固定資産 税の 代替で ある 基地 交付金 
などを 交付1 している。 

在日米軍 施設 • 区域の 安定 的な 使用の 確保 

在日米軍の 施設 •区域は、 在日米軍の 活動の 拠点と なる もので あり、 その 円滑 か 
つ 安定 的な 使用の 確保は、 日米 安保 体制を 維持し 信頼性を 高める ため 必要 不可欠な 
要素で ある。 

政府は、 在日米軍 施設 • 区域に 関する 諸 施策 (岩 国 飛行場 滑走路 移設 事業、 空母 艦 
載 機の 着陸 訓練 場の 確保、 SACO 最終 報告の 実施な ど) について、 日米 安保条約の 目 
的 達成と 周辺 地域社会の 要望との 調和を 図りながら、 問題解決の ための 努力を 重ね 
てきた （5 章 2 節 3、 3 節 参照)。 

また、 政府は、 必要な 施設 •区域の 安定 的な 使用を 確保す るた め、 その 土地の 所 
有 者との 合意の 下、 賃貸借契約 などを 結んで いる。 しかし、 このような 合意が 得ら 
れ ない 場合には、 駐留軍 用地 特措 法に より、 使用権 原を 取得す る ことと している。 

なお、 昨年 7 月に 一括 法と して 「地方分権の 推進を 図る ための 関係 法律の 整備 等に 
関する 法律」 が 成立した。 この 一括 法に おいては、 地方分権 推進 計画に 従って、 国と 
地方公共団体が 分担すべき 役割を 明確に し、 その 中で、 機関 委任 事務 制度が 廃止 さ 
れ、 地方公共団体の 事務を 自治 事務と 法定 受託 事務と に 再構成した。 この 見直しに 
合わせて、 駐留軍 用地 特措 法は、 従前、 知事、 市町村 長が 処理して いた 事務を 国の 
直接 執行 事務と する ほか、 新規に 使用 又は 4 又 用す る 必要が ある 土地な どに ついて、 
防衛 施設 中央 審議会の 譲を 経て 内閣総理大臣が 都道府県の il 又 用 委員会に 代わり 裁決 
(代行 裁決） を 行う ことができる 制度を 導入す るな ど、 国の 安全保障 上 必要な 土地な 
どの 使用 又は 収用と いう 極めて 重要な 事柄に ついて、 国が 最終的に 執行 責任を 担保 
し 得る ように 改正され、 本年 4 月 1 日から 施行され た。 


) 自治省が 交付。 


ii)  正式 名称は、 「日本 国と 
ア メリ カ 合衆国との 間の 相 
互 協力 及び 安全保障条約 第 
六条に 基づく 施設 及び 区域 
並びに 日本 国に おける 合 衆 
国 軍隊の 地位に 関する 協定 
の 実施に 伴う 土地 等の 使用 
等に 関する 特別措置 法」。 

iii)  権原とは、 ある 行為を 正 
当 化する 法律上の 原因。 

iv)  都道府県 知事 や 市町村 長 
を 国の 機関と して 構成し、 
国の 事務を 処理させる 制度。 

v)  自治 事務は、 地方 公共 団 
体の 処理す る 事務のう ち、 
法定 受託 事務を 除いた もの。 

法定 受託 事務は、 国が 本 
来 果たすべき 役割に 係る 事 
務 であって、 国に おいて そ 
の 適正な 処理を 特に 確保す 
る 必要が ある ものと して 法 
律、 又は これに 基づく 政令 
に 特に 定める もの。 

vi)  防衛庁 本庁に 置かれ、 内 
閣 総理大臣が 内閣の 承認を 
得て 任命す る 7 名 以内の 委 
員から 構成され る 審議会。 
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第 4 節  日 米 安全保障 体制 に 関連す る 諸 施策 


-  在日米軍の 「良き 隣人と なる ための 活動」  - 

在日米軍は、 アジア太平洋地域の 平和と 安定 や 日本の 防衛に 携わりつつ、 地域 住民の 理解を 得、 様々 な 「良 
き 隣人と なる ための 活動」 を 続けて います。 

在日米軍 人は、 個人 又は 家族 単位で 部隊な ど 周辺の 児童 養護施設 や 老人ホームを 訪問し、 プレゼント をし 
たり、 施設を 修理す るな どの 活動を 40 年 以上に わたって 続けて います。 海兵隊では、 訓練の 移転先と なる 演 
習 場 周辺で もこう した 活動を 行って います。 

また、 各地の 米軍 部隊は、 毎年 1 回は フレンドシップ •デ ーな どの イベントを 開催し、 地域 住民との 交流 
を 図って います。 米海軍 艦艇は、 一般の 港湾に 入港した 場合には 艦艇の 一般 公開を 行って 地域 住民と 触れ合 
いの 場を 設ける ようにして います。 さらに、 米軍 施設 •区域 
内の 教育 施設を 利用 した 国内 留学 制度 や 音楽隊に よる 日本 各 
地での 演奏 活動な どの 文化交流 活動 も 行って います。 

以下、 三 沢 市に 所在す る 米軍 基地と 地域 住民の 交流に つい 
て 紹介し ます。 

昨年 10 月、 三 沢 米軍 基地は、 青森県の 「豊かな 海 作り」 大会 
において、 県知事 賞を 受賞し ました。 この 大会は、 水産 資源 
の 維持 や 漁業 環境の 保全の ために 行われた も のです。 今回の 
表彰は、 米軍の 行って いる 活動、 すなわち、 主に みどりの 日 
や 基地で 設けて いる アース • デ ーに 行う 市内、 三 沢 漁港、 渓 
流な どの 清掃、 田植え、 3 月に 行う 稚魚の 放流な どの 活動が 
認められた ものです。 このほか にも 多くの ボランティア 活動を 行って いますが、 いずれも、 地域に 対して 自 
分が 何 か 貢献で きない かと いった 米軍 人の 自発的な 意思に 基づく ものであるとの ことです。 

また、 地域 住民との 交流 も 盛んです。 20 万人 以上の 観衆を 集める 航空 ショーを 毎年 行って いる ほか、 日本 
文化を 理解す る イベント である ジャパン •デ ー、 アメリカ 文化を 紹介す る アメリカン •デ ー、 三 沢 市の 教育 
委員会と 協力して 行って おり、 米空軍の 中で も 高く 評価され ている 子供の ホームステイ プログラム などが 代 
表 的な ものです。 

特に、 アメリカン •デ ーでは、 パレードを 三 沢 市の 中心 街 
で 行う とともに、 ア メリ カ 文化 紹介の ための 展示な ども 市内 
の 各種 施設で 行って います。 こうした 形で 交流が 行われて い 
る 背景と しては、 上に 述べた よう に 米軍 人が 積極的に 地域に 
溶け込もうと している ことに 加え、 従来、 市と して 米軍との 
共存共栄 という 方針 を 維持して きた こと も 挙げられます。 
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第 4 章 

多様化す る 防衛庁 • 自衛隊の 施策と 活動 


一様々 な 分野で 防衛 力を 有効に 発揮 一 


噴火す る 有珠山 


第 4 章 多様化す る 防衛庁. 自衛隊の 施策と 活動 


第 1 節  求められる 各種の 事態 等への 対応 


好 


第 1 節 求められる 各種の 事態 等への 対応 


玄倉 川での 救助 活動 


偵察機に よる 有珠 山の 火山活動の 偵察 


防衛 大綱では、 防衛 力の 役割と して 第一に 「我が国の 防衛」 が、 第二に 「大規模 災害 
等 各種の 事態への 対応」 が 挙げられ ている。 近年、 北朝鮮に よる ミ サイ ル 発射 や 不審 
船 事 案、 大規模な 災害な どが 発生し、 自衛隊の 対応が 求められ ている ことに みられ 
るよう に、 直ちに 防衛 出動が 求められる 場合 以外に も、 我が国の 平和と 安全に かか 
わる 重要 事態に 自衛隊と してい かに 対応す るかが 大きな 課題と なって きている。 
本節では、 こうした 重要 事態 等への g 衛隊の 対応に ついて、 まとめて 説明す る。 


在外邦人 等 輸送 訓練 


海上保安庁との 共同 訓練 


掃海 部隊に よる 
神 戸 沖での 
不発弾 処理 


1 緊急事態への 対応 
主な 緊急事態への 取組 

政府は、 総理の 指示に 基づき、 1996( 平成 8) 年 5 月から 我が国に 対する 危機が 発 
生した 場合 やその おそれが ある 場合に おける、 政府が 採るべき 種々 の 対応に ついて、 
起こり 得る もろもろの ケースを 想定し、 必要な 対応策を 検討、 研究す るた めの 作業 
を 行って いる。 

本 検討は、 内閣 安全保障 •危機管理 室が 事務局と な 
り、 以下の 各項 目について 各 関係 省庁が 連携を とっ 
て 研究、 検討を 進めて きている。 

⑴ 在外邦人 などの 保護 

国外に おける 緊急事態に 際して、 官民の 航空機 又は 
船舶を 使用し 多数の 邦人を 救出す るな ど、 政府 全体と 
して 対処す る ことが 適切で ある 場合に、 どのような 手 
順に 従って 行う かの 整理を している。 本 検討の 中で、 

様々 な 事態に おいてより 効果的な 邦人の 輸送を 行って 
いく 観点から、 輸送 手段に 自 衛隊 船舶 を 加える こと 及 
び 邦人 輸送を 行う 場合の 安全性の 確保の 在り方に つい 
て、 特に 検討を 深める 必要が あると された。 この結果、 

昨年 5 月 に _ 衛隊 法が 改正され、 自衛隊に よる 在外邦人 などの 輸送の 態勢が 強化 さ 
れ た。 

(2)  大量 避難民 対策 

我が国の 周辺 地域から 大量の 避難民が 海を 渡って 到着した 場合に、 政府 全体と し 
て 採るべき 対処 手順の 整理を 行って いる。 具体的には、 避難民 対策の 体制の ほか、 
避難民 対策の 基本 要領な どに ついて 整理を 行って いる。 

(3)  沿岸 •重要 施設の 警備な ど 

警察、 海上保安庁の 個別 機関の みならず、 政府 全体として 対処す る ことが 必要と 
考えられる ものに ついて、 現行 制度を 前提と した 場合の 対処の 在り 方 及び 問題点な 
どの 検討を 行って いる。 具体的には、 現行 制度に ついての 整理 •検討を 踏まえ、 事 
案が 発生した 場合の 首相官邸 などへの 報告 要領、 政府 対策 本部の 設置、 警察 •海上 
保安 庁では 対処で きない 場合な どに おける 自衛隊を 含めた 対応で ある。 

(4)  対米 協力 措置 (施設 • 区域 面での 協力 や 米軍への 後方 支援) など 
留意すべき 現行法 制度の 枠組み、 手続な どに ついて、 関係 省庁 間で 一般的、 実務 

的な 検討を 行って きた。 対米 協力 措置な どに 関しては、 今後、 「日米 防衛 協力の ため 
の 指針」 に 基づく 相互 協力 計画に ついての 検討な ど 日米 共同作業 又は 各々 政府 部内で 
行う 検討の 場に おいて、 各種の 具体的 事項な どを 勘案しつつ、 更に 検討を 深めて い 
く ことと なる。 


輸送 艦 「おおす み」 
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なお、 本 検討は、 あくまで 憲法 や 集団 的 自衛権に 関する 政府の 従来の 解釈を 前提 
として 行う もので あり、 また、 特定の 国 又は 地域に おける 紛争な どの 生起を 前提と 
する ものでは ない。 

在外邦人 などの 輸送 態勢の 整備 

防衛庁は、 これまで、 外国に おける 災害、 騷乱 その他の 緊急事態に 際して、 自衛 
隊法第 100 条の 8 の 規定に 基づき、 外務大臣からの 依頼を 受けて、 生命 又は 身体の 保 
護を 必要と する 在外邦人 などを 政府 専用機 又は 航空自衛隊の 輸送機を 使用して 輸送 
する 態勢を とってき た。 例えば、 98( 同 10) 年 5 月の インドネシアの 首都 ジャカルタ 
などの 主要都市 における 暴動の 際には、 輸送が 必要と なる ような 事態には 至らな か 
っ たが、 シンガポールへ 航空 _衛隊 の 輸送機を 移動 させ、 邦人な どの 輸送に 備えて 
待機 させた。 

昨年 5 月に 自衛隊 法が 改正され、 輸送に 適した _ 衛隊の 航空機に 加え、 船舶 及び 


船舶に 搭載した へ リコ プ ターを 使用 して 邦人な どの 輸送が で きる ことと なり、 輸送 
のた めの 態勢が 強化され た。 （3 章 4 節 2 参照） 

さらに、 この 輸送 任務に 万全を 期す ため、 事態に 応じて 各 自衛隊の 有する 能力を 
活用す る ことが 必要で あると 考えて、 各 自衛隊は 輸送の ための 態勢を 整えて いる。 
例えば、 輸送すべき 人員が 多い 場合には、 自衛隊の 隊員が、 派遣 先 国の 空港 •港湾 
などに おいて 在外公館から 引き継ぎを 受けた 在外邦人 などを 航空機 • 船舶まで、 よ 


i) 輸送 部隊 （自衛隊の 航空 
機 • 船舶） と共に 派遣され、 
現地に おいて 在外邦人 など 


り 安全に 誘導す る ことができ るよう、 陸上自衛隊な どでは、 必要に 応じ 「誘導 隊」 を 
編成す る ことにし ている。 


た雜 時に 馳さ  航空自衛隊は、 昨年 8 月、 小牧 基地に おいて 輸送機 (C-130H)  2 機に よ り 在外邦人 

な どの 輸送に 係る 訓練を 陸上 自衛隊と 実施した。 

海上自衛隊は、 自衛隊 法改正 後、 初めての 在外邦人 などの 輸送に 係る 訓練を 昨年 
11 月の 海上自衛隊 演習の 中で 行った。 本 訓練は、 在外公館 員から 引き継ぎを 受けた 

在外邦人 300 名を 護衛艦 搭載 ヘリ コブ ター 及び 搭載 
'  艇 まで 誘導し、 さらに、 沖合に 停泊す る 自衛 艦に 

メ  より 我が国の 港まで 輸送す る という 想定であった。 


在外邦人 等 輸送 訓練 (搭載 艇 への 誘導) 


陸上自衛隊 も、 昨年 12 月に 在外邦人 などの 輸送 
に 係る 訓練を 実施し、 各 自衛隊は 今後 も 必要な 訓 
練を 行って いく ことと している。 

沿岸 • 重要 施設の 警備な どへの 対応 
一般に、 不審 船 事 案 や 武装 工作員な どに よる 破 
壊 活動な ど 平時に おける 不法行為への 対処は、 第 
一義的には 警察、 海上保安庁 といった 警察 機関の 
任務で あるが、 自衛隊は、 警察 機関に 対して 警察 
官 などの 輸送、 各種 資 器材の 提供な ど 必要な 支援 
を 行う こ とが 考えられる。 
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また、 警察 機関では 対処が 不可能 又は 著しく 困難と 認められる 事態が 発生した 場 
合には、 海上 警備 行動 や 治安 出動に より 自衛隊が 対処す る ことと なる。 

さらに、 事態が 外部からの 武力 攻撃に 該当する 場合には、 防衛 出動に より 対処す 
る ことと なる。 

政府と しては、 自衛隊と 警察 機関との 連携 要領の 策定な ど 現行の 法制 度の 下での 
対応の 強化を 進めて おり、 今後と も 自衛隊の 対応の 在り 方 や 関係 省庁 間の 連携に つ 
いて、 法的な 観点 も 含め、 更 なる 検討を 行う 考えで ある。 

周辺 事態への 対応 

上記の ような 対応を 含め、 防衛 大綱では、 我が国 周辺 地域に おいて 我が国の 平和 
と 安全に 重要な 影響を 与える よう な 事態が 発生した 場合には、 憲法 及び 関係 法令に 
従い、 必要に 応じ 国連の 活動を 支持しつつ、 日米 安保 体制の 円滑 かつ 効果的な 運用 
を 図る ことな どに より 適切に 対応す る ことと している。 これにつ いては、 指針の 実 
効 性を 確保す るた めに 法 整備が 行われた ところで あり、 これに 基づいて 対応す る こ 
ととなる。 （3 章 4 節 2 参照） 


i ) 間接 侵略 その他の 緊急 事 
態に 際して、 一般の 警察力 
を もっては、 治安を 維持す 
る ことができな いと 認めら 
れる 場合な どに、 内閣 総理 
大臣の 命令に より g 衛隊が 
とる 行動。 

命令に よる 出勤と 都道府 
県知事からの 要請に よる 出 
動が ある。 
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-  在外邦人を 自衛隊の 船舶、 航空機で 〜 在外邦人 等 輸送 訓練〜  - 

外国で 戦争 や 政変が 起きて 混乱状態に 陥った 際、 一刻も早く 在外邦人を 保護し、 日本 又は 安全な 地域に 
輸送す る ことが 必要と なる 場合が あります。 昨年の 自衛隊 法改正に より 「在外邦人 等の 輸送」 の 手段に 自衛 
隊の 船舶と 搭載へ リコ プタ ーが 追加 されました。 

これを 受けて、 海上自衛隊は、 昨年 11 月、 外務省の 協力を 得つつ 陸上自衛隊と 「在外邦人 等 輸送 訓練」 を 
行いました。 この 訓練は、 “ 空港が 閉鎖され 使用で きない ものの、 小型 舟艇が 利用で きる 桟橋と ヘリポート 
が 確保で きる” との 状況を 想定した ものでした。 

参加 部隊は 護衛艦 r しらね」、 同 「むらさ め」、 同 「あ まぎり」、 

掃海 母艦 「う ら が」 及び 補給 艦 「とわ だ」 の 計 5 隻で 編成され 
ました。 陸上自衛隊からは 第 1 空挺 団員から なる 「誘導 隊」 

が 参加した ほか、 300 名の 海上 自 衛隊 横須賀 地方 隊の 隊員が 
模擬 邦人 役を 務めました。 

在外邦人 に対する パスポート による 身分 確認、 出国 カー 
ドの 記入、 審査、 乗艦 先 配分、 出国 者 名簿の 作成 及び セキ 
ユリ ティ チェックな どの 手続が 行われる 中、 現地人の 亡命 希望者 や 動物を 連れた 人な どの 様々 な 状況を 想 
定 した 大使館 員 や 警務 官な どの 対応 も 併せて 検証 しました。 

出国 手続を 終えた 邦人な どは、 誘導 隊 による 誘導を 受けながら ヘリポート 又は 桟橋へ 移動し、 護衛艦 搭 
載の 哨 戒 ヘリ コブ ター 4 機と 各 艦の 搭載 艇 10 隻で それぞれの 自衛 艦に ピスト ン 輸送され ま した。 

邦人な どの 居住に 利用で きる 区画に 限りが ある 護衛艦では 乗 
員の 居住 区を 提供し、 補給 艦では 倉庫 区画な どを 活用し 収容し 
ま した。 艦 内では 食事 や 風呂が 用意され 収容され た 模擬 邦人た 
ちは、 リラックス した 艦 内 生活を 過ごす ことができ ま した。 

また、 同様の 訓練を 航空自衛隊が 昨年 8 月、 陸上自衛隊と 小 
牧 基地に おいて 実施し、 さらに、 陸上自衛隊 も 同年 12 月に 陸上 
自衛隊 木更津 飛行場に おいて 実施し ま した。 これらの 訓練では、 
在外公館が 行う セキ ユリ ティ チェック の 支援に 関する 活動 要領 
の 訓練に 続いて、 不審 者の 出現な どと いった 状況を 想定し まし 
た。 このような 状況 設定の 中、 陸上自衛隊の 誘導 隊 及び 輸送機 
の 搭乗員な どが 連携して、 邦人な どを 空港 ターミナルから C - 130 
H 輸送機 や CH-47 ヘリ コブ ターまで、 よ り 安全に 誘導を 行い 航 
空 機に 搭乗 させました。 これは、 航空機の 防護 要領に ついても 
訓練す る も ので あり、 それぞれの 対処 能力を 向上させる ことが 
でき ま した。 

このよう に 各 自衛隊は、 在外邦人 などの 輸送を 的確に 実施で 
きる ようにし、 暴徒な どに よる 不測の 事態へ も 対応で きる よう 訓練して いくこと と しています。 
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2 ミサイル 発射への 対応 
北朝鮮に よる 5 サイル 発射の 概要 

北朝鮮は、 弾道 ミサイルの 開発を 進めて おり、 1998 
(平成 10) 年 8 月 31 日、 北朝鮮 東部 大浦洞 付近の ミ サイ 
ル 発射 施設から、 「テポ ドン 1 号」 を 基礎と したと 見ら 
れる 弾道 ミサイルを 警告 もな く 発射した。 ミサイルの 
一部は 日本海に 落下し、 さらに、 一部が 日本の 上空を 
通過し 三 陸 沖の 太平洋に 落下した と 推定され る。 この 
事実から、 北朝鮮は、 日本 全域を カバーし 得る ミ サイ 
ルを 製造す る 技術を 保有す るに 至った こと が 明ら かで 
ある 0 

これは 日本の 安全保障に 直接 かかわる ものと して 極 
めて 憂慮すべき 事態で ある。 

防衛庁は、 艦艇、 航空機な どに より 日本の 周辺 海域 
において 常 続 的に 情報 収集 活動を 行って おり、 本 事 案に おいては、 各種の 情報な ど 
から 総合的に 判断して、 特に その 態勢を 強化し、 独自に この 北朝鮮の ミサイル 発射 
に関する 情報を とらえた。 防衛庁は、 収集した 情報を 公表 するとと もに、 詳細な 分 
祈を 行った。 

北朝鮮の ミサイルの 飛翔 状況 及び 各 物体の 落下 地点 


北朝鮮 から 発射され た ミサイル [朝鮮 通信 =時 事] 


第 1 段 推進 装置 
切り離し 
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ミサイル 発射 事 案に 関する 教訓と 対応 

今回の 北朝鮮に よる ミ サイ ルの 発射に 関しては、 防衛庁は、 
独自 の 情報 収集 態勢を 通じて 得ら れた 情報 も 含め、 各種 情報を 
総合的に 分析した。 他方、 弾道 ミサイル に関する 情報の 収集 • 
分析 •伝達 面に おいて、 次の ような 問題が あった。 

①  発射 直後の 情報 収集 • 分析に ついて、 極めて 短時間の 解析 
に基づいて 迅速に 伝達す る 必要が ある ことから、 精度に 限界 
が あった。 

②  また、 じ 後の 分析の 段階に おいても、 防衛庁と して、 これ 

情報 収集 活動に 従事した ィー ジス 艦 「みょうこう」  まで 必ずしも ミ サイ ルに 関する 情報の 分析を 実施す るた めの 

十分な 能力を 有して いなかった 結果、 事実 関係の 正確な 見 極 
めに 必要な 精密 分析を 実施す るた めに 相当の 時間を 要した。 
以上の ことから、 今後の ミサイル 発射な どに、 より 的確に 対応す るた め、 
次の 点に ついて 所要の 措置を 講じた。 

①  兆候 把握 段階に おける 十分な 情報 収集. 分析 態勢の 確保 

②  米国との 情報 交換の よ り 一層の 密接 化. 迅速 化 

③  防衛庁の 保有す る 種々 の 情報 収集 センサーの 能力 向上 

④  収集した 情報の 集約の 迅速 化 

⑤  収集した 情報の 精密 解析 能力の 強化 

⑥  情報のより 適時 適切な 連絡 •公表 態勢の 整備 

情報 収集 衛星の 導入 

政府は、 北朝鮮に よる ミサイル 発射を 契機と して、 衛星に よる 画像 情報の 
利用 方法に つき 検討を 行った 結果、 98( 同 10) 年 12 月、 我が国の 安全 確保に 必要 
な 情報を 収集す る ことを 目的と して、 2002 (同 14) 年度を めどに 情報 収集 衛星を 導入す 
る ことを 閣議 決定した。 現在、 内閣 官房を 中心として 科学技術庁 などの 開発 官庁に 
おいて、 この 開発に 取り組んで いる。 

防衛庁と しては、 情報 収集 衛星を 通じて 安全保障に 資する 貴重な データが 得られ 
る ことから、 これを 導入す る ことは 極めて 意義 ある ものと 考えて いる。 防衛庁に お 
いては、 1984( 昭和 59) 年度 以来、 商用の 地球観測衛星の 画像 データを 用いて 画像 情 
報 業務を 行って きて おり、 解析、 システム 運用、 解析 要員の 育成な どに 関する 各種 
知識 •経験を 持って いる ことから、 運用 組織への 当 庁 要員の 派 遺な ど、 政府と して 
の 取組に 積極的に 協力して いる。 （3 章 1 節 1 参照） 

防衛庁に おける 検討 態勢な ど 

防衛庁は、 今回の ミサイル 発射 事 案な どを 踏まえ、 _ 衛隊の 出動な どが 必要と さ 
れる 重要 事態が 発生す る 場合に おける 情報の 収集、 分析、 伝達の 円滑な 実施の 確保 
及び 必要と される 対応の 在り方に ついて、 あらかじめ 検討を 行うた め、 昨年 1 月、 
防衛庁長官の 下に 重要 事態 対応 会議を 設置した。 この 会議に おいて、 我が国に 向け 


J/FPS-  3 警戒 監視 レー ダー 


/只 


て ミ サイ ルが 発射され た 場合の 防衛庁の 対応な どに ついて 検討、 議論が 行われた。 

防衛庁と しては、 日ごろから 艦艇、 航空機な どに より、 我が国 周辺に おいて 常 続 
的に 情報 収^ 集 活動を 行って いるが、 必要に 応じ、 現在の 態勢に 加え、 更に 艦艇、 航 
空 機を 投入す る ことな どに より、 情報 収集 活動を 強化す る ことを 考えて いる。 また、 
我が国に 向け ミ サイ ルが 発射され た 際の _ 衛隊の 対応に ついては、 早期 警戒 情報を 
含む 関連 情報の 公表な どに 努め、 落下 状況 及び 被害の 発生 状況を 迅速に 確認す ると 
ともに、 ミサイル 発射の 状況に 応じて 適切な 対処を 行う。 


3 不審 船 対処 

能登半島 沖の 不審 船 事 案の 経緯 

昨年 3 月 23 日 早朝、 警戒 監視 活動 中の 海上自衛隊の 哨 戒機 P-  3C が、 佐 渡 島 西方 
及び 能登半島 東方の 領海 内で 不審 船ら しい 船舶を 発見した。 防衛庁は、 訓練に 向か 
っ ていた 護衛艦を 現場に 向かわせ、 この 船舶の 船 名を 確認し、 海上保安庁に 通報し 
た。 海上保安庁が、 これらの 船舶に ついて 確認した ところ、 第二 大和 丸に ついては、 
兵庫県 Mil 沖で 操業 中で ある こと、 第 一大 西 丸に ついては、 漁船 原簿から 抹消され 
ている こと が 確認 された ため、 最終的 に 不審 船で あると 判 断した。 

海上保安庁では、 両 船に 対し 停船 命令、 威嚇射撃を 実施した が、 両 船は 無視して 
高速で 逃走を 続けた。 同月 24 日 午前 0 時 30 分、 運輸大臣から 防衛庁長官に 対し、 海 
上 保安 庁の 能力を 超える 事態に 至った ので、 この 後は 内閣に おいて 判断され るべき 
ものである 旨の 連絡が あった。 

防衛庁では、 直ちに、 海上 警備 行動が 必要と 判断し、 防衛庁長官は、 自衛隊 法 第 
82 条の 規定に 基づき、 内閣総理大臣に 対し、 海上 警備 行動の 承認の 閣議を 求めた。 
内閣総理大臣は、 同日 午前 〇 時 45 分、 安全保障 会議と 閣議を 経て 海上 警備 行動を 承 
認 した。 この 承認を 受け、 防衛庁長官は、 午前 0 時 50 分に 海上自衛隊に 対し 自衛隊 
創設 以来 初めての 海上 警備 行動を 発令し、 海上自衛隊は 直ちに 不審 船への 対処を 開 
始 した。 護衛艦に よる 停船 命令、 警告 射撃 や P-  3  C による 警告と しての 爆弾 投下な 


i ) 防衛庁長官は、 海上に お 
ける 人命 若しくは 財産の 保 
護 又は 治安の 維持の ため、 
特別の 必要が ある 場合に、 
内閣総理大臣の 承認を 得て、 
自衛隊の 部隊に 海上に おい 
て 必要な 行動を とる ことを 
命ずる ことができる。 


不審 船 「第二 大和 丸」 


不審 船 「第 一大 西 丸」 
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第 1 節 求められる 各種の 事態 等への 対応 


i  ) 第二 大和 丸に 対しては、 
護衛艦 「みょうこう」 から 停 
船 命令を 発した 後、 合計 13 
回 警告 射撃を 実施 するとと 
もに、 P-  3  C が 警告と して 
爆弾を 投下した。 

第 一大 西 丸に 対しては、 
護衛艦 「はる な」 から 停船 命 
令を 発した 後、 合計 12 回の 
警告 射撃を 実施 するとと も 
に P-  3  C が 警告と して 爆弾 
を 投下した。 


どの 対処を 行った。 しかし、 第二 大和 丸は 午前 3 時 20 分に、 第 一大 西 丸は 午前 6 時 
6 分に 我が国の 防空 識別 圏の 外に 出た。 今回の ケースに おいては、 自衛隊が 日本の 
防空 識別 圏を 越えて 追跡した 場合には、 他国に 無用の 刺激を 与える こ とに もな りか 
ねない と 考えられ たため、 護衛艦に よる 追尾を 終了し、 同日 午後 3 時 30 分、 防衛庁 
長官より 海上 警備 行動の 終結が 発令され た。 その後、 同月 30 日には、 更に 種々 の 情 
報を 総合的に 分析した 結果、 政府と して、 不審 船 2 隻 は、 北朝鮮の 工作 船で あると 
の 判断に 至った ことから、 北朝鮮に 対し 抗議を 行った。 

教訓 • 反省 事項な どを 踏まえた その後の 対応 

本 事 案に ついては、 不審 船の 停船 や 立 入 検査に 至らなかった が、 自衛隊 創設 以来 


初めての 海上 警備 行動を 発令す る ことにより、 政府の 断固たる 決意を 示した もので 


あり、 この種の 事 案の 発生に 対する 抑止 力に なって いるものと 考えて いる。 

他方、 政府に おいては、 この 不審 船 事 案に おける 一連の 活動の 問題点に ついて 検 
討し、 現行法の 枠組みの 下での 必要な 措置に ついて、 昨年 6 月 4 日の 関係 閣僚 会議 
で 教訓 •反省 事項の 取りまとめを 行った。 内容と しては、 関係 省庁 間の 情報 連絡 や 
協力の 強化、 対応 能力の 整備、 政府 全体としての 対応 要領の 充実な どを 図る という 
ものである。 


防衛庁では、 このような 不審 船 事 案に 関し、 不審 船の 停船 手段と して どのような 
ものが 有効 か、 今回の よう な 武装の 可能性が ある 不審 船な どへの 立 入 検査を 行うた 
め に 訓練 面 • 装備 面な どで どのよう な 準備を 行 うこと が 適当 か、 とい っ た 点を 中心 
に 検討を 行い、 海上保安庁 などとの 連携の 重要性を 改めて 認識した。 


156 


不審 船 事 案に おける 教訓 •反省 事項に ついて （検討 要旨） 

1 関係 省庁 間の 情報 連絡 や 協力の 在り方 

①  海上保安庁 及び 防衛庁は、 不審 船を 視認 した 場合には、 速やかに 相互 通報 するとと もに、 他の 関係 省庁に 連絡。 
内閣 官房は、 情報の 一元化を 図りつつ、 首相官邸への 報告 及び 関係 省庁への 伝達を 迅速に 実施。 

②  民間 関係者から 不審 船 情報を 速やかに 入手で きる 体制の 強化な ど 

2 海上保安庁 及び 自衛隊の 対応 能力の 整備 

①  海上保安庁の 対応 能力の 整備 （巡視船 艇の 能力の 強化、 航空機の 能力の 強化、 既存の 高速 小型 巡視船の 配備の 
見直し、 新たな 捕捉 手法の 研究 等） 

②  自衛隊の 対応 能力の 整備 （艦艇の 能力の 強化'  航空機の 能力の 強化、 立 入 検査 用 装備の 整備、 新たな 捕捉 手 
法の 研究 等） 

③  海上保安庁と 自衛隊 間の 相互の 情報通信 体制の 強化な ど 

3 海上 警備 行動の 迅速 かつ 適切な 発令の 在り方 

状況に より、 首相官邸 対策 室を 設置 するとと もに、 必要に 応じ 関係 閣僚 会議を 開催し、 海上 警備 行動の 発令を 含 
め 対応に ついて 協議。 海上 警備 行動の 発令が 必要と なった 場合には、 安全保障 会議 及び 閣議を 迅速に 開催。 

4 実際の 対応に 当たっての 問題点 

①  不審 船に 対しては、 漁業法、 関税 法 等で 対応。 今後、 各種の 事 案を 想定しつつ、 具体的な 運用 要領の 充実を 実施。 
所要の 法 整備の 必要性の 有無に ついては、 更に 検討。 

②  停船 手段、 停船 後の 措置に ついての 運用 研究 及び マニュアルの 作成 

③  海上保安庁 • 自衛隊の 間の 共同 対処 マニュアルの 整備 

④  要員の 養成 及び 訓練の 実施な ど 

5 適切な 武器 使用の 在り方 

不審 船への 対応に ついては、 警察 機関と しての 活動で ある ことを 考慮 すれば、 警察官 職務 執行 法の 準用に よる 武 
器の 使用が 基本。 ただし、 不審 船を 停船 させ、 立 入 検査を 行う という 目的を 十分 達成す るとの 観点から、 対応 能 
力の 整備 や 運用 要領の 充実に 加え、 危害 射撃の 在り 方を 中心に 法的な 整理を 含め 検討。 

6 各国との 連携の 在り方 

平素からの 関係 国との 連絡 体制の 整備、 関係 国への 適時 適切な 情報の 提供 及び 協力の 要請な ど 

7 広報 等の 在り方 

国民の 理解を 得る ため、 迅速 かつ 十分な 対外 公表を 実施 
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第 1 節  求められる 各種の 事態 等への 対応 


具体的な 対応策と 関連す る 法的 整理 

前述の 検討を 受け、 防衛庁では 順次、 次の ような 具体的な 対応策を とってき た。 
⑴ 不審 船 対処 関連 事業 （  3 章 2 節 3 参照） 


能登半島 東方 海域に おける 海上保安庁と の 共同 訓練 
訓練を 行った。 


①  ミサイル 艇の 整備に 当たり 速力な どを 向上 

②  不審 船の 武装解除 • 無力 化を 行うた め 特別 
警備隊を 新 編 

③  護衛艦、 哨戒 ヘリコプターへの 機関銃の 装 
備 

④  不審 船を 停船させる 新たな 装備 品の 研究と 
して、 強制 停船 措置 用 装備 品の 研究 

⑤  立 入 検査 活動を 円滑に 行うた めに 必要な 艦 
艇 要員を 確保す るた めの 海上 自 衛隊 充足 率の 
向上な ど 

(2) 海上保安庁との 連携 強化 

不審 船 事 案 以後、 海上自衛隊と 海上保安庁は、 
これまで 昨年 10 月に 房 総 半島 沖で 射撃な どの 共同 


また、 同年 10 月 及び 11 月、 能登半島 東方 海域に おいて、 「不審 船に 係る 共同 対処 マ 
ニュ アル」 検証の ための 図 上 及び 実 動 訓練を 行い、 同年 12 月、 同 マニュアルを 策定した。 
この マニュアルは、 不審 船が 発見され た 場合の 初 動 対処、 海上 警備 行動の 発令 前後 
における 相互 間の 役割 分担な どに ついて 規定す る もので あり、 概要は 次のと おりで 
ある 0 


①  基本的 考え方 

• 不審 船への 対処は、 警察 機関た る 海上保安庁が 第一に 対処 
• 海上保安庁では 対処す る ことが 不可能 又は 著しく 困難と 認められる 事態に 至 
った 場合に、 防衛庁長官が、 内閣総理大臣の 承認を 得て、 迅速に 海上 警備 行 
動を 発令 

•防衛庁は、 海上保安庁と 連携、 共同して 不審 船に 対処 

②  情報 連絡 体制な ど 

•海上保安庁 及び 防衛庁は、 所定の 情報 連絡 体制を 確立し、 初 動 段階から 行動 
終了 まで 的確な 連絡 通報 を 実施 

③  海上 警備 行動 発令 前に おける 共同 対処 
•海上保安庁が、 必要な 勢力を 投入し、 第一に 不審 船に 対処 

- 海上自衛隊は、 海上保安庁からの 求めに 応じ 可能な 協力を 実施 

④  海上 警備 行動 発令 下に おける 共同 対処 

•海上 警備 行動が 発令され た 場合には、 海上自衛隊は、 海上保安庁と 連携、 共 
同して 停船の ための 措置な どを 実施 
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⑤ 共同 訓練な ど 

•防衛庁 及び 海上保安庁は、 定期的な 相互 研修、 情報 交換 及び 共同 訓練な どを 
実施 

(3) 不審 船 対処に 関連す る 法的 整理 

昨年 6 月に 関係 閣僚 会議で 了承され た 「能登半島 沖 不審 船 事 案に おける 教訓 •反省 
事項に つい て」 においては、 不審 船を 停船 させ、 立 入 検査を 行う という 目的を 十分に 
達成す る という 観点から、 不審 船に 適用 される 国内法 令の 在り 方 や 武器 使用 の 在り 
方に ついて 法的な 検討を 行う こと とされて いる。 

防衛庁と しては、 まずは、 現行の 国内法 制度の 下で 最善の 努力を 払うべき ものと 
考えて おり、 各種の 検討を 行い、 検討が 終了した ものから 速やかに 実施して きてい 
る。 政府と しては、 先般の 教訓. 反省を 踏まえ 内閣 安全保障 • 危機管理 室が 事務局 
とな って 関係 省庁で 法的な 検討を 行って いるが、 防衛庁 としても 関係 省庁の 一員と 
して、 新たな 法 整備の 必要性を 含めて 検討を 進めて いく 考えで ある。 

4 災害への 対応 

災害 派遣の 実施 状況 

自衛隊は、 災害 派遣に 際し、 被災者 や 遭難した 船舶 •航空機の 捜索 •救助、 水防、 
医療、 蘇_、 給水、 人員 や 物資の 輸送な ど、 様々 な 活動を 行って いる。 一方、 自衛 
隊 発足 以来、 最大の 規模と なった 阪神 •淡路 大震災に おける 災害 派遣 以降、 自衛隊 


災害 派遣の 実績 （最近 5 年間） 
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第 1 節 求められる 各種の 事態 等への 対応 


の 災害 救援活動 に対する 国民の 期待は ますます 大きく なって いる。 その後 も 自然 災 
核为& ぞ^ llfSf さ 害 だけで な く、1995 (平成 7  ) 年 3 月の 地下鉄 サリ ン 事件 や 97( 同 9  ) 年 1 月の ナホトカ 
続いて いく 状態。  号 海難， 流出 油 災害な ど 多様な 災害に 際して、 自衛隊が 大きな 役割を 果たして いる。 


有 森 山 噴火に おける 住民 避難の 支援 


また、 昨年 9 月、 茨城県 東海 村の 民間 ウラン 加工 工場 
で 発生した 臨界事故に おいては、 現地 対策 本部に 連絡 
要員を 派遣 するとと もに、 陸上 _ 衛隊の 化学 防護 車、 
除染 車な どを 派遣、 待機 させた。 

ここでは、 昨年度に 行った 主な 災害 派遣な どを 紹介 
する。 なお、 災害 派遣の 要請 手順な どに ついては、 5 
章 1 節 3 で 説明す る。 

⑴ 災害への 対処 

昨年 6 月下 旬から 7 月 上旬の 西日本を 中心とする 大 
雨に よる 災害に 際して は、  3 県の 知事から 災害 派遣の 
要請 を 受け、 陸上 自 衛隊第 4 後方 支援 連隊 (福岡県 福 岡 
市) 及び 第 46 普通科 連隊 (広島県 安芸 郡) などが 捜索 •救 


助、 水防 活動な どを 行った。 

また、 昨年8 月 I4 日、 神奈川県 tiTiK 笼 耔 の 妄籥 笊で 集中豪雨 により 中洲に 
18 名が 取り残され、 13 名が 行方不明と なった。 この 災害に 際して、 陸上自衛隊 第 1 
iO 東京都 練 馬 区  師団長は、 神奈川県 知事から 災害 派遣の 要請を 受け、 陸上自衛隊 第 1 #彝 連隊 (静岡 

県 御殿場 市） などが 行方不明者 13 名の 捜索 及び 対岸に 孤立した 4 名の 救助 活動に 当た 
った。 翌 15 日、 消防 •警察と 協力の 上、 ボートに より 対岸に 孤立した 4 名を 救助し 
た。 本 災害での 派遣 規模は、 延べに して、 人員 約 2,000 名、 車両 約 370 両、 航空機 約 20 
機、 渡河 ボート 約 70 艘 であった。 


さらに、 昨年 9 月 30 日、 茨城県 東海 村の 民間 ウラン 加工 工場で 臨界事故が 発生し 
た 際には、 茨城県 知事の 要請に よ り 陸上自衛隊 第 101 化学 防護 隊 (埼玉県 大宮 市） の 化 
学 防護 車、 除染 車な どを 派遣 •待機 させた。 本 災害での 派遣 規模は、 延べに して 人 
員 約 360 名、 車両 約 130 両 であった。 

加えて、 本年 3 月 以降、 有珠 山の 噴火に 際して は、 同月 29 日の 北海道 知事からの 
災害 派遣 要請に 基づき、 陸上自衛隊 第 7 師団の 第 11 普通科 連隊 (北海道 车 M 市） を始 
めと する 部隊な どが 避難に 係る 輸送 支援、 住民 避難の 支援、 避難 住民に 対する 生活 
支援な どの 災害 派遣 活動を 行って いる。 海上自衛隊に ついては、 艦艇な どを、 航空 
自衛隊に ついては、 輸送機 及び 偵察機な どを 派遣 するとと もに、 待機 させて いる。 
⑵ 地震に 関する 情報の 収集 

防衛庁は、 95( 同 7) 年 2 月の 大規模 災害 発生 時の 情報 収集 体制の 強化な どに 関す 
る 閣議 決定を 受けて、 自衛隊の 部隊な どが 気象庁な どから 震度 5 弱 以上の 地震 発生 
の 情報を 得た ときは、 いわゆる 自主 派遣と して、 航空機な どを 使用して 情報を 収集 
し、 それらを 首相官邸 及び 国土庁へ 伝達して いる。 昨年度は、 和歌山県 北部を 震源 
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主要な 災害 派遣 実施 地域 


12 年 3 月〜 

有珠山 噴火に 係夸 災害 派* 

(伊達 市、 壮瞥 町、 虻田 町) 


1 1 年 6 月〜 7 月 
豪雨 災害に 係る 災害 派遣 
福岡県 （大野 城市、 北 九州 市） 
広島県 （広 島 市、 呉市） 
兵庫県 （神 戸市） 


とする 地震に おいて、 航空機に よる 情報 収集 活動を 行 
った〇 

⑶ 救急 患者の 輸送 

従来、 自衛隊は、 医療施設に 恵まれない 離島な どの 
救急 患者を、 災害 派遣と して 航空機で 緊急 輸送して き 
ている。 昨年度は、 全体の 災害 派遣 815 件のう ち 597 件 
が この 急患 輸送で あり、 南西 諸島 （沖縄県、 鹿児島県)、 
五島 列島 (長崎県)、 伊豆 • 小 笠 原 諸島 (東京都） などへ 
の 派遣が 多かった。 陸 •海 • 空 各 _ 衛隊 別に 見る と、 
昨年度は、 陸上自衛隊が 255 件、 海上自衛隊が 313 件、 
航空 自 衛隊が 29 件 となって いる。 

(4) コンピュータ 西暦 2000 年 問題に 関連す る 派遣 待機 
コンピュータ 西暦 2000 年 問題に ついて、 政府と して 
の 対応の 一環と して、 防衛庁長官は、 同 問題に よる 万 
一の 事態に 備え、 都道府県 知事な どからの 災害 派遣の 
要請を 受けた 場合、 迅速 かつ 的確な 初 動 対処を 実施す 
るた め、 通常の 態勢を 維持した 上で、 特に 即応を 求め 


^  'II 衛隊 ' 〆 


M ま: 


救急 患者の 航空 輸送 


主要 幹部に 指示す る 瓦 防衛庁長官 （当時） 
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第 1 節 求められる 各種の 事態 等への 対応 


i ) 急 患 輸送 関連 部隊、 通信 られる 部隊に 待機 態勢の 強化を 命じた。 

関連 部隊、 化学 科 部隊な ど。  _ 

自衛隊の 部隊な どは、 通常の 年末 年始の 態勢に 加え、 昨年 12 月 31 日から 本年 1 月 
1 日の 間を 中心と して、 基幹 部隊の 約 9 万 6,  000 人の 人員を 待機 させた が、 結果 的に 
災害 派遣 という 事態に は 至 ら なかった。 

原子力 事故 対処 

(1)  事故の 概要 

昨年 9 月 30 日 午前 10 時半 ごろ、 茨城県 東海 村の ウラン 加工 工場㈱ ジ エー. シー. 
オーで 臨界事故が 発生し、 同社 員 3 人が 大量に 被 ばく した ほか、 付近の 住民 150 人以 

防衛庁では、 同日の 政府 対策 本部 会議に おける 
内閣総理大臣の 指示を 受け、 現地 対策 本部に 連絡 
要員を 派遣す る とと も に、 陸上自衛隊 第 10H 匕 学 防 
護隊 (埼玉県 大宮 市） の 化学 防護 車、 除染 車な どを 
事故 現場 に 近い 勝 田 駐屯地 (茨城県 ひたちな か 市） 
に 前進させる など、 直ちに 必要な 対応を 行った。 
さらに、 翌 10 月 1 日、 陸上自衛隊 施設 学校 長、 海 
上 自衛隊 横須賀 地方 総監、 航空自衛隊 第 7 航空 団 
司令は、 それぞれ 茨城県 知事から 災害 派遣の 要請 
を 受けた。 各 _ 衛隊 は、 関東 周辺の 救急車な どを 
勝 田 駐屯地な どに 進出 させ、 住民の 避難に 備える 
とともに、 除染 車を 病院な どに 派遣 •待機 させた。 

(2)  今後の 対応 

ii)  茨城県 ひたちな か 市  科学技術庁は、 この 事故の 教訓を 踏まえ、 原子力 防災 対策の 抜本的な 強化を 図る 

iii)  茨城県 東 茨城 郡  といつ 観点から、 

①  迅速な 初期 動作と 国、 都道府県、 市町村の 有機的 連携の 確保 

②  原子力 災害の 特殊性に 応じた 国の 緊急 時 対応 体制の 強化 

③  原子力 防災に おける 事業者の 役割の 明確 化 

を 行うた め、 新たな 法案を 作成し、 同年 12 月、 「原子力 災害対策 特別措置 法」 が 成立 
し、 本年 6 月、 施行され た。 

同 法では、 原子力 災害対策 本部 長 （内閣総理大臣) が 緊急事態 応急 対策の 的確 かつ 
迅速な 実施の ため、 防衛庁長官に 対し 自衛隊の 支援を 要請す る ことができ ると 規定 
され、 これに 伴って 自衛隊 法が 一部 改正され た。 

自衛隊 法の 一部 改正の 骨子は、 次のと おりで ある。 

①  原子力 災害対策 本部 長の 要請に より、 部隊な どを 支援の ために 派遣す る こと 
がで きる 旨の 規定の 新設 

②  原子力 災害 派遣を 命ぜられた 自衛官が 必要な 権限を 行使で きる 旨の 改正 

③  原子力 災害 派遣に ついても、 必要に 応じ 特別の 部隊を 臨時に 編成な どで きる 


上が 公民館な どに 避難した。 


東海 村 原子 力 事故で 出動す る 除染車 
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自衛隊 
の 支援 
を 要請 


義 


適切に 対処 


防衛庁長官 


bI^^ZT  广  i:.. •一 
■  — -  I 上….〜 

TWJCT 


旨の 改正 

④ 原子力 災害 派遣を 行う 場合に ついても、 即応 予備 自衛官に 招集 命令を 発する 
ことができる 旨の 改正 

原子力 事故 発生から 自衛隊 派遣までの 仕組み 


また、 前述のと おり 先の 臨界事故に おいては、 陸上自衛隊の 第 101 化学 防護 隊 など 
が 出動した。 自衛隊は、 限定的では あるが、 放射線の 検知 及び 汚染 地域の 偵察な ど 
を 行う ことができる。 しかしながら、 放射線の うち、 中性子 線に ついては、 鉛板で 
も 簡単に 透過して しまう ほ ど 透過性が 高く、 米軍な どで も 中性子 線 防護 能力を 有す 
る 車両な どは 保有して いない。 自衛隊に おいても 中性子 線に 対する 防護 能力は なく、 
結果 的に その 活動は、 病院での 住民な どに 対する シヤ ワー 除染な どに とどまった。 
このため 防衛庁では、 放射線 災害の 対処 能力の 向上が 喫緊の 課題で あると して、 平 
成 11 年度 第 2 次 補正予算で、 化学 防護 車への 中性子 線 遮へ い 板の 装備 化な ど 装備 面 
での 充実を 図る とともに、 現在 対応 マニュアルの 作成な どに 関する 検討を 行って い 
る 0 

更に 重要視 される 防災 体制への 取組 

(1) 統合 防災 演習 

昨年 3 月 の 防衛庁 設置 法 及び 自衛隊 法の 一部 改正の 
施行に より、 統合幕僚会議の 機能の 充実が 図られ、 大 
規模 災害 発生 時な ど 出動 時 (防衛 出動、 治安 出動) 以外 
においても、 g 衛隊の 統合 運用が 必要な 場合には、 長 
官の 補佐を 行い 得る ことと なった （  3 章 2 節 2 参照)。 

これを 受けて、 統合幕僚会議は、 同年 9 月 1 日の 「防 
災の 日」 に 自衛隊 統合 防災 演習 （指揮所演習） を 行った， 

演習では、 _ 衛隊の 災害 対処を 総合的、 有機的に 行う 
ことを 目的と して、 統合幕僚会議 事務局な どが、 「演習 
防衛庁 災害対策 本部 事務局」 と 一体と なって、 各 自衛隊 
の 現場からの 情報を 集約 するとと もに、 輸送 及び 衛生 


i ) 核分裂 反応 中に のみ 発生 
する 放射線で、 より 遠く ま 
で 空中を 飛び 透過 力が 極め 
て 大きい。 


ii) 統合幕僚会議 議長 及び 陸 
•海 • 空 各 幕僚長を もって 
組織され る。 


神奈川県 庁での 災害 指揮所演習 （昨年 川 月） 


(本部 長 = 内閣総理大臣) 
原子力 災害対策 本部 設置 
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第 1 節 求められる 各種の 事態 等への 対応 


などに 関し、 陸 •海 •空 各 自衛隊 間の 統合 調整を 行った。 

本年度に おいては、 統合 防災 演習 （指揮所演習） を 引き続き 実施す る ほか、 統合 防 
災 演習 （実 動 演習） を 実施し、 大規模 災害 発生に 際しての、 統合幕僚会議、 陸 •海. 
空 各 幕僚 監部 及び 各 g 衛隊の 主要な 部隊の 相互 連携、 各種 応急 対処 活動に ついて 演 
練す る 予定で ある （  3 章 3 節 2 参照)。 

⑵ 地方公共団体が 行う 防災訓練への 協力 

防衛庁と しては、 自衛隊を 含む 関係 行政機関と 地方公共団体 とが 緊密に 連携して 
訓練を 行う ことは、 南 関東 地域 震災 や 東海 地震の よう な 大規模な 災害に 効果的に 対 
処 する 上で 必要 不可欠で あると 認識して いる。 このような 観点から、 自衛隊は、 従 
来、 災害 派遣に 備え 訓練を 行い、 また 地方公共団体の 実施す る 防災訓練に 支援 参加 

するな どして、 災害への 対処に 努めてき たと ころで あ 


7 都 県 市 合同 防災訓練 


る。 

昨年度は、 全国す ベての 都道府県 主催の 総合 防災 訓 
練に 自衛隊の 部隊な どが 参加し、 政令指定都市 につい 
て も、 すべての 都市 （12 都市） で 市 主催 又は 都道府県と 
市の 共同 主催の 訓練に 参加す るまでに なった。 

また、 昨年 9 月 1 日、 東京都な ど 7 都 県 市の 合同 防 
災 訓練に 海上自衛隊の 輸送 艦 「おじか」 が 参加し、 都内 
に 残された 帰宅 困難 者を 海上 搬送す る 訓練を 行った。 
さらに、 同日、 東海 地震を 想定した 静岡県 •富 士市合 
同 総合 防災訓練が 行われた。 ここでは 海上 漂流者の 捜 
索 救助、 孤立 避難民の 空輸、 陸上自衛隊 部隊の 海上 輸 


i  ) 東京都、 神奈川県、 埼玉 
県、 千葉県、 横 浜 市、 川 崎 
市、 千 葉 市 


ii) 政府は、 弾道 ミサイルに 
対する 防衛 を 「BMD:Ballis- 
tic  Missile  Defense  (弾道 ミ 
サイル 防衛)」 と 呼称。 これ 
は、 在外 米軍な どを 防護す 
る 米国 固有の プロジェクト 
r TMD:Theater  Missile  De¬ 
fense]  の 名称を 使用す る こ 
とは 我が国の 防衛の 観点 か 
らは 必ずしも 適切で ない こ 
とから、 より 一般的な もの 
と して 使用す る。 


送な どの 訓練を 実施す るた め、 海上自衛隊の US -  1 A 救難 飛行艇 及び 輸送 艦 「おおす 
み」 を 始めと して 陸 •海 • 空 各 自衛隊から 計 約 650 名の 隊員な どが 支援 参加した。 

本年度は、 東京都から 各 自衛隊と 合同で 防災訓練を 実施した いとの 要望が あった 
ことを 踏まえ、 防衛庁と しては、 現在、 今秋の 実施を めどに 東京都と 事務的な 調整 
• 準備を 行って いると ころで ある （  3 章 3 節 2 参照)。 

また、 東京都、 神奈川県 などに 自衛隊 出身者が 災害 対処 担当の 幹部と して 採用 さ 
れ ている。 これらは、 大規模 災害 時な どに おける 自衛隊と 地方公共団体の 連携 強化 
に 大きな 役割を 果たす ものと 考えて いる。 

5 様々 な 事態への 対応に 関する 研究な ど 

弾道 ミサイル防衛 に関する 日米 共同 技術 研究 
⑴ 日米 共同 技術 研究の 必要性 

冷戦 終結 後の 核を 始めと する 大量破壊兵器 や 弾道 ミサイルが 拡散して いる 状況 や、 
我が国が 弾道 ミ サイ ル 対処を 想定した システムを 保有して いないと いう 現状を 踏ま 
える と、 弾道 ミサイル 防衛 (BMD) が 専守防衛 を 旨と する 我が国の 防衛 政策 上の 重要 
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弾道 ミサイルの 特性 


弾道 ミサイルとは： 放物線の ような 弾道を 描いて 飛 ふ ミサイル 

マ‘ 


射程 1 ， 000 km の 弾道 ミサイル 
を 例に とる とこの よう な 特性が 
見られる。 


弾道 ミ サイ ルの 最高 高度 は 約 300km に 
も 達 し、 F — 1 5 の 約 30 倍に も 達する。 


弾道 ミ サイ ルの 速度 は 毎秒 約 3km 
で、 F — 15 の 最大 速度の 約 4 倍と い 
う 極めて 早い スピード 

F-15 

H 高度は 約 300km に 1  \ 

0 倍に も 達する。  \ 

弾道 ミサイルは、 レーダが 5 
射す る 面積が、 F — 15 より 極 2 
常の レーダで 発見す る ことは: 


1,0  0  0  km 級 弾道 ミサイル 


1,0  0  Okm 級の 弾道 ミサイルで あれば、 約 1 0 分 
間と いう 非常に 短い 時間で 到達す る。 また、 約 4  0 
度 以上と いう 急 角度で 落下して くる。 


な 課題で あり、 また、 純粋に 防御 的な システム であり、 専守防衛 という 我が国の 政 
策に 適する ことから、 我が国の 主体的 取組が 必要で あるとの 認識の 下、 これまで 検 
討を 行って きた。 

これまでの 調査 研究の 成果 及び 米国の 研究開発の 状況な どを 踏まえれば、 現段階 
において 我が国と して 具体的な 装備の 導入を 判断す る 段階に なく、 システムの 実現 
に 必要な 要素 技術の 検証な どを 行う ことが 適切で ある。 政府と しては、 今後の 我が 
国の 取組と して、 米国との 間に おいて BMD に 係る 共同 技術 研究を 行う ことが 最も 効 
率 的 かつ 実り ある もので あり、 また、 このような 日米 間の 協力は、 日米 安全保障 体 
制の 信頼性の 向上に 資する ものであると 考えて いる。 

(2) 日米 共同 技術 研究に 至る 経緯 

このよう な 考え方に 立って、 1998( 平成 10) 年 12 月 25 日、 安全保障 会議に おける 了承 
を 経て、 政府と して、 昨年度から 海上 配備 型 上層 システム （NTWD) を 対象と して 米 
国 との 間で 共同 技術 研究に 着手す る こ とを 決定した。 

これに 基づき、 平成 11 年度 予算に 必要な 経費が 計上され た。 なお、 閣議 決定と 同 
日付けで 政府と しての 考え方に ついて、 官房長官 談話が 発表され た。 （資料 34 参照） 

以後、 共同 技術 研究の 開始に 向けて 米国との 調整が 行われ、 昨年 8 月に 閣議 決定 
がな され、 BMD に 係る 日米 共同 技術 研究に 関する 書簡を 外務大臣と 駐日 米国 大使と 
の 間で 交換した。 これを 受けて、 防衛庁と 米 国防省との 間で 了解 覚書を 締結し、 共 
同 技術 研究 を 開始した （  3 章 4 節 3 参照)。 
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第 1 節  求められる 各種の 事態 等への 対応 


米国の TMD の 概念 図 （一例) 


弾道 ミサイル 


リオ ツト 


赤外線 センサー （宇宙) 


上層 用の ミサイル 
による 要撃 


下層 用の ミサ イノ レ 
、による 要 擊_ — 


米国 国防省 資料を 基に 作成 


BMC3I： 戦闘 管理 • 指揮 • 統制 • 通信 • 情報  NAD  : 海軍 地域 防衛 
THAAD  : 戦域 高高度 地域 防衛  NTWD  : 海上 配備 型 上層 システム 


海上 配備 型 上層 システム （NTWD) に関する 日米 技術協力の 概要 
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i) 前 ページの 図表 参照 


(3) 平成 11 • 12 年度 予算の 概要と 今後の 取扱い 

防衛庁は、 海上 配備 型 上層 システム （NTWD) の 四つの 主要 構成 品の 設計 及び 赤外 
線 シーカ の 構成要素の 試作に 必要な 経費と して、 平成 11 年度 予算に 9 億 6,  200 万円、 
同 1 2 年度 予算 に 20 億 4,  800 万円を 計上した。 

一般に、 装備 品の 技術 研究開発 及び 配備を 行う 場合には、 「技術 研究」、 「技術 開発」、 
「量産. 配備」 の 3 段階を 経る。 しかし、 今回の 共同 技術 研究は、 あく まで BMD の 技 
術 的な 実現 可能性な どを 更に 見極める ために 行う 「技術 研究」 段階の ものである。 開 
発 段階への 移行、 配備 段階への 移行は、 別途 判断す る もので あり、 これらの 判断は、 
BMD の 技術的 実現 可能性 及び 将来の 我が国の 防衛の 在り方な どに ついて 十分 検討し 
た 上で 行う。 


調査 • 研究、 開発、 量産 • 配備の 段階 


NBC 対処 

NB(5k 処につ いては、 昨年 8 月、 野呂田 防衛庁長官 （当時） より、 その 機能の 充実  W 核、 生物、 化学。 

. 強化を & 図るべく 幅広く 検討す るよう 指示が あった。 このため 我が国に 対し、 NBC た、 大量破壊兵器に 関連す 
兵器が 使用され た 場合の 対処に 係る 予算と して、 平成 11 年度 予算に 約 3 億円で あっ と% を^^。 
たと ころ、 同 12 年度 予算では 約 24 億円を 計上した （3 章 2 節 3 参照)。 また、 生物 • 

化学兵器の 拡散の 脅威に ついては、 日米 間の 情報 交換な どの 必要性に ついて、 本年 
1 月の 日米 防衛 首脳会談に おいて、 コーエン 国防長官 とその 分野の 重要性を 再認識 
している。 防衛庁と しても、 このような 特殊な 武器が 使用され た 場合 も 念頭に 置き、 

今後の 対応に 取り組んで いく 必要が あると 考えて いる。 

特に、 生物兵器 対処に ついては、 自衛隊では 今まで 本格的な 研究を 行った ことが 
なく、 生物 剤に 対する 検 知、 防護な どの 能力が 欠落して いるか、 又は 未 検証で ある。 

このため、 まずは、 この 分野に おける 本格的な 研究に 取り組んで いくこと としてい 
る 0 

NBC 対処に 係る 具体的な 取組は、 次のと おりで ある。 


第 4 章 多様化す る 防衛庁 •自衛隊の 施策と 活動 
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第 1 節  求められる 各種の 事態 等への 対応 


i  )1 ■部隊 医学 実験 隊」 (約 20 
名）。 これに 「医学 •特殊 武 
器 衛生 研究科」 を 設置し、 研 
究 開発 体制の 充実を 図る。 

iiM ヒ学 防護 車、 部隊 用 防護 
装置な ど。 


iii) 「化学 教導 隊」 (約 40 名) 


iv)  コンピュータ 技術に 長 じ 
た 人を いうが、 現在は、 コ 
ン ピュー タ 技術を 用いて 悪 
事を 働く 人と いう 意味の 方 
が 強調され ている。 

v)  本年 1 月下 旬、 中央 省庁 
などの ホーム ペー ジが 不正 
に アクセスされ、 内容が 相 
次ぎ 書き換えられる とい っ 
た 事 案が 発生した。 

vi)  自衛隊の 指揮 通信 シス テ 
ム について は、 セキ ュリテ 
ィ 確保の 観点から 外部との 
連接を 行わない ほか、 例え 
ばソフ トウ ヱアの 製造な ど 
を 外部 委託す る 場合 におい 
て も、 納入 時の チェ ックを 
始め 委託 作業に 関する 記録 
の 取得に よる ト レー サビ リ 
ティ （追跡 可能性） の 確保な 
どの 措置を 講じて いる。 

vii)  閉 域ネッ ト ワーク。 
電子メール、 電話な どの 通 
信 機能 や データ処理、 デ ー 
タ ベースな どの 多面的な 要 
素を 一つの ネッ ト ワークに 
統合し 運用で きる ディ ジタ 
ルネ ッ ト ワーク。 

viiOLAN の エリアを 拡大し 
たネッ ト ワーク。 


①  生物兵器 などの 対処に 関する 研究 

• 防衛庁長官が 開催を 求める 部外 有識者を 中心と した 会議の 開催 
• 米国に おける 米軍が 開発 中の 生物 剤検知 器材、 生物兵器 対処 要領、 各種 防護 
器材な どの 調査 

• 米陸軍 感染症 研究所な どに おける 生物 剤 傷者の 治療な どの 調査 
• 生物兵器 対処を 検討す るた めの 専門 誌な どの 取得 

• 陸上自衛隊 研究 本部に 「特殊 武器 研究官」 を 設置し 生物兵器 などの 特殊 武器 防 
護に 関する 運用 研究 

• 医学、 生物兵器 などの 対処に 関する 装備な どを 研究す る 組織を 陸上 _衛隊 に 
新 編1’ 

②  各種 防護 器材の 充実 

- 個人を 防護す るた めの 新規 装備 品の 取得 
• 部隊 や 個人を 防護す るた めの 装備 品の 取得 

③  教育 訓練 体制の 充実、 部隊の 新 編 

• 陸上 g 衛隊 化学 学校が 行 っ ている 化学 防護な どの 教育を 支援す る 部隊の 新 編 

④  米国での 研修の 実施 

•生物、 化学兵器 対処に 関し 米陸軍 化学 学校、 感染症 研究所な どでの 研修 

コンピュータ • セキュリティ 

コンピュータ. システムの 広範囲な 導入 及び その ネッ ト ワーク 化に より、 近年、 
社会の 情報化の 進展が 著しい。 反面、 ハッカー などに よる コンピュータ. システム 
への 侵入 • データの 改ざんな どが 社会生活に 深刻な 影響を 与える 可能性 も 大きくな 
ってい る。 従来、 防衛庁* 自衛隊は、 原則として、 コンピュータを 用いた 各種 指揮 
通信 システム などに ついては セキュリティ 確保の 観点から 外部との 連接を 行って い 
ない が、 今後の ネッ ト ワーク 化の 更 なる 進展な どに かんがみれば、 外部との 連接の 
必要性が 高まる こと も 考えられる。 

仮に、 同 システムへの 侵入、 データの 改ざんな どが 行われた 場合には、 我が国の 
防衛に 重大な 支障が 生じ 得る ため、 防衛庁は、 本年度 予算に おいて、 以下のと おり 
コンピュータ •セキュリティ のた めの 施策を 推進す る ことと した （  3 章 2 節 3 参照）。 

⑴ 技術 基盤 整備 

①  高度 セキュリティ •システムの 試験的 構築 

防衛庁 保有の コンピュータ. システムを 外部の 侵入な どから 防護す る 高度な 
セキュリティを 確保す るた め、 各種 機能を 一元的に 管理す る システムを 試験的 
に 構築す る。 

②  運用 評価 環境の 整備 

陸 •海 • 空の 各 自衛隊の 駐屯地な どの 構内 LAN 及び それらの 駐屯地な ど 相互 
を 結ぶ WAN を 構築し、 上記 ① において 構築され た システムを 運用 評価す る 環境 

Wide  Area  Network 

を 整備す る。 
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⑵ 人的 基盤 整備 

防衛庁に おける コンピュータ • セキュリティの エキスパート 育成を 目指し、 同 分 
野の 最先端を 走って いる 米国の 大学 • 研究 機関な どへ 要員を 派遣す る。 

(3) 先端技術 動向 調査 

防衛庁の コンピュータ •セキュリティ 水準 向上の ため、 定期的に 海外に おける 先 
端 技術の 動向を 調査す る 必要が あり、 米軍な どへ 要員を 派遣す る。 


そのほか、 昨年 9 月、 「情報 セキュリティ 関係 省庁 局長 等 会議」 が 設置され、 本年 
2 月 29 日 に 「情報 セ キュリ ティ 対策 推進 会議」 に 拡大 改組 さ れ た。 同 会議に おいて 本 
年 1 月、 「ハッカー 対策 等の 基盤 整備に 係る 行動計画」 が 決定され た。 防衛庁は、 同 
会議に も 参加 して おり、 関係 省庁と 共に ハッ カ ー対 策 や サイ バー テロ対策 といった 
項目に ついての 検討を 行って いる。 

自衛隊の 運用 上の 重要 問題に 関する 研究 

昨年の 能叠 半島 沖 不審 船 事 案 や 東海 村に おける 原子力 災害の よう な 多様な 事態に 
迅速 かつ 適切に 対応す るた めには、 平素から 自衛隊の 運用を めぐる 様々 な 課題に つ 
いて 研究を 進める ことが 重要で ある。 このため、 防衛庁では、 自衛隊の 運用に 関す 
る 諸 課題に ついて、 その 検討 状況の 報告を 日 ごろから 防衛庁長官に 行う とともに、 
関係 幹部が 一堂に 会して 議論を 行い、 認識を 統一して おく ことが、 検討を 進める 上 
で 必要 かつ 効果的で あると 考えて いる。 このような 観点から、 本年 3 月より、 自衛 
隊の 運用に 関する 諸 課題の 検討の 進 渉を 図る ため、 防衛庁長官の 下で、 運用 上の 重 
要 問題に 関する 研究を 実施して いる。 


i  ) 必ずしも 確定 的な 定義が 
ある 訳では ない が、 例えば 
「コンピュータ 内に 侵入、 プ 
ラン ト 制御 系な どを 不能に 
して 企業 活動を スト ップさ 
せたり 重大な 混乱に 陥れる 
行為」 をい う。 


ii) これまで、 研究 テーマと 
して、 部隊の 的確な 任務 遂 
行に 資する 手順 •要領と し 
ての 「部隊 行動 基準 (仮称)」 
や 防衛庁の 市ヶ 谷 移転 後の 
中央 指揮所に おける 業務の 
流れ、 情報 セキュリティな 
どを とりあげ 議論を 行った。 


第 4 章 多様化す る 防衛庁. 自衛隊の 施策と 活動 
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第 2 節 より 安定した 安全保障 環境の 構築への 貢献 


第 2 節 より 安定した 安全保障 環境の 臟 への 鼸 

一 国際 平和 と 各国と の 信頼関係 増進の ため の 努力 一 

日 本の 平和と 安全の 確保の た めには、 適切な 防衛 力を 保持し、 日 米 安保 体制を 堅持す る 一方 
で、 国際社会に おいて、 より 安定した 安全保障 環境を 構築して いくため の 様々 な 努力を 行う こ 
とが 重要で ある。 

このような 認識から 防衛 大綱に おいては、 より 安定した 安全保障 環境の 構築への 貢献を 防衛 
力の 役割の 一つと して 位置付け ている。 

防衛庁 •自衛隊は、 日米 間の 協力 関係を 基礎と しつつ、 

①  国際 平和協力 業務を 通じての 国際 平和の ための 努力への 寄与 

②  国際 緊急 援助 活動な どに よる 国際 協力の 推進への 寄与 

③  安全保障 対話 • 防衛 交流を 通じた 関係 諸国との 信頼関係の 増進 

④  軍備管理 •軍縮 分野への 協力 

などの 国際社会の 平和と 安定を 維持* 増進して いくため の 様々 な 取組を 積極的に 行って いる。 
本節では、 これらに 関連す る 施策 や 活動に ついて、 最近の 状況を 説明す る。 


東 チモ ー ル 派遣 部隊の 輸送 活動  東 チモ ール 派遣 部隊 を 見送る 政務次官 


訪日 した フェルナンデス. インド  トルコへ 向かう 輸送 艦 「おおす み」 

国防 大臣と 瓦 防衛庁長官 （当時） 
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ク^ sm 

tfpf^ 


インドネシアに 到着した 派遣 部隊 


1 国際 平和協力 業務 
国際 平和協力 業務の 仕組みな ど 

1992( 平成 4 ) 年 6 月 に 「国際連合 平和維持活動 等に 対する 協力に 関する 法律」 (「国際 
平和協力 法」） が 成立した。 自衛隊は、 国際連合 平和維持活動 として カンポ デイ ア及 
び モザンビークへ 部隊な どを、 

また、 人道的な 国際 救援活動 
と して ザイ ー ル (現コ ンゴ ー民 
主 共和国) な どへ 部隊を 派遣し 
ており、 現在 も ゴラン高原で 
国際連合 平和維持活動 を 行う 
部隊な どが 活動して いる。 

また、 昨年 11 月から 本年 2 月 
にかけ、 人道的な 国際 救援 活 
動と して、 航空自衛隊の 部隊 
などを イン ドネ シアに 派遣し 
た。 （資料 35 参照） 

(1) 国際 平和協力 法と 自衛隊が 実施す る 国際 平和協力 業務 

国際 平和協力 法は、 ① 国際連合 平和維持活動、 ② 人道的な 国際 救援活動 及び ③国 
際 的な 選挙 監視 活動に 対し 適切 かつ 迅速な 協力を 行うた めの 国内 体制を 整備す ると 
ともに、 人的な 面を 中心に、 より 積極的に 国際 平和の ための 努力に 寄与す る ことを 
目的と している。 

もとより、 伝統的な 国際連合 平和維持活動は、 強制的 手段に よって 平和を 回復し 
ようとす る ものでは ない。 これを 踏まえ、 国際 平和協力 法では、 国連 平和維持 隊へ 
の 参加 に 当た っ ての 基本 方針 （いわゆる 5 原則） が 法制 化 されて いる。 

したがって、 この 法律に 基づき 自衛隊が 参加す る ことは、 憲法 第 9 条に 禁止され 
た 武力の 行使、 あるいは、 武力の 行使の 目的を もって 武装した 部隊を 他国に 派遣す 
る いわゆる 海外派兵に 当たる ものでは ない。 

平和維持 隊 への 参加に 当たっての 基本 方針 （いわゆる 5 原則） 


I  紛争 当事者の 間で 停戦の 合意が 成立して いる こと。 

I  当該 平和維持 隊が 活動す る 地域の 属する 国を 含む 紛争 当事者が 

当該 平和維持 隊の 活動 及び 当該 平和維持 隊 への 我が国の 参加 に 同 
意して いる こと。 

1 当該 平和維持 隊が 特定の 紛争 当事者に 偏る ことなく、 中立 的な 
立場を 厳守す る こと。 

v  上記の 原則の いずれ かが 満た されない 状況が 生じ た 場合には、 
我が国から 参加し た 部隊は 撤収す る ことができる こと。 
v  武器の 使用は、 要員の 生命 等の 防護の ために 必要な 最小限の も 
のに 限られる こと。 


i )  国連 決議に 基づき、 武力 
紛争 当事者 間の 武力 紛争 再 
発 防止に 関する 合意の 遵守 
の 確保な ど、 紛争に 対処し 
て 国際の 平和と 安全を 維持 
する ために 国連の 統括の 下 
に 行われる 活動。 

ii)  国連 決議 又は 国連 難民 高 
等 弁務官 事務所 (UNHCR) 
などの 国際機関の 要請に 基 
づき、 紛争に よる 被災 民の 
救援 や 被害の 復旧の ため、 
人道的 精神に 基づいて 国連 
その他の 国際機関 又は 各国 
が 行う 活動。 

iii)  伝統的には、 ① 平和維持 
隊 としての 活動、 ② 停戦 監 
視団 としての 活動、 ③ 選挙 
監視な ど その他の 活動の 三 
つに 大別で きる。 平和維持 
隊や 停戦 監視 団 は、 紛争 地 
域の 停戦 監視な どを 任務と 
し、 選挙 監視は 自由 かつ 公 
正な 選挙の 実施を 監視す る 
ものである。 また、 これら 
の 活動は、 紛争 当事者の 間 
で 停戦の 合意が 成立し、 紛 
争 当事者が この 活動に 同意 
している ことを 前提と して 
行われる。 その 際、 中立、 
非 強制の 立場で、 国連の 権 
威と 説得に よ り 停戦の 監視 
や 選挙 監視な どの 任務を 遂 
行す る。 
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選挙、 投票の 公正な 執行の 監視、 管理 
警察 行政 事務に 関する 助言、 指導、 監視 
⑩ 以外の 行政 事務に 関する 助言、 指導 


人道的な 国際 救援活動 


一 平和維持 隊 後方 支援 業務 

⑦  医療 （防疫 上の 措置を 含む。） ■ 

⑧  輸送、 通信、 建設な ど 


自 衛隊の 部隊 等の 実施の 対象 とならない 業務 


被災 民の 捜索 • 救出 • 帰還の 援助 

被災 民に 対する 食糧、 衣料、 医薬品な ど 生活 関連 物資の 配布 
被災 民を 収容す るた めの 施設、 設備の 設置 
被災 民の 生活 上 必要な 施設、 設備の 復旧、 整備の ための 措置 
紛争に よって 被害を受けた 自 然 環境の 復旧な ど 


武力 紛争の 停止の 遵守 状況、 軍隊の 再配置 • 撤退、 武装解除の 監視 

緩衝地帯 などに おける 駐留、 巡回 

武器の 搬入 • 搬出の 検査、 確認 

放棄され た 武器の 収集、 保管、 処分 

紛争 当事者が 行う 停戦 線な ど 境界線の 設定の 援助 

紛争 当事者 間の 捕虜交換の 援助 


(注） 1 上記に 類す る 業務が 政令に より 追加され る こと も あり 得る。 

2 平和維持 隊 後方 支援 業務と して ⑫〜⑯ の 業務を、 また、 人道的な 国際 救援活動 として 
⑦ 及び ⑧の 業務を 行う こと も あり 得る。 


自衛隊が、 国際 平和協力 業務を 実施して いるのは、 軍事的 専門知識 や 経験が 必要 
とされる ものが あり、 また、 国の 防衛と いう 任務を 果たす ために、 訓練を 通じて:^ 
った 自衛隊 員の 技能、 経験 及び 自衛隊の 組織と しての 力を 活用す る ことが、 これら 
の 活動を 行う 上で 最適で あるとの 理由に よる ものである。 

自衛隊は、 「部隊 等」 が 行う 国際 平和協力 業務と して、 国際 平和協力 法 第 3 条第 3 
号に 列挙され た 業務のう ち、 自衛隊の 任務 遂行に 支障を 生じない 限度に おいて、 図 
表に 示す 業務を 行う ことに なって いる。 そのほか、 自衛隊 員は、 派遣され た 国際 平 
和 協力 隊の 隊員が 行う 国際 平和協力 業務と して、 平和維持 隊の 司令部 や 停戦 監視 団 

国際 平和協力 業務の うち 自 衛隊の 部隊な どが 行う 業務 


f— 国連 平和維持活動 


平和維持 隊 本体 業務 


⑨⑩⑪ 


⑫⑬ ⑭⑮⑯ 


①②③ ④⑤⑥ 


国際 平和協力 業務 
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などへの 個人 単位の 参加を 行う こと もで きる ことと なって いる。 

(2) 国際 平和協力 法の 改正 

政府は、 95( 同 7) 年 8 月、 同 法 附則に 基づき その実 施の 在り方に ついて 見直しを 
開始した が、 その 一環と して、 個々 の 隊員の 判断に よる ものと されて いた 武器の 使 
用に ついて、 隊員の 心理的 負担が 大きかった ことな どの 教訓 •課題を 踏まえて、 検 
討が 行われた。 その 結果、 98( 同 10) 年 6 月、 武器 使用な どに 関して 同 法の 改正が 行 
われた。 

武器 使用に 関する 改正に ついては、 自己保存の ための 必要 最小限の 武器の 使用で 
ある ことは 維持し、 統制を 欠いた 武器の 使用に よりか えって 生命 若しくは 身体に 対 
する 危険 又は 事態の 混乱を 招く ことを 未然に防 止し、 その 一層の 適正を 確保す るた 
め、 現場に 上官が 在る ときは、 生命 又は 身体に 対する 侵害 又は 危難が 切迫し、 この 
上官の 命令を 受ける いとまがない 場合を除き、 その 命令に よらなければ ならない も 
のとした。 なお、 この 法改正は、 いわゆる 5 原則の 枠内で 行われた ものである。 

⑶ 自衛隊の 実施す る 国際 平和協力 業務に 関する 議論 

自衛隊の 「部隊 等」 による、 いわゆる 平和維持 隊 本体 業務に ついては、 国際 平和 協 
力 法案の 国会 審議の 過程で、 内外の 一層の 理解と 支持を 得る ため、 別に 法律で 定め 
る 日までの 間は、 これを 実施し ない こと とされて いる （いわゆる 平和維持 隊 (PKF) 本 
体 業務の 凍結)。 昨年来、 国会な どに おいて、 PKF 本体 業務の 凍結 解除に ついて 取り 
上げられ ている。 

政府と しては、 国際社会への 日本と して ふさわしい 貢献を 行うべき こと は 当然で 
あり、 国連 平和維持活動への 一層の 協力に ついて、 国民の 理解の 下、 積極的に 進め 
ていきた いと 考えて いる。 

ゴラ ン 高原 国際 平和協力 業務 

日本の 国連 兵力 引き離し 監視 隊 (UNDOF) への 参加は、 停戦に 合意した 主権国 家の 
間に 設定され た 兵力 引き離し 地域に 展開して いる 国連 平和維持活動への 参加で ある。 

また、 中東 和平の ための 国際的 努力に 対する、 日本の 人的な 協力と しての 意義を 
有する ものである。 

政府は、 95( 同 7) 年 12 月、 自衛隊の 部隊な どの UNDOF への 派遣を 決定し、 96( 同 
8  ) 年 2 月に 第 1 次 ゴラ ン 高原 派遣 輸送 隊 43 名が カナダの 輸送 部隊と 交代した。 以来、 
本年 6 月 現在 派遣 中の 第 9 次 派遣 輸送 隊 まで、 約 6 か 月 交代で ゴラ ン 高原に おいて 
国際 平和協力 業務と して 輸送な どの 業務に 従事して いる。 

派遣 輸送 隊 は、 UNDOF の 活動に 必要な 食料な どの 日常生活 物資な どを、 イス ラエ 
ル、 シリア 及び レバノンの 港湾、 空港、 市場な どから 各 宿営 地まで 輸送したり、 各 
種の 施設 器材に よる 道路の 補修な どの 後方 支援 業務を 行って いる。 現地に おいて 派 
遣 輸送 隊 は、 カナダ 部隊な どと 同一 宿営 地に 居住し、 隊員の 給食な どを 共同で 実施 
して おり、 関係 国との 交流を 深めて いる。 

また、 航空自衛隊 による 物資 補給の ための 輸送機 (C-130H) の 派遣 や、 派遣 部隊を 


i ) 前 ページの 図表 参照 


ii) シリア 南西 部の ゴラン 高 
原に おける イスラエルと シ 
リア 間の 停戦 監視 及び 両軍 
の 兵力 引き離し などに 関す 
る 合意の 履行 状況の 監視を 
任務と している。 1974( 昭和 
49) 年に 設立 さ れ 現在 ま で 約 
26 年に わたり 活動を 継続。 
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ゴラン高原 周辺 図 


UNDOF の 概要 
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支援す る 連絡 調整 要員の 派遣に より、 現地 活動の 基盤 維持に 努めてい る。 さらに、 
派遣 輸送 隊の ほかに、 UNDOF の 司令部 要員と して、 自衛官 2 名が 派遣され、 輸送な 
どの 後方 支援 分野に 関する 企画 及び 調整 や UNDOF の 活動に 関する 広報 及び 予算 関連 
の 業務を 担当して いる。 司令部 要員は、 おおむね 1 年 ごとに 交代す る ことと して お 
り、 本年 6 月 現在、 第 5 次の 司令部 要員が UNDOF の 司令部に 派遣され ている。 

UNDOF への 派遣 期間に ついては、 派遣 当初、 2 
年を めどと する ことと され、 その後、 97( 同 9) 年 
7 月 29 日の 内閣官房長官の 閣議に おける 発言に お 
いて、 更に 2 年 （本年 2 月まで） をめ どと して 延長 
する ことと された が、 昨年 7 月 16 日の 内閣 官房長 
官の 閣議に おける 発言に おいて、 更に 2 年 (2002 
(同 14) 年 2 月まで） をめ どと して 延長す る ことと さ 
れ た。 これは、 国連からの 強い 要請、 我が国 要員 
の 活動に 対する 国連 や 関係 国からの 高い 評価 及び 
中東 和平への 人的 協力の 重要性な どを 考慮して 総 
合 的に 検討した 結果で ある。 


東 チ モール 避難民 救援 国際 平和協力 業務 

東 チ モールに おいて、 昨年 8 月に 行われた 直接 投票の 後、 発砲、 殺害、 放火な ど 
の 犯罪行為が 開始され 紛争が 発生 するとと もに、 治安が 極度に 悪化した。 この 過程 
で、 大量の 避難民が 発生し、 西 チ モールに も 多数の 避難民が 流入した。 これらの 避 
難民の 生活 状況は、 人道的な 観点から 見て 危機 的な も 
のと なって いた。 このような 状況に 対処す るた めに 
国際連合 難民 高等弁務官 事務所 (UNHCR) を 始めと す 
る 各種の 人道 援助 機関が 援助 活動を 実施し、 同年 10 月 
には、 各国に 対し、 国際連合が 東 チ モール 避難民 救援 
に関する 協力の 要請を 行った。 

我が国に 対しても、 UNHCR から、 西 チ モールに 所 
在す る 東 チ モール 避難民に 供与す る 援助 物資を 自衛隊 
の 輸送機に より イン ドネ シアの スラバヤ （ジャワ島） か 
ら クパン （西 チ モール） に 輸送す る こと について 要請が 
あった。 この 要請を 踏まえ、 イン ドネ シア 共和国の 同 
意を 得て、 政府は、 自衛隊の 部隊 及び 連絡 調整 要員を 
現地に 派遣す る こ ととし、 同年 11 月 19 日 に 国際 平和 協 
力 法に 基づき、 東 チ モール 避難民 救援 国際 平和協力 業 


インドネシア 周辺 図 


ゴフ ン 局 原での 活動 
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インドネシアでの C-1 30H による 輸送 活動 


務の 実施 計画 及び 関係 政令を 閣議 決定した。 

航空 自 衛隊 は、 スラバヤと クパン 間での UNHCR 
のた めの 物資 輸送な どを 任務と する 人員 113 名、 輸 
送 機 (C-130H)  3 機な どから なる 東 チモール 避難民 
救援 空輸 隊を 編成し、 同年 11 月 24 日、 同 部隊の 本 
隊 が小牧 基地から 出発した。 同 部隊は、 同年 11 月 
29 日から 本年 2 月 1 日までの 間、 延べ 47 便、 計 約 
400 トンの 援助 物資の 航空 輸送を 行い、 UNHCR 
から、 約 12 万人の 東 チ モール 避難民に 対する 援助 
物資の 輸送が 可能に なった と の 評価を 得た。 

また、 人員 30 名、 輸送機 等 (C-130HX 1 機、 U- 
4x 1 機） 2 機から なる 支援 飛行隊を 併せて 編成し、 


輸送機 (C -  130H) により 日本からの 物資 補給を 行った。 
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東 チ モール 避難民 救援 国際 平和協力 業務の 思い出  - 

航空自衛隊ので 130H 型 輸送機 3 機は、 フィリピンを 経由 し 赤道を 越え ジャワ 島の 東部に 位置す る スラバヤの ジ 
ュ アン ダ 空港に 昨年 11 月 25 日 に 到着 しました。 

空輸 隊 は、 ジュアン ダ 空港 内の イ ン ドネ シア 共和国 海軍な どの 施設を 一部 借用して 航空 輸送 業務を 行う ことと 
なり ま したが、 空輸 隊の 指揮官が 同年 2 月の 国外 運航 訓練で 現地 イン ドネ シア 共和国 軍の 指揮官と 既に 知り合い 
であった こと も あり 非常に 好意的に 迎えて くれ ま した。 

スラバヤは、 冬 間近の 日本とは 大きく 異なる 熱帯 地域の 雨季 
に 当た り、 高温、 多湿の 厳しい 気候 及び 習慣、 言語の 異なる 環境 
の 中で、 航空 輸送 開始に 向けた 準備を 行い ま した。 その 際、 空輸 
隊の 要員は、 国連 難民 高等弁務官 事務所 (UNHCR) が 手配した 
現地 業者に、 UNHCR が 調達した 石けん、 キッチン •セット、 ス 
リービング. マッ ト などの 援助 物資の C 一  130H 型 輸送機への 搭 
載 要領な どに ついて 身振り 手振り や 英語、 片言の イン ドネ シア 
語で 助言を 行って いました が、 いったん、 作業の 要領を 覚える と 見違える ほどの スピードと 正確さで 実施で きる よ 
うにな り ま した。 我々 は その 潜在能力の 高さに 驚きを 覚える と ともに、 そのよう な 中では ぐく んだ 信頼関係は 言葉 
の 壁を 越えて、 帰国の 途 につく まで 良好に 保つ ことができ ま した。 

航空 輸送の 準備を 終え、 1 1 月 29 日から ジュアン ダ 空港から 
西 チ モールの ク バンに ある エル •タ リ 空港への 援助 物資の 航 
空輸 送を 開始し ました。 この 2 空港の 間は、 約 1，300 km の 距離 
が あり、 往復で 約 7 時間 かかる ため、 空輸 隊 は、 早朝から 出 
発 準備を 行い、 午前 9 時 ごろに 離陸して エル • タリ 空港に 援 
助 物資を 届け、 夕方 4 時 ごろに 戻る という 運航を 行いました。 
現地は、 雨季を 迎えて 積乱雲が 発生す る ことが 多く 、航空 輸送 
の 安全を 確保しつつ 所定の 時刻までに 援助 物資を 届ける ため 
に、 輸送機の 航路の 選定を 慎重に 行う 必要が ありま した。 また、 エル •タリ 空港では レーダー による 管制が 受けられ 
ない ことから、 空輸 隊は 、クパン 付近の 気象 状況に 常に 注意しつつ 輸送機を 運航し ま した。 

航空 輸送 業務が 順調に 進む 中、 宿舎では、 従業員が 自分たち の 家族の ように 隊員を 気遣って くれ、 病気に なれ 
ば、 「この 薬が 効く から 試して みたら？」、 「食事は どうした か？」 などと 声をかけて くれました。 

また、 本年 1 月 15 日には、 この 任務で お世話になった イ ン ドネ シア 共和国 海軍 や UNHCR などの 関係者を 招待し、 
餅つ き 大会を 開催し ました 0 この 餅つ き 大会は、 インドネシア 共和国の 関係者に 日本 文化の 一部を 紹介す る 絶好 
の 機会と なりました。 

今回の 国際 平和協力 業務は、 航空 g 衛隊の 部隊が 活動の 主体と なる 初めての 業務であった 上、 雨季の ため 天候 
が 不安定な クパンに 向けて 一定の 期間 継続的に 航空 輸送を 行わなければ ならない もので したが、 航空 輸送に 関す 
る 能力を 十分に 発揮して、 効果的 かつ 安定 的に 業務を 実施し 完遂す る ことができました。 空輸 隊 は、 本 任務を 通 
じて 国際社会に 貢献 するとと もに、 日本と インドネシア 共和国との 交流を 深める ことができ たと 思います。 今後 
とも、 更に 能力を 高め、 国民の 皆様の 期待に 応えられる ように 努力して 参ります。 
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2 国際 緊急 援助 活動 
国際 緊急 援助 活動への 取組 

1992( 平成 4  ) 年 6 月 の 「国際 緊急 援助 隊の 派遣に 関する 法律の 一部を 改正す る 法律」 
の 成立に より、 自衛隊が 国際 緊急 援助 隊 として 派遣され る ことが 可能と なった。 以 
来、 自衛隊は、 現地に おいて 移動、 宿泊、 給食、 給水、 通信、 衛生な どの 支援が 受 
けられない 場合で あっても、 その 装備 や 組織、 そして 平素からの 訓練な どの 成果を 
いかし、 自己 完結 的に 医療 活動な どの 国際 緊急 援助 活動を 行い 得る 態勢を 維持して 
きた。 


i ) ハリケーン により 大きな 
被害 を 受けた 首都 テグ シガ 
ル パに 陸上自衛隊の 部隊を 
派遣し、 医療 活動と 勝鐘 活 
動を 行った。 また、 航空 自 
衛隊の 部隊は 医療 器材な ど 
の 往復 輸送を 行った。 


防衛庁と しては、 人道的な 見地 及びよ り 安定した 安全保障 環境の 構築と いう 見地 
から 国際 緊急 援助 活動に 積極的に 取り組む ことと している。 その 意味で、 初めての 
国際 緊急 援助 活動と なった 98( 同 10) 年 11 月の ホン デュラス 共和国への 自衛隊の 派遣1、 
また、 昨年 8 月に 発生した トルコ 北西 部 地震 災害に 際して、 海上自衛隊の 輸送 艦な 
どが 行った、 国際 緊急 援助 活動の ための 物資 (仮設 住宅 約 500 戸) の 海上 輸送は、 国際 
社会に 対する 我が国の 貢献と して、 意義 ある ものであった。 

⑴ 国際 緊急 援助 隊法 


87( 昭和 62) 年の 「国際 緊急 援助 隊の 派遣に 関する 法律」 （「国際 緊急 援助 隊 法」） の 施 
行 以来、 日本は 海外、 特に 開発 途上 地域に おいて 大規模な 災害が 発生した 場合に、 
被災 国 政府な どの 要請に 応じ、 国際協力事業団 などに よ り 国際 緊急 援助 活動を 行っ 
てきた。 


しかしながら、 これらの 活動を 通じ、 ① 災害の 規模に よって 
は 更に 大規模な 援助 隊を 派遣す る 必要が ある こと、 ② 被災地に 
おいて 自己 完結 的に 活動を 行い 得る 体制を 充実すべき こと、 ③ 
輸送 手段の 改善 を 図る 必要が ある こと、 な どの 課題が 明 ら かと 
なった。 これらの 解決を 図る ため、 自衛隊が 国際 緊急 援助 活動 
やその ための 人員な どの 輸送を 行う ことができ ると した 「国際 緊 
急 援助 隊の 派遣に 関する 法律の 一部を 改正す る 法律」 が 92( 平成 
4) 年に 成立、 施行され た。 

⑵ 自衛隊が 行う 国際 緊急 援助 活動と 自衛隊の 態勢 

自衛隊が 行う 国際 緊急 援助 活動は、 個々 の 災害の 規模 及び 態 
様、 被災 国 政府 や 国連な ど 国際機関からの 要請 内容な ど、 その 
時々 の 状況に より 異なった ものになる と考えられる。 しかし、 これまでの 国内に お 
ける 各種 災害 派遣の 実績から 見て、 

①  応急 治療、 防疫 活動な どの 医療 活動 

②  ヘリコプター などに よる 物資、 患者、 要員な どの 輸送 活動 

③  浄水 装置を 活用 した 給水 活動 

などの 面で 協力が 可能で あり、 また、 輸送の 面に ついては、 自衛隊の 輸送機 •輸送 
艦な どを 活用して、 人員 • 資 器材を 被災地まで 輸送す る ことが 可能で ある。 


ホン デュラスでの 医療 活動 
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陸上自衛隊は、 医療、 
空輸の 各 活動 及び これら 
に 給水 活動を 組み合わせ 
た 活動を、 それぞれ 自己 
完結 的に 実施で きる よう、 
各 方面隊が 6 か 月 ごとに 
持ち回りで 任務に 対応で 
きる 態勢を とっている。 

国際 緊急 援助 活動を 実 
施す る 部隊 や 同 部隊への 


補給 品な どの 輸送が でき 

ブト、 尸 レ甴 偽; 脱 ドハ  被害を受けた トルコの 町並み 

るよ つ、 海上自衛隊 につ 

いては、 自衛 艦隊、 各地 方隊 が、 また、 航空自衛隊は、 航空 支援 集団な どが 任務に 
対応で きる 態勢を とっている。 

なお、 援助 活動な どを 実施す る 部隊の 規模に ついては、 その 態勢の 範囲 内に おい 
て、 被災 国 政府 や 国際機関からの 要請 内容、 被災地 域の 状況な どを 踏まえ、 外務省 
と の 協議に よりそ の 都度 判断す る ことと なる。 


トルコ 共和国に おける 

国際 緊急 援助 活動に 必要な 物資の 輸送 

トルコ 共和国では、 昨年 8 月 17 日に 発生した 地震に 
より、 北西 部を 中心に 甚大な 被害が 生じた。 これによ 
り、 被災者に 対する 仮設 住宅の 供給が 緊急の 課題と な 
り、 同国 政府から 日本 政府に 対して、 可能な 限り 早期 
に 仮設 住宅の 提供を 受けたい 旨の 要請が なされた。 

これを 受け、 同年 9 月 10 日、 外務大臣から 防衛庁 長 
官に 対し、 国際 緊急 援助 隊 法に 基づき、 国際 緊急 援助 
活動に 必要な 物資 (仮設 住宅） のト ルコ への 輸送に つき 
協力を 求める ための 協議が な された。 

防衛庁長官は、 同日、 この 協議に 基づき、 海上 幕僚 
長に 対し、 輸送 部隊の 編成の 準備、 情報 収集、 装備 品 
などの 調達、 補給 整備な どに ついて 所要の 措置を 採る 
よう 指示した。 海上自衛隊は、 同 法に 基づく、 トルコ 
までの 仮設 住宅の 輸送を 行う ことを 任務と する、 人員 
約 430 名と 輸送 艦 「おおす み」、 補給 艦 「ときわ」、 掃海 母 
艦 「ぶんご」 の 3 隻 からなる 「トルコ 共和国 派遣 海上 輸送 
部隊」 を 編成した。 


トルコ 周辺 図 


北 アフリカ 
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洋上 補給 中の トルコ 共和国 派遣 海上 輸送 部隊 


輸送 部隊は、 神 戸 港に おいて 約 500 戸の 仮設 住宅を 3 
艦に 搭載し、 同年 9 月 23 日に 同 港を 出港した。 途中、 
補給の ために エジプトの ア レキ サン ドリアに 寄港し、 

10 月 19 日、 トルコの イスタンブール、 ハイダル パシヤ 
港に 入港した。 入港 後、 直ちに 仮設 住宅の 陸揚げ 作業 
が 行われ、 ト ルコ 政府に 引き渡された。 

同 輸送 部隊は 10 月 23 日 に ハイ ダル パ シャ 港を 出港し、 
アレキサンドリア 及び シンガポールを 経由し、 11 月 22 
日、 「ぶんご」 及び 「おおす み」 が 呉 基地、 「ときわ」 が 横 
須賀 基地に それぞれ 帰港した。 神 戸 港を 出港して から 
約 2 か 月間、 総 航程 約 1 万 8,  000 マイ ル (約 3 万 3,  000 
km) の 輸送 任務であった。 
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- _ "I 日 も 早く 仮設 住宅を トルコへ 〜 海上自衛隊 初の 23 日 連続 航海で〜 _ - 

イスタンブールの ハイダル パシヤ 港は、 青森県と ほぼ 同じ 緯度に 位置して います。 仮設 住宅を 搭載した 
掃海 母艦 「ぶんご」、 輸送 艦 「おおす み」、 補給 艦 「ときわ」 で 編成され た 「トルコ 共和国 派遣 海上 輸送 部隊」 が 
入港す る 時は、 曇り空、 しかも トルコ 海軍の 軍人 も 震える ほどの 寒さで、 艦 内 も 暖房を 入れる 状況でした。 

ところが そんな 寒さ も 吹き飛ば すよ うな ト ルコ 式の 盛大 
な 歓迎を 受けました。 岸壁では トルコの 小学生が 日本と 卜 
ルコの 国旗を 振り、 ま ず 最初 に 掃海 母艦 「ぶんご」 が 岸壁に 
近付く と 一斉に 花を 投げ かけ、 接岸 後は 全員が 合唱して 歓 
迎 して くれました。 

かわいい 子供たち の 姿を 目に して 輸送 部隊 指揮官 以下、 

乗員 一同、 27 日間の 長い 航海の 疲れが 一気に なくなって し 
まう 感じでした。 

仮設 住宅 引渡し 式を 行った 後、 その 日の 深夜まで には、 仮設 住宅の 入って いる コンテナの 陸揚げ 作業を 
完了 しました。 

日本の 海上自衛隊と トルコ 海軍との 友好関係は 1890 (明治 23) 年の 軍艦 エル トゥー ルル 号 遭難 事件に 端を 

発して います。 明治天皇に あてた オスマン 帝国 
スル タンの 最初の 外交文書を 届ける という 使命 
を 果たした 同 号は、 その 帰路 遭難 沈没して しま 
いました。 この 事件に おいて、 日本海 軍は、 懸 
命な 救助 活動を 行い、 生存者を 海軍 軍艦で トル 
コ まで 送り届ける といった 手厚い 措置を 採り ま 
した。 これに トルコ 国民は 感動し、 以来、 110 年 
の 長き にわ たって 両国 間の 親密な 関係を 維持し 
てきました。 今回の 支援で、 この 友好 親善 関係 
を 一段と 深める ことができ ま した。 

海上自衛隊に とっては 初めての 経験で ある コンテナの 搭 
載 や これらに 対する 荷崩れ 予防な ど 苦労の 多い 航海でした。 
また、 一日で も 早く 現地に 届ける ため 往路は エジプトの ア 
レキ サンド リアに 1 日 寄港した だけで、 平均 速力 18 ノット 
(約 33km/h) で 連続 23 日間 という 海上自衛隊 史上 初の 長距離 
連続 航海で も ありま した。 派遣 部隊が 我が国の 代表と して、 
「顔の 見える 貢献」 という 役割を 果たす こと がで きた ことは 
何よりの 又穫 であり、 海上自衛隊の みならず、 防衛庁 全体 
に とって 大きな 財産と なりました。 今後と も、 この 経験を いかし、 国際社会の 期待に 十分 応えられ るよう 
努力して 参ります。 
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i  )1970 年代から 欧州で 進め 
られ た、 安全保障 • 経済- 
人 権な  ど 広範に わたる 東西 
間の 対話の 場。 1995( 平成 7) 
年 「欧州 安全保障 • 協力 機構 
(OSCE)」 へと 発展 的に 解消 
した。 


3 安全保障 対話 • 防衛 交流 
安全保障 対話 • 防衛 交流の 意義 

軍事的 対峙の 状態に ある 国家 間では、 軍備管理 •軍縮への 取組の 一方で、 偶発的 
な 軍事 衝突を 防ぐ ため、 一定の 軍事行動の 規制、 軍事 情報の 公開な どに よる 透明性 
の 確保、 防衛 交流な ど、 様々 な 努力が 行われて きている。 

とりわけ、 東西 両 陣営が 軍事的に 対峙して いた 冷戦 期の 欧州では、 欧州 安全保障 
- 協力 会議 (CSCE) の 場を 中心に、 大規模 軍事演習 など 一定の 軍事行動の 規制な どに 
よる、 奇襲 攻撃の 防止 や 情勢 緊迫 時の 危機管理に 重点が 置かれた 信頼醸成の ための 
制度が 確立した。 一方、 冷戦 終結 後に おいては、 安全保障 環境を より 安定化させる 
ため、 各国が その 保有す る 軍事力 及び 国防 政策の 透明性を 高め、 防衛 当局者 間の 対 
話 • 交流な どを 通じて 相互の 信頼関係を 深める ことにより、 無用な 軍備 増強 や 不測 
の 事態の 発生と その 拡大を 抑えて い くこと が 重要に なっ てきて いる （ 1 章 2  gp  2 、 3 
参照)。 

アジア太平洋地域は、 地理 的、 歴史的に 多様性に 富み、 各国の 安全保障 観 も 多様 
である。 また、 冷戦 期に も、 中国と いう 第三 極が 存在して いたた め、 欧州に おける 


二国間の 防衛 交流と 多 国 間の 安全保障 対話 


区分 

類型 

思 裁 

概要 

防衛 首脳な ど 
ハイレベルの 交流 

双方の 重要な 関心事 項で ある 地域 情勢 や 国 
防 政策な どに つし ヽ ての 率直な 意見交換を 通じて、 
相互の 理解 や 信頼関係を 増進 するとと もに、 じ 
後の 交流に はずみを つける。 

•防衛庁長官と 各国 国防 大臣の 対話 •相互 訪問 
• 総括 政務次官、 政務次官、 事務次官、 統合 幕 
僚 会議 議長 、陸 •海 •空 各 幕僚長 クラスの 対話 • 
相互 訪問 

国 

間 

の 

防衛 当局者 間の 
定期 協議な ど 

国防 政策の 企画 立案者 同士が 継続的に 直接 
意見を 交換し 合う ことは、 ハイレベルの 対話 • 
交流の 基礎になる とともに、 そこで 培われる 人 
的な 関係は、 当該 国との 相互の 理解 や 信頼 関 
係の 増進に 寄与。 

•局長、 審議 官 クラスの 実務 者 同士に よる 協議 
• 統合幕僚会議 事務局 、陸 •海 •空 各自 衛隊と 関 
係 諸国の 統合参謀本部、 陸 •海 •空軍との 間の 
対話 

防 

衛 

交 

流 

部隊 間の 交流 

共同 訓練 や 交流 行事な どを 通じて 相互 理解と 
信頼関係を 増進す る。 

•練習 艦隊な どの 艦艇の 相互 訪問 
•捜索 •救難に 関する 共同 訓練の 実施 

留学生の 交換 

本来 的な 教育 上の 目的の ほかに、 比較的 長期 
の 滞在に よる 人的 交流を 通じて 友好 親善を 増 
進し、 相手 国の 防衛 政策 や 部隊の 実態な どに 
対する 理解 や 信頼関係の 増進に 寄与。 

•留学生の 受け入れ （注） 

•海外の 軍 関係 機関への 留学生の 派遣 

研究 交流 

研究者の 立場からの 自由な 意見交換が 行われ、 
相互 理解を 深める とともに、 防衛 交流の 幅を 広 
げる ことに 寄与。 

防衛 研究所と 諸外国の 軍 関係の 研究 機関な どと 
の 研究 交流 

多 国 間の 安全保障 対話 

関係 諸国の 間に 各々 の 情勢 認識 •安全保障 
観に ついての 相互 理解が 深まる こと や 多 国 間 
に またがる 問題に ついて 効率的 •効果的に 協 
議し 得る。 

•ARF における 対話 
•防衛庁 主催の 多 国 間 対話 
•政府 主催の 多 国 間 対話 
•民間 主催の 多 国 間 対話 

(注） 留学生の 受け入れ: 従来、 一定の 国からの 留学生に ついて 授業料の 徴収 免除な ど、 受け入れ 基盤の 整備を 行って きたと ころで あるが、 平成 10 年度 か 
ら 新たに 開発 途上に ある 地域の 政府から 委託され た 留学生に 対し、 教育 訓練の 履修を 支援す るた めの 給付金を 支給す る ことと し、 その一 層の 充実に 
努めてい る。 
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ような 明確な 東西 対立は 存在して いなかった。 このような 諸 要因を 背景と して、 こ 
の 地域では、 今日に 至る まで 欧州の よう な 多 国 間の 安全保障の 枠組みが 構築され て 
いない 0 

したがって、 この 地域の 平和と 安定の ためには、 米国を 中心とした 二国間の 同盟 
• 友好関係と 米軍の 存在が 重要な 役割を 果た してきて いる。 このよう な 状況は 現在 
においても 基本的には 変わって いない。 その 一方で、 冷戦 終結 後には、 従来 イデ オ 
ロ ギーや 領土を めぐって 対立 や 紛争を 続けて きた 国家 間に おいても 関係 改善の 動き 
が 見られ、 対話 や 交流が 活発化し ている。 また、 ASEAN 地域 フォーラム （ARF) のよ 
うに、 様々 な 多 国 間の 安全保障 分野での 対話が 試みられ、 次第に 定着して きている 
(1 章 3 節 7 參 照)。 

このような 情勢の 下、 日本の 安全を 確保す るた めには、 適切な 防衛 力の 保持と 日 
米 安保 体制の 堅持と ともに、 より 安定した 安全保障 環境を 国際社会、 特に、 アジア 
太平洋 地域に おいて 構築して いくこと が 重要で ある。 そのため 防衛庁は、 この 地域 
における 関係 諸国との 信頼関係の 増進を 図り 不安定 要因を 取り除く 上で、 関係 諸国 
と の 二国間 交流 や ARF な どの 多 国 間の 安全保障 対話な どを 重視し 積極的に 取り 組ん 
でい る。 今後と も これらを 継続的に 実施 するとと もに、 関係 諸国の 動向を も 見つつ 
その 内容を 深める ことで、 より 安定した 安全保障 環境の 構築に 努める ことが 必要で 
ある 0 

様々 な 二国間の 防衛 交流 

二国間の 防衛 交流は、 相手 国との 相互 理解 や 友好 親善、 信頼関係の 増進な どを 目 
的と して、 国の 安全保障に 携わる 者が 様々 な 交流を 行う ものである。 その 特徴は、 
相手 国と の 関係に 応じてき め 細かな 対応が 可能で あ る こと や、 これを 通 じて 構築 さ 


i )  ASEAN 諸国を 中心とし 
た アジア • 太平洋 地域の 安 
全 保障に かかわる 国 • 機関 
が、 同地 域内 全般の 政治 • 
安全保障 問題に ついて 意見 
交換を 行う 多 国 間 安全保障 
対話の 場。 現在、 21 か 国、 

1 機関が 参加して いる。 


二国間 防衛 交流の 主要 実績 
(平成 1 1 年 6 月〜 12 年 6 月） 


韓国 

初の 捜索 •救難に 関する 
海上 共同 訓練 (平成 11 年 8 月） 

統合幕僚会議 議長の 訪緯 

(平成 12 年 3 月） 

韓国 国防 部 長官の 訪日 

(平成 12 年 5 月) 


□シア 

防衛庁長官の 訪露 

(平成 11 年 8 月） 

捜索 •救難 活動に 関する 共同 訓練 

(平成 11 年 9 月) 

海上 幕僚長の 初の 訪露 

(平成 12 年 2 月） 


中国 

事務次官の 訪中 

(平成 11 年 11 月） 

中国 人民解放軍 総 参謀長の 訪日 

(平成 12 年 4 月） 

統合幕僚会議 議長の 訪中 

(平成 12 年 6 月) 


日 本 


東南アジア 


事務次官の シンガポール、 

マ レイ シア、 ヴ イエ ト ナム 訪問 
(平成 11 年 9 月） 

総括 政務次官の 
インドネシア、 フイ リピン 訪問 
(平成 12 年 1 月） 
防衛庁長官の 

シンガポール、 ヴ イエ ト ナム 訪問 

(平成 12 年 5 月） 
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れる 二国間の 信頼関係が 多 国 間の 安全保障 対話を 効果的に 進める 際の 基礎に もな り 
得る 点に ある。 （資料 36 参照） 

(1) 日韓 防衛 交流 

韓国は、 日本の 最も 近くに 位置す る 友好国で あり、 
双方が 共に 関心を 有する 安全保障 上の 諸問題に ついて 
意見交換を 行う とともに、 様々 な 交流を 通じて 相互 理 
解を 深める ことは、 両国の 友好関係 をより 強固な もの 
とする 上で 有益で ある。 また、 朝鮮半島を 含む 東 アジ 
ア 全域の 平和と 安定に 役立つ ものである。 

1998( 平成 10) 年 10 月の 小渕 総理 (当時) と金 大中 大統領 
との 日韓 首脳会談では、 65( 昭和 40) 年の 国交 正常化 以 
来 築かれて き た 両国 間の 緊密な 友好 協力 関係を より 高 
い 次元に 発展 させ、 新たな パートナーシップを 構築す 
るとの 共通の 決意を 「21 世紀に 向けた 新たな 日韓 パート 
ナ ーシッ プ 共同宣言」 と して 発表した。 両 首脳は、 両国 
間の 安全保障 対話 及び 防衛 交流を 歓迎し、 一層 強化して いくこと とした。 また、 昨 
年 3 月の 日韓 首脳会談では、 日韓 防衛 交流の 着実な 進展に ついて 評価した。 

① 防衛 首脳 クラスな どの ハイ レベルの 交流 

94( 平成 6) 年 以降、 両国 防衛 首脳が、 毎年 交互に それぞれの 国を 訪問して 会談 
が 開かれて いる。 昨年 1 月には、 防衛庁長官が、 本年 3 月には、 統合幕僚会議 議 
長が 訪韓した。 また、 本年 5 月には、 韓国 国防 部 長官が 訪日し、 地域 情勢、 防衛 

政策、 日韓 防衛 交流な どに ついて 意見交換を 行った。 

②  防衛 当局者 間の 定期 協議な ど 
94( 同 6) 年 以降、 毎年、 審議 官級 協議で ある 日韓 防 

衛 実務 者 対話が 行われて いる ほか、 98( 同 10) 年 以降は、 
日韓 安保 対話が 行われて いる。 また、 統合幕僚会議 事 
務 局と 韓国 合同 参謀本部、 陸 •海 •空 各 自衛隊と 韓国 
陸 •海 • 空軍 間で も 活発な 対話な どが 行われる とと も 
に、 留学生の 交換 や 研究 交流 も 盛んに 行われて いる。 

③  部隊 間の 交流 

海上自衛隊と 韓国 海軍の 間で、 94( 同 6) 年 以来、 艦 
艇が 相互に 訪問す るな ど 交流が 深まる 中、 昨年 8 月に 
は、 九州と 韓国との 間の 海域で、 海上自衛隊と 韓国 海 
軍に よる 捜索 • 救難 活動に 関する 初の 海上 共同 訓練を 

実施した。 

防衛庁は、 このような 交流を 積み重ね、 今後と も 緊密な 日韓 防衛 関係の 構築に 努 
力して いく。 


訪日 した 趙成台 韓国 国防 部 長官 
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(2) 日露 防衛 交流 

ロシアは、 欧州の みならず、 アジア太平洋地域に おいても 安全保障 に関して 大き 
な 影響力を 持ち、 かつ 日本に 隣接した 国で あるた め、 冷戦 終結 後の 国際情勢の 変化 
を 背景と して、 日露の 防衛 交流を 深め 信頼関係の 増進を 図って いく ことは 極めて 重 
要で ある。 

防衛庁は、 97( 同 9) 年の クラスノヤルスクでの 首 
脳 会談 以降、 日露 関係が あらゆる 分野で 着実に 進展 
している 中で、 着実に ロシアとの 防衛 交流を 進めて 
いる。 

98( 同 10) 年 11 月の 小渕 総理 (当時) 公式 訪 露の 際に 署 
名され た 「モスクワ 宣言」 において、 両国 首脳は、 日 
露 間の 安全保障 • 防衛の 分野に おける これまでの 交 
流を 肯定的に 評価し、 これを 継続し 深化させる 用意 
が ある ことを 確認した。 

これを 踏まえ、 昨年 8 月に 防衛庁長官が 訪 露し、 

ロ シア 国防 相 (代行） との 間で 「対話 及び 交流の 発展の 
た めの 基盤 構築 に関する 覚書」 に 署名 し、 双方 間 の 信 
頼 関係の 増進と 相互 理解の 向上を 図る との 決意を 表明した。 （資料 37 参照） 

①  防衛 首脳 クラスな ど ハイ レベルの 交流 

96( 同 8  ) 年に、 ソ連 時代を 含めて 初めての 防衛庁長官の 訪 露が 行われて 以来、 
97( 同 9) 年の ロシア 国防 大臣の 初の 訪日、 98( 同 10) 年の 統合幕僚会議 議長と ロシア 
参謀 総長との 初の 相互 訪問、 昨年の 防衛庁長官の 2 度 目の 訪 露、 本年 2 月の 海上 
幕僚長の 訪露 など 毎年 ハイ レベルの 交流を 継続して いる。 

②  防衛 当局者 間の 定期 協議な ど 

外交. 防衛 当局が 中心と なり 両国の 安全保障 政策な どに ついて 意見交換を 行う 
日露 政策 協議が、 92( 同 4) 年から 96( 同 8) 年までに 4 回 実施され、 防衛 当局 間の 局 
長、 審議 官級 協議が 96( 同 8) 年 及び 97( 同 9) 年に 実施され た。 このほか、 今後の 両 
国 間の 防衛 交流の 進め 方 全般につ いて 協議す る 共同作業 グループが 胳（ 同 10) 年 か 
ら 本年 3 月 までに 5 回 行われて いる。 

さらに、 93( 同 5) 年の 日露 海上 事故 防止 協定 締結に 伴い、 その実 施 状況な どを 
検討す る 日露 間の 年次 会合が 本年 2 月までに 6 回 行われて いる。 一方、 防衛 研究 
所は、 ロ シア 連邦 軍 参謀本部 軍事戦略 研究 セン ターな どの ロシア 国防省 関係 研究 
機関との 間で、 日露 防衛 研究 交流を 93( 同 5) 年から 本年 2 月までに 11 回 行って いる。 

③  部隊 間の 交流 

96( 同 8  ) 年 7 月 に 海上自衛隊 艦艇が ウ ラジオ ス トク で 行われた ロシア 海軍 300 周 
年 記念 観艦式に 参加して 以来、 昨年 9 月までに 毎年 艦艇の 相互 訪問が 行われて い 
る。 昨年 9 月には、 房 総 半島 沖に おいて 海上自衛隊と ロシア 海軍に よる 第 2 回目 


日露 防衛 首脳会談 （セルゲーエフ •  ロシア 国防 相 代行と 野 呂田防 
衛庁 長官 (当時)） [AFP= 時事] 
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i  ) 防衛 首脳 レベルの 対話の 
継続的 実施、 中国人 民 解放 
軍 総 参謀長の 訪日 及び じ 後 
早期の 統合幕僚会議 議長の 
訪中、 次官 級 協議の 実施、 
分野 別 • 軍 種別の 交流の 積 
極 的 推進、 艦艇 相互 訪問の 
実現に 向けた 事務的 調整の 
実施な ど。 


の 捜索 • 救難 活動に 関する 共同 訓練が 行われた。 

(3) 日中 防衛 交流 

アジア太平洋地域 において 大きな 影響力を 持つ 中国との 間で、 防衛 分野での 相互 
理解を 深め 信頼関係を 増進す る ことは、 両国 間の 安全保障の みならず、 同地 域の 平 
和と 安定に も 有益で ある。 

98( 同 10) 年 11 月の 小渕 総理 (当 
時） と 江 沢 民 国家主席 との 日中 首 
脳 会談に おいては、 r 平和と 発展 
のた めの 友好 協カ バー トナー シ 
ップの 構築に 関する 日中 共同 宣 
言」 を 発表し、 両 首脳は、 両国の 
安全保障 対話が 相互 理解の 増進 
に 有益な 役割を 果たして いる こ 
とを 積極的に 評価した ほか、 安 
全 保障 • 防衛 分野での 交流を 
徐々 に 深め る こと で 意見が 一致 
した。 

防衛庁は、 中国 国防 当局との 交流の 中で、 特に、 日本の 防衛 政策に 対する 中国 側 
の 理解の 促進に 努める とともに、 中国の 軍事力 や 国防 政策の 透明性が 向上す るよう 
働き かけて いる。 

①  防衛 首脳 クラスな どの ハイ レベルの 交流 

98( 同 10) 年 2 月、 中国 国防 部長の 初の 公式 訪日が 実現し、 その 際の 日中 防衛 首 
脳 会談では、 情勢 認識な どに ついて 意見交換が 行われ、 今後 両国 間で 防衛 交流を 
促進して いく ことで 合意した。 

また、 同年 5 月に 防衛庁長官が 訪中した。 その 際の 防衛 首脳会談で、 今後の 防 
衛 交流の 進め 方に 関して 合意して いる。 この 合意を 受け、 昨年 11 月には、 事務 次 
官が 訪中し、 中国 人民解放軍 副 総 参謀長との 間で 日中 次官 級 協議を 行い、 アジア 
太平洋 地域の 情勢、 両国の 防衛 政策な どに ついて 意見交換を 行った。 さらに、 本 
年 4 月には、 中国 人民解放軍 総 参謀長の 初の 公式訪問が 実現した。 また、 同 総 参 
謀 長の 訪日を 受け、 本年 6 月 に 統合幕僚会議 議長が 中国を 訪問した。 

②  防衛 当局者 間の 定期 協議な ど 

93( 同 5  ) 年の 日 中外 相 会談の 際に、 安全保障 に関する 対話の 合意を みて 以来、 
両国の 外交 • 防衛 当局 間によ る 日 中 安保 対話が 本年 6 月までに 7 回 開催され てい 
る。 これまでに アジア太平洋地域の 情勢、 両国の 防衛 政策な どに ついて 意見交換 
が 行われて いる。 また、 98( 同 10) 年の 防衛 首脳会談で 防衛 交流の 積極的 推進が 合 
意され たこと を 踏まえ、 昨年 1 月に 開催され た 日中 防衛 医療 セミナー などの 医療 
分野の 交流に 加え、 防衛 研究所を 中心と した 研究 交流な どの 交流が 進められ てい 


訪日 した 傅 全 有 人民解放軍 総 参謀長と 統合幕僚会議 議長 
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日独 PM 協議 
(•94 から 4 回 実施） 
日独 MM 協議 
(•94 から 4 回 実施） 

^ 日仏 PM 協 謙 

(•97 から 3 回 実施） 
日仏 MM 協議 
(•94 から 4 回 実施） 

日- NATO 高級 事務 
レベル 協議 
_f93 から 3 回 実施） _ 


日 •タイ PM 協議 
(•98 から 2 回 実施) 
日 •タイ MM 協議 
G98 から 2 回 実施) 

日豪 PM 協議 

(•96 から 4 回 実施） 
日豪 MM 協議 
上96 から 4 回 実施) 


r 日加 pm 協議 

4 

(•97 から 2 回 実施) 

日加 MM 協議 

1  ('98 から 1 回 実施） 

PM 協議： 局長、 審議 官 クラスの 外交、 防衛 当局者 間の 安全保障 対話 
MM 協議： 局長、 審議 官 クラスの 防衛 当局者 間の 対話 


る ほか、 同年 9 月には、 中国 人民解放軍 友好 代表団、 同年 11 月には、 中国人 民 解 
放 軍 教育 代表団が 訪日した。 

(4) 東南アジア 諸国との 防衛 交流 

海上 交通の 要衝を 占める 地域に 位置して いる 東南 アジ 
ア 諸国は、 日本と 密接な 経済 関係を 有して おり、 これら 
の 国々 と 安全保障 上の 諸問題に ついて 対話を 促進し、 相 
互 理解を 増進す る ことは、 双方に とって 有意義で ある。 

また、 特に 近年、 ASEAN では ARF の 開催な ど、 政治 •安 
全 保障 対話を 模索す る 動きが 強まりつつ あり、 日本と し 
て もこれ に 積極的に 関与して いく 必要が あると 考えて い 
る。 

防衛 首脳 クラスな どの ハイレベルの 交流は、 着実に 継 
続され てきて いる。 最近では、 昨年 9 月に 事務次官が シ 
ンガ ポール、 マ レイ シア、 ヴィエト ナムを、 本年 1 月に 
総括 政務次官が インドネシア、 フィ リピンを、 同年 5 月 
に 防衛庁長官が シンガポール、 ヴィ エト ナムを 訪問した。 

その他、 実務 者 レベルの 防衛 当局者 間の 定期 協議 も 順調に 実施され ており、 安全 
保障. 防衛 分野に おける 意見交換を 通じて 相互 理解と 信頼関係の 増進に 努めてい る。 


総括 政務次官 フィリ ピン 訪問 （メルカ ド 国防長官との 会談) 


諸外国な どとの 定期的な 協議の 実施 状況 


平成 12 年 6 月 現在 
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また、 研究 交流 や 留学生の 受け入れ 及び 派遣な ど 幅広い 交流が 行われて いる。 部 
隊 間の 交流に ついては、 艦艇の 訪問が 活発に 行われて おり、 海上自衛隊の 艦艇が 練 
習 航海に より、 毎年、 東南アジア 地域を 訪問して 交流を 深めて いる。 

(5) その他の 諸国との 防衛 交流 

安全保障 環境を よ り 安定した ものにする ため、 これまで 述べて きた 近隣諸国の ほ 
かに も アジア 太平洋 諸国の 一員で ある オーストラリア や カナダ、 さらには、 欧州 諸 
国を 始め 多く の 国々 との 防衛 交流に 努めてい る。 お 互いの 軍事力 及び 国防 政策を 理 
解し、 友好関係を 深める ことが 重要で ある。 このような 観点から、 本年 1 月の イン 
ド 国防 大臣の 訪日を 含む 防衛 首脳な どの ハイ レベルの 交流を 行って いる。 

また、 留学生の 交換、 海上自衛隊の 艦艇の 訪問を 実施 するとと もに、 二国間の 実 
務者 レベルの 定期 協議を 通じた 安全保障. 防衛 分野での 意見交換 などを 行って いる。 
深まる 多 国 間の 安全保障 対話 

多 国 間の 安全保障 対話は、 複数の 国家からの 出席者が 一堂に 会し、 安全保障に 関 
する 共通の 事項に ついての 意見交換を 通じて 信頼関係の 増進を 図る ものである。 そ 
の 特徴は、 関係 諸国の 間に 各々 の 情勢 認識、 安全保障に ついての 相互 理解が 深まる 
こと や、 多 国 間に またがる 問題に ついて 平和と 安定の ための イニ シア ティ ブを 発揮 
し 得る 点で ある。 （資料 38 参照） 


ARF 関連の 会合の 流れ 
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(1)  ASEAN 地域 フォーラム (ARF) 

ARF は、 アジア太平洋地域 における 唯一の 全域 的な 政治 • 安全保障 対話の 場と し 
て、 94( 同 6) 年の 第 1 回 閣僚 会合 以降、 その 活動の 裾野を 広げつつ 着実に 進展して 
いる 0 

95( 同 7) 年の 第 2 回 閣僚 会合では、 ARF の 今後の プロセス として、 ① 信頼醸成の 
促進、 ② 予防 外交の 進展、 ③ 紛争への アプローチの 充実の 3 段階が 漸進的に 進めら 
れ るべき ことな どが 合意され た。 また、 98( 同 10) 年 7 月の 第 5 回 閣僚 会合では、 多 
国 間の 包括的な 安全保障 対話 • 協力の 重要な フォーラム としての ARF の 発展 及び 地 
域の 平和と 安定の ために ARF が 重要な 役割を 担う との 認識の 下、 今後の 着実な 発展 
の 必要性に ついて 合意され た。 さらに、 昨年 7 月の 第 6 回 閣僚 会合では、 ARF が、 
地域に おける 安全保障 に関する 対話と 協力の 場と して 機能して きた ことに 満足の 意 
が 表明され た。 

防衛庁は、 ARF が アジア 太平洋 諸国の 共同体 意識を 醸成し、 地域の 安全保障 環境 
を 安定化させる ものと なる には、 ARF の プロセスが 進展す る 中で、 防衛 当局 間の 信 
頼 関係の 増進が 重要で あると 考えて いる。 この 観点から、 防衛庁は、 ARF における 
防衛 政策の 透明性の 向上、 防衛 当局 間の 率直な 意見交換な どを 通じた 相互 理解 及び 
信頼関係の 増進を 図る ための 努力を 続けて いる。 

95( 同 7) 年の 第 2 回 ARF.  SOM (高級 事務 レベル 会合） では、 域内に おける 軍備 や 
防衛 政策の 透明性 向上の ために、 日本の 防衛 政策に ついて 記述した 文書を 提示して、 
各国 も 同様に 国防 政策 ペーパーを ARF に 提出す るよう 提案し、 合意され た。 これに 
より、 発足 後間 もない ARF における 信頼醸成の ための 貴重な 第一歩が 記された。 

また、 防衛庁では、 ARF 閣僚 会合を 始め ARF 関連の 各種 会合に 積極的に 参加し、 
各国の 防衛 当局との 交流の 促進に 努めてい る ほか、 昨年 11 月に 東京で 行われた ARF 
•  ISG (イ ン ター セ ッ シヨ ナル 支援 グループ） 会合の 開催に 際して は、 防衛 当局が 率直 
な 意見交換を 行える 場を 設けるな ど、 防衛 当局の ARF の プロセスへの 参加を 働き か 
けて いる。 

(2)  防衛庁 主催に よる 多 国 間の 安全保障 対話 

防衛庁は、 各国 防衛 当局者との 情報 • 意見交換を 通じた 相互 理解を 進める ため、 
自ら 主体と なって、 以下のような 対話の 機会を 設けて いる。 

防衛庁 主催の 主要な 多 国 間 安全保障 対話 
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① 内部 部局な ど 

昨年 10 月、 東京に おいて 第 4 回ア 
ジア • 太平洋 地域 防衛 当局者 フォー 
ラムを 開催した。 同 フォーラムは、 

96 ( 同 8  ) 年から 防衛庁 主催で 開催し 
ている もので、 アジア太平洋地域の 
国防 政策 担当 局長 • 局 次長 クラスの 
国防 担当者が 一堂に 会し、 地域の 安 
全 保障に ついて 直接 対話を 行う 唯一 
の 場で ある。 

各国の 国防 政策に 関する 相互 理解 
を 深め、 その 透明性を 深めて 地域の 
安定化に 寄与す る ことを 目的と し、 

防衛 当局 間の 信頼関係を 増進させる 
との 観点から、 各国の 国防 政策 や、 

国 防 面に 焦点 を 当て た 信頼醸成 措置 
への 取組に つき 発表、 意見交換を 行 
っ てきた。 このような 意見交換 などを 通じて、 参加 各国の 防衛 当局が 信頼関係 増 
進の ための 安保 対話 • 防衛 交流に 積極的に 取り組んで いる ことが 紹介され、 防衛 
当局 間で 対話 • 交流を 進めて いく ことが 重要で あるとの 共通 認識が 得られて いる。 
今回は、 アジア太平洋地域の 20 か 国と 1 機関 (EU) の 参加を 得て、 災害救助に 焦点 


Authorities 

Forum  for  Det^  ific  Region 


第 4 回 アジア • 太平洋 地域 防衛 当局者 フォーラム 


を 当てた 軍隊の 役割 及び 過去 一年間の 各国の 国防 政策の 動きな どに ついて 意見 交 
換が 行われた。 

② 防衛 大学 校 

第 5 回目 となる 国際 防衛 学 セ ミナ ーを 昨年 7 月 に 開催した。 防衛 学 教育 • 研究 
の 充実、 発展 及び 参加国 間の 相互 理解の 促進を 目的と して、 96( 同 8) 年から 太平 
洋 諸国の 軍学 校の 教官な どを 招き 開催して いる。 今回は、 戦略 教育の 現状と 将来 
についての 研究会な どを 行った。 

また、 本年 3 月、 第 3 回国 際 士官候補生 会議を 開催した。 学生の 国際 感覚を 養 
うとと もに、 参加国 間の 相互 理解の 促進な どを 目的と し、 防衛 交流な どに ついて 
の 研究会な どを 行った。 
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第 6 回 アジア • 太平洋 諸国 安全保障 セミナー 


③  防衛 研究所 

昨年 11 月、 第 6 回 アジア • 太平洋 諸国 安全保障 セ 
ミナ ーを 開催した。 これは、 信頼醸成の 一助と して 
防衛 分野での 相互 理解を 促進し、 自衛官の 国際 感覚 
の 向上な どのた め、 94( 同 6) 年から 毎年 開催して い 
る ものである。 今回は、 19 か 国からの 参加を 得て、 

各国の 安全保障 政策 や アジア太平洋地域の 信頼醸成 
などに ついての 発表 や 討議が 行われた。 

また、 東南アジア 諸国との 間で、 防衛 政策に つい 
ての 相互 理解の 促進と 人的 交流の 拡大の ため、 89( 同 
元) 年より 毎年、 安全保障 問題の 専門家を 招き 研究会 
を 行って いる。 

さらに、 地域の 軍事に 関する 透明性の 向上な どのた め、 研究者に よる 研究 成果 
を 取りまとめた 「東アジア 戦略 概観」 を 96( 同 8) 年より 毎年 刊行して いる。 

④  陸上自衛隊 

昨年 11 月、 米国、 タイ、 マ レイ シア、 シンガポール、 ヴィエト ナムの 陸軍の 兵 
站 実務 担当者な どを 招待して、 第 3 回 陸軍 兵站 実務 者 交流 (MLST) を 主催した。 こ 
れ は、 後方 支援 体制の 在り方な どに ついて 意見を 交換し、 相互 理解を 深める こと 
を 目的と し、 国内 外に おける 災害 派遣に 係る 後方 支援に ついての 意見交換を 行っ 
た。 

⑤  海上 g 衛隊 

本年 1 月、 第 3 回 アジア •太平洋 諸国 海軍 大学 セミナーを 主催した。 これは、 
参加者 相互の 意見交換 及び 交流を 通じ、 相互 理解を 深める とともに、 参加国 間の 
信頼醸成に 寄与す る ことな どを 目的と し、 11 か 国の 海軍 大学 教官な どの 参加を 得 
て、 海軍 間の 信頼関係の 増進な どに ついて 意見交換な どを 行った。 

⑥  航空 _衛隊 

昨年 11 月、 第 4 回国 際 航空 防衛 教育 セミナーを 主催した。 これは、 アジア 太平 
洋 地域から 各国の 空軍 大学 関係者な どを 招待して、 防衛 教育な どに ついて 意見 交 
換を 行う もので、 今回は、 6 か 国が 参加し、 空軍 大学な どに おける 戦史 教育な ど 
についての 討論を 通じて、 参加国の 実情を 把握 するとと もに、 相互 理解を 深めた。 
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(3) その他の 多 国 間の 対話への 参加 

前述した 多 国 間の 安全保障 対話 以外に も、 次の 図表の ような 対話の 場に 参加し、 
様々 な 分野での 意見交換に 努めてい る。 

その他の 多 国 間 対話な ど 


その他の 多 国 間 対話な ど  概  要 


日米 韓 防衛 実務 者 協議 

日本、 米国、 韓国 3 か 国の 防衛 当局の 実務 者が 安全保障 上の 諸問題 
について 広く 意見交換を 行う 場で ある。 94 年に 開始され、 96 年 以降 政 
府間 会合と して 位置付けられた。 

内部 部局な ど 

アジア太平洋地域 後方 補給 
セミナー （PASOLS) 

参加国の 持ち回り 開催に より、 アジア 太平洋 諸国が 参加して 後方 支 
援 活動に 関する 情報 交換な どを 行う 場で ある。 正式 会員 国と しては 95 
年の 第 24 回より 参加して いる。 

アジア 太平洋 防衛 分析 会議 
(AMORS) 

参加国の 持ち回り 開催に より、 アジア 太平洋 諸国が 参加して 防衛 オペ 
レー シヨ ンズ •リサーチ 技法 （注） に関する 情報 交換な どを 行う 場で ある。 
93 年の 第 2 回より 参加して いる。 

統合幕僚会議 

アジア •太平洋 諸国 参謀長 等 会議 
(CHOD) 

米国の 主催に より 毎年 開催され、 アジア •太平洋 諸国の 参謀 総長な ど 
が 安全保障 分野に おける 意見交換を 行う 場で ある。 98 年の 第 1 回より 
参加して いる。 

政 

府 

主 

陸上自衛隊 

太平洋 地域 陸軍 管理 セミナー 
(PAMS) 

米国と 参加国の 持ち回り 共催に より、 アジア太平洋地域の 各国 陸軍 
が 地上 部隊を 育成す るた めの 効率的で 経済的な 管理 技法に 関して 情 
報 交換を 行う 場で ある。 93 年の 第 17 回より 参加して いる。 

催 

太平洋 地域 陸軍 参謀 総長 等 会議 
(PACC) 

米国と 参加国の 持ち回り 共催に より、 PAMS 開催に 合わせて 隔年 ごと 
に 開催され る 太平洋 地域の 各 陸軍 参謀 総長な どの 意見交換の 場で あ 
る。 99 年の 第 1 回より 参加して いる。 

海上自衛隊 

国際 シー ハ °ワ ー シンポジウム 
(ISS) 

米国の 主催に より 隔年 ごとに 開催され、 各国 海軍 参謀 総長な どが 海軍 
の 共通の 課題に ついて 意見交換を 行う 場で ある。 69 年の 第 1 回より 参 
カロして いる。 

西 太平洋 海軍 シンポジウム 
(WPNS) 

参加国の 持ち回り 開催に より、 ISS の 行われない 年に 西 太平洋 諸国の 
海軍 参謀 総長な どが 意見交換を 行う 場で ある。 90 年の 第 2 回より 参加 
している。 

航空自衛隊 

太平洋 地域 空軍 参謀 総長 等 会同 
(PACC) 

米国と 参加国の 持ち回り 共催に より 隔年 ごとに 開催され、 各国 空軍 参 
謀 総長な どが 共通の 課題に ついて 意見交換を 行う 場で あり、 89 年の 第 

1 回から 参加して いる。 

環太平洋 空軍 作戦 部長 会議 
(DO  CONF) 

米国と 参加国の 持ち回り 共催に より 毎年 開催 （96 年 及び 97 年は 2 回 
開催） され、 環太平洋 地域の 空軍 作戦 部長が 意見交換を 行う 場で ある。 
95 年の 第 1 回より 参加して いる。 

民 

間 

北太平洋 安全保障 三 極 フォーラム 

米国、 ロシア、 日本 3 か 国の 民間 研究 機関 （日本 国際問題 研究所な ど） 

の 主催に より、 3 か 国の 外交 •防衛 当局者 や 民間 研究者が 北太平洋 
地域の 安全保障に かかわる 諸問題に 関して 自由に 意見交換を 行う 場 
である。 94 年の 第 1 回より 参加して いる。 

主 

催 

北東 アジア 協カ ダイアログ （NEACD) 

米 カリフォルニア 大学 サンディエゴ 校の 世界 紛争 •協力 研究所 （IGCC) 

や 米国、 ロシア、 中国、 韓国、 日本 5 か 国の 民間 研究 機関な ど （日本 国 
際 問題 研究所な ど） が 中心と なり、 参加国から 民間 研究者 や 政府 関係 
者が 参加して、 この 地域の 安全保障 情勢 や 信頼 釀成 措置な どに つい 
て 自由に 意見交換を 行う 場で ある。 93 年の 第 1 回より 参加して いる。 

(注） 部隊の 配備 や 運用 計画な どを 定量 的に 評価し、 最良 策を 決定す るた めの 手法。 
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日韓の 信頼醸成に 向け 大きな 成果 〜 初の 海上 共同 訓練 - 


昨年 8 月 5 日、 火災 発生に より 遭難した 船舶の SOS を 受信、 漂流して いる 救命ボートを 海上自衛隊の 哨 
g 機 (P-3C) が 発見、 日韓 両国の 艦艇を 誘導し、 両国 艦艇と 艦艇 搭載 ヘリコプター により 乗組員 3 名を 救 
出、 火災 船舶を 消火 するとい う シナ リ オで 共同 訓練が 実施され ま した。 

日韓 両国の 防衛 交流は、 着実に 進展して きて おり、 海上自衛隊と 韓国 海軍の 間で も 1994( 平成 6) 年 以来、 
練習 艦隊な どの 艦艇の 相互 訪問が 行われて います。 98( 同 10) 年に 韓国で 行われた 国際 観艦式に も 海上 自衛 
隊の 艦艇が 参加し ました。 このような 流れの 中、 今回の 共同 訓練は 日韓 防衛 首脳会談の 合意に 基づいて 実 
施され ま した。 

この 訓練の 準備 段階 における 諸 調整な どを 通じ、 “Good 
Partnership  (共同）” の 育成、 また、 訓練に おけ る 両国 艦艇 
• 航空機に よる 共同 活動を 通じて“  Good  Cooperation  (協力)” 
の 実現を 図る ことができました。 このように 共通の 目的に 
向 け 共同で 作業す る ことにより 相互 理解を 深め ると ともに 
友好関係の 増進は 両国に とっ て 有意義でした。 

韓国 •釜 山に 入港した 際は、 韓国が 歓迎し、 また、 同訓 
練の 終了後は 佐 世 保に 入港し、 事後 研究会、 レセプション、 
スポーツ 交歓な どを 通じ 交流を 深め、 隊員 レベルでの 相互 
親睦を 図る ことができました。 今回、 韓国 側の 共同 訓練を 
始めと する 様々 な 行事 や 海上自衛隊との 関係強化 に対する 強い 熱意が 大いに 感じられ ま した。 
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第 2 節 より 安定した 安全保障 環境の 構築への 貢献 


4 軍備管理 • 軍縮 分野への 協力 

高性能 兵器 や 大量破壊兵器を 含む 兵器 全般の 拡散. 移転 問題への 対応が、 国際 社 
会の 平和と 安定に とって 重要な 課題と なって いる。 軍備管理. 軍縮 分野に おける 国 
際 社会の 努力 に対して、 日 本が 積極的に 貢献す る こと が 必要で あると 認識して いる。 
このため、 防衛庁 も、 国連 や 国際機関 などが 行う 軍備管理 •軍縮 分野の 努力に 対し 
て、 様々 な 協力を 行って いる。 なお、 軍備の 透明性の 問題に 関しては、 防衛 白書な 
どで 自衛隊の 保有す る 装備の 種類 や 数量な どの 情報を 毎年 公開し、 透明性の 確保に 
努めてい る。 （資料 39、 40、 41、 42 参照） 


i  ) 欧州共同体。 1967( 昭和 
42) 年に 発足した 欧州に おけ 
る 地域 統合。 外交. 安全 保 
障、 経済 • 通貨、 社会の 三 
分野での 統合が 進み、 93  (平 
成 5) 年 「欧州 連合 (Euro¬ 
pean  Union)」 に 名称 変更し 
た。 


国連 軍備 登録 制度への 協力 

本 制度は、 軍備の 透明性 や 公開 性の 向上を ねらいと して おり、 日本が EC 諸国な ど 
と共に 提案し、 1991 (平成 3  ) 年 12 月 の 国連総会で 採択され た 「軍備の 透明性」 決議に 基 
づ いて 実施され ている。 

この 制度では、 ① 戦車、 ② 装甲 戦闘 車両、 ③大 口径 火砲 システム、 ④ 戦闘 用 航空 
機、 ⑤ 攻撃ヘリコプター、 ⑥ 軍用 艦艇、 ⑦ ミサイル 及び ミサイル 発射 装置の 7 種類 
の 装備 品に ついての 年間 輸出入 数量を 国連に 登録す る ことと なって いる。 

防衛庁は、 毎年、 装備 品の 年間 輸出入 数量を 登録 するとと もに、 保有 数 や 国内 調 
達に 関する 情報を 提供して、 より 一層の 透明性の 確保と 公開に 努めてい る。 

また、 本 登録 制度の 改善 •強化の ために 行われて いる 見直し 作業には、 防衛庁の 


職員を 参加 させて いる。 


軍縮 関連 条約への 協力 
⑴ 化学兵器禁止条約 (CWC) 

本 条約は、 化学兵器の 開発、 生産、 取得、 貯蔵、 保有、 使用、 移譲を 禁止し、 そ 
の 廃棄を 義務付ける ことにより 化学兵器の 廃絶を 目指す ものである。 また、 その実 
効 性を 確保す るた めに、 広範 かつ 厳重な 検証 制度を 定める 画期的な 軍縮 条約で ある。 
本 条約は、 93( 同 5) 年 1 月、 パリ において 署名され、 日本は、 95( 同 7) 年 9 月に 批准 

し、 97( 同 9) 年 4 月に 発効した。 なお、 米国、 中国、 


ロ シアな ども 批准して いる。 


防衛庁からは、 80( 昭和 55) 年 以降、 本 条約の 交渉の 


場に、 陸上自衛隊から 化学 防護の 専門家が 随時 派遣 さ 


れ、 日本 代表団の 一員と して、 条約 案の 作成に 寄与し 


てきた。 また、 条約の 発効に 伴って、 条約の 定める 検 


証 措置を 実施す るた め オランダの ハーグ に 設立 された 


化学兵器 禁止 機関 (OPCW) にも 97 (平成 9  ) 年 6 月 以降、 

Organization  for  the  Prohibition  of  Chemical  Weapons 

化学 防護の 専門家で ある 陸上 自衛官を 査察 局長 及び 査 


察 員と して 派遣して いる （査察 員は、 本年 6 月 任期満了。）。 


〇 PCW の 査察の 受け入れ (陸上 自 衛隊 化学 学校) 


自衛官が 国際機関の 幹部 ポストに 起用され たのは 初め 

おおみ や 

てで ある。 なお、 陸上自衛隊 化学 学校 (埼玉県 大宮 市) 
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において、 条約で 規定され る 化学物質を 少量 合成して いる ことから、 条約の 規定に 
基づき、 97( 同 9) 年に 引き続き、 昨年 1 月に も 同学 校に 対する 査察を 受け入れ てい 
る 0 

(2) 生物兵器 禁止条約 (BWC) 

本 条約は、 生物 兵馨 及み 毒素 兵器の 開発. 生産 • 貯蔵な どを 包括的に 禁止す る条 
約で あり、 75( 昭和 50) 年に 発効し、 日本は 82( 同 57) 年に 批准した。 

しかし、 本 条約は、 禁止の 対象と なる 生物 剤な どの 範囲が あいまい である こと や、 
検証 制度がない ことな どから、 条約の 強化に 向けた 交渉が 行われて いる。 同 交渉に 
は、 92( 平成 4) 年の 検証 手段に 関する 政府 専門家 会合 以来、 薬学 •医学を 専門と す 
る 陸上 白 衛官を 随時 派遣して いる。 

⑻ 包括的 核実験 禁止条約 (CTBT) 

本 条約は、 地下、 海 f、 空中を 問わず、 核実験を 禁止す る 条約で あり、 96( 同 8) 
年の 第 50 回 国連総会の 再開 会期で 採択され て 成立した。 日本は、 その 早期 発効に 向 
けて 努力を 続けて いるが、 米国 議会での 批准 否決 やその 批准が 発効 要件と なって い 
る 国の 説得が 進んで いない ことから、 条約 発効の 見通しは 立って いない。 本 条約に 
関して、 防衛庁は、 外務省な どに 対しで きる 限りの 協力を 行って いる。 

⑷ 特定 通常兵器 使用禁止 •制限 条約 (CCW) 

Convention  on  Prohibitions  or  Restrictions  on  the  Use  of  Certain  Conventional  Weapons  Which  May  be  Deemed  to  be  Excessively  Injurious  or  to  Have  Indiscriminate  Effects 

本 条約は、 地雷、 ブービー トラップ i〉、 焼 夷 兵器 ii} などが 使用され る 場合に、 過度 
に 傷害を 与え 又は 無差別に 効果を 及ぼす ことがない ように、 使用の 態 様な どを 制限 
した 条約で ある。 日本は、 82( 昭和 57) 年に 受諾 書を 寄託し、 条約は その 翌年に 発効 
した。 

また、 98( 平成 10) 年 7 月には、 失明を もたらす レーザー 兵器に 関する 第 四 議定書 
が 追加され ると ともに、 同年 12 月には、 地雷の 使用 制限な どの 大幅な 強化が なされ 
た 改正 第二 議定書が 発効した。 

防衛庁は、 本 条約の 交渉の 場に 地雷 処理な どの 専門家で ある 陸上 _衛官 を 派遣し 
ている。 

対人 地雷への 国際社会と 日本の 対応 

対人 地雷は、 紛争 地域を 中心と して 68 か 国に 1 億 1，000 万 個 以上が 埋設され ている 
といわれる。 紛争 中の みならず 紛争 終結 後 も 一般 市民への 被害が 多発し、 人道 上の 
問題と なるとと もに、 紛争 終結 後の 復興に とって 大きな 障害と なって いる。 

このため、 国際社会に おいては、 このような 対人 地雷の 問題を 緊急に 解決すべき 
であるとの 認識が 高まった。 

このような 中、 96( 同 8) 年 10 月、 オタワで 対人 地雷に 関する 国際会議が カナダ 政 
府の 主催に より 開催され、 対人 地雷の 禁止に ついて 国際的な 合意を 可能な 限り 早期 
に 成立させる ことを 求める オタワ 宣言が 採択され た。 その後、 いわゆる オタワ •プ 
ロ セスの 名の 下に 一連の 国際的な 会合に おいて 検討が 行われ、 97( 同 9  ) 年 12 月 には、 
オタワ において 同 プロセスで 作成され た 対人 地雷 禁止条約の 署名式が 行われ 小渕外 


i )  外見 上は 無害で あるが、 
近寄ったり 触れたり すると 
突然 機能す る 殺傷を 目的と 
する 装置。 

ii)  物質の 化学反応 による 火 
炎 又は 高熱に より、 火災を 
生じさせたり、 人に 火傷を 
負わせた りする ことを 目的 
とする 武器。 


iii)97( 同 9) 年 2 月の ウィー 
ン 会議、 同年 6 月の ブラ ツ 
セル 会議な ど 0 
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第 2 節 より 安定した 安全保障 環境の 構築への 貢献 


対人 地雷 処理の 指示 ボタ ンを 押す 小渕 首相 （当時) 


i  ) 敵 歩兵の 接近を 妨害す る 
ために 使用す る 対 歩兵 戦闘 
用 爆薬で ある。 隊員が 目標 
を視認 して 作動させる もの 
であり、 人の 存在、 接近 又 
は 接触に より 爆発す るよう 
に 設計され たもので はなく、 
対人 地雷 禁止条約 上の 対人 
地雷に 該当し ない。 

ii)  湾岸 危機の 停戦 決議に 基 
づき、 イラクの 核. 化学 • 
生物兵器 や 弾道 ミサイルの 
廃棄を 目的と して 設立され 
た 国連 組織。 なお、 昨年 12 
月の 国連 決議に 基づき、 主 
に 査察 活動を 行って きた 現 
在の UNSCOM に 代えて 強 
化された 継続的な 監視を 実 
施す る UNMOVIC (国連 監 
視 検証 査察 委員会) が 設置 さ 
れる ことと なった。 

iii)  参加国の 自主的な 措置に 
より、 大量破壊兵器を 運搬 
可能な ミサイル. 同 関連 技 
術の 移転を 規制す る 多 国 間 
の 枠組み。 

iv) 97( 同 9) 年 「国連 事務 総 
長の 小型 武器に 関する 報告 
書」 によれば、 戦争に おける 
使用を 目的に 軍用 規格の 下 
に 製造され た 拳銃、 小銃な 
どの いわゆる 「小火器」、 携 
帯 式 対戦車砲、 携帯 式 対空 
ミサイル などの 「軽 兵器」 及 
び 「弾薬 • 爆発物 類」 を 指す。 


務 大臣 （当時) が 出席して 署名した。 本年 6 月 現在、 137 か 国が 署名し、 96 か 国が 締結 
している。 

日本は、 98( 同 10) 年 9 月 30 日には、 「対人 地雷の 製造の 禁止 及び 所持の 規制 等に 関 

する 法律」 を 成立させる とと も に、 国会の 承認を 得て 本 
条約を 締結した。 なお、 本 条約は、 日本に ついて 昨年 
3 月 1 日から 発効して いる。 防衛庁は、 条約 交渉に 関 
して 随時 所要の 情報を 外務省に 提供す るな どの 協力を 
行った。 

また、 本 条約の 発効に 伴い、 日本の 防衛に 万全を 期 
する ため、 防衛庁と しては、 条約 上の 対人 地雷に 該当 
せず、 一般 市民に 危害を 与える おそれの ない 代替 手段 
の 導入な どを 行う ことと した。 代替 手段の 装備 化に 努 
め、 それまでの 間は、 指向性 散弾を 使用す るな どして 
対応す る。 

また、 _ 衛隊が 約 100 万 個 保有す る 対人 地雷の 廃棄は、 
安全性な どを 考慮し、 国内 事業者に 委託して おり、 本年 1 月から 処分を 実施して い 
る。 条約で 認められた 地雷の 探知、 除去の 技術 開発 及び 訓練 用の 必要 最小限の 例外 
保有 分を 除き、 すべての 対人 地雷を 条約で 定められた 発効 後 4 年 (我が国に ついては、 
2003 (同 15) 年の 2 月末) 以内に 廃棄す る ことと している。 

UNSCOM への 貢献 

国連は、 湾岸 危機 終結 後、 イラクの 化学兵器 などの 大量破壊兵器 及び ミサイルの 
脅威を 除去す る ことを 目的と して、 1991 (同 3  ) 年 5 月 に 特別委員会 (UNSCOM) を設 
置した。 UNSCOM は、 その 活動の 一環と して、 イラクの 大量破壊兵器の 廃棄を 監視 
する チームな どを 同国に 派遣した。 防衛庁は、 化学 防護の 専門家で ある 陸上 自衛官 
を 2 名ず つ 4 回に わたって、 監視 チームな どに 参加 させた。 また、 98( 同 10) 年、 ミ 
サイ ル 分野の 関連 実験、 施設な どの 査察 及び 監視 活動な どに 技官を 参加 させた。 
兵器の 不 拡散 体制への 取組 

防衛庁は、 92( 同 4  ) 年から ミ サイ ル 輸出 管理 レジー ム （MTCR) の 会合に、 94( 同 6  ) 
年からは 生物 • 化学兵器の 原材料な どの 輸出規制を 実施して いる オーストラリア. 
グループ (AG) と 呼ばれる 会合に 参加して いる。 毎年、 それぞれ 1 名の 専門家を 参加 
させ、 専門的な 助言 や 意見交換を 通じて、 これらの 規制が 実効 性の ある ものと なる 
よう 貢献して いる。 また、 96( 同 8  ) 年から 97( 同 9  ) 年 にかけ て、 小型 武器の 規制に つ 
いて 検討す る 国連 小型 武器 政府 専 門 家 会合に 陸上 自衛官を 派遣し、 会合の 議長を 務 
める 日本 代表を 補佐した。 


自衛隊の 多彩な 部隊— - 

陸 •海 •空 各 自衛隊は、 我が国の 防衛の 任務を 遂行す るた め、 直接 戦闘を 行う 部隊と ともに、 その 装備 
や 隊員の 能力を 継続して 発揮し 得る よう に 支援す る 多様な 機能を 備えた 部隊を 有して います。 これらの 部 
隊 は、 平素から、 我が国に 対する 侵略 や 大規模 災害な ど 各種の 事態に 備える 一方で、 その 組織、 装備、 能 
力を いかす ことにより 日々 の 国民生活 にも 貢献して います。 

ここでは 本章で 取り上げた 内容に 関連す る 部隊な どから 陸 •海 • 空 各 自衛隊から それぞれ 一つず つ 紹介 
します。 

☆第 1 空挺 団 (陸上自衛隊) ☆ 

第 1 空挺 団 は、 主として 落下傘 降 投下に より 任務を 遂行す る 陸上自衛隊 唯一の 部隊です。 空挺 団 は、 陸 
上 自衛隊の 機動 運用 部隊と して、 必要な 時期と 地域に 各種の 戦略 あるいは 戦術 目的の ために、 通常、 空挺 
作戦、 状況によっては、 ヘリ ボン 作戦 又は 空輸な どに よる 
地上 作戦に 使用され ます。 

千葉県 船橋 市に 所在す る 空挺 団 は、 1 個 普通科 群、 1 個 
特科 大隊、 対 戦車隊な どの 直轄 部隊 及び 空挺 教育 隊の 8 個 
部隊から なり 、全体で 約 1，500 名の 隊員で 構成され ています。 

主要 装備と して、 小銃、 機関銃、 無反動砲、 対戦車 誘導弾 
発射 装置 及び 迫撃砲な どを 有して います。 また、 降下 訓練 
などでは 陸上自衛隊の ヘリコプター （CH  -  47、 UH -  1 ) や航 
空 自衛隊の 輸送機 (C -  1 、C -  130H) の 支援 • 協力を 得て い 
ます。 

空挺 団 は、 発足 以来、 現在までに 約 55 万 回の 降下 回数を 数え、 年間 約 200 〜 250 名の 空挺隊員を 養成す る 
とともに、 降下 長 課程、 空挺 レンジャー 課程な どを 通じて それぞれの 任務に 必要な 能力を 身に 付ける よう 
日夜 訓練に 励んで います。 

空挺隊員に とって 強 靱な 体力と 不撓不屈の 気力は 必要 不可欠で あると ともに、 極めて 困難な 状況に おい 
て も 任務 達成に 邁進す る とい っ た 資質と 能力が 要求され ています。 

このように 精強な 部隊で ある 空挺 団 は、 災害 派遣に も 即応で きる 態勢を 整えて いる ほか、 在外邦人 など 

の 輸送に 際し、 現地で 在外邦人 などを 誘導す るた めの 陸上 
自衛隊 誘導 隊を 迅速に 派遣で きる よう 待機 態勢を 維持して 
います。 

☆掃海 部隊 (海上自衛隊) ☆ 

掃海 部隊は、 1954( 昭和 29) 年に 海上自衛隊が 発足して 以 
来、 海上保安庁から 航路 啓 開 業務を 引き継ぎ、 我が国 周辺 
の 危険 海域の 掃海に 従事し、 戦後 日本の 復興に 大きく 寄与 
するとと もに、 91 (平成 3  ) 年の ペル シ ャ 湾への 派遣な ど 数々 
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第 2 節  より 安定した 安全保障 環境の 構築への 貢献 


の 業績を 挙げてき ました。 

本年 3 月 13 日、 掃海 部隊が 改編され ました。 今回の 改編は、 防衛 計画の 大綱に 示された 新たな 体制に 移 
行す るた め、 機動 的に 運用す る 掃海 部隊を 従来の 2 個 掃海 隊 群から 1 個 掃海 隊 群へ 集約 化した ものです。 
また、 掃海 隊群 司令部に 幕僚長を 新設して 司令部 機能を 充実 するとと もに、 集約 化された 掃海 隊群隸 下に 
掃海 業務 支援 隊を新 編し ました。 掃海 業務 支援 隊 は、 機雷 戦に 必要な 資料の 収集、 処理 及び 配布に 関する 
業務を 行う ことな どを 任務と しています。 

集約 化された 掃海 隊 群は、 神奈川県 横須賀 市に 所在す る 掃海 隊群 司令部、 掃海 母艦 2 隻、 5 個 掃海 隊及 
び 掃海 業務 支援 隊を もっ て 編成され、 定員 は 約 920 名 となって います。 

最近では、 掃海 母艦 「ぶんご」 が 昨年の トルコへの 仮設 住宅の 輸送を 任務と した 「トルコ 共和国 派遣 海上 輸 
送 部隊」 において、 高い 物資 搭載 能力を いかし、 旗艦と しての 大役を 果たしました。 また、 昨年 10 月から 約 
1 か 月 半に わたり 神 戸 空港 建設の ための 埋立 工事現場に おいて、 多数の 爆発性 危険物を 処理し ま した。 

☆偵察 航空隊 (航空自衛隊) ☆ 

偵察 航空隊は、 偵察機に よる 航空 偵察を 任務と する 航空自衛隊 唯一の 偵察機 部隊です。 同隊 は、 偵察機 
に 装備され ている 光学 カメラ、 赤外線 カメラ、 側 方 偵察 レーダー などに より、 陸 •海 •空 各 作戦 遂行に 必 
要な 情報 資料を 収集、 獲得し ます。 

偵察 航空隊は、 百 里 基地 (茨城県 東 茨城 郡） に 所在し、 隊務を 統轄す る隊 本部 及び 偵察機に より 航空 偵察 
を 行う 第 501 飛行隊、 航空機の 整備を 行う 整備 群、 撮影して きた 航空写真の 現像、 処理、 判読な どを 行う 偵 
察 情報処理 隊の 3 個 部隊、 約 600 名に より 構成され ています。 主要 装備と しては 偵察機 (RF-4E、 RF  -  4 
EJ) 及び 練習機 (T-  4) を 保有して います。 

地震 や 火山 噴火な どの 災害 派遣に 際して は、 航空 偵察 能力を いかして、 被害 状況の 撮影 や 火山活動の 偵 
察を 実施し、 関係 機関への 資料 提供な どを 行って います。 主な 活動 実績と しては、 阪神 •淡路 大震災 時の 
偵察 や ナホトカ 号の 原油流出 事故の 状況 確認な どを 行って きました。 また、 91( 同 3) 年 長崎県 島 原の 雲 仙 
普賢 岳の 噴火に おいて、 気象庁の 要請に 基づき、 雲 仙 普賢 
岳を 上空から 写真 撮影し、 気象庁の 行う 火山 観測 活動を 支 
援 しました。 さらに、 本年は、 北海道 南西 部の 有珠 山に お 
ける 火山活動の 偵察 も 実施し ま した。 62( 昭和 37) 年に 偵察 
航空隊が 創隊 されて 以来、 本年 3 月末 現在までに 39 件の 災 
害 派遣を 行って きました。 

このほか、 平素から 火山活動の 状況 把握 や 地震な どの 災 
害 対処 計画 作成 支援の ため、 日本 全国を 飛行して 基礎 資料 
(航空写真） の 収集 活動を 行って います。 
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笛1^ 章 

身近な 自衛隊と 諸問題への 取組 

一信 頼と 協力の 下、 国民と 共に 歩む ための 努力 一 

基地の 一般 公開  土砂 流出 防 止 対策 事業 


不祥事 防止 特別 行動 チーム 調達 分科会  民家での 消毒 作業 


第 1 節  自衛隊と 国民 及び 地方公共団体 などとの かかわり 


第 1 節 自衛隊と 国民 及び 地方公共団体な どとの かかわり 

一 国民生活へ 貢献す るた め に 必要な 理解 と 協力 一 

自衛隊は、 我が国の 防衛な ど 防衛 大綱に 示された 役割 だけでなく、 その 組織、 装 
備、 能力を いかし、 地方公共団体 や 関係 機関な どからの 依頼に 基づき、 様々 な 協力 
活動を 行って いる。 また、 国民が 防衛に 対する 理解を 深められ るよう、 広報活動な 
どに も 努力して いる。 これらの 活動は、 直接 又は 間接的に 国民生活と かかわって お 
り、 その 安定に 貢献して いる。 そして、 隊員に 日ごろから 国民生活に 貢献して いる 
という 誇りと 生きが いを 与え、 国民と 自衛隊との 触れ合いを 深める とともに、 防衛 
基盤の 育成に 役立って いる。 

また、 自衛隊の 様々 な 活動は、 自衛隊 だけで すべてを 行える ものでは なく、 関係 
省庁 や 地方公共団体、 各種 民間団体 あるいは 国民 一人 ひと りの 理解と 協力が あって 
初めて 可能と なる。 

本節では、 様々 な 活動に おける _ 衛隊と 国民、 地方公共団体 などとの かかわりを 
説明す る。 
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1 国民生活への 貢献な ど 

自衛隊が 国民生活と 深く かかわって いる 活動と して、 風水害、 地震、 山林 火災な 
どに おける 災害 派遣が 広く 知られる。 しかし、 このほか にも 自衛隊は、 様々 な 活動 
を 通じ、 国民生活と かかわる。 災害 派遣に ついては 後で 詳しく述べ るが、 ここでは、 
あま り 知られて いない 活動に ついて 説明す る。 

危険物の 処理 

不発弾は、 今日な お、 全国 各地で 土地 開発 や 建設工事の 際な どに 発見され、 陸上 
自衛隊が、 地方公共団体 などの 要請を 受けて その 処理に 当たって いる。 昨年度の 処 
理 実績は、 件数 2,  359 件、 量に 
して 約 79 ト ンに のぼる。 特に、 

沖縄県での 処理 量が、 昨年度 
は 約 29 ト ンと 全国の 処理 量の 
約 37% を 占めて いる。 

また、 海上自衛隊は、 1954 
(昭和 29) 年の 創設 時に 保安 庁 
から 航路 啓 開 業務を 引き継ぎ、 

日 本 周辺の 危険 海域の 掃海を 
行って きた。 この結果、 危険 
海域に あっ た 機雷の 掃海は お 
おむ ね 終了 （約 93% 完了） した。 

現在では、 地方公共団体な どからの 要請を 受けて、 その都度、 爆発性の 危険物の 除 
去 や 処理を 行って いる。 その 処理 実績は、 昨年度に おいて 約 176 トンに のぼる。 

医療 面での 貢献 

防衛 医科大学 校 (埼玉県 所 沢 市：  3 章 3 節 1 参照） には 医学の 教育 • 研究に 役立てる 
ため 病院が 設置され、 隊員と その 家族 だけでなく、 広く 一般の 市民の 診療 も 行って 
いる。 また、 同 病院は、 第 3 次 救急 医療施設 である 救命 救急 センターを 運営し、 地 
域 医療に も 貢献して いる。 

そのほか、 自衛隊は、 全国 16 か 所に 自衛隊 病院を 設置 
するとと もに、 師団、 旅団な どの 主要 部隊に も 衛生 部隊 
を 保有して おり、 医療を 含む 各種 衛生 機能を 持つ。 地方 
公共団体な どからの 要請が あった 場合は、 これらの 機能 
を 活用し、 災害 発生 時の 救急 医療、 防疫な どに も 努める。 

また、 調査 研究の 分野では、 陸上自衛隊 衛生学 校 (東京 
都 世 田 谷 区) や 海上 g 衛隊 潜水 医学 実験 隊 (神奈川県 横須 
賀 市)、 航空 _衛隊 航空 医学 実験 隊 (東京都 立 川 市) で、 そ 
れぞれ 野外 衛生、 飽和 潜水、 航空 医学な どの 研究を 行っ 
ている。 これらは、 大学 や 民間 研究 機関な どの 要請に 応 


機雷の 雷管を 取り外す 隊員 


i)  機雷、 沈 船な どの 障害を 
取り除いて 船舶の 経路を 切 
り 開く こと。 

ii)  海中の 機雷な どを 取り除 
き 航海の 安全を 維持す る 作 
業。 

m) 水面下に 敷設し、 艦船が 
触れたり 近づいた 時に 爆発 
し、 破壊 • 沈没させる 兵器。 

iv)  重傷 や 重体、 危篤 疾病 者 
の 医療を 行うた めの 施設。 

v )  窒素 酔い や 酸素 中毒を 防 
ぐた め、 ヘリウムを 加えた 
特殊な 空気を 吸入しての 深 
深度 潜水。 


防衛 医科大学 校 病院 
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第 1 節  自衛隊と 国民 及び 地方公共団体 などとの かかわり 


じ、 講師を 派遣す るな どして、 長年 培った 知識 •技術を 社会に 提供して いる。 

運動 競技会に 対する 協力 


自衛隊は、 関係 機関から 依頼を 受け 
て、 国内での オリンピック 競技 大会、 
ア ジア 競技 大会 や 国民体育大会の 運営 
について、 式典、 通信、 輸送、 音楽 演 
奏、 医療 •救急な どの 面で 協力して い 
る。 また、 このほか にも、 自衛隊は、 
パラリンピック 競技 大会、 ユニ バー シ 
アード 大会、 マラソン 大会、 駅伝 大会 
などに 際し、 輸送 支援、 通信 支援な ど 


箱 根 駅伝に おける 協力 


i ) 儀 じょう： 国と しての 敬 
意を 表する ため、 儀 じょう 
隊が 銃を 持って 敬礼な どす 
る こと。 

と 列： 路上に 整列し、 敬礼 
をす る こと。 

礼砲： 敬意を 表する ために 
大砲な どで 空砲を 撃つ こと。 


ii) 小 笠 原 諸島 南端に 位置し、 
太平洋戦争 において 激戦が 
繰り広げられた 島。 


を 行って いる。 

昨年度は、 国民体育大会 (54 回 夏 •秋、 55 回 冬) や、 ワールドカップ （モー グル） 斑 
尾 大会な どの 運動 競技会に 協力 した。 

国家的 彳ラ 事での 礼式な ど 

自衛隊 j±、 国家的 行事な どに おける 天皇 •皇族、 国賓な どに 対して 儀 じょう、 と 
列、 礼砲な どの 礼式を 行う。 諸外国からの 国賓に 対する 歓迎 式典な どに おける 儀 じ 
ょ うや 礼砲は、 国際 儀礼 上 欠く ことので きない ものである。 

輸送への 協力 

自衛隊は、 関係 省庁な どからの 依頼に 基づき、 陸 •海 •空 各 自衛隊のへ リコ プタ 
一 や 政府 専用機な どの 輸送機に より、 国賓 や 内閣総理大臣 などの 輸送を 行う。 

また、 外務大臣からの 依頼に 基づき、 海外での 災害 や騷 乱な どの 緊急事態に 際し 
て、 生命 又は 身体の 保護を 必要と する 在外邦人 などの 輸送を 航空機の ほか 船舶に よ 
り 行う （4 章 1 節 1 参照)。 さらに、 厚生省が 行う 硫黄 島 戦没者の 遺骨 収集に 対する 
輸送の 支援な ども 行って いる。 


密航 船 対策への 協力 

自衛隊は、 日ごろから 航空機な どに より、 日本 周辺 海域に おいて、 監視 活動を 行 
っ ている （  3 章 1 節 1 参照)。 このよう な 監視 活動 や 訓練の 際に 密航 船と 思われる 船 
舶を 発見した 場合には、 直ちに 海上保安庁に 通報す る。 特に、 集 
団 密航 事件に ついては、 依然として 多発 傾向に あり、 根本的な 解 
決には 至ってい ない ことから、 防衛庁は、 関係 省庁に 協力す るた 
め、 S 衛隊の 航空機に よる 監視 態勢を 強化して いる。 

教育 訓練の 受託な ど 

自衛隊は、 部外からの 委託を 受けた 場合に おいて 他に 教育の 施 
設 がない と 認める ときな どは、 その ノウハウ や 訓練 施設を 活用し 
て、 隊員 以外の 者に 対し 教育 訓練を 行って いる。 

現在まで、 警察、 海上保安庁の 職員 や 消防 職員に 対する レンジ 


防衛 大学 校 研究科での 研究 
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ャー 訓練、 水中に おける 捜索 や 救助 法 • 化学 災害な どへの 対処 要領に 関する 教育、 
警察 や 海上保安庁の 職員に 対する 航空機の 操縦 訓練を 実施して いる。 また、 防衛 研究 
所 や 防衛 大学 校 研究科は 他 省庁 及び 民間 企業な どからの 職員の 教育を 受託して いる。 

南極 地域 観測への 協力 

自衛隊は、 国が 行う 南極 地域に おける 科学的 調査に、 南極 地域 観測が 再開され た 
65( 同 40) 年から 餘氷艦 「ふじ」 により、 83( 同 58) 年 以降は、 砕氷 艦 「しらせ」 により、 
人員. 物資の 輸送な どの 協力を 行って いる。 

昨年 1 1 月から 本年 4 月までの 第 41 次 観測 支援では、 

観測 隊員 や 物資 約 1， 100 ト ンの 輸送を 行う ほか、 南 極大 
陸 周辺 海域での 海洋 観測の 支援 も 行い、 日本の 南極 地 
域 観測 事業に 大きく 貢献して いる。 

その他の 協力 

このほか、 気象庁の 要請に より 航空機での 火山 観測 
や 北海道 沿岸 地域の 海 氷 観測な ど 各種の 観測 支援、 放 
射 能 対策 本部の 要請に よる 高空の 浮遊 塵の 収集 や 放射 
能 分析を 行って いる。 また、 建設省 国土地理院の 要請 
による 地図 作製の ための 航空 測量 業務、 環境庁の 行う 
野鳥 生息 調査に 対する 航空機の 支援な ども 行う。 さら 
に、 自衛隊は、 訓練の 目的に 適合す る 場合に、 国 や 地方公共団体 などの 委託を 受け、 
土木工事な ども 行う。 


MS- 


氷海を 航行す る 語 氷 艦 「 しらせ」 


i) 塩分 濃度、 海洋 構造、 海 
洋 生態系な どの 観測。 


ダ.： 

委託を 受けて 行う 土木工事 
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第 1 節 自衛隊と 国民 及び 地方公共団体 などとの かかわり 


i  )URL 

http://  www.jda.go.jp/ 


ii)  主要な 広報 施設と しては、 
市ヶ谷 記念館 (東京都 新 宿 
区）、 海上自衛隊 佐 世 保 史料 
館 (長崎県 佐 世 保 市)、 航空 
自衛隊 浜 松 広報 館 (静岡県 浜 
松 市） が ある。 また、 陸上 自 
衛隊舆 報 センター (仮称) (埼 
玉 県 朝霞 市) が 来年 度 公開 予 
定。 

iii)  陸 •海. 空 各 自衛隊の 音 
楽隊、 儀 じょう 隊、 防衛 大 
学校 学生な どが 出演す る 音 
楽 イベント。 毎年 11 月 ごろ 
開催。 


2 自衛隊への 理解を 深めても らうた めの 活動な ど 

防衛庁は、 防衛 問題 や 自衛隊に 対する 国民の 理解と 関心を 深めても らうた め、 様々 
な 広報活動 や、 国民からの 情報 公開の 要請に 运 える 取組な どを 行って いる。 

広報活動 

⑴ 自衛隊に 関する 情報の 提供 

自衛隊 や 防衛に 関する 正確な 知識を 普及す るた め、 防衛庁. 自衛隊は、 防衛 諸 施 
策 や 自衛隊の 活動な どを 説明した パンフ レッ トや 広報 ビデオを 作成す るな ど、 情報 
の 提供に 力を入れ ている。 また、 インターネット 上に ホームページを 開いて いる ほ 
か 防衛 白書に CD- ROM を 付けるな ど、 マルチ メディ アを 活用した 広報に も 取り組ん 
でい る。 

⑵ 自衛隊の 部隊 や 施設の 公開な ど 

防衛庁は、 _ 衛隊の 現状を 広く 国民に 紹介す る 活動 も 重視して いる。 その 代表的 
な ものと して、 毎年 富士山 麓で 実施す る 総合 火力 演習 （陸上 g 衛隊) や、 各地での 護 
衛艦 による 体験 航海 (海上自衛隊)、 基地 航空 祭での ブルー イ ン パルスの 展示 飛行 (航 
空 自衛隊） などが ある。 また、 全国に 所在す る 駐屯地 や 基地では、 部隊の 創立記念日 
などに、 装備 品の 展示 や 部隊 見学、 航空機への 体験 搭乗、 音楽隊に よる コンサート 
を 行う ほか、 広報 館 や 資料 館な どの 施設 を 公開して いる。 

さらに、 防衛庁は、 自衛隊 記念日 行事の 一つと して、 自衛隊 音楽 まつりを 開催し 
ている。 昨年 も 日本 武道 館で 開催され 延べ 約 4 万人の 観客を 集めた。 


平成 11 年度 航空 観閲式 


このほか にも、 1996( 平成 8) 年 以来、 陸 •海 •空 各 自衛隊が 交互に 主 担当と なっ 
て、 観閲式、 観艦式、 航空 観閲式を 行って いる。 これらを 通じて 自衛隊の 装備 や訓 
練の 成果を 国民に 紹介して いる。 昨年 10 月には、 小 溯 総理 （当時） を 観閲 官に 迎え、 
百 里 基地 (茨城県 東 茨城 郡） で 航空 観閲式を 開催した。 
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(3)  地域社会との 交流を 深める ための 活動 

全国に 所在す る 駐屯地 や 基地の 多くは、 前述の 部隊 や 施設の 公開の ほか、 地元 か 
らの 要請に より、 駐屯地 や 基地 内の グラウンド、 体育館、 プールな どの 施設を 開放 
している。 

また、 駐屯地 や 基地に 所在す る 部隊 や 機関は、 市民 や 地方公共団体 などが 主催す 
る 様々 な 行事に 参加し、 周辺の 地方公共団体との 協調、 

協力な ど 地域社会に 溶け込む よう 努めてい る。 さらに、 

部隊な どに 勤務す る 多くの 隊員が 個人的に、 スポーツ 
競技の 審判 や 指導員を 引き受けるな どして、 地元の 人々 
との 交流を 深めて いる。 

(4)  体験 入隊な どの 実施 

自衛隊は、 国民の 理解を 深める ための 一助と して、 

民間 企業 や 各種 団体な どからの 依頼を 受け、 新入社員 
などの 体験 入隊を 行って いる。 これは、 自衛隊の 駐屯 
地 や 基地に 2 〜 3 日間 宿泊し、 隊員と 同じような 日課 
で 自衛隊の 生活 や 訓練を 体験す る もので あり、 昨年度 
の 体験 入隊 者は、 約 3 万人に のぼる。 

情報 公開 

防衛庁は、 防衛 行政を 行う 上で 国民の 理解と 協力が 不可欠で あると 認識して いる。 

このため、 防衛 行政に 対する 国民の 信頼を 得る との 観点から、 国民が 必要と する 情 
報を 有効に 利用で きる よう、 情報 公開に 積極的に 取り組んで いる。 現在、 防衛庁は、 

長官 官房 広報課 や 防衛施設庁 総務課、 各 防衛 施設 局な どに 文書 閲覧 窓口を 設置して、 

国民からの 情報 公開の 要請に 応じてい る。 

さらに、 来年 4 月からは、 情報公開法が 施行され、 防衛庁が 保有す る 行政 文書 も、 i) 「行政機関の 保有す る 情 

報の 公開に 関する 法律」 

国民からの 開示 請求の 対象と なる。 防衛庁は、 本 法に よる 情報 公開を 通じ、 国民 生 
活の 基盤で ある 防衛 行政の 活動に ついて、 国民の 一層の 理解を 得る ことが 重要と 考 
えてい る。 そのため、 国民の 情報 公開の 要請と 国家の 安 
全と 利益に 直結す る 防衛庁の 情報の 特殊性と 重要性との 
調和を 図りながら、 これらの 行政 文書を 適切に 公開す る 
ための 準備を 進めて いる。 

3 災害 派遣な どに おける 

地方公共団体 などとの かかわり 

自衛隊の 災害 派遣に ついて、 阪神 • 淡路 大震災の 教訓 
から 自衛隊と 地方公共団体 などと の 連携 強化の 必要性が 
指摘され た。 これを 踏まえ、 情報 連絡 体制の 充実 や 地方 
公共団体が 行う 防災訓練への 参加な どの 改善を 進めるな 


航空機に よるけ が 人の 輸送 


大学生の 体験 入隊 
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第 1 節 自衛隊と 国民 及び 地方公共団体 などとの かかわり 


ど、 日ごろから 連携 強化を 図って きて おり、 今後 も、 引き続き 関係強化を 進めて い 
かなければ ならない。 

ここでは、 自衛隊が 行う 災害 派遣な どの 活動の 概要と、 地方公共団体 や 民間な ど 
が どのよう にか かわる のかを 説明す る。 


山岳 地での 遭難者 救助 


災害 派遣な ど 

自衛隊は、 侵略 事態な どに 即応す るた め、 独自で 建設、 
輸送、 通信、 医療、 給食、 給水、 発電な どを 行う 能力を 
有して いる。 これらを 活用して 被災者 や 遭難した 船舶 • 
航空機の 捜索 • 救助、 被災地での 水防 •医療 •防疫 •給 
水 •物資 輸送、 離島からの 救急 患者 輸送、 冬山 登山の 遭 
難 者 救出な ど、 様々 な 災害 救援活動を 行って いる。 

一方、 阪神 • 淡路 大震災での 災害 派遣 以降、 自衛隊の 
災害 救援活動 に対する 国民の 期待は 大きく なって いる。 
その後 も 自然災害 だけでなく、 地下鉄 サリン 事件での 化 
学 防護 部隊の 派遣、 ナホト カ 号 海難 • 流出 油 災害な ど 多 
様な 災害に おいても、 自衛隊は 大きな 役割を 果たしてい 
る。 （4 章 1 節 4 参照） 


⑴ 災害 派遣な どの 形態 

① 災害 派遣 

- 要請に よる 派遣 (一般的な 派遣 形態) 


i ) 都道府県 知事の ほか 海上 
保安 庁 長官、 管区 海上 保安 
本部 長、 空港 事務所 長。 


航空機に よる 消火 活動 


災害 派遣は、 _ 衛隊法 第 83 条の 規定 上、 都道府県 知事な どからの 要請に より 
派遣す る ことを 原則と する。 これは、 知事な どが 災害対策の 第一 次 的 責任を 負 
っ ており、 災害の 状況を 全般的に 把握で きる 立場に ある ことから、 知事な どの 
要請を 受けて 自衛隊の 派遣を 判断す る ことが 最適と 考えた ことによ る。 

自主 派遣 

要請に よる 派遣を 補うた め、 防衛庁長官 又は 長官が 指定す る 者は、 特に 緊急 
な 事態で、 要請を 待つ 時間がない ときには、 例外的に 部 
隊な どを 派遣す る ことができる。 

この 自主 派遣を よ り 実効 性の ある ものと する ため、 1995 
(平成 7  ) 年 10 月 に 「防衛庁 防災 業務 計画」 を 修正し、 部隊 
などの 長が _ 主 派遣す る 基準を、 関係 機関への 情報 提供 
のた め に 情報 収集 を 行う 必要が ある 場合、 都道府県 知事 
な どが 要請を 行 うこと がで きないと 認められる とき で 直 
ちに 救援の 措置を 採る 必要が ある 場合、 人命救助に 関す 
る 救援活動の 場合な ど、 と 定めた。 

このほか、 部隊な どの 長は、 防衛庁の 施設 又は その 近 
辺に 火災な どの 災害が 発生した 場合に、 部隊な どを 派遣 
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する ことができる。 

②  地震 防災 派遣 

「大規模 地震 対策 特別措置 法」 に 基づく 警戒 宣言が 出 された ときには、 地 震災 
害 警戒 本部 長 (内閣総理大臣） の 要請に 基づき、 防衛庁長官は、 地震 発生 前で も 
地震 防災 派遣を 命じる ことができる。 

③  原子力 災害 派遣 

「原子力 災害対策 特別措置 法」 に 基づく 原子力 緊急事態 宣言が 出された ときに 
は、 原子力 災害対策 本部 長 (内閣総理大臣） の 要請に 基づき、 防衛庁長官は、 原 
子 力 災害 派遣 を 命じる ことができる。 

(2) 災害 派遣の 仕組み 

自衛隊の 災害 派遣は 次の よう な 流れで 行われる。 


要請から 派遣、 撤収までの 流れ 


都道府県 知事に 要請を 要求 


市町村 長 


直接 通知 

(要請を 要求で きない 場合) 


1 1  -- 1*—! 


都道府県 知事 
海上保安庁 長官 
管区 海上 保安 本部 長 
空港 事務所 長 


撤収 要請 


i) 部隊を まとめて 引き上げ 
る こと。 


派遣 要請 


部隊な どの 長 


長官 又は 長官の 指定す る 者 


自主 派遣 


知事な どが 要請で きず、 
特に 緊急 性が 高い 場合 


派遣 命令 


部隊 派遣 


災害 派遣 活動 


撤収 命令 


①  要請の 手段 

• 通常は 文書で 要請 
• 緊急の 場合は 口頭、 電信 
又は 電話 （後に 文書を 提出） 

②  要請 内容 

• 災害の 情況、 要請の 事由 
•派遣を 希望す る 期間 
•派遣を 希望す る 区域、 活動 内容 
• その他 参考 事項 

※最寄り の 駐屯地 や 基地へ 要請 


部隊 撤収 
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第 1 節  衛隊と 国民 及び 地方公共団体 などとの かかわり 


⑻ 災害 派遣、 地震 防災 派遣 及び 原子力 災害 派遣に おける 自衛官の 権限 

自衛隊 法な どでは、 災害 派 
遣、 地震 防災 派遣 又は 原子力 
災害 派遣 を 命ぜられた _ 衛官 
の 権限を 次の よう に 定めて い 
る 0 

①  警察官が その 場に いない 
場合に 限り、 周囲の 者な ど 
に 警告を 発し、 特に 緊急の 
場合には、 危害を 受ける お 
それの ある 者を、 その 場の 
危害を 避けさせる ために 必 
要な 限度で、 引き留めたり 
避難 させたり、 周囲の 者な どに 危害 防止の ため 通常 必要と認められる 措置を 採 
る ことを 命じたり、 自ら その 措置を 採る ことができる。 

②  警察官が その 場に いない 場合で、 人の 生命、 身体 又は 財産に 対し 危害が 切迫 
した 場合に おいて、 その 危害を 予防し、 損害の 拡大を 防ぎ、 被害者を 救助す る 
ため、 やむ を 得ない と 認める ときは、 合理的に 必要と 判断され る 限度に おいて 
他人の 土地、 建物な どに 立ち入る ことができる。 

③  警察官が その 場に いない 場合には、 自衛隊の 緊急 通行 車両の 通行を 確保す る 
ため、 道路 上の 放置 車両の 除去な どの 措置が できる。 （地震 防災 派遣を 除く。） 

④  市町村 長 又は その 委任を 受けた 職員 や 警察官、 海上 保安官が その 場に いない 
場合、 次の 行為な どを 行う ことができる。 （地震 防災 派遣を 除く。） 

建物の 倒壊 や 崖崩れの 危険性の 高い 場合な どに、 警 
戒 区域を 設定し、 立 入 制限 •禁止、 退去を 命ずる こ 
と 

救援活動 における 活動 拠点 や 緊急 患者の 空輸に 必要 
な 通信 中継所の 確保な どのた め、 土地 や 建物を 使用 
する こと 

倒壊 家屋から 人命救助を 行う 場合な どに、 障害と な 
る 被災した 建物な どを 移動し、 あるいは 撤去す る こ 
と 

現場の 自衛官では 足りない 場合な どに、 住民 又は 現 
場に いる 者に 人命救助 や 水防な どの 業務を 行わせる 
こと 


被災地での 救助 活動 


関係 機関との 現場 調整 


より 有効な 災害 救援活動を 行うた めに  - 

自衛隊が 有効な 災害 救援活動を 実施す るた めには、 普段から 都道府県と 調整し 防災 計画の 整合を 図り、 
定期的に 防災訓練 などを 実施して 災害に 備えて おく ことが 重要です。 そして、 災害が 発生した 場合、 各地 
方 公共団体な ど 関係 機関の 協力を 得て 救援活動を 行います。 

自衛隊が 災害 救援活動を 行うた めには、 活動 基盤が 必要で あり、 これらを 確保して おく ことが、 災害 救 
援 活動を より 有効な ものにします。 ここでは 活動の 実態を 知ってい ただく ため、 主な 活動 基盤に ついて 説 
明し ます。 

1 集結 地 

災害 派遣 部隊の 宿泊 や 駐車場の ための 地域で、 被災地 近 
くの 公園、 グラウンド などが 適切です。 連隊で 約 15,000 m2 
以上、 師団な どを 集結させる ために は 約 140,  000 rri 以上の 広 
さが 必要です。 


2  ヘリポート 

緊急 患者 輸送、 物資 輸送 及び 消火 活動な どの 目的に 応じ、 
被災地 内 又は その 近く に 設置す る ことが 必要です。 へ リコ 
プ ター が 離 発着す るた め、 避難者との 競合を 避ける 必要が 
あり、 普段から 住民に 知らせて おく 必要が あります。 ヘリ 
ポートの 広さは、 ヘリコプターの 活動 内容 や 機種に よって 
異なり ますが、 1 機 当たり 50 〜 100m 四方が 基準と なり ます。 


3  建物の 番号 表示 

航空機が、 情報 収集、 人員 • 物資の 輸送な どを 有効に 行う 
ため、 空中から 建物を 確認し やすいよ うに、 県庁、 学校な ど 
防災 上 重要な 施設の 屋上に 写真の よう な 番号を 表示して いま 
す。 これに よって、 建物の 確認が 容易 となり、 航空機の 防災 
活動が より 迅速と なります。 

4  その他 

その他に も、 自衛隊との 連絡 調整の ための 活動 施設が 都道府県 庁 内に 必要です。 これには、 連絡 調整 業 
務に 必要な 通信 所、 連絡 官の 待機 所、 車両の 駐車場な どが 含まれます。 また、 避難 場所、 ヘリポート 位置 
などが 記入され た 各 防災 機関が 共通して 使用す る 防災 地図の 整備が 必要です。 さらに、 消火 器材な どを 整 
備 する とともに、 溜め池な ど 水源地の 確保に ついても 普段から 調整して おく 必要が あ ります。 
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第 1 節 自 衛隊と 国民 及び 地方公共団体 などとの かかわり 


4 自衛隊の 活動 や 自衛官の 募集 • 就職 援護な どに 対する 協力 
自衛隊の 活動に 対する 支援 • 協力 

現在、 陸 •海 •空 各 自衛隊は、 日本国内 とその 周辺、 さらに、 国際 平和協力 業務 
や 国際 緊急 援助 活動な どのた めに 遠く 海外に も 派遣され、 活動 内容 も 多岐に わたり、 

関係 機関との 密接な 相互 協力の 下に 活動して いる。 ま 
た、 駐屯地 や 基地の 管理 及び 教育 訓練を 行って いくた 
めには、 地方公共団体を 始めと する 地元からの 様々 な 
協力、 隊員への 支援な どが 不可欠で ある。 

さらに、 国民の 自衛隊に 対する 理解は もちろん、 住 
民有 志 や 白衛隊 関係者な どに よって 作ら れた 各種の 団 
体に よる 支援 •協力が 自衛隊の 活動を 支えて いる。 こ 
うした 各種 団体の 日ごろの 支援 •協力 活動に 加え、 国 
際 平和協力 業務な どに 従事す る 隊員 に対して これまで 
多くの 激励の 手紙な どが 送られて いる。 これらは、 隊 
員の 士気を 高め、 自衛隊が 国民と 共に ある ことへの 自 
覚を 強める ものである。 

自衛官の 募集 • 就職 援護に 対する 協力 

質の 高い 自衛官を 確保す るた めに、 防衛庁は、 募集 業務に 一層 努力を するとと も 
に、 退職 _ 衛官の 就職 援護を 充実 させて いかなければ ならない。 これらの 活動は、 
防衛庁 だけで 行える ものでは なく、 地方公共団体の ほか、 各種の 団体 や 企業な どの 
協力を 得て 行われて いる。 

⑴ 募集 業務に 対する 協力 

災害 派遣 や 国際 平和協力 業務な どを 通じて 自衛隊に 対する 国民の 理解と 認識が 深 
まった こと、 隊員に 対する 処遇 改善が 進められ ている こと、 さらに、 ここ 数年の 厳 


第 9 次 ゴラン高原 派遣 輸送 隊の 見送り （本年 2 月 成 田 空港) 


2 士 男子 募集 対象 人口の 推移 


(千 人) 


(千 人） 
10,000 

9,000 

8,000 

7,000 

6,000 

5,000 


資料 出 所: 平成 10 年 以前 総務庁 統計 局 「人口 推計 月報」 (毎年 10 月 1 日 現在） 

平成 11 年 以降 厚生省 国立 社会保障 •人口問題 研究所 「日本の 将来 推計 人口」 (平成 9 年 1 月の 中位 推計 値） 


しい 雇用 情勢の 影響な どに より、 自衛官 
などの 採用試験の 応募の 倍率は 高く、 質 
の 高い 隊員を 確保して いる。 しかしな が 
ら、 2  士 男子の 募集 対象と なる 18 歳 以上 
27 歳 未満の 人口が、 1994( 平成 6) 年の 約 
900 万 人を ピーク に、 2013 ( 同 25) 年 ごろに 
は 約 570 万人に ま で 減少す る こと が 見込ま 
れ ている。 また、 高校 卒業 者の 進学率の 
向上 も 見込まれる ため、 防衛庁では、 中 
長期的な 募集 環境が 厳 しい ものに なると 
予想して いる。 

このような 状況の 中で、 全国 50 か 所の 
自衛隊 地方 連絡 部は、 都道府県、 市町村、 


210 


教育委員会、 学校、 隊友 会、 全国 自衛隊 父兄会、 
募集 相談 員 などの 協力を 得ながら 募集 業務 を 行つ 
ている （資料 25 参照)。 自衛官 募集に ついては、 自 
衛隊法 第 97 条の 規定に 基づき、 地方公共団体が 募 
集 事務の 一部を 行う ことと され、 防衛庁は、 その 
ための 委託 費を 地方に 配分して いる。 自衛隊が、 
今後 も 優れた 人材を 確保し、 精強 性を 維持して い 
くた めには、 地方公共団体 及び 関係 機関な どの 協 
力が 不可欠で ある。 

(2) 就職 援護に 対する 協力 

自衛隊は、 任務の 性格 上、 精強 性を 維持す る必 
要が あるた め、 _ 衛官の 大半が 若年 定年制に より 
54 歳から 56 歳に、 また、 任期 制では 多くの 隊員が 
20 歳 代に 退職して いる。 このうち の 多くは 退職 後 
の 再 就職を 必要と している。 防衛庁は、 一般の 公 
務員 に比べ 若年で 退職す る 自衛官が 再 就職し やす 
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地方公共団体 広報誌 上での 募集 案内 


いように、 各種 教育 訓練 
(3 章 3 節 1 参照） を 行う 
などの 援護 施策を 行って 
いる。 

一方、 防衛庁には 独自 
に 職業 紹介を 行う 権限が 
ないた め、 財団法人 自衛 
隊 援護 協会が、 労働大臣 
や 運輸大臣の 許可を 得て、 
退職 自衛官に 対する 無料 
職業 紹介 事業な どを 行っ 

ている。 

再 就職した 退職 g 衛官 

は、 製造業 や サービス 業な ど 幅広い 分野で 活躍して いる。 退職 自衛官は、 全般的に 
責任感、 勤勉 性、 気力、 体力、 規律な どの 面で 優れてい る こと、 特に、 定年退職 自 
衛官は 高い 指導力 を 有する ことな どから、 雇用者 側に 高く 評価され ている （資料 26 参 
照 )。 

部外に おける 自衛官 教育に 対する 協力 

装備 品の 近代化な どに 伴い、 自衛官は、 幅広い 分野で 高度な 知識 や 技能を 要求 さ 
れ るよう になって いる。 このため、 自衛隊は、 そうした 知識 •能力を 自衛隊 内で 修 
得させる ことが 困難な 場合な どに、 部外の 教育機関の 協力を 得て 教育を 行って いる 0 


i)  募集 期間の 告示、 応募 資 
格の 調査 及び 受験票の 交付、 
試験 日 • 場所の 告示、 広報 
宣伝な ど。 

ii)  一般から 募集され て 入隊 
する 隊員に 対し、 2 年 又は 
3 年の 任用 期間で 採用す る 
制度 （3 章 3 節 1 参照)。 


定年 退官 者の 見送り 
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第 1 節 自衛隊と 国民 及び 地方公共団体 などとの かかわり 


また、 部外の 人との 接触を 通して 幅広い 視野 や 考え方な どを 吸収させる ため、 中堅 
幹部に 対して 国内 企業で 1 年 程度の 研修な どを 行って いる。 こうした 教育 や 研修は、 
自衛官を 受け入れ ている 大学院 や 大学、 専門学校、 企業な どの 自衛隊に 対する 理解 
や 協力の 下に 行われて いる。 隊員に 高い 資質と 能力を 身に 付けさせる ため、 今後と 
も、 部外の 教育機関 や 企業の 積極的な 協力が 望まれる。 


即応 予備 自衛官の 訓練 招集 


5 即応 予備 自衛官 及び 予備 
自衛官 制度の 運用に 対する 協力 

即応 予備 自衛官 や 予備 g 衛官 は、 日ごろは それ 
ぞれの 職業に 就いて いるが、 必要な 練 度を 維持す 
るた め、 毎年、 仕事の スケジュールを 調整し、 休 
暇を 利用す るな どして 訓練 招集に 応じてい る。 

このよう な 即応 予備 自衛官 や 予備 自衛官の 制度 
を 運用す るた めには、 退職 自衛官の 再 就職先 企業 
などの 理解と 協力が 不可欠で ある。 特に 即応 予備 
自衛官は、 年間 30 日の 訓練 招集の ほか 予測 困難な 
災害な どの 招集に 応じる ため、 雇用 企業な どに、 


不在 時の 業務 調整 や 休暇 取得の 配慮な ど、 必要な 協力を 求める こ ととなる。 

このため、 防衛庁は、 即応 予備 _衛官 を 雇用す る 企業な どの 負担に 対しで きる だ 
け 報いる とともに、 即応 予備 自衛官が 安心して 訓練に 参加で きる よう、 企業に 対し、 
即応 予備 自衛官 雇用 企業 給付金を 支給して いる （  3 章 3 節 1 参照)。 


第 2 節 地域社会と 防衛 施設 

一周 辺地 域と 調和を 図る ために 一 


防衛 施設は、 自衛隊 や 在日米軍の 各種 活動の 拠点で あり、 我が国の 防衛 力と 日米 
安保 体制を 支える 基盤と して 必要 不可欠な ものである。 それらの 機能を 十分に 発揮 
させる ためには、 その 周辺 地域との 調和を 図り、 周辺 住民の 理解と 協力を 得て、 常 
に 安定 して 使用 できる 状態 に 維持す る こと が 必要で ある。 

このため、 防衛 施設の 設置 •運用に 当たって は、 周辺 地域 住民の 生活に 及ぼす 影 
響を できる 限り 少なく する よう 配慮して いる。 また、 防衛 施設の 設置 •運用に より 
生ずる 障害の 防止な どのた め、 「防衛 施設 周辺の 生活環境の 整備 等に 関する 法律」 （「環 
境 整備 法」） などに 基づき、 各種 施策に 努めてい る。 


i)  障害 防止 事業、 騒音 防止 
事業、 民生 安定 事業な ど。 

ii)  「日本 国と ア メリ カ 合 衆 
国との 間の 相互 協力 及び 安 
全 保障 条約 第 六条に 基づく 
施設 及び 区域 並びに 日本 国 
における 合衆国 軍隊の 地位 
に関する 協定」 （昭和 35 年 6 
月 23 日） 


1 防衛 施設と 周辺 地域との 
調和を 図る ための 施策 

防衛 施設は、 g 衛隊 施設と 在日米軍 施 
設 • 区域に 区分され、 その 用途は、 演習 
場、 飛行場、 港湾、 営舎な ど 多岐に わた 
っ ている。 防衛 施設の 土地 面積は、 本年 
1 月 1 日 現在、 約 1， 394kni であり、 国土 面 
積の 約 0.37% を 占める。 このうち、 自衛 
隊 施設の 土地 面積は 約 1， 077km2 であ り、 そ 
の 約 42% が 北海道に 所在す る。 また、 用 
途 別にみ ると、 演習場が 全体の 約 75% を 
占める。 一方、 在日米軍 施設 • 区域 (専用 
施設） の 土地 面積は 約 314km2 であり、 この 
うち 約 35km2 について は、 地位 協定に より、 
自衛隊が 共同 使用して いる。 

防衛 施設には、 飛行場 や 演習場の よう 
に、 広大な 土地を 必要と する ものが 多い。 
また、 日本の 地理 的 特性から、 狭い 平野 
部に 都市 や 諸 産業と 防衛 施設が 競合して 
存在して いる 場合 も ある。 特に、 経済 発 
展の 過程で 多く の 防衛 施設の 周辺 地域で 
都市化が 進んだ 結果、 防衛 施設の 設置 や 
運用が 制約され ると いう 問題が 大きくな 
っ ている。 また、 航空機の 頻繁な 離着陸 


自衛隊 施設 （土地） の 状況 


在日米軍 施設 • 区域 （専用 施設） の 状況 


地域 別 分布 
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第 2 節 地域社会と 防衛 施設 


や 射撃 • 爆撃、 火砲に よる 射撃、 
戦車の 走行な どに よって、 周辺 
地域の 生活環境に 騒音な どの 影 
響を 及ぼす という 問題 も ある。 

これらの 諸問題を 解決す るた 
め、 防衛庁は、 次の 施策を 行い、 
防衛 施設と 周辺 地域と の 調和を 
図る よう 努めてい る （資料 43 参 
照 )。 

① 射撃 訓練な どに よる 演習場 


公園の 整備への 助成 (神奈川県) 


内の 荒廃に 伴う 洪水 や 水 不足の 

対策と しての、 河川の 改修、 ダムの 建設な どへの 助成 

②  航空機の 騒音 対策と しての、 夜間の 離着陸の 制限、 学校、 病院、 住宅な どの 防 
音 工事への 助成、 移転 者に 対する 補償、 緑地帯な どの 緩衝地帯の 整備な ど 

③  防衛 施設の 設置 や 運用に よる 周辺 地域 住民の 生活 や 事業 活動への 阻害を 緩和す 
るた めの、 道路、 公園、 農林 漁業 用 施設な どの 整備への 助成 

④  ジェット機が 離着陸す る 飛行場 や 砲撃を 実施す る 演習場な どの 存在に より、 周 
辺地 域の 生活環境 や 開発に 著しく 影響を 受ける 市町村への 各種 公共 用 施設 整備の た 
めの 交付金の 交付 

⑤  航空機の 頻繁な 離着陸な どに より、 農林 漁業な どの 事業 経営に 損失が 生じた 場 
合の 補償 

なお、 航空機 騒音 問題は、 これまでに 小 松、 横 田、 厚木、 嘉手納 飛行場の 周辺 住 
民から、 夜間の 離着陸の 差 止 請求、 騒音 被害に 対する 損害賠償 請求な どを 内容と す 
る 訴訟が 起こされて きている。 このうち、 横 田 （1 〜 3 次)、 小 松 （1 •  2 次)、 厚木 
(1 •  2 次) 及び 嘉手納 （1 〜 3 次） の 各 基地 騷音 訴訟に ついては、 過去の 騷音 被害に 
対する 損害賠償 請求を 認めた 判 決が 確定 している。 

政府は、 以前から、 住宅 防音 工事への 助成を 始めと する 
生活環境の 整備な どの 施策を 重点的に 講じて きている とこ 
ろで あり、 今後と も、 飛行場 周辺 住民の 理解を 得られる よ 
う 引き続き 努力して いくこと としてい る。 


学校の 防音 工事への 助成 (宮城県) 
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防衛庁 本庁 庁舎な どの 移転 


防衛庁 本庁な どは、 1960( 昭和 35) 年 1 月 に 霞ヶ関から 移転して 以来、 約 40 年間、 檜 町 地区 (東京都 港 区） 
に 所在して きました。 しかし、 昭和 50 年代から 60 年代に かけて 周辺の 商業地 化が 著しく 進展し、 これに 
伴う 交通渋滞の 慢性化、 あるいは 周囲の 商業 ビルの 高層 化に よる 警備 面での 諸問題が 生じる よう になり 
ました 0 また、 施設の 大半が 昭和 20 年代に 建設され たもので 手狭に なって きた こと も あり、 長期的に み 

た 場合、 檜 町 地区は 防衛 中枢の 所在地と しては 適当な も 
のでは なくなって きていました。 そのため 防衛庁 本庁な 
どを、 檜 町 地区の 約 3 倍の 敷地を 有する 市ヶ 谷地 区 （東京 
都 新 宿 区） に 移転す る ことと し、 あわせて 関連す る 東京都 
内 及び 周辺の 防衛 施設 （目 黒、 朝霞、 大宮、 霞ケ浦 及び 
十条の 5 地区） を 機能 別に 集約 • 再配置す る ことにより 国 
有 財産の 有効 活用 を 図る との 観点から、 88 ( 同 63) 年度 か 
ら 必要な 施設の 整備を 行って きま した。 

市ヶ 谷地 区では、 93( 平成 5) 年度から 新庁舎の 建設を 
進めて きました。 そして、 整備 状況に 応じ、 情報 本部の 
一部は 97( 同 9  ) 年 1 月 の 新設 時から 業務を 行って おり 、技術 研究 本部 も 三 宿 地区 (東京都 世 田 谷 区） から 
本年 2 月末までに 移転し ました。 その後、 3 月末までに 庁舎な ど 主要 施設が 完成した ことから、 内部 部 
局、 統合幕僚会議 事務局、 情報 本部、 陸 •海. 空 各 幕僚 監部 及び 調達 実施 本部 並びに 防衛施設庁の 8 個 
機関. 約 7,  000 人が ゴールデン ゥ ィーク を 中心に 4 月 26 日から 5 月 7 日 にかけ て 移転し ま した 0 本 移転は、 
これまでの 中央 省庁の 庁舎 移転の 中で も 最大 規模の もので したが、 危機管理 官庁と しての 防衛庁の 任務 
の 重要性に かんがみて、 移転 作業を できるだけ 集中させる など、 緊急事態への 対応 も 含め、 移転 期間 中 も 
業務を 間断な く 遂行で きる よう 配慮して きま した。 

新しい 防衛庁の 庁舎は、 一般 執務室に OA フロア 構造を 採用す るな ど、 行政 需要の 変化に 対応で きる よ 
うに 設計され ています。 また、 近年の 防衛 交流の 高まりな ども 踏まえて、 会議室の 中には、 同時通訳 も 
可能な 施設を 備え、 国際会議 室と しても 使用で きる ようになって いるもの もあります。 

さらに、 屋上は、 災害 派遣 や 内外 要人な どの 輸送な ど 
に 利用す るた め、 ヘリ コブ ターの 離着陸が できる ように 
なって おり、 地下には、 防衛庁 •各 自衛隊の オペ レー シ 
ョ ンの 中枢 機能を 担う 中央 指揮所が 設置され、 各種 事態 
に 的確に 対応で き るよう になって います （  3 章 2 節 3 コ 
ラム 参照)。 

このように、 これから 21 世紀に 向けて 防衛庁が 所在す 
る市ヶ 谷地 区は、 ますます 多様化す る 防衛庁 •自衛隊の 
任務 遂行に 必要な 機能と、 時代の 変化に 対応し 得る 柔軟 
性を 兼ね備えて います。 


ISHP 
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第 2 節  地域社会と 防衛 施設 


i  ) 「国の 事業者 • 消費者と 
しての 環境 保全に 向けた 取 
組の 率先 実行の ための 行動 
計画に ついて」 (平成 7 年） 


2 環境 保全への 取組な ど 
自衛隊 施設に おける 環境 保全への 取組 

自衛隊は、 全国に 演習場 や 営舎な ど 
の 施設を 有する とともに、 航空機、 艦 
船、 車両な ど 多数の 装備を 維持 管理し 
ている。 これらの 維持 管理に おいて、 

粉塵 やばい 煙、 汚水な どが 発生す る 場 
合には、 環境 保全の 観点から、 その 防 
止、 軽減に 努めてい る。 

また、 環境 基本 計画に 基づく 閣議 決 
定を 踏まえ、 防衛庁と して 同 行動計画 
を 推進 • 点検す るた めの 委員会を 設け、 

資源 や エネルギーの 有効 活用 において 
も、 環境 保全に 配慮して いる。 

在日米軍 施設 • 区域を めぐる 環境問題への 取組 

在日米軍 施設 •区域を めぐる 環境問題に ついては、 基地 問題と あいまって、 周辺 
住民を 始め 国民の 重大な 関心事の 一つと なって いる。 このため、 政府と して、 日米 
合同委員会の 枠組みな どを 通じて、 米 側と 十分 協議の 上、 我が国の 公共の 安全 や 市 
民 生活に 妥当な 考慮が なされる よう 対処して いる。 具体的には、 在日米軍 施設 •区 
域内の ゴミ 焼却 施設な どに ついて、 ダイ オキシ ン 類の 排出 状況な どの 調査な どを 行 
うこと にして いる。 

また、 在日米軍 施設 • 区域に おいて 環境問題が 発生した 場合、 例えば、 1998( 平成 
10) 年の 嘉手納 飛行場 PCB 投棄 報道 問題に ついては、 日米 合同委員会の 枠組みな どを 
通じて、 米 側からの 情報 提供、 日米 協議の 上での 実態調査の 実施、 周辺 住民への 情 
報の 開示を 行うな ど、 適切に 対処して きた。 さらに、 返還され た 在日米軍 施設 •区 
域に おける 問題と して、 旧恩 納 通信 所 PCB 等 含有 汚泥 問題 及び 嘉手納 弾薬庫 地区 一 
部 返還 土地 土壌汚染 問題の ように、 在日米軍からの 返還 後に 各種 有害物質が 発見 さ 
れる 場合が あり、 これらに ついては、 防衛庁に おいて、 原状 回復 措置の 一環と して 
適切に 処理した。 


一方、 在日米軍 施設 •区域に 隣接す る 民間 施設に 起因す る 問題 も 生じて いる。 92 
(同 4) 年 以降、 日米 合同委員会に おいて、 厚木 海軍 飛行場 内の 米軍 家族 住宅地区に 
隣接す る 廃棄物 処理 業者の 焼却炉からの 排出 ガスが、 米軍の 要員 及び その 家族の 健 
康 リスクを 増大 させて いると して、 米 側から 同地 区の 大気 環境の 改善の 要望が なさ 
れ た。 

政府と しては、 本 問題に ついて、 米軍の 要員 及び その 家族 並びに 周辺 住民 や 同 飛 
行 場内で 働く 日本人 従業員の 健康に かかわる 問題と して 深く 憂慮して おり、 問題 解 
決の ため 関係 省庁が 一致 協力して 取り組んで いる ところで ある （3 章 4 節 3 参照）。 
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3 在日米軍 施設 • 区域に 関する 諸 施策 

在日米軍 施設. 区域の 安定 的な 使用の 確保は、 日米 安保条約の 目的 達成の ため 必 
要で あり、 政府と しては、 これら 施設 •区域の 安定 的 使用と 周辺 地域社会の 要望と 
の 調和を 図る ため、 従来、 岩 国 飛行場 滑走路 移設 事業 や 空母 艦載機 着陸 訓練 場の 確 
保に 関する 施策な どを 行って きている。 さらに、 在日米軍 施設 •区域が 沖縄県 民に 
多大な 負担を 強いてい る 状況に かんがみ、 その 負担 軽減を 図るべく、 沖縄に 所在す 
る 在日米軍 施設 • 区域に 係る 施策を 行って いる （本章 3 節 参照)。 

岩 国 飛行場 滑走路 移設 事業 

山口県に ある 岩 国 飛行場は、 米海兵隊と 海上自衛隊が 使用して いる。 政府は、 地 
元 岩 国 市な どの 要望を 受け、 同 飛行場の 運用 や 安全、 騒音を めぐる 問題を 解決し、 

同 飛行場の 安定 的 使用を 図る ため、 滑走路を 東側 （沖合) へ 1，00 Om 程度 移設す る 事業 
を 進める ことと した。 1993( 平成 5) 年度 以降、 政府は、 移設 事業に 必要な 地元 関係 
漁業 協同組合の 同意を 得る とともに、 環境 アセス メ ントに 係る 事務 や埋立 承認 手続 
などを 行い、 96( 同 8) 年度から 工事に 着手して いる。 

空母 艦載機の 着陸 訓練 場の 確保 

空母 艦載機が 洋上の 空母へ 着 艦す るには、 非常に 高度な 技術が 要求され る。 した 
がって、 空母が、 補給 •整備な どのた めに 入港して いる 間 も、 パイロットは、 飛行 
場での 着陸 訓練を 十分に 行い、 その 技量の 維持に 努めなければ ならない。 この 訓練 
は、 主として 厚木 飛行場で 行われて きたが、 飛行場 周辺が 市街 化して いる ことから、 
深刻な 騷音 問題が 生じた。 このため、 政府は、 三 宅 島に 代わりの 訓練 場を 設置す る 
ことが 適当と 考え、 そのための 努力を 続けて いる。 しかしながら、 三 宅 村 当局を 始 
め 地元 住民の 間に、 なお 反対の 意向が 強く、 実現まで には 相当の 期間を 要する と 見 
込ま れ る。 

一方、 厚木 飛行場 周辺の 騒音 問題を このまま 放 
置して おく ことができな いため、 日米 間の 協議に 
より、 三 宅 島に 訓練 場を 設置す るまでの 暫定措置 
として、 硫黄 島を 利用す る ことと し、 89( 同 元) 年 
から 艦載機 着陸 訓練に 必要な 施設の 整備を 進め、 

91 ( 同 3  ) 年 8 月から 米軍に よる 訓練が 開始 さ れ た。 

本年 5 月末までに、 延べ 24 回の 訓練が 実施され て 

いる。 

政府は、 今後と も、 暫定措置 として 硫黄 島での 
艦載機 着陸 訓練の 実施に 努める とともに、 三 宅 村 
当局 及び 地元 住民の 理解と 協力が 得 られ るよう 努 

力し' いる。  硫昔 烏の 全 暑 


i) 開発を 行う 場合に、 自然 
環境に どのような 影響を 与 
える かを 調査 •予測 •評価 
する こと （環境 影響 評価)。 


mM 
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第 3 節  沖縄に 所在す る 在日米軍 施設. 区域 


第 3 節 沖縄に 所在す る 在日米軍 施設 •区域 


沖縄は、 先の 大戦に おいて、 我が国で 住民を 巻き込んだ 地上 戦が 行われた 地で あ 
り、 本土と 異なり、 米軍が 単独で 占領した。 その後、 朝鮮戦争の 勃発な どの 東 アジ 
ア 情勢に かんがみ、 1950 年代を 中心に 米軍に より 土地が 接収され、 基地の 整備が 行 
われた。 

このような 歴史的 経緯に より、 駐留の 基盤と なる 基地、 練 度 や 即応 性の 維持 •向 
上に 必要な 演習場 及び 後方 支援 施設な どが 県内に 現に 存在して いる。 また、 沖縄は、 
米 本土 や ハワイ、 グアム島 からよりも 日本を 含む 東アジアの 各地 域に 近いた め、 同 
地域 内に おいて 緊急な 展開を 必要と する 場合に、 迅速な 対応が 可能で ある。 一方、 
我が国の 周辺諸国との 間に 一定の 距離が あると いう 地理 上の 利点を 有して おり、 こ 
れら が、 緊急事態への 第一 次 的な 対処を 担当す る 海兵隊を 始めと する 米軍が 沖縄に 
駐留す る 主な 理由と して 考えられる。 

他方、 沖縄に 在日米軍 施設 •区域が 集中し、 県民 生活に 多大な 影響が 出て いるの 
も 事実で あり、 在日米軍 施設 •区域の 整理 •統合 •縮小を 始めと する、 沖縄に 関連 
する 諸 課題に ついては、 内閣の 最 重要 課題の 一つと して 政府を 挙げて 取り組ん でき 
ている。 防衛庁と しても、 従来、 日米 安保条約の 目的 達成と 地元の 要望との 調和を 
図りながら、 問題の 解決の ため 様々 な 施策を 行い、 銳意 努力して きている。 なかで 
も、 日米 両国 政府が まとめた 「沖縄に 関する 特別 行動 委員会」 (SACO) 最終 報告の 内容 
を 着実に 実施す る ことが、 沖縄県 民の 負担 軽減の ためには 最も 確実な 道で あると 考 
えて おり、 引き続き、 その 的確 かつ 迅速な 実施に 向けて 努力を 続けて いる。 


i) 「在 沖 米軍 施設 •区域、 
特に 人口 密集 地域 及び 産業 
開発と 密接な 関係に ある 地 
域に 所在す る ものが、 復帰 
後でき る 限り 整理 縮小され 
る ことが 必要で ある」 （佐 藤 
総理） こと。 「双方に 受諾し 
得る 施設 • 区域の 調整を 日 
米 安保条約の 目的に 沿いつ 
つ 復帰 後 行う に当たって、 
これらの 要素は 十分に 考慮 
する」 （ニクソン 大統領） こと。 


1 SACO 設置 以前に おける 整理 • 統合 • 縮小への 取組 

1972( 昭和 47) 年 5 月 15 日、 沖縄の 復帰に 伴い、 政府は、 日米 安保条約に 基づき、 83 

施設、 約 278km2 を 在日米軍 施設 • 区域 (専用 施設） として 提供した。 これらは、 日米 安 
保 条約の 目的を 達成す る 上で 不可欠で あるが、 一方で、 沖縄県に 在日米軍 施設 •区 
域が 集中し、 特に 沖縄 本島 中部の 枢要な 部分に 施設 • 区域の 多くが 所在す るた め、 
地域の 振興 開発 や 計画的 発展の 制約が 生ずる とともに、 県民 生活に 多大の 影響が 出 
ている として、 その 整理 •縮小が 強く 要望され てきた。 このような 状況を 踏まえ、 
日米 両国は、 地元の 要望の 強い 事 案を 中心に、 整理 •統合 •縮小の 努力を 継続的に 
行って きた。 

同年 1 月の 佐 藤 • ニクソン 共同 発表に おける 確認 事項を 踏まえ、 日米 安全保障 協 
議 委員会 (SCC) において、 沖縄県に おける 在日米軍 施設 • 区域の 整理 統合 計画が 了 
承され た。 また、 沖縄県 軍用 地 転用 促進 •基地 問題 協議会からの 要請な ども 踏まえ、 
9〇( 平成 2) 年 6 月、 日米 合同委員会で、 いわゆる 23 事 案に ついて、 返還に 向けて 日 
米 双方で 必要な 調整 •手続を 進める ことにつ き 合意した。 これらは、 昨年 4 月まで 
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i ) 那覇 港湾 施設の 返還、 読 
# 補助 飛行場の 返還 及び 県 
道 104 号 線 越え 実弾 射撃 訓練 
の 移転。 


に、 すべて 返還 済み あるいは 返還す る ことにつ いて 日米 間で 合意が なされた。 

一方、 県民の 強い 要望で ある、 いわゆる 沖縄 3 事 案に ついても、 95( 同 7) 年 1 月 
の 日米 首脳会談での 意見の 一致に より、 戦後 50 年の 節目と して 解決に 向けて 努力す 
る ことにな り、 その 解決が、 防衛庁長官 及び 外務大臣に 指示され た。 

以上の よう な 取組の 結果、 沖縄 復帰 時に 83 施設、 約 278kni であった 在日米軍 施設 • 
区域 (専用 施設） は、 本年 1 月 現在、 37 施設、 約 235km2 となって いる。 しかしながら、 
依然、 面積に して 在日米軍 施設 •区域 (専用 施設) の 約 75% が 沖縄県に 集中し、 県 面 
積の 約 10%、 沖縄 本島の 約 18% を 占めて いる 状況と なって いる。 


沖縄 在日米軍 施設 • 区域 （専用 施設） の 件数 及び 面積の 推移 
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2  SACO 設置 以降の 在日米軍 施設 • 区域に 係る 問題解決への 取組 
SACO 設置な どの 経緯 

1995( 平成 7  ) 年 9 月 に 起きた 不幸な 事件 や、 沖縄県 知事が 駐留軍 用地 特措 法に 基 
づく 署名 • 押印を 拒否した ことな どを 契機と して、 全国的に も 沖縄に 関する 諸問題 
に対する 世論の 関心が 高 まった。 

政府は、 沖縄県 民の 負担を 可能な 限り 軽減し、 国民 全体で 分かち合うべき である 
との 考えの 下、 沖縄県の 将来 発展の ため、 在日米軍 施設 • 区域の 整理 • 統合 • 縮小 
に 向けて 一層の 努力を 払う とともに、 振興 策に ついても 全力で 取り組む ことと した。 
そして、 沖縄県に 所在す る 米軍 施設 •区域に 係る 諸 課題を 協議す る 目的で、 同年 11 
月、 国と 沖縄県との 間に 「沖縄 米軍 基地 問題 協議会」 を、 また、 日米 間に SACO を 設置 
した。 防衛庁 も、 これらの 協議 機関に おける 検討を 推進す るた め、 庁 内に 「在日米軍 
基地に 関する 特別 委員 会」 を 設置した。 
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政府は、 96( 同 8  ) 年 4 月、 SACO 中間報告を 受けて、 問題解決の ための 検討を 一層 
促進す る ことを 閣議 決定し、 同年 5 月、 「普 天 間 飛行場 等の 返還に 係る 諸 課題の 解決 
のた めの 作業 委員会」 （タス クフ オース） を 設置した。 また、 防衛施設庁は、 「普 天 間 
飛行場 全面 返還 等 問題 対策 本部」 を 設置し、 関係 地方公共団体な どとの 調整を 続けて 
きている。 

一方、 「沖縄 問題に ついての 内閣総理大臣 談話」 （同年 9 月 閣議 決定) に 基づき、 国 
と 沖縄県の 協議 母体と して、 内閣官房長官が 主宰す る 「沖縄 政策 協議会」 が 設置され 
た。 これは、 県民 生活の 向上に 資する とともに、 我が国 経済社会の 発展に 寄与す る 
地域と して 整備され るよう、 沖縄に 関連す る 基本 政策の 協議を 目的と した もので あ 
る。 本 協議会には、 社会資本、 産業 • 経済 及び 環境 • 技術. 国際交流の 各部 会が 置 
かれ、 協議が 進められる とともに、 各省 庁に おいて 各種の 調査 活動 や 事業が 展開 さ 
れ ている。 


ユ） 「基地 所在 市町村の 閉塞 
感を 緩和し、 将来への 自立 
的 発展への 可能性を 見出す 
ためには、 特別 プロ ジェク 
卜を 実施して いくため の 相 
当期 間に わたる 新しい 枠組 
みが 必要」 (平成 8 年 11 月） 


また、 沖縄 米軍 基地 所在 市町村の 今後の 在り方を 展望して いくため、 同年 8 月、 
内閣官房長官の 懇談会と して 「沖縄 米軍 基地 所在 市町村に 関する 懇談会」 が 開催され、 
町づく りな どの 施策の 検討が 始められた。 政府は、 同 懇談会が 取りまとめた 提言を 
重く 受け止め、 有職者に よる 懇談会の 助言を 踏まえて、 調査 や 事業に 着手して きて 
いる 0 

さらに、 98( 同 10) 年 3 月、 「沖縄 振興 開発 特別措置 法」 が 改正され、 新たな 地域 指定 
制度を 創設し、 税制 上の 優遇 措置を 講ずるな ど、 沖縄県に おける 産業 振興の ために 
諸 施策を 進める ことと している。 


SACO 最終 報告 関連 施設 • 区域 


SACO 最終 報告の 概要 

SACO は、 96( 同 8) 年 12 月、 普 天 間 飛行場の 全面 返還を 始めと する 土地の 返還、 県 
道 104 号 線 越え 実弾 射撃 訓練の 本土 演習場での 分散 実施な ど、 諸問題の 改善に 向けた 

計画 及び 措置を 取り まとめ (SACO 最終 報告： 資 
料 44 参照）、 SCC に 報告し 了承を 得た。 

沖縄県に おける 在日米軍 施設 • 区域に 関連す 
る 問題は、 SACO 最終 報告に よっ て 一つの 区切り 
が 示された。 これを 受け、 同月、 法制 面 及び 経 
費 面を 含め、 政府と して 適切な 措置を 講ずる こ 
とを 閣議 決定した。 防衛庁は、 関係 省庁と も 協 
力しつつ、 閣議 決定の 趣旨を 踏まえ、 引き続き 
米 側と 緊密に 協議しつつ、 その 解決に 取り組ん 
できた。 

(1) 土地の 返還 

SACO 最終 報告は、 沖縄県 及び 県民の 要望を 受 
け、 米 側の 理解に より 意見の 一致が 見られた 普 
天 間 飛行場な ど 計 6 施設の 全部 返還と、 北部 訓 
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練 場な ど 5 施設の 一部 返還を 示して いる。 これら 返還され る 土地は、 沖縄県に おけ 
る 在日米軍 施設 • 区域の 面積の 約 21%( 約 50km2) に 相当し、 復帰 時から SACO 最終 報告 
ま での 間の 返還 面積 約 43km2 を 上回る ものと なる。 

(2) 訓練 及び 運用の 方法の 調整な ど 

SACO 最終 報告は、 土地の 返還の ほかに、 訓練 及び 運用の 方法の 調整、 騒音 軽減 並 
びに 地位 協定の 運用 改善に ついても 示して いる。 

SACO 最終 報告の 進 渉 状況 

SACO 最終 報告の 実施に 取り 組んで きた 結果、 安波 訓練 場の 返還が 実現し、 北部 訓 
練 場の 一部 返還、 楚辺 通信 所の キャンプ •ハンセンへの 移設、 キャンプ桑江 及び キ 
ャンプ 瑞慶覧 における 住宅 統合が 進んで いる。 また、 読 谷 補助 飛行場に おける パラ 
シュート 降下 訓練の 伊江 島 補助 飛行場への 移転に ついては、 昨年 10 月 21 日の 合同 委 
員 会で 合意した ところで あり、 読 谷 補助 飛行場の 返還に ついても 見通しが 得られて 
いる。 このほか、 地位 協定の 運用 改善に ついては、 最終 報告に 盛り込まれた 9 項目 
の 措置が すべて 実施に 移されて いる。 

防衛庁は、 最終 報告に 盛り込まれた 措置を 実現す るた めには、 地元 地方公共団体 
などの 理解と 協力が 不可欠と 認識して いる。 また、 稲嶺 沖縄県 知事 も、 地元の 意向 
を 踏まえ、 国と 連携し、 SACO の 合意 事 案の 実現を 始め、 在日米軍 施設 • 区域の 整理 
•縮小に 前向きに 取り組む 意向で ある。 防衛庁は、 今後と も、 稲嶺 知事の 考えを 十 
分に 聞き、 地元の 理解と 協力を 得ながら、 SACO 最終 報告の 実現に 向け、 最大限の 努 
力を 払って いく ことと している。 

⑴ 普 天 間 飛行場の 返還 

普 天 間 飛行場は、 市街地に あり 危険で あるとの 沖縄県 民の 強い 返還 要請を 出発点 
として、 日米 間で 首脳 レベルに よる 交渉を 行った 結果、 県内に 代替 施設を 移設し 返 
還す る ことを 合意した。 98( 同 10) 年 12 月に 就任した 稲嶺 知事は、 代替 施設の 候補地に 
ついて 検討を 続けて きた 結果、 昨年 11 月 22 日、 移設 候補地を 「キャンプ • シュ ワブ水 
域内 名 護 市 辺 野 子 沿岸 域」 に 決定した 旨を 表明し、 名 護 市に 理解と 協力を 要請し、 同 
年 12 月 27 日に 名 護 市長が 受け入れを 表明した。 

こうした 中、 沖縄県 及び 地元から、 住民 生活 や 自然環境への 特別の 配慮、 移設 先 
及び 周辺 地域の 振興、 沖縄県 北部 地域の 振興 及び 駐留軍 用地 跡地の 利用な どの 要請 
が 寄せられ ている。 政府は、 こうした 経緯 及び 要請を 踏まえ、 同月 28 日、 「普 天 間 飛 
行 場の 移設 に 係る 政府 方針」 （資料 45 参照） を 閣議 決定し、 今後の 取組 方針 を 明ら かに 
した。 防衛庁 も、 この 閣議 決定の 下、 最大限の 努力を していく ことと している。 

(2) 那覇 港湾 施設の 返還 

稲嶺 知事は、 軍港 機能の 浦 添 地 先への 移設な どを 求める 県議会 や那覇 市議会の 決 
譲、 浦 添 市議会で 採択され た 地元 商工会議所の 提案な ども 踏まえ、 前向きに 取り組 
んで いる。 

防衛庁は、 今後、 沖縄県の 考えを 十分に 聞き、 浦 添 市を 始めと する 地元の 理解と 
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協力を 得て、 本 問題の 解決に 取り組んで いくこと としてい る。 

⑶ 北部 訓練 場のへ リコ プ ター 着陸 帯の 移設 
北部 訓練 場に ついては、 ヘリコプター 着陸 帯の 移設に ついて 関係す る 国 頭 村 及び 
東 村の 理解が 得 られ、 昨年 4 月の 日 米 合同委員会で 7 か 所のへ リコ プタ ー着 陸 帯の 
移設な どの 後、 一部 返還す る ことを 合意した。 

防衛庁は、 沖縄 本島 北部の 自然環境の 保全に 十分 配慮す るとの 観点から、 へ リコ 
プ ター 着陸 帯の 移設 候補地の 自然環境 調査 及び 環境 影響 予測 • 評価を 行った。 

今後、 これら 調査の 結果を 踏まえ、 環境庁、 沖縄県な ど 関係 機関と も 調整の 上、 
移設 先を 決定す る ことと して おり、 移設に 当たって は _然 環境に 与える 影響を 最小 
限に とどめる 考えで ある。 

⑷ 県道 104 号 線 越え 実弾 射撃 訓練の 本土 移転 
沖縄県 道 104 号 線 越え 実弾 射撃 訓練の 分散 • 実施は、 在日米軍 施設 • 区域が 集中し 
ている 沖縄県の 負担 軽減を 図る という 考えから、 本土 5 演習場の 関係 地方公共団体 
などの 理解と 協力を 得て、 97( 同 9) 年度から 実施して いる。 本年度は、 6 月に 矢 臼 
別 演習場で 訓練が 行われた ところで あり、 9 月に 東 富 土、 11 月に 北 富 土、 来年 2 月 
に 日出 生 台の 各 演習場に おいて 訓練が 行われる 予定で ある。 今後 も、 防衛庁は、 実 
弾 射撃 訓練が 円滑に 実施で きる よう 努力 してい くこと と している。 

県道 1 〇4 号 線 越え 実弾 射撃 訓練 分散 実施 先 演習場 

(本土  5 演習場） 
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事項 

進埗 状況な ど 

県道 1 04 号 線 越え 実弾 射撃 訓練 

平成 9 年度に 本土の 5 演習場に 移転 済み。 

パラ シュー ト 降下 訓練 

昨年 3 月、 移転先 地方公共団体が 移転 受け入れを 表明し、 同年 10 月、 
訓練 移転に ついて 日米 合同委員会 合意。 

事項 

進埗 状況な ど 

か で な 

普 天 間 飛行場の 返還に 必要な 追加 的 施設の 整備 スケジュールを 踏 

嘉手納 飛行場の 海軍 駐機 場の 移転 

まえて、 調整す る 予定。 

嘉手納 飛行場の 遮 音 壁の 設置 

昨年 12 月 27 日 完成。 

KC-1 30 航空機の 岩 国 飛行場への 移駐 

平成 9 年 2 月、 山口県 岩 国 市 及び 由 宇 町は 移駐 受け入れ 容認。 

③ 訓練 及び 運用の 方法の 調整 

しんちよ く 

SACO 最終 報告の 進 渉 状況 


施設 名な ど 

進埗 状況な ど 

普 天 間 飛行場 

•昨年 11 月、 稲嶺 知事は、 移設 候補地を キャンプ • シ ュワブ 水域 内 名 護 市 辺 野 古 沿岸 域 
に 決定し、 軍民 共用、 15 年の 使用 期限な どを 要望。 

•同年 12 月 27 日、 岸 本名 護 市長は 受け入れを 表明。 

• 同月 28 日、 移設に 関する 政府 方針に ついて 閣議 決定。 

北部 訓練 場 

昨年 4 月 、ヘリ コプタ ー着 陸 帯 7 か 所を 移設な どの 後、 返還す る こと で 日米 合同委員会 合意。 

安波 訓練 場 

平成 10 年 12 月 22 日、 全部 返還 済み。 

ギンバル訓練場 

引き続き 調整 中。 

楚辺 通信 所 

昨年 4 月、 アンテナ 施設な どの キャンプ •ハンセンへの 移設 後、 返還す る ことで 日米 合 
同委員会 合意。 

読 谷 補助 飛行場 

昨年 10 月、 パラ シュー ト 降下 訓練の 移転に ついて 日米 合同委員会 合意。 

キャンプ桑江 

引き続き 調整 中。 

瀬 表# 通信 施設 

引き続き 調整 中。 

牧港 補給 地区 

国道 58 号 線拡幅 について、 関係 機関と 引き続き 調整 中。 

那覇 港湾 施設 

•稲嶺 知事は、 浦 添 地 先への 移設を 検討す る 意向。 

•沖縄県は、 昨年 3 月、 「普 天 間 飛行場 •那覇 港湾 施設 返還 問題 対策 室」 を 発足し、 検討 中。 
•沖縄県は、 同年 4 月、 「那覇 港 開発 促進 室」 を 発足。 

住宅 統合 

•昨年 4 月、 第一 段階 （ゴルフ レンジ 地区に おける 住宅な どの 整備） の 措置に ついて 日 
米 合同委員会 合意。 一部の 地方公共団体と 引き続き 調整 中。 

② 騒音 軽減 措置の 実施 


① 土地の 返還 
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第 4 節  新しい 時代に 向けた 管理 施策 


第 4 節 新しい 時代に 向けた 管理 施策 

1 職場の 一層の 活性化を 目指して 

防衛庁では、 新しい 時代に 向けて、 種々 の 新たな 人事 施策を 行って いる。 また、 
昨今の 不祥事に 対しては、 庁 内に 不祥事 防止 会議を 設け、 次官を 長と する 「不祥事 防 
止 特別 行動 チーム」 を 全国 各地に 派遣す るな ど、 再発 防止に 努力して いる。 

官民 人事 交流 制度の 導入 

政府は、 1997( 平成 9) 年 3 月の 人事院の 意見の 申し出を 受け、 「国と 民間 企業との 
間の 人事 交流に 関する 法律案」 を 国会に 提出し、 同 法は 昨年 12 月に 成立し、 本年 3 月 
から 施行され た。 この 法律は、 公務の 能率的な 運営に 役立てる ことを 目的と して、 
次の 措置を 行う としてい る。 

⑴ 職員に 民間 企業の 実務を 経験 させ、 行政の 課題に 柔軟 かつ 的確に 対応す るのに 
必要な 知識と 能力を 有する 人材を 育成す る。 

(2) 民間 企業の 人材を 採用して 行政 運営を 活性化す る。 

本 法律では、 特別職た る 防衛庁の 職員に ついても、 一般職の 国家公務員と おおむ 
ね 同様の 官民 人事 交流が 実施で きる こと とされた。 

新たな 再任 用 制度の 導入 

我が国で 高齢 化が 進んで いる 中、 高齢者の 労働力を 活用す るた め、 一般職 国家 公 
務員 について 定年 後の 再任 用 制度が 導入され た。 防衛庁で も、 同じように 高齢者の 
労働力を 活用す るた めの 取組は 必要で ある。 また、 将来 募集 対象 人口が 減る と 予測 
される ことな どを 考える と、 _ 衛隊で 長年 かけて 育成した 者を 貴重な 人的資源 とし 
て 活用す るのは 適切な 方向で ある。 さらに、 雇用と 年金の 連携を 可能な 限り 保つ と 
ともに、 若年で 定年退職を 余儀なく される 自衛官の 定年 後に おける 人生 設計の 選択 

肢 をよ り 広める ことができる こと 
などから も、 本 制度の 導入は 意義 
ある ことで ある。 以上の ような 考 
えに 基づいて、 定年で 退職した 者 
などのう ち、 退職 後 も 自衛隊 員と 
して 働く 意欲と 能力の ある 者を 選 
考 により 改めて 任用で きる よう、 
昨年 8 月に 自衛隊 法な どの 一部 改 
正を 行った。 本 制度の 導入に よっ 
て 65 歳まで _衛 隊員と して 勤務す 
る ことが 可能と なった。 現在、 来 
年 4 月からの 施行に 向けて 諸 準備 
を 進めて いる。 


新たな 再任 用 制度の 導入 


区分 

事務官な ど 

自衛官 

基本的 考え方 

現行の 定年 年齢を 維持した 上で、 
60 歳 代 前半に 公務 内で 働く 意欲と 
能力 ある 職員を 再任 用。 

現行 若年 退職 年齢を した 上で、 
退職 後 も 自衛官と して 働く 意欲と: 
能力の ある 者を、 長官が 定める 業 
務を 行う ポストに 引き続き 再任 用。 | 

任用 形態 

• フルタイム 勤務 
• 短時間 勤務 

フルタイム 勤務に 限定。 

任期 

1 年 以内、 更新 可能。 

• 1 年 以内 更新 可能。 

•出動な どの 際は、 一定の 期間 
(1 年〜 6 か 月） 延長 可能。 

任用 上限 年齢 

65 歳 （平成 13 年度から 15 年度に おいては 61 歳、 以後、 3 年 ごとに 1 年 
づつ 段階 的に 引き上げ。〉 
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自衛隊 員 倫理 法の 施行 

昨年 8 月、 国家公務員 倫理 法と ともに、 自衛隊 員 倫理 法が 成立し、 本年 4 月から 
施行され た。 その 目的は、 自衛隊 員の 職務に おける 倫理を 保つ ために 必要な 措置を 
採り、 職務が 公正に 行われて いるとの 国民の 信頼を 得る ことで ある。 

この 法律では、 自衛隊 員の 職務に 関する 倫理 原則を 定めて いる。 この 原則に 基づ 
いて 政令で _衛 隊員 倫理 規程を 設ける ことのほか、 「贈与 等」 や 「株 取引 等」 について 
の 報告 義務、 自衛隊 員 倫理 審査 会 や 倫理 監督官を 設置す る こと、 などが 規定され て 
いる。 この 法律の 成立を 受け、 事務次官 及び 防衛施設庁 長官を 倫理 監督官と した ほ 
か、 所要の 措置を 講じて いる。 

2 調達 改革の 現況 
調達 改革の 具体的 措置と その実 施 状況 

防衛庁は、 調達 実施 本部 （「調 本」） をめ ぐる 背任 事件に より 防衛 調達に 対する 国 
民の 信頼が 著しく 損なわれた ことを 踏まえ、 21 世紀に 向け 透明で 公正な 調達 制度 • 
体制の 構築 を 図るべく、 部外 有識者 か ら なる 「防衛 調達 制 度 調査 検討 会」 を 1998  (平成 
10) 年 9 月から 開催 するとと もに、 調 本 解体を も 視野に 入れた 徹底的な 検討を 行うた 
め、 同年 10 月、 防衛庁長官を 本部 長と する 「防衛 調達 改革 本部」 を 設置した。 

防衛 調達 改革 本部は、 「防衛 調達 制度 調査 検討 会」 の 議論 や 検討 成果な どを 踏まえ、 
背任 事件の 背景と なった 問題点と して、 ① 随意 契約に おける 透明性が 十分では なか 
っ たこと、 ②調本 内 及び 内部 部局 による チェック 機能が 十分に 働かなかった こと、 
③ 契約 企業に 対する 審査 能力 • 体制が 十分 整備され ていなかった ことな どの 点を 指 
摘した 上で、 防衛 調達を 抜本的に 改革す るた めの 基本的 方向を ま とめた 「防衛 調達 改 
革の 基本的 方向に ついて」 を 取り まとめた。 


i) ① 国民に 対し 不当な 差別 
的 取り扱いを しては ならず、 
常に 公正な 職務の 執行に 当 
たらなければ ならない。 

②  職務 や 地位を 私的 利益の 
ために 用いて はならない。 

③  国民の 疑惑 や 不信を 招く 
ような 行為を しては ならな 

い 0 


ii) 調 本元 幹部ら が、 防衛庁 
から 多額の 過 払いを 受けて 
いた 東洋通 信 機㈱、 ニコー 
電子㈱ の 2 社からの 返還 処 
理に 当たり、 企業 関係者と 
共謀の 上、 1994( 平成 6) 年 
から 95( 同 7) 年に かけて、 
会計 法令な どに 違反して 返 
還 額を 不正に 減額し、 国に 
損害を 与えた として 逮捕 • 
起訴され たもの。 昨年 10 月、 
元 調 本 長 ほか 12 名に 対し 判 
決が 言い渡され、 有罪が 確 
定 している。 一 方、 元 調 本 
副本 部長に ついては、 引き 
続き 公判が 係属して いる。 


契約 方式の 概要 


方式 


一般 競争 契約 


随意 契約 


:  . 

内容 

調達 例 

.  一定の 資格の ある 者を 入札に 参加 させ、 国に 

1 最も 有利な 条件を 提示した 者と 契約す る 方式 

医療機器、 フォー クリフ ト、 
電源 装置、 べッ ドな ど 

一定の 資格の ある 者の 中から、 条件な どに 合 

1 致す る 者を 選定し、 その 中から 競争 入札に より 
相手方を 決定して 契約す る 方式 

潜水艦 ソー ナ ー、 航空 用 
タービン 燃料、 鉄帽な ど 

競争に 適さない 契約の 場合、 緊急の 必要に よ 
り 競争 契約で きない 場合、 その他 法令に 定める 
場合に、 一定の 条件の 下で 特定した 者と 契約す 
る 方式 

90 式 戦車、 89 式 小銃、 

F - 2 など 
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さらに、 この 基本的 方向を 踏まえ、 昨年 4 月 2 日、 調達 制度 改革、 調達 機構改革 
及び 自衛隊 員の 再 就職の 在り方の 見直しに 関する 具体的 方策と して、 「調達 改革の 具 
体 的 措置」 （資料 48 参照） を 取りまとめた。 


「調達 改革の 具体的 措置」 の 概要 


• 供給 ソースの 多様化の 追求 等 競争 原理の 強化 

• 原価計算 方式 等の 妥当性の 検討 

• 企業 側 提出 資料の 信頼性 確保の ための 施策 

•工数を マクロ 的に チヱ ック する ため の 体制の 整備 

• 監査 担当 官の 巡回 • 派遣 制度 

• 過 払 事 案 処理に 関する 統一的 かつ 明確な 基準の 策定 

• 企業 側の コス ト 低減に 向けた イ ン セン テイ ブ向 上の ための 施策 等 

• 具体的 措置の 実効 性 確保 


調達 機構 等 改革 


•新しい 中央 調達 機関の 在り方 
• 第三者に よる 監視 体制の 確立 
• 防衛 調達 業務に 係る 教育 研修の 充実 


自衛隊 員の 再 就職 
の 在り方の 見直し 


•再 就職 手続の 見直し 
• 再 就職 支援 及び 人材の 公務 内での 活用 
• 退職 後の 生活を 支える ための 施策 等 


1998  (平成 1Q) 年度 契約 方式 別の 調達 実績 


関係 訓令の 改正な どを 行い、 現在、 各種の 改革 施策な どの 徹底と 実施 状況の フォ 
ロー アツ プに 努めて おり、 本年 4 月 に 「調達 改革の 具体的 措置の 実施 状況に ついて」 
を 公表した。 その 概要は 以下のと おりで ある。 

0) 調達 制度 改革 
① 具体的 施策の 実施 状況 

• 供給 ソースの 多様化の 追求 等 競 
争 原理の 強化 

仕様書の 見直しに より 民生 品 • 
部品を 活用 するとと もに、 機能 性 
能 仕様書への 移行、 銘柄 指定の 見 
直しを 実施して いる。 また、 規格 
• 仕様書の 見直しを 促進す るた め、 
汎用 技術 • 製品に 関する 情報な ど 
を 収集す る ことと して おり、 その 
ための 経費を 平成 12 年度 予算に 計 
上した。 
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随意 契約に おいても、 実質的に 競争 契約と 同様の 手続を 採る ことを 徹底す る 
ため、 昨年 7 月 以降、 新規に 随意 契約に より 調達す る 装備 品等 又は 役務に つい 
て、 複数の 企業から 見 積 •提案を 徴 取し、 かかる 手続に ついて 指名 随意 契約 審 
査 会に おいて 審議す る ことと した。 また、 契約に 先立ち 調達の 相手方を 選定し 
ていた 「長官の 指示」 を 昨年 7 月 に 見直した。 

昨年 2 月から イ ン ター ネッ ト による 規格 • 仕様書の 概要の 公開を 推進して い 
る ほか、 一般的に 市販され ている ものな どに ついて 指名 競争 契約 • 随意 契約 か 
ら 一般 競争 契約 (制限 付を 含む。） への 移行を 推進 するとと もに、 昨年 4 月 以降、 
随意 契約の 理由な どに ついて 公表して いる。 

予定 価格 算定に ついて、 経費 率の 算定に 係る 標準 的な 数値、 調整 規定の 適用 
基準 及び 調整 基準の 概要を 昨年 9 月 か 


i  )URL 

http://jda.go.jp/ j/info/ nds/ 


予定 価格の 算定 方式 


市場価格 方式 


原価計算 方式 


市場価格を 基準と して 計算す る 方式 


生産費 用を 構成要素 ごとに 積み上げた 製造 原価に 適正 利 
益な どを 付加して 計算す る 方式 

(一般 市場に おいて 購入で きない ものに 適用） 


ら 公表して いる。 

原価計算 方式 等の 妥当性の 検討 

原価計算 研究会 (大学教授 及び 公認 会 
計士 による。） の 提言を 受けて、 昨年 7 
月、 訓令を 改正し、 計算 方式を 改善し 
た。 また、 同 研究会に おける 更 なる 検 
討の 結果、 本年 3 月に 支払 利子 率 及び 
利益率の 計算 方式に 係る 改善な どに つ 
いて 提言され たこと を 踏まえ、 訓令 改正を 予定して いる。 

企業 側 提出 資料の 信頼性 確保の ための 施策 

制度 調査の 受入 義務 及び 虚偽 資料 提出の 禁止に ついて、 昨年 6 月 に 「入札 及び 
契約 心得」 を 改正して その 旨 規定 するとと もに、 契約 完了 年度の 翌年 度 末までの 
資料 保存 義務に ついて、 昨年 6 月から 特約 条項と して 規定して いる。 また、 不 
適切な 資料 提出を 行った 企業に 対する 違約金の 支払い 義務に ついても、 同年 6 
月 以降、 特約 条項と して 規定して いる。 

工数を マクロ 的に チェック する ための 体制の 整備 

各 事業所の 工数を 集計し、 防衛庁と して 工数の 適正 さの 評価 能力を 高める た 
め、 昨年度 分の オフライン 集計を 本年 7 月を めどに 実施す る 予定で ある。 また、 

した ォン ラィ ン 集計を 推進して ぃし 

監査 担当 官の 巡回 • 派遣 制度の 整備 

原価計算 能力 及び 原価 監査 能力の 向上の ため、 見 積 資料 審査への 原価 監査 官 
の 参加、 原価 監査 官の 巡回、 監督 •検査官と 原価 監査 官の 連携 強化を 推進す る 
とと も に、 ISO 9000 シリ ーズの 導入に 伴う 監督 • 検査 方式の 合理化 • 効率化を 推 
進 している。 

過 払 事 案 処理に 関する 統一的 かつ 明確な 基準の 策定 

過 払 事 案の 統一的 かつ 明確な 処理を 行う ことを 目的 とする 過 払 事 案 処理 要領 


ii) 契約 相手方の 原価計算 シ 
ス テムの 適正 性を 確認す る 
ための 調査。 
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を 昨年 9 月に 制定した。 

企業 側の コス ト 削減に 向けた イ ン セン ティブ 向上の ための 施策 等 
「減価 提案 制度」 を 同年 7 月 に 定め、 原則と して 中央 調達 分 にっき 調 本で 試行 
する ことと した。 


• 具体的 施策の 実効 性 確保 


i  M 財) 防衛 装備 協会と ㈣ 防衛 
生産管理 協会を 統合。 


制度 調査、 特別 調査に 際し 監査 法人、 公認会計士 などから 助力を 得て いる。 
このほか、 調達 改革 •取得 改革を 側面から 支援す るた め、 新法 人で ある (財) 防衛 
調達 基盤 整備 協会を 本年 4 月 に 発足 させた。 

② 改革の 深化の ための 施策 


• 適正な 競争 契約の 実施 及び 調達 業務の 処理 

防衛 調達 適正 化 会議に おける 指摘、 会計検査院 による 平成 10 年度 決算 検査 報 
告、 総務庁に よる 本年 1 月の 行政 監察の 指摘 及び 防衛庁長官の 指示に より 行わ 
れた 本年 3 月 の 入札 契約の 監査報告な どを 踏まえ、 以下の よう な 改善 策の 実施 
を 図る。 


a  契約 方式の 適正な 選択 

前例に とらわれず 改めて 契約の 前提条件を 十分 吟味した 上、 最も 適切な 契 
約 方式の 選定を 徹底す るな ど。 
b  入札 契約 における 競争 性の 強化 

適正に 選択され た 契約 方式の 下に おいても 競争 原理の 強化を 図る。 
c  透明性に 留意した 随意 契約の 選択 

随意 契約の 適用 要件に 該当すると 判断され る 場合には、 透明性に 留意し つ 
つ 随意 契約を 選択す るな ど。 
d 予定 価格の 適正な 算定 

安易 に 企業 見積り や 前例 価格な どに よる ことなく、 様々 な 工夫に より 予定 
価格の 適正 化に 努めるな ど。 
e  政府 調達 手続の 適正な 実施 
f  関係 機関 相互の 連携 • 調整の 緊密 化 

原価計算 部 及び 契約 本部が 地方 調達に おける ァ ドバイ ザ ー 的な 役割を 果た 
せる よう 態勢 整備を 図るな ど。 

監査 体制の 充実 

内 部 監査 体制 の 充実を 図る ため、 以下のような 措置を 講ずる よう 検討す る。 
a  調達 業務に 係る 課題に ついての 認識の 統一と 内部 部局に よる 直接 監査 
b  各 機関に おける 監査の 充実 
c  防衛 調達 適正 化 会議 (防衛 調達 審議会) への 報告 
d  内部 部局に おける 政策 評価 • 監査 機能の 集約 • 整理 
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(2)  調達 機構 等の 改革 

①  新しい 中央 調達 機関の 在り方 （3 章 3 節 1 参照） 

以下のと おり、 中央 省庁 等 改革に 合わせて 組織 改編を 行う とともに、 業務 体制 
を 強化す るた め 所要の 増員を 実施す る。 

• 調 本を 廃止し、 原価計算 部門を 内局に 吸収 するとと もに、 契約 部門に ついて 

は、 特別の 機関と して 契約 本部を 設置す る。 

• 経理 局と 装備 局の 機能を 統合して 管理局を 新設し、 同局に 原価計算 部を 置く。 

②  第三者に よる 監視 体制の 確立 

防衛 調達 適正 化 会議は、 防衛 調達の 透明性 •公正 性を 向上させる ため、 第三者 
による 監視 体制の 当面の 措置と して 発足した ものである。 同 会議は、 調達な どに 
関する 専門知識を 有する 大学教授、 公認会計士、 弁護士な どの 部外 有識者に よる 
防衛庁長官の 懇談会と して、 昨年 4 月から 現在 （6 月 21 日） までに、 合計 14 回 開催 
されて いる。 

本会議では、 これまでに 新 初等 練習機の 調達への 入札 手続の 導入、 過 払 事案処 
理 要領 及び 「調達 改革の 具体的 措置」 の 実施 状況な どに ついて 討議して いる ほか、 
昨年度 分の 契約に ついても サン プリ ング 調査を 行って いる。 サン プリ ング 調査で 
は、 これまでに、 仕様 や 入札 参加 条件な どを 見直して 競争 性の 拡大を 図る こと、 
同種 民生 品と の 比較な どを 通 じて 予定 価格の 適正 性を 更に 追求す る こと、 防衛 装 
備品の 特殊性を 踏ま えた 調達の 検討が 必要で ある ことな どが 指摘され た。 

また、 本会議は、 平成 12 年度 予算に おいて、 来年 1 月の 中央 省庁な どの 改革に 
合わせ 発展 的に 解消し、 新たに 「防衛 調達 審議 ¥」 が 設置され る ことに なった。 

③  防衛 調達 業務に 係る 教育 • 研修の 充実 

調 本、 各 幕僚 監部 などに おいて、 研修、 課程 教育の 新設、 拡充な どを 実施す る 
とともに、 更 なる 見直しに ついても 実施 中で ある。 また、 倫理 教育に ついても、 

各 研修に おいて 実施し、 調達 業務に 従事す る 各人の 意識 改革を 徹底して いく。 

(3)  自衛隊 員の 再 就職の 在り方の 見直し 

① 再 就職 手続 

昨年 8 月に 成立した 自衛隊 法の 改正 (本年 7 月 1 日 施行） により、 長官の 承認を 
要する 再 就職の 範囲を 拡大す ると ともに、 長官に よる 再 就職の 承認 状況の 国会へ 
の 報告 義務を 定めた。 

また、 自衛隊 離職者 就職 審査 会の 意見 も 踏まえ、 具体的な 承認 基準な どを 定め 
ると ともに、 審査の ための 所要の 要員 も 増員した。 

自衛隊 離職者 就職 審査 会に ついても、 昨年 11 月に 関係 政令を 改正 （同月 施行） し、 
委員を すべて 部外 有識者と した。 


i) 幾つかの 標本を 抜き取 っ 
て 調査し、 全体を 評価す る 
方法 (抜き取り 検査)。 


ii) 国家 行政 組織 法 第 8 条に 
基づく 審議会。 


iii) 任期 制 自衛官な どは 適用 
除外 0 


iv) 従来は、 5 人のう ち 3 人 
は 防衛庁、 人事院、 総務庁 
の 職員を 任命。 
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第 4 節 新しい 時代に 向けた 管理 施策 


人事を めぐる 新たな 施策を 反映した 審議会 • 審査 会  ② 再 就職 支援な ど 

• 退職 自衛官の 公的 部門に おけ 
る 採用な どを 推進す る。 

• 就職 援護 策を 推進 (雇用 情報の 
ネッ ト ワーク 化、 職業訓練 など 
の 見直し） する。 


過 払 事 案への 対応 

防衛庁は、 背任 事件に 至った 東洋通 信 機と ニコー 電子 事 案に 対し、 損害賠償 額を 
東洋通 信 機㈱ について は 約 62 億円、 ニコー 電子㈱ について は 約 31 億円と 確定し、 昨 
年 2 月、 返還 請求を 行った。 これに 対し、 ニコー 電子㈱ は、 同年 3 月、 防衛庁の 請 
求 額 どおり 国に 一括 返納した。 一方、 東洋通 信 機㈱ は、 防衛庁の 請求額の 全額 (約 62 
億円） を 支払う 意思が なく、 同年 2 月、 債務 不 存在 確認の 訴えを 東京 地方裁判所に 提 
i) 民法 第494 条  起し、 約 22 億円を 供託した。 防衛庁は、 法務大臣 に対して 訴訟 提起 依頼を 行い、 同 

年 3 月、 国 (代表は 法務大臣） から 同社に 対して、 供託金 額を 差し引いた 約 40 億円の 
損害賠償 及び 遅延 損害 金の 支払を 求める 反訴を 東京 地方裁判所に 提起し、 両 訴訟は、 
現在 も 係属中で ある。 

また、 日本航空 電子 工業㈱、 日本 電気㈱、 ㈱ 富士通 ゼネ ラル 及び 日本 電気 電波 機 
器 エンジニア リ ング㈱ に対する 過 払いに ついても、 損害賠償 額を それぞれ 約 77 億円、 
約 318 億円、 約 1 億 6,  000 万円、 約 44 億円と 確定し、 昨年から 本年 3 月までに 返還 請求 
を 行い、 全額が 国に 返還され た。 

また、 制度 調査に より 過 払いが ある ことが 判明して いる㈱ トキ メ ック 及び 東 急 車 
輛 製造㈱ について は、 現在、 過 払い 額 算定の ための 調査を 進めて いると ころで ある。 

防衛庁と しては、 過 払いが 判明して いる 企業に ついては、 徹底的な 調査を 行い、 
できる 限り 速やかに、 過 払 事 案 処理 要領に 従い 過 払い 額を 算定し、 返還 請求を 行う 
ことと している。 また、 他の 企業に おいて 過 払いが 生じて いない か 確認す るた め、 監査 
法人を 活用す るな どして 企業の 会計 システムの 適正 性な どの 調査に 取り組んで いる。 
入札に 関する 諸問題への 対応 

過 払 事 案への 取組の 中、 昨年 秋、 石油 製品 入札 談合 問題 や 自衛 艦の 修理 契約 問題 
などが 生起した ことを 防衛庁と して 深刻に 受け止め、 それぞれの 問題に ついて 改善 
措置を 講じる とともに、 昨年 11 月から 防衛庁 自 ら 入札 契約の 競争 性の 確保な どに 取 
り 組んで いる。 


Jj 日 J  _ _ 新』 


1 公正 審査 会 1( 委員 11 名） 

I 防衛 人事 審議会 |( 委員 16 名） 

任務: 隊員の 不服 申し立て に関する 調査 

H 第一 部会 I 陸上 自衛官 等の 審査 

H 第二 音 B 会 | 海上 自衛官 等の 審査 

-1 公正 審査 分科会 1( 委員 5 名） 

任務： 隊員の 不服 申 し 立てに 関する 審査 

H 第三 部会 1 航空 自衛官 等の 審査 
r| 第 四 部会 | 施設 庁 職員 等の 審査 

H 離職者 就職 審査 分科会 1( 委員 5 名） 

任務： 隊員の 再 就職 及び 官民 交流の 実施 
計画に 関する 審査な ど 

H 第五 部会 1 内局 職員 等の 審査 

一^職 員" 他 通 問 誼 部会 (委員 6 名） 

任務： 給与 法に 定める一 定 事項の 政令 
案な どへの 意見 及び 職員の 処遇 
の 基準な どに 関する 調^ 義など 

1 自衛隊 離職者 就職 審査 会 1( 委員 5 名） 
任務： 隊員の 再 就職に 関する 審査 

1 自衛隊 員 倫理 審査 会 1( 委員 5 名） 

任務： 隊員の 職務に 関する 倫理の 保持に 関する 
長官の 事務の 補佐 
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(1)  石油 製品 入札 談合 問題に 対する 防衛庁の 取組 

公正取引委員会は、 昨年 10 月、 調 本 発注 石油 製品の 入札に 関して 独占 禁止 Si こ 違 
反する 犯罪が あった として、 コスモ 石油㈱ の ほか 1〇 社を 検事総長に 告発す る とと も 
に、 昨年 11 月には、 石油 製品 販売 会社 11 社に 対し、 排除 勧告を 行い、 調 本に 対して 
も 入札に おける 公正 かつ 自由な 競争を 確保し、 入札 制度の 適切な 運用を 行うた めの 
改善 措置を 講ずる ことな どを 要請した。 

また、 東京 高等 検察庁は、 昨年 11 月、 11 社と 関係会社の 従業員 9 名を 独占禁止法 
違反の 罪に より、 東京 高等裁判所に 起訴した。 

防衛庁では、 98( 同 10) 年 11 月に、 会計検査院 により、 航空 タービン 燃料 (JP  -  4) 
の 調達に 関し、 競争 入札が 十分に 行われて いないな どと 指摘され たこと を 受け、 次 
のよう な 措置を 講じ、 調達 事務の 適正 化を 図った。 

①  燃料の 市況を 考慮 するとと もに、 見 積 資料を 徴収す るな どして 予定 価格の 算定 
方法を 見直し、 その 算定 事務の 適正 化を 図る。 

②  指名の 範囲を JP-  4 が 供給 可能な すべての 会社に 拡大す る とともに、 再 予定 価 
格を 容易に 推定され る ことのな いよう、 予定 価格の 取扱いに 十分 配 意し、 契約 事 
務の 適正 化を 図る。 

また、 その他の 石油 製品に ついても、 JP- 4 と 同様の 措置を 講じて おり、 これら 
の 入札 事務に ついては、 改善が 図られて いる。 さらに、 防衛庁は、 公正取引委員会 
の 要請 も 踏まえ、 複数の 担当者に よる 入札 事務の 実施 や 管理者の 立 会な どの 監督 体 
制の 見直し、 研修な どに よる 入札に 係る 情報の 管理の 徹底な どの 措置を 講じ、 再発 
防止に 万全を 期して いる。 

また、 コスモ 石油㈱ ほか 6 社に ついては 昨年 10 月から、 扶桑 石油㈱ ほか 3 社に つ 
いては 同年 11 月から、 それぞれ 9 か 月間の 取引 停止 措置を 行った。 取引 停止 期間 中 
においては、 取引 停止 会社 以外から 最大限 調達す るとの 方針の 下、 取引 停止 措置を 
受けて いない エツソ 石油㈱ 又は モー ビル 石油㈱ などから できる 限り 調達し、 その上 
で 取引 停止 会社の 子会社 や 関連会社を 除いた 独立 系 店から 調達を 行った ところで あ 
るが、 それでも 必要 量を 確保で きなかった 場合には、 我が国 防衛 上 支障を 生じさせ 
ないよう 必要 量を 確保す る 観点から 取引 停止 会社からの 調達を 行った。 

(2)  自 偉? 艦の 修理 契約 問題 

自衛 艦の 修理 契約に ついては、 原則として 指名 競争 入札を 行うた め 複数の 造船所 
を 指名す る ことと していた が、 指名 通知の 後、 入札 前までに 1 社を 除きす ベての 造 
船 所が 辞退し、 残りの 1 社と 随意 契約を 行って いる 状況と なって いた。 本件に つい 
ては、 昨年 11 月、 会計検査院から 改善 措置を 求める 内容の 指摘が あり、 防衛庁では、 
この 指摘の 趣旨を 踏まえ、 自衛 艦 修理の 契約 事務に ついて 調査 •分析を 行った。 こ 
の 調査 • 分析を もとに、 自衛 艦 修理は 母港 近傍の 造船所に おいて 実施す る ことが 最 
も 適切で あると いう、 従来の g 衛艦 修理の 基本的な 考え方の 趣旨 も 踏まえて 検討し 
た 結果、 次の ような 改善 措置を 講ずる ことと した。 


i)  「私的 独占の 禁止 及び 公 
正 取引の 確保に 関する 法律」 
(昭和 22 年） 

ii)  公正取引委員会は、 石油 
製品 販売 会社が 共同して、 

調 本 発注の 各 石油 製品の 受 
注に 係る 事業 活動を 相互に 
拘束し 遂行す る ことにより、 
公共の 利益に 反して、 当該 
取引 分野に おける 競争を 実 
質的に 制限した ことが、 独 
占 禁止法に より 禁止され て 
いる 不当な 取引 制限に 当た 
ると して、 検事総長に 告発 
した。 

iii)  独占禁止法 第 48 条 


iv)  現 ェッソ 石油 (有） 

v)  現 モー ビル 石油 (有） 


vi) 海上自衛隊の 艦 こは 自 
衛 艦と 支援 船が ある。 自衛 
艦には、 護衛艦、 潜水艦、 
輸送 艦、 掃海艇な どが ある。 
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①  指名 競争 入札 制度を 機能 発揮 させ 
るた めの 措置 

技術的 調査に よ り 造船 V 所の 能力 評 
価を 行い、 これに 基づき 「標準 指名 基 
準」 を 策定す る。 修理 時期の 概要の 事 
前 通知 や ドック 繰り 調査に より、 指 
名 競争 入札に 参加 しやすい 環境を 整 
備 する。 指名 競争を 行う ことの 趣旨 
を 徹底し、 入札まで 行う ことを 勧奨 
するとと もに、 辞退す る 場合は 辞退 
理由を 聴取す る。 また、 再度の 指名 
競争の 実施を 可能と する 契約 スケジ 
ユールの 見直しを 行う。 

②  当初から 随意 契約を 行う 場合の 明 
確 化 

警備 区内の 造船所で 修理を 行う と 
いう 基本的な 考え方を 明確 化する こ 
ととし、 大湊や 舞 鶴 地方 総監 部 在籍の 自衛 艦な どは、 警備 区内に 造船所が 1 か 所 
しかない 現状に おいては、 当初から 随意 契約を 行う。 また、 技術的 専門 性が 高い 
潜水艦は、 当該 艦を 建造した 造船所と 当初から 随意 契約を 行う ことを 基本と する。 
③ 予定 価格の 算定 方法の 明確 化な ど 

自衛 艦 修理の 指名 競争 入札の ための 予定 価格 算定に 当たって 適用す る 経費 率は、 
従来の 海上 幕僚 監 部が 定める 予定 価格 算定 要領では 明確に されて いなかった こと 
から、 海上 g 衛隊で 統一的な 適用 方法を 明確に するな ど、 同 要領の 見直しを 行う。 
また、 当初から 随意 契約を 行う ものな どに ついて、 予定 価格 算定 事務の 充実、 原 
価 監査 付 契約の 件数 拡充な ど、 予定 価格の 十分な チェ ッ ク 体制を 整備す る。 

⑶ 入札 契約の 監査 
① 監査の 経緯 及び 方法 

入札 契約に 関し、 上記の ような 問題が 起こった ことを 重く 受け止め、 防衛 調達 
の更 なる 透明性 • 公正 性を 確保す るた め、 昨年 10 月、 調達 改革 本部に おいて、 瓦 
防衛庁長官 （当時） は 「調達 改革の 具体的 措置」 の 推進と その 趣旨の 全隊 員への 徹底、 
さらに は 入札 契約の 問題点 を 検証で きる 電子 システム の 構築な ど を 指示した。 し 
かし、 システムの 構築には 時間が かかる ため、 同年 11 月、 防衛庁長官は 入札 契約 
に 関し、 その 手続 や 落札 状況の 監査を 可能な ものから 実施し、 改革の 継続 性を 図 
るた め、 緊急の 内部 監査を 指示した。 

監査の 方法と しては、 平成 10 年度の 競争 契約から 無作為 抽出して 会計 法令 等に 
照らした 入札 手続の 適正 性を チェ ック するとと もに、 平成 8 年度から 同 10 年度の 


ドックでの 自衛 艦 修理 


おおみな と ま いづる 
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競争 契約に ついて 落札 シェアの 推移 等、 落札 状況を チェック した。 


入札 契約の 監査を 指示す る 瓦 防衛庁長官 （当時） 


② 監査 結果と 改善 措置 

監査の 結果、 一般 競争 入札に おける 公告 期間が 十分でなかった もの、 適正な 政 
府 調達 手続が 行われて いなかった もの、 指名 競争 入札に おける 適切 かつ 十分な 数 
の 業者の 指名が 行われて いなかった もの、 予定 価格が 業者に 類推され ていた 可能 
性が ある もの、 一定期間の 落札 シェアが 固定 的 又は 規則的で あり 競争 性が 不十分 
と考えられる ものな どが 明らかになった。 

これらに ついては、 以下のような 改善 措置を 講じて いくこと としてい る。 

- 一般 競争 入札が 原則で ある こと を 改めて 認識す る とともに、 指名 競争 入札を 
行う 場合には、 契約を 履行す る 能力の ある 業者を できるだけ 多く 指名す る こと 
により、 十分な 競争 性を 確保す る。 

- 中央 調達 及び 地方 調達の 双方の 分野で 各々 連絡会議を 設置す るな どの 方法で、 
調達 要求 部署、 調達 実施 部署、 予算 部署、 監査 ♦監察 部署との 緊密な 連携を 確 
保す る。 

• 部隊な どの 掲示板での 公告に 加え、 調達に 関する ホームページを 設立しての 
公告な どに より、 できるだけ 幅広く 公告し、 競争 性、 公正 性を 確保す る。 

•  政府 調達を 適正に 実施す るた め、 研修な どを 通じて 教育の 徹底を 図る とと も 
に、 計画的な 実施に より 確実に 官報 公告し、 参入の ための 十分な 機会を 内外 無 
差別で 確保す る。 

• 予定 価格の 算定に 当たって は、 安易な 前例 価格の 採用を 避け、 なるべく 多く 
の 業者から 見 積 りを 徴 し、 関連の 物価 指標な どに も 留意 しつつ、 できる 限り 様々 


i  )URL 

http://www.jda-cpo.go.jp/ 
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に 工夫す る。 

-  落札 状況の 点検 ゃフ ォロー アッ プを 実施す る。 

• 会計 法令、 規則、 マニュアル などの 遵守を 徹底す る。 

防衛庁と しては、 このような 取組を 継続す る ことにより、 入札 契約を 含め 防衛 
調達の 更 なる 透明性 • 公正 性の 確保に 努めてい くこと と している。 
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資料 1 第二次世界大戦 後の 武力 紛争 


地域 

紛争 名 

期間 

当事者 

摘  要 

国 共 内戦 

1945 〜 49 

中国 国民 党-中国共産党 

中国 国民 党と 中国共産党の 直接 対立 化を 契機と して 中国 共 
産 党に よる 中国の 統一 

インドネシア 独立戦争 

1945 〜 49 

オランダ 〇 インドネシア 

オランダからの 独立を めぐる 紛争 

インドシナ 戦争 

1946 〜 54 

フランス— ヴ ィエ ト ナム 民主 共和国 (北 ヴィェト 
ナム） 

フランスからの 独立を めぐる 紛争 

第 1 次 印 パ 紛争 

1947 〜 49 

イン ド  パキスタン 

独立 直後の カ シミ ー ルの 帰属を め ぐる 紛争 

マラ ヤの 反乱 

1948 〜 57 

英国 共産 ゲリラ 

英領 マレー 各 州の 支配権を 握ろ うとす る 共産 ゲリ ラの 試み 

マラ ヤの 反乱 

1957 〜 60 

マラ ヤ 連邦-共産 ゲリラ 

マラ ャ 連邦 各 州の 支配権を 握ろうと する 共産 ゲリラの 試み 

朝鮮戦争 

1950 〜 53 

韓国、 米国な ど （国連)— 北朝鮮、 中国 

北朝鮮の 武力に よる 朝鮮半島の 統一の 試み 

金 門 • 馬祖 砲撃 

1954 〜 78 

台湾# 中国 

金 門 • 馬祖両 島を めぐる 砲撃、 宣伝戦 

ァ 

ラオス 内戦 

1959 〜 75 

ラオス 政府 (右派、 中立 派)— パテ ト • ラオ (左派）、 
北 ヴィエト ナム 

ラオス 政府と 北ヴ ィエ ト ナムの 支援を 受けた パテ ト • ラオ 
軍との 間の 紛争 

チべ ッ ト 反乱 

1959 

ダ ライ • ラマ 派-中国 政府 

チべ ッ ト 問題を めぐる ダ ライ • ラマ 派の 反乱 

中 印 国境 紛争 

1959 〜 62 

イン ド— 中国 

国境線を めぐる 紛争 

ヴィエ ト ナム 戦争 

1960 〜 75 

南 ヴィエ ト ナム、 米国な ど— 南ヴ ィエ ト ナム 民 
族 解放 戦線、 北 ヴィェト ナム 

米国の 支援を 受けた 南 ヴィエト ナム 政府と 北 ヴィエ ト ナム 
及び 南 ヴィエ ト ナム 民族 解放 戦線との 間の 紛争 

ゴァ 紛争 

1961 

イン ド— ポル ト ガル 

イン ドに よる ポル ト ガル 領 ゴアな どの 植民地の 併合 

西イ リアン 紛争 

1961 〜 62 

イン ドネ シア 〇 オランダ 

西 ニュー ギニアの 領有 をめ ぐる 紛争 

マ レイ シア 紛争 

1963 〜 66 

英国、 マ レイ シア— フ ィリ ピン 

北 ボル ネオの 領有を めぐる 紛争 

マ レイ シア 紛争 

1963 〜 66 

英国、 マ レイ シア 〇 インドネシア 

マ レイ シア 結成に 反対した イン ドネ シアの 対決 政策 

第 2 次 印 パ 紛争 

1965 〜 66 

イン ド— パキスタン 

カ シミ ー ルの 帰属 をめ ぐる 紛争 

ジ 

中ソ 国境 紛争 

1969 

中国 〇 ソ連 

国境を めぐって 珍宝 島 （ダマン スキー 島）、 新 彊裕民 地区な 
どで 衝突が 発生 

カンポ ディア 内戦 

1970 〜 75 

カン ボディ ア 政府— カンプ チア 民族 統一戦線 

政府 （ロン ノル 派） と 民族 統一戦線 （シハ ヌーク 派 •カンポ デ 
ィア 共産党） との 内戦 

第 3 次 印 パ 紛争 

1971 

インド、 バングラデシュ-パキスタン 

バングラデシュ （東 パキスタン） の 独立を 契機と した 紛争 

西沙 群島 紛争 

1974 

南 ヴィェ ト ナム〜 中国 

西沙 群島の 領有 をめ ぐる 紛争 

チ モール 内戦 

1975 〜 78 

親 インドネシア 派 • インドネシア （義勇兵) 〇即 
時 独立 派 (左派） 

ポル ト ガルの 非 植民地 化 政策に 伴う 内戦 

ヴ ィエ ト ナム • カン ボディ 
ア 紛争 

1977 〜 91 

ヴ ィエ ト ナム 〇 カンポ ディア 

ヴ ィエ ト ナムと カンポ ディアとの 国境 紛争と ヴィエト ナム 
の カン ボディ ア への 軍事介入 

ァ 

中越紛争 

1979 

中国 〇ヴ ィエ ト ナム 

ヴ ィエ ト ナムの カンポ ディアへの 軍事介入に 反対す る 中国 
とヴ ィエ ト ナムと の 紛争 

タジク 紛争 

1992 〜 97 

タジキ スタ ン 政府 〇 反政府 イス ラム 武装 勢力 

1 992 年の 内戦 後、 アフガ ン 領内 に 流出した イス ラム 系 武装 
勢力と タジク 政府との 間の タジク • アフガン 国境 地域での 
紛争 

1997.6 和平協定 成立 

カンポ ディア 武力衝突 

1997 〜 98 

ラナ リッ ト 第 1 首相 （当時) 派 部隊*- フン • セン 
第 2 首相 派 部隊 

政府の 主導権を握る ラナ リッ ト 第 1 首相 (当時) 派 部隊と フ 
ン • セン 第 2 首相 派 部隊との 武力衝突 

ジャンム ー. カシミール 地 
方に おける 戦闘 

1999 

インド— イスラム 武装 勢力 

ジャンムー. カシミール 地方に おける、 パキスタンから 侵 
入した 武装 勢力と インド 軍との 戦闘 

黄海に おける 銃撃 戦 

1999 

韓国 0 北朝鮮 

「北方 限界 線」 を 越境した 北朝鮮 警備艇な どと 韓国 警備艇の 
間の 銃撃 戦 

中 

東 

第 1 次 中東 戦争 

1948 〜 49 

イスラエル— エジプト、 シリア、 ジョル ダン、 
レバノン、 イラク 

イス ラエル 国家の 独立を 否定す る アラ ブの 試み 

アルジェ リア 戦争 

1954 〜 62 

フランス 政府 _FLN 
(アルジェリア 民族 解放 戦線） 

フランスから の 独立を め ぐる 紛争 

サイ プラス 紛争 

1955 〜 59 

英国 政府# E0KA 
(サイ プラス 戦士 全国 組織） 

英国の 支配を 排除して サイ プラスを ギリシアと 併合 させよ 
うとした ギリ シア 系 住民の 試み 

北 

第 2 次 中東 戦争 

1956 

英国、 フランス、 イスラエル 〇 エジプト 

スエ ズ 運河 をめ ぐる エジプト と英 仏間の 紛争、 イスラエルは 
英仏 側で 参戦 

ァ 

レバノン 出兵 

1958 

レバノン 政府、 米国 〇 レバノン 反乱 派 

キリス ト 教徒 大統領 シャムーン が 再度 就任 しようと したた 
め、 反乱が 発生。 米国は レバノン 政府の 要請で 派兵 

フ 

クウ ェイ ト 出兵 

1961 

クウ ェイト、 英国 〇 イラク 

イラクが クウ エイ ト 併合を 図った ため、 英国が 派兵 

イエ メ ン 内戦 

1962 〜 69 

イエメン 政府、 エジプト 〇 イエメン 王党 派 

共和 政府に 対する 王党 派の 闘争 

•J 

力 

サイ プラス 内戦 

1963 〜 64 

サイ プラス 政府、 ギリシア 〇 トルコ 系 サイ ブラ 
ス 人、 トルコ 

ギリ シア 系 サイ プラス 人の 権力 強化に 反対す る トルコ 系サ 
イプ ラス 人の 反発 

アルジェ リア •モロッコ 国 

境 紛争 

1963 〜 88 

アルジェ リア_ モロッコ 

国境 地区の 領有 をめ ぐる 紛争 
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地域 

紛争 名 

期間 

当事者 

摘  要 

第 3 次 中東 戦争 

1967 

イスラエル— エジプト、 シリア、 ジョル ダン 

イス ラエ ルの 独立 保持 をめ ぐる 紛争 

第 4 次 中東 戦争 

1973 

イスラエル— エジプト、 シリア 

アラブ が 第 3 次 中 東 戦争に よって イスラエルに 占領され た 
失地の 回復を 企図した 紛争 

西 サハラ 紛争 

1973 〜 

モロッコ 政府、 モーリタニア 政府 (78 年、 モーリ 
タニアは ポリ サリ オ 解放 戦線と 平和協定を 締結） 
ー ポリ サリオ 解放 戦線 (アルジェ リアが 支援） 

スペイン領サハラ （西 サハラ） から スペイン 撤退 後の 主権を 
巡る 紛争 

1988.8 モロッコと ポリ サリ オ 解放 戦線は 帰属 を 住民投票 
で 決定す る こと で 合意 (その後 住民投票は 実施され 
ず） 

97.9 モロッコと ポリ サリ オ 解放 戦線は、 88 年の 合意の 
実施を 妨げて い た 諸問題に つき 原則 合意 

中 

東 

サイ プラス 紛争 

1974 〜 

サイ プラス 〇 トルコ 

中立 派 大統領 （マ カ リオス） の 追放に よる サイ プラスの ギリ 
シアへの 併合 阻止 及び トルコ 系 住民の 保護の ため トルコが 
軍事介入 

レバ ノ ン 内戦 

1975 〜 76 

キリス ト 教徒 右派— イスラム教徒 左派 

各宗 各派 間の 政治的、 経済的 利益を めぐる 紛争 

1976. 1 0 アラ ブ 首脳会議で 停戦 及び アラブ 骑 ぢ夬定 

南北 イエメン 紛争 

1978 〜 79 

北 イエメン ー 南 イエメン、 反 北 イエメン 政府 グ 
ループ 

政府 軍 と 北 イエメン 民族 解放 戦線な どの 反政府 グループ、 
南 イエメン 軍に よる 国境 付近に おける 紛争 

アフガニスタン 紛争 

1979 〜 89 

カルマル 政権、 ソ連— 反 カルマル •反ソ 勢力 
1986.5 以降、 ナジブラ 政権、 ソ連 〇 反 ナジブラ 
•反ソ 勢力 

タラキ • ア ミン 政権の 土地改革 などに 対する 反抗が 国内で 
続いて いたが、 ソ連が これに 軍事介入 

1989.2 ソ連 軍 撤退 完了 

北 

アフガニスタン 内戦 

1989 〜 

1989.2 以降、 ナジブラ 政権 〇 反 ナジブラ 政府 勢 
力 

1992.6 以降、 ラバニ 政権— 反 ラバニ 政府 勢力 
1996.9 以降、 タリ バーン 政権 〇 反 タリ バーン 政 
府 勢力 

ソ連 軍 撤退 後 も 内戦が 継続 

ア 

イラン • イラク 紛争 

1980 〜 90 

イラン _ イラク 

国境 河 j  1 1 の 領有 権な どを めぐる 紛争 

1990.9 和平 合意 

フ 

レバノン 紛争 

1980 〜 

キリス ト 教徒 右派 （イスラエル、 イラク 支援） 〇 
アラブ 平和維持軍 （シリア 軍） • イスラム教徒 左 
派 

キリス ト 教徒 右派 と イスラ 厶 教徒 左派と の 抗争に シリ アが 
介入 

1990.11 政府 軍 首都 ベイル ー トを 掌握 

1991.5 レバノン. シリア 協力 条約 
その後 も 内戦は 継続 

リ 

レバノン 侵攻 

1982 

イスラエル— PL0、 シリア 

PL0 制圧の ため、 イスラエル 軍 レバノン に 侵攻 （1 985、 撤退 
完了） 

スーダン 南部 内戦 

1983 〜 

スーダン 中央政府-南部 反政府 勢 力 （スーダン 人 
民 解放 軍な ど） 

細部は 武装 勢力の 分裂に より 不明 

スー ダン 中央政府に よる 南部 3 州の アラブ 化 政策に 反発す 
る 南部 反政府勢力と の 間の 紛争 

力 

トルコ • クル ド 紛争 

1994 〜 

トルコ 政府 _PKK (クル ド 労働者 党） 

「クルディスタンの 分離. 独立と 統一」 を 志向す る PKK の 反 
政府 武装 ゲリラ 闘争 

1999.2 オジャ ラ ン PKK 党首 逮捕 

湾岸 危機 

1990 〜 91 

イラク— クウ ェイ ト、 米国、 英国、 サウ ディ • 
アラビア、 エジプト など 

イラクが クウ エイ ト に 侵攻、 米国、 英国 等 28 か 国が 国連 決議 
を 受けて 派兵 

1991.4 正式 停戦 

イエメン 内戦 

1994 

ザーレ ハ 大統領 (北） と ベイ ド 副大統領 (南） を 中 
心と する 旧 南北 政治 指導者 

統一 後の 政治 運営を めぐり 旧 南北 指導者 層 間での 対立が 激 
化、 旧 南北 両軍の 衝突で 内戦に 突入 
北 軍の アデン 制圧で 内戦 終結 

コンゴ ー 動乱 

1960 〜 63 

コンゴ ー 政府— 分離派、 ベルギー 

コンゴ ーの 統一 保持に 対する 分離 独立 派の 反乱、 国連に よ 
る 調停で 国家 統一 保持 

中 

南 ローデシア 紛争 

1965 〜 79 

南 ローデシア 政府— ZANU 

(ジンバブエ •アフリカ 民族 同盟） 、ZAPU  ( ジン バ 

ブエ •アフリカ 人民 同盟） 

スミス 白 人 政権 と 黒人 ゲリラ 組織と の 紛争 

部 

ナイ ジェ リア 内戦 

1967 〜 70 

ナイ ジェリ ア 政府— ビ アフラ 州 

ナイ ジヱリ アの 統一 保持に 対する 分離 独立 派に よる 紛争 

. 

ルワンダ 内戦 

1990 〜 94 

ル ワン ダ 政府— RPF  (ル ワン ダ 愛国 戦線） 

フツ 族に よる 政権と ツチ 族 主導の RPF との 間の 紛争 

南 

ナミビア 独立 紛争 

1975 〜 90 

南アフリカ 政府— SWAP0 
(南西 アフリカ 人民 機構） 

ナミ ビアの 独立を 求める SWAP0 と 南アフ リカ 政府との 対 
立 

部 

ア 

アンゴラ 内戦 

1975 〜 91 

MPLA (アンゴラ 解放 人民 運動)— FNLA (アンゴラ 
民族 解放 戦線）、 UNITA (アンゴラ 全面 独立 民族 
同盟) FNLA は アン ゴラ 独立 後 弱体化 

ポル ト ガルから の 独立 (1 975.11) に 伴つ た 解放 グルー プ 間の 
対立 抗争 

フ 

リ 

モザンビーク 内戦 

1975 〜 91 

モザンビーク 解放 戦線 (FRELIM0)  〇 反政府 組織 
モザンビーク 民族 抵抗運動 (RENAM0) 

1975 年の ポル ト ガルからの 独立 以来 続いた 社会主義 路線を 
歩む 政府 勢力 FRELIM0 と 南アフリカ 共和国の 支援を 受けた 
RENAM0 との 糸 分 争 

力 

エティ オビア • ソマリア 紛 

争 

1977 〜 78 

エティ オビア-西 ソマリア 解放 戦線、 ソマリア 

オガデン 地方を めぐる 紛争 

エティ オビア 内戦 

1962 〜 93 

エ ティオ ピア 政府 _エ リト リア •ティ グ レ 解放 
勢力 

政府と エリ ト リア 州 •ティグレ 州の 分離 独立を 要求す る 反 
政府 勢力との 紛争 

1993.5  エリトリア 独立 
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地域 

紛争 名 

期間 

当事者 

摘  要 

チャード. リビア 紛争 

1960 〜 94 

チャー ド〇リ ビア 

政権を めぐる 部族 間の 対立 とアオ ズ 地区の 領有 をめ ぐる チ 
ャード •リ ビア 間の 対立 

1994.5 リ ビア 軍が ア オズ 地区から 完全 撤収 

中 

部 

ソマリア 内戦 

1988 〜 

バーレ 政権— 反政府勢力、 その後 複数の 武装 勢 
力 間 

北部で 激化した バーレ 政権と 反政府 ゲリラとの 間の 戦闘が、 
全国に 波及し、 複数 勢力 間の 内戦に 発展 

リベリア 内戦 

1989 〜 97 

ドウ 政権— NPFL (国民 愛国 戦線）、 そ の 後 複数の 
武装 勢力 間 

ドウ 政権と NPFL との 間の 武力 闘争が 発展 • 複雑 化した、 複 
数 勢力 間の 内戦 

1997.7 大統領選挙 等が 行われ、 NPFL の テーラー 議長を 大 
統領に 選出 

南 

ザイール 内戦 

1996 〜 97 

モブツ 政権— コンゴ • ザイール 解放 民主 勢力 連 
盟 (ADFL) 等 

サイ ー ル 東部 地域の ツチ 族 系 住民 バニ ャ ムレ ンゲ が、 武装 
蜂起した ことを 契機に 始まった、 モ ブツ 大統領の 独裁 政権 
とそれ に 反対す る 勢力の 武力 闘争 

1997.5 コンゴー. ザイール 解放 民主 勢力 連盟 (ADFL) がコ 
ン ゴー 民主 共和国への 国名 変更を 宣言 

部 

ア 

シェラ. レオーネ 紛争 

1997 〜 98 

AFRC (軍事 革命 評議会 WEC 〇 M0G 洒 アフリカ 
諸国 経済 共同体 平和維持軍） 

下級 兵士の クーデター （民選の カノ  く 大統領を 追放) により 発 
足した AFRC 政権と 民政 回復を 求めた ナイ ジ I リア、 
EC0M0G との 紛争 

1998.5 カバ 大統領が 帰国 

フ 

コンゴ 共和国 内戦 

1997 

政府 軍— 前大統領 派 （アンゴラ が 支援） 

大統領選挙 をめ ぐって リス/ く 大統領 派 (政府 軍） とサス •ン 
ゲ ソ 前大統領 派の 私兵が 衝突 

1997.10 ザス • ンゲソ 前大統領が 大統領に 復帰 

リ 

ェティ オビア •ェリ ト リア 

1998 〜 

エ ティオ ピア— エリ ト リア 

両国 間の 未確定の 国境線を めぐる 紛争 

紛争 

2000 

2000.6 両国が 休戦 合意 受け入れ 

ギニア • ビサオ 内戦 

1998 〜 

政府 軍— 元 参謀長 派 

大統領 派と 元 参謀長 派と の 紛争 

力 

コンゴ ー民 主 共和国 内戦 

1998 〜 

カ ビラ 政権 (アンゴラ 等が 支援)— DRC (コンゴー 
民主 連合) 等の 反政府勢力 （ル ワン ダ 等が 支援） 

ツチ 族と フ ツ 族の 対立に 起因す る 、カ ビラ 大統領 率いる 政 
府 軍と 反政府勢力との 紛争。 周辺諸国を 巻き込んで 拡大 

アンゴラ 内戦 

1998 〜 

政府 軍— UNITA (アンゴラ 全面 独立 民族 同盟） 

政府 軍と 反政府勢力 UNITA と の 紛争 

シェラ • レオーネ 内戦 

1998 〜 

EC0M0G  (西 アフリ カ 諸国 経済 共同体 平和維持 
軍)— RUF  (革命 統一戦線） 

政府を 支援す る ナイ ジェリ ア 主導の EC0M0G と 旧 軍事政権 
の 兵士が 合流した 反政府勢力 RUF との 紛争 

ギリシア 内戦 

1946 〜 49 

ギリシア 政府— ELAS 
(ギリシア 人民解放軍） 

共産党が 反乱軍を 指導 して 山岳を 利用し た ゲリ ラ 戦を 展開 

ベ ルリ ン 封鎖 

1948 〜 49 

英国、 米国、 フランス ー ソ連 

ソ連に よる 西べ ルリ ン への 交通路 しゃ 断を めぐる 紛争 

ハンガリー 動乱 

1956 

ハンガリー 政府、 ソ連 〇 ハン ガリー 民族主義 派 

ハン ガリ ー国 民の 民族 革命的 運動に 対する ソ連の 介入、 これ 
に対する 運動 

チェッコ 事件 

1968 

チェッコ. ス ロヴア キア ソ連を 含む ワル シャ 
ワ 条約 機構 加盟 5 か 国 

チェッコ • ス ロヴァ キアの 自由化を 阻止す るた めの 武力 介 
入 

欧 

北アイルランド 紛争 

1969 〜 98 

力 ト リック 系 過激派 組織 〇 プロテスタント 系 過 
激派 組織 

北 アイ ル ラン ドの 少数派で ある カトリック 系 住民の 地位 向 
上と 独立を めぐる 紛争 

1998 年に 和平 合意 

ナ ゴル ノ • カラ バフ 紛争 

1988 〜 

アゼル バイ ジャン# アル メ ニア 武装 勢力 

アゼルバイジャン、 ナ ゴル ノ. カラ バフ 自治 州の アル メニ 
ア系 住民が アルメニアへの 帰属 換えを 要求し、 アゼル バイ 
ジャン 軍と 武力衝突 

ルーマニア 政変 

1989 

チャウシ ヱス ク 政権 （国内 軍 • 秘密警察)— ルー 
マニア 民主化 グループ (ルーマニア 人民軍） 

独裁、 抑圧 政策を 強行す る チャウシェスク 政権を 民主化 運 
動 グループ 及び 市民 側 を 支持す る 人民軍が 打倒 

アブハジア 紛争 

1991 〜 

アブハジア— グルジア 

グルジア 共和国 アブ ハ ジア 自 治 共和国が 「アブ ハ ジア 共和国」 
として 独立宣言。 グルジア 政府と 武力 紛争 

スロヴェニア 内戦 

1991 

スロヴェニア-旧 ユーゴ 連邦 軍 

旧 ユーゴ 連邦からの 独立を 目指す スロヴェニアと それを 阻 
止すべく 介入し た 連邦 軍 側と の 紛争 

1991 年 7 月 停戦 成立 

クロアチア 内戦 

1991 〜 95 

クロアチア— 旧 ユーゴ 連邦 軍、 セルビア 人 武装 
勢力 

旧 ユーゴ 連邦からの 独立を 目指す クロアチアと それを 阻止 
すべく 介入し た 連邦 軍 側と の 紛争 

旧 ユーゴ 連邦 解体 後 も セルビア 人 武装 勢力との 内戦が 継続 
1995 年 11 月に 和平協定 成立 

州 

ボスニア. ヘルツ: L ゴヴィ 
ナ 内戦 

1992 〜 95 

ムス リム 政府 (武装) 勢力、 クロアチア 人 武装 勢 
力— セルビア 人 武装 勢力 

ボスニア. ヘルツ ェゴ ヴ ィナの 旧 ユーゴからの 独立 問題を 
契機と した ムス リム、 セルビア 人、 クロアチア 人 3 民族 間 
の 勢力 争い 

1995 年 12 月に 和平協定 成立 

チェ チヱ ン 紛争 

1994 〜 96 
1999 〜 

ロ シア 政府— チ ェ チェ ン 武装 勢力 

ロシアからの 独立を 目指す チヱ チ ヱ ン 共和国 武装 勢力と そ 
れを 阻止し ようとす る ロシア 政府との 紛争 

1996 年に 停戦 合意。 1999 年から 武力衝突。 

コ ソヴォ 紛争 

1998 〜 99 

ユーゴ 連邦政府、 セルビア 共和国 政府— アルバ 
ニア 系 武装 勢力 

ユーゴ 連邦から の 独立を 目指す アルバニア 系 武装 勢力と そ 
れを 阻止し ようとす る ユー ゴ 連邦政府 及 び セル ビア 共和国 
政府との 紛争。 1999 年 ユー ゴース ラヴィ ア 連邦政府、 米欧 
露 提示の 和平 案を 受諾。 
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地域 

紛争 名 

期間 

当事者 

摘  要 

米 

州 

グァテマラ の 反革命 

1954 

グァテマラ 政府 〇 反革命 派 

政府 の 農地改革な どに 反抗し た 保守 勢力 の クーデターで 政 
権が 交代 

キューバ 革命 

1956 〜 59 

バチ スタ 政権# 反政府 派 

極端な 弾圧 政策の ため 国民の 支持を 失った バチ スタ 政権を、 
反政府 派が 打倒 

キューバ 進攻 

1961 

キ ューバ 政府-- キュ ーバ 亡命者 

在米 キュ ーバ 人が キ ューバ に 進攻し て 敗退 

キュ ーバ 危機 

1962 

米国 •ソ連、 キューバ 

ソ連の 中距離 ミサイルが キューバに 持 込まれた ことから 起 
きた 危機 

ヴ エネズ エラの 反乱 活動 

1962 〜 63 

ヴ エネズ エラ 政府— 反乱 派 

社会 改革の 穏健派の 政権に 対する 共産党、 M 旧な どの 反乱 
活動 

ドミニカ共和国 内乱 

1965 

ドミニカ 政府、 米国— 反乱 派 

若手 将校 グルー プが 立憲主義 復帰 を 目指して 反乱を 起こし 
たこと から 内戦 状態に 発展、 米軍 及び 米 州 機構 平和維持軍 
が 介入 

ニカラグァ 内戦 

1979 〜 90 

ニカラグァ 政府 0 反政府 派 

サンディ ニ スタ 民族 解放 戦線 

(FSLN) な どに よる 革命 • 政権 樹立 後、 同 政権の 左傾 化に 反 
対する 勢力 （コントラ） が ゲリラ戦を 展開 

エル. サルヴァ ドル 内戦 

1979 〜 92 

エル • サルヴァ ドル 政府— 反政府 派 

ファラ ブンド • マルチ 民族 解放 戦線 (FMLN) が 現 政府 打倒 
のた め ゲリラ戦を 展開 

フォークランド （マルビ ーナ 
ス) 紛争 

1982 

英国 〇 アルゼン テイン 

フォークランド （マルビー ナス） 諸島の 領有 権を めぐる 軍事 
衝突 

グレナダ 派兵 

1983 

グレナダ 反乱 派— 米国、 ジャマイカ、 バルバ ド 
ス、 東 カリブ海 諸国 

東 カリ ブ海 諸国 機構 設立 条約加盟国が 同 条約に 基づく 集団 
措置と して、 また、 米国な どが 上記 措置への 支援の 要請に 
応じて、 グレナダに 派兵 

パナマ 派兵 

1989 

米国 _ パナマ 

パナマの 実権を 握る ノリエ ガ 国防 軍 最高 司令官 と 米国との 
間の 対立 

資料 2  各国の 主要な 核 戦力 


米  国 

ロシア 

霁  国 

フランス 

中  国 

サ 

ィ 

ノレ 

ICBM 

(大陸間弾道ミサイル） 

550 基 

ミニ ッ ト マン HI 型 500 
ピー スキー パー  50 

771 基 

SS-18 型  180 

SS-19 型  U)0 

SS-24 型  46 

SS-25 型  370 

SS-27 型  15 

若干 基 

DF-5  (CSS-  4 ) 

IRBM 

MRBM 

約 70 基 

DF-3  (CSS-  2 ) 

DF-4  (CSS-  3 ) 

DF-21  (CSS-  5 ) 

SLBM 

(潜水艦 発射 弾道 

ミサイル） 

432 基 

ト ライデン ト C-4 型 

192 

ト ライデン ト D-5 型 

240 

(弾道 ミサイル 搭載 原子 
力 潜水艦 18 隻） 

332 基 

SS-N-  8 型  48 

SS-N-18 型  112 

SS-N-20 型  60 

SS-N-23 型  112 

(弾道 ミサイル 搭載 原子 
力 潜水艦 21 集） 

48 基 

ト ライデン ト D-5 型  48 

(弾道 ミサイル 搭載 原子 
力 潜水艦 3 隻） 

64 基 

M-  4 型  64 

(弾道 ミサイル 搭載 原子 
力 潜水艦 4 隻） 

12 基 

CSS-N-3  12 

(弾道 ミサイル 搭載 原子 
力 潜水艦 1 隻） 

長距離 (戦略) 爆撃機 

”5 機 

B-2  21 

B-52  94 

74 機 

TU-95( ベア）  68 

TU-160  6 

(ブラ ッ ク ジャック） 

(注） 1 資料は、 ミリタリー •バランス （1999 〜 200 0) などに よる。 

2  ロシアの TU-160 には、 ウクライナから 移転され る 8 機を 含まない。 
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資料 3  主要 核 ミ サイ ルの 性能 緒 元 


区分 

国另 IJ 

名  称 

射程 (km) 

弾頭 (威力） 

誘導 方式 

備  考 

ICBM 

米 

国 

ミニ ッ ト マン in 

13,000 

MIRV 

(335KTX  3 ) 

情  性 

固 燃 3 段 

ピース キーパー 

9,600 

MIRV 

(500KTX10) 

情  性 

固 燃 3 段 

□ 

シ 

ア 

SS-18 

9,250 〜 
16,000 

MIRV(500KTX10 

又は 

900KTX  8 ) 

又は 

単 弾頭 (20 〜 24MT) 

慣  性 

液 燃 2 段 

SS-19 

9,000 

MIRV(750KTX6) 

情  性 

液 燃 2 段 

SS-24 

10,000 

MIRV 

(550KTX10) 

價  性 

固 燃 3 段 

SS-25 

10,500 

単 弾頭 (550KT) 

情  性 

固 燃 3 段 

SS-27 

10,500 

単 弾頭 (550KT) 

憒  性 

固 燃 3 段 

中 

国 

DF-5  (CSS-  4  ) 

12,000 〜 
13,000 

単 弾頭 （3 〜 4MT) 

憒  性 

液 燃 2 段 

SLBM 

米 

国 

ト ライデン ト C 一 4 

7,400 

MIRV(100KTX8) 

情 性  + 

天  測 

固 燃 3 段 

ト ライデン ト D—5 

12,000 

MIRV(100KTX8 
又は 475KTX8) 

慣 性  + 

天  測 

固 燃 3 段 

□ 

シ 

ア 

SS-N-8 

7,800 〜 

9,100 

単 弾頭 1 MT 
又は 800KT 

情 性  + 

天  測 

液 燃 2 段 
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区分 

国別 

名  称 

射程 (km) 

弾頭 (威力） 

誘導 方式 

備  考 

SLBM 

□ 

シ 

ァ 

SS-N-18 

6, 500 〜 

8,000 

単 弾頭 (450KT) 

又は 

MIRV(200KTX3 
又は 100KTX7) 

慣性  + 

天  測 

液 燃 2 段 

SS-N-20 

8,300 

MIRV 

(100KX10) 

憒 性  + 

天  測 

固 燃 3 段 

SS-N-23 

8,300 

MIRV 

(100KTX4) 

慣性  + 

天  測 

液 燃 3 段 

英 

ト ライデン ト D —  5 

12,000 

MIRV(100KTX8 
又は 475KTX  8 ) 

情 性  + 

天  測 

固 燃 3 段 

仏 

M-4 

4,000 

MRV 

(150KTX6) 

情  性 

固 燃 3 段 

中 

国 

JL — 1 (CSS — N —  3  ) 

2,150 

単 弾頭 (250KT) 

情  性 

固 燃 2 段 

IRBM 

MRBM 

中 

国 

DF-3  (CSS-  2 ) 

2,800 

単 弾頭 （1 〜 3MT) 

憒  性 

液 燃 1 段 

DF-4  (CSS-  3 ) 

4,750 

単 弾頭 （2MT) 

憒  性 

液 燃 2 段 

DF-21  (CSS-  5  ) 

2,150 〜 

2,500 

単 弾頭 (250KT) 

情  性 

固 燃 2 段 

巡  航 

ミサイル 

(長 射程） 

米 

国 

ト マ ホーク 

(TLAM-N) 

2,500 

単 弾頭 (200KT) 

價性  + 
地形 照合 

海上/ 

海中 発射 型 

ALCM 

2,500 

単 弾頭 (200KT) 

情 性  + 
地形 照合 

空中 発射 型 

□ 

シ 

ァ 

SS-N-21 

3,000 

単 弾頭 (200KT) 

憒 性  + 
地形 照合 

海中 発射 型 

AS-15 

3,000 

単 弾頭 (200KT) 

憒 性  + 
地形 照合 

空中 発射 型 

(注） 資料は、 「ジェーン 戦略兵器 システム」 などに よる。 
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資料 4 国連 平和維持活動 一覧 

1 活動が 終了した 国連 平和維持活動  _ _  (2000 年 3 月 現在) 


P  K  0  活動 

活動 期間 

活動 規模 

展  開  地  域 

第 1 次 国連 緊急 隊 
(UNEF  1) 

56.11 〜 
67.6 

6,073 

スエズ運河 地帯、 シナイ半島、 ガザ 

レバ ノ ン 国連 監視 団 
(UNOGIL) 

58. 6 〜 
58.12 

591 

レバノン. シリア 国境 

コンゴ ー 国連軍 
(〇  NUC) 

60. 7 〜 

64.6 

19,828 

コンゴ ー 

西イ リアン 国連 保安 隊 
(UNSF) 

62.10 〜 
63.4 

1,576 

西 イリ アン 

イエメン 国連 監視 団 
(UNYOM) 

63. 7 〜 

64.9 

189 

イエメン 

ドミニカ 事務総長 代表 使節団 
(DOMREP) 

65. 5 〜 
66.10 

2 

ドミニカ共和国 

国連 インド • パキスタン 監視 団 
(UNIPOM) 

65. 9 〜 

66.3 

96 

インド. パキスタン 国境 

第 2 次 国連 緊急 隊 
⑴  NEFII) 

73.10 〜 
79.7 

6,973 

スエズ運河 地帯、 シナイ半島 

国連 アフガニスタン. パキスタン 仲介 ミッション （UNGOMAP) 

88.5- 

90.3 

50 

アフガニスタン. パキスタン 国境 

国連 イラン • イラク 軍事 監視 団 
(UNIIMOG) 

88.8- 

91.2 

400 

イラン • イラク 国境 

国連 アンゴラ 監視 団 
(UNAVEM) 

89.1 〜 

91.6 

70 

アンゴラ 

国連 ナミビア 独立 支援 グループ 
(UNTAG) 

89.4- 

90.3 

約 8,000 

ナミ ビア 

国連 中米 監視 団 
(ONUCA) 

89.11 〜 

92.1 

1,098 

コスタリカ、 エル •サルヴァ ドル、 グァテマラ、 

ホン デュラス、 ニカラグァ 

第 2 次 国連 アンゴラ 監視 団 
(UNAVEMII) 

91.6- 

95.2 

1,114 

アンゴラ 

国連 エル. サルヴァ ドル 監視 団 
(ONUSAL) 

91.7- 

95.4 

約 1,146 

エル. サルヴァ ドル 

国連 カ ン ボディ ア 先遣 ミ ッシ ョン 
(UNAMIC) 

91.10 〜 
92.3 

1,504 

カンポ ディア 

国連 保護 隊 
(UNPROFOR) 

92. 3 〜 
95.12 

39,789 

92. 3 〜 95. 3 旧 ユーゴ 

95.3 〜 95.12 ボスニア •ヘルツ ェゴ ヴ ィナ 

国連 カンポ ディア 暫定 機構 
(UNTAC) 

92.3- 

93.9 

約 22,000 

カンポ ディア 

国連 ソマリア 活動 
(UNOSOM) 

92. 4 〜 

93.4 

〜約 4,469 

ソマリア 

国連 モザンビーク 活動 
(ONUMOZ) 

92.12 〜 
94.12 

7 〜 8,000 

モザンビーク 

第 2 次 国連 ソマリア 活動 
(UNOSOM  n) 

93.5- 

95.3 

約 30,800 

ソマリア 

国連 ウガンダ • ルワンダ 監視 団 
(UNOMUR) 

93. 6 〜 

94.9 

81 

ウガンダ 

国連 リベリア 監視 団 
(UNOMIL) 

93.9- 

97.9 

935 

リベリァ 

国連 ハイ ティ • ミッション 

(U H) 

93. 9 〜 

96.6 

6,980 

ハイ ティ 

国連 ルワンダ 支援 団 
(UNAMIR) 

93.10- 

96.3 

6,138 

ルワンダ 

国連 アオ ゾウ帯 監視 団 
(UNASOG) 

94.5- 

94.6 

15 

リ ビア •チヤ ド 国境 

第 3 次 国連 アンゴラ 監視 団 
(UNAVEMIII) 

95.2- 

97.6 

4,220 

アンゴラ 

国連 クロアチア 信頼回復 活動 
(UNCRO) 

95.3- 

96.1 

15,522 

クロアチア 

国連 予防 展開 隊 
(UNPREDEP) 

95.3- 

99.2 

1,050 

マケ ド ニァ 

国連 東 スラ ヴォ ニア、 バラ ニヤ 及び 西ス レム 暫定 機構 (UNTAES) 

96.1 〜 

98.1 

2,847 

東 スラ ヴオ ニア、 バラ ニヤ、 西ス レム 

国連 ハイ ティ 支援 団 
(UNSMIH) 

96.7- 

97.6 

1,600 

ハイ ティ 

国連 グァテマラ 人権 監視 団 
(MINUGUA) 

97.1 〜 

97.5 

519 

グァテマラ 

国連 アンゴラ 監視 団 
(MONUA) 

97. 7 〜 

99.2 

1,326 

アンゴラ 

国連 ハイ ティ 暫定 ミ ッシ ョン 
(UNTMIH) 

97.8- 

97.11 

300 

ハイ ティ 

国連 文民 警察 サポート • グループ 
(UNPSG) 

98.1 〜 
98.10 

309 

東 スラ ヴォ ニア、 バラ ニヤ、 西ス レム （クロアチア） 
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P  K  0  活動 

活動 期間 

活動 規模 

展  開  地  域 

国連 ノ ヽイ ティ 文民 聱察 ミッション 

(MIPONUH) 

97.12- 

00.3 

284 

ハイ ティ 

国連 中央 ァ フ リカ 共和国 ミッション 

(MINURCA) 

98. 4 〜 

00.2 

1,369 

中央 アフリカ 

国連 シェラ • レオーネ 監視 ミッション （UNOMSIL) 

98. 7 〜 
99.10 

61 

シェラ • レオーネ 

(注） 1 出典： 国連 資料 等 

2 活動 規模に ついては、 活動 中の 最大 規模 あるいは 権限が 付与され た 規模。 
3  U  N  AM  1C は 後に U  NTAC に 吸収 された。 


2  活動 中の 国連 平和維持活動 


P  K  0  活動 

活動 期間 

活動 規模 

展  開  地  域 

国連 休戦 監視 機構 

⑴ NTSO) 

48. 6 〜 

157 

ェジプト、 ジョル ダン、 レバノン、 イスラェル など 

国連 インド. パキスタン 軍事 監視 団 

(UNMOGIP) 

49.1 〜 

45 

ジャム •カシミール、 印 パ 間 停戦 ライン 

国連 サイ プラス 平和維持 隊 

(UNFICYP) 

64. 3 〜 

1,273 

サイ プラス 

国連 兵力 引き離し 監視 隊 
(UNDOF) 

74. 6 〜 

1,054 

ゴラン高原 （シリア） 

国連 レバノン 暫定 隊 
(UNIFIL) 

78. 3 〜 

4,528 

南部 レバノン 

国連 イラク •クウ ェイ ト 監視 団 

(UNIKOM) 

91.4 〜 

1,099 

イラク •クウ ェイ ト 

国連 西 サハラ 住民投票 監視 団 
(MINURSO) 

91. 9 〜 

411 

西 サハラ 

国連 グルジア 監視 団 
(UNOMIG) 

93. 8 〜 

100 

アブハジア （グルジア） 

国連 タジキスタン 監視 団 
(UNMOT) 

94.12 - 

33 

タジキスタン 

国連 ボスニア. ヘルツ ェゴ ヴ イナ •ミ ッシ ョン （UNM 旧 H) 

95.12 - 

1,985 

ボスニア • ヘルツ ェゴ ヴ イナ 

国連 プレブ ラ カ 監視 団 
(UNMOP) 

96.1 〜 

26 

プレブ ラ カ 半島 （クロアチア） 

国連 コソヴ ォ • ミッション 
(UNMIK) 

99. 6 〜 

2,073 

コ ソヴォ 

国連 シェラ • レオーネ ミッション 
(UNAMSIL) 

99.10 〜 

4,558 

シェラ. レオーネ 

国連 東 チ モール 暫定 行政 機構 
(UNTAET) 

99.10 〜 

8,445 

東 チ モール 

国連 コンゴ ー民 主 共和国 ミ ッ ション 
(MONUC) 

99.11 〜 

83 

コンゴ ー民 主 共和国 及び 周辺国 首都 

(注） 活動 規模に ついては、 2000 年 2 月末 現在の 人員 規模。 
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資料 5 欧州 通常戦力 (CFE) 条約の 概要 


項 


§ 


内 


容 


条約の 目的 欧州に おける 通常戦力の 軍事 バランス をより 低い レベルで 均衡 させ、 奇襲 攻撃、 大規模 侵攻 能力を 排除す る こと 


N  ATO  ： ベルギー、 カナダ、 デンマーク、 フランス、 ドイツ、 ギリシャ、 アイスランド、 イタリア、 ルクセンブルク、 オランダ、 ノー 
(16 か 国） ルウ ェー、 ポルトガル、 スペイン、 トルコ、 英国、 米国 

I0WP  0  : ブルガリア、 チェッコ、 ス ロヴァ キア、 ハンガリー、 ポーランド、 ルーマニア、 ロシア、 ベラルーシ、 ウクライナ、 アル メニ 
(14 か 国） ア、 グルジア、 アゼルバイジャン、 カザフスタン、 モル ドヴア 


対 象 地域 大西洋から ウラルまでの 欧州の 参加国の 領土 


条約 対象 兵器 
及び 保有 上限 


* 現有 戦力は 条 
約 暫定 発効 時 
(92. 7. 17) 現在 

の もの 


* 旧 WP  0 の デ 
ータ には、 アル メ 
ニア 分を 含まず 


NATO 

旧 W  P  0 

米  国 

ロシア 

現 

有 戦 

力 

24,093 

31,773 

5,163 

9,338 

戦  車 

保 

有 上 

限 

20,000 

20,000 

4,006 

6,400 

削 

減 

率 

17% 

37% 

22% 

31% 

現 

有 戦 

力 

33,827 

44,218 

4,963 

19,399 

装甲 戦闘 車輛 

保 

有 上 

限 

30,000 

30,000 

5,372 

11,480 

削 

減 

率 

11% 

32% 

0% 

41% 

現 

有 戦 

力 

19,831 

26,575 

1,973 

8,326 

火  砲 

保 

有 上 

限 

20,000 

20,000 

2,492 

6,415 

削 

減 

率 

0% 

20% 

0% 

23% 

戦  闘  用 

航空機 

現 

有 戦 

力 

5,118 

8,542 

398 

4,624 

保 

有 上 

限 

6,800 

6,800 

784 

3,450 

削 

減 

率 

0% 

21% 

0% 

25% 

攻  撃 

現 

有 戦 

力 

1,685 

1,512 

349 

1,005 

保 

有 上 

限 

2,000 

2,000 

518 

890 

へ  リ 

削 

減 

率 

0% 

0% 

0% 

11% 

保有 上限を 超える 兵器の 削減は、 破壊 又は 民生 転用な どの 方法で、 3 段階に 分けて 実施され、 条約 発効 後 40 か 月 以内に 完了 


削減 方法な ど 


① 第 1 段階 (条約 発効 後 16 か 月間） 

条約 規制 対象 兵器に ついて、 それ ぞ れの総 削減 量の 25% 以上を 削減 

② 第 2 段階 (条約 発効 後 28 か 月間） 

条約 規制 対象 兵器に ついて、 それ ぞ れの総 削減 量の 60% 以上を 削減 

③ 第 3 段階 (条約 発効 後 40 か 月間） 

削減 完了 


署名 及び 発効 
年月日 


署名 年月日 ：  90 年 11 月 19 日 
暫定 発効 年月日 ：  92 年 7 月 17 日 
正式 発効 年月日 ：  92 年 11 月 9 日 


C  F  E 兵員 交渉 
の 最終 文書に つ 
いて 


〇 交渉の 概要： CFE 条約 署名 後、 条約 当事国の 兵力 上限を 設定す るた めの 交渉を 開始 
〇 最終 文書の 署名 及び 発効 年月日 ： 署名 92 年 7 月 10 日、 発効 92 年 11 月 9 日 


(注） 1 条約 対象 兵器 及び 保有 上限の 欄の NATO 及び 旧 WPO には、 米国 及び ロシアが それぞれ 含まれる。 

2 条約の 運用 開始 日 は 92 年 7 月 1 7 日。 

3 1995年11月17日 、兵器 削減の 最終 期限を 迎えた が、 国内 及び 近隣の 民族 問題を 抱えた ロシアが、 当該 地域 周辺 (翼 側 地域) の 軍備 削滅に 反対し、 条 
約の 修正を 要求した。 さらに、 ロシアは NATO 拡大の 動きを 踏まえ、 CFE 条約の 根本的 修正を 要求、 96 年 12 月 OSCE 首脳会議 （リスボン） で、 兵器 上 
限 数 割当の 枠組みの 変更な どの 検討 作業を 行う ことが 決定され、 99 年 11 月 OCSE 首脳会議 （イスタンブール） で CFE 適合 条約が 調印され た （未発 効）。 
4  旧 WPO 諸国の ハンガリー、 ポーランド、 チェッコは、 99 年 3 月 NATO に 加盟した。 
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資料 6  主要国 • 地域の 兵力 一覧 (概数) 


陸 

上 

兵 

力 

海上  兵力 

航 

空 

兵 

力 

国 

名 

な 

ど 

陸上 兵力 
(万人） 

国 

名 な 

ど 

ト ン 数 
(万 トン） 

隻数 

国 

名 

な 

ど 

作戦 機 数 

中 

国 

183.0 

米 

国 

500.0 

970 

中 

国 

4,080 ※ 

北 

朝 

鮮 

100.0 

□ 

シ 

ァ 

232.2 

950 

米 

国 

3,56 〇※ 

ィ 

ン 

K 

98.0 

中 

国 

100.7 

800 

□ 

シ 

ァ 

2,180 ※ 

韓 

国 

56.0 

英 

国 

85.5 

280 

ィ 

ン 

ド、 

86 〇※ 

卜 

ノレ 

コ 

52.5 

フ 

ラ  ン 

ス 

43.1 

300 

ム 

湾 

66 〇※ 

パ 

キス 

夕 

ン 

52.0 

ィ 

ン 

K 

31.5 

160 

フ 

ラ 

ン 

ス 

62 〇※ 

米 

国 

46.9 

ム 

湾 

22.0 

350 

ェ 

ジ 

プ 

卜 

600 

ヴ 

ィエ 1 

トナ 

厶 

41.2 

卜 

ノレ 

=3 

21.6 

230 

北 

朝 

鮮 

590 

ィ 

ラ 

ク 

37.5 

ィ 

夕  り 

ァ 

20.3 

170 

シ 

U 

ァ 

590 

ェ 

チオ 

ピ 

ァ 

35.0 

K 

ィ 

ッ 

20.0 

190 

ゥ 

クラ 

づ 

，ナ 

58 〇※ 

ィ 

ラ 

ン 

35.0 

ス 

ぺ ィ 

ン 

19.6 

130 

韓 

国 

52 〇※ 

□ 

シ 

ァ 

34.8 

ブ 

ラ  ジ 

ノレ 

18.8 

180 

K 

ィ 

ッ 

52 〇※ 

ヤ ン 

マ 

一 

32.5 

ィ : 

ン ドネ シ 

ァ 

17.9 

120 

英 

国 

51 〇※ 

ェ 

ジ 

プ 

卜 

32.0 

ギ 

U  シ 

ァ 

15.4 

210 

ィ 

ス ラ 

ェ ル 

510 

ム 

湾 

24.0 

ィ 

ラ 

ン 

14.9 

260 

ギ 

シ 

ヤ 

46 〇※ 

日 

本 

14.9 

日 

本 

37.4 

140 

日 

本 

500 

(注） 1  資料は、 陸、 空に ついては 「ミリタリー •バランス （1999 〜 200 0)」 など、 海に ついては 「ジェーン 年鑑 (2000 〜 200 1〉」 などに よる。 

2 日本は、 1999 年度 末に おける 各 自衛隊の 実勢 力を 示し、 作戦 機 数は 航空自衛隊の 作戦 機 (輸送機を 除く） 及び 海上自衛隊の 作戦 機 (固定 翼 機の み） の 
合計で ある。 

3  作戦 機 数のう ち、 ※は 空軍、 海軍 及び 海兵隊の 作戦 機 数を 含んで いる ことを 示す。 

4  配列は、 兵力の 大きい 順に なって いる。 


資料 7  主要国 • 地域の 正規軍 及び 予備兵 力 (概数) 


国 

名 

な 

ど 

兵 

役 制 

軍 

種 

正規軍 

(万人） 

予備兵 力 
(万人） 

米 

国 

志 

願 

陸 

軍 

46.9 

130.3 

海 

軍 

54.1 

軍 

36.1 

□ 

シ 

ァ 

徴兵 

•  / じ、 願 

戦略 ロケ ッ 

卜 

軍 

14.9 

200.0 

陸 

軍 

34.8 

海 

軍 

17.2 

•yO 

軍 

18.5 

陸 

軍 

11.4 

24.2 

英 

国 

志 

願 

海 

軍 

4.4 

2.6 

空 

軍 

5.5 

4.7 

陸 

軍 

17.8 

24.3 

フ 

ラ 

ン 

ス 

徴 

兵 

海 

軍 

6.3 

9.7 

CTto 

軍 

7.6 

7.8 

陸 

軍 

22.8 

27.6 

K 

ィ 

ヅ 

徴 

兵 

海 

軍 

2.8 

0.9 

軍 

7.6 

6.0 

陸 

軍 

16.6 

2.9 

ィ 

夕 

U 

ァ 

徴 

兵 

海 

軍 

3.8 

2.8 

軍 

6.2 

1.5 

陸 

軍 

98.0 

33.3 

ィ 

ン 

K 

志 

願 

海 

軍 

5.3 

5.5 

軍 

14.0 

14.0 
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国 

名 

な 

ど 

兵 

役 制 

軍 

種 

正規軍 

(万人） 

予備兵 力 
(万人） 

中 

国 

徴 

兵 

陸 

軍 

183.0 

120.0 

海 

軍 

23.0 

空 

軍 

42.0 

陸 

軍 

100.0 

60.0 

北 

朝 

鮮 

徴 

兵 

海 

軍 

4.6 

6.5 

空 

軍 

8.6 

陸 

軍 

56.0 

韓 

国 

徴 

兵 

海 

軍 

6.0 

450.0 

空 

軍 

5.2 

陸 

軍 

32.0 

15.0 

エ 

ジ 

プ 

卜 

徴 

兵 

海 

軍 

2.0 

1.4 

空 

軍 

3.0 

2.0 

陸 

軍 

13.0 

40.0 

ィ 

ス 

ラ 

ェ 

ノレ 

徴 

兵 

海 

軍 

0.7 

0.5 

!7t7 

軍 

3.7 

2.0 

陸 

14.9 

4.4(0.34) 

日 

本 

志 

願 

海 

4.3 

0.11 

空 

4.4 

0.08 

(注〉 1  資料は、 「ミリ タリー •バランス （1999 〜 200 0)」 などに よる。 

2 日本は、 1999 年度 末に おける 各 自衛隊の 実勢 力を 示す。 （ ） 内は 即応 予備 自衛官の 現員 数で あり、 外 数。 

3  フランスは、 2002 年までに 志願 制に 移行 するとし ている。 

4  米国、 ロシア、 英国、 フランス、 イタリア、 インド、 中国、 韓国の 海軍 兵力には、 海兵隊な どを 含む。 

5 エジプトは、 上記の 他に 防空 軍 (正規軍 8 万人、 予備兵 力 7 万人） を 保有して いる。 


資料 8  国防の 基本 方針 

^ 昭和 32 年 5 月 20 日 国防会議 決定、 
k 昭和 32 年 5 月 20 日 閣議 決定 ノ 

国防の 目的は、 直接 及び 間接の 侵略を 未然に防 止し、 万一 侵略が 行われる ときは これを 排除し、 もって 民主主義を 基調と する わが 
国の 独立と 平和を 守る ことに ある。 この 目的を 達成す るた めの 基本 方針を 次のと おり 定める。 

(1)  国際連合の 活動を 支持し、 国際 間の 協調を はかり、 世界平和の 実現を 期す る。 

(2)  民生を 安定し、 愛国心を 高揚し、 国家の 安全を 保障す るに 必要な 基盤を 確立す る。 

(3)  国力 国情に 応じ 自衛の ため 必要な 限度に おいて、 効率的な 防衛 力を 漸進的に 整備す る。 

(4)  外部からの 侵略に 対しては、 将来 国際連合が 有効に これを 阻止す る 機能を 果し 得る に 至る までは、 米国との 安全保障 体制を 基 
調と して これに 対処す る。 
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資料 9 日米 安全保障 共同宣言 一 21 世紀に 向けての 同盟 一 (仮 訳） 

(東京. 1996年4月17日 ) 

1.  本日、 総理大臣と 大統領は、 歴史上 最も 成功して いる 二国間 関係の 一つで ある 日米 関係を 祝した。 両 首脳は、 この 関係が 世界の 
平和と 地域の 安定 並びに 繁栄に 深甚 かつ 積極的な 貢献を 行って きた ことを 誇りと した。 日本と 米国との 間の 堅固な 同盟 関係は、 冷 
戦の 期間 中、 アジア太平洋地域の 平和と 安全の 確保に 役立った。 我々 の 同盟 関係は、 この 地域の 力強い 経済成長の 土台で あり 続け 
る。 両 首脳は、 日米 両国の 将来の 安全と 繁栄が アジア太平洋地域の 将来と 密接に 結びつい ている ことで 意見が 一致した。 

この 同盟 関係が もたらす 平和と 繁栄の 利益は、 両国 政府の コミ ツ トメ ン ト のみに よる ものでは なく、 自由と 民主主義を 確保す る 
ための 負担を 分担して きた 日米 両国 民の 貢献に もよ る ものである。 総理大臣と 大統領は、 この 同盟 関係を 支えて いる 人々、 とり わ 
け、 米軍を 受け入れ ている 日本の 地域社会 及び、 故郷を 遠く離れて 平和と 自由を 守る ために 身を 捧げて いる 米国の 人々 に 対し、 深 
い 感謝の 気持ちを 表明 した。 

2.  両国 政府は、 過去 一年 余、 変わりつつ ある アジア太平洋地域の 政治 及び 安全保障 情勢 並びに 両国 間の 安全保障 面の 関係の 様々 な 
側面に ついて 集中 的な 検討を 行って きた。 この 検討に 基づいて、 総理大臣と 大統領は、 両国の 政策を 方向 づける 深遠な 共通の 価値、 
即ち 自由の 維持、 民主主義の 追求、 及び 人権の 尊重に 対する コミツ トメ ントを 再 確認した。 両者は、 日米 間の 協力の 基盤は 引き続 
き 堅固で あり、 21 世紀に おいて もこの パート ナ ーシツ プが 引き続き 極めて 重要で ある ことで 意見が 一致した。 

地域 情勢 

3.  冷戦の 終結 以来、 世界的な 規模の 武力 紛争が 生起す る 可能性は 遠の いている。 ここ 数年 来、 この 地域の 諸国の 間で 政治 及び 安全 
保障に ついての 対話が 拡大して きている。 民主主義の 諸 原則が 益々 尊重され てきて いる。 歴史上 かつてない ほど 繁栄が 広がり、 ア 
ジア 太平洋と いう 地域社会が 出現しつつ ある。 アジア太平洋地域は、 今や 世界で 最も 活力 ある 地域と なって いる。 

しかし、 同時に、 この 地域には 依然として 不安定 性 及び 不確実 性が 存在す る。 朝鮮半島 における 緊張は 続いて いる。 核兵器を 含 
む 軍事力が 依然 大量に 集中して いる。 未解決の 領土 問題、 潜在的な 地域紛争、 大量破壊兵器 及び その 運搬 手段の 拡散は 全て 地域の 
不安定 化を もた らす 要因で ある。 


日 米 同盟 関係と 相互 協力 及び 安全保障条約 

4.  総理大臣と 大統領は、 この 地域の 安定を 促進し、 日米 両国が 直面す る 安全保障 上の 課題に 対処して いくことの 重要性を 強調した。 
これに 関連して 総理大臣と 大統領は、 日本と 米国との 間の 同盟 関係が 持つ 重要な 価値を 再 確認した。 両者は、 「日本 国と ア メリ 

力 合衆国との 間の 相互 協力 及び 安全保障条約」 （以下、 日米 安保条約） を 基盤と する 両国 間の 安全保障 面の 関係が、 共通の 安全保障 

上の 目標を 達成 するとと もに、 21 世紀に 向けて アジア太平洋地域 において 安定 的で 繁栄した 情勢を 維持す るた めの 基礎で あり 続け 

る ことを 再 確認した。 

(a)  総理大臣は、 冷戦 後の 安全保障 情勢の 下で 日本の 防衛 力が 適切な 役割を 果たすべき こと を 強調す る 1995 年 11 月 策定の 新 防衛 大 
綱に おいて 明記され た 日本の 基本的な 防衛 政策を 確認した。 総理大臣と 大統領は、 日本の 防衛の ための 最も 効果的な 枠組みは、 
日米 両国 間の 緊密な 防衛 協力で あるとの 点で 意見が 一致した。 この 協力は、 自衛隊の 適切な 防衛 能力と 日米 安保 体制の 組み合わ 
せに 基づく ものである。 両 首脳は、 日米 安保条約に 基づく 米国の 抑止 力は 引き続き 日本の 安全保障の 拠り所で ある ことを 改めて 
確認した。 

(b)  総理大臣と 大統領は、 米国が 引き続き 軍事的 プレゼンスを 維持す る ことは、 アジア太平洋地域の 平和と 安定の 維持の ために も 
不可欠で ある ことで 意見が 一致した。 両 首脳は、 日米 間の 安全保障 面の 関係は、 この 地域に おける 米国の 肯定的な 関与を 支える 
極めて 重要な 柱の 一つと なって いるとの 認識を 共有した。 

大統領は、 日本の 防衛 及び アジア太平洋地域の 平和と 安定に 対する 米国の コミ ッ トメ ン トを 強調した。 大統領は、 冷戦の 終結 
以来、 アジア太平洋地域 における 米軍 戦力に ついて 一定の 調整が 行われた ことに 言及した。 米国は、 周到な 評価に 基づき、 現在 
の 安全保障 情勢の 下で 米国の コミ ッ トメ ン トを 守る ためには、 日本に おける ほぼ 現在の 水準を 含め、 この 地域に おいて、 約 10 万 
人の 前方 展開 軍事 要員から なる 現在の 兵力 構成を 維持す る ことが 必要で ある ことを 再 確認した。 

(c)  総理大臣は、 この 地域に おいて 安定 的 かつ 揺るぎの ない 存在で あり 続ける との 米国の 決意を 歓迎した。 総理大臣は、 日本に お 
ける 米軍の 維持の ために、 日本が、 日米 安保条約に 基づく 施設 及び 区域の 提供 並びに 接受国 支援 等を 通じ 適切な 寄与を 継続す る 
こと を 再 確認した。 大統領は、 米国は 日本の 寄与を 評価す る こと を 表明し、 日本に 駐留す る 米軍に 対し 財政 的 支援を 提供す る 新 
特別 協定が 締結され たこと を 歓迎した。 

日米 間の 安全保障 面の 関係に 基づく 二国間 協力 

5.  総理大臣と 大統領は、 この 極めて 重要な 安全保障 面での 関係の 信頼性を 強化す る ことを 目的と して、 以下の 分野での 協力を 前進 
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させる ために 努力を 払う こと で 意見が 一致した。 

(a)  両国 政府は、 両国 間の 緊密な 防衛 協力が 日米 同盟 関係の 中心的 要素で ある ことを 認識した 上で、 緊密な 協議を 継続す る ことが 
不可欠で ある ことで 意見が 一致した。 両国 政府は、 国勢 情勢、 とりわけ アジア太平洋地域に ついての 情報 及び 意見の 交換を 一層 
強化す る。 同時に、 国際的な 安全保障 情勢に おいて 起こりうる 変化に 対応して、 両国 政府の 必要性を 最も 良く 満たす ような 防衛 
政策 並びに 日本に おける 米軍の 兵力 構成を 含む 軍事 態勢に ついて 引き続き 緊密に 協議す る。 

(b)  総理大臣と 大統領は、 日本と 米国との 間に 既に 構築され ている 緊密な 協力 関係を 増進す るた め、 1978 年の 「日米 防衛 協力の た 
めの 指針」 の 見直しを 開始す る こと で 意見が 一致した。 

両 首脳は、 日本 周辺 地域に おいて 発生し うる 事態で 日本の 平和と 安全に 重要な 影響を 与える 場合に おける 日米 間の 協力に 関す 
る 研究を はじめ、 日米 間の 政策 調整を 促進す る 必要性に つき 意見が 一致した。 

(c)  総理大臣と 大統領は、 「日本 国の g 衛隊と アメリカ合衆国 軍隊との 間の 後方 支援、 物品 又は 役務の 相互の 提供に 関する 日本 国 
政府と ア メリ カ 合衆国 政府との 間の 協定」 が 1996年4月15日 署名され たこと を 歓迎し、 この 協定が 日米 間の 協力 関係を 一層 促進 
する ものと なる よう 期待を 表明した。 

⑷ 両国 政府は、 自衛隊と 米軍との 間の 協力の あらゆる 側面に おける 相互 運用 性の 重要性に 留意し、 次期 支援 戦闘機 (F-  2) 等の 
装備に 関する 日米 共同研究 開発を はじめと する 技術と 装備の 分野に おける 相互 交流を 充実す る。 

(e) 両国 政府は、 大量破壊兵器 及び その 運搬 手段の 拡散は、 両国の 共通の 安全保障に とり 重要な 意味合いを 有する ものである こと 
を 認識した。 両国 政府は、 拡散を 防止す るた め 共に 行動して いく とともに、 既に 進行 中の 弾道 ミサイル防衛 に関する 研究に おい 
て 引き続き 協力を 行う。 

6.  総理大臣と 大統領は、 日米 安保 体制の 中核 的 要素で ある 米軍の 円滑な 日本 駐留に とり、 広範な 日本国民の 支持と 理解が 不可欠で 
ある ことを 認識した。 両 首脳は、 両国 政府が、 米軍の 存在と 地位に 関連す る 諸問題に 対応す るた め あらゆる 努力を 行う ことで 意見 
が一 致した。 両 首脳は、 また、 米軍と 日本の 地域社会との 間の 相互 理解を 深める ため、 一層 努力を 払う ことで 意見が 一致した。 

特に、 米軍の 施設 及び 区域が 高度に 集中して いる 沖縄に ついて、 総理大臣と 大統領は、 日米 安保条約の 目的との 調和を 図りつつ、 
米軍の 施設 及び 区域を 整理し、 統合し、 縮小す るた めに 必要な 方策を 実施す る 決意を 再 確認した。 このような 観点から、 両 首脳は、 
「沖縄に 関する 特別 行動 委員会」 (SACO) を 通じて これまで 得られた 重要な 進展に 満足の 意を 表する とともに、 1996年4月15日 の SACO 
中間報告で 示された 広範な 措置を 歓迎した。 両 首脳は、 1996 年 11 月までに、 SACO の 作業を 成功裡に 結実させる との 確固たる コミ 
ッ トメ ントを 表明した。 

地域に おける 協力 

7.  総理大臣と 大統領は、 両国 政府が、 アジア太平洋地域の 安全保障 情勢を より 平和的で 安定 的な ものと する ため、 共同で も 個別に 
も 努力す る ことで 意見が 一致した。 これに 関連して、 両 首脳は、 日米 間の 安全保障 面の 関係に 支えられ たこの 地域への 米国の 関与 
が、 こうした 努力の 基盤と なって いる ことを 認識した。 

両 首脳は、 この 地域に おける 諸問題の 平和的解決の 重要性を 強調した。 両 首脳は、 この 地域の 安定と 繁栄に とり、 中国が 肯定的 
かつ 建設的な 役割を 果たす ことが 極めて 重要で ある こと を 強調し、 この 関連で、 両国は 中国との 協力を 更に 深めて い くこと に 関心 
を 有する ことを 強調した。 ロシアに おいて 進行 中の 改革の プロセスは、 地域 及び 世界の 安定に 寄与す る もので あり、 引き続き 慫慂 
し、 協力す るに 足る ものである。 両 首脳は、 また、 アジア太平洋地域の 平和と 安定に とり、 東京 宣言に 基づく 日露 関係の 完全な 正 
常 化が 重要で ある 旨 述べた。 両者は、 朝鮮半島の 安定が 日米 両国に とり 極めて 重要で ある ことに も 留意し、 そのために 両国が、 韓 
国と 緊密に 協力しつつ、 引き続き あらゆる 努力を 払って いくこと を 再 確認した。 

総理大臣と 大統領は、 ASEAN 地域 フォーラム や、 将来 的には 北東 アジアに 関する 安全保障 対話の ような、 多数 国 間の 地域的 安 
全 保障に ついての 対話 及び 協力の 仕組みを 更に 発展させる ため、 両国 政府が 共同して、 及び 地域 内の 他の 国々 と共に、 作業を 継続 
する ことを 再 確認した。 

地球 的 規模での 協力 

8.  総理大臣と 大統領は、 日米 安保条約が 日米 同盟 関係の 中核で あり、 地球 的 規模の 問題に ついての 日米協 力の 基盤た る 相互 信頼 関 
係の 土台 となって いる こと を 認識した。 

総理大臣と 大統領は、 両国 政府が 平和維持活動 や 人道的な 国際 救援活動 等を 通じ、 国際連合 その他の 国際機関を 支援す るた めの 
協力を 強化す る こと で 意見が 一致した。 

両国 政府は、 全面的 核実験 禁止条約 (CTBT) 交渉の 促進 並びに 大量破壊兵器 及び その 運搬 手段の 拡散の 防止を 含め、 軍備管理 及 
び 軍縮 等の 問題に ついての 政策 調整 及び 協力を 行う。 両 首脳は、 国連 及び APEC における 協力 や、 北朝鮮の 核開発 問題、 中東 和平 
プロセス 及び 旧 ユー ゴース ラヴィ ア における 和平 執行 プロセス 等の 問題に ついての 協力を 行なう ことが、 両国が 共有す る 利益 及び 
基本的 価値が 一層 確保され るよう な 世界を 構築す る 一助と なるとの 点で 意見が 一致した。 
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結語 

9. 最後に、 総理大臣と 大統領は、 安全保障、 政治 及び 経済と いう 日米 関係の 三本の 柱は 全て 両国の 共有す る 価値観 及び 利益に 基づ 

いて おり、 また、 日米 安保条約 により 体現され た 相互 信頼の 基盤の 上に 成り立って いるとの 点で 意見が 一致した。 総理大臣と 大統 

領 は、 21 世紀を 目前に 控え、 成功を 収めて きた 安全保障 協力の 歴史の 上に 立って、 将来の 世代の ために 平和と 繁栄を 確保すべく 共 

に 手を携えて 行動して いく との 強い 決意を 再 確認した。 

資料 10 平成 8 年度 以降に 係る 防衛 計画の 大綱に ついて 

^ 平成 7 年 11 月 28 日 安全保障 会議 決定、 
〈平成 7 年 11 月 28 日 閣 議 決 定ノ 

平成 8 年度 以降に 係る 防衛 計画の 大綱に ついて 別紙のと おり 定める。 

これに 伴い、 昭和 51 年 10 月 29 日付け 閣議 決定 「防衛 計画の 大綱に ついて」 は、 平成 7 年度 限りで 廃止す る。 

(別紙） 

平成 8 年度 以降に 係る 防衛 計画の 大綱 

I  策定の 趣旨 

1 我が国は、 国の 独立と 平和を 守る ため、 日本国憲法の 下、 紛争の 未然 防止 や 解決の 努力を 含む 国際政治の 安定を 確保す るた め 
の 外交 努力の 推進、 内政の 安定に よる 安全保障 基盤の 確立、 日米 安全保障 体制の 堅持 及び 自 らの 適切な 防衛 力の 整備に 努めてき 
たと ころで ある。 

2  我が国は、 かかる 方針の 下、 昭和 51 年、 安定化の ための 努力が 続けられ ている 国際情勢 及び 我が国 周辺の 国際政治 構造 並びに 
国内 諸 情勢が 当分の 間 大きく 変化 しないと いう 前提に 立ち、 また、 日米 安全保障 体制の 存在が 国際関係の 安定 維持 等に 大きな 役 
割を 果たし 続ける と 判断し、 「防衛 計画の 大綱」 （昭和 51 年 10 月 29 日 国防会議 及び 閣議 決定。 以下 「大綱」 という。） を 策定した。 爾 
来、 我が国は、 大綱に 従って 防衛 力の 整備を 進めて きたが、 我が国の 着実な 防衛 努力は、 日米 安全保障 体制の 存在 及び その 円滑 
かつ 効果的な 運用を 図る ための 努力と 相 まって、 我が国に 対する 侵略の 未然 防止の みならず、 我が国 周辺 地域の 平和と 安定の 維 
持に 貢献して いる。 

3  大綱 策定 後 約 20 年が 経過 し、 冷戦の 終結 等に より 米ソ 両国を 中心と した 東西 間の 軍事的 対峙の 構造が 消滅す るな ど 国際情勢が 
大きく 変化 するとと もに、 主たる 任務で ある 我が国の 防衛に 加え、 大規模な 災害 等への 対応、 国際 平和協力 業務の 実施 等より 安 
定 した 安全保障 環境の 構築への 貢献と いう 分野に おいても、 自衛隊の 役割に 対する 期待が 高ま っ てきて いる こと にかん がみ、 今 
後の 我が国の 防衛 力の 在り方に ついて、 ここに 「平成 8 年度 以降に 係る 防衛 計画の 大綱」 として、 新たな 指針を 示す ことと する 0 

4  我が国と しては、 日本国憲法の 下、 この 指針に 従い、 日米 安全保障 体制の 信頼性の 向上に 配 意しつつ、 防衛 力の 適切な 整備、 
維持 及び 運用を 図る ことにより、 我が国の 防衛を 全うする とともに、 国際社会の 平和と 安定に 資する よう 努める ものと する。 

n  国際情勢 

この 新たな 指針の 策定に 当たって 考慮した 国際情勢の すう 勢は、 概略 次のと おりで ある。 

1 最近の 国際社会に おいては、 冷戦の 終結 等に 伴い、 圧倒的な 軍事力を 背景と する 東西 間の 軍事的 対峙の 構造は 消滅し、 世界的 
な 規模の 武力 紛争が 生起す る 可能性は 遠の いている。 他方、 各種の 領土 問題は 依然 存続して おり、 また、 宗教 上の 対立 や 民族 問 
題 等に 根ざす 対立は、 むしろ 顕在 化し、 複雑で 多様な 地域紛争が 発生して いる。 さらに、 核を 始めと する 大量破壊兵器 や ミ サイ 
ル 等の 拡散と いった 新たな 危険が 増大す るな ど、 国際情勢は 依然と して 不透明 • 不確実な 要素を はらんで いる 0 

2 これに 対し、 国家 間の 相互依存 関係が 一層 進展す る 中で、 政治、 経済 等の 各 分野に おいて 国際的な 協力を 推進し、 国際関係の 
一層の 安定化を 図る ための 各般の 努力が 継続され ており、 各種の 不安定 要因が 深刻な 国際問題に 発展す る ことを 未然に防 止す る 
ことが 重視され ている。 安全保障 面では、 米 口 間 及び 欧州に おいては 関係 諸国 間の 合意に 基づく 軍備管理 • 軍縮が 引き続き 進展 
している ほか、 地域的な 安全保障の 枠組みの 活用、 多 国 間 及び 二国間 対話の 拡大 や 国際連合の 役割の 充実へ 向けた 努力が 進めら 
れ ている。 

主要国は、 大規模な 侵略への 対応を 主眼と してきた 軍事力に ついて 再編 • 合理化を 進める とともに、 それぞれが 置かれた 戦略 
環境 等を 考慮しつつ、 地域紛争 等 多様な 事態への 対応 能力を 確保す るた め、 積極的な 努力を 行って いる。 この 努力は、 国際 協調 
に 基づく 国際連合 等を 通じた 取組と 相 まって、 よ り 安定した 安全保障 環境を 構築す る 上で も 重要な 要素と なって いる。 このよう 
な 中で、 米国は、 その 強大な 力を 背景に、 引き続き 世界の 平和と 安定に 大きな 役割を 果たし 続けて いる。 

3  我が国 周辺 地域に おいては、 冷戦の 終結 や ソ連の 崩壊と いった 動きの 下で 極東 ロシアの 軍事力の 量的 削減 や 軍事 態勢の 変化が 
みられる。 他方、 依然として 核 戦力を 含む 大規模な 軍事力が 存在して いる 中で、 多数の 国が、 経済発展 等を 背景に、 軍事力の 拡 
充 ないし 近代化に 力を 注いで いる。 また、 朝鮮半島 における 緊張が 継続す るな ど 不透明 •不確実な 要素が 残されて おり、 安定 的 
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な 安全保障 環境が 確立され るには 至ってい ない。 このような 状況の 下で、 我が国 周辺 地域に おいて、 我が国の 安全に 重大な 影響 
を 与える 事態が 発生す る 可能性は 否定で きない。 しかしながら、 同時に、 二国間 対話の 拡大、 地域的な 安全保障への 取組 等、 国 
家 間の 協調 関係を 深め、 地域の 安定を 図ろう とする 種々 の 動きが みられる。 

日米 安全保障 体制を 基調と する 日米 両国 間の 緊密な 協力 関係は、 こう した 安定 的な 安全保障 環境の 構築に 資する とともに、 こ 
の 地域の 平和と 安定に とって 必要な 米国の 関与と 米軍の 展開を 確保す る 基盤と なり、 我が国の 安全 及び 国際社会の 安定を 図る 
上で、 弓 I き 続き 重要な 役割を 果たして いく ものと 考えられる。 
m 我が国の 安全保障と 防衛 力の 役割 
(我が国の 安全保障と 防衛の 基本 方針） 

1 我が国は、 日本国憲法の 下、 外交 努力の 推進 及び 内政の 安定に よる 安全保障 基盤の 確立を 図りつつ、 専守防衛に 徹し、 他国に 
脅威を 与える ような 軍事 大国と ならない との 基本 理念に 従い、 日米 安全保障 体制を 堅持し、 文民統制を 確保し、 非 核 三 原則を 守 
りつつ、 節度 ある 防衛 力を 自主的に 整備して きたと ころで あるが、 かかる 我が国の 基本 方針は、 引き続き これを 堅持す る ものと 
する。 

(防衛 力の 在り方） 

2  我が国は これまで 大綱に 従って、 防衛 力の 整備を 進めて きたが、 この 大綱は、 我が国に 対する 軍事的 脅威に 直接 対抗す るより 
も、 自らが 力の 空白と なって 我が国 周辺 地域に おける 不安定 要因と ならない よう、 独立国と しての 必要 最小限の 基盤 的な 防衛 力 
を 保有 するとい う 「基盤 的 防衛 力 構想」 を 取り入れた ものである。 この 大綱で 示されて いる 防衛 力は、 防衛 上 必要な 各種の 機能を 
備え、 後方 支援 体制を 含めて その 組織 及び 配備に おいて 均衡の とれた 態勢を 保有す る ことを 主眼と した もので あり、 我が国の 置 
かれて いる 戦略 環境、 地理 的 特性 等 を 踏まえて 導き出された ものである。 

このような 基盤 的な 防衛 力を 保有 するとい う 考え方に ついては、 国際情勢の すう 勢と して、 不透明 • 不確実な 要素を はらみな 
がら 国際関係の 安定化を 図る ための 各般の 努力が 継続され ていく ものと みられ、 また、 日米 安全保障 体制が 我が国の 安全 及び 周 
辺地 域の 平和と 安定に とって 引き続き 重要な 役割を 果たし 続ける との 認識に 立てば、 今後と もこれ を 基本的に 踏襲して いくこと 
が 適当で ある。 

一方、 保有すべき 防衛 力の 内容に ついては、 冷戦の 終結 等に 伴い、 我が国 周辺諸国の 一部に おいて 軍事力の 削減 や 軍事 態勢の 
変化が み られる こと や、 地域紛争の 発生 や 大量破壊兵器の 拡散 等 安全保障 上 考慮すべき 事態が 多様化し ている こと に 留意 しつつ、 ^ 
その 具体的 在り方を 見直し、 最も 効率的で 適切な ものと する 必要が ある。 また、 その 際、 近年に おける 科学技術の 進歩、 若年 人 
口の 減少 傾向、 格段に 厳しさを 増して いる 経済 財政 事情 等に 配 意して おかなければ ならない。 

また、 自衛隊の 主たる 任務が 我が国の 防衛で ある ことを 基本と しつつ、 内外 諸 情勢の 変化 や 国際社会 において 我が国の 置かれ 
ている 立場を 考慮 すれば、 自衛隊 もまた、 社会の 高度 化 や 多様化の 中で 大きな 影響を もたらし 得る 大規模な 災害 等の 各種の 事態 
に対して 十分に 備えて おく とともに、 よ り 安定した 安全保障 環境の 構築に 向けた 我が国の 積極的な 取組に おいて、 適時 適切に そ 
の 役割を 担っ ていくべき である。 

今後の 我が国の 防衛 力に ついては、 こう した 観点から、 現行の 防衛 力の 規模 及び 機能に ついて 見直しを 行い、 その 合理化 •効 
率 化 •コ ン パク ト 化を 一層 進める とともに、 必要な 機能の 充実と 防衛 力の 質的な 向上を 図る こ とに より、 多様な 事態に 対して 有 
効に 対応 し 得る 防衛 力を 整備し、 同時に 事態の 推移に も 円滑に 対応で きる よう に 適切な 弾力性を 確保 し 得る ものと する ことが 適 
当で ある。 

(日米 安全保障 体制） 

3  米国との 安全保障 体制は、 我が国の 安全の 確保に とって 必要 不可欠な もので あり、 また、 我が国 周辺 地域に おける 平和と 安定 
を 確保し、 より 安定した 安全保障 環境を 構築す るた めに も、 引き続き 重要な 役割を 果たしてい くものと 考えられる。 

こうした 観点から、 日米 安全保障 体制の 信頼性の 向上を 図り、 これを 有効に 機能 させて いくため には、 ① 情報 交換、 政策 協議 
等の 充実、 ② 共同研究 並びに 共同 演習 • 共同 訓練 及び これらに 関する 相互 協力の 充実 等を 含む 運用 面に おける 効果的な 協力 態勢 
の 構築、 ③ 装備 • 技術面での 幅広い 相互 交流の 充実 並びに ④ 在日米軍の 駐留を 円滑 かつ 効果的に する ための 各種 施策の 実施 等に 
努める 必要が ある。 

また、 このような 日米 安全保障 体制を 基調と する 日米 両国 間の 緊密な 協力 関係は、 地域的な 多 国 間の 安全保障 に関する 対話* 

協力の 推進 や 国際連合の 諸 活動への 協力 等、 国際社会の 平和と 安定への 我が国の 積極的な 取組に 資する ものである。 

(防衛 力の 役割） 

4  今後の 我が国の 防衛 力に ついては、 上記の 認識の 下に、 以下のと おり、 それぞれの 分野に おいて、 適切に その 役割を 果たし 得 
る ものと する 必要が ある。 

(1) 我が国の 防衛 

ア 周辺諸国の 軍備に 配 意しつつ、 我が国の 地理 的 特性に 応じ 防衛 上 必要な 機能を 備えた 適切な 規模の 防衛 力を 保有 するとと 
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もに、 これを 最も 効果的に 運用し 得る 態勢を 築き、 我が国の 防衛 意思を 明示す る ことにより、 日米 安全保障 体制と 相 まって、 
我が国に 対する 侵略の 未然 防止に 努める こと とする。 

核兵器の 脅威に 対しては、 核兵器の ない 世界を 目指した 現実的 かつ 着実な 核軍縮の 国際的 努力の 中で 積極的な 役割を 果た 
しつつ、 米国の 核抑止力に 依存す る ものと する。 

イ 間接 侵略 事態 又は 侵略に つながる おそれの ある 軍事力を もってする 不法行為が 発生した 場合には、 これに 即応して 行動し、 
早期 に 事態を 収拾す る ことと する。 

直接 侵略 事態が 発生した 場合には、 これに 即応して 行動しつつ、 米国との 適切な 協力の 下、 防衛 力の 総合的 •有機的な 運 
用を 図る ことによって、 極力 早期に これを 排除す る ことと する。 

(2)  大規模 災害 等 各種の 事態への 対応 

ア 大規模な 自然災害、 テロリズム により 引き起こされた 特殊な 災害 その他の 人命 又は 財産の 保護を 必要と する 各種の 事態に 
際して、 関係 機関から 自衛隊に よる 対応が 要請され た 場合な どに、 関係 機関との 緊密な 協力の 下、 適時 適切に 災害 救援 等の 
所要の 行動を 実施す る ことと し、 もって 民生の 安定に 寄与す る。 

イ 我が国 周辺 地域に おいて 我が国の 平和と 安全に 重要な 影響を 与える ような 事態が 発生した 場合には、 憲法 及び 関係 法令に 
従い、 必要に 応じ 国際連合の 活動を 適切に 支持しつつ、 日米 安全保障 体制の 円滑 かつ 効果的な 運用を 図る こと 等に より 適切 
に 対応す る。 

(3)  より 安定した 安全保障 環境の 構築への 貢献 

ア 国際 平和協力 業務の 実施を 通じ、 国際 平和の ための 努力に 寄与 するとと もに、 国際 緊急 援助 活動の 実施を 通じ、 国際 協力 
の 推進に 寄与す る。 

イ 安全保障 対話 •防衛 交流を 引き続き 推進し、 我が国の 周辺諸国を 含む 関係 諸国との 間の 信頼関係の 増進を 図る。 

ウ 大量破壊兵器 や ミサイル 等の 拡散の 防止、 地雷 等 通常兵器 に関する 規制 や 管理 等の ために 国際連合、 国際機関 等が 行う 軍 
備 管理 • 軍縮 分野に おける 諸 活動に 対し 協力す る。 

IV 我が国が 保有すべき 防衛 力の 内容 

m で 述べた 我が国の 防衛 力の 役割を 果たす ための 基幹と して、 陸上、 海上 及び 航空自衛隊に おいて、 それぞれ 1 に 示される 体制 
を 維持し、 2 及び 3 に 示される 態勢 等を 保持す る ことと する。 

1 陸上、 海上 及び 航空自衛隊の 体制 

(1)  陸上自衛隊 

ア 我が国の 領域の どの 方面に おいても、 侵略の 当初から 組織的な 防衛 行動を 迅速 かつ 効果的に 実施し 得る よう、 我が国の 地 
理的 特性 等に 従って 均衡を とって 配置され た 師団 及び 旅団を 有して いる こと。 

イ 主として 機動 的に 運用す る 各種の 部隊を 少なくとも 1 個 戦術 単位 有して いる こと。 

ウ 師団 等 及び 重要 地域の 防空に 当たり 得る 地対空 誘導弾 部隊を 有して いる こと。 

エ 高い 練 度を 維持し、 侵略 等の 事態に 迅速に 対処し 得る よう、 部隊 等の 編成に 当たって は、 常備 自衛官を もって 充てる こと 
を 原則と し、 一部の 部隊に ついては 即応 性の 高い 予備 自衛官を 主体と して 充てる こと。 

(2)  海上自衛隊 

ア 海上に おける 侵略 等の 事態に 対応し 得る よう 機動 的に 運用す る 艦艇 部隊と して、 常時 少なくとも 1 個 護衛 隊 群を 即応の 態 
勢で 維持し 得る 1 個 護衛 艦隊を 有して いる こと。 

イ 沿岸 海域の 警戒 及び 防備を 目的と する 艦艇 部隊と して、 所定の 海域 ごとに 少なくとも 1 個 護衛 隊を 有して いる こと。 

ウ 必要と する 場合に、 主要な 港湾、 海峡 等の 警戒、 防備 及び 掃海を 実施し 得る よう、 潜水艦 部隊、 回転 翼 哨戒機 部隊 及び 掃 
海 部隊を 有して いる こと。 

エ 周辺 海域の 監視 哨戒 等の 任務に 当たり 得る 固定 翼 哨戒機 部隊を 有して いる こと。 

(3)  航空自衛隊 

ア 我が国 周辺の ほぼ 全 空域を 常時 継続的に 警戒 監視 するとと もに、 必要と する 場合に 警戒 管制の 任務に 当たり 得る 航空 警戒 
管制 部隊を 有して いる こと。 

イ 領空 侵犯 及び 航空 侵攻に 対して 即時 適切な 措置を 講じ 得る 態勢を 常時 継続的に 維持し 得る よう、 戦闘機 部隊 及び 地対空 誘 
導 弾 部隊を 有して いる こと。 

ウ 必要と する 場合に、 着 上陸 侵攻 阻止 及び 対 地 支援の 任務を 実施し 得る 部隊を 有して いる こと。 

エ 必要と する 場合に、 航空 偵察、 航空 輸送 等の 効果的な 作戦 支援を 実施し 得る 部隊を 有して いる こと。 

2  各種の 態勢 

自衛隊が 以下の 態勢を 保持す る 際には、 g 衛隊の 任務を 迅速 かつ 効果的に 遂行す るた め、 統合幕僚会議の 機能の 充実 等に よる 
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各 自衛隊の 統合 的 かつ 有機的な 運用 及び 関係 各 機関との 間の 有機的 協力 関係の 推進に 特に 配 意す る。 

(1)  侵略 事態 等に 対応す る 態勢 

ア 日米 両国 間に おける 各種の 研究、 共同 演習 • 共同 訓練 等を 通じ、 日米 安全保障 体制の 信頼性の 維持 向上に 努める とともに、 
直接 侵略 事態が 発生した 場合、 各種の 防衛 機能を 有機的に 組み合わせる ことにより、 その 態 様に 即応して 行動し、 有効な 能 
力を 発揮し 得る こと。 

イ 間接 侵略 及び 軍事力を もってする 不法行為が 発生した 場合には、 これに 即応して 行動し、 適切な 措置を 講じ 得る こと。 

ゥ 我が国の 領空に 侵入した 航空機 又は 侵入す る おそれの ある 航空機に 対し、 即時 適切な 措置を 講じ 得る こと。 

(2)  災害 救援 等の 態勢 

国内の どの 地域に おいても、 大規模な 災害 等 人命 又は 財産の 保護を 必要と する 各種の 事態に 対して、 適時 適切に 災害 救援 等 
の 行動を 実施し 得る こと。 

(3)  国際 平和協力 業務 等の 実施の 態勢 

国際社会の 平和と 安定の 維持に 資する ため、 国際 平和協力 業務 及び 国際 緊急 援助 活動を 適時 適切に 実施し 得る こと。 

(4)  警戒、 情報 及び 指揮 通信の 態勢 

情勢の 変化を 早期に 察知し、 機敏な 意思決定に 資する ため、 常時 継続的に 警戒 監視を 行う とともに、 多様な 情報 収集 手段の 
保有 及び 能力の 高い 情報 専門家の 確保を 通じ、 戦略 情報を 含む 高度の 情報 収集 • 分析 等を 実施し 得る こと。 

また、 高度の 指揮 通信 機能を 保持し、 統合 的な 観点 も 踏まえて 防衛 力の 有機的な 運用を 迅速 かつ 適切に なし 得る こと。 

(5)  後方 支援の 態勢 

各種の 事態への 対処 行動 等を 効果的に 実施す るた め、 輸送、 救難、 補給、 保守 整備、 衛生 等の 各 後方 支援 分野に おいて 必要 
な 機能を 発揮し 得る こと。 

(6)  人事 •教育 訓練の 態勢 

適正な 人的 構成の 下に、 厳正な 規律を 保持し、 各 自衛隊 • 各 機関 相互 間 及び 他 省庁 • 民間との 交流の 推進 等を 通じ、 高い 士 
気 及び 能力 並びに 広い 視野を 備えた 隊員を 有し、 組織 全体の 能力を 発揮し 得る とともに、 国際 平和協力 業務 等の 円滑な 実施に 
も 配 意しつつ、 隊員の 募集、 処遇、 人材 育成 •教育 訓練 等を 適切に 実施し 得る こと。 

3  防衛 力の 弾力性の 確保 

防衛 力の 規模 及び 機能に ついての 見直しの 中で、 養成 及び 取得に 長期 間を 要する 要員 及び 装備を、 教育 訓練 部門 等に おいて 保 
持したり、 即応 性の 高い 予備 自衛官を 確保す る ことにより、 事態の 推移に 円滑に 対応で きる よう に 適切な 弾力性を 確保す る こと 
とする。 

主要な 編成、 装備 等の 具体的 規模は、 別表のと おりと する。 

V 防衛 力の 整備、 維持 及び 運用に おける 留意 事項 

1 各 自衛隊の 体制 等 IV で 述べた 防衛 力を 整備、 維持 及び 運用す る ことを 基本と し、 その 具体的 実施に 際して は、 次の 諸 点に 留意 
して これを 行う ものと する。 

なお、 各 年度の 防衛 力の 具体的 整備 内容のう ち、 主要な 事項の 決定に 当たって は、 安全保障 会議に 諮る ものと する。 

(1)  経済 財政 事情 等を 勘案し、 国の 他の 諸 施策との 調和を 図りつつ、 防衛 力の 整備、 維持 及び 運用を 行う ものと する。 

その 際、 格段に 厳しさを 増して いる 財政 事情を 踏まえ、 中長期 的な 見通しの 下に 経費 配分を 適切に 行う ことにより、 防衛 力 
全体と して 円滑に 十全な 機能を 果た し 得る よう に 特に 配 意す る。 

(2)  関係 地方公共団体との 緊密な 協力の 下に、 防衛 施設の 効率的な 維持 及び 整備 並びに 円滑な 統 廃合の 実施を 推進す るた め、 所 
要の 態勢の 整備に 配 意 するとと もに、 周辺 地域との より 一層の 調和を 図る ための 諸 施策を 実施す る。 

(3)  装備 品等の 整備に 当たって は、 緊急 時の 急速 取得、 教育 訓練の 容易 性、 装備の 導入に 伴う 後年 度の 諸 経費を 含む 費用 対 効果 
等に ついての 総合的な 判断の 下に、 調達 価格 等の 抑制を 図る ための 効率的な 調達 補給 態勢の 整備に 配 意して、 その 効果的な 実 
施を 図る。 

その 際、 適切な 国産 化 等を 通じた 防衛 生産 • 技術 基盤の 維持に 配 意す る。 

(4)  技術 進歩の すう 勢に 対応し、 防衛 力の 質的 水準の 維持 向上に 資する ため、 技術 研究開発の 態勢の 充実に 努める。 

2  将来 情勢に 重要な 変化が 生じ、 防衛 力の 在り方の 見直しが 必要に なると 予想され る 場合には、 その 時の 情勢に 照らして、 新た 
に 検討す る ものと する。 


255 


別表 


編成 定数 

16 万人 

常備 自衛官 定員 

14 万 5 千 人 

即応 予備 自衛官 員数 

1 万 5 千 人 

平時 地域 配備す る 部隊 

8 個 師団 

6 個 旅団 

陸 

上 

衛 

隊 

基 

幹 

部 

隊 

機動 運用 部隊 

1 個 機甲 師団 

1 個 空挺 団 

1 個 ヘリコプター 団 

地対空 誘導弾 部隊 

8 個 高射特科 群 

主 

要 

装 

備 

戦車 

主要 特科 装備 

約 900 両 
約 900 門/ 両 

護衛艦 部隊 (機動 運用） 

4 個 護衛 隊群 

護衛艦 部隊 (地方 隊） 

7 個隊 

基 

幹 

部 

隊 

潜水艦 部隊 

6 個隊 

海 

上 

自 

衛 

隊 

掃海 部隊 

1 個 掃海 隊群 

陸上 哨戒機 部隊 

13 個隊 

護衛艦 

約 50 隻 

主 

要 

装 

備 

潜水艦 

16 集 

作戦 用 航空機 

約 170 機 

航空 警戒 管制 部隊 

8 個 警戒 群 
20 個 餐戒隊 

1 個 飛行隊 

基 

幹 

部 

隊 

要撃戦闘機 部隊 

9 個 飛行隊 

航 

空 

自 

衛 

隊 

支援 戦闘機 部隊 

3 個 飛行隊 

航空 偵察 部隊 

1 個 飛行隊 

航空 輸送 部隊 

3 個 飛行隊 

地対空 誘導弾 部隊 

6 個 高 射 群 

主 

要 

装 

備 

作戦 用 航空機 

約 400 機 

う ち 戦闘機 

約 300 機 

資料 11 「平成 8 年度 以降に 係る 防衛 計画の 大綱に ついて」 に関する 内閣官房長官 談話 

(平成 7 年 11 月 28 日） 

1 政府は、 本日、 安全保障 会議 及び 閣議に おいて、 「平成 8 年度 以降に 係る 防衛 計画の 大綱に ついて」 を 決定いた しました。 これは、 
昭和 51 年に いわゆる 「基盤 的 防衛 力 構想」 を 取り入れて 策定され た 「防衛 計画の 大綱」 に 代わる ものであります。 今後は これを 受け ま 
して、 平成 8 年度 以降の 中期 的な 防衛 力 整備 計画の 策定 作業が 進められる ことになります。 

2  今般、 このように 「平成 8 年度 以降に 係る 防衛 計画の 大綱」 を 策定し、 新たな 指針を 示す ことと したのは、 「防衛 計画の 大綱」 策定 
後 約 20 年が 経過し、 冷戦の 終結 等に より 東西 間の 軍事的 対峙の 構造が 消滅す るな ど 国際情勢が 大きく 変化 するとと もに、 主たる 任 
務 である 我が国の 防衛に 加え、 大規模な 災害 等への 対応、 より 安定した 安全保障 環境の 構築への 貢献と いう 分野に おいても、 自衛 
隊の 役割に 対する 期待が 高まって いる ことを 考慮した ものであります。 

3  新 「防衛 大綱」 においては、 まず、 日本国憲法の 下に これまで 我が国が とってき た 防衛の 基本 方針に ついては、 引き続き 堅持す る 
ことと して おり ます。 

なお、 集団 的 自衛権の 行使の ように 我が国の 憲法 上 許されない とされて いる 事項に ついて、 従来の 政府 見解に 何ら 変更がない こ 
とは 当然であります。 

4  次に 今後の 我が国の 防衛 力に ついては、 基盤 的な 防衛 力を 保有 するとい う これまでの 考え方を 基本的に 踏襲す る ことと して おり 
ますが、 これは 国際情勢の すう 勢と して、 不透明. 不確実な 要素を はらみながら 国際関係の 安定化を 図る ための 各般の 努力が 継続 
されて いく ものと みられ、 また、 日米 安全保障 体制が 我が国の 安全 及び 周辺 地域の 平和と 安定に とって 引き続き 重要な 役割を 果た 
し 続ける と の 認識に 立って いる ことによ る も ので あ ります。 

また、 今後の 防衛 力の 内容に ついては、 現行の 防衛 力の 規模 及び 機能に ついて 見直しを 行い、 その 合理化* 効率化 • コンパクト 
化を 一層 進める とともに、 必要な 機能の 充実と 防衛 力の 質的な 向上を 図る ことにより、 多様な 事態に 対して 有効に 対応し 得る 防衛 
力を 整備す る ことと して おります。 その 際、 近年に おける 科学技術の 進歩、 若年 人口の 減少 傾向、 格段に 厳しさを 増して いる 経済 
財政 事情 等に 配 意して、 最も 効率的で 適切な 態勢を 追求して おり、 主要な 部隊の 編成 や 装備の 具体的な 規模に ついては、 別表に 掲 
け' ている ところで あり ます。 

5 日米 安全保障 体制に ついては、 これが、 我が国の 安全 確保に とって 不可欠な もので あり、 また、 我が国 周辺 地域に おける 平和と 
安定を 確保し、 よ り 安定した 安全保障 環境を 構築す るた めに も 引き続き 重要な 役割を 果たして いくとの 認識を 示して おります。 
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これは、 日米 安全保障 体制に 基づく 米軍の 存在と 米国の 関与が 我が国 周辺 地域の 安定 要因と なって おり、 また、 日米 安全保障 体 
制を 基調と する 日米 両国 間の 安全保障、 政治、 経済な ど 各般の 分野に おける 幅広く 緊密な 協力 関係が 我が国 周辺 地域の 平和と 安定 
に 貢献して いるとの 趣旨を 示した もので あり ます。 したがって、 ここでい う 「我が国 周辺 地域に おける 平和と 安定を 確保し」 との 表 
現に より、 日 米 安全保障条約 にいう 「極東」 の 範囲の 解釈に 関する 政府 統一見解を 変更す る ような も のでは あり ません。 

また、 日米 安全保障 体制の 信頼性の 向上を 図り、 これを 有効に 機能 させて いくため、 政策 協議 等の 充実、 運用 面に おける 効果的 
な 協力 態勢の 構築、 装備. 技術面での 幅広い 相互 交流の 充実 及び 在日米軍の 駐留を 円滑 かつ 効果的に する ための 各種 施策の 実施 等 
に 努める 必要が あると してい ますが、 この 在日米軍に 関連した 施策には、 在日米軍 駐留 支援の みならず、 在日米軍の 施設 • 区域が 
高度に 集中して いる 沖縄に おいて、 日米安全保障条約の 目的 達成との 調和を 図りつつ、 施設 • 区域の 整理 • 統合* 縮小を 推進す る 
ことが 含まれて いる ところで あり、 これに 積極的に 取り組んで いく 所存で あ ります。 

6  防衛 力の 役割に ついては、 我が国への 侵略に 対する 防衛が その 中心で ある ことは 当然の 前提であります が、 大規模 災害 等への 対 
応 として、 関係 機関との 緊密な 協力の 下、 適時 適切に 災害 救援 等の 行動を 実施 するとと もに、 我が国の 平和と 安全に 重要な 影響を 
与える ような 事態が 発生した 場合に、 憲法 及び 関係 法令に 従い、 適切に 対応して いく 旨 述べて おります。 また、 より 安定した 安全 
保障 環境の 構築への 貢献と して、 国際 平和協力 業務 や 安全保障 対話 • 防衛 交流の 推進、 軍備管理 • 軍縮 分野に おける 諸 活動への 協 
力を 進めて いく ことと して おり ます。 

なお、 武器 輸出 三 原則 等に 関しては、 装備 • 技術面での 幅広い 相互 交流の 充実に よる 日米 安全保障 体制の 効果的 運用との 調和を 
図り つつ、 国際紛争 等を 助長す る こ とを 回避す る という その 基本 理念を 維持して いく 所存で あ ります。 

7  政府は、 今回の 決定を 国会に 御 報告いた します。 

国民の 皆様に おかれ ま しても、 御 理解と 御協力を 切に 希望す る 次第であります。 
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資料 12 自衛隊の 主な 行動 


区  分 

対象と なる 事態 

行動の 要件な ど 

認められる 主な 権限な ど 

防衛 出動 
[ 自衛隊 法 1 
i 第 76 条 J 

外部からの 武力 攻擊 （その おそれの ある 場合 
を 含む） に 際して、 わが国を 防衛す るた め必 
要が あると 認める 場合 

① 命令 権 者： 

内閣総理大臣 

②  国会の 承認： 必要 (原則と して 事前 承認） 

③  その他： 

安全保障 会議に 付議 

〇 武力の 行使 （「おそれの ある 場合」 では 
不可） 

〇 公共の 秩序 維持の ための 権限 (治安 出動 
時と 同じ） 

〇 その他 (海上保安庁の 統制、 物資の 収用 
など） 

命令に よる 
治安 出動 
[ 自衛隊 法 1 
i 第 78 条 J 

間接 侵略 その他の 緊急事態に 際して、 一般 
の 警察力を もっては、 治安を 維持す る こと 
がで きないと 認められる 場合 

① 命令 権 者： 

内閣総理大臣 

②  国会の 承認： 必要 (原則と して 出動命令 か 
ら 20 日 以内に 付議） 

〇 警職法 (注 1) の 準用 （質問、 避難、 犯罪 
の 予防 •制止、 武器 使用な ど） 

〇 海上保安庁 法の 一部 準用 (協力 要請、 立 
入 検査な ど。 3 等 海曹 以上の み） 

〇 警護 又は 鎮圧の ための 武器 使用 
〇 海上保安庁の 統制 (命令に よる 治安 出動 
の 場合の み） 

要請に よる 
治安 出動 
f 自衛隊 法 1 

1 第 81 条 J 

治安 維持 上 重大 な 事態 につき やむ を 得ない 
必要が あると 認める 場合 

①  命令 権 者： 

内閣総理大臣 

②  国会の 承認： 不要 

③  その他： 都道府県 公安委員会と 協議の 上 
で 都道府県 知事が 内閣総理大臣に 要請 

海上に おける 
餐備 行動 
[ 自衛隊 法 1 
[ 第 82 条 J 

海上に おける 人命 若しく は 財産の 保護 又は 
治安の 維持の ため 特別の 必要が ある 場合 

①  命令 権 者： 防衛庁長官 

②  国会の 承認： 不要 

③  その他： 内閣総理大臣の 承認 

〇 海上保安庁 法の 一部 準用 (協力 要請、 立 
入 検査な ど。 3 等 海曹 以上の み） 

〇 聱職 法の 一部 準用 (武器 使用） 

災害 派遣 
f 自衛隊 法 1 

1 第 83 条 j 

天災 地変 その他の 災害に 際して、 人命 又は 
財産の 保護の ため、 必要が あると 認める 場 
合 (注 2) 

①  命令 権 者： 防衛庁長官 又は その 指定す る 
者 

②  国会の 承認： 不要 

③  その他： 都道府県 知事 その他 政令で 定め 
る 者の 要請 （ただし、 そ の 事態 に 照 らし 特 
に 緊急を 要し 要請を 待つ いとまがない と 
認める ときを 除く） 

〇 餐職 法の一 部 準用 (避難、 立 入な ど。 聱 
察官 がその 場に いない 場合に 限る） 

〇 海上保安庁 法の 一部 準用 (協力 要請。 3 
等 海 苗 丨リ ト のみ） 

〇 災害対策 基本 法に 規定す る 権限 (餐戒 区 
域の 設定、 緊急 通行 車両の 通行 確保な ど。 
警察官が その 場に いない 場合に 限る） 

地震 防災 派遣 
[ 自衛隊 法 1 

1 第 83 条の 2] 

地震 防災 応急 対策を 的確 かつ 迅速に 実施す 
るた め自 衛隊の 支援 を 求める 必要が あると 
地震 災害 餐戒 本部 長が 認める 場合 (大規模 地 
震 対策 特別措置 法 第 13 条第 2 項） 

①  命令 権 者： 防衛庁長官 

②  国会の 承認： 不要 

③  その他： 地震 災害 警戒 本部 長 (内閣 総理 大 
臣) の 要請 

〇 轚職 法の 一部 準用 (災害 派遣 時と 同じ） 
〇 海上保安庁 法の一 部 準用 (災害 派遣 時と 
同じ） 

原子力 災害 派遣 
| 自衛隊 法丨 

1 第 83 条の 3] 

緊急事態 応急 対策を 的確 かつ 迅速に 実施す 
るた め、 自衛隊の 支援を 求める 必要が ある 
と 原子力 災害対策 本部 長が 認める 場合 (原子 
力 災害対策 特別措置 法 第 20 条第 4 項） 

①  命令 権 者： 防衛庁長官 

②  国会の 承認： 不要 

③  その他： 原子力 災害対策 本部 長 (内閣 総理 
大臣） の 要請 

〇 饕職 法の一 部 準用 （災害 派遣 時と 同じ） 
〇 海上保安庁 法の一 部 準用 (災害 派遣 時と 
同じ） 

〇 災害対策 基本 法に 規定す る 権限 (災害 派 
遣 時と 同じ） 

領空 侵犯に 
対する 措置 
f 自衛隊 法 1 

1 第 84 条 J 

外国の 航空機が 国際 法規 又は 航空 法 その他 
の 法令の 規定に 違反して わが国の 領域の 上 
空に 侵入した とき 

①  命令 権 者： 防衛庁長官 

②  国会の 承認： 不要 

領空 侵犯 機 を 着陸 させ 又は わ が 国の 領域の 
上空から 退去させる ため 必要 な 措置 (誘導、 
無線な どに よる 聱告、 武器 使用な ど） （注 3  ) 

(図 中の 権限な どに ついては、 すべて 自衛隊 法に 規定され ている） 

(注 1 ) 警察官 職務 執行 法の 略。 

(注 2) このほか、 庁舎、 営舎 その他の 防衛庁の 施設 または これらの 近傍に 火災 その他の 災害が 発生した 場合には、 部隊 等の 長は、 部隊 等を 派遣で きる （第 
83 条第 3 項。 いわゆる 近傍 派遣)。 

(注 3) 武器 使用に ついて 明文の 規定は ない が、 「必要な 措置」 の 中に 含まれる と 解され る。 


資料 13 防衛庁に おける 有事 法制の 研究に ついて 

(昭和 53 年 9 月 21 日） 

1 現 防衛庁が 行って いる 有事 法制の 研究は、 シビリ アン •コン トロールの 原則に 従って、 昨年 8 月、 内閣総理大臣の 了承の 下 
に、 三 原 前 防衛庁長官の 指示に よって 開始され たもので ある。 

2  研究の 対象は、 自衛隊 法 第 76 条の 規定に より 防衛 出動を 命ぜられる という 事態に おいて 自衛隊が その 任務を 有効 かつ 円滑に 遂行 
する 上での 法制 上の 諸問題で ある。 

現行の 自衛隊 法に よって 自衛隊の 任務 遂行に 必要な 法制の 骨幹は 整備され ている が、 なお 残された 法制 上の 不備は ないか、 不備 
が あると すれば どのよう な 事項 か 等の 問題点の 整理が 今回の 研究の 目的で あり、 近い将来に 国会 提出を 予定した 立法の 準備では な 

い 0 

また、 最近 問題と なった 防衛 出動命令 下 令 前に 急迫 不正の 侵害を 受けた 場合の 部隊の 対応 措置に 関する いわゆる 奇襲 対処の 問題 
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は、 本 研究とは 別個に 検討して いる。 

3  自衛隊の 行動は、 もとよ り 国家と 国民の 安全と 生存を 守る ための もので あり、 有事の 場合に おいても 可能な 限り 個々 の 国民の 権 
利が 尊重され るべき ことは 当然で ある。 今回の 研究は、 むろん 現行 憲法の 範囲 内で 行う ものであるから、 旧 憲法 下の 戒厳令 や 徴兵 
制の ような 制度を 考える ことは あり 得ない し、 また、 言論 統制な どの 措置 も 検討の 対象と しない。 

4  この 研究は、 別途 着手され ている いわゆる 防衛 研究の 作業 結果を 前提と しなければ ならない 面 も あり、 また、 防衛庁 以外の 省庁 
等の 所管に かかわる 検討 事項 も 多い ので、 相当 長期に 及ぶ 広範 かつ 詳細な 検討を 必要と する ものである。 

幸い、 現在の 我が国を めぐる 国際情勢は、 早急に 有事の 際の 法制 上の 具体的 措置を 必要と する ような 緊迫した 状況には なく、 ま 
た、 いわゆる 有事の 事態を 招来し ないた めの 平和 外交の 推進 や 民生の 安定な どの 努力が 重要で ある ことは いう まで もない が、 有事 
の 際に おける 自衛隊の 行動の ための 法制に 係る 研究 も 当然 必要な ことで あり、 むしろ この種の 研究は、 今日の よう な 平穏な 時期に 
おいて こそ、 冷静 かつ 慎重に 進められるべき ものであると 考える。 

5  今回の 研究の 成果は、 ある 程度 まとまり 次第、 適時 適切に 国民の 前に 明らかにし、 その コンセンサスを 得たい と 考えて いる。 


資料 14 有事 法制の 研究に ついて 

(昭和 56 年 4 月 22 日） 

有事 法制の 研究に ついては、 その 基本的な 考え方を 昭和 53 年 9 月 21 日の 見解で 示した ところで あり、 現 これに 基づいて 作業を 
進めて いる。 

この 見解で も 述べて いるよう に、 有事に 際しての 自衛隊の 任務 遂行に 必要な 法制は、 現行の 自衛隊 法に よって その 骨幹は 整備され 
ている。 しかし、 なお 残された 法制 上の 不備は ないか、 不備が あると すれば、 どのような 事項 か 等の 問題点の 整理を 目的と して これ 
ま で 研究を 行っ てきた ところで ある。 

研究は まだ その 途中に あり、 全体と して まとまる 段階には 至って いないが、 現在までの 研究の 状況 及び 問題点の 概要を 中間 的に ま 
とめれば、 次のと おりで ある。 

1 研究の 経過 

(1)  研究の 対象と なる 法令の 区分 

研究の 対象と なる 法令を 大別す ると、 次のように 区分され る。 

防衛庁 所管の 法令 (第 1 分類） 

他 省庁 所管の 法令 (第 2 分類） 

所管 省庁が 明確で ない 事項に 関する 法令 (第 3 分類） 

第 1 分類に 属する ものと しては、 防衛庁 設置 法、 自衛隊 法 及び 防衛庁 職員 給与 法が あり、 これらには 有事の 際の 関係 規定が 設 
けられて いるが、 こ れで 十分 か どうかに つ レ ゝて 検討す る 必要が ある。 

第 2 分類に 属する ものと しては、 部隊の 移動、 資材の 輸送 等に 関連す る 法令、 通信 連絡に 関連す る 法令、 火薬 類の 取扱いに 関 
連す る 法令な ど、 自衛隊の 有事の 際の 行動に 関連 ある 法令 多数が 含まれる。 これらの 法令の 一部に ついては、 自衛隊に ついての 
適用 除外ない し 特例 措置が 規定され ている が、 有事の 際の 自衛隊の 行動の 円滑を 確保す るう えで、 これで 十分 かどう かにつ いて 
検討す る 必要が ある。 

第 3 分類に 属する ものと しては、 有事に 際しての 住民の 保護、 避難 又は 誘導の 措置を 適切に 行うた めの 法制 あるいは 人道に 関 
する 国際条約 （いわゆる ジュネーブ 4 条約） の 国内法 制の ような 問題が ある。 これらの 問題は、 法制 的に 何ら かの 整備が 必要で あ 
るとは 考えられ、 また、 白 衛隊の 行動と 関連は する が、 防衛庁の 所 掌 事務の 範囲を 超える 事項 も 含まれて いると ころから、 より 
広い 立場から の 研究が 必要で ある。 

(2)  各 区分の 検討 状況 

このよう に 大別した 三 区分に ついては、 第 1 分類を 優先的に 検討す る こ ととし、 第 2 分類に ついては 第 1 分類に 引き続いて 検 
討す る ことと し、 第 3 分類に ついては この 問題を どのような 場で 扱う ことが 適当で あるかが 決められた 後に 研究す る ことと して、 
作業を 進めて きた。 

したがって、 現段階に おいては、 第 1 分類に ついては かなり 検討が 進んで いるが、 第 2 分類に ついては 他 省庁との 調整 事項 等 
も 多く、 検討が 進んで いる 状況には なく、 第 3 分類に ついては 未だ 研究に 着手して いない。 

2  第 1 分類に ついての 問題点の 概要 
(1) 現行法 令に 基づく 法令の 未 制定の 問題 

ア 自衛隊 法 第 103 条 は、 有事の 際の 物資の 又 用、 土地の 使用 等に ついて 規定して いるが、 物資の 収用、 土地の 使用 等に ついて 
知事に 要請す る 者、 要請に 基づき 知事が 管理す る 施設、 必要な 手続 等は、 政令で 定める ことと されて おり、 この 政令が 未だ 制 
定 されて いない。 
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したがって、 同条の 規定に よ り 必要な 措置を と りうる ことと する ためには、 この 政令を 整備して おく ことが 必要で あり、 こ 
の 政令に 盛り 込むべき 内容に ついて 検討した。 

この 概略は、 別紙のと おりで ある。 

イ 防衛庁 職員 給与 法 第 30 条 は、 出動を 命ぜられた 職員に 対する 出動 手当の 支給、 災害 補償 その他 給与に 関し 必要な 特別の 措置 
について 別に 法律で 定める と 規定して いるが、 この 法律は、 未だ 制定され ていない。 

この 法律に 盛り込むべき 内容と しては、 支給すべき 手当の 種類、 支給の 基準、 支給 対象 者、 災害 補償の 種類 等が 考えられ、 
これらの 項目に ついて 検討を 進めて いる ところで ある。 

(2)  現行 規定の 補備の 問題 

ア 自衛隊 法 第 103 条の 規定に よる 措置を とる に 際して、 処分の 相手方の 居所が 不明の 場合 等、 公用 令 書の 交付が できない 場合 
についての 規定がない。 このため、 物資の 収用、 土地の 使用 等を 行いえない 事態が 生ずる ことがあり、 そのような 場合に 措置 
をと りうる ようにす る ことが 必要で あると 考えられる。 

イ 自衛隊 法 第 103 条の 規定に より 土地の 使用を 行う 場合、 その 土地に ある 工作物の 撤去に ついての 規定がない。 このため、 土 
地の 使用に 際して その 使用の 有効性が 失われる ことがあり、 工作物を 撤去し うるよう にす る ことが 必要で あると 考えられる。 

ゥ 自衛隊 法 第 103 条の 規定に より 物資の 保管 命令を 発する 場合に、 この 命令に 従わない 者に 対する 罰則 規定がない が、 災害 救 
助 法 等の 同種の 規定には 罰則が あるので 権衡 上 必要では ないかとの 見方 も あり、 必要性、 有効性 等に つき 引き続いて 検討して 
いく ことと している。 

エ なお、 有事 法制の 研究と 直接 関連す る ものでは ない が、 自衛隊 法 第 95 条に 規定す る 防護 対象には、 レーダー、 通信 器材 等が 
含まれて いないので、 これらを 防護 対象に 加える ことが 必要で あると 考えられる。 

(3)  現行 規定の 適用 時期の 問題 

ア 自衛隊 法 第 103 条の 規定に よる 土地の 使用に 関しては、 陣地の 構築 等の 措置を とる には 相当の 期間を 要する ので、 そのよう 
な 土地の 使用に ついては、 防衛 出動命令 下 令 後から 措置す るので は 間に合わない ことがある ため、 例えば、 防衛 出動 待機 命令 
下 令 時から、 これを 行いうる よう にす る ことが 必要で あると 考えられる。 

イ 自衛隊 法 第 22 条の 規定に よる 特別の 部隊の 編成 等に 関しては、 編成 等に 相当の 期間を 要し、 防衛 出動命令 下 令 後から 行う の 
では 間に合わない ことがあ るので、 例えば、 防衛 出動 待機 命令 下 令 時から、 これを 行いうる ようにす る ことが 必要で あると 考 
えられる。 

ゥ 自衛隊 法 第 70 条の 規定に よる 予備 自衛官の 招集に 関しては、 招集に 相当の 期間を 要し、 防衛 出動命令 下 令 後から 行う のでは 
間に合わない ことがあ るので、 例えば、 防衛 出動 待機 命令 下 令 時から、 これを 行いうる ようにす る ことが 必要で あると 考えら 
れ る。 

(4)  新たな 規定の 追加の 問題 

ア 自衛隊 法には、 g 衛隊の 部隊が 緊急に 移動す る 必要が ある 場合に、 公共の 用に 供され ていない 土地 等を 通行す るた めの 規定 
がない。 このため、 部隊の 迅速な 移動が できず、 自衛隊の 行動に 支障を きたす ことがあ るので、 このような場合には、 公共の 
用に 供され ていない 土地 等の 通行を 行いうる ことと する 規定が 必要で あると 考えられる。 

イ  g 衛隊 法には、 防衛 出動 待機 命令 下に ある 部隊が 侵害を 受けた 場合に、 部隊の 要員を 防護す るた めに 必要な 措置を とる ため 
の 規定がない。 このため、 部隊に 大きな 被害を 生じ、 自衛隊の 行動に 支障を きたす ことがあ るので、 当該 部隊の 要員を 防護す 
るた め 武器を 使用し うる ことと する 規定が 必要で あると 考えられる。 

3  今後の 研究の 進め 方 及び 問題点の 取扱い 

今後の 有事 法制の 研究に ついては、 今回 まとめた 内容に さらに 検討を 加える とともに、 未だ 検討が 進んで いない 分野に ついて 検 

討を 進めて いく ことを 予定して いる ところで ある。 

なお、 今回の 報告で 取り上げた 問題点の 今後の 取扱いに ついては、 有事 法制の 研究とは 別に、 防衛庁に おいて 検討 するとと もに、 

関係 省庁 等との 調整を 経て 最終的な 決定を 行う ことと なろう。 

(別紙 省略） 


資料 15 有事 法制の 研究に ついて 

(昭和 59 年 10 月 16 日) 

1 経緯 及び 第 2 分類の 検討 
(1) 経緯 

ア 有事 法制の 研究は、 昭和 52 年 8 月、 内閣総理大臣の 了承の 下に、 防衛庁長官の 指示に よって 開始され たもので あり、 自衛隊 
法 第 76 条の 規定に より 防衛 出動を 命ぜられる という 事態に おいて 自衛隊が その 任務を 有効 かつ 円滑に 遂行す る 上での 法制 上の 
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諸問題を 研究の 対象と する ものである。 自衛隊は 有事に 際して 我が国の 平和と 独立を 守り 国の 安全を 保つ ための ものである 以 
上、 日ごろから これに 備えて 研究して おく ことは 当然で あると 考える。 研究を 進める に当たっての 基本的な 考え方に ついては、 
昭和 53 年 9 月 21 日の 見解で 示した ところで あり、 現在 これに 基づいて 作業を 進めて いる ところで ある。 

イ 有事 法制の 研究の 対象と なる 法令は、 防衛庁 所管の 法令 (第 1 分類)、 他 省庁 所管の 法令 (第 2 分類) 及び 所管 省庁が 明確で な 
い 事項に 関する 法令 (第 3 分類） に 区分され、 そのうち 第 1 分類に ついては、 問題点の 概要を 取りまとめて、 昭和 56 年 4 月、 国 
会の 関係 委員会に 報告した ところで ある。 

ウ その後の 有事 法制の 研究では、 第 1 分類に 引き続いて 第 2 分類に 重点を 置いて 検討を 進めた。 

(2) 第 2 分類の 検討 

他 省庁 所管の 法令に ついて、 現行 規定の 下で 有事に 際しての 自衛隊の 行動の 円滑を 確保す る 上で 支障がない かどう かを 防衛庁 
の 立場から 検討し、 検討 項目を 拾い出した 上、 当該 項目に 関係す る 条文の 解釈、 適用 関係に ついて 関係 省庁と 協議、 調整を 行っ 
た。 

現在までに 検討した 事項と 問題点の 概要を 整理 すれば、 次のと おり である。 

2  第 2 分類で 検討した 事項と 問題点の 概要 

現行 自衛隊 法に おいては、 他 省庁 所管の 法令に ついて、 特例 や 適用 除外の 規定が あり、 自衛隊の 任務 遂行に 必要な 法制の 骨幹は、 
整備され ている が、 今回 検討した 項目には、 なお 法令 上 特例 措置が 必要と 考えられる 事項 も あり、 また 法令 上 必要と される 特定 行 
政庁の 承認、 協議 等 手続に 係る 事項 も 相当数 含まれて いる。 

特定 行政 庁の 承認、 協議 等の 手続は、 有事に 際しての _ 衛隊の 行動の 円滑を 確保す るた め 関係 省庁の 協力を 得て 迅速に 措置され 
る ことが 必要で ある。 

自衛隊と 他 省庁との 連絡 協力に ついては、 _ 衛隊法 第 86 条の 関係 機関との 連絡 及び 協力の 規定 並びに 同 法 第 101 条の 海上保安庁 
等との 関係の 規定に よって、 基本的 枠組が 整備され ており、 また、 具体的な 手続に 際して、 手続の 迅速 化を 配慮す るな ど 関係 省庁 
の 協力が 当然 得られる ものと 考えられる ところで ある。 

このよう な 基本的 枠組 等を 踏まえて、 有事に 際しての 自衛隊の 行動 等の 態 様に 区分して 検討した 事項と 問題点の 概要を 整理 すれ 
ば、 次のと おりで ある。 

(1) 部隊の 移動、 輸送に ついて 
ア 陸上 移動 等 

有事に 際して は、 速やかに 部隊を 移動 させ、 その 任務 遂行 上 必要な 物資を 輸送す る 必要が あるが、 これにつ いては 「道路 交 
通 法」 に 基づく 公安委員会 等に よる 交通 規制の 実施 及び 公安委員会の 指定に 係る 緊急 自動車の 運用に より、 おおむね 円滑に 行 
える ものと 考えられる。 

しかしながら、 道路、 橋が 損傷して いる 場合に、 部隊の 移動、 物資の 輸送の ため その 道路 等を 応急 補修し、 通行し なければ 
ならない ことが 考えられ るが、 この場合 「道路 法」 上、 部隊 自らが その 補修を 行う ことができない ことがある。 したがって、 部 
隊自 らが 応急 補修を 行う こ とも 含めて、 損傷した 道路 等を 滞りな く 通行で きる よう 「道路 法」 に関して 特例 措置が 必要で あると 
考えられる。 

イ 海上 移動 等 

有事に 際して 自衛隊の 使用す る 船舶は、 その 任務の 有効 かつ 円滑な 遂行を 図る ため、 速やかに 移動、 輸送を 行う 必要が ある 
が、 その 航行 等に ついては 民間 船舶と 同様に 船舶 交通の 安全を 図る ための 「港 則 法」、 「海上 交通安全 法」 及び 「海上 衝突 予防法」 
が 適用され る。 

この場合、 一定の 港に おける 「港 則 法」 による 夜間 入港の 制限 又は 特定 海域に おける 「海上 交通安全 法」 による 航路 航行 義務 等 
の 航行 規制を 受ける が、 これらに ついては、 夜間 入港の 際の 港 長の 迅速な 許可 又は 緊急 用務 船舶の 指定に より、 自衛隊の 任務 
遂行 上 支障がない と考えられる。 

なお、 「海上 衝突 予防法」 の 適用に ついて 検討を 加えた が 特に 問題と する 事項は ない と 思われる。 

ウ 航空 移動 等 

有事に 際して 自衛隊 機は、 その 任務の 有効 かつ 円滑な 遂行を 図る ため、 速やかに 移動、 輸送を 行う 必要が ある。 

防衛 出動 時の 自衛隊 機の 飛行に ついては、 その 任務と 行動の 特性から 自衛隊 法 第 107 条 により 「航空 法」 の 規定の 相当 部分が 
適用 除外され ている。 

しかし、 自衛隊 機は、 その 任務 遂行の ため、 計器 気象 状態 (悪天候） であっても 計器飛行 方式に よらないで 飛行す る 必要が あ 
り、 このような 飛行は、 「航空 法」 によって、 やむ を 得ない 事由が ある 場合 又は 運輸大臣の 許可を 受けた 場合で なければ できな 
いとされ ている。 また、 特別 管制 空域を 計器飛行 方式に よらないで 飛行す る 必要が あり、 これにつ いても、 同 法に よって 運輸 
大臣の 許可を 得なければ ならない とされて いる。 これらの 飛行に ついては、 同 法に 基づく 運輸大臣の 迅速な 許可 等の 措置が な 
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さ れれ ば、 自衛隊 機の 行動に 支障がない ものと 考えられる。 

(2)  土地の 使用に ついて 

部隊は、 侵攻が 予想され る 地域に 陣地を 構築す るた めに 土地を 使用す る 必要が ある。 

一方、 国土の 利用に ついて 海岸、 河川、 森林な どの 態 様に 応じて 「海岸 法」、 「河川 法」、 「森林法」、 「自然 公園 法」 等の 法令に よ 
り、 国土の 保全に 資する 等の 観点から、 一定の 区域に ついて 立 入り、 木 竹の 伐採、 土地の 形状の 変更 等に 対する 制限 等が 設けら 
れ、 土地を 使用す る 場合には、 原則として 法令で 定められ ている 手続が 必要で ある。 

部隊が あらかじめ 陣地を 構築す るた めに 土地を 使用す る 場合に おいても、 法令に 定められた 許可 手続に 従い 又は 許可 手続の 例 
により 行う ほかな く、 侵攻の 態 様に よっては それらの 手続を とる いとまがない ことが 考えられ、 また、 法令に よっては 「非常 災 
害」 に 際しての 応急 的な 措置に ついて、 手続を とらなくても 一定の 範囲 内で 土地を 使用し 得る とされて いるもの も あるが、 これ 
にも 当たらない とされて いる。 さらに、 構築され る 陣地の 形態に よっては、 これらの 法令 上 許可し 得る 範囲を 超える こと も 考え 
られ る。 

したがって、 有事に 際しての 自衛隊に よる 土地の 使用 等に ついては、 「海岸 法」 等に 関して 特例 措置が 必要で あると 考えられる。 

(3)  構築物 建造に ついて 

有事に 際して、 航空基地 等では、 他の 基地に 所在す る 航空 部隊の 機動 展開を 受け入れ、 あるいは、 杭たん 性を 強化す るた めに 
航空機 用えん 体、 指揮所、 倉庫 等を 建築す る ことがある。 

一方、 「建築基準法」 は、 建築物を 建築す る 際の 工事 計画の 建築 主事への 通知 等の 手続、 構造の 基準 等を 定めて いる。 

航空機 用えん 体、 指揮所、 倉庫 等を 建築す る 際に も、 同 法に 定められ ている 手続を 行い、 構造の 基準を 満たさなければ ならな 
いため、 速やかに 建築を 進める ことができな いこと も 考えられる。 

したがって、 有事に 際して 自衛隊の 建築す る 建築物に ついては、 「建築基準法」 に関して 特例 措置が 必要で あると 考えられる。 

(4)  電気 通信に ついて 

有事に 際して は、 部隊 等 相互 間に おいて 通信 量が 増大す る ことが 予想され、 また、 通信 系の 杭たん 性を 確保す る ことが 必要と 
なる。 

自衛隊 法 第 104 条 では、 防衛庁長官は、 防衛 出動を 命ぜられた 自衛隊の 任務 遂行 上 必要が あると 認める 場合には、 緊急を 要す 
る 通信を 確保す るた め、 郵政大臣に 対し、 公衆 電気 通信 設備を 優先的に 利用す る こ と 及び 「有線 電気 通信 法」 第 3 条第 3 項 第 3 号 
に 掲げる 者が 設置して いる 電気 通信 設備を 使用す る こと について 必要な 措置を とる こと を 求める ことができ、 郵政大臣は その 要 
求に 沿うよう に 適当な 措置を とる ものと する ことが 規定され ており、 また 「有線 電気 通信 法」、 「公衆 電気 通信 法」 及び 「電波法」 で 
は、 天災、 事変 等 一般的に 住民の 生命、 財産の 安全 又は 公共の 安全が 脅かされる ような 非常事態の 際の 重要な 通信の 確保に つい 
て 規定され ている。 防衛 出動 下 令 事態に おける 自衛隊の 任務 遂行 上 必要な 通信の 確保に ついては、 これらの 諸 規定に 従って 措置 
される も ので あり、 自衛隊の 任務 遂行に 支障がない ものと 考えられる。 

(5)  火薬 類の 取扱いに ついて 

了  自衛隊の 保有す る 火薬 類は、 各地の 自衛隊の 施設 内の 弾薬庫に 貯蔵され ており、 有事に 際して 部隊が 展開す る 地域へ 輸送す 
る 必要が ある。 火薬 類の 輸送 手段と しては、 鉄道輸送、 車両 輸送、 船舶 輸送 等が 考えられ、 火薬 類の 積載 方法、 積載 重量、 運 
搬 方法 等に ついて、 「火薬 類 取締法」 等の 法令に よって 規制され ている が、 自衛隊 機 及び 自衛 艦に よる 輸送に ついては、 自衛隊 
法 第 107 条 及び 第 109 条 により、 積載 方法、 積載 重量 等に ついて 適用 除外され ている。 火薬 類の 輸送に ついては、 これらの 法令 
に 従い おおむね 円滑に 実施で きる ものと 考えられる。 

しかしながら、 火薬 類を 車両に 積載して 輸送す る 場合に、 状況によっては 夜間に 火薬 類の 積 卸しを 行う 必要が あるが、 「火 
薬 類の 運搬に 関する 総理府 令」 によって 火薬 類の 積 卸しは 夜間を 避けて 行う ことと されて いる。 また、 隊員が 一定量 以上の 火 
薬 類を 携帯して 民間 自動車 渡船 （フェリー） に 乗船す る 場合 や、 火薬 類を 積載した 車両を 一般の 隊員と ともに 自動車 渡船に 積載 
する 場合 も あるが、 「危険物 船舶 運送 及び 貯蔵 規則」 によれば、 一定量 以下の 火薬 類を 除き 船舶に 持ち込んで はならず、 また、 
火薬 類を 積載した 車両の 運転手、 乗務員 及び 貨物の 看守者 以外の 者が 乗船して いる 自動車 渡船に 火薬 類を 積載した 車両を 積載 
しては ならない とされて いる。 

したがって、 これらに ついて 白 衛隊の 任務 遂行に 支障が 生じない よう 措置す る ことが 必要で あると 考えられる。 

イ 防衛 行動に おいて 使用され る 火薬 類を、 使用 又は 輸送す るた めに 必要な 範囲 内で、 一時的に 野外に 集積す る ことが 考えられ 
るが、 そのような 集積は、 「火薬 類 取締法」 上の 「消費」 又は 「運搬」 に 当たる ものと 解され る。 「消費」 に 当たる 場合は、 自衛隊 法 
第 106 条 により 規制が 適用 除外と されて おり、 また、 「運搬」 に 当たる 場合は、 安全 措置 等を 講じる ことが 必要とは なる が、 自 
衛隊の 任務 遂行に 支障は ない ものと 考えられる。 

(6)  衛生 医療に ついて 

有事に 際して は 負傷者が 多数 発生す る ことが 考えられ るが、 負傷者の 容体から みて 早急に 処置を 必要と する 場合 又は 既設の 病 
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院、 診療所へ 輸送す る 手段がない 場合には、 自衛隊の 設置す る 野戦病院 等に 負傷者を 収容し、 医療を 行わなければ ならない こと 
が ある。 

一方、 「医療 法」 によれば 病院 等を 設置す る 場合には 厚生大臣に 協議 等を 行う こと、 また、 その 病院 等は 同 法に 定める 構造 設備 
を 有する ことと されて いる。 

自衛隊の 設置す る 野戦病院 等は、 部隊の 移動に 合わせて 移動す る 必要が あるた め、 構造 設備 等の 基準を 満たす ことは 困難で あ 
る と 思われる。 

したがって、 有事に 際して 自衛隊の 設置す る 野戦病院 等に ついては、 「医療 法」 に関して 特例 措置が 必要で あると 考えられる。 

(7)  戦死者の 取扱いに ついて 

有事に 際して 戦死者に ついては、 人道 上、 衛生上の 見地から、 部隊が 埋葬 又は 火葬す る ことが 考えられる。 

一方、 「墓地、 埋葬 等に 関する 法律」 によって、 墓地 以外の 場所に 埋葬す る こと、 火葬場 以外の 場所で 火葬す る ことが 禁じられ 
ており、 また、 墓地に 埋葬し、 火葬場で 火葬す る 場合に も、 市町村 長の 許可が 必要で あると されて いる。 

死者が 一時期に 広範な 地域に わたって 生じた 場合には、 既存の 墓地、 火葬場で 埋葬、 火葬す る ことが 困難と なり、 市町村 長の 
許可を 迅速に 得る こと も 困難で あると 思われる。 

したがって、 有事に 際して 部隊が 行う 埋葬 及び 火葬に ついては、 「墓地、 埋葬 等に 関する 法律」 に関して 特例 措置が 必要で ある 
と考えられる。 

(8)  会計 経理に ついて 

自衛隊が 必要と する 工事 用 資材 等の 物資を 調達す る 場合、 現行の 会計 法令 上では、 いわゆる 同時 履行の 原則に よる ことと され 
ている が、 自衛隊が 必要と する 船舶、 航空機 等に ついては、 前金 払 及び 概算 払の 方式が 認められて いると ころで ある。 

有事に 際して は、 自衛隊の 任務 遂行に 支障が 生じない よう 工事 用 資材 等の 物資の 調達に ついても、 前金 払 等の 方式が 講ぜられ 
るよう 措置され る ことが 必要で あると 考えられる。 

3  今後の 研究の 進め 方 

以上に 述べた とおり、 第 2 分類に ついて 問題点の 整理は おおむね 終了した と考えられるが、 なお、 研究は 今後 も 引き続き 進める 
必要が あり、 その 際、 有事に おいて 自衛隊の 行動が 円滑に 行われる ための 準備の 重要性に かんがみ、 陣地の 構築の ための 土地の 使 
用、 建築物の 建築 等の 特例 措置に ついて、 例えば、 防衛 出動 待機 命令 下 令 時から 適用 するとい うような 点を も 考慮す る 必要が ある 
と 考えて いる。 

また、 これまでの 検討を 踏まえて 整理 すれば、 有事に おける、 住民の 保護、 避難 又は 誘導を 適切に 行う 措置、 民間 船舶 及び 民間 
航空機の 航行の 安全を 確保す るた めの 措置、 電波の 効果的な 使用に 関する 措置な ど 国民の 生命 財産の 保護に 直接関係し、 かつ、 自 
衛隊の 行動に も 関連す るた め 総合的な 検討が 必要と 考えられる 事項 及び 人道に 関する 国際条約 （いわゆる ジュネーブ 4 条約） に 基づ 
く 捕虜収容所の 設置 等 捕虜の 取扱いの 国内法 制 化な ど 所管 省庁が 明確で ない 事項が 考えられ、 これらに ついては、 今後より 広い 立 
場に おいて 研究を 進める ことが 必要で あると 考えて いる。 

(資料 省略） 


資料 16 中期 防衛 力 整備 計画 (平成 8 年度〜 平成 12 年度） について 

平成 8 年度から 平成 12 年度までを 対象と する 中期 防衛 力 整備 計画に ついて、 
月 28 日 安全保障 会議 及び 閣議 決定） に 従い、 別紙の とおり 定める。 


^ 平成 7 年 12 月 14 日 安全保障 会議 決定 > 
し F 成 7 年 12 月 15 日 閣議  決定 ノ 
「平成 8 年度 以降に 係る 防衛 計画の 大綱」 （平成 7 年 11 


(別紙） 

中期 防衛 力 整備 計画 (平成 8 年度〜 平成 12 年度） 

1 . 計画の 方針 

平成 8 年度から 平成 12 年度までの 防衛 力 整備に 当たって は、 「平成 8 年度 以降に 係る 防衛 計画の 大綱」 (平成 7 年 11 月 28 日 安全 保 
障 会議 及び 閣議 決定。 以下 「新 防衛 大綱」 という。） に 従い、 以下を 計画の 基本と して、 適切な 防衛 力の 整備に 努める ことと する。 
1 基幹 部隊、 主要 装備 等に ついては、 新 防衛 大綱に 定める 新たな 防衛 力の 水準への 円滑な 移行に 配 意しつつ、 合理化 • 効率化 • 
コン パク ト 化を 推進す る 0 

2  多様な 事態に 対して 有効に 対応し 得る よう 必要な 機能の 充実 及び 防衛 力の 質的な 向上に 努める。 

3  養成 及び 取得に 長期 間を 要する 要員 及び 装備を、 教育 訓練 部門 等に おいて 保持したり、 即応 性の 高い 予備 自衛官を 確保す る こ 
とに より、 事態の 推移に 円滑に 対応し 得る ように 適切な 弾力性を 確保す る 施策に 着手す る。 

4  日 米 安全保障 体制の 信頼性の 向上を 図る ため の 各種 施策 を 引き続き 推進す る。 
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5 より 安定した 安全保障 環境の 構築への 貢献の ための 各種 施策を 推進す る。 

6  その 時々 の 経済 情勢、 格段に 厳しさを 増して いる 財政 事情 等を 勘案し、 国の 他の 諸 施策との 調和を 図りつつ、 節度 ある 防衛 力 
の 整備に 一層 努力す る。 

2.  基幹 部隊の 見直し 等 

1 陸上自衛隊に ついては、 装備の 近代化に も 配 意しつつ、 5 個の 師団に ついて 改編を 実施す る。 その 際、 2 個の 師団に ついては 
旅団に 改編し、 このうち 1 個を 空中機動 性を 高めた 旅団と するとと もに、 改編した 師団 及び 旅団の それぞれに ついて、 その 一部 
の 部隊を 即応 性の 高い 予備 自衛官を 主体と して 編成す る。 また、 即応 性の 高い 予備 自衛官に 係る 所要の 施策を 講ずる。 

これらの 改編に 伴い、 陸上自衛隊の 編成 定数 及び 常備 _衛官 定員を 計画的 かつ 段階 的に 削減す る ことと し、 計画 期間 末の 編成 
定数に ついては、 おおむね 17 万 2 千 人 程度、 常備 自衛官 定員に ついては、 おおむね 16 万 7 千 人 程度、 即応 予備 自衛官 員数に つい 
ては、 おおむね 5 千 人 程度を めどと する。 なお、 陸上自衛隊の 常備 自衛官の 充足に ついては、 定員の 削減を 踏まえつつ、 計画 期 
間 末に おいて、 おおむね 14 万 7 千 人 程度を めどと する。 

2  海上自衛隊に ついては、 護衛艦 部隊 (地方 隊) のうち 2 個 護衛 隊を 廃止 するとと もに、 潜水艦 部隊に 教育 部隊を 新 編す る ほか、 
機動 的に 運用す る 掃海 部隊を 1 個 掃海 隊 群へ 集約 化する。 また、 固定 翼 哨戒機 部隊に ついては 1 個 航空隊を 廃止 するとと もに、 
固定 翼 哨戒機 部隊 及び 陸上 回転 翼 哨戒機 部隊のう ち それぞれ 1 個 航空隊を 搭乗員を 専門に 養成す るた めの 教育 部隊と する。 

3  航空 g 衛隊 について は、 警戒 管制 部隊のう ち 2 個 方面隊の 一部の 警戒 群を 警戒 隊 とする とともに、 要撃戦闘機 部隊に ついて 1 
個 飛行隊を 廃止す る。 

4  各 自衛隊の 統合 的 かつ 有機的な 運用に 特に 配 意す るとの 観点から、 統合幕僚会議の 機能の 充実 等に ついて 検討の 上、 必要な 措 
置を 講ずる。 

3.  主要 事業 内容 

1 防空 能力 

(1)  防空 要撃 能力に ついては、 将来に おける 技術的 水準の 動向に 対応して、 現有の 要撃戦闘機 (F-15) を 今後と も 有効に 活用す 
るた め、 近代化の ための 試 改修を 行う。 

(2)  重要 地域 等の 防空 火力に ついては、 引き続き、 現有の 地対空 誘導弾 (ペトリ オツ ト） の 能力 向上を 行う とともに、 地対空 誘導 
弾 （ホーク） 改善 用 装備 品を 整備す る。 

また、 短距離 地対空 誘導 改善 用 装備 品、 近距離 地対空 誘導弾、 高 射 機関 砲 等を 整備す る。 

2  周辺 海域の 防衛 能力 及び 海上 交通の 安全 確保 能力 

(1)  艦艇に ついては、 護衛艦、 潜水艦、 掃海艇、 ミサイル 艇 等を 建造す る。 護衛艦の 建造に 当たって は、 護衛艦 部隊 全般の 効率 
的な 在り方に 留意しつつ、 更新 •近代化を 推進す る。 

(2)  航空機に ついては、 引き続き、 哨戒 ヘリコプター （SH-60J) を 整備 するとと もに、 将来の 技術的 水準の 動向に 対応して、 現 
有の 固定 翼 哨戒機 (P- 3C) を 今後と も 有効に 活用す るた め、 所要の 能力 向上の ための 改修を 行う。 また、 固定 翼 哨戒機 (P- 
3C) の 後継 機に 関し、 検討の 上、 必要な 措置を 講ずる。 

3  着 上陸 侵攻 対処 能力 

(1)  洋上 • 水際 撃破 能力 等に ついては、 現有の 支援 戦闘機 (F- 1) の 後継 機と して、 新たな 支援 戦闘機 (F-  2) を 整備 するとと も 
に、 引き続き 地 対 艦 誘導弾 (SSM- 1) を 整備す る。 

(2)  火力、 装甲 機動力、 対戦車 火力に ついては、 老朽 装備の 更新 •近代化を 主体に、 火砲、 多 連 装 ロケ ッ トシス テム、 戦車、 装 
甲 車、 多目的 誘導弾 システムを 含む 対戦車火器 等を 整備 するとと もに、 空中 火力の 向上の ため、 引き続き、 対戦車 ヘリ コブ タ 
一 （AH— 1S) を 整備す る。 

4  輸送力 及び 機動力 

輸送力 及び 機動力に ついては、 引き続き、 輸送 ヘリコプター （CH-47)、 輸送 艦 等を 整備す る。 また、 輸送機に- 1) の 後継 機 
に 関し、 検討の 上、 必要な 措置を 講ずる。 

空中給油 機の 性能、 運用 構想 等 空中給油 機能に 関する 検討を 行い、 結論を 得、 対処す る。 

5 情報 • 指揮 通信 能力 

⑴ 警戒 監視 等に ついては、 引き続き、 固定 式 3 次元 レーダー 装置 及び 移動 式 警戒 監視 システムを 整備 するとと もに、 早期 警戒 
管制 機の 運用 態勢の 整備を 行う ほか、 艦艇、 航空機 等に よる 周辺 海 •空域の 監視 態勢を 充実す る。 また、 警戒 管制 部隊の 効率 
化 • 合理化を 図る ために 必要な 措置を 講ずる。 

(2) 情報に ついては、 戦略 情報を 含む 高度の 情報 収集. 分析 等を 総合的に 実施し 得る 体制 等の 充実を 図る ため、 既存の 情報 組織 
の 見直しを 行う とともに、 中央 情報 組織を 新 編し その 機能の 充実を 図る ほか、 情報 部隊の 効率的な 体制の 整備を 行う。 また、 
各種 情報 又 集 手段 等を 整備す る とともに、 能力の 高い 情報 専門家を 確保す る。 
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(3) 指揮 通信に つい ては、 中央に おいて 適時 適切 かつ 総合的な 観点から 指揮し 得る 体制を 確保す るた め、 防衛庁 本庁 庁舎の 移転 
に 伴い、 新 中央 指揮 システムの 整備を 行う。 また、 引き続き、 防衛 統合 ディジタル 通信網 (IDDN) の 整備、 指揮 機能の 充実、 
衛星通信の 利用 等 各種 施策を 推進す る。 

6  継 戦 能力 及び 杭たん 性 

継 戦 能力 及び 杭たん 性の 確保に ついては、 引き続き、 弾薬の 整備 等 各種 施策を 推進す る。 

7  教育 訓練 体制 

教育 訓練 体制の 充実 及び 効率化 • 合理化を 図る ため、 戦闘 部隊に おいて 保持す る 装備と 同様の ものを 教育 訓練 部門に おいて 保 
持す る。 この 一環と して、 要撃戦闘機 (F-15DJ) 及び 新たな 支援 戦闘機 (F-  2) を 整備す る。 

また、 中等 練習機 (T- 4) 等の 航空機、 訓練 支援 艦 及び 各種の 教育 訓練 用 器材 等を 整備 するとと もに、 訓練 施設 等 教育 訓練 環 
境の 改善を 図る。 

8 救難 体制 

救難 体制の 向上 及び 効率化を 図る ため、 引き続き、 救難 飛行艇 (US-  1A)、 救難ヘリコプター (UH-60J)、 救難 捜索 機 (U- 125 
A) 等を 整備す る。 

9  人事 及び 衛生 

高い 士気 及び 能力 並びに 広い 視野を 備えた 隊員を 保持す るた め、 隊員の 処遇 改善、 他 省庁 • 民間との 交流 等 各種の 人事 及び 衛 
生 諸 施策を 引き続き 推進す る。 

その 際、 隊員の 生活 勤務 環境の 向上を 図る ため、 地域 や 勤務の 特性、 新たな 体制への 移行 等に 配 意しつつ、 隊 舎、 宿舎 等の 建 
設 • 改修を 引き続き 推進 するとと もに、 厚生施設 等の 整備 • 充実を 図る。 

10 施設 

(1)  老朽 建物の 建替を 推進 するとと もに、 新たな 体制への 移行を も 考慮しつつ、 装備 品等の 取得、 部隊の 編成に 必要な 施設を 整 
備 する ほか、 弾薬 施設、 訓練 施設 等の 整備を 図る。 

(2)  周辺 地域との より 一層の 調和を 図る ため、 引き続き、 基地 周辺 対策を 推進す る。 

11 技術 研究開発  ^ 

新 中距離 地対空 誘導弾を 始めと する 各種 誘導弾、 救難 飛行艇 (US- 1 A 改） その他の 装備、 器材 等に ついて、 ライフサイクル コ 
ス トの 抑制に 十分 配 意しつつ、 研究開発を 推進す る。 また、 技術 研究開発 体制の 充実を 図る ほか、 技術 進歩の すう 勢 等を 十分に 
勘案して、 先端的な 技術の 確立に 資する ため、 技術 実証 型 研究を 含む 各種 研究を 行う。 

12 日 米 安全保障 体制の 信頼性の 向上を 図る ための 施策 

(1)  情報 交換、 政策 協議 等の 充実を 図る。 

(2)  共同研究 並びに 共同 演習 • 共同 訓練 及び これらに 関する 相互 協力の 充実 等を 含む 運用 面に おける 効果的な 協力 態勢を 構築す 
る 0 

(3)  日米 共同研究 等 装備 • 技術面での 幅広い 相互 交流の 充実に 努める。 

(4)  引き続き 在日米軍 駐留 支援 及び 沖縄の 施設 • 区域の 整理 • 統合 • 縮小を 含む 在日米軍の 駐留を 円滑 かつ 効果的に する ための 
施策を 推進す る。 

13 災害 救援 等 

大規模な 災害 等 人命 又は 財産の 保護を 必要と する 各種の 事態に 対して、 適時 適切に 災害 救援 等の 行動を 実施す るた めの 各種 施 
策を 実施す る。 

14 より 安定した 安全保障 環境の 構築への 貢献 

(1)  国際 平和協力 業務 等を 適時 適切に 実施す るた めの 各種 施策を 実施す る。 

(2)  安全保障 対話 •防衛 交流を 引き続き 推進し、 我が国の 周辺諸国を 含む 関係 諸国との 間の 信頼関係の 増進を 図る。 

(3)  国際連合、 国際機関 等が 行う 軍備管理 •軍縮 分野に おける 諸 活動に 対し 協力す る。 

15 その他 

(1)  弾道 ミサイル防衛に ついては、 その 有用性、 費用 対 効果 等に 関し、 総合的 見地から 十分に 検討の 上、 結論を 得る ものと する。 

(2)  調達 価格 等の 抑制を 図る ため、 情報化 等に 対応しつつ、 効率的な 調達 補給 態勢の 整備に 努める。 

4.  整備 規模 

前記 3. (主要 事業 内容） に 示す 装備 品のう ち、 主要な ものの 具体的 整備 規模は、 別表のと おりと する。 

5.  所要 経費 

1 この 計画の 実施に 必要な 防衛 関係 費の 総額の 限度は、 平成 7 年度 価格で おおむね 25 兆 1，500 億円 程度を めどと する。 

2  各 年度 毎の 予算の 編成に 際して は、 一層の 効率化、 合理化に 努め、 極力 経費を 抑制す るよう 努力 するとと もに、 その 時々 の 経 
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済 情勢、 格段に 厳しさを 増して いる 財政 事情 等を 勘案し、 国の 他の 諸 施策との 調和を 図りつつ、 この 計画の 所要 経費の 枠内で 決 
定 する ものと する。 なお、 将来に おける 予見し 難しい 事象への 対応、 より 安定した 安全保障 環境の 構築への 貢献 等 特に 必要と 認 
める 場合に あっては、 安全保障 会議の 承認を 得て、 この 計画の 所要 経費の 他、 1,100 億円を 限度と して、 これらの 事業の 実施に 
ついて 措置す る ことができる ものと する。 

その 際、 「今後の 防衛 力 整備に ついて」 （昭和 62 年 1 月 24 日 安全保障 会議 及び 閣議 決定) に 示された 節度 ある 防衛 力の 整備を 行う 
という 精神は、 引き続き これを 尊重す る ものと する。 

3 この 計画に ついては、 3 年後には、 その 時点に おける 国際情勢、 技術的 水準の 動向、 経済 財政 事情 等 内外 諸 情勢を 勘案し、 こ 
の 計画に 定める 所要 経費の 総額の 範囲 内に おいて、 必要に 応じ 見直しを 行う。 

(別表) 


区  分 

種  類  整備  規模 

陸上自衛隊 

戦車  96 両 

火砲 (追擊 砲を 除く。）  45 門 

多 連 装 ロケット システム  45 両 

装甲車  168 両 

地 対 艦 誘導弾  24 両 

対戦車へ リコ プ ター (AH 一  1 S)  4 機 

輸送へ リコ プ ター (CH-47JA)  1 2 機 

地対空 誘導弾 (ホーク） 改善 用 装備 品  2 個 群 

海上自衛隊 

護衛艦  8 隻 

潜水艦  5 隻 

そ の 他  1 8 隻 

自衛 艦 建造 計  31 隻 

(トン 数）  （約 10.0 万 トン） 

哨戒へ リコ プ ター (SH-60J)  37 機 

航空自衛隊 

要撃戦闘機 (F—15DJ)  4 機 

支援 戦闘機 (F —  2)  47 機 

輸送へ リコ プ ター (CH-47J)  6 機 

中等 練習機 (T— 4)  59 機 
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資料 1 7 中期 防衛 力 整備 計画 (平成 8 年度〜 平成 1 2 年度) の 見直 しにつ いて 

平成 9 年 12 月 19 日 
安全保障 会議 決定 
.閣議 決定 


(防衛 力 整備の 考え方） 

1 現在、 我が国の 防衛 力 整備は、 中期 防衛 力 整備 計画 (平成 8 年度〜 平成 12 年度） （平成 7 年 12 月 14 日 安全保障 会議 決定、 平成 7 年 
12 月 15 日 閣議 決定) の 下で 実施 されて いる。 同 計画は、 「平成 8 年度 以降に 係る 防衛 計画の 大綱 について」 成 7 年 11 月 28 日 安全 保 
障 会議 及び 閣議 決定。 以下 「防衛 大綱」 という。） に 従い 策定した もので あり、 防衛 大綱に 定める 新たな 防衛 力の 水準への 円滑な 移 
行に 配 意しつつ、 合理化 • 効率化 •コ ン パク ト 化を 推進す る こと 等を 計画の 基本と して、 適切な 防衛 力の 整備に 努める ことと して 
いる 0 

(財政 構造 改革の 推進と 計画の 見直しの 取扱い） 

2  防衛 大綱 策定に 当たって 考慮され た 国際情勢の すう 勢に ついては 基本的に 変化は ない ものの、 経済* 財政 事情に ついては その後 
一層 厳しさを 増して いる。 

今般の 財政 構造 改革は、 国 及び 地方公共団体の 財政が 危機 的 状況に ある ことを 踏まえ、 経済 構造 改革を 推進しつつ、 財政収支を 
健全 化し、 様々 な 課題に 十分 対応で きる 財政 構造を 実現す るた めに 行われる もので あり、 これを できる 限り 早期に、 かつ 強力に 推 
進す る 必要が ある。 

以上を 踏まえ、 同 計画に おいて 3 年後に 行う ことと されて いる 計画の 見直しを これを 待たず して 行う ことと する。 

(見直しの 方針） 

3 同 計画の 1. (計画の 方針） に 示す 計画の 基本のう ち、 1 の 主要 装備に ついては、 新たな 防衛 力の 水準への 円滑な 移行に 配 意し、 
防衛 大綱に 定める 防衛 力の 水準を 全体と して 適切に 維持し つつよ り 緩やかな 形で 整備を 進める との 観点から、 防衛 力の 弾力 的な 運 
用を 図る ことを 念頭に、 計画に 定める 事業の 実施を 一部 見送る ことと する。 

(整備 規模） 

4  同 計画の (別表） に 示す 主要な 装備 品の 具体的 整備 規模は 別表の とおりと する。 

(所要 経費） 

5 上記 3  (見直しの 方針） に 基づく 主要な 装備 品の 整備 規模の 見直し その他の 措置に よ り、 同 計画の 5. (所要 経費） に 示す 防衛 関係 
費の 総額の 限度は、 平成 7 年度 価格で おおむね 24 兆 2,300 億円 程度を めどと する こ ととす る。 

(その他） 

6  SACO (沖縄に 関する 特別 行動 委員会） 関連 事業に ついては 着実に 実施し、 その 所要 経費に ついては 別途 明らかにする ことと する。 


(別表) 


区  分 

種  類 

整備  規模 

陸上自衛隊 

戦車 

火砲 (追擊 砲を 除く。） 

多 連 装 ロケ ッ ト システム 
装甲車 

地 対 艦 誘導弾 

対戦車へ リコ プ ター (AH- 1 S) 

輸送へ リコ プ ター (CH-47JA) 

地対空 誘導弾 （ホーク） 改善 用 装備 品 

90 両 

40 門 

45 両 
157 両 

24 両 

3 機 

9 機 
1.75 個 群 

海上自衛隊 

護衛艦 

潜水艦 

その他 

自衛 艦 建造 計 
(トン 数） 

哨戒 ヘリコプター （SH—60J) 

7 隻 

5 隻 

18 隻 

30 隻 

(約 9. 4 万 トン） 

37 機 

要撃戦闘機 （F—15DJ) 

4 機 

支援 戦闘機 (F —  2) 

45 機 

航と目  衛  隊 

輸送 ヘリコプター （CH — 47J) 

4 機 

中等 練習機 (T 一  4) 

54 機 
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資料 18  2000 年度 (平成 12 年度) 主要 事業の 経費 
1 装備の 充実 

(単位： 百万 円) 


区  分 

数  量 

総  額 

00 年度の 予算 額 

後年 度 負担 額 

陸上 装備 

90  式 戦車 

18 両 

15,494 

0 

15,494 

89 式 装甲 戦闘 車 

2 両 

1,269 

0 

1,269 

96 式 装 輪 装甲車 

28 両 

3,686 

0 

3,686 

99 式自走 155mm りゅう 弾 砲 

7 両 

7,280 

0 

7,280 

多 連 装 ロケ ッ ト システム MLRS 

9 両 

16,563 

0 

16,563 

87 式 自走高 射 機関 砲 

1 両 

1,444 

0 

1,444 

87 式 偵察 警戒 車 

2 両 

550 

0 

550 

イ匕学 防護 車 

3 両 

531 

0 

531 

その他 

8,982 

0 

8,982 

合  It 

55,800 

0 

55, 800 

誘導弾 

地対空 誘導弾 ホーク 改善 用 装備 品 

0.25 個 高射特科 群 分 

13,047 

0 

13,047 

地対空 誘導弾 (ペトリ オット） 

- 

19,963 

50 

19,912 

地対空 誘導弾 ぺ ト リオ ッ ト 改善 用 装備 品 

0.5 個 高 射 群 分 

6,480 

69 

6,411 

81 式 短距離 地対空 誘導弾 改善 用 装備 品 

2 セット 

7,816 

0 

7,816 

93 式 近距離 地対空 誘導弾 

8 セット 

5,538 

0 

5,538 

91 式 携帯 地対空 誘導弾 

11 セット 

909 

0 

909 

88 式 地 対 艦 誘導弾 

4 両 

4,856 

0 

4,856 

96 式 多目的 誘導弾 システム 

3 セット 

4,445 

0 

4,445 

その他 

1,885 

305 

1,580 

合  計 

64, 939 

425 

64,515 

航空機 

陸上自衛隊 

観測へ リコ プタ  ー （OH-I) 

4 機 

8,265 

0 

8,265 

多 用途へ リコ プ ター (UH-60JA) 

3 機 

10,109 

0.2 

10,109 

多用途ヘリコプター （UH-IJ) 

7 機 

8,574 

0 

8,574 

輸送 ヘリ コブ ター （CH-47JA) 

2 機 

10,159 

0.2 

10,159 

連絡 偵察機 (LR-2) 

1 機 

1,313 

0 

1,313 

小  計 

17 機 

38,419 

0.4 

38,419 

海上自衛隊 

哨戒へ リコ プタ  ー （SH-60J) 

7 機 

35,522 

0 

35,522 

計器飛行 練習 機 (TC-90) 

3 機 

2,150 

0 

2,150 

初級 操縦 練習へ リコ プ ター (OH-6DA) 

1 機 

296 

14 

282 

哨戒へ リコ プ ター (SH-60J) の 能力 向上 

(9 機） 

1,053 

0 

1,053 

小  計 

11 機 

39,020 

14 

39,007 
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(単位： 百万 円) 


区 

分 

数  量 

総  額 

00 年度の 予算 額 

後年 度 負担 額 

航空自衛隊 

支援 戦闘機 (F- 2) 

9 機 

106,468 

3 

106,465 

輸送へ リコ プ ター （CH-47J) 

1 機 

4,457 

0 

4,457 

早期警戒機 E-2C 改善 用 装備 品 

(2 機） 

8,614 

79 

8,536 

救難 捜索 機 (U-125A) 

2 機 

7,739 

0 

7,739 

救難ヘリコプター （UH-60J) 

2 機 

7,195 

0 

7,195 

中等 練習機 (T- 4) 

9 機 

22, 650 

6 

22,644 

新 初等 練習機 

2 機 

748 

3 

746 

輸送機* 救難 機 等 基本 操縦 練習機 (T-400) 

2 機 

4,939 

0 

4,939 

小  計 

27 機 

162,812 

90 

162,721 

ム 

計 

55 機 

240,252 

105 

240,147 

艦船 

甲 型 餐備艦 (DD) 

1 隻 

64,071 

99 

63, 973 

潜 水 艦 (SS) 

1 隻 

46, 394 

67 

46, 327 

掃 海 艇 (MSC) 

1 隻 

14,745 

10 

14,735 

ミ サイ ル艇 （PG) 

2 隻 

18,632 

31 

18,601 

補給 艦 (AOE) 

1 隻 

45,101 

155 

44, 946 

輸送 用 エアクッション 艇 (LCAC) 

(2 隻） 

10,858 

0 

10,858 

ミサイル 艇の 能力 向上 

(2 隻） 

2,714 

354 

2,360 

支援 船 

3 隻 

2,259 

164 

2,095 

ム 

計 

9 隻 

204,774 

879 

203,895 

(注） 1  金額は、 四捨五入に よってい るので 計と 符合し ない ことがある。 

2  地対空 誘導弾 (ペトリ オッ ト） の 金額は、 射耗用 ミサイルの 整備 等に 要する 経費な どで ある。 

3  E-2C の 改善に ついては、 既 就役 機の 改善に 係る 事業で あるた め、 2000 年度の 機 数の 合計には 含まない。 

4  哨戒 ヘリコプター （SH-60J) の 能力 向上に ついては、 99 年度 調達の 哨戒 ヘリコプター （SH-60J) の 不審 船 対処 能力を 向上させる 事業で あるた め、 機 

呀のム 全 十 （一 け 会 幸 かし、 

5  輸送 用 エアクッション 艇 (LCAC) について は、 99 年度 建造 輸送 艦 (LST) の 搭載 艇 であるので、 隻 数の 合計には 含まない。 

6 ミサイル 艇の 能力 向上に ついては、 99 年度 建造 ミサイル 艇の 不審 船 対処 能力を 向上させる 事業で あるた め、 隻 数の 合計には 含まない。 


2  その他の 主要 事項 


(単位： 百万 円） 


区 

分 

99 年度 予算 額 

00 年度 予算 額 

対 前年度 伸 率 (％) 

指 揮 

通 

信 

•  情 

報 

機 能 

(96,287) 

115,147 

(94,707) 

119,541 

3.8 

教 

育 

1111 

練 

等 

(525,962) 

752,220 

(515,313) 

782,046 

4.0 

隊 

員 

施 

策 

(80,427) 

236,740 

(79,582) 

215,173 

△9.1 

防 

衛 

施 

設 

(151,295) 

182,244 

(149,235) 

168,732 

△7.4 

研 

究 

開 

発 

(116,044) 

145,237 

(117,276) 

134,774 

△7.2 

基 

地 

対 

策 

(104,729〉 

540,180 

(102,729) 

544, 683 

0.8 

(注） 上段 （ ） 内は、 新規 国庫 債務 負担 行為の 後年 度 負担 額で ある。 
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資料 19  2000 年度 (平成 12 年度） に 調達す る 主要 装備 


種  別 

単  位 

調達  量 

99  年度 

〇〇  年度 

陸 

上 

衛 

隊 

89 式 小銃 

丁 

3,308 

2,937 

9 mm 機関 けん 銃 

丁 

70 

100 

5. 56mm  機関銃  MINIMI 

丁 

157 

174 

12. 7mm 重機関銃 

丁 

124 

124 

87 式 対戦車 誘導弾 発射 装置 

セット 

23 

22 

8111^1迫擊砲1_16 

門 

42 

52 

120mm 迫撃砲 RT 

門 

27 

22 

96 式自走 120mm 迫撃砲 

両 

3 

3 

99 式自走 155mm りゅ う 弾 砲 

両 

4 

7 

多 連 装 ロケ ッ ト システム MLRS 

両 

9 

9 

87 式 自走高 射 機関 砲 

両 

1 

1 

90 式 戦車 

両 

17 

18 

89 式 装甲 戦關車 

両 

2 

2 

96 式 装 輪 装甲車 

両 

28 

28 

87 式 偵察 警戒 車 

両 

1 

2 

87 式 砲 側 弾薬 車 

両 

3 

3 

99 式 弾薬 給 弾 車 

両 

— 

2 

90 式 戦車 回収 車 

両 

2 

1 

91 式 戦車 橋 

両 

1 

1 

78 式 雪上車 

両 

17 

17 

化学 防護 車 

両 

1 

3 

観測ヘリコプター (OH—I) 

機 

3 

4 

多 用途へ リコ プ ター (UH-60JA) 

機 

3 

3 

多用途ヘリコプター （UH — IJ〉 

機 

5 

7 

輸送へ リコ プ ター (CH-47JA) 

機 

2 

2 

連絡 偵察機 (LR— 2) 

機 

1 

1 

改良 ホークの 改善 

個 群 

0.25 

0.25 

81 式 短距離 地対空 誘導弾の 改善 

セット 

2 

2 

93 式 近距離 地対空 誘導弾 

セット 

7 

8 

91 式 携帯 地対空 誘導弾 

セット 

12 

11 

88 式 地 対 艦 誘導弾 

両 

4 

4 

96 式 多目的 誘導弾 システム 

セット 

6 

3 
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揷  則 

単  位 

調達  量 

99  年度 

〇〇  年度 

海 

上 

自 

衛 

隊 

4,600 トン 型 護衛艦 

隻 

1 

1 

2,700 トン 型 潜水艦 

隻 

1 

1 

510 トン 型 掃海艇 

隻 

2 

1 

200 トン 型 ミサイル 艇 

隻 

2 

2 

8,900 トン 型 輸送 艦 

隻 

1 

一 

13,500 トン 型 補給 艦 

隻 

一 

1 

980 ト ン型多 用途 支援 艦 

隻 

1 

— 

90 トン 型 輸送 用 エアクッション 艇 

隻 

2 

2 

哨戒へ リコ プ ター (SH-60J) 

機 

9 

7 

救難 飛行艇 (US — 1A) 

機 

1 

— 

計器飛行 練習機 (TC  一  90) 

機 

3 

3 

初級 操縦 練習へ リコ プター (OH-6DA) 

機 

— 

1 

航 

自 

衛 

隊 

支援 戦闘機 (F —  2) 

機 

8 

9 

輸送へ リコ プ ター (CH— 47J) 

機 

2 

1 

早期警戒機 E  —  2  C の 改善 

機 

一 

2 

救難 捜索 機 (U — 125A) 

機 

2 

2 

救難へ リコ プ ター (UH-60J) 

機 

2 

2 

中等 練習機 (T 一  4) 

機 

10 

9 

新 初等 練習機 

機 

一 

2 

輸送機 • 救難 機 等 基本 操作 練習機 (T  一 400) 

機 

一 

2 

地対空 誘導弾 (ペトリ オット） 

個 群 

(注） 

一 

地対空 誘導弾 ぺ ト リオ ッ トの 改善 

個 群 

- 

0.5 

(注） 現有の 地対空 誘導弾 （ペトリ オット） について 所要の 能力 向上を 行った。 
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資料 20 防衛 関係 費 （当初 予算) の 推移 

(単位： 億円，％) 


V 

GNP.GDP 

一般会計 

対 前年度 

-  般 

対 前年度 

防衛 関係 費 

対 前年度 

防衛 関係 費 
の  対 

防衛 関係 費 
の  対 

防衛 関係 費 
の  対 

(当初 見通し） 

歳  出 

歳  出 

GNP-GDP 

比 

一般会計 歳 
出  比 

— 般歲 
出  比 

i  \ 

(A) 

(B) 

伸び率 

(C) 

伸び率 

(D) 

伸び率 

(D/A) 

(D/B) 

(D/C) 

55( 昭 30) 

75, 590 

9,915 

A  0.8 

8,107 

△  2.8 

1,349 

△  3.3 

1.78 

13.61 

16.6 

65(40) 

281,600 

36, 581 

12.4 

29,198 

12.8 

3,014 

9.6 

1.07 

8.24 

10.3 

75(50) 

1,585,000 

212,888 

24.5 

158,408 

23.2 

13,273 

21.4 

0.84 

6.23 

8.4 

85(60) 

3,14 6,000 

524, 996 

3.7 

325,854 

A  0.0 

31,371 

6.9 

0.997 

5.98 

9.6 

91(3) 

4, 596,000 

703,474 

6.2 

370, 365 

4.7 

43,860 

5.45 

0.954 

6.23 

11.8 

92(4) 

4, 837,000 

722,180 

2.7 

386,988 

4.5 

45,518 

3.8 

0.941 

6.30 

11.8 

93(5) 

4, 953,000 

723, 548 

0.2 

399,168 

3.1 

46,406 

1.95 

0.937 

6.41 

11.6 

94(6) 

4, 885,000 

730,817 

1.0 

408,548 

2.3 

46,835 

0.9 

0.959 

6.41 

11.5 

95(7) 

4, 928,000 

709,871 

△  2.9 

421,417 

3.1 

47,236 

0.86 

0.959 

6.65 

11.2 

96(8) 

4,96 0,000 

751,049 

5.8 

431,409 

2.4 

48,455 

2.58 

0.977 

6.45 

11.2 

97(9) 

5,15 8,000 

773,900 

3.0 

438,067 

1.5 

49,414 

49, 475 

1.98 

2.1 

0.958 

0.959 

6.39 

6.39 

11.3 

11.3 

98(10) 

5,197,000 

776, 692 

0.4 

445,362 

1.7 

49, 290 
49,397 

A  0.3 

A  0.2 

0.948 

0.950 

6.35 

6.36 

11.1 

11.1 

99(11) 

4, 963,000 

818,601 

5.4 

468,878 

5.3 

49, 201 
49,322 

A  0.2 

A  0.2 

0.991 

0.994 

6.01 

6.03 

10.5 

10.5 

00(12) 

4, 989,000 

849,871 

3.8 

480,914 

2.6 

49,218 

49, 358 

0.0 

0.1 

0.987 

0.989 

5.79 

5.81 

10.2 

10.3 

(注） 1 93 年度までは 国民総生産 (GNP)、 94 年度 以降は， 国内総生産 (GDP) であり、 いずれも 当初 見通しで ある。 

2  97 年度、 98 年度、 99 年度、 2000 年度の 防衛 関係 費の 欄 等の 上段は SACO 関係 経費 (97 年度：  61 億円、 98 年度： 107 億円、 99 年度： 121 億円、 2000 年度： 

140 億円） を 除いた もの、 下段は 含んだ ものである。 


資料 21 —般会計 歳出 （当初 予算) の 主要 経費の 推移 

(単位： 億円，％) 


\  区 

年\ 分 
度  \ 

一般会計 
歳  出 

防  衛 

関係 費 

構成比 

社会保障 
関係 費 

構成比 

文教 及び 
科学 振興 費 

構成比 

公共事業 
関係 費 

構成比 

55( 昭 30) 

9,915 

1,349 

13.6 

1,043 

10.5 

1,308 

13.2 

1,635 

16.5 

65(40) 

36,581 

3,014 

8.2 

5,183 

14.2 

4,751 

13.0 

7,333 

20.0 

75(50) 

212,888 

13,273 

6.2 

39, 282 

18.5 

25,921 

12.2 

29,120 

13.7 

85(60) 

524,996 

31 , 371 

5.98 

95,740 

18.2 

48,409 

9.2 

63, 689 

12.1 

91(3) 

703,474 

43,860 

6.2 

122,132 

17.4 

53, 944 

7.7 

66,657 

9.5 

92(4) 

722,180 

45,518 

6.3 

127,378 

17.6 

56,834 

7.9 

80, 970 

11.2 

93(5) 

723,548 

46,406 

6.4 

131,457 

18.2 

58, 205 

8.0 

86,001 

11.9 

94(6) 

730,817 

46,835 

6.4 

134,816 

18.4 

59, 578 

8.2 

111,461 

15.3 

95(7) 

709,871 

47, 236 

6.7 

139,244 

19.6 

60,765 

8.6 

92,398 

13.0 

96(8) 

751,049 

48,455 

6.5 

142,879 

19.0 

62, 270 

8.3 

96,184 

12.8 

97(9) 

773, 900 

49,414 

49,475 

6.4 

6.4 

145,501 

18.8 

63,436 

8.2 

97,447 

12.6 

98(10) 

776,692 

49, 290 

49, 397 

6.3 

6.4 

148,431 

19.1 

63,457 

8.2 

89,853 

11.6 

99(11) 

818,601 

49,201 

49,322 

6.0 

6.0 

161,123 

19.7 

64,632 

7.9 

94, 307 

11.5 

00(12) 

849,871 

49,218 

49, 358 

5.8 

5.8 

167,666 

19.7 

65,222 

7.7 

94, 307 

11.1 

(注） 1 91 年度 以降は 比較 対照の ため 99 年度 予算 ベースに 組み替えた ものである。 ただし、 99 年度に ついては、 2000 年度との 比較 対照の ため 2000 年度 予算 
ベースに 組み替えた ものである。 

2  92 年度 以降の 公共事業 関係 費は、 「社会資本 整備 特別措置 法」 に 基づき 91 年度まで 貸付け を 受けて 実施され ていた 公共 的 建設 事業のう ち、 当面、 当 
該 株式の 売 払 収入 以外の 財源を もって 行う ことと した 金額 及び 「社会資本 整備 特別措置 法」 に 基づき、 公共 的 建設 事業に 係る 貸付金の 償還 時に おいて 
負担 又は 補助す る ことと した 金額を 含んだ ものである。 

3  97 年度、 98 年度、 99 年度、 2000 年度の 防衛 関係 費の 欄 等の 上段は、 SACO 関係 経費 (97 年度：  61 億円、 98 年度： 107 億円、 99 年度： 121 億円、 2000 年 
度： 140 億円） を 除いた もの、 下段は 含んだ ものである。 
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資料 22 防衛 関係 費 (当初 予算) の 使途 別 構成の 推移 


21,739 

27,  551 
27, 657 

9,442 

1,277 

1,897 

9,015 

5,206 

107 

714 


21 ， 260 

28, 154 
28,215 

9,347 

1,605 

2,194 

8,929 

5,384 

61 

696 


42.8 
57.2 

18.9 
3.1 
4.7 

18.0 

11.0 


20,760 

27,695 

9,157 

1,496 

2,291 

8,736 

5,352 

662 


人 件 •糧食 費 
物件費 

装備 品等 購入 費 
研究開発 費 
施設 整備 費 
維持費  等 
基地 対策 経費 
SACO 関係 経費 
その他 


a 

6 

2 

4 
6 

5 
4 
4 
4 
4 
1 
0 
1 
0 
0 
3 

6 
6 


22,034 

27,183 
27,  324 

9,141 

1,205 

1,687 

8,906 

5,447 

140 

797 


44 

44 

55 

55 

18 

18 

2 

2 

3 

3 

18 

18 

11 

11 


21,674 

27,  527 
27,  648 

9,629 

1,307 

1,822 

8,601 

5,402 

121 

765 


44 

43 

55 

56 
19 
19 

2 

2 

3 

3 

17 

17 

11 

11 


計 


48,455 


100.0 


49,414 
49, 475 


49,  290 
49, 397 


100.0 


49, 201 
49, 322 


100.0 


49,218 
49,  358 


100.0 


区分  金額  構成比  金額  構成比  金額  構成比  金額  構成比  金額  構成比 


年度 


96(8) 


97(9) 


98(10) 


99(11) 


00(12) 


(単位： 億円，％) 


(注） 1 装備 品等 購入 費は、 武器 車両 等 購入 費、 航空機 購入 費、 艦船 建造 費で ある。 

2 維持費 等は、 営舎 費、 被服 費、 訓練 活動 経費な どで ある。 

3  数字は、 四捨五入に よってい るので 計と 符合し ない ことがある。 

4  97 年度、 98 年度、 99 年度、 2000 年度に ついては、 金額 欄、 構成比 欄の 上段は SACO 関係 経費 (97 年度：  61 億円、 98 年度： 107 億円、 99 年度： 121 億円、 
2000 年度： 140 億円） を 除いた もの、 下段は 含んだ ものである。 


区分 

年 

度 

91(3) 

92(4) 

93(5) 

94(6) 

95(7) 

金額 

構成比 

金額 

構成比 

金額 

構成比 

金額 

構成比 

金額 

構成比 

人 件 •糧食 費 

17,568 

40.1 

18,808 

41.3 

19,396 

41.8 

19,975 

42.6 

20,714 

43.9 

物件費 

26,293 

59.9 

26,711 

58.7 

27,011 

58.2 

26,861 

57.4 

26,522 

56.1 

装備 品等 

購入 

費 

12,162 

27.7 

11,419 

25.1 

10,792 

23.3 

9,986 

21.3 

8,699 

18.4 

研 究 開 

発 

費 

1,029 

2.3 

1,148 

2.5 

1,238 

2.7 

1,255 

2.7 

1,401 

3.0 

施設 整 

備 

費 

1,360 

3.1 

1,617 

3.6 

2,003 

4.3 

2,006 

4.3 

2,162 

4.6 

維  持 

費 

等 

6,969 

15.9 

7,457 

16.4 

7,541 

16.3 

7,932 

16.9 

8,314 

17.6 

基地 対策 経 

費 

4,247 

9.7 

4,515 

9.9 

4,842 

10.4 

5,050 

10.8 

5,311 

11.2 

SACO 関係 経 

費 

そ  の 

他 

526 

1.2 

554 

1.2 

594 

1.3 

631 

1.3 

635 

1.3 

ム 

計 

43,860 

100.0 

45,518 

100.0 

46,406 

100.0 

46,835 

100.0 

47,236 

100.0 

44  56  99  ( 
44  55 11 


-  88  〇〇 
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資料 23 各国 国防費の 推移 


年度 

96 

97 

98 

99 

00 

国名 

(8) 

(9) 

(10) 

(11) 

(12) 

48,455 

49,414 

49, 290 

49,201 

49,218 

日 

本 

49,475 

49, 397 

49, 322 

49,358 

(億円） 

2.58% 

1.98% 

△0.3% 

A0.2% 

0.0% 

2.1% 

△0.2% 

△0.2% 

0.1% 

米 

国 

253,187 

258,311 

256,122 

261,380 

277,476 

(百万 ドル） 

△2.4% 

2.0% 

A0.8% 

2.1% 

6.2% 

英 

国 

21,425 

21,122 

22,240 

22,280 

(百万 ボン 

ド） 

A1.3% 

△1.4% 

5.3% 

0.2% 

ド、  イ 

ヅ 

48, 237 

46, 290 

46,685 

47,519 

(百万 マルク） 

0.8% 

A4.0% 

0.8% 

1.8% 

フラン 

ス 

189,599 

190,922 

184,725 

189,959 

(百万 フラ 

ン） 

A2.4% 

0.7% 

A3. 2% 

2.8% 

匚 1  シ 

ア 

801.851 

1,043 .175 

817.650 

937.025 

1,408 .521 

(億 ルーブル） 

65.1% 

30.1% 

△21.6% 

14.6% 

50.3% 

中 

国 

702.3 

805.7 

909.9 

1,046 .5 

1,205 

(億 元） 

11.3% 

14.7% 

12.9% 

15.0% 

15.1% 

(注） 1 資料は、 各国 予算 書、 国防 白書な どに よる。 

2  % 表示は、 対 前年度 伸び率。 

3  英国に ついては、 退役軍人 年金、 遺族年金が 除かれて いる。 

4 ミリタリー. バランス （1999 一 200 0) の 第 2 部、 諸 表と 分析 「国防 支出と 兵力の 国際 比較」 によれば、 98 年度の 上記 諸国の 国防費は、 米国 265,  890 百 
万 ドル、 英国 36,  613 百万 ドル、 ドイツ 32,  387 百万 ドル、 フランス 39,  807 百万 ドル、 ロシア 53,  912 百万 ドル、 中国 36,  709 百万 ドル、 日本 36,  990 百万 ド 
ルと なって いる。 

5  日本の 97 年度、 98 年度、 99 年度、 2000 年度に ついては、 上段は、 SACO 関係 経費 (97 年度：  61 億円、 98 年度： 107 億円、 99 年度： 121 億円、 2000 年 
度： 140 億円） を 除いた もの、 下段は 含んだ ものである。 

6  ロシアに おいては、 98 年に 1000 分の 1 デノミが 行われて おり、 96、 97 年に ついては 調整 済みの 数値。 


資料 24 自衛官の 定員 及び 現員 

(2000. 3. 31 現在) 


区  分 

陸上自衛隊 

海上自衛隊 

航空自衛隊 

統合幕僚会議 

合  計 

定  員 

171,262 

45,752 

47,236 

1,487 

265,737 

現  員 

148,557 

42,655 

44,207 

1,402 

236,821 

充足 率 (％) 

86.7 

93.2 

93.6 

94.3 

89.1 

^ ^  - 

\ 

区  分 

非  任期  制  自衛官 

任期 制 自衛官 

幹  部 

准  尉 

m 

士 

士 

定  員 

43,737 

5,385 

138,121 

78,494 

現  員 

42,947 (1,335) 

5,210( 1) 

137,256  (3, 41 3) 

15,203 (1,101) 

36,205  (4, 024) 

充足 率 (⑹ 

98.2 

96.8 

99.4 

65.5 

(注） （ ） 内は、 女子で 内 数。 
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資料 25 自 衛官な どの 応募 及び 採用 状況 ( 1 999 年度) 


区  分 

応募者 数 

採用 者 数 

倍  率 

一般  •技術 
幹部 候補生 

陸 

6,80 6(  951) 

100( 10) 

68.1(  95.1) 

海 

3,238(  373) 

79(  5) 

41.0(  74.6) 

空 

2,880(  380) 

49(  4) 

58.8(  95.0) 

計 

12,924  (1,704) 

228( 19) 

56.7(  89.7) 

商 

技術  海曹 

海 

297(  63) 

23(  3) 

12.9(  21.0) 

看護 （ナース） 

陸 

97 

9 

10.8 

一般 曹 候補 学生 

陸 

17,825  (3, 122) 

450(  36) 

39.6(  86.7) 

海 

5,496(  843) 

375(  25) 

14.7(  33.7) 

空 

7,159 (1,031) 

408( 16) 

17.5(  64.4) 

計 

30,480 (4, 996) 

1,233(  77) 

24.7(  64.9) 

自衛隊 生徒 

陸 

8,121 

240 

33.8 

海 

1,562 

55 

28.4 

空 

1,741 

58 

30.0 

計 

11,424 

353 

32.4 

航空学  生 

海 

1,693( 100) 

70(  2) 

24.2(  50.0) 

空 

2,981( 155) 

64(  2) 

46.6(  77.5) 

計 

4,674(  255) 

134(  4) 

34.9(  63.8) 

看護学  生 

陸 

6,269 

94 

66.7 

曹  候補  土 

陸 

23,380  (3, 858) 

1,696( 100) 

13.8(  38.6) 

海 

6,789  (1,006) 

490(  21) 

13.9(  47.9) 

9，172  (1,208) 

439(  22) 

20.9(  54.9) 

計 

39,341 (6,072) 

2,625( 143) 

15.0(  42.5) 

2  士 

男 子 

陸 

15,118 

3,189 

4.7 

海 

2,847 

336 

8.5 

空 

3,385 

444 

7.6 

計 

21,350 

3,969 

5.4 

女子 

陸 

3,693 

499 

7.4 

海 

786 

85 

9.2 

空 

919 

90 

10.2 

計 

5,398 

674 

8.0 

防衛 大学 校 学生 

推薦 

理工 

225(  37) 

63(  5) 

3.6(  7.4) 

人 社 

169(  55) 

17(  5) 

9.9( 11.0) 

計 

394(  92) 

80( 10) 

4.9(  9.2) 

一 般 

理工 

10,768  (1,473) 

393(  27) 

27.4(  54.6) 

人 社 

6,065  (1,709) 

96(  6) 

63.2(284.8) 

計 

16,833  (3, 182) 

489(  33) 

34.4(  96.4) 

防衛 医科大学 校 学生 

6,528  (1,749) 

54(  7) 

120.9  (249- 9) 

(注） （ ） は 女子で 内 数。 
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674 

10.0) 


732 

9.9) 


740 

11.0) 


603 

11.6) 


運輸  •通信 
電気  •水道 
ガ  ス 


1,166 
( 16.1) 


1,071 
( 15.9) 


1,174 
( 15.9) 


931 

13.8) 


692 

13.3) 


サ 


ビ  ス 


2,186 
(  30.2) 


2,030 
(  30.1) 


2,214 
(  30.1) 


2,332 
(  34.7) 


1,893 
(  36.3) 


公務 •団体 


678 
(  9.4) 


694 

10.3) 


794 

10.8) 


723 
( 10.7) 


647 

12.4) 


その他 


71 

1.0) 


45 

0.7) 


42 

0.6) 


33 

0.5) 


30 

0.6) 


△ 


計 


7,238 

(100.0) 


6,744 

(100.0) 


7,363 

(100.0) 


6,730 

(100.0) 


5,209 

000.0) 


(注） 比率は 四捨五入に よってい るので、 計と 符合し ない ことがある。 

資料 27 自 衛官の 教育 体系の 概要 
1  幹部 自衛官 及び 幹部 候補生 


曹長 

3 尉 

〜  1 尉 

3 佐  〜  2 佐 

•  1 佐 

幹部 候補生 教育 

初級 幹部 ■ 

- 中級 幹部 教育 

上級  幹部 

教  育 

部 


B 


- 幹部 候補生 学校 一 
(幹部 候補生 課程） 

6 〜 42 週 


^ 職種 学校 - 
f 幹部 初級 \ 
(課程 ) 
8 〜 35 週 


• 職種 学校—— 
^ 幹部 上級 1 
(課程 ) 

9 〜 25 週 


- 幹部 学校 - 

(技術 高級 課程） 45 週 
(指揮 幕僚 課程） 90 週 
► 職種 学校 - 


(幹部 特修 課程） 
37 〜 43 週 


5 


► 幹部 候補生 学校 一 
(幹部 候補生 課程） 

6 週〜 1 年 


- 海上 実習 - 


卜 5 月 


» 術 科学 校 - 
^ 初級 幹部 特 \ 
I 技 課程な ど ) 
5 〜 27 週 


> 術 科学 校 - 
纟中級 幹部 彳 
\ 特技 課程 j 
20 週〜 1 年 


• 幹部 学校 - 

(指揮 幕僚 課程） 1 年 

• 術 科学 校 - 

(幹部 専攻科 課程） 1 年 


- 幹部 候補生 学校 一 ►術 科学 校な ど 一 ► 幹部 学校 - ► 術 科学 校 - ► 幹部 学校 - 1 

(幹部 候補生 課程） (初級 幹部、  (幹部 普通 \  (上級 幹部、  （指揮 幕僚 課程） 47 週 I 

6 〜 4〇 週  (術 科 課程 ノ  (課程 )  (術 科 課程 ノ  （ 航空 兵器 課程 〉 24 週 

5 〜 39 週  15 週  7 〜 12 週 


-  幹部 学校 
(幹部 高級 課程） 
43 遇 


幹部 学校 
(幹部 高級 課程) 1 年 
幹部 学校 
(幹部 特別 課程)  3 遇 


-  幹部 学校 
(幹部 高級 課程） 
43 週 

► 防衛 研究所 
(一般 課程） 

10 月 

► 統合 幕僚 学校 
(一般 課程〉 

10 月 


建 


設 


896 
( 12.4) 


720 
( 10.7) 


691 
(  9.4) 


561 
(  8.3) 


402 

7.7) 


製 


造 


1,126 
( 15.5) 


1,048 
( 15.5) 


1,285 
( 17.5) 


987 

14.7) 


668 

( 12.8) 


卸 

小 


売 

売 


385 

5.3) 


422 
(  6.3) 


397 

5.4) 


388 

5.8) 


246 
(  4.7) 


資料 26 退職 自衛官の 産業 別 就職 状況 


(単位： 人 (％)) 


8  5 

8  • 

6  9 


融険産 

動 


金保不 
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曹士 自衛官 

3士  •  2  士 


士長 


3 曹 


曹長 


学 


校 


高 


新 隊員 • 曹 候補 士 教育 


教 


新 隊員 教育 


(陸) 教育 団 など （海) 教育 隊 （空) 航空 教育 隊 ■ 
(新 隊員の 課程） 

12 〜 23 週 


曹 候補 士 教育 


— ►部隊な ど 一 
へ (陸士 特技 課程） 
fc  6 〜 13 调 


►職種 学校な ど- 


-  陸曹 教育 隊 


(陸曹 候補生 課程 •陸曹 特技 （陸曹 上級 課程） 
課程 (初 •上)） 4 週〜 3 年  8 週 


►術 科学 校な ど- 


•教育 隊- 


%  (海士 特技 課程） （初 任 海曹 課程） 
10 週〜 1 年  10 週 


■ 術 科学 校な ど - 

(中級の 海曹 特技 課程） 

9 週〜 1 年 


►術 科学 校 


(上級の 海曹 特技 課程） 
4 週 


►航空 教育 隊一 ►術 科学 校- 


(陸) 教育 団 など （海) 教育 隊 （空) 航空 教育 隊 一1 
(曹 候補 士の 課程） 

13 〜 24 週 


g 


► 術 科学 校な ど- 
(初級 特技 員の 課程） （初 任 空曹 課程） （上級 特技 員の 課程） 


3 〜 46 週 


一般 曹 候補 学生 教育 


(陸) 教育 団 など （海) 教育 隊 など （空) 航空 教育 隊 など • 
(一般 曹 候補 学生の 課程） 

2 年 


3 


衛隊生 


徒 


教  育 


► (陸) 少年 工科 学校な ど （海) 第 1 術 科学 校な ど （空) 航空 教育 隊 など - 
(自衛隊 生徒の 課程） 

4 年 


- 26 週 


♦術 科学 校な ど 
(術 科特修 課程） 
2 〜 5 週 


資料 28 自衛官の 心が まえ 


(昭和 36 年 6 月 28 日 制定) 


古い 歴史と すぐれた 伝統を もつ わが国は、 多くの 試練を 経て、 民主主義を 基調と する 国家と して 発展しつつ ある。 

その 理想は、 自由と 平和を 愛し、 社会福祉を 増進し、 正義と 秩序を 基と する 世界平和に 寄与す る ことに ある。 これが ためには 民主 
主義を 基調と する わが国の 平和と 独立を 守り、 国の 存立と 安全を 確保す る ことが 必要で ある。 

世界の 現実を みると き、 国際 協力に よる 戦争の 防止の ための 努力は ますます 強まって おり、 他方に おいて、 巨大な 破壊力を もつ 兵 
器の 開発は 大規模な 戦争の 発生を 困難に し、 これを 抑制す る 力を 強めて いる。 しかしながら 国際 間の 紛争は 依然と して あとを 絶たず、 
各国は それぞれ 自国の 平和と 独立を 守る ため、 必要な 防衛 態勢を 整えて その 存立と 安全を はかって いる。 

日本国民は、 人類の 英知と 諸国 民の 協力に より、 世界に 恒久の 平和が 実現す る ことを 心から 願いつつ、 みずから 守る ため 今日の 自 


衛隊を 築き あげた。 

自衛隊の 使命は、 わが国の 平和と 独立を 守り、 国の 安全を 保つ ことに ある。 

自衛隊は、 わが国に 対する 直接 及び 間接の 侵略を 未然に防 止し、 万一 侵略が 行なわれる ときは、 これを 排除す る ことを 主たる 任務 


とする。 

自衛隊は つねに 国民と ともに 存在す る。 したがって 民主政治の 原則に より、 その 最高 指揮官は 内閣の 代表と しての 内閣総理大臣で 
あり、 その 運営の 基本に ついては 国会の 統制を 受ける も ので ある。 

自衛官は、 有事に おいては もちろん 平時に おいても、 つねに 国民の 心を 自己の 心と し、 一身の 利害を 越えて 公に つくす ことに 誇り 


を もたなければ ならない。 

自衛官の 精神の 基盤と なる ものは 健全な 国民 精神で ある。 わけても 自己を 高め、 人を 愛し、 民族と 祖国を おもう 心は、 正しい 民族 
愛、 祖国愛と してつね に 自衛官の 精神の 基調と なる ものである。 

われわれは 自衛官の 本質に かえりみ、 政治的 活動に 関与せ ず、 自衛官と しての 名誉 ある 使命に 深く 思いを いたし、 高い 誇りを もち、 
次に 掲げる ところを 基本と して 日夜 訓練に 励み、 修養を 怠らず、 ことに 臨んで は、 身を もって 職責を 完遂す る 覚悟がなくて はなら な 


1 使命の 自覚 

(1)  祖先より 受けつ ぎ、 これを 充実 発展せ しめて 次の 世代に 伝える 日本の 国、 その 国民と 国土を 外部の 侵略から 守る。 

(2)  _ 由と 責任の 上に 築かれる 国民生活の 平和と 秩序を 守る。 
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2  個人の 充実 

(1)  積極的で かたより のない 立派な 社会人と しての 性格の 形成に 努め、 正しい 判断力を 養う。 

(2)  知性、 自発 率先、 信頼性 及び 体力 等の 諸 要素に ついて、 ひろく 調和の とれた 個性を 伸展す る。 

3  責任の 遂行 

(1)  勇気と 忍耐を もって、 責任の 命ずる ところ、 身を ていして 任務を 遂行す る。 

(2)  僚友 互いに 真 愛の 情を もって 結び、 公に 奉ずる 心を 基と し、 その 持 場を 守りぬ く。 

4  規律の 厳守 

(1)  規律を 部隊の 生命と し、 法令の 遵守と 命令に 対する 服従は、 誠実 厳正に 行なう。 

(2)  命令を 適切に するとと もに、 自覚に 基づく 積極的な 服従の 習性を 育成す る。 

5  団結の 強化 

(1) 卓越した 統率と 情味 ある 結合の なかに、 苦難と 試練に 耐える 集団と しての 確信を つちかう。 

⑵ 陸、 海、 空、 心を 一にして 精強に 励み、 祖国と 民族の 存立の ため、 全力を つくして その 負託に こたえる。 

資料 29 日本の 防衛 生産額な どの 推移 


(単位： 百万 円） 


項目 

防衛庁 向け 

特需 額 

防衛 生産 総額 

工業 生産 総額 

比率 (％) 

年度  \ 

生産額 (A) 

(B) 

(C  =  A  +  B) 

(D) 

(C/D) 

89 

1, 631,235 

1,831 

1,633,066 

300,53 3,093 

0.54 

90 

1,757,680 

1,738 

1, 759,418 

309,24 0,866 

0.57 

91 

1,872,612 

1,439 

1,874,051 

342,99 5,488 

0.55 

92 

1, 872,140 

1,901 

1, 874,041 

329, 355,283 

0.57 

93 

1,781,404 

1,659 

1, 783,063 

310,13 0,630 

0.57 

94 

1,827,273 

1,501 

1,828,774 

298,03 9,512 

0.61 

95 

1,856,821 

1,090 

1, 857,911 

306,62 5,837 

0.61 

96 

1, 959,113 

1,394 

1,96 0,507 

313,61 7,190 

0.63 

97 

1, 857,573 

1,356 

1, 858,929 

323,91 4,665 

0.57 

98 

1,739,827 

947 

1,74 0,774 

305,51 0,465 

0.57 

(注） 1 「防衛庁 向け 生産額」 は、 「装備 品等の 統計 調査に 関する 訓令」 に 基づく 「装備 品等 調達 契約 額 調査」 による。 ただし、 昭和 37 年度 以降の 「航空機」 及び 
「 武器 弾薬」 について は、 通商産業大臣 官房 調査 統計 部 編 「機械 統計 年報」 による。 

2  「特需 額」 は、 昭和 44 年度までは 通商産業省 貿易 振興 局 輸出 業務 課 編 「特需 調査」 によって いたが、 昭和 45 年度 以降は、 同 調査が 行われ なくなった た 
め、 通算 産業 大臣 官房 調査 統計 部 編 に 基づく 「機械 統計 年報」 による 「航空機」 の 数値の み を 計上して いる。 

3  「工業 生産額」 は、 通商産業大臣 官房 調査 統計 部 編 「工業 統計表」 による。 ただし、 「航空機」 及び 「武器 弾薬」 について は、 同 部 編 「機械 統計 年報」 によ 
る。 また、 昭和 42 年度までは、 従業 者 10 人 以上の 事業所に ついて、 昭和 51 年度までは 従業 者 20 人 以上の 事業所に ついて、 昭和 52 年度 以降は 従業 者 4 
人 以上の 事務所に ついての 調査と なって いる。 

4  「 比率」 は 小数点 第 3 位で 四捨五入 している。 

資料 30 日 米 防衛 協力の た めの 指針 (平成 9 年 9 月 23 日） 

I. 指針の 目的 

この 指針の 目的は、 平素から 並びに 日本に 対する 武力 攻撃 及び 周辺 事態に 際して より 効果的 かっ 信頼性の ある 日米協 力を 行うた 
めの、 堅固な 基礎を 構築す る ことで ある。 また、 指針は、 平素からの 及び 緊急事態 における 日米 両国の 役割 並びに 協力 及び 調整の 
在り 方に っいて、 一般的な 大枠 及び 方向 性を 示す も ので ある。 

n. 基本的な 前提 及び 考え方 

指針 及び その 下で 行われる 取組みは、 以下の 基本的な 前提 及び 考え方に 従う。 

1 日米安全保障条約 及び その 関連 取 極に 基づく 権利 及び 義務 並びに 日米 同盟 関係の 基本的な 枠組みは、 変更され ない。 

2 日本の すべての 行為は、 日本の 憲法 上の 制約の 範囲 内に おいて、 専守防衛、 非 核 三 原則 等の 日本の 基本的な 方針に 従って 行わ 
れ る。 

3 日米 両国の すべての 行為は、 紛争の 平和的解決 及び 主権 平等を 含む 国際法の 基本 原則 並びに 国際連合 憲章を 始めと する 関連す 
る 国際 約束に 合致す る ものである。 

4  指針 及び その 下で 行われる 取組みは、 いずれの 政府に も、 立法 上、 予算上 又は 行政 上の 措置を とる ことを 義務づける ものでは 
ない。 しかしながら、 日米協 力の ための 効果的な 態勢の 構築が 指針 及び その 下で 行われる 取組みの 目標で ある ことから、 日米 両 


278 


国 政府が、 各々 の 判断に 従い、 このような 努力の 結果を 各々 の 具体的な 政策 や 措置に 適切な 形で 反映す る ことが 期待され る。 日 
本のす ベての 行為は、 その 時々 において 適用の ある 国内法 令に 従う。 

n. 平素から 行う 協力 

日米 両国 政府は、 現在の 日米 安全保障 体制を 堅持し、 また、 各々 所要の 防衛 態勢の 維持に 努める。 日本は、 「防衛 計画の 大綱」 に 
のっとり、 自衛の ために 必要な 範囲 内で 防衛 力を 保持す る。 米国は、 その コミット メン トを 達成す るた め、 核抑止力を 保持す ると 
ともに、 アジア太平洋地域 における 前方 展開 兵力を 維持し、 かつ、 来援し 得る その他の 兵力を 保持す る。 

日米 両国 政府は、 各々 の 政策を 基礎と しつつ、 日本の 防衛 及びよ り 安定した 国際的な 安全保障 環境の 構築の ため、 平素から 密接 
な 協力を 維持す る。 

日米 両国 政府は、 平素から 様々 な 分野での 協力を 充実す る。 この 協力には、 日米 物品 役務 相互 提供 協定 及び 日米 相互 防衛 援助 協 
定 並びに これ らの 関連 取決め に 基づく 相互支援 活動が 含 まれる。 

1 情報 交換 及び 政策 協議 

日米 両国 政府は、 正確な 情報 及び 的確な 分析が 安全保障の 基礎で あると 認識し、 アジア太平洋地域の 情勢を 中心として、 双方 
が 関心を 有する 国際情勢 についての 情報 及び 意見の 交換を 強化 するとと もに、 防衛 政策 及び 軍事 態勢に ついての 緊密な 協議を 継 
続す る。 

このよう な 情報 交換 及び 政策 協議は、 日米 安全保障 協議 委員会 及び 日米 安全保障 高級 事務 レベル 協議 (SSC) を 含む あらゆる 機 
会を とらえ、 できる 限り 広範な レベル 及び 分野に おいて 行われる。 

2  安全保障 面での 種々 の 協力 

安全保障 面での 地域的な 及び 地球 的 規模の 諸 活動を 促進す るた めの 日米協 力は、 より 安定した 国際的な 安全保障 環境の 構築に 
寄与す る。 

日米 両国 政府は、 この 地域に おける 安全保障 対話， 防衛 交流 及び 国際的な 軍備管理 • 軍縮の 意義と 重要性を 認識し、 これらの 
活動を 促進 するとと もに、 必要に応じて 協力す る。 

日米い ずれ かの 政府 又は 両国 政府が 国際連合 平和維持活動 又は 人道的な 国際 救援活動に 参加す る 場合には、 日米 両国 政府は、 
必要に応じて、 相互支援 のために 密接に 協力す る。 日米 両国 政府は、 輸送、 衛生、 情報 交換、 教育 訓練 等の 分野に おける 協力の 
要領を 準備す る。 

大規模 災害の 発生を 受け、 日米い ずれ かの 政府 又は 両国 政府が 関係 政府 又は 国際機関の 要請に 応じて 緊急 援助 活動を 行う 場合 
には、 日米 両国 政府は、 必要に応じて 密接に 協力す る。 

3 日米 共同の 取組み 

日米 両国 政府は、 日本に 対する 武力 攻撃に 際しての 共同 作戦計画に ついての 検討 及び 周辺 事態に 際しての 相互 協力 計画に つい 
ての 検討を 含む 共同作業を 行う。 このような 努力は、 双方の 関係 機関の 関与を 得た 包括的な メカニズム において 行われ、 日米協 
力の 基礎を 構築す る。 

日米 両国 政府は、 このような 共同作業を 検証 するとと もに、 自衛隊 及び 米軍を 始めと する 日米 両国の 公的 機関 及び 民間の 機関 
による 円滑 かつ 効果的な 対応を 可能と する ため、 共同 演習 •訓練を 強化す る。 また、 日米 両国 政府は、 緊急事態 において 関係 機 
関の 関与を 得て 運用され る 日米 間の 調整 メカニズムを 平素から 構築して おく。 

N. 日本に 対する 武力 攻撃に 際しての 対処 行動 等 

日本に 対する 武力 攻撃に 際しての 共同 対処 行動 等は、 引き続き 日米 防衛 協力の 中核 的 要素で ある。 

日本に 対する 武力 攻撃が 差し迫って いる 場合には、 日米 両国 政府は、 事態の 拡大を 抑制す るた めの 措置を とる とともに、 日本の 
防衛の ために 必要な 準備を 行う。 日本に 対する 武力 攻撃が なされた 場合には、 日米 両国 政府は、 適切に 共同して 対処し、 極力 早期 
にこれ を 排除す る。 

1 日本に 対する 武力 攻撃が 差し迫って いる 場合 

日米 両国 政府は、 情報 交換 及び 政策 協議を 強化 するとと もに、 日米 間の 調整 メカニズムの 運用を 早期に 開始す る。 日米 両国 政 
府 は、 適切に 協力しつつ、 合意に よって 選択され た 準備 段階に 従い、 整合の とれた 対応を 確保す るた めに 必要な 準備を 行う。 日 
本は、 米軍の 来援 基盤を 構築し、 維持す る。 また、 日米 両国 政府は、 情勢の 変化に 応じ、 情報 収集 及び 警戒 監視を 強化 するとと 
もに、 日本に 対する 武力 攻撃に 発展し 得る 行為に 対応す るた めの 準備を 行う。 

日米 両国 政府は、 事態の 拡大を 抑制す るた め、 外交 上の ものを 含む あらゆる 努力を 払う。 

なお、 日 米 両国 政府は、 周辺 事態の 推移に よっては 日 本に 対する 武力 攻撃が 差 し 迫った ものと なる よう な 場合 も あり 得る こと 
を 念頭に 置きつつ、 日本の 防衛の ための 準備と 周辺 事態への 対応 又は そのための 準備との 間の 密接な 相互関係に 留意す る。 

2 日本に 対する 武力 攻撃が なさ れた 場合 
(1) 整合の とれた 共同 対処 行動の ための 基本的な 考え方 
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⑷ 日本は、 日本に 対する 武力 攻撃に 即応して 主体的に 行動し、 極力 早期に これを 排除す る。 その 際、 米国は、 日本に 対して 
適切に 協力す る。 このような 日米協 力の 在り方は、 武力 攻撃の 規模、 態 様、 事態の 推移 その他の 要素に より 異なる が、 これ 
には、 整合の とれた 共同の 作戦の 実施 及び そのための 準備、 事態の 拡大を 抑制す るた めの 措置、 警戒 監視 並びに 情報 交換に 
ついての 協力が 含まれ 得る。 

㈣ 自衛隊 及び 米軍が 作戦を 共同して 実施す る 場合には、 双方は、 整合性を 確保しつつ、 適時 かつ 適切な 形で、 各々 の 防衛 力 
を 運用す る。 その 際、 双方は、 各々 の 陸 •海 •空 部隊の 効果的な 統合 運用を 行う。 自衛隊は、 主として 日本の 領域 及び その 
周辺 海 空域に おいて 防 勢 作戦を 行い、 米軍は、 自衛隊の 行う 作戦を 支援す る。 米軍は、 また、 自衛隊の 能力を 補完す るた め 
の 作戦を 実施す る。 

(ハ） 米国は、 兵力を 適時に 来援 させ、 日本は、 これを 促進す るた めの 基盤を 構築し、 維持す る。 

(2)  作戦 構想 

(ィ） 日本に 対する 航空 侵攻に 対処す るた めの 作戦 

自衛隊 及び 米軍は、 日本に 対する 航空 侵攻に 対処す るた めの 作戦を 共同して 実施す る。 

自衛隊は、 防空の ための 作戦を 主体的に 実施す る。 

米軍は、 自衛隊の 行う 作戦を 支援 するとと もに、 打撃 力の 使用を 伴うよう な 作戦を 含め、 自衛隊の 能力を 補完す るた めの 
作戦を 実施す る。 

(口） 日 本 周辺 海域の 防衛 及 び 海上 交通の 保護の ため の 作戦 

自衛隊 及び 米軍は、 日本 周辺 海域の 防衛の ための 作戦 及び 海上 交通の 保護の ための 作戦を 共同して 実施す る。 

自衛隊は、 日本の 重要な 港湾 及び 海峡の 防備、 日本 周辺 海域に おける 船舶の 保護 並びに その他の 作戦を 主体的に 実施す る。 
米軍は、 自衛隊の 行う 作戦を 支援 するとと もに、 機動 打撃 力の 使用を 伴うよう な 作戦を 含め、 自衛隊の 能力を 補完す るた 
めの 作戦を 実施す る。 

(ハ） 日本に 対する 着 上陸 侵攻に 対処す るた めの 作戦 

自衛隊 及び 米軍は、 日本に 対する 着 上陸 侵攻に 対処す るた めの 作戦を 共同して 実施す る。 

自衛隊は、 日本に 対する 着 上陸 侵攻を 阻止し 排除す るた めの 作戦を 主体的に 実施す る。 

米軍は、 主として 自衛隊の 能力を 補完す るた めの 作戦を 実施す る。 その 際、 米国は、 侵攻の 規模、 態 様 その他の 要素に 応 
じ、 極力 早期に 兵力を 来援 させ、 自衛隊の 行う 作戦を 支援す る。 

(二） その他の 脅威への 対応 

(i)  自衛隊は、 ゲリラ • コマン ドウ 攻撃 等 日本領 域に 軍事力を 潜入 させて 行う 不正規 型の 攻撃を 極力 早期に 阻止し 排除す 
るた めの 作戦を 主体的に 実施す る。 その 際、 関係 機関と 密接に 協力し 調整 するとと もに、 事態に 応じて 米軍の 適切な 支援 
を 得る。 

(ii)  自衛隊 及び 米軍は、 弾道 ミサイル 攻撃に 対応す るた めに 密接に 協力し 調整す る。 米軍は、 日本に 対し 必要な 情報を 提 
供 するとと もに、 必要に 応じ、 打撃 力を 有する 部隊の 使用を 考慮す る。 

(3)  作戦に 係る 諸 活動 及び それに 必要な 事項 
(ィ） 指揮 及び 調整 

自衛隊 及び 米軍は、 緊密な 協力の 下、 各々 の 指揮 系統に 従って 行動す る。 自衛隊 及び 米軍は、 効果的な 作戦を 共同して 実 
施す るた め、 役割 分担の 決定、 作戦 行動の 整合性の 確保 等に ついての 手続を あらかじめ 定めて おく。 

(口） 日米 間の 調整 メカニズム 

日米 両国の 関係 機関の 間に おける 必要な 調整は、 日米 間の 調整 メカニズムを 通じて 行われる。 自衛隊 及び 米軍は、 効果的 
な 作戦を 共同して 実施す るた め、 作戦、 情報 活動 及び 後方 支援に ついて、 日米 共同 調整 所の 活用を 含め、 この 調整 メカ ニズ 
ム を 通じて 相互に 緊密に 調整す る。 

(ハ） 通信 電子 活動 

日米 両国 政府は、 通信 電子 能力の 効果的な 活用を 確保す るた め、 相互に 支援す る。 

(二） 情報 活動 

日米 両国 政府は、 効果的な 作戦を 共同して 実施す るた め、 情報 活動に ついて 協力す る。 これには、 情報の 要求、 収集、 処 
理 及び 配布に ついての 調整が 含まれる。 その 際、 日米 両国 政府は、 共有した 情報の 保全に 関し 各々 責任を 負う。 

(ホ） 後方 支援 活動 

自衛隊 及び 米軍は、 日米 間の 適切な 取決めに 従い、 効率的 かつ 適切に 後方 支援 活動を 実施す る。 

日米 両国 政府は、 後方 支援の 効率 性を 向上 させ、 かつ、 各々 の 能力 不足を 軽減す るよう、 中央政府 及び 地方公共団体が 有 
する 権限 及び 能力 並びに 民間が 有する 能力を 適切に 活用しつつ、 相互支援 活動を 実施す る。 その 際、 特に 次の 事項に 配慮す 
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る 0 

(i)  補給 

米国は、 米国 製の 装備 品等の 補給 品の 取得を 支援し、 日本は、 日本国内 における 補給 品の 取得を 支援す る。 

(ii)  輸送 

日米 両国 政府は、 米国から 日本への 補給 品の 航空 輸送 及び 海上 輸送を 含む 輸送 活動に ついて、 緊密に 協力す る。 

(iii)  整備 

日本は、 日本国内 において 米軍の 装備 品の 整備を 支援し、 米国は、 米国 製の 品目の 整備であって 日本の 整備 能力が 及 
ばない ものに ついて 支援を 行う。 整備の 支援には、 必要に 応じ、 整備 要員の 技術 指導を 含む。 また、 日本は、 サルべ 一 
ジ 及び 回収に 関する 米軍の 需要に ついても 支援を 行う。 

(iv)  施設 

日本は、 必要に 応じ、 日米安全保障条約 及び その 関連 取 極に 従って 新たな 施設 • 区域を 提供す る。 また、 作戦を 効果 
的 かつ 効率的に 実施す るた めに 必要な 場合には、 自衛隊 及び 米軍は、 同 条約 及び その 関連 取 極に 従って、 S 衛隊の 施設 
及び 米軍の 施設 • 区域の 共同 使用を 実施す る。 

(v)  衛生 

日米 両国 政府は、 衛生の 分野に おいて、 傷病 者の 治療 及び 後送 等の 相互支援を 行う。 

V. 日本 周辺 地域に おける 事態で 日本の 平和と 安全に 重要な 影響を 与える 場合 (周辺 事態) の 協力 

周辺 事態は、 日本の 平和と 安全に 重要な 影響を 与える 事態で ある。 周辺 事態の 概念は、 地理 的な ものでは なく、 事態の 性質に 着 
目した ものである。 日米 両国 政府は、 周辺 事態が 発生す る ことのな いよう、 外交 上の ものを 含む あらゆる 努力を 払う。 日米 両国 政 
府 は、 個々 の 事態の 状況に ついて 共通の 認識に 到達した 場合に、 各々 の 行う 活動を 効果的に 調整す る。 なお、 周辺 事態に 対応す る 
際に とられる 措置は、 情勢に 応じて 異なり 得る ものである。 

1 周辺 事態が 予想され る 場合 

周辺 事態が 予想され る 場合には、 日米 両国 政府は、 その 事態に ついて 共通の 認識に 到達す るた めの 努力を 含め、 情報 交換 及び 
政策 協議を 強化す る。 

同時に、 日米 両国 政府は、 事態の 拡大を 抑制す るた め、 外交 上の ものを 含む あらゆる 努力を 払う とともに、 日米 共同 調整 所の 
活用を 含め、 日米 間の 調整 メカニズムの 運用を 早期に 開始す る。 また、 日米 両国 政府は、 適切に 協力しつつ、 合意に よって 選択 
された 準備 段階に 従い、 整合の とれた 対応を 確保す るた めに 必要な 準備を 行う。 更に、 日米 両国 政府は、 情勢の 変化に 応じ、 情 
報 収集 及び 警戒 監視を 強化す る とともに、 情勢に 対応す るた めの 即応 態勢を 強化す る。 

2  周辺 事態への 対応 

周辺 事態への 対応に 際して は、 日米 両国 政府は、 事態の 拡大の 抑制の ための ものを 含む 適切な 措置を とる。 これらの 措置は、 
上記 n に 掲げられた 基本的な 前提 及び 考え方に 従い、 かつ、 各々 の 判断に 基づいて とられる。 日米 両国 政府は、 適切な 取決めに 
従って、 必要に応じて 相互支援を 行う。 

協力の 対象と なる 機能 及び 分野 並びに 協力 項目 例は、 以下に 整理し、 別表に 示す とおりで ある。 

( 1 ) 日 米 両国 政府が 各々 主体的 に 行う 活動に お ける 協力 

日米 両国 政府は、 以下の 活動を 各々 の 判断の 下に 実施す る ことができ るが、 日米 間の 協力は、 その実 効 性を 高める ことと な 
る 0 

(ィ） 救援活動 及び 避難民への 対応の ための 措置 

日米 両国 政府は、 被災地の 現地 当局の 同意と 協力を 得つつ、 救援活動を 行う。 日米 両国 政府は、 各々 の 能力を 勘案しつつ、 
必要に応じて 協力す る。 

日米 両国 政府は、 避難民の 取扱いに ついて、 必要に応じて 協力す る。 避難民が 日本の 領域に 流入して くる 場合に ついては、 
日本が その 対応の 在り方を 決定 するとと もに、 主として 日本が 責任を 持って これに 対応し、 米国は 適切な 支援を 行う。 

(n) 捜索 •救難 

日米 両国 政府は、 捜索 •救難 活動に ついて 協力す る。 日本は、 日本領 域 及び 戦闘 行動が 行われて いる 地域とは 一線を 画さ 
れる 日本の 周囲の 海域に おいて 捜索 • 救難 活動を 実施す る。 米国は、 米軍が 活動して いる 際には、 活動 区域 内 及び その 付近 
での 捜索 • 救難 活動を 実施す る。 

(ハ） 非戦闘員を 退避させる ための 活動 

日本国民 又は 米国 国民で ある 非戦闘員を 第三国から 安全な 地域に 退避させる 必要が 生じる 場合には、 日米 両国 政府は、 自 
国の 国民の 退避 及び 現地 当局との 関係に ついて 各々 責任を 有する。 日米 両国 政府は、 各々 が 適切で あると 判断す る 場合には、 
各々 の 有する 能力を 相互 補完 的に 使用しつつ、 輸送 手段の 確保、 輸送 及び 施設の 使用に 係る ものを 含め、 これらの 非戦闘員 
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の 退避に 関して、 計画に 際して 調整し、 また、 実施に 際して 協力す る。 日本国民 又は 米国 国民 以外の 非戦闘員 について 同様 
の 必要が 生じる 場合には、 日米 両国が、 各々 の 基準に 従って、 第三国の 国民に 対して 退避に 係る 援助を 行う ことを 検討す る 
こ とも ある。 

㈡ 国際の 平和と 安定の 維持を 目的 とする 経済制裁の 実効 性を 確保す るた めの 活動 

日米 両国 政府は、 国際の 平和と 安定の 維持を 目的と する 経済制裁の 実効 性を 確保す るた めの 活動に 対し、 各々 の 基準に 従 
って 寄与す る。 

また、 日米 両国 政府は、 各々 の 能力を 勘案しつつ、 適切に 協力す る。 そのような 協力には、 情報 交換、 及び 国際連合 安全 
保障 理事会 決議に 基づく 船舶の 検査 に 際しての 協力が 含まれる。 

(2)  米軍の 活動に 対する 日本の 支援 
(ィ） 施設の 使用 

日米安全保障条約 及び その 関連 取 極に 基づき、 日本は、 必要に 応じ、 新たな 施設 • 区域の 提供を 適時 かつ 適切に 行う とと 
もに、 米軍に よる 自衛隊 施設 及び 民間 空港. 港湾の 一時的 使用を 確保す る。 

(コ） 後方地域 支援 

日本は、 日米安全保障条約の 目的の 達成の ため 活動す る 米軍に 対して、 後方地域 支援を 行う。 この 後方地域 支援は、 米軍 
が 施設の 使用 及び 種々 の 活動を 効果的に 行う ことを 可能と する ことを 主眼と する ものである。 そのような 性質から、 後方 地 
域 支援は、 主と して 日本の 領域に おいて 行われる が、 戦闘 行動が 行われて いる 地域とは 一線を 画される 日本の 周囲の 公海 及 
びその 上空に おいて 行われる こと も あると 考えられる。 

後方地域 支援を 行う に当たって、 日本は、 中央政府 及び 地方公共団体が 有する 権限 及び 能力 並びに 民間が 有する 能力を 適 
切に 活用す る。 自衛隊は、 日本の 防衛 及び 公共の 秩序 維持の ための 任務の 遂行と 整合を 図りつつ、 適切に このような 支援を 
行ぅ 。 

(3)  運用 面に おける 日米協 力 

周辺 事態は、 日本の 平和と 安全に 重要な 影響を 与える ことから、 自衛隊は、 生命. 財産の 保護 及び 航行の 安全 確保を 目的と 
して、 情報 収集、 警戒 監視、 機雷の 除去 等の 活動を 行う。 米軍は、 周辺 事態に より 影響を 受けた 平和と 安全の 回復の ための 活 
動を 行う。 

自衛隊 及び 米軍の 双方の 活動の 実効 性は、 関係 機関の 関与を 得た 協力 及び 調整に より、 大きく 高められる。 

VI. 指針の 下で 行われる 効果的な 防衛 協力の ための 日米 共同の 取組み 

指針の 下での 日米 防衛 協力を 効果的に 進める ためには、 平素、 日本に 対する 武力 攻撃 及び 周辺 事態と いう 安全保障 上の 種々 の 状 
況を 通じ、 日米 両国が 協議を 行う ことが 必要で ある。 日米 防衛 協力が 確実に 成果を 挙げて いくため には、 双方が 様々 な レベルに お 
いて 十分な 情報の 提供を 受けつつ、 調整を 行う ことが 不可欠で ある。 このため、 日米 両国 政府は、 日米 安全保障 協議 委員会 及び 日 
米 安全保障 高級 事務 レベル 協議を 含む あらゆる 機会を とらえて 情報 交換 及び 政策 協議を 充実 させて いくほ か、 協議の 促進、 政策 調 
整 及び 作戦* 活動 分野の 調整の ための 以下の 2 つの メカニズムを 構築す る。 

第一に、 日米 両国 政府は、 計画に ついての 検討を 行う とともに 共通の 基準 及び 実施 要領 等を 確立す るた め、 包括的な メカニズム 
を 構築す る。 これには、 g 衛隊 及び 米軍の みならず、 各々 の 政府の その他の 関係 機関が 関与す る。 

日米 両国 政府は、 この 包括的な メカニズムの 在り方を 必要に応じて 改善す る。 日米 安全保障 協議 委員会は、 この メカニズムの 行 
う 作業に 関する 政策 的な 方向 性を 示す 上で 引き続き 重要な 役割を 有する。 日米 安全保障 協議 委員会は、 方針を 提示し、 作業の 進 渉 
を 確認し、 必要に応じて 指示を 発出す る 責任を 有する。 防衛 協力 小委員会は、 共同作業に おいて、 日米 安全保障 協議 委員会を 補佐 
する。 

第二に、 日米 両国 政府は、 緊急事態 において 各々 の 活動に 関する 調整を 行うた め、 両国の 関係 機関を 含む 日米 間の 調整 メカ ニズ 
ムを 平素から 構築して おく。 

1 計画に ついての 検討 並びに 共通の 基準 及び 実施 要領 等の 確立の ための 共同作業 

双方の 関係 機関の 関与を 得て 構築され る 包括的な メカニズムに おいては、 以下に 掲げる 共同作業を 計画的 かつ 効率的に 進める。 
これらの 作業の 進 渉 及び 結果は、 節目 節目に 日米 安全保障 協議 委員会 及び 防衛 協力 小委員会 に対して 報告され る。 

(1) 共同 作戦計画に ついての 検討 及び 相互 協力 計画に ついての 検討 

自衛隊 及び 米軍は、 日本に 対する 武力 攻撃に 際して 整合の とれた 行動を 円滑 かつ 効果的に 実施し 得る よう、 平素から 共同 作 
戦 計画に ついての 検討を 行う。 また、 日米 両国 政府は、 周辺 事態に 円滑 かつ 効果的に 対応し 得る よう、 平素から 相互 協力 計画 
についての 検討を 行う。 

共同 作戦計画に ついての 検討 及び 相互 協力 計画に ついての 検討は、 その 結果が 日米 両国 政府の 各々 の 計画に 適切に 反映され 
る ことが 期待され ると いう 前提の 下で、 種々 の 状況を 想定しつつ 行われる。 日米 両国 政府は、 実際の 状況に 照らして、 日米 両 
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国 各々 の 計画を 調整す る。 日米 両国 政府は、 共同 作戦計画に ついての 検討と 相互 協力 計画に ついての 検討との 間の 整合を 図る 
よう 留意す る ことにより、 周辺 事態が 日本に 対する 武力 攻撃に 波及す る 可能性の ある 場合 又は 両者が 同時に 生起す る 場合に 適 
切に 対応し 得る ようにす る。 

(2)  準備の ための 共通の 基準の 確立 

日米 両国 政府は、 日本の 防衛の ための 準備に 関し、 共通の 基準を 平素から 確立す る。 この 基準は、 各々 の 準備 段階に おける 
情報 活動、 部隊の 活動、 移動、 後方 支援 その他の 事項を 明らかにする ものである。 日本に 対する 武力 攻撃が 差し迫って いる 場 
合には、 日米 両国 政府の 合意に より 共通の 準備 段階が 選択され、 これが、 自衛隊、 米軍 その他の 関係 機関に よる 日本の 防衛の 
ための 準備の レベルに 反映され る。 

同様に、 日米 両国 政府は、 周辺 事態に おける 協力 措置の 準備に 関しても、 合意に より 共通の 準備 段階を 選択し 得る よう、 共 
通の 基準を 確立す る。 

(3)  共通の 実施 要領 等の 確立 

日米 両国 政府は、 自衛隊 及び 米軍が 日本の 防衛の ための 整合の とれた 作戦を 円滑 かつ 効果的に 実施で きる よう、 共通の 実施 
要領 等を あらかじめ 準備して おく。 これには、 通信、 目標 位置の 伝達、 情報 活動 及び 後方 支援 並びに 相 撃 防止の ための 要領と 
ともに、 各々 の 部隊の 活動を 適切に 律す るた めの 基準が 含まれる。 また、 自衛隊 及び 米軍は、 通信 電子 活動 等に 関する 相互 運 
用 性の 重要性を 考慮し、 相互に 必要な 事項を あらかじめ 定めて おく。 

2  日米 間の 調整 メカニズム 

日米 両国 政府は、 日米 両国の 関係 機関の 関与を 得て、 日米 間の 調整 メカニズムを 平素から 構築し、 日本に 対する 武力 攻撃 及び 
周辺 事態に 際して 各々 が 行う 活動の 間の 調整を 行う。 

調整の 要領は、 調整すべき 事項 及び 関与す る 関係 機関に 応じて 異なる。 調整の 要領には、 調整 会議の 開催、 連絡 員の 相互 派遣 
及び 連絡 窓口の 指定が 含まれる。 自衛隊 及び 米軍は、 この 調整 メカニズムの 一環と して、 双方の 活動に ついて 調整す るた め、 必 
要な ハードウェア 及び ソフトウェアを 備えた 日米 共同 調整 所を 平素から 準備して おく。 

W. 指針の 適時 かつ 適切な 見直し 

日米 安全保障 関係に 関連す る 諸 情勢に 変化が 生じ、 その 時の 状況に 照らして 必要と 判断され る 場合には、 日米 両国 政府は、 適時 
かつ 適切な 形で この 指針を 見直す。 

(別表 略 P. 133 参照） 
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資料 31 日 米 共同 訓練の 実績 (1 999 年度) 


統合幕僚会議 


訓  練  名 

期  間 

場  所 

参加 部隊 等 

備  考 

日 本 側 

米国 側 

日米 共同 統合 演習 
(指揮所演習） 

2000.2 .16 

〜 2. 24 

檜 町な ど 

在日米軍 司令部な ど 

統合幕僚会議、 陸 •海 • 

空 各 幕僚 監 部、 各 方面隊、 
自衛 艦隊、 航空 総隊 など 
約 5,000 名 

在日米軍 司令部、 在日 米 
軍 各 軍司令部 など 

約 1 ， 350 名 

調整 要領の 演練 

陸上自衛隊 


訓  練  名 

期  間 

場  所 

参加 部隊 等 

備  考 

日 本 側 

米国 側 

方面隊 指揮所演習 

99.6.6-6.15 

米国 ハワイ 州 米陸軍 施設 

陸 幕な ど 

約 85 名 

在日米陸軍 など 

約 110 名 

調整 要領の 演練 

実 動 演習 

99.10 .27 〜 11. 7 

あいば 野 演習場な ど 

中部 方面隊 

約 750 名 

第 3 海兵 師団 

約 800 名 

連携 要領の 演練 

実 動 演習 

99.11. 3-11. 19 

上 富 良 野 演習場な ど 

北部 方面隊 

約 1,100 名 

第 25 軽 歩兵 師団 

約 550 名 

連携 要領の 演練 

方面隊 指揮所演習 

2000.1 .20 

〜 1.29 

伊丹 駐屯地な ど 

中部 方面隊な ど 

約 2, 200 名 

在日米陸軍 司令部、 

第 1 軍団な ど 

約 1,000 名 

調整 要領の 演練 

実 動 訓練 

2000.2 .15 

〜 2. 29 

弘前 演習場な ど 

東北 方面隊 

約 600 名 

第 25 軽 歩兵 師団 

約 450 名 

連携 要領の 演練 

実 動 訓練 

2000.2 .21 

〜 3_6 

然別 演習場な ど 

北部 方面隊 

約 200 名 

第 3 海兵 師団 

約 200 名 

連携 要領の 演練 
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海上自衛隊 


ill  練  名 

期  間 

場  所 

参加 部隊 等 

備  考 

日 本 側 

米国 側 

対 潜 特別 訓練 

99.7.6-7.10 

横須賀 から 東海 沖、 四国 
沖、 豊後 水道を 経て 呉に 
至る 海域 並びに 呉 

艦艇  4 隻 

艦艇 1 隻 

対 潜 訓練な ど 

日米 共同 訓練 (輸送） 

99. 7. 11 〜 7. 14 

呉 及び 四国 沖の 海域 

艦艇 1 隻 

艦艇 1 隻 

輸送 部隊 間に おける 連携 
要領の 演練 

掃海 特別 訓練 

99.7.17-7.29 

むつ 湾 

艦艇 20 隻 
航空機 (延） 27 機 

航空機 (延）  2 機 

水中 処分 員な ど 8 名 

掃海 訓練 

対 潜 特別 訓練 

99.8.30-9.8 

九州 南西 海域 

艦艇  3 隻 
航空機 若干 

艦艇  4 隻 
航空機 若干 

対 潜 訓練 

小規模 特別 訓練 

99.9.9-9.12 

室 蘭 及び 室 蘭から 津軽東 
方に 至る 海域 

艦艇 1 隻 

艦艇 1 隻 

戦術 運動 訓練 等 

掃海 特別 訓練 

2000.2 .15 

〜 2. 27 

周防灘 

艦艇 18 隻 

航空機 (延） 18 機 

艦艇  2 隻 
航空機 1 機 
水中 処分 員な ど 9 名 

掃海 訓練 

衛生 特別 訓練 

2000.3 .13 

自衛隊 横須賀 病院 及び 米 
海軍 横須賀 基地 

自衛隊 横須賀 病院、 横須 
賀 衛生隊な ど 

約 270 名 

米海軍 横須賀 病院、 同 横 
須賀 基地 隊 

約 730 名 

衛生 分野に おける 連携 要 
領の演 練 

指揮所演習 

2000.3 .13 

-3.23 

米海軍 大学 校 

海 幕な ど 

約 30 名 

在日 米海軍 司令部、 第 7 
艦隊な ど 

約 50 名 

調整 要領の 演練 

航空自衛隊 


1)11  練  名 

期  間 

場  所 

參加 部隊 等 

備  考 

日 

本 側 

米 

国 側 

防空 戦闘 訓練 
戦闘機 戦闘 訓練 
再発 進 準備 訓練 

99. 6. 21 〜 6. 25 

米国 グアム島 アンダー セ 
ン 空軍基地 及び 同 周辺 空 
域 

航空機 (延) 

53 機 

航空機 (延） 

40 機 

連携 要領の 演練 
空中戦 闘 

救難 訓練 

99. 7. 12 〜 7. 16 

沖縄 本島 周辺 及び 同 海域 
浮 原 島 訓練 場 

航空機 (延) 

11 機 

航空機 (延） 

4 機 

連携 要領の 演練 

指揮所演習 

99.7.26-8.1 

米国 アラスカ 州 エレ メン 
ドルフ 空軍基地 

空 幕な ど 

18 名 

米 第 5 空軍な ど 11 名 

調整 要領の 演練 

防空 戦闘 訓練 
戦闘機 戦闘 訓練 
再発 進 準備 訓練 

99.11.8 〜 11.19 

三 沢 東方 空域 (B) 

秋 田 西方 空域 (C) 

航空機 (延) 

541 機 

航空機 (延） 

445 機 

連携 要領の 演練 
空中戦 闘 

防空 戦闘 訓練 

2000.3 .17 

秋 田 西方 空域 (C) 

航空機 (延) 

62 機 

航空機 (延） 

16 機 

連携 要領の 演練 
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資料 32 武器 輸出 三 原則な ど 

〇 「武器」 の 輸出は、 外国為替 及び 外国 貿易 管理 法 (昭和 24 年 法律 第 228 号) 及び 輸出 貿易 管理 令 (昭和 24 年 政令 第 378 号) により 通商産業 
大臣の 許可が 必要。 

1 武器 輸出 三 原則 

佐 藤 内閣総理大臣、 昭 42.  4. 21 、衆* 決算 委 
(要旨） 

外国為替 及び 外国 貿易 管理 法 及び 輸出 貿易 管理 令に ついての 政府の 運用 方針と して、 具体的には、 次の 場合は、 武器 輸出は 認め 
られ ない ことと されて いる 旨を 明らかにし たもの。 

①  共産 国 向けの 場合 

②  国連 決議に より 武器 等の 輪 出を 禁止され ている 国 向けの 場合 

③  国際紛争の 当事国 又は その おそれの ある 国 向けの 場合 

2  武器 輸出に 関する 政府 統一見解 

三 木 内閣総理大臣、 昭 51.  2.27、 衆 • 予算 委 
(全文) 

(1)  政府の 方針 

「武器」 の 輸出に ついては、 平和国家と しての 我が国の 立場から それに よって 国際紛争 等を 助長す る ことを 回避す るた め、 政府と 
しては、 従来から 慎重に 対処して おり、 今後と も、 次の 方針に より 処理す る ものと し、 その 輸出を 促進す る ことは しない。 

①  三 原則 対象 地域に ついては、 「武器」 の 輸出を 認めない。 

②  三 原則 対象 地域 以外の 地域に ついては、 憲法 及び 外国為替 及び 外国 貿易 管理 法の 精神に のっ とり、 「武器」 の 輸出を 慎む もの 
とする。 

③  武器 製造 関連 設備 (輸出 貿易 管理 令 別表 第一の 第 109 の 項な ど) の 輸出に ついては、 「武器」 に準じて 取り扱う ものと する。 

(2)  武器の 定義 

「武器」 という 用語は、 種々 の 法令 又は 運用の 上に おいて 用いられ ており、 その 定義に ついては、 それぞれの 法令 等の 趣旨に よっ 
て 解釈すべき ものであるが、 

①  武器 輸出 三 原則に おける 「武器」 とは、 「軍隊が 使用す る ものであって、 直接 戦闘の 用に 供され る もの」 をい い、 具体的には、 
輸出 貿易 管理 令 別表 第一の 第 197 の 項から 第 205 の 項までに 掲げる ものの うちこの 定義に 相当す る ものが 「武器」 である。 

②  自衛隊 法 上の 「武器」 について は、 「火器、 火薬 類、 刀剣 類 その他 直接 人を 殺傷し、 又は、 武力 闘争の 手段と して 物を 破壊す 
る ことを 目的と する 機械、 器具、 装置 等」 であると 解して いる。 なお、 本来 的に、 火器 等を 搭載し、 そのもの 自体が 直接 人の 
殺傷 又は 武力 闘争の 手段と して 物の 破壊を 目的と して 行動す る 護衛艦、 戦闘機、 戦車の ような ものは、 右の 「武器」 に 当たる と 
考える。 

(注） 平成 3 年 11 月の 輸出 貿易 管理 令の 一部 改正に よ り、 （1)® の 「第 109 の 項」 及び (2)® の 「第 197 の 項から 第 205 の 項」 は、 「第 1 
項」 に 変わって いる。 

3  武器 輸出 問題 等 に関する 決議 

昭 56.  3 . 20 衆- 本会議、 昭 56.  3 . 31 参. 本会議 
(全文) 

我が国は、 日本国憲法の 理念で ある 平和国家と しての 立場を ふまえ、 武器 輸出 三 原則 並びに 昭和 51 年 政府 統一 方針に 基づいて、 
武器 輸出に ついて 慎重に 対処して きたと ころで ある。 

しかるに、 近時 右方 針に 反した 事例を 生じた ことは 遺憾で ある。 よって 政府は、 武器 輸出に ついて、 厳正 かつ 慎重な 態度を もっ 
て 対処す ると 共に 制度 上の 改善を 含め 実効 ある 措置を 講ずるべき である。 

右 決議す る。 


資料 33 対米 武器 技術 供与に ついての 内閣官房長官 談話 


(昭和 58 年 1 月 14 日) 


一昨年 6 月 以来 米国 政府から 日米 間の 防衛 分野に おける 技術の 相互 交流の 要請が あ り、 その 一環と しての 対米 武器 技術 供与の 問題 
について 政府 部内で 慎重に 検討を 重ねてき た 結果、 この度、 次の 結論に 達し、 本日の 閣議に おいて 了承を 得た。 

1 日米 安保 体制の 下に おいて 日米 両国は 相互に 協力して それぞれの 防衛 力を 維持し、 発展させる ことと されて おり、 これまで 我が 
国は 米国から 防衛 力 整備の ため、 技術の 供与を 含め 各種の 協力を 得て きている。 近年 我が国の 技術水準が 向上して きた こと 等の 新 
たな 状況を 考慮 すれば、 我が国と しても、 防衛 分野に おける 米国との 技術の 相互 交流を 図る ことが、 日米 安保 体制の 効果的 運用を 
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確保す る 上で 極めて 重要と なって いる。 これは、 防衛 分野に おける 日米 間の 相互 協力を 定めた 日米 安保条約 及び 関連 取 極の 趣旨に 
沿う ゆえんで あり、 また、 我が国 及び 極東の 平和と 安全に 資する ものである 0 

2  政府は、 これまで 武器 等の 輸出に ついては 武器 輸出 三 原則 （昭和 51 年 2 月 27 日の 武器 輸出に 関する 政府 方針 等を 含む。） によって 
対処して きたと ころで あるが、 上記に かんがみ、 米国の 要請に 応じ、 相互 交流の 一環と して 米国に 武器 技術 (その 供与を 実効 あら 
しめる ため 必要な 物品であって 武器に 該当する ものを 含む。） を 供与す る途を 開く ことと し、 その 供与に 当たって は、 武器 輸出 三 
原則に よらない ことと する。 この場合、 本件 供与は 日米 相互 防衛 援助 協定の 関連 規定に 基づく 枠組みの 下で 実施す る ことと し、 こ 
れ により 国際紛争 等を 助長す る こ とを 回避す る という 武器 輸出 三 原則の よって 立つ 平和国家と しての 基本 理念は 確保され る ことと 
なる。 

3 なお、 政府と しては、 今後と も、 基本的には 武器 輸出 三 原則を 堅持し、 昭和 56 年 3 月の 武器 輸出 問題 等に 関する 国会 決議の 趣旨 
を 尊重して いく 考えで ある ことは 言う まで もない。 

資料 34 弾道 ミ サイ ル 防衛 (BMD) に 係る 日 米 共同 技術 研究 に関する 官房長官 談話 

(平成 10 年 12 月 25 日） 

1.  本日、 政府は、 安全保障 会議の 了承を 経て、 平成 11 年度から 海上 配備 型 上層 システム （NTWD) を 対象と して 米国との 間で 共同 技 
術 研究に 着手す る ことを 決定した。 

2.  政府と しては、 冷戦 終結 後の 核を 始めと する 大量破壊兵器 や 弾道 ミサイルの 拡散 状況を 踏まえる と、 弾道 ミサイル防衛 (BMD) 

が 専守防衛を 旨 とする 我が国 防衛 政策 上の 重要な 課題で あり、 我が国の 主体的 取り 組みが 必要で あると の 認識の 下、 これまで 所要 
の 検討を 行って きたと ころで ある。 

3.  政府と しては、 今後の 我が国の 取り組みと しては、 米国との 間に おいて、 NTWD を 対象と して 共同 技術 研究を 行う ことが、 最も 
効率的 かつ 実り ある もので あり、 また、 かかる 日米 間の 協力は、 日米 安保 体制の 信頼性の 向上 等に 資する ものであると 考えて いる。 

4.  宇宙の 開発 及び 利用に 関する 国会 決議との 関係に ついては、 もとより 国会 決議の 有 権 解釈は 国会に おいてな されるべき もので あ 
るが、 政府と しては、 近年 弾道 ミサイルが 拡散して いる 状況に あると ころ、 BMD システムが、 我が国 国民の 生命 • 財産を 守る ため 
の 純粋に 防御 的な、 かつ、 他に 代替 手段の ない 唯一の 手段で ある ことを 踏まえれば、 BMD システム に関して 我が国が 主体的に 取り 
組んで い くことは、 本件 国会 決議の 趣旨 及び そのよ っ て 立つ 平和国家と しての 基本 理念に も 沿った も ので あり、 国民 各位の 御 理解 
をいた だける ものと 考えて いる。 

なお、 この 関連で、 本年 9 月、 衆議院に おいてな された 北朝鮮に よる ミサイル 発射に 関する 国会 決議に おいて 「政府は 我が国 国 
民の 安全 確保の ための あらゆる 措置を と る」 べき こと とされて いる ところで ある。 

また、 BMD に 係る 日米 共同 技術 研究に おける 武器 技術 供与は、 対米 武器 技術 供与 取 極の 枠組みの 下で 実施され る ものである。 

5.  なお、 本件は 技術 研究で あり、 開発 段階への 移行、 配備 段階への 移行に ついては 別途 判断す る 性格の ものである。 これらの 判断 
は、 BMD の 技術的な 実現 可能性 及び 将来の 我が国の 防衛の 在り方 等に ついて 十分 検討した 上で 行う ことと する。 
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資料 35 自衛隊が 実施した 国際 平和協力 業務の 実績 


(2000. 5. 31 現在) 


派 遣 期 間 

人数 

延べ 人数 

主な  業務  内容 

国連 カンポ ディア 暫定 機構 
(UNTAC) 

停戦 監視 要員 

平成 4 年 9 月〜 

平成 5 年 9 月 

8 人 

16 人 

• 集めた 武器の 保管 状況の 監視 及び 停 
戦 遵守 状況の 監視 
• 国境に おける 停戦 遵守 状況の 監視 

施設 部隊 

平成 4 年 9 月〜 

平成 5 年 9 月 

600 人 

1200 人 

• 道路、 橋 等の 修理 等 

•  UNTAC 構成 部門 等に 対する 給油 •給 
水 

•  UNTAC 構成 部門 等の 要員に 対する 給 
食、 宿泊 又は 作業の ための 施設の 提 
供、 医療 

国連 モザ ン ビー ク 活動 
(ONUMOZ) 

司令部 要員 

平成 5 年 5 月〜 

平成 7 年 1 月 

5 人 

10 人 

•  ONUMOZ 司令部に おける 中長期 的な 業務 
計画の 立案 並びに 輪 送の 業務に 関する 企 
画 及び 調整 

輸送 調整 部隊 

平成 5 年 5 月〜 

平成 7 年 1 月 

48 人 

144 人 

•輸送 手段の 割当て、 通関の 補助 その 
他 輸送に 関する 技術的 調整 

ルワンダ 難民 救援 

ルワンダ 難民 救援 隊 

平成 6 年 9 月〜 

12 月 

260 人 

• 医療、 防疫、 給水 活動 

空輸 派遣隊 

平成 6 年 9 月〜 

12 月 

118 人 

• ナイロビ （ケニア） とゴマ （ザイール） 

の 間で、 ルワンダ 難民 救援 隊の 隊員 
や 補給 物資 等の 航空 輸送 
• 能力 上の 余裕を 活用して 難民 救援を 
実施して いる 人道的な 国際機関 等の 
要員、 物資の 航空 輸送 

国連 兵力 引き離し 監視 隊 
(UNDOF) 

司令部 要員 

平成 8 年 2 月〜 

2 人 

10 人 

•  UNDOF 司令部に おける UNDOF の 活動 
に関する 広報 •予算の 作成 並びに 輸送 • 
整備 等の 業務に 関する 企画 及び 調整 

輸送 部隊 

平成 8 年 2 月〜 

43 人 

387 人 

• 食料品 等の 輸送 

•補給 品 倉庫に おける 物資の 保管、 道 
路 等の 補修、 重 機材 等の 整備、 消防、 
除雪 

東 チ モール 避難民 救援 

空輸 部隊 

平成 11 年 11 月〜 

平成 12 年 2 月 

”3 人 

• 東 チ モール 避難民 救援の ための 援助 物資 
の 航空 輸送 

•能力 上の 余裕を 活用し、 UNHCR 関係 
者の 航空 輸送 

(注） 1 このほか、 海上自衛隊 （カンポ ディア） 及び 航空自衛隊 （カンポ ディア、 モザンビーク、 ゴラン高原 及び 東 チ モール 避難民 救援） の 部隊が、 輸送、 
補給 面での 支援 活動を 実施。 

2  ル ワン ダ 難民 救援 について は、 この ほ か 先遣 隊 23 名 を 派遣した。 

3  「人数」 は 1 回の 派遣 ごとの 人数で あり、 「延べ 人数」 はこれ に 派遣 回数を 乗じた ものである。 
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資料 36 二国間 防衛 交流の 主要 実績 (アジア太平洋地域 • 最近 5 年間) 


(2000. 6. 30 現在) 


項  目 

実  績 

〇 防衛庁長官の 訪韓 

97 年 4 月、 99 年 1 月 

〇 防衛 政務次官の 訪韓 

96 年 9 月 

韓 

〇 防衛 事務次官の 訪韓 

98 年 7 月 

〇 総合 幕僚 会議 議長の 訪韓 

96 年 12 月、 00 年 3 月 

〇 韓国 国防 部 長官の 訪日 

96 年 5 月、 98 年 9 月、 00 年 5 月 

〇 韓国 合同 参謀本部 議長の 訪日 

96 年 7 月、 97 年 7 月 

〇 日韓 安保 対話 

98 年 6 月、 99 年 7 月 

〇 日韓 防衛 実務 者 対話 

96 年 10 月、 97 年 8 月、 98 年 6 月、 99 年 9 月 

〇 海上自衛隊 艦艇の 訪韓 

96 年 9 月、 98 年 10 月、 99 年 8 月 

国 

〇 韓国 海軍 艦艇の 訪日 

96 年 12 月、 98 年 12 月、 99 年 8 月 

〇 捜索 • 救難に 関する 海上 共同 訓練 

99 年 8 月 

〇 自衛隊 機 と 韓国 軍機と の 間の 偶発 事故 防止 措置の 書簡 交換 

95 年 6 月 

〇 防衛庁長官の 訪露 

96 年 4 月、 99 年 8 月 

〇 防衛 事務次官の 訪露 

98 年 1 月 

□ 

〇 統合幕僚会議 議長の 訪露 

98 年 5 月 

〇 ロシア 国防 大臣の 訪日 

97 年 5 月 

〇 ロシア 参謀 総長の 訪日 

98 年 12 月 

〇 日露 政策 企画 協議 

96 年 11 月 

シ 

〇 日露 防衛 当局 間 協議 

96 年 12 月、 97 年 3 月 

〇 日露 防衛 研究 交流 

96 年 2 月、 9 月、 97 年 2 月、 10 月、 98 年 2 月、 10 月、 99 年 2 月、 00 年 2 月 

〇日 露 海上 事故 防止 協定 年次 会合 

96 年 2 月、 97 年 1 月、 98 年 1 月、 99 年 2 月、 00 年 2 月 

〇 海上自衛隊 艦艇の 訪露 

96 年 7 月、 98 年 7 月 

〇 ロシア 海軍 艦艇の 訪日 

97 年 6 月、 99 年 9 月 

ァ 

〇 捜索 • 救難 活動の 共同 訓練 

98 年 7 月、 99 年 9 月 

〇 防衛庁長官の 訪中 

98 年 5 月 

〇 防衛 事務次官の 訪中 

96 年 8 月、 99 年 1 1 月 

中 

〇 統合幕僚会議 議長の 訪中 

00 年 6 月 

〇 中国 国防 部長の 訪日 

98 年 2 月 

〇 中国 総 参謀長の 訪日 

00 年 4 月 

国 

〇 中国 副 総 参謀長の 訪日 

97 年 12 月 

〇 日中 安保 対話 

96 年 1 月、 97 年 3 月、 12 月、 99 年 10 月、 00 年 6 月 

〇 日中 防衛 医療 交流 

97 年 4 月、 7 月、 98 年 3 月、 9 月、 12 月 

〇 日中 防衛 医療 交流 セミナー 

99 年 1 月、 00 年 3 月 

〇 防衛庁長官の ヴ ィエ ト ナム 訪問 

98 年 1 月、 00 年 5 月 

〇 防衛庁長官の シンガポール 訪問 

00 年 5 月 

〇 防衛 総括 政務次官の インドネシア 及び フィリ ピン 訪問 

00 年 1 月 

〇 防衛 政務次官の シン ガボール 訪問 

97 年 7 月 

〇 防衛 事務次官の インドネシア、 ヴィエト ナム、 タイ 及び シンガポール 訪問 

97 年 1 月 

東 

〇 防衛 事務次官の シン ガボール 及び インドネシア 訪問 

98 年 7 月 

〇 防衛 事務次官の シンガポール、 マ レイ シア 及び ヴェ ト ナム 訪問 

99 年 9 月 

南 

〇 統合幕僚会議 議長の シンガポール、 マ レイ シア 及び インドネシア 訪問 

96 年 12 月 

ァ 

〇 タイ 国防 軍最 居！ 司令官の 訪日 

99 年 2 月 

〇ヴ ィエ ト ナム 国防 大臣の 訪日 

98 年 11 月 

ジ 

〇 ヴィエト ナム 国防 次官の 訪日 

97 年 3 月 

ァ 

〇 シンガポール 国防 大臣の 訪日 

98 年 12 月 

〇 シン ガボール 環境 大臣 兼 第 2 国防 大臣の 訪日 

96 年 7 月 

諸 

〇 シンガポール 教育 大臣 兼 第 2 国防 大臣の 訪日 

97 年 8 月、 98 年 11 月 

国 

〇 シンガポール 国防 次官の 訪日 

98 年 9 月 

〇日 • インドネシア MM 協議 

97 年 12 月 

〇日 • シンガポール MM 協議 

97 年 12 月、 99 年 7 月 

〇日 • タイ PM 協議 

98 年 5 月、 99 年 9 月 

〇日 • タイ MM 協議 

98 年 5 月、 99 年 9 月 

〇日 • マ レイ シア MM 協議 

99 年 3 月 

〇 海上自衛隊 練習 艦隊の ヴィエト ナム 初 訪問 

99 年 5 月 

才 

〇 防衛庁長官の 訪豪 

98 年 1 月 

ス 

〇 オース ト ラ リア 国防 大臣の 訪日 

97 年 9 月、 99 年 5 月 

卜 

〇 日豪 PM 協議 

96 年 2 月、 97 年 5 月、 98 年 6 月、 99 年 8 月 

リ 

ァ 

〇 日豪 MM 協議 

96 年 2 月、 97 年 5 月、 98 年 6 月、 99 年 8 月 

〇 防衛 事務次官の 訪加 

98 年 4 月 

力 

〇 統合幕僚会議 議長の 訪加 

99 年 7 月 

〇 カナダ 国防 大臣の 訪日 

96 年 5 月 

丁 

〇 カナダ 国防 軍 参謀 総長の 訪日 

98 年 6 月 

ダ 

〇 日加 PM 協議 

97 年 9 月、 00 年 1 月 

〇 日加 MM 協議 

98 年 4 月 
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資料 37 日本 国 防衛庁と ロシア連邦 国防省との 間の 対話 及び 交流の 発展の ための 基盤 構築に 関する 覚書 

(モスクワ 1999年8月16日 ） 

日 本国 防衛庁と ロ シア 連邦 国防省 (以下 「双方」 という） は、 

1993年10月13日 に 東京で 細 川 日本 国 総理大臣 及び エリ ツイン •  ロシア連邦 大統領に より 署名され た 「日露 関係に 関する 東京 宣言」 に 
おいて、 両 首脳が、 安全保障 面を 含む 広範な 諸問題に 関する 両 政府 当局 間の 対話の 重要性を 確認し、 このような 交流を 更に 活発化 さ 
せる ことに 同意した ことに 基づき、 

1998年11月13日 に モスクワで 小渕 日本 国 総理大臣 及び エリ ツイン •  ロシア連邦 大統領に より 署名され た 「日本 国と ロシア連邦の 間 
の 創造的 パートナーシップ 構築に 関する モスクワ 宣言」 において、 両 首脳が、 最近 発展して きている 日露 間の 安全保障 及び 防衛 分野 
における 交流を 肯定的に 評価し、 これを 継続 及 び 深化 させる 用意が ある ことを 確認した ことに 基づき、 

21 世紀に 向けた 双方の 間の 関係の 発展が、 日露 間の 相互 理解と 信頼関係の 深化 及び アジア太平洋地域の 平和と 安全の 強化に 資する 
ことを 認識し、 

国際 及び 地域の 安全と 安定の 維持に 関する 対話 並びに 両国の 防衛 政策の 正確な 相互 理解の 重要性を 確認し、 

双方の 間の 信頼関係の 増進 及び 相互 理解の 向上を 図る ことを 決意し、 

安全保障 対話 及び 防衛 交流の 円滑な 実施の 必要性を 認識し、 

以下のと おり 表明す る。 

1.  双方は、 白 国の 法令 及び 予算の 範囲 内で 以下の 対話 及び 交流を 実施す る 意図を 有する。 

(1)  日 本国 防衛庁長官 及び ロ シア 連邦 国防 大臣の 相互 訪問の 継続的 実施 

(2)  日露 防衛 当局 間に おいて、 防衛庁 次官と 国防省 次官、 統合幕僚会議 議長と 参謀 総長、 各 幕僚長と 各 軍司令官との 間の ハイ レべ 
ル 対話の 継続的 実施 

(3)  安全保障、 信頼醸成、 軍備管理 及び 防衛 当局 間の 協力の 問題に 関する 双方の 局長 •審議 官 レベルの 定期 協議の 開催 

(4)  翌年の 年次 交流 計画の 作成、 信頼醸成 措置に 関する 検討 及び 双方の 局長 級 協議の 結果に 基づき 選定され る その他の 問題の 検討 
を 行うた めの 共同作業 グループの 日本 及び ロシアに おける 年 2 回の 交互の 開催 

(5)  双方が 主催す る 地域 及び 自国の 安全保障 に関する 諸問題を 討議す るた めの 会議、 シンポジウム 及び セミナーへの 参加 

(6)  日本 国 防衛庁 統合幕僚会議 事務局と ロシア連邦 軍 参謀本部との 間の スタッフ • トー クス 

(7)  日本 国 陸上自衛隊と ロ シア 連邦 軍 地上 軍との 代表団の 相互 訪問 

(8)  艦艇の 相互 訪問の 継続的 実施 並びに その 機会を 利用 した 共同 訓練 及び 親善 訓練の 実施 

(9)  双方の 教育機関 及び 研究 機関の 代表団に よる 交流 

(10)  1993年10月13日 付けの 領海の 外側に 位置す る 水域 及び その上 空に おける 事故の 防止に 関する 日本 国 政府 及び ロシア連邦 政府と 
の 間の 協定に 基づく 年次 会合の 開催 

2.  両国 防衛 当局 間の 協力は、 上記の 措置に 限定され る ものでは ない。 双方は 協力の 新たな 分野の 追求、 相互関係の 拡大 及び 深化に 
向けて 努力して いく。 

毎年 一致され た 時期までに、 共同作業 グループ によ り 作成され る 交流 計画の 中で、 翌年の 具体的 案件 及び その実 施 時期が 決定 さ 
れ る。 

3.  双方は、 各々 自国の 国内法 令に 基づき、 対話 及び 交流の 過程で 知り 得た 情報を、 双方の 要望を 踏まえ、 適切に 管理す る 意図を 表 
明す る。 
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資料 38 多 国 間 安全保障 対話の 主要 実績 (アジア太平洋地域 • 最近 5 年間) 


(2000. 6. 30 現在) 


保有 概数 


3,250 

1,800 

790 

120 

110 

1,070 

690 


項  目 

実  績 

〇 ASEAN 地域 フォーラム (ARF) 

• 閣僚 会合 

• 高級 事務 レベル 会合 (ARF  •  SOM) 

• 信頼醸成 に関する インター セ ツシヨ ナル 支援 グループ (ARF  •  ISG) 

• 捜索 • 救難に 関する インター セツ シヨ ナル 会合 (ARF  •  ISM) 

•  PK0 に関する インター セツ シヨ ナル 会合 (ARF  •  ISM) 

• 災害救助 に関する インターセ ツシヨ ナル 会合 (ARF*  ISM) 

97 年 7 月、 98 年 7 月、 99 年 7 月 

96 年 5 月、 97 年 5 月、 98 年 5 月、 99 年 5 月、 00 年 5 月 

96 年 1 月、 4 月  '97 年 3 月、 11 月、 98 年 3 月、 11 月  '99 年 3 月、 11 月 、〇〇 年 4 月 

96 年 3 月、 97 年 3 月 

96 年 4 月 

97 年 2 月、 98 年 2 月、 99 年 4 月、 00 年 5 月 

〇 アジア • 太平洋 地域 防衛 当局者 フォーラム 

各国の 防衛 政策に 関する 相互 理解を 深め、 その 透明性を 高めて、 地域の 
安定化に 資する ことを 目的と して、 ア ジア 太平洋 地域 諸国 (ARF 参加国 •機 
関） の 政策 担当者 (防衛 政策 若しく は 信頼 釀成 担当の 局長、 局 次長 クラス） の 
参加を 得て、 96 年より 開催。 

96 年 10 月、 97 年 10 月、 98 年 10 月、 99 年 10 月 

〇 アジア • 太平洋 諸国 安全保障 セミナー 

アジア太平洋地域の 信頼醸成の一 環と して、 防衛 分野に おける 相互 理解 
を 促進す る ことを 目的と して、 域内 諸国の 中堅 軍人を 招き、 防衛 研究所の 
主催に より、 94 年から 開催。 

95 年 11 月、 96 年 10 月、 97 年 11 月、 98 年 11 月、 99 年 11 月 

〇 国際 防衛 学 セミナー 

防衛 大学 校の 防衛 学 教育 • 研究の 充実、 発展と 参加 各国との 相互 理解の 
促進 等 を 目的と して、 ア ジア 太平洋 諸国の 軍学 校の 教官 （中佐 若 しくは 大佐 
クラス） 等を 招き、 防衛 大学 校主 催に より、 96 年から 開催。 

96 年 3 月、 97 年 3 月、 98 年 3 月、 99 年 3 月、 99 年 7 月 

〇 国際 士官候補生 会議 

防衛 大学 校の 学生の 国際 感覚の 醸成 や、 参加 各国との 相互 理解の 促進 等 
を 目的と して、 アジア太平洋地域 などの 諸国の 士官候補生を 招き、 防衛 大 
学校 主催に より、 98 年から 開催。 

98 年 3 月、 99 年 3 月、 00 年 3 月 

I 


資料 39 戦車、 主要 火器な どの 保有 数 •性能 諸元 

保有 数  （2000. 3. 31 現在） 


(注） 装甲車 以外の 各種 砲には、 自走砲を 含む。 


性能 諸元 （その 1 ) 


(注） 1  射程 距離は、 りゅう 弾に よる。 

2  RAP  : 噴 進 弾 （Rocket  Assisted  Projectile) 

3 155mm りゅう 弾 砲 FH70 の 重量は 補助 動力 装置を 含む。 


品 

百 

口径 (mm) 

全長 (m) 

重量 (kg) 

最大 射程 (km) 

84mm 無反動砲 

84 

1.1 

16 

1 

81 mm 迫撃砲 L1 6 

81 

1.3 

38 

6 

155mm り ゅう 弾 砲 FH70 

155 

12.4 

9,600 

30(RAP) 

75 式自走 155mm りゅう 弾 砲 

155 

7.8 

25, 300 

19 

203mm 自走 りゅう 弾 砲 

203 

10.7 

28,500 

30  (RAP) 

87 式 自走高 射 機関 砲 

35 

7.99 

38,000 

一 

類 


砲 砲 砲 機 砲車 車 
射 

発 関 


種 


撃 戦？ 機 甲 

ッ射 

ケ 

無 迫 野 口 高 戦 装 


アジア 太平洋 地域に ぉける 安保 II へ S 加  防衛庁 主催に よる 安保 対話 
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性能 諸元 （その 2) 


品 

目 

車両 総 重量 
(ト ン） 

最高 速度 
(km  時） 

乗員 

(人） 

主要 搭載 火器 

90 式 戦車 

96 式 装 輪 装甲車 

89 式 装甲 戦闘 車 

82 式 指揮 通信 車 

87 式 偵察 警戒 車 

約 50 

約 15 

約 27 
約 14 
約 15 

70 

100 

70 

100 

100 

3 

10 

10 

8 

5 

120mm 戦車 砲 

12. 7mm 重機関銃 
又は 自動て き 弾 銃 

35mm 機関 砲 

12. 7mm 重機関銃 

25mm 機関 砲 

資料 40 主要 艦艇の 就役 数 •性能 諸元 


就役 数  （2000. 3. 31 現在) 


区 

分 

数 (隻） 

基準 排水量 (千 トン） 

護 

衛 

艦 

55 

192 

潜 

水 

艦 

16 

39 

機 

雷 

艦 

艇 

32 

27 

哨 

戒 

艦 

艇 

3 

一 

輸 

送 

艦 

艇 

9 

18 

補 

助 

艦 

艇 

29 

98 

計 

144 

374 

292 


性能 諸元 


種  別 


型 


別 


基準 排水量 
(ト ン） 


最大 速力 

(ノット） 


主 


要 


装 


備 


こんごう 型 


しらね  型 


は た かぜ 型 


護衛艦 


むらさめ 型 


あさぎり 型 


はつゆき 型 


あぶ  くま 型 


7,250 


5,200 


4,600 

(4,650) 


4,550 


3,500 
(3, 550) 


2,950 

(3,050) 


2,000 


30 


32 


30 


30 


30 


30 


27 


127 ミ リ砲 X 1 
高性能 20 ミ リ 機関 砲 X  2 
イー ジス 装置 一式 
垂直 発射 装置 一式 
SSM 装置 一式 
短 魚雷発射管 X  2 


5 インチ 砲 X 2 
高性能 20 ミ リ 機関 砲 X  2 
短 SAM 装置 X 1 
アスロック 装置 X 1 
短 魚雷発射管 X  2 
哨戒 ヘリコプター X 3 


5 インチ 砲 X 2 
高性能 20 ミ リ 機関 砲 X  2 
ター ター 装置 X 1 
SSM 装置一 式 
アスロック 装置 X 1 
短 魚雷発射管 X  2 


76 ミ リ砲 XI 

高性能 20 ミ リ 機関 砲 X  2 

短 SAM 装置 (VLS)- 式 

アスロック 装置 (VLA) —式 

SSM 装置 一 式 

短 魚雷発射管 X 2 

哨戒 ヘリコプター XI 


76 ミ リ砲 X 1 
高性能 20 ミ リ 機関 砲 X  2 
短 SAM 装置 一式 
SSM 装置 一式 
アスロック 装置 一式 
短 魚雷発射管 X  2 
哨戒 ヘリコプター XI 


76 ミ リ砲 XI 
高性能 20 ミ リ 機関 砲 X  2 
短 SAM 装置 一 式 
SSM 装置一 式 
アスロック 装置 一式 
短 魚雷発射管 X  2 
哨戒 ヘリコプター X 1 


76 ミ リ砲 X 1 
高性能 20 ミ リ 機関 砲 X 1 
SSM 装置 一式 
アスロック 装置 一式 
短 魚雷発射管 X  2 


1 


潜水艦 


お や 


お 型 


2,750 


20 


魚雷発射管 一式 
USM 装置一 式 


掃海 艦 


やえ やま 型 


1,000 


14 


20 ミ リ 機関 砲 X 1 
深深 度 掃海 具 一式 


すがし ま 型 


掃海艇 


うわ じ ま 型 


510 


14 


20 ミ リ 機関 砲 X 1 
掃海 具 一式 


20 ミ リ 機関 砲 X 1 
掃海 具 一式 


おおす み 型 


輸送 艦 


みうら  型 


8,900 


2,000 


22 


高性能 20 ミ リ 機関 砲 X  2 
輸送 用 エアクッション 艇 X 2 


3 インチ 砲 XI 
40 ミ リ 機関 砲 XI 


(注 ） （ ） 内は、 一部の 艦艇に ついての 性能 諸元を 示す。 
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資料 41 主要 航空機の 保有 数 •性能 諸元 


(2000. 3. 31 現在) 


所 

属 

形 

式 

機  種 

用途 

保有 数 

(機） 

最大 速度 

(ノット） 

乗員 

(人） 

全長 

(m) 

全幅 

(m) 

エンジン 

陸 

上 

自 

衛 

隊 

固 

定 

翼 

LR-1 

連絡 

偵察 

14 

290 

2(5) 

10 

12 

ターボ プロップ、 双発 

LR-2 

連絡 

偵察 

2 

300 

2(7) 

14 

18 

ターボ プロップ、 双発 

回 

転 

翼 

AH-IS 

対戦車 

88 

120 

2 

14 

3 

ターボ シャフ ト 

OH-  6  J/D 

連絡 

観測 

183 

130/150 

1(3) 

7 

2 

ターボ シャフ ト 

OH-1 

観測 

7 

140 

2 

12 

3 

ターボ シャフ ト、 双発 

UH- 1  H/J 

多 用途 

148 

120/130 

2  (11) 

12/13 

3 

ターボ シャフ ト 

V-107A 

輸送 

3 

140 

2  (26) 

14 

5 

ターボ シャフ ト、 双発 

CH-47J/JA 

輸送 

44 

150/140 

3  (55) 

16 

4/5 

ターボ シャフ ト、 双発 

UH-60JA 

多 用途 

10 

150 

2  (12) 

16 

3 

ターボ シャフ ト、 双発 

海 

上 

自 

衛 

隊 

固 

定 

翼 

P-3C 

哨戒 

100 

400 

11 

36 

30 

ターボ プロップ、 4 発 

回 

転 

翼 

HSS- 2  B 

哨戒 

30 

130 

4 

17 

5 

ターボ シャフ ト、 双発 

SH-60J 

哨戒 

68 

150 

3 

15 

3 

ターボ シャフ ト、 双発 

MH-53E 

掃海 

輸送 

10 

160 

7 

22 

6 

ターボ シャフ ト、 3 発 

航 

自 

衛 

隊 

固 

定 

翼 

F-15J/DJ 

戦闘 

203 

2. 5 マッハ 

1/2 

19 

13 

ターボ ファン、 双発 

F-4EJ 

戦闘 

104 

2. 2 マッハ 

2 

19 

12 

ターボ ジ ヱ ッ ト、 双発 

F-1 

戦闘 

46 

1.6 マッハ 

1 

18 

8 

ターボ ファン、 双発 

RF-4  E/EJ 

偵察 

27 

2_2 マッハ/ 

1.8 マッハ 

2 

19 

12 

夕 ーボジ I ッ ト、 双発 

C-1 

輪 送 

27 

440 

5  (60) 

29 

31 

ターボ ファン、 双発 

C-130H 

輸送 

16 

340 

5  (92) 

30 

40 

ターボ プロップ、 4 発 

E-2C 

早期 

譬戒 

13 

330 

5 

18 

25 

ターボ プロップ、 双発 

E-767 

早期 

警戒 

管制 

4 

0.75 マッハ 

20 

49 

48 

ターボ ファン、 双発 

回 

転 

翼 

CH-47J 

輸送 

16 

150 

3  (55) 

16 

4 

ターボ シャフ ト、 双発 

(注） 1  保有 数は、 2000 .3.31 現在の 国有財産 台帳 数値で ある。 
2 乗員の 項で （ ） 内の 数値は、 輸送 人員を 示す。 

3  F-4EJ には、 F- 4  EJ 改 87 機を 含む。 
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資料 42 誘導弾の 性能 諸元 


用 

途 

名  称 

所属 

重量 (kg) 

全長 (m) 

直径 (m) 

誘導  方式 

ペトリ オット 

空 

約 1,000 

約 

5.0 

約 0.41 

プリ プロ グラ 厶 + 指令 +TVM 

改良 ホーク 

約 

640 

約 

5.0 

約 0.36 

レーダー •ホーミング 

81 式 短距離 地対空 誘導弾 (改） 
(SAM- 1  C) 

陸 

約 

100 

約 2. 7/2. 9 

約 0.16 

画像 + 赤外線 ホーミング 
レーダー • ホーミング 

81 式 短距離 地対空 誘導弾 
(SAM- 1 ) 

約 

100 

約 

2.7 

約 0.16 

空中 ロック オン 
赤外線 ホ ー ミン グ 

携帯 SAM 
(ステイン ガー） 

陸海空 

約 

10 

約 1.5 

約 0.07 

赤外線 ホーミング 

91 式 携帯 地対空 誘導弾 (SAM-2) 

約 

12 

約 1.4 

約 0.08 

画像 + 

赤外線 ホーミング 

対 

93 式 近距離 地対空 誘導弾 
(SAM-3) 

陸 

約 

12 

約 1.4 

約 0.08 

画像 + 

赤外線 ホーミング 

スタンダード 
(SM- 1 ) 

約 

630 

約 

4.5 

約 0.34 

レーダー • ホーミング 

航 

スタンダード 
(SM-  2 ) 

約 

710 

約 

4.7 

約 0.34 

情 性 誘導 + 

レーダー • ホーミング 

空 

シース パロー 

(AIM-  7  E) 

海 

約 

200 

約 

3.7 

約 0.20 

レーダー • ホーミング 

機 

シース パロー 

(RIM-7F) 

約 

230 

約 

3.7 

約 0.20 

レーダー • ホーミング 

シース パロー 

(RIM-7M) 

約 

230 

約 

3.7 

約 0.20 

レーダー • ホーミング 

スパ □- 

(AIM-  7  E) 

約 

200 

約 

3.7 

約 0.20 

レーダー • ホーミング 

スパロー 

(AIM-  7  F) 

約 

230 

約 

3.7 

約 0.20 

レーダー • ホーミング 

スパロー 

(AIM-  7  M) 

空 

約 

230 

約 

3.7 

約 0.20 

レーダー • ホーミング 

サイ ド ワイン ダー 
(AIM-  9  L) 

約 

89 

約 

2.9 

約 0.13 

赤外線 ホーミング 

90 式 空対空 誘導弾 
(AAM-  3 ) 

約 

91 

約 

3.0 

約 0.13 

赤外線 ホーミング 

88 式 地 対 艦 誘導弾 
(SSM- 1 ) 

陸 

約 

660 

約 

5.1 

約 0.35 

情 性 誘導 + 

レーダー. ホーミング 

ハープーン 

(SSM) 

約 

680 

約 

4.6 

約 0.34 

慣性 誘導 + 

レーダー • ホーミング 

対 

ハープーン 

(USM) 

海 

約 

680 

約 

4.6 

約 0.34 

情 性 誘導 + 

レーダー • ホーミング 

艦 

ハープーン 

(ASM) 

約 

520 

約 

3.9 

約 0.34 

情 性 誘導 + 

レーダー • ホーミング 

90 式 艦 対 艦 誘導弾 
(SSM- 1  B) 

約 

660 

約 

5.1 

約 0.35 

慣性 誘導 + 

レーダー • ホーミング 

船 

91 式 空 対 艦 誘導弾 
(ASM- 1  C) 

海 

約 

510 

約 

4.0 

約 0.35 

慣性 誘導 + 

レ— ダ—. ホ— ミ ング 

80 式 空 対 艦 誘導弾 
(ASM- 1 ) 

!7to 

約 

600 

約 

4.0 

約 0.35 

慣性 誘導 + 

レーダー • ホーミング 

93 式 空 対 艦 誘導弾 
(ASM-  2 ) 

約 

530 

約 

4.0 

約 0.35 

情 性 誘導 + 

赤外線 画像 ホーミング 

64 式 対戦車 誘導弾 

約 

16 

約 1.0 

約 0.12 

有線 誘導 

対 

戦 

車 

87 式 対戦車 誘導弾 

陸 

約 

12 

約 1.1 

約 0.11 

レ ー ザ  ー •ホ ー ミン グ 

TOW 

約 

18 

約 1 2 

約 0.15 

赤外線 半 自動 有線 誘導 

対 舟艇 対戦車 

79 式 対 舟艇 
対戦車 誘導弾 

陸 

約 

33 

約 1.6 

約 0.15 

赤外線 半 自動 有線 誘導 

96 式 多目的 誘導弾 
システム （MPMS) 

約 

59 

約 

2.0 

約 0.16 

憒性 誘導 + 赤外線 画像 
光ファイバ TVM 
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資料 43 防衛 施設 周辺 地域の 生活環境の 整備な どの 施策の 概要 

(障害な どの 原因）  （障害な どの 態 様）  （施策の 内容） 


自衛隊な どの 行為 丁 


演習場の 荒廃な ど- 


-障害 防止 工事の 助成 


rf 障害 防止 工事) 学校、 病院な どの 防音 工事の 助成 
第 1 種 区域 一^ 住宅の 防音 工事の 助成 (注 1 ) 

移転な どの 補償 —— 移転先 地の 公共施設の 整備の 助成 

騒音 丄| 第 2 種 区域 

土地の 買 入れ - 買い入れた 土地の 無償 使用 

第 3 種 区域 —— 緑地帯の 整備な ど 
- 農林 漁業な どの 事業 経営 上の 損失 - 損失の 補償 (注 2  ) 


(自衛隊の 行為に よる ものに 限る。） 


防衛 施設の 
設置 •運用 


生活 又は 事業 - 民生 安定 施設の 整備の 助成 

活動の 阻害 


生活環境 又は 開 _ 特定 防衛 施設 
発に 及ぼす 影響  関連 市町村 


一 特定 防衛 施設 周辺 整備 調整 交付金の 交付 


(注 1 ) 1 第 1 種 区域、 第 2 種 区域、 第 3 種 区域 

飛行場な どの 周辺で 航空機の 騒音に 起因す る 障害の 度合に 応 じて 次の よう に 定める。 

第 1 種 区域： WECPNL  75 以上の 区域 
第 2 種 区域： 第 1 種 区域 内で、 WECPNL  90 以上の 区域 
第 3 種 区域： 第 2 種 区域 内で、 WECPNL  95 以上の 区域 
2  WECPNL  (Weighted  Equivalent  Continuous  Perceived  Noise  Level、 加重 等価 継続 感覚 騒音 レベル） 

特に 夜間の 謹 音を 重複して、 音響の 強度の ほかに その 頻度、 継続 時間な どの 諸 要素を 加味して、 人の 生活に 与える 影響を 評価す る 航空機 騒音 
の 単位で ある。 


(注2)  f 媢 | 茲駿歡 於！ のにつ いては' 「日本 国に 駐留す る アメリカ合衆国 軍隊 等の 行為に よる 特別 損失の 補償に 


資料 44  SACO 最終 報告 (仮 訳) 


(平成 8 年 12 月 2 日） 


沖縄に 関する 特別 行動 委員会 (SACO) は、 平成 7 年 11 月に、 日本 国 政府 及び 米国 政府に よって 設置され た。 両国 政府は、 沖縄県 民 
の 負担を 軽減し、 それにより 日米 同盟 関係を 強化す るた めに、 SACO の プロセスに 着手した。 

この 共同の 努力に 着手す るに 当たり、 SACO の プロセスの 付託 事項 及び 指針が 日米 両国 政府に より 定められた。 すなわち、 日米 双 
方は、 日米安全保障条約 及び 関連 取 極の 下に おける それぞれの 義務との 両立を 図りつつ、 沖縄県に おける 米軍の 施設 及び 区域を 整理、 
統合、 縮小し、 また、 沖縄県に おける 米軍の 運用の 方法を 調整す る 方策に ついて、 SACO が 日米 安全保障 協議 委員会 (SCC) に 対し 勧 
告を 作成す る ことを 決定した。 このような SACO の 作業は、 1 年で 完了す る ものと された。 

平成 8 年 4 月 15 日に 開催され た SCCS、 いくつかの 重要な イニシアティブを 含む SACO 中間報告を 承認し、 SACO に 対し、 平成 8 
年 11 月 までに 具体的な 実施 スケジュールを 付した 計画を 完成し、 勧告す るよう 指示した。 

SACO は、 日米 合同委員会と ともに、 一連の 集中 的 かつ 綿密な 協議を 行い、 中間報告に 盛り込まれた 勧告を 実施す るた めの 具体的 
な 計画 及び 措置を とりまとめた。 

本日、 SCC において、 池 田 大臣、 久間 長官、 ペリー 長官 及び モンデール 大使は、 この SACO 最終 報告を 承認した。 この 最終 報告に 
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盛り込まれた 計画 及び 措置は、 実施 されれば、 沖縄県の 地域社会 に対する 米軍 活動の 影響を 軽減す る ことと なろう。 同時に、 これら 
の 措置は、 安全 及び 部隊の 防護の 必要性に 応えつつ、 在日米軍の 能力 及び 即応 態勢を 十分に 維持す る ことと なろう。 沖縄県に おける 
米軍の 施設 及び 区域の 総 面積 (共同 使用の 施設 及び 区域を 除く。） の 約 21 パーセント （約 5,002 ヘクタール) が 返還され る。 

SCC の 構成員は、 この SACO 最終 報告を 承認す るに あたり、 一年間に わたる SACO の プロセスの 成功裡の 結実を 歓迎し、 また、 SACO 
の 最終 報告の 計画 及び 措置の 着実 かつ 迅速な 実施を 確保す るた めに 共同の 努力を 継続す るとの 堅い 決意を 強調した。 このような 理解 
の 下、 sees、 各 案件を 実現す るた めの 具体的な 条件を 取り扱う 実施 段階に おける 両国 間の 主たる 調整の 場と して、 日米 合同委員会 
を 指定した。 地域社会との 所要の 調整が 行われる。 

また、 SCC は、 米軍の 存在 及び 地位に 関連す る 諸問題に 対応し、 米軍と 日本の 地域社会との 間の 相互 理解を 深める ために、 あら ゆ 
る 努力を 行う との 両国 政府の コミッ トメ ントを 再 確認した 0 これに 関連して、 SCC は、 主と して 日米 合同委員会 における 調整を 通じ、 
これらの 目的の ための 努力を 維持すべき こと に 合意した。 

see の 構成員は、 see 自体と 日米 安全保障 高級 事務 レベル 協議 (SSC) が、 前記の 日米 合同委員会 における 調整を 監督し、 適宜 指針 
を 与える ことに 合意した。 また、 see は、 SSC に 対し、 最 重要 課題の 一つと して 沖縄に 関連す る 問題に 真剣に 取り組み、 この 課題に 
つき 定期的に see に 報告す るよう 指示した。 

平成 8 年 4 月の 日米 安全保障 共同宣言に 従い、 SCC は、 国際情勢、 防衛 政策 及び 軍事 態勢に ついての 緊密な 協議、 両国 間の 政策 調 
整 並びにより 平和的で 安定 的な アジア太平洋地域の 安全保障 情勢に 向けた 努力の 重要性を 強調した。 see は、 SSC に 対し、 これらの 
目的を 追求し、 同時に、 沖縄に 関連す る 問題に 取り組む よう 指示した。 

土地の 返還 

一 普 天 間 飛行場 付属 文書のと おり 
一 北部 訓練 場 

以下の 条件の 下で、 平成 14 年度 末までを 目途に、 北部 訓練 場の 過半 (約 3,  987 ヘクタール） を 返還し、 また、 特定の 貯水池 (約 159 
ヘクタール） についての 米軍の 共同 使用を 解除す る。 

• 北部 訓練 場の 残余の 部分から 海への 出入を 確保す るた め、 平成 9 年度 末までを 目途に、 土地 (約 38 ヘクタール） 及び 水域 (約 121 へ 
クタール） を 提供す る。 

•ヘリ コブ ター 着陸 帯を、 返還され る 区域から 北部 訓練 場の 残余の 部分に 移設す る。 

一 安波 訓練 場 

北部 訓練 場から 海への 出入の ための 土地 及び 水域が 提供され た 後に、 平成 9 年度 末までを 目途に、 安波 訓練 場 (約 480 ヘクタール） 
についての 米軍の 共同 使用を 解除し、 また、 水域 (約 7,895 ヘクタール） についての 米軍の 共同 使用を 解除す る。 

— ギ ン バル 訓 練 場 

ヘリコプター 着陸 帯が 金武 ブルー. ビーチ 訓練 場に 移設され、 また、 その他の 施設が キャンプ •ハンセンに 移設され た 後に、 平 
成 9 年度 末までを 目途に、 ギンバル訓練場 (約 60 ヘクタール） を 返還す る。 

一楚辺 通信 所 

アンテナ 施設 及び 関連 支援 施設が キャンプ • ハンセンに 移設され た 後に、 平成 12 年度 末までを 目途に、 楚辺 通信 所 (約 53 へ クタ 
ー ル） を 返還す る。 

一読 谷 補助 飛行場 

パラシュート 降下 訓練が 伊江 島 補助 飛行場に 移転され、 また、 楚辺 通信 所が 移設され た 後に、 平成 12 年度 末までを 目途に、 読 谷 
補助 飛行場 (約 191 ヘクタール） を 返還す る。 

ー キャンプ桑江 

海軍 病院が キャンプ 瑞慶覧 に 移設され、 キャンプ桑江 内の 残余の 施設が キャンプ 瑞慶覧 又は 沖縄県の 他の 米軍の 施設 及び 区域に 
移設され た 後に、 平成 19 年度 末までを 目途に、 キャンプ桑江の 大部分 (約 99 ヘクタール） を 返還す る。 

一瀬 名 波 通信 施設 

アンテナ 施設 及び 関連 支援 施設が トリイ通信施設に 移設され た 後に、 平成 12 年度 末までを 目途に、 瀬 名 波 通信 施設 (約 61 へ クタ 
ー ル） を 返還す る 0 ただし、 マイクロ  •ウェーブ 塔 部分 (約 0.1 ヘクタール） は、 保持され る。 

一牧港 補給 地区 

国道 58 号を 拡幅 する ため、 返還に よ り 影響を 受ける 施設が 牧港 補給 地区の 残余の 部分に 移設され た 後に、 同国 道に 隣接す る 土地 
(約 3 ヘクタール） を 返還す る。 

一那覇 港湾 施設 

浦 添璋頭 地区 (約 35 ヘクタール) への 移設と 関連して、 那覇 港湾 施設 (約 57 ヘクタール） の 返還を 加速 化する ため 最大限の 努力を 共 
同で 継続す る。 
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一 住宅 統合 （キャン プ桑江 及び キャン プ瑞 慶覧） 

平成 19 年度 末までを 目途に、 キャンプ桑江 及び キャンプ 瑞慶覧 の 米軍 住宅地区を 統合し、 これらの 施設 及び 区域 内の 住宅地区の 
土地の 一部を 返還す る。 （キャンプ 瑞慶覧 について は 約 83 ヘクタール、 さらに キャンプ桑江に ついては 35 ヘクタールが、 それぞれ 
住宅 統合に より 返還され る。 この キャンプ桑江に ついての 土地 面積は、 上記の キャンプ桑江の 項の 返還 面積に 含まれて いる。） 
訓練 及び 運用の 方法の 調整 
一 県道 104 号 線 越え 実弾 砲兵 射撃 訓練 

平成 9 年度 中に この 訓練が 日本 本土の 演習場に 移転され た 後に、 危機の 際に 必要な 砲兵 射撃を 除き、 県道 104 号 線 越え 実弾 砲兵 
射撃 訓練を 取り止める。 

ー パラシュート 降下 訓練 

パラシュート 降下 訓練を 伊江 島 補助 飛行場に 移転す る。 

— 公道 における 行軍 

公道に おける 行軍は 既に 取り止められ ている。 

騒音 軽減 イ ニ シア ティ ヴの 実施 

一嘉 手納 飛行場 及び 普 天 間 飛行場に おける 航空機 騒音 規制 措置 

平成 8 年 3 月に 日米 合同委員会 によ り 発表され た 嘉手納 飛行場 及び 普 天 間 飛行場に おける 航空機 騒音 規制 措置に 関する 合意は、 
既に 実施され ている。 

一 KC- 130 ハーキュリーズ 航空機 及び A  V-  8 ハリ アー 航空機の 移駐 

現在 普 天 間 飛行場に 配備され ている 12 機の KC-130 航空機を、 適切な 施設が 提供され た 後、 岩 国 飛行場に 移駐す る。 岩 国 飛行場 
から 米国への 14 機の AV-  8 航空機の 移駐は 完了した。 

一嘉 手納 飛行場に おける 海軍 航空機 及び MC  _ 130 航空機の 運用の 移転 

嘉手納 飛行場に おける 海軍 航空機の 運用 及び 支援 施設を、 海軍 駐機 場から 主要 滑走路の 反対側に 移転す る。 これらの 措置の 実施 
スケジュールは、 普 天 間 飛行場の 返還に 必要な 嘉手納 飛行場に おける 追加 的な 施設の 整備の 実施 スケジュールを 踏まえて 決定され 
る。 嘉手納 飛行場に おける MC- 130 航空機を 平成 8 年 12 月末までに 海軍 駐機 場から 主要 滑走路の 北西 隅に 移転す る。 

一嘉 手納 飛行場 における 遮 音 壁 

平成 9 年度 末までを 目途に、 嘉手納 飛行場の 北側に 新たな 遮 音 壁を 建設す る。 

一 普 天 間 飛行場に おける 夜間 飛行 訓練の 運用の 制限 

米軍の 運用 上の 即応 態勢と 両立す る 範囲 内で、 最大限 可能な 限り、 普 天 間 飛行場に おける 夜間 飛行 訓練の 運用を 制限す る。 

地位 協定の 運用の 改善 

一事 故 報告 

平成 8 年 12 月 2 日に 発表され た 米軍 航空機 事故の 調査報告 書の 提供 手続に 関する 新しい 日米 合同委員会 合意を 実施す る。 

さらに、 良き 隣人た らんとの 米軍の 方針の 一環と して、 米軍の 部隊 •装備 品等 及び 施設に 関係す る 全ての 主要な 事故に つき、 日 
本 政府 及び 適当な 地方公共団体の 職員 に対して 適時の 通報が 確保 される よう あらゆる 努力が 払われる。 

一日 米 合同委員会 合意の 公表 

日米 合同委員会 合意を 一層 公表す る こと を 追求す る。 

一 米軍の 施設 及び 区域への 立 入 

平成 8 年 12 月 2 日に 日米 合同委員会 によ り 発表され た 米軍の 施設 及び 区域への 立 入に 関する 新しい 手続を 実施す る。 

一 米軍の 公用 車両の 表示 

米軍の 公用 車両の 表示に 関する 措置に ついての 合意を 実施す る。 全ての 非 戦闘 用 米軍 車両には 平成 9 年 1 月までに、 その他の 全 
ての 米軍 車両には 平成 9 年 10 月までに、 ナンバー. プレー トが 取り付けられる。 

一任 意 自動車保険 

任意 自動車保険 に関する 教育 計画が 拡充され た。 さらに、 米 側は、 自己の 発意に より、 平成 9 年 1 月から、 地位 協定の 下に ある 
全ての 人員を 任意 自動車保険に 加入させる こと を 決定した。 

一 請求に 対す る 支払い 

次の 方法に より、 地位 協定 第 18 条 6 項の 下の 請求に 関する 支払い 手続を 改善す るよう 共同の 努力 を 行う。 

•前払いの 請求は、 日米 両国 政府が それぞれの 手続を 活用しつつ、 速やかに 処理し、 また、 評価す る。 前払いは、 米国の 法令に よ 
って 認められる 場合には 常に、 可能な 限り 迅速 になされ る。 

•米 側 当局に よる 請求の 最終的な 裁定が なされる 前に、 日本側 当局が、 必要に 応じ、 請求 者に 対し 無利子の 融資を 提供す るとの 新 
たな 制度が、 平成 9 年度 末までに 導入され る。 
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• 米国 政府に よる 支払いが 裁判所の 確定判決 による 額に 満たない 過去の 事例は 極めて 少ない。 しかし、 仮に 将来 そのよう な 事例が 
生じた 場合には、 日本 政府は、 必要に応じて その 差額を 埋める ため、 請求 者に 対し 支払いを 行うよう 努力す る。 

一 検疫 手続 

12 月 2 日に 日米 合同委員会 によ り 発表され た 更改され た 合意を 実施す る。 

— キ ャン プ • ハンセン における 不発弾 除去 

キャンプ • ハンセンに おいては、 米国に おける 米軍の 射場に 適用され ている 手続と 同等の ものである 米海兵隊の 不発弾 除去 手続 
を 引き続き 実施す る。 

一日 米 合同委員会に おいて、 地位 協定の 運用を 改善す るた めの 努力を 継続す る。 

普 天 間 飛行場 に関する SACO 最終 報告 (仮 訳） 

(この 文書は、 SACO 最終 報告の 不可分の 一部を なす ものである。） 

(平成 8 年 12 月 2 日、 東京） 

1 . はじめに 

(a) 平成 8 年 12 月 2 日に 開催され た 日米 安全保障 協議 委員会 (SCC) において、 池 田 外務大臣、 久間 防衛庁長官、 ペリー 国防長官 及 
び モンデール 大使は、 平成 8 年 4 月 15 日の 沖縄に 関する 特別 行動 委員会 (SACO) 中間報告 及び 同年 9 月 19 日の SACO 現状 報告に 
対する コミッ トメ ントを 再 確認した。 両 政府は、 SACO 中間報告を 踏まえ、 普 天 間 飛行場の 重要な 軍事的 機能 及び 能力を 維持し 
つつ、 同 飛行場の 返還 及び 同 飛行場に 所在す る 部隊 • 装備 等の 沖縄県に おける 他の 米軍 施設 及び 区域への 移転に ついて 適切な 方 
策を 決定す るた めの 作業を 行って きた。 SACO 現状 報告は、 普 天 間に 関する 特別 作業班に 対し、 3 つの 具体的 代替 案、 すなわち 
⑴ ヘリポートの 嘉手納 飛行場への 集約、 ⑵ キャンプ • シ ユワブ におけるへ リポートの 建設、 並びに ⑶ 海上 施設の 開発 及び 建設に 
ついて 検討す るよう 求めた。 


(b) 平成 8 年 12 月 2 日、 SCC は、 海上 施設 案を 追求す るとの SACO の 勧告を 承認した。 海上 施設は、 他の 2 案に 比べて、 米軍の 運 
用 能力を 維持 するとと もに、 沖縄県 民の 安全 及び 生活の 質に も 配 意す るとの 観点から、 最善の 選択で あると 判断され る。 さらに、 
海上 施設は、 軍事施設と して 使用す る 間は 固定 施設と して 機能し 得る 一方、 その 必要性が 失われた ときには 撤去 可能な もので あ 


(c)  SCC は、 日米 安全保障 高級 事務 レベル 協議 (SSC) の 監督の 下に 置かれ、 技術 専門家の チームに より 支援され る 日米の 作業班 
(普 天 間 実施 委員会 (FIG  :  Futenma  Implementation  Group) と 称する 〇  ) を 設置す る 0  FIG は、 日米 合同委員会と とも に 作業を 進 
め、 遅くとも 平成 9 年 12 月までに 実施 計画を 作成す る。 この 実施 計画に ついて SCC の 承認を 得た 上で、 FIG は、 日米 合同委員会 
と 協力しつつ、 設計、 建設、 試験 並びに 部隊 •装備 等の 移転に ついて 監督す る。 この プロセスを 通じ、 FIG は その 作業の 現状に 
ついて 定期的に SSC に 報告す る。 

2.  SCC の 決定 

⑷ 海上 施設の 建設を 追求し、 普 天 間 飛行場の ヘリ コブ ター 運用 機能の 殆どを 吸収す る。 この 施設の 長さは 約 1， 500 メートル とし、 
計器飛行への 対応 能力を 備えた 滑走路 (長さ 約 1， 300 メートル）、 航空機の 運用の ための 直接支援、 並びに 司令部、 整備、 後方 支 
援、 厚生 機能 及び 基地 業務 支援 等の 間接 支援 基盤を 含む 普 天 間 飛行場に おける 飛行 活動の 大半を 支援す る ものと する。 海上 施設 
は、 ヘリコプターに 係る 部隊 • 装備 等の 駐留を 支援す るよう 設計され、 短距離で 離 発着で きる 航空機の 運用を も 支援す る 能力を 
有する。 

(b)  岩 国 飛行場に 12 機の KC-130 航空機を 移駐す る。 これらの 航空機 及び その 任務の 支援の ための 関連 基盤を 確保すべく、 同 飛行 
場に 追加 施設を 建設す る。 

(c)  現在の 普 天 間 飛行場に おける 航空機、 整備 及び 後方 支援に 係る 活動であって、 海上 施設 又は 岩 国 飛行場に 移転され ない ものを 
支援す るた めの 施設に ついては、 嘉手納 飛行場に おいて 追加 的に 整備を 行う。 

(d)  危機の 際に 必要と なる 可能性の ある 代替 施設の 緊急 時に おける 使用に ついて 研究を 行う。 この 研究は、 普 天 間 飛行場から 海上 
施設への 機能 移転に より、 現有の 運用 上の 柔軟性が 低下す る ことから 必要と なる ものである。 

(e)  今後 5 乃至 7 年 以内に、 十分な 代替 施設が 完成し 運用 可能に なった 後、 普 天 間 飛行場を 返還す る。 

3  • 準拠すべき 方針 

(a)  普 天 間 飛行場の 重要な 軍事的 機能 及び 能力は 今後 も 維持す る ことと し、 人員 及び 装備の 移転、 並びに 施設の 移設が 完了す る ま 
での 間 も、 現行 水準の 即応 性を 保ちつつ 活動を 継続す る。 

(b)  普 天 間 飛行場の 運用 及び 活動は、 最大限 可能な 限り、 海上 施設に 移転す る。 海上 施設の 滑走路が 短いた め 同 施設では 対応で き 
ない 運用 上の 能力 及び 緊急事態 対処 計画の 柔軟性 (戦略 空輸、 後方 支援、 緊急 代替 飛行場 機能 及び 緊急 時 中継 機能 等） は、 他の 施 
設 によって 十分に 支援され なければ ならない。 運用、 経費 又は 生活 条件の 観点から 海上 施設に 設置す る ことが 不可能な 施設が あ 
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れ ば、 現存の 米軍 施設 及び 区域 内に 設置す る。 

(C) 海上 施設は、 沖縄 本島の 東海岸 沖に 建設す る ものと し、 桟橋 又は コーズ ウェイ （連絡 路） により 陸地と 接続す る ことが 考えられ 
る。 建設 場所の 選定に おいては、 運用 上の 所要、 空域 又は 海上 交通路に おける 衝突の 回避、 漁船の 出入、 環境との 調和、 経済へ 
の 影響、 騒音 規制、 残存 性、 保安、 並びに 他の 米国の 軍事施設 又は 住宅地区への 人員 アクセスに ついての 利便 性 及び 受入 可能性 
を 考慮す る。 

(d)  海上 施設の 設計に おいては、 荒天 や 海象に 対する 上部構造 物、 航空機、 装備 及び 人員の 残存 性、 海上 施設 及び 当該 施設に 所在 
する あらゆる 装備に ついての 腐食 対策 • 予防 措置、 安全性、 並びに 上部構造 物の 保安を 確保す るた め、 十分な 対策を 盛り込む こ 
ととす る。 支援には、 信頼性が あり、 かつ、 安定 的な 燃料 供給、 電気、 真水 その他の ユー テイ リ テイ 及び 消耗 資材を 含める もの 
とする。 さらに、 海上 施設は、 短期間の 緊急事態 対処 活動に おいて 十分な 独立 的 活動 能力を 有する ものと する。 

(e)  日本 政府は、 日米安全保障条約 及び 地位 協定に 基づき、 海上 施設 その他の 移転 施設を 米軍の 使用に 供す る ものと する。 また、 
日米 両 政府は、 海上 施設の 設計 及び 取得に 係る 決定に 際し、 ライフ .サイクル. コストに 係る あらゆる 側面に ついて 十分な 考慮 
を 払う ものと する。 

⑴ 日本 政府は、 沖縄県 民に 対し、 海上 施設の 構想、 建設 場所 及び 実施 日程を 含め この 計画の 進 渉 状況に ついて 継続的に 明らかに 
していく ものと する。 

4.  ありうべき 海上 施設の 工法 

日 本 政府の 技術者 等 か ら なる 「技術 支援 グループ」 (TSG) は、 政府 部外の 大学教授 その他の 専門家 か ら なる 「技術 ア ドバイ ザ リー 
• グループ」 (TAG) の 助言を 得つつ、 本件に ついて 検討を 行って きた。 この 検討の 結果、 次の 3 つの 工法が いずれも 技術的に 実現 

可能と された。 

(a)  杭 式 桟橋 方式 (浮 体 工法）： 海底に 固定した 多数の 鋼管に よ り 上部構造 物を 支持す る 方式。 

(b)  箱 （ボン ツー ン） 方式： 鋼製の 箱 形 ユニッ ト からなる 上部構造 物を 防波堤 内の 静かな 海域に 設置す る 方式。 

(c)  半 潜水 (セ ミ サブ) 方式： 潜 没 状態に ある 下部構造 物の 浮力に より 上部構造 物を 波の 影響を 受けない 高さに 支持す る 方式。 

5.  今後の 段取り 

(a)  FIG は、 SCC に 対し 海上 施設の 建設の ための 候補 水域を 可能な 限り 早期に 勧告 するとと もに、 遅く とも 平成 9 年 12 月までに 詳 
細な 実施 計画を 作成す る。 この 計画の 作成に 当たり、 構想の 具体化 •運用 所要の 明確 化、 技術的 性能 諸元 及び 工法、 現地調査、 
環境 分析、 並びに 最終的な 構想の 確定 及び 建設 地の 選定と いう 項目に ついての 作業を 完了す る ことと する。 

(b)  FIG は、 施設 移設 先に おいて、 運用 上の 能力を 確保す るた め、 施設の 設計、 建設、 所要 施設 等の 設置、 実用 試験 及び 新 施設へ 
の 運用の 移転を 含む 段階 及び 日程を 定める ものと する。 

(c)  FIG は、 定期的な 見直しを 行う とともに、 重要な 節目に おいて 海上 施設 計画の 実現 可能性に ついて 所要の 決定を 行う ものと す 
る 0 


資料 45 普 天 間 飛行場の 移設に 係る 政府 方針  ^  h  a 

广 平成 11 年 12 月 28 日、 

k 閣議 決定 ノ 

政府に おいては、 沖縄県に おける 米軍 施設- 区域の 負担を 軽減す るた め、 「沖縄に 関する 特別 行動 委員会」 （以下 「SACO」 という） 最 
終 報告の 着実な 実現に 向けて、 全力で 取り 組んで きたと ころで ある。 

SACO 最終 報告に おいて 大きな 課題と なって いる 普 天 間 飛行場の 移設. 返還に ついて、 平成 11 年 11 月 22 日、 沖縄県 知事は 移設 候補 
地を 「キャンプ • シ ユワブ 水域 内 名 護 市 辺 野 古 沿岸 域」 とする 旨 表明し、 更に 12 月 27 日、 名 護 市長から 同 飛行場 代替 施設に 係る 受け 入 
れの 表明が 行われた。 

こうした 中で、 沖縄県 及び 地元から、 住民 生活 や _然 環境への 特別の 配慮、 移設 先 及び 周辺 地域の 振興、 沖縄県 北部 地域の 振興 及 
び 駐留軍 用地 跡地の 利用 の 促進 等の 要請が 寄せ られ てきた ところで ある。 

政府と しては、 こう した 経緯 及び 要請に 基づき、 本件に 係る 12 月 17 日の 第 14 回 沖縄 政策 協議会の 了解を 踏まえつつ、 今後 下記の 方 
針に 基づき 取り組む ことと する。 

記 

I  普 天 間 飛行場 代替 施設に ついて 

普 天 間 飛行場 代替 施設 (以下 「代替 施設」 という） について は、 軍民 共用 空港を 念頭に 整備を 図る ことと し、 米国と も 緊密に 協議し 
つつ、 以下の 諸 点を 踏まえて 取り組む ことと する。 

1 . 基本 計画の 策定 
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建設 地点を 「キャンプ • シ ユワブ 水域 内 名 護 市 辺 野 古 沿岸 域」 とし、 今後、 代替 施設の 工法 及び 具体的 建設 場所の 検討を 含めて 
基本 計画の 策定を 行う。 基本 計画の 策定に 当たって は、 移設 先 及び 周辺 地域 (以下 「地域」 という） の 住民 生活に 著しい 影響を 与え 
ない 施設 計画と なる よう 取り組む ものと する。 

代替 施設の 工法 及び 具体的 建設 場所に ついては、 地域 住民の 意向を 尊重すべく、 沖縄県 及び 地元 地方公共団体 とよく 相談を 行 
い、 最善の 方法を もって 対処す る ことと する。 

2.  安全 •環境 対策 

(1)  基本 方針 

地域の 住民 生活 及び 自然環境に 著しい 影響を及ぼす ことのな いよう 最大限の 努力を 行う ものと する。 

(2)  代替 施設の 機能 及び 規模 

代替 施設に ついては、 SACO 最終 報告に おける 普 天 間 飛行場 移設に 伴う 機能 及び 民間飛行 場と しての 機能の 双方の 確保を 図 
る 中で、 安全性 や自 然 環境に 配慮した 最小 限の 規模と する。 

(3)  環境 影響 評価の 実施 等 

①  環境 影響 評価を 実施 するとと もに、 その 影響を 最小限に 止める ための 適切な 対策を 講じる。 

②  必要に応じて、 新たな 代替 環境の 積極的 醸成に 努める ことと し、 そのために 必要な 研究 機関 等の 設置に 努める。 

(4)  代替 施設の 使用に 関する 協定の 締結 

地域の 安全対策 及び 代替 施設から 発生す る 諸問題の 対策 等を 講じる ため、 ① 飛行 ルート、 ② 飛行時間の 設定、 ③騷音 対策、 
④ 航空機の 夜間 飛行 及び 夜間 飛行 訓練、 廃 弾 処理 等、 名 護 市に おける 既存 施設 • 区域の 使用に 関する 対策、 ⑤ その他 環境問題、 
⑥代替 施設 内への 地方公共団体の 立 入 りに つき、 地方公共団体の 意見が 反映した ものと なる よう、 政府は 誠意を もっ て 米国 政 
府と 協議を 行い、 政府 関係 当局と 名 護 市との 間で 協定を 締結し、 沖縄県が 立ち会う ものと する。 

(5)  協議 機関 等の 設置 

代替 施設の 基本 計画の 策定に 当たって は、 政府、 沖縄県 及び 地元 地方公共団体の 間で 協議 機関を 設置し、 協議を 行う ことと 
する。 

また、 航空機 騒音 や 航空機の 運用に 伴う 事故 防止 等、 生活環境 や 安全性、 § 然 環境への 影響 等に ついて、 専門的な 考察に よ 
る 客観的な 分析 •評価を 行える よう、 政府に おいて、 適切な 体制を 確保す る ことと する。 

(6)  実施 体制の 確立 

代替 施設の 基本 計画に 基づく 建設 及び その後の 運用 段階に おいても、 適切な 協議 機関 等を 設置し、 地域の 住民 生活に 著しい 
影響を及ぼさ ないよう 取り組む ことと する。 また、 協議 機関に おいては、 代替 施設の 使用に 関する 協定 及び 環境問題 について 
の 定期的な フォロー アップを 行う ことと する。 

3.  使用 期限 問題 

政府と しては、 代替 施設の 使用 期限に ついては、 国際情勢 も あり 厳しい 問題が あるとの 認識を 有して いるが、 沖縄県 知事 及び 
名 護 市長から 要請が なされた ことを 重く 受け止め、 これを 米国 政府との 話し合いの 中で 取り上げる とともに、 国際情勢の 変化に 
対応して、 本 代替 施設を 含め、 在 沖縄 米軍の 兵力 構成 等の 軍事 態勢に つき、 米国 政府と 協議して いくこと とする。 

4.  関連事項 

(1)  米軍 施設 • 区域の 整理 • 統合 • 縮小への 取組 

沖縄県に おける 米軍 施設 • 区域の 負担を 軽減す るた め、 県民の 理解と 協力を 得ながら、 SACO 最終 報告を 踏まえ、 さらなる 
米軍 施設 • 区域の 計画的、 段階 的な 整理 • 統合 • 縮小に 向けて 取り組む。 

(2)  日米 地位 協定の 改善 

地位 協定の 運用 改善に ついて、 誠意を もって 取り組み、 必要な 改善に 努める。 

(3)  名 護 市内の 既存の 米軍 施設 • 区域に 係る 事項 

①  キャンプ •シ ユワブ 内の 廃 弾 処理に ついては、 市民生活への 影響に 配慮し、 所要の 対策に ついて 取り組む。 

②  辺 野 古 弾薬庫の 危険 区域の 問題に ついて 取り組む。 

③  キャンプ • シ ユワブ 内の 兵站 地区に 現存す るへ リポートの 普 天 間 飛行場 代替 施設への 移設に ついては、 米国との 話し合い 
に 取り組む。 

n  地域の 振興に ついて 

1 .  普 天 間 飛行場 移設 先 及び 周辺 地域の 振興 

代替 施設の 受 入れに 伴い 新たな 負担を 担う ことと なる 地域の 振興に ついては、 平成 11 年 12 月 17 日の 第 14 回 沖縄 政策 協議会の 了 
解を 踏まえ、 今後、 別紙 1 の 方針に より、 確実な 実施を 図る ことと する。 

2.  沖縄県 北部 地域の 振興 
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沖縄県 北部 地域の 振興に ついては、 上記 第 14 回 沖縄 政策 協議会の 了解を 踏まえ、 今後、 別紙 2 の 方針に より、 確実な 実施を 図 
る こと とする。 

3. 駐留軍 用地 跡地 利用の 促進 及び 円滑 化 等 

沖縄に おける 駐留軍 用地 跡地 利用の 促進 及び 円滑 化 等に ついては、 上記 第 14 回 沖縄 政策 協議会の 了解を 踏まえ、 今後、 別紙 3 
の 方針に より、 確実な 実施を 図る ことと する。 

(別紙 1 〜 3 省略） 


資料 46 調達 方法 別の 装備 品な どの 調達 額の 推移 


(単位： 億円) 


\\  区分 

年度  \ 

国内 調達 額 

(A) 

輸  入 

合  計 

(E=A+D) 

国内 調達 額 
の 比率 (％〉 
(A/E) 

一般 輸入額 

(B) 

有償 援助 額 
(〇 

小  計 

(D=B+C) 

89 

17,497 

928 

923 

1,852 

19,348 

90.4 

90 

18,103 

834 

1,376 

2,211 

20,313 

89.1 

91 

17,010 

869 

1,023 

1,893 

18,903 

90.0 

92 

17,676 

1,011 

474 

1,486 

19,162 

92.2 

93 

16,408 

1,356 

1,574 

2,930 

19,338 

84.8 

94 

17,349 

1,195 

1,056 

2,251 

19,600 

88.5 

95 

18,131 

914 

598 

1,512 

19,642 

92.3 

96 

18,725 

938 

541 

1,478 

20,204 

92.7 

97 

18,479 

1,173 

376 

1,548 

20,027 

92.3 

98 

17,344 

1,127 

348 

1,474 

18,818 

92.2 

(注） 1 「国内 調達 額」、 「一般 輸入額」 及び 「有償 援助 額」 は、 それぞれ 「装備 品な ど 調達 契約 額 調査」 の 当該 年度 結果に よる。 

2  有償 援助 額とは、 日米 相互 防衛 援助 協定に 基づき、 米国 政府から 調達した 装備 品な どの 金額で ある。 

3  数値は、 四捨五入に よってい るので、 計と 符合し ない ことがある。 
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資料 47 平成 10 年度 調達 実施 本部の 調達 実績 


(単位: 億円) 


1 


資料 48  「調達 改革の 具体的 措置」 の ポイント （防衛 調達 改革 本部 報告の 概要） (11.4.  2) 

調達 制度の 改革 

1  供給 ソ ースの 多様化の 追求 等 競争 原理の 強化 

①  民生 品等を 活用した 防衛庁 規格 •仕様書の 見直しを 促進。 このため、 民間 企業からの 提案を 受け、 処理す る 体制を 整備。 

②  随意 契約の 場合で あっても、 防衛 装備 品の 導入 段階 及び 研究開発 着手 段階に おける 仕様書 作成の 際、 複数 企業からの 提案を 
聴取の 上、 実質的には 競争 契約と 同様の 手続を とり 企業を 概定。 

③  「長官の 指示」 につき、 競争 原理の 導入 等の 観点から 見直しを 行った 結果、 契約に 先立って 適切な 企業を 選定して おく 必要性 
が ある ものは、 以下に 限定。 企業の 選定は、 装備 審査 会議の 諮問 事項に 新たに 加える ことと し、 これを 公表。 

a.  航空機 製造 事業 法 等 による 製造に 関する 許可を 新たに 必要と するとき。 

b.  ライセンス 等の 取得を 新たに 必要と するとき。 

c.  航空機 製造 事業 法の 趣旨に 鑑み、 適切な 開発 体制を 構築す る 必要が あるとき。 

なお、 護衛艦 等 複数 企業が 製造 能力を 有する ものに ついては、 実施 体制を 整備す る ことにより、 原則として 競争 契約に 移行。 

④  規格 •仕様書の 概要の インターネット による 公開を 推進。 

⑤  随意 契約の 透明性の 向上を 目的と して、 随契 理由を 開示 するとと もに、 原価計算 ルール、 防衛 装備 品の 価格の 分析 結果 等を 
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公開。 必要な データの 収集 分析を 実施。 契約 内容の 細部に ついても 第三者 監視 体制を 活用す るな ど、 必要に応じて 部外の 意見 
を 受ける 等の 措置を 実施。 

原価計算 方式 等の 妥当性の 検討 

〇 経費 率 計算 等に 当たっての 運用 基準を 明確 化し、 公表。 また、 試験 研究費を 明確 化する とともに、 交際費の 計算 価格 項目へ 
の不 算入 化な ど 予定 価格 訓令 等を 改正。 

企業 側 提出 資料の 信頼性 確保の ため の 施策 

①  制度 調査の 受入 義務、 契約 完了 年度の 翌年 度 末までの 資料の 保存 義務を 「入札 及び 契約 心得」 に 規定。 

②  不適切な 資料 提出に 関して、 過 払い 額と 同一 金額の 違約金の 支払い 義務、 違約金 支払い 段階までの 取引 停止 措置を 個別 契約 
に 規定。 平成 11 年度 末までは 9 力 月間 （ただし、 9 ヶ月を 過ぎて 相手方が 係争す る 場合は 合意 成立までの 間） の 取引 停止 措置。 

③  民間 企業に おける 過 払い 事 案の 再発 防止に 関する S 主 的な 社内 管理 体制を 整備す る こと を 期待。 

工数を マクロ 的に チェック する ための 体制の 整備 

〇 今後、 工数 データの オフライン による 集計を 実施 するとと もに、 一元的な オンライン エ数 集計の ための システムを 開発。 

監査 担当 官の 巡回 • 派遣 制度の 整備 

〇 原価 監査 官の 巡回に より、 工数 等の チェック を 実施す る とともに、 監督 • 検査官が 有する 工程 管理に 関する 情報 等を 原価 監 
査官へ 提供。 

過 払い 事 案 処理に 関する 統一的 かつ 明確な 基準の 策定 

〇 次の 基本的 考え方に 基づく 過 払い 事 案 処理 要領を 策定。 

①  個別 契約 毎の 過 払い 額 算定が 原則。 これが 困難な 場合には、 契約 相手方の 決算 書の 作成の 基礎と なる 資料 等に 基づき 算定。 
その 際には、 予定 価格 訓令に 基づいて 実施。 国の 債権の 管理 等に 関する 法律 等に 従い、 返納。 

②  処理過程の 節目に おいて、 第三者に よる 監視 体制に 報告し、 公表 するとと もに、 法務省 等 関係 省庁と も 調整を 実施。 

企業の コス ト 削減に 向けた インセンティブ 向上の ため の 施策 等 

①  企業が 有する 技術 等を 活用した コスト 低減に つき、 その 50% を 減価 提案 技術料と して、 原則 3 年間 支払う という 「減価 提案 
制度」 の 試行を 実施。 

②  契約 手続きに よる 企業 側の コスト 負担 等に ついては、 取得 改革 委員会 等で 検討。 

具体的 施策の 実効 性 確保 

①  防衛庁の 職員 一人一人が、 自らが 改革の 担い手になる という 意識 改革が 必要。 

②  調達 制度 改革は、 防衛庁の 全 機関を 通じて 推進す る ことと し、 その実 施 状況を フォロー アップす る 体制を 確立。 

③  欧米と 比較した 調達 職員の 相対的な 少な さを 考慮し、 制度 調査 等に、 監査 法人 • 公認会計士を 活用す る ほか、 改革 施策の 実 
施を 側面 支援す る 外部の 中立 的な 機関の 活用を 考慮。 

④  今後、 個別の 改革 施策を 実施して いくに 当たって は、 内外の 事情を 十分に 調査し、 防衛 生産 • 技術 基盤への 影響に も 配 意し 
つつ 実施。 


調達 機構 等の 改革 


1 新しい 中央 調達 機関の 在り方 

① 調達 実施 本部を 解体し、 原価計算 部門と 契約 部門を 組織的に 分離。 

• 原価計算 部門に ついては、 内部 部局に 吸収し、 装備 局と 経理 局の 機能を 有機的に 統合して 新設す る 管理局 (仮称） に 置く。 

同 部門の 在り方に ついては、 中央 省庁 等 改革に おける 内部 部局の 再編に 合わせて 措置。 

• 契約 部門に ついては、 各 自衛隊 や 各 機関の 防衛 装備 品の 調達に 係る 共通 的 要素を 集約して、 契約 本部 (仮称） を 設置。 


② 原価計算 • 契約 両 機能の 組織的 分離に 係る 当面の 措置と して、 調達 実施 本部の 廃止 等の 措置を 採る までの 間、 現 同一 副 
本部 長が 所 掌す る両 部門を、 平成 11 年度の 業務から、 それぞれ 別の 副本 部長に 担当 させ、 相互 牽制を 強化。 

2 第三者に よる 監視 体制の 確立 

①  従前の 調達 業務の 閉鎖 性に 対する 反省を 踏まえ、 部外 有識者を 活用した 第三者に よる 監視 体制を 確立。 これにつ いては、 中 
央 省庁 等 改革に 合わせ、 例えば 防衛 調達 審査 会 (仮称） を 設置す る 方向で 検討。 

②  この 体制は、 防衛 装備 品の 調達に 係る 基準の 審議 等を 行う とともに、 防衛庁の 調達 業務の 実態 等の 把握を 実施。 

③  当面の 措置と して、 平成 11 年 4 月から、 調達 等に 関する 高い 専門知識を 有する 部外者 (大学教授 • 公認会計士  • 弁護士 等) の 
参集を 求め、 防衛 調達 適正 化 会議を 開催。 

3  防衛 調達 業務に 係る 教育 • 研修の 充実 

①  防衛 調達 改革を 実効 ある ものと する ため、 教育 • 研修の 充実に より、 調達 業務に ついての 専門知識を 体系的に 習得した 専門 
家を 養成 するとと もに、 先般の 防衛 調達に 関わる 一連の 不祥事を 踏まえ、 調達 担当 職員と しての 意識の 向上を 図る。 

資 

料 

②  このため、 調達 業務に ついての 専門知識 習得の ための 研修を 拡充。 その 際、 教育 • 研修の 充実に 際して は、 部外 講師 や 民間 
企業 等に おける 研修の 活用 等の 拡充に より、 民間に おける 専門的 知見* 能力を 積極的に 活用 するとと もに、 調達 業務に 従事す 
る 職員の 倫理 教育を 充実 • 強化。 

自 衛 隊員の 再 就職の 在り 方に 関する 見直し :: 

1 再 就職 手続の 見直し 

①  再 就職 手続を 通じて 幅広く 審査に かからせる ことにより、 公務の 公正 性を 確保 するとと もに、 個々 人の 再 就職を いわれな き 
批判 等から 保護し、 適正な 再 就職を 可能に する。 

②  具体的な 変更 内容は、 以下のと おり。 

• 離職 後 2 年間に 長官に よる 承認の 対象と なる 再 就職の 範囲を、 「離職 前 5 年 以内に 従事して いた 職務と 密接な 関係に ある 
企業 (登録 営利 企業 体) の 役員 等の 地位への 再 就職」 から、 「離職 前 5 年間に 在職して いた 防衛庁 本庁 又は 防衛施設庁と 密接な 
関係に ある 企業 (登録 営利 企業 体) の 全ての 地位への 再 就職」 に 変更。 

ただし、 任期 制 自衛官に ついては、 地位 や 職務 等を 勘案し、 承認の 対象外。 

- 具体的な 承認 基準を、 自衛隊 法 施行規則 （総理府 令) 等に おいて 規定。 その 際に、 企業との 間で 防衛 装備 品の 調達 等に 当た 
る 隊員に ついては 携わった 契約 額 等が 一定 水準 以上の 場合には 再 就職を 承認 しないな ど、 その 基本的 考え方を 一般職 公務員 
と 同じに。 その 一方で、 自衛官の 職務 や 任用 制度の 特殊性 等に も 配慮。 

• 長官に よる 再 就職の 承認 状況に ついての 国会 報告 義務を、 自衛隊 法に 新たに 規定す る 等に より 透明性を 確保。 

• 審査の 中立性 • 公正 性の 向上の ため、 自衛隊 離職者 就職 審査 会の 構成 等に ついて 検討す る とともに、 新たな 承認 基準は 同 
審査 会の 審議を 経て 決定。 

また、 同 審査 会に おいて、 再 就職 者 本人 等の 意見を 聴取す る 機会を 設定。 
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2  再 就職 支援 及び 人材の 公務 内での 活用 

①  就職 援護 施策 

各 自衛隊 や 各 機関が 有する 雇用 情報を 有効に 活用す るた めの 情報の ネッ ト ワーク 化への 着手 评成 11 年度 一部 実施) 等を 含め、 
就職 援護 施策を 一層 推進。 

②  退職 自衛官の 公務 部門に おける 採用 等 

事務官 等への 採用 予定 状況 や 自衛官の 退職 情報を 相互に 提供す る 等の 手段に より、 可能な 限り 退職 自衛官の 任用に 努める と 
ともに、 地方公共団体 等への 働き かけを 行うな ど、 防衛庁 以外の 公的 機関での 採用の 推進に 努力。 

③  高齢者の 再任 用 制度の 導入 

一般職 公務員に 準じて、 平成 13 年度から 定年退職 者 等を 再任 用し 得る 制度を 導入す る ことと し、 所要の 自衛隊 法改正 案に つ 
いて 閣議 決定の 上、 国会に 提出。 


④ 勧奨 退職 時期の 引上げ 

勧奨 退職の 対象と なって いる 一部の g 衛 隊員に ついて、 平成 11 年度 夏を 目途に 勧奨 退職 時期を 延伸す るた めの 措置に 着手。 

3  退職 後 の 生活を 支える ため の 施策 等 

退職した 自衛官が 実り ある 第二の 人生を 送れる ようにす る 施策と して、 民間 企業 等への 再 就職 以外に も 適切な 措置が あるか ど 
うか、 諸外国 制度を 幅広く 参考と しつつ、 不断の 見直しを 実施。 
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資料 49 自衛隊 • 防衛 問題に 関する 世論調査 (平成 年度) 


自衛隊 • 防衛 問題への 関心 


今回の 調査の 概要 

調査 時期： 平成 12 年 1 月 13 日〜 1 月 23 日 
調査 対象： 全国 20 歳 以上の 男女 5.000 人 
有効 回収 数 （率）：  3.461 人 （69.2%) 

調査 方法： 調査員 による 面接 聴取 
調査 機閱： 内閣総理大臣 官房 広報 室 

(•: 主 1 e 果 a 鴒 （％> は， 表* 皐位 未* を 四捨五入し ており 
含 w ■と 含わない a 合が ある。 


(%) 


, M 心が ある 

(非常に M 心が ある + ある 程度 W 心が ある） 
, 関心がない 

(全く  M 心がない + あまり 関心がない） 

I わからない 


2 自衛隊に 対する 印象 


〇) 自衛隊の 全般的な 印象 


昭和 56 年度 
59 年度 
62 年度 
平成 2 年度 
5 年度 
8 年度 
11 年度 


良い 印象を 
持って いる 


悪い 印象は 持って いない 


わからない 


20.1 


20.1 


22.6 


20.3  ■ 


26.4 


30.7 


49.8 


31.5 


,  1.6  . 


0 


20 


40 


60 


80 


100  (%) 


実態が よく 分からない 
規律 正しい 

きつい 仕事 や 危険な 仕事が 多い 

社会的、 国際的に 童 要な 仕事を 

している 

閉鎖 的で ある 

頼もしい 
堅苦しい 
親しみやすい 
その他* わからない 


©自衛隊の 印象 （複数回 答） 


]40.0% 


① 自衛隊が 存在す る 目的 （2 つまでの 複数回 答） 


0  5  10  15  20  25  30  35  40(%) 

3 自衛隊の 役割に 対する 意識 

©自 衛隊が これ ま でに 役立 つてき たこと （2 つま での 複数回 答） 


災害 派遣 （災害の 時の 救援活動 や 緊急 
の 患者 輪 送な ど） 

国の 安全の 確保 （外国からの 侵略の 防 
止） 

国際 貢献 （国連 平和維持活動、 国際 緊 
急 援助 活動への 参加 • 協力） 

国内の 治安 維持 


その他 

わからない 


彐 


66.9% 

67.1% 


56.6% 
コ 59.0% 


-1 25.0% 
□  25.1% 
司 25.7% 
IJ24.3% 


9.3% 
6% 

0.3% 

0.2% 

12.5% 

J2.3% 


災害 派遣 （災害の 時の 救援活動 や 緊急 
の 患者 輪 送な ど） 

国際 貢献 （国連 平和維持活動、 国際 緊 
急 援助 活動への 参加 • 協力） 

国の 安全の 確保 （外国からの 侵略の 防 
止） 

民生 協力 （土木工事、 国民体育大会の 
支援、 不発弾の 処理な ど） 

国内の 治安 維持 

その他 

わからない 


r 

i , 

87.2% 


□  32.5% 
_ 135.5% 


□  19.1% 
1119 .1% 
118.7% 


: :  117  7^ 


ュ 11 .2% 
□  11.8% 


0.3% 
0.1% 
コ 2.6% 
112.5% 


□平成 8 年度 
□平成 11 年度 


©自衛隊が 今後 力を入れ ていく 面 （2 つまでの 複数回 答） 


災害 派遣 （災害の 時の 救援活動 や 緊急 
の 患者 輸送な ど） 

国の 安全の 確保 （外国からの 侵略の 防 
止） 

国際 貢献 （国連 平和維持活動、 国際 緊 
急 援助 活動への 参加 • 協力） 

国内の 治安 維持 

民生 協力 （土木工事、 国民体育大会の 
支援、 不発弾の 処理な ど） 

その他 

わからない 


41.6% 
コ 44.7% 


□  71.0% 
67.5% 


し 34.0% 
J  36.1% 


1 20.8% 
I  20.4% 


0.5% 

0.4% 


コ 12.1% 
9.0% 


圈? f4 


1 
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4  防衛 体制に ついての 考え方 


① 自衛隊の 防衛 力 

念 f しし、 た 方 今の 程度で ょぃ 封、 し' た 方 ゎ からな ぃ 


増強した 方 
がよ い 


@ 防衛費の 規模 

今の 程度で よい 


平成 2 年度 
平成 5 年度 
平成 8 年度 
平成 11 年度 


62.1 

20.0  |  10.3 

0 

66.2 

区 

64.3 

15.5 1,8 

13.5  66.1 

昭和 56 年度 H  20.1 f 


59 年度  f  14.2 
62 年度  LJ1.2  1_ 


平成 2 年度 [8J_L 
5 年度 r^r~ 
8 年度 [7AT 
11 年度  I  10.7( 


わからない 


60 


80  100 (%) 

©日米安全保障条約に ついての 意識 


6L7_ BBfiJHuUI 

20  40  60  80  100(%) 

④ 日本の 安全を 守る ための 方法 


. 役立って いる 

(役立って いる + どちら かと 首えば 役立って いる〉 

3 役立って いない 

(役立って いない + どちら かと 首えば 役立って いない > 
■ わからない 


■ 現状 （日米 安保 + 自 衝隊） 

* その他 • わからない 
安保条約 破棄 • 自衛* 增強 
■ 安保条約 破 自衛隊 縮小 


5  国際 貢献 等に 対する 意識 
① 外国での 災害 等の 救援活動 

どちら かと 首えば 


どちら かと 言えば 


反対す る 


-概 には 
首えない 


賛成する  M 成す る 


平成 2 年度 


平成 5 年度 


平成 8 年度 


平成 11 年度 


25.7 


反対す る  | わからない 


39.0 

39.0 

8.8 

6.5 

4-9 


平成 2 年度 


©今後の 国連 平和維持活動への 参加 

どちら かと 首えば  一概には 

どちら かと 言ぇば 反対 丁 る  首うな い 

賛成す る  M 成す る  |  反対す る  |  わらない 


平成 5 年度  17.1 


平成 11 年度 


24,1 

39.9 

10.5 

8.2 

14.2 

3.1 

40.5 

39.0 

6.0 

5il  6.4 
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@ 各国の 防衛 当局者との 対話 •交流 


平成 8 年度 
平成 11 年度 


ど ちらかと 百 又は 
反対す る 一概に 
どちら かと 首えば  \  |  言^ •なし、 

« 成 する  8 成す る  \  |  一/わからな ぃ 


25.7 


41.1 


37,6 


0  10  20  30  40  50  60  70  80  90  100 


© 国連な どが 行う 軍備管理 •軍縮 分野の 活動への 協力 


平成 8 年度 


平成 11 年度 


どちら かと 言えば 


2.8 


0  10  20  30  40  50  60  70  80  90  100 


(7) 国を 守る 気持ちの 強さ 


6  防衛に ついての 意識 

(2) 外国から 侵略され た 場合の 態度 


強い （非常に 強い + どちら かと 言えば 強い） 
どちらと も 首えない •わからない 


■弱い （弈 常に 弱い + どちら かと 言えば 弱い） 


1 何ら かの 方法で 自衛隊を 支援 


その他 • わからない 
武力に よらない 抵抗 
一切 抵抗し ない 


(3) 日本が 戦争に 巻き込まれる 危険性 


(4) 日本の 平和と 安全の 面から 関心を 持って いる こと 

(3 つまでの 搜数 回答） 


朝鮮半島 情勢 
大量 砝壞 兵器 や ミサイル などに 関する 
軍備管理 • 軍縮 分野 


米国. ロシア 関係 


- 1_  28.6% 

- 135.2% 

——  一^ 1 19.2% 

7.9% 


我が国 周辺 地域に おける 米国 
の 軍事 態勢 
中東 情勢 


-- I  »3.8  /〇 

aa9BESii6.8% 

n  17.6% 
14.8% 


北方領土への ロ シア 軍の 配備 • "  -  lifff70 


米国 • 中国 関係  „ 1；!.?% 


中国. ロシア 関係 
東南アジア 情勢 

欧州 情勢 

その他 


i5. 

SSHBSTTi.7% 

一1_7.9% 

dUMJ  10.5% 
□  2.4% 

112.2% 

0.2% 

0.2% 


特にない 

わからない 


~n  18.9% 
Mamgyji  i3；8% 


7715 .3% 

—— i  6.1% 


46.7% 

=□  56.7% 


平成 8 年度 
1 平成 11 年度 
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防衛 年表 


年 

防  衛 

国  内 

国  際 

1945 

8. 

15 

第 2 次 大戦 終了 

10. 

24 

国際連合 成立 

(昭和 20) 

8. 

17 

東久邇 内閣 成立 

9. 

2 

GHQ 設置 

10. 

9 

幣原 内閣 成立 

10. 

15 

参謀本部 • 軍令部 廃止 

11. 

30 

陸 • 海軍省 廃止 

1946 

1. 

27 

GHQ、 琉球 列島 • 小 笠 原 群島の 日 

1. 

10 

国際連合 第 1 回 総会 開幕 (〜 2. 14、 ロンドン） 

(昭和 21) 

本 行政権 停止 指令 

3. 

5 

チャーチル、 「鉄のカーテン」 演説 

2. 

26 

極東 委員会 成立 

10. 

1 

ニュー ルン ベルグ 国際 裁判 判決 

4. 

5 

第 1 回 対日 理事会 開催 

12. 

19 

第 1 次 インドシナ 戦争 開始 

4. 

24 

沖縄 民 政府 発足 

5. 

3 

極東 国際 軍事裁判 開廷 

5. 

22 

吉田 内閣 成立 

11. 

3 

日本国憲法 公布 

1947 

5. 

3 

日本国憲法 施行 

3. 

12 

ト ルーマン •ドク ト リン 発表 

(昭和 22) 

6. 

1 

片山 内閣 成立 

6. 

5 

マーシャル •プラ ン 発表 

12. 

17 

轚察法 公布 (国家 地方 警察、 自治体 
聱察 設置） 

10. 

5 

コミンフォルム 設置 

1948 

3. 

10 

芦田 内閣 成立 

4. 

1 

ソ連、 ベルリン 封鎖 （〜 1949.5 .12) 

(昭和 23) 

4. 

27 

海上保安庁 法 公布 

5. 

14 

第 1 次 中東 戦争 開始 (〜 1949.2 .24) 

10. 

19 

吉田 内閣 成立 

6. 

26 

ベルリン 空輸 開始 

11. 

12 

極東 国際 軍事裁判 判決 

8. 

15 

大韓民国 樹立 宣布 

9. 

9 

朝鮮民主主義人民共和国 成立 

1949 

7. 

5 

下山 事件 

1. 

25 

コメコ ン 設置 

(昭和 24) 

7. 

15 

三 魔 事件 

4. 

4 

北大西洋条約 12 か 国 署名 (8. 24 発効） 

8. 

17 

松 川 事件 

4. 

21 

国 共 会談 決裂、 中共軍 総攻撃 開始 

5. 

6 

ドイツ連邦共和国 (西独) 成立 

9. 

24 

ソ連、 原爆 所有を 公表 

10. 

1 

中華人民共和国 成立 

10. 

7 

ドイツ民主共和国 (東独) 成立 

12. 

7 

国民 党 政権、 台湾へ 移転 

1950 

7.  8 

マッカーサー 元帥、 警察 予備隊 75, 

6. 

21 

米 国務省 ダレス 顧問 来日 

1. 

27 

米国 •  NATO 諸国と MSA 協定 署名 

(昭和 25) 

000 人 創設、 海上保安庁 8, 000 人 増員 

11. 

24 

米国、 対日 講和 7 原則 発表 

2. 

14 

中 • ソ 友好 同盟 相互 援助 条約 署名 

を 許可 

6. 

25 

朝鮮戦争 (〜 53. 7. 27) 

8. 10 

餐察 予備隊 令 公布 • 施行 

7. 

7 

朝鮮 派遣の 国連軍 創設 

8. 13 

警察 予備隊 一般 隊員 募集 開始 

9. 

15 

国連軍 • 仁 川上 陸 

8. 14 

警察 予備隊 初代 増 原 長官 就任 

10. 

25 

中国人 民 志願 軍、 朝鮮戦争に 参戦 

9.  7 

警察 予備隊 本部、 国 轚 本部から 越 
中島へ 移転 

12. 

18 

北大西洋条約 防衛 委員会、 NATO 軍 創設 決定 

1951 

1.  23 

大橋 国務大臣、 警察 予備隊 担当に 

1. 

29 

第 1 回吉 田* ダレス 会談 (講和会議 

8. 

30 

米 • 比 相互 防衛 条約 署名 

(昭和 26) 

決定 

交渉） 

9. 

1 

オース ト ラ リア、 ニュー • ジーラン ド、 米 

3. 1 

陸士  •海兵 等 出身者 （1 、2 等 警察 

9. 

8 

対日 講和 49 か 国 署名 

国 間 3 国 安全保障 (ANZUS) 条約 署名 

士 要員) 特別 募集 開始 

9. 

8 

日米安全保障条約 署名 

10.  20 

小 月 部隊、 ルー ス 台風に よる 山 口 

10. 

26 

衆議院、 講和 • 安保 両 条約を 承認 

県 北 河内 村の 災害 救援の ため 初出 
動 

(11. 18 参議院） 

1952 

2.  28 

日米 行政 協定 署名 

4. 

28 

日華 平和条約 署名 

1. 

18 

韓国 「隣接 海洋に 対する 主権 宣言」 (李承晩 ラ 

(昭和 27) 

4.  26 

海上保安庁に 海上 警備隊 発足 

4. 

28 

対日 講和 • 日米安全保障条約 発効 

イン） 

7.  26 

日米 施設 区域 協定 署名 

4. 

28 

極東 委員会 •対日 理事会 •  GHQ 

5. 

26 

米 •英 •仏、 対 独 平和 取 極 署名 

7.  31 

保安 庁 法 公布 

廃止 

5. 

27 

欧州 防衛 共同体 (EDC) 条約 署名 

8. 1 

保安 庁 設置 

5. 

1 

メーデー、 皇居 前 広場で 暴動 化 

10. 

3 

英国、 初の 原爆 実験 

8. 1 

吉田 首相、 保安 庁 長官を 兼務 

7. 

21 

破壊活動防止法 公布 • 施行 

11. 

1 

米国、 初の 水爆 実験 

8. 1 

警備隊 発足 

10. 15 

保安 隊 発足 

10.  30 

木 村 長官 就任 

11. 12 

日米 船舶 貸借 協定 署名 

1953 

1. 1 

在日 米 保安 顧問団 発足 

12. 

25 

奄美 群島 復帰 

3. 

5 

スターリン • ソ連 首相 死去 

(昭和 28) 

4. 1 

保安 大学 校 (後の 防衛 大学 校) 開校 

7. 

27 

朝鮮 休戦協定 署名 

8. 1 

武器 等 製造 法 公布 

8. 

12 

ソ連、 初の 水爆 実験 

10.  30 

池 田 •ロバートソン 会談、 自衛 力 
漸増の 共同声明 

10. 

1 

米 • 韓 相互 防衛 条約 署名 
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衆議院 原水爆 実験 禁止 決議 

2. 14 

ソ連 共産党 第 20 回 大会で スター リ ン 批判が 

(2. 10 参議院) 

なされ、 フルシチョフ 平和共存 路線を 採択 

日 • ソ 国交 回復に 関する 共同宣言 

4. 17 

ソ連、 コミンフォルム 解散を 発表 

日本、 国連に 加盟 

7.  26 

ナセル • エジプト 大統領 スエズ運河の 国有 

石橋 内閣 成立 

化 宣言 

10.  23 

ハンガリー 動乱 

10.  29 

第 2 次 中東 戦争 (スエ ズ 戦争） （〜 1 1 . 6) 

岸 内閣 成立 

参議院、 原水爆 禁止 決議 
日米 安全保障 委員会 発足 


5. 15 
8.  26 

10.  4 

11.  23 


英国、 初の 水爆 実験 

ソ連、 ICBM 実験に 成功と 発表 

ソ連、 世界 初の 人工衛星 スブー ト ニク 1 号 

打 上げ 成功 

世界 共産党 会議、 モスクワ 宣言 


S 


1956 
(昭和 31) 


1.  30 
3.  22 


3.  23 

4.  26 


9.  20 
12.  23 


防衛 分担金 削減 につぃての 日米 共 
同 声明 

MDA 協定に 基づく 日米 特許権 及び 

技術 上の 知識 交流 協定 署名 

防衛庁 霞が関 庁舎へ 移転 

国産 1 番艦 「 はるかぜ」 しゅ んエ 

国防会議 構成 法 公布 

F—86F 戦闘機 国内 生産 第 1 号機領 

収 

石橋 首相、 防衛庁長官を 兼務 


1957 
(昭和 32) 


1.  31 

2.  2 

5.  20 

6. 14 

6.  21 

7. 10 


岸 臨時 首相 代理、 防衛庁長官を 兼 
務 

小滝 長官 就任 

「国防の 基本 方針」 国防会議 • 閣議 

「防衛 力 整備 目標」 （ 1 次 防) 国防 会 
議 決定、 閣議 了解 
岸 •アイゼンハワー 会談、 在日 米 
軍 早期 引 揚げに 関する 共同声明 
津島 長官 就任 


1954 
(昭和 29) 


1955 
(昭和 30) 


中 • 印 国境 紛争 (〜 11.2 2) 

米海軍、 キューバ 海上 隔離 (〜 .20) 
フルシチョフ. ソ連 首相、 キューバの ミサ 
イル 撤去 言明 


フランス、 初の 原爆 実験 
米 U  —  2 型 機 撃墜 事件 （ソ連 上空） 

米国、 SLBM ボラ リスの 水中 発射に 成功 
南 ヴィエト ナム 民族 解放 戦線 結成 


防衛庁、 桧町 庁舎へ 移転 
江 崎 長官 就任 
西 村 長官 就任 


1. 19 

7. 19 


日米 安全保障 新 条約 署名 (6. 23 発効) 
池 田 内閣 成立 


1960 
(昭和 35) 


米国、 ビキニ 水爆 実験 

インド シナ 休戦に 関する ジュネ ー ブ 協定 署 

名 

中国 人民解放軍、 金 門* 馬祖初 砲撃 
東南アジア 集団 防衛 条約 (SEATO) 署名 
米 台 相互 防衛 条約 署名 


アジア •ア フリ カ 会議 （バン ドン） 
西独、 NATO に 正式 加盟 
ワルシャワ 条約 署名 


MDA 協定 署名 
日米 艦艇 貸与 協定 署名 
参議院、 自衛隊の 海外 出動 禁止 決 
言甚 

防衛庁 設置 法 • 自衛隊 法 *MDA 
協定 等に 伴う 秘密 保護 法 公布 
防衛庁 設置、 陸 •海 •空 自衛隊 発 
足 

大村 長官 就任 


3. 1 

12. 10 


第 5 福 竜 丸事 件 
鳩 山 内閣 成立 


1962 
(昭和 37) 


7. 18 
11. 1 
11.  9 


志賀 長官 就任 
防衛施設庁 発足 

志賀 長官、 現職 長官と して 初の 訪 
米 (〜 11.26) 


第 1 回 原水禁 世界 大会 開催 (広 島) 
重 光 • ダレス 会談、 日米 安保条約 
改定に ついて 共同声明 
日米 原子力 協定 署名 
原子力 基本 法 公布 


杉 原 長官 就任 

米軍 北富士 演習場で 実射 • 反対 闘 
争 激ィレ 

砂 川 基地 閼争 始まる 
砂 田 長官 就任 
船 田 長官 就任 


1963 
(昭和 38) 


7. 18 


福 田 長官 就任 


8. 14 


日本、 部分的 核実験 停止 条約 署名 


6.  20 

8.  5 


米* ソ のホッ ト ライン 協定 署名 
米 •英 • ソ 部分的 核実験 停止 条約 署名 


1961 

(昭和 36) 


1. 13 


7. 18 
7. 18 


「陸上 自 衛隊の 部隊 改編」 (1 3 個 師団 
への 改編) 国防会議 決定、 1 . 20 閣議 
報告 

藤 枝 長官 就任 

「第 2 次 防衛 力 整備 計画」 国防会議 
• 閣議 決定 


5. 16 


7. 11 
8. 13 


韓国で 軍事 クーデター、 軍事政権 成立 
ソ • 朝 友好 協力 相互 援助 条約 署名 
中 • 朝 友好 協力 相互 援助 条約 署名 
ベルリンの 壁 構築 


1958 
(昭和 33) 


1. 14 
2. 17 
6. 12 


第 1 回 遠洋 練習 航海 (ハワイ、〜 2. 
28) 

航空自衛隊、 対 領空 侵犯 措置を 開 
始 

左 藤 長官 就任 


4. 18 
9. 11 


衆議院、 原水爆 禁止 決議 
藤 山 • ダレス 会談 （ワ シン トン）、 
安保 改定 同意 
安保 改定 日米 会談 始まる 


10.  23 
12. 17 


ダレス • 蒋介石 会談、 本土 反攻 否定の 共同 
声明 

米国、 ICBM アトラスの 試射に 成功 


1959 
(昭和 34) 


1. 12 
3.  30 


6. 18 
12. 16 


伊能 長官 就任 

東京 地裁、 砂 川 事件に ついて 米軍 
駐留 違憲と 判決 
赤 城 長官 就任 

最高裁、 砂 川 事件の 原判決を 破棄 


8.  25 
9. 18 


9.  27 

12. 1 


中 • 印 国境 紛争 

フルシチョフ • ソ連 首相、 国連で 全面 完全 
軍縮を 提案 

米ソ 首脳会談、 キャンプ デ ービッ ト 共同 声 
明 

南極条約 署名 


年 


防 


衛 


国 


内 


国 


際 


6 1  4  9 

8  8  12 


9  9  8  3 

112 

2  0  2  2 


5  5  6 
21 

2  3  8 


8  4  2  9  1  〇 

3  5  6  6  7  2 


9  6 

3. 5. 


812 

3  2 

5  71 


0  4  8 
2  2  2 

〇  〇  〇 


3  10  0 
1  2  2 

2  5  7  2 


19  8 

17  2 


3  7  9  9  2 


5. 5- 
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防衛 医科大学 校 開校 
宇 野 長官 就任 
坂 田 長官 就任 


12.  9 


E 木 内閣 成立 


5. 18 


インド、 初の 地下核実験 

ニクソン 米 大統領 訪ソ、 地下核実験 制限 条 

約 署名 


1972 
(昭和 47) 


1973 
(昭和 48) 


1974 
(昭和 49) 


ニクソン 米 大統領 訪中、 米 • 中 共同声明 

生物兵器 禁止条約 署名 

ニクソン 米 大統領 訪ソ、 SALTI 署名、 ABM 

制限に 関する 協定 署名 

印 • パ 平和協定 署名 

東西 両独 基本 条約 署名 


ヴィエト ナム 和平協定 署名 （1.28 停戦） 

米軍、 ヴ ィエ ト ナム 撤兵 完了 
ブレジネフ • ソ連 書記長 訪米、 核戦争 防止 
協定 署名 

第 4 次 中東 戦争 (〜 10. 25) 

アラブ 石油輸出国機構の 10 か 国、 石油の 供 
給 削減 決定 


第 14 回 日米 安保 協議 委員会、 在日 
基地 整理 統合 (関東 計画) に 合意 
防衛庁 「平和 時の 防衛 力」 発表 

自衛隊の 沖縄 防空 任務 開始 
札幌 地裁、 自衛隊 違憲 判決 (長 沼 判 
決） 


9.  21 

10.  8 


日本、 北 ヴィエト ナムと 国交 樹立 
日ソ 首脳会談 （モスクワ） 


佐 藤 •ニクソン 共同声明、 沖縄 返 
還 • 基地 縮小で 合意 
沖縄 返還 
田 中 内閣 成立 

田 中 首相 訪中、 日中 国交 正常化 


「第 4 次 防衛 力 整備 5 か 年 計画の 大 
綱」 国防会議 決定、 2. 8 閣議 決定 
「自 衛隊の 沖縄 配備」 国防会議 決定 、 
4. 18 閣議 報告 
増 原 長官 就任 

「4 次 防の 主要 項目」、 「文民統制 強 
化の 措置」 など 国防会議 • 閣議 決定 


珍宝 島に て 中 • ソ 武力衝突 
南 ヴィエ ト ナム 臨時 革命 政府 樹立 宣言 
ニクソン •ドク ト リン 発表 


ワ ルシャ ワ 条約 機構 統合 軍 結成 （  7 か 国) 

核不 拡散 条約 発効 

西独 • ソ連 武力 不 行使 条約に 署名 


1969 
(昭和 44) 


1. 10 


「F4EK)») 国産 J 国防会議 決定. 
閣議 了解 


11.  21 


佐 藤 • ニクソン 共同声明 (安保条約 
継続、 72 年 沖縄 返還） 


1970 
(昭和 45) 


1. 14 
10.  20 


中曽根 長官 就任 

第 1 回 防衛 白書 「日本の 防衛」 発表 


2.  3 
2. 11 

3.  31 
6.  23 

11.  25 


核不 拡散 条約 署名 

国産 初の 人工衛星 打 上げ 成功 

「よど 号」 事件 

日米 安保条約 自動 継続 

三 島 由紀夫 陸上 自 衛隊 東部 方面 総 

監部 (市ケ 谷） で 割腹 自殺 


国会、 三 矢 研究に 関する 質疑 
松 野 長官 就任 

碎氷艦 「ふじ」、 初めて 南極観測 協 
力に 出港 (〜 41. 4. 8) 


6.  22 
11. 12 


日韓 基本 条約 署名 
米 原潜 （シー ドラゴン) 初めて 日本 
に 寄港 (佐 世 保） 


2. 

9. 


米軍、 北爆 開始 
第 2 次 印 • パ 紛争 (〜 9.22) 


1965 
(昭和 40) 


1975 
(昭和 50) 


3.  2 
8.  29 


「防衛を 考える 会」 発足 

日米 防衛 首脳会談 

(坂 田 •シュレシンジャー、 東京） 


4.  30 
8. 1 
11. 15 


サイゴン 陥落、 南 ヴィエト ナム 政府、 無条 
件 降伏 

欧州 安全保障 • 協力 会議 (CSCE)、 最終 文書 
を 採択 （ヘルシンキ） 

第 1 回 主要国 首脳会議 (ランブイエ〜 11. 17)、 
以降 毎年 開催 


1976 
(昭和 51) 


7. 

9. 


第 2 回 防衛 白書 「日本の 防衛」 発表 
(以降 毎年 発表） 

日米 防衛 協力 委員会 設置 
ミ グ 25、 函館 空港に 強行 着陸 


6.  8 

12.  24 


核不 拡散 条約 批准 
福 田 内閣 成立 


8. 18 
9.  9 


ヴィエト ナム 社会主義 共和国 (統ー ヴ イエ [ 
ナム) 正式 発足 
板門店 米軍 将校 殺害事件 
毛 沢 東 中国共産党 主席 死去 


1971 

(昭和 46) 


6.  29 

7.  5 

7.  30 

8.  2 

12.  3 


沖縄 防衛 取 極 （久保 • カー チス取 
極) 署名 
増 原 長官 就任 

全日空 機、 自衛隊 機と 衝突 (- 石） 
西 村 長官 就任 
江 崎 長官 就任 


6. 17 
11.  24 


沖縄 返還 協定 署名 
衆議院 非 核 決議 


2. 11 
9.  30 


10.  25 
12.  3 


海底 軍事 利用 禁止条約 署名 

核戦争の 危険を 減少す るた めの 措置に 関す 

る 米ソ 間 協定 署名 

国連総会 • 中国 招請、 台湾 追放 決議 
第 3 次 印 •パ 紛争 (〜 12.1 7) 


1966 
(昭和 41) 


8. 1 
11.  29 


12.  3 


上 林 山 長官 就任 

「第 3 次 防衛 力 整備 計画の 大綱」 国 
防 会議 • 閣議 決定 
増 田 長官 就任 


5. 16 


10.  27 


中国、 文化大革命 開始 
フランス、 NATO 軍事 機構を 脱退 
中国、 初の 核 ミサイル 実験 成功 


1967 
(昭和 42) 


3. 13 


3.  29 


「第 3 次 防衛 力 整備 計画の 主要 項 
目」 国防会議 決定、 3. 14 閣議 決定 
札幌 地裁、 恵 庭 事件 判決 


6.  5 
6. 17 


8. 


第 3 次 中東 戦争 (〜 6.9) 

中国、 初の 水爆 実験 成功 
EC 結成 

東南アジア諸国連合 (ASEAN) 結成 


1968 
(昭和 43) 


11.  30 


有 田 長官 就任 


1. 19 
6.  26 


米 原子力 空母 （エンタープライズ 
号) 初めて 日本に 寄港 (佐 世 保） 

小 笠 原 諸島 復帰 


1.  23 
5. 13 


8.  20 

8.  24 


北朝鮮、 米海軍の 情報 収集 艦 （プエブロ 号) 
を だ捕 

第 1 回ヴ ィエ ト ナム 和平 公式 会談 (パリ） 
核不 拡散 条約 署名 
ソ連 •東欧 軍、 チェッコ 侵入 
仏、 南太平洋で 水爆 初 実験 


年 


防 


衛 


国 


内 


国 


際 


1964 
(昭和 39) 


7. 18  小 泉 長官 就任 


6. 15 
11.  9 


部分的 核実験 停止 条約 批准 
佐 藤 内閣 成立 


8.  2 

10. 16 


トンキン湾 事件 
中国、 初の 原爆 実験に 成功 


7 

4. 


2  2 


25 12 9 
412 


8  0  6 
212 

2. 4. 5. 


21 

2. 


7  9  2  6  7 
2  2  2  1 

1 3. 6  〇  〇 


5  7  9 
1  2 

5  7  9 


2  0  5 

3  6  7 


4  5  2 

13  8 


10 3 20 

2  61 
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中 • ソ 友好、 同盟 及び 相互 援助 条約 失効 
中国、 初めて 南太平洋へ 向けての ICBM 実験 
イラン •イラク 両国、 本格的 交戦 状態に 入 
る 


1980 
(昭和 55) 


4 

26 


17 


細 田 長官 就任 

海上自衛隊、 リム パックに 初 参加 
(〜 3. 18) 

大村 長官 就任 


7. 17 

12. 1 


鈴 木 内閣 成立 

総合 安全保障 関係 閣僚 会議 設置 


レーガ ン米 大統領、 戦略 防衛 構想 (SDI) 発表 
ソ連、 樺 太 上空 付近で 大韓航空機を 撃墜 
ビルマで 北朝鮮の テロ 行為に よ り 韓国 閣僚 
ら 19 人 爆死 

米、 カリブ海 6 か 国の 軍隊と ともに グ レナ 
ダに 派兵 


ニュー •ジーラン ド、 米 駆逐艦 ブキャナン 
の 寄港 拒否 

ゴルバチョフ ソ連 書記長 就任 

米ソ 軍備管理 交渉 開始 

中国、 解放 軍の 100 万人 削減を 発表 


1981 

(昭和 56) 


10 


30 


(陸) 初の 日 米 共同 訓練 (通信 訓練） 
(東 富士、 -10.3) 

伊藤 長官 就任 


2. 15 

(陸) 初の 日米 共同 指揮所 訓練 (滝ヶ 

原、 〜 2.19) 

5. 15 

駐留軍 用地 特措 法に 基づき、 沖縄 

所在 施設 • 区域 内の 一部 土地の 使 

用を 開始 

7.  23 

「56 中期 業務 見積り」 を 国防会議に 

報告、 了承 

9.  9 

最高裁、 長沼ナ イキ 基地 訴訟 判決 

11.  27 

谷川 長官 就任 

12. 13 


ポーランド、 戒厳令 布告、 救国 軍事 評議会 
を 設置 


1982 
(昭和 57) 


11.  27 


中曽根 内閣 成立 


4.  2 
6.  6 
6.  29 

10. 12 


フォークランド 紛争 (〜 6. 14) 

イスラエル 軍、 レバノン 侵攻 
第 1 次 米ソ 戦略兵器 削減 交渉 (START  I ) 開 
始 （ジュネ ーヴ） 

中国、 SLBM の 水中 発射 実験に 成功 


防衛 計画の 体系化 確立 
金 丸 長官 就任 
「F-15、 P- 3  C 導入」 国防 会 譲 決定、 
12.29 閣議 了解 


海洋 二 法 (200 海里 漁業 水域 法、 領 
海 12 海里 法) 施行 


6.  30 

8. 1 


SEATO 解体 (条約は 存続） 

北朝鮮、 日本海 及び 黄海に 軍事境界線を 設 
定 


1977 
(昭和 52) 


1978 
(昭和 53) 


1983 
(昭和 58) 


1. 14 
12. 12 
12.  27 


政府、 対米 武器 技術 供与の 途を開 
くこと を 決定 

(空) 初の 日米 共同 指揮所 訓練 
(府中、 〜 12.1 5) 

栗 原 長官 就任 


1984 
(昭和 59) 


(海) 初の 日米 共同 指揮所 訓練 (横須 
賀、 〜 6. 15) 

加 藤 長官 就任 


1985 
(昭和 60) 


9. 18 
12.  27 


米空軍 戦闘機 F — 16 三 沢に 配備 開始 
「中期 防衛 力 整備 計画」 国防会議 • 
閣議 決定 

対米 武器 技術 供与 実施 細目 取極締 
結 


8. 12 


日航機 墜落事故 


輯 


キャンプ デ ービッ ド 合意 

米 台 相互 防衛 条約 破棄 

ヴィエト ナム 軍、 カンポ ディア 侵攻 


防衛庁、 有事 法制 研究、 奋襲 対処 
に関する 見解 発表 
(空) 初の 日米 共同 訓練 (三 沢 東方 • 
秋 田 西方、 〜 12 .1) 

「日 米 防衛 協力の た めの 指針」 日米 
安保 協議 委員会 了承、 11 . 28 国防 会 
議で 審議の 上 閣議 報告 了承 
山 下 長官 就任 


4. 12 


8. 12 
12.  7 


中国 漁 船団、 尖閣 諸島 周辺 領海を 
侵犯 

日中 平和 友好条約 署名 (北京） 

大平 内閣 成立 


1986 
(昭和 61) 


2.  24 


7.  22 
9.  5 
10.  27 


初の 日 米 共同 統合 指揮所演習 (〜 2. 
28) 

「安全保障 会議 設置 法」 施行 
栗 原 長官 就任 

対米 武器 技術 供与 第 1 号 政府 決定 
初の 日米 共同 統合 実 動 演習 （〜 10. 
31) 


4.  26 
8. 10 
9.  22 
10. 11 


ソ連、 チ I ル ノブ イリ 原子力発電所 事故 発 
生 

米国、 ニュー •ジーラン ドに 対し、 ANZUS 
条約 上の 義務を 停止す ると 発表 
欧州 軍縮 会議 (CDE)、 最終 文書を 採択 (スト 
ッ ク ホルム） 

米ソ 首脳 会合 （レイキャビク、 〜 10.1 2) 


1979 
(昭和 54) 


1. 11 
7. 17 


7.  25 
11.  9 


「E—  2  C 導入」 国防会議 • 閣議 決定 
「中期 業務 見積りに ついて （昭和 55 
年度〜 昭和 59 年度)」 発表 
山 下 長官、 現職 長官と して 初の 訪 
韓 (〜 7. 26) 

久保田 長官 就任 


2. 1 

2. 17 
3.  26 

6. 18 
10.  26 
12.  27 


米中 国交 正常化 

プノンペン 陥落、 「ヘン •サム リン 政権」 樹 
■iL 発表 

イラン、 イスラム 革命 
中 •越 紛争 (〜 3. 5) 

エジプト • イスラエル 平和条約 署名 
SALT  n 署名 

朴正熙 韓国 大統領 射殺 事件 
ソ連、 アフガニスタン 侵攻 


年 


防 


衛 


国 


内 


国 


際 


1976 
(昭和 51) 


10.  29 

11.  5 

12.  24 


「防衛 計画の 大綱に ついて」 国防 会 
議 • 閣議 決定 

「当面の 防衛 力 整備に ついて」 など 
国防会議 • 閣議 決定 
三 原 長官 就任 


11 18 22 


319 

2 

3  9  0 


5 

2 

0. 


2  3  3  6 


5  8  8 

12  2 

412 


21 27 27 7 

9  11  2 


7  6  5 
1 2 

9  2  2 
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防  衛 


「 昭和 62 年度 予算に おける r 当面の 
防衛 力 整備に ついて J  (日 召 和 51 年 11 
月 5 日 閣議 決定) の 取扱いに つい 
て」 安全保障 会議 • 閣議 決定 


「今後の 防衛 力 整備に ついて」 安全 
保障 会議 • 閣議 決定 
「在日米軍 労務 費 特別 協定」 署名 
(6.1 発効） 

最高裁、 日本 原 演習場 行政処分 取 
消 訴訟 判決 

栗 原 長官、 現識 長官と して 初の 訪 
中 （〜 6.4) 

米空軍、 三 沢に F — 16 配備 完了 
瓦 長官 就任 

「洋上 防空 体制の 在り方に 関する 検 
討」 安全保障 会議 了承 


「在日 米軍 労務 費 特別 協定 改正 議定 
書」 署名 (6.1 発効） 

「日米 相互 防衛 援助 協定に 基づく 日 
本国に 対する 一定の 防衛 分野に お 
ける 技術 上の 知識の 供与に 関する 
交換 公文」 署名 

最高裁、 自衛官 合祀 訴訟 判決 
潜水艦 • 遊 漁船 衝突 事故 (横 須賀 
沖） 

田 沢 長官 就任 

FS—X 共同 開発に 関する 日米 政府 
間の 交換 公文 及び 細目 取 極 署名 


「防衛 力 検討委員会」 設置 
(空) 新 バッジシステム 運用 開始 
山 崎 長官 就任 

最高裁、 百 里 基地 訴訟 判決 
松 本 長官 就任 


石 川 長官 就任 

日米 合同委員会で 沖縄の 米軍 施設 
(23 事 案） につき、 返還に 向けて 日 
米 双方で 所要の 調整 手続き を 進め 
る ことを 確認 

安全保障 関係 閣僚 会議の 設置に つ 
いて 日米で 原則 同意 
「 中期 防衛 力 整備 計画 (平成 3 年度 
〜 平成 7 年度） について」 安全保障 
会議 • 閣議 決定 
池 田 長官 就任 


「在日 米軍 駐留 経費 新 特別 協定」 署 
名 (4. 17 発効、 96. 3. 31 失効) 

「湾岸 危機に 伴う 避難民の 輸送に 関 
する 暫定措置 に関する 政令」 閣議 決 
定 (1.29 公布 施行） 

「ペルシャ湾への 掃海艇 等の 派遣に 
ついて」 安全保障 会議 • 閣議 決定 
掃海艇な ど 計 6 隻、 ペルシャ湾へ 
出: 共 

雲 仙 普賢 岳 噴火に 伴う 災害 派遣 (〜 
1995.12 .16) 


国  際 


大韓航空機、 ベンガル湾 上空を 飛行 中に 北 
朝鮮の テロ 行為に より 爆破され る 
INF 条約 署名 


中国 •ヴ ィエ ト ナム、 南沙 群島 周辺 海域で 
武力衝突 

米ソ 首脳会談 （モスクワ、〜 6. 〗、INF 条約 批 
准 書 交換） 

米ソ、 初の 地下核実験 共同 検証 実施 (ネバダ） 
イラン* イラク 紛争、 停戦 成立 
ゴルバチョフ • ソ連 書記長、 国連で 50 万人 
兵力削減 等に 関する 演説 


ソ連 軍、 アフガニスタンから 撤退 完了 
中ソ 首脳会談 (北京)、 党 • 国家 関係を 正常 
化 

ゴルバチョフ* ソ連 書記長、 極東 ソ連 軍の 12 
万人 削減 等に ついて 発表 (北京） 

天 安 門 事件 

東独 、西側への 自由 出国を 許可 (ベル リンの 
壁の 実質的 崩壊） 

米ソ 首脳会談 （マルタ、 〜 12.3) 


イラク 軍、 クウ ヱイ ト 侵攻 
韓ソ 国交 樹立 
ドイツ 統一 

CFE 条約 *22 か 国 共同宣言、 バリ 憲章に 署名、 
CSBM ウィーン 文書 承認 


多国籍軍 による イラク 及び クウ エイ トへの 
空爆 開始、 「砂漠の 嵐」 作戦を 開始 
多国籍軍 地上 部隊、 クウ エイ ト 及び イラク 
に 進攻 

多国籍軍、 イラクに 対する 戦闘 行動を 停止 
WPO 軍事 機構 解体 

ユー ゴース ラヴィ アの クロアチア、 ス ロべ 
ニア 両 共和国が 独立を 宣言 
エリツィン •ロ シア 共和国 大統領 就任 
米ソ 首脳、 START  I に 署名 （モスクワ） 

ソ連 国家 評議会、 バル ト 3 国 独立を 承認 
南北 朝鮮、 国連に 同時 加盟 


国  内 


警視庁、 東芝 機械 社員 2 名を ココ 
ム 規制 違反 不正 輸出 事件で 逮捕 
「国際 緊急 援助 隊 派遣 法」 成立 
第 1 回 日米 ココム 協議 (東京、〜 10. 
7) 

竹 下 内閣 成立 


「国の 機関 等の 移転に ついて」 閣議 
''キ^1 

青函 トンネル 開業 

79 機関 11 部隊 等 移転 閣議 決定 


昭和 天皇 崩御 


大喪の 礼 
宇 野 内閣 成立 
海 部 内閣 成立 


政府、 中東への 当面の 貢献 策 発表 
政府、 湾岸での 平和 回復 活動に 対 
する 10 億 ドルの 協力を 決定 
政府、 中東 貢献 策と して 湾岸での 
平和 回復 活動に 対する 10 億 ドル 追 
加 協力、 紛争 周辺 3 か 国へ 20 億 ド 
ル 経済援助を 決定 
「国連 平和協力 法案」 提出 
「国連 平和協力 法案」 廃案 
即位の 礼 


「湾岸 危機 対策 本部 設置」 閣議 決定 
政府、 湾岸 地域の 平和 回復 活動に 
対し 90 億 ドル 追加 支援を 決定 
第 1 回 日朝 国交 正常化 交渉 (平壌、 
〜 1.31) 

第 2 回 国連軍 縮 京都 会議 (〜 5. 30) 


年 


1986 
(昭和 61) 


1987 
(昭和 62) 


1988 
(昭和 63) 


1989 
(昭和 64) 


(平成 元) 


1990 
(平成 2  ) 


1991 

(平成 3) 


30 

2. 


24 30 


8 

2 

5. 


9 

2 

5. 


712 


2 

4. 


13  4  9 

2  2  2 

6  7  81 


7  0  3  0  0 

2  3  2 1 

13  6  6  8 


8  9 
21 

2. 6. 


21 

6. 


20 

2. 


14 25 


24 

4. 


29 17 20 7 
5  8  8  2 


5  7  7 

2  5  5 


61  2 


2  0  3  9 
3  1 

8  9  0  1 


2  236  7799 


27 

5. 


6  6  6 

2 

8  0  1 


3  9 

3. 7. 


24 3 10 
2  6  8 


9  0 
2  3 

8. 8. 


4 

9. 


6  0  2 

〇 1 1 


1 2  3 


27 

5. 
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年 

防  衛 

国  内 

国  際 

1991 

10. 

9 

国連の イラ ク 化学兵器 調査団に 初 

11.  5 

宮澤 内閣 成立 

12. 

8 

ロシア、 ベラ ルー シ、 ウクライナ 3 共和国 

(平成 3) 

の 自衛官 派遣 

首脳会談 、「独立国 家 共同体 協定」 に 署名 （ベ 

10. 

30 

掃海艇な ど 計 6 隻 ペル シ ャ 湾から 
帰国 

ラルー シ） 

11. 

5 

宮下 長官 就任 

1992 

1.  31 

日. 露 初の 首脳会談 (ニューヨーク、 

(平成 4 ) 

国連 本部） 

2. 

7 

EC12 か 国、 欧州連合 条約 (マース ト リヒト 条 
約) 署名 

2. 

25 

中国、 尖閣 諸島 を 中国 領と 明記し た 「領海 法 J 

4. 

1 

政府 専用機 (B-747) 防衛庁へ 所属 替 

を 公布 •発効 

え 

5. 15 

沖縄 復帰 20 周年 

5. 

25 

北朝鮮で 初の IAEA 特定 査察 実施 (〜 6. 5) 

6.  22 

カ ン ボディ ア 復興 閣僚 会議 「東京 宣 

6. 

16 

米 • 露 首脳会談、 戦略核兵器の 大幅 削減に 

言」 採択 

つき 合意 達成 （ワシントン、 〜 6.17) 

6.  29 

「国際 緊急 援助 隊 法改正 法」 施行 

7. 

30 

防衛庁、 「情報 委員会」 を 設置 

8. 10 

「国際 平和協力 法」 施行 

7. 

2 

ブッシュ 米 大統領、 米国 外の 地上、 海上 配 
備 戦術核兵器の 国内 への 撤去 完了 発表 

8. 

24 

中韓、 国交 樹立 

9. 

8 

「カ ンボ ディア 国際 平和協力 業務 実 
施 計画」 など 閣議 決定 

9. 

17 

国連 カ ンボ ディア 暫定 機構 （UN- 
TAC) へ自 衛隊の 部隊 等を 派遣 (〜 
1993.9 .26) 

10.  23 

天皇 皇后 両陛下 訪中 (〜 10. 28) 

12. 

11 

中 山 長官 就任 

11.  2 

日朝 国交 正常化 第 8 回 本 会談 (北 

12. 

18 

「中期 防衛 力 整備 計画 (平成 3 年度 

京）、 北朝鮮が 一方的 打ち切り 

11. 

9 

CFE 条約 正式 発効 

〜 平成 7 年度) の 修正に ついて」 安 

11. 

19 

韓露両 首脳、 韓露 基本 条約に 署名 

全 保障 会議 • 閣議 決定 

11. 

24 

米、 比からの 撤退 完了 

12. 

18 

「中 露 共同宣言 (声明)」 署名 

1993 

2. 

25 

最高裁、 第 1 •  2 次 横 田 基地 騒音 

1.  26 

国連 軍備 登録 制度に 関する ア ジア 

1. 

3 

米 露 首脳会談 （モスクワ） START  II 署名 

(平成 5 ) 

訴訟 判決 

•大洋 州 会議 (〜 1.27) 

1. 

13 

化学兵器禁止条約の 署名 

3. 

25 

イー ジス 艦 「こんごう」 就役 

4.  8 

カンポ ディアで、 国連 ボラン ティ 

3. 

12 

北朝鮮、 NPT 脱退を 宣言 

4. 

27 

「モザンビーク 国際 平和協力 業務 実 

ア （UNV) 中 田 厚仁 氏が 殉職 

5. 

4 

ソマリアに 展開 中の 多国籍軍、 UNOSOM 

施 計画」 など 閣議 決定 

5.  4 

カンポ ディアで、 文民 饕察 要員 高 

n に 任務 移行 

5. 

11 

国連 モザンビーク 活動 (ONUMOZ) 

田晴行 警視が 殉職 

5. 

29 

北朝鮮、 日本海 中部に 向けて、 弾道 ミ サイ 

へ 自衛隊の 部隊 等を 派遣 (〜 

6.  9 

皇太子 徳仁 親王 殿下の 結婚の 儀 

ルの 発射 実験を 実施 

1995.1 .8) 

7.  7 

第 19 回 主要国 首脳会議 (東京 サミ ッ 

6. 

11 

米 朝 協議 第 1 ラウンド 共同声明で 北朝鮮は 

7. 

12 

北海道 南西 沖 地 露 災害に 対する 災 

卜、 〜 7. 9) 

NPT 脱退を 留保 

害 派遣 (〜 8. 12) 

8.  9 

細 川 内閣 発足 

9. 

1 

米 国防省、 「ボトムアップ. レビュー」 発表 

8. 

9 

中 西 長官 就任 

9. 

13 

イスラエルと PLO、 ワ シン トンで 「暫定 自治 

9. 

9 

最高裁、 池 子 米軍 家族 住宅 建設 エ 

原則 宣言」 署名 

事 続行 禁止 訴訟 判決 

10. 

3 

UNOSOM n と ソマリア 武装 勢力 か 武力衝突、 
米 兵 18 名が 死亡した 他、 多数の 死傷者 

10. 

13 

「日露 海上 事故 防止 協定」 署名 

11. 

1 

EU 発足 

12. 

2 

愛知 長官 就任 

12. 

25 

ロシア 新 憲法 発効 

1994 

2. 

23 

内閣総理大臣の 下に 「防衛 問題 懇談 

1. 

11 

NATO 首脳会議、 「平和の ための パー トナー 

(平成 6) 

会」 発足 

シップ (PFP)」 協定 採択 

2. 

25 

防衛庁の 「防衛 力の 在り 方 検討 会 

1. 

14 

米 露 首脳会談で、 双方の 戦略 核の 標的から 

議」 発足 

相手 国を 外す ことに 合意 

3. 

1 

第 1 回 日中 安保 対話 (北京） 

3. 

3 

IAEA 核 査察 チーム、 北朝鮮の 申告 済み 核 関 

3. 

30 

東京 高裁、 第 3 次 横 田 基地 騒音 訴 

連 施設 7 か 所に 対する 核 査察 開始 (〜 3. 14) 

訟 判決 (原告 •国と もに 上告せ ず。 

3. 

25 

ソマリア 派遣の 米軍、 撤退 完了 

4. 14 判決 確定） 

3. 

31 

国連 安保理、 北朝鮮に 核 査察 完了を 促す 議 

4. 

28 

神 田 長官 就任 

4.  28 

羽田 内閣 発足 

3. 

31 

長 声明 採択 (4. 4 北朝鮮 拒否） 

ココム 解体 

6. 

14 

北朝鮮、 IAEA か らの 脱退を IAEA 憲章 寄託 国 
の 米国に 通知 

6. 

30 

玉澤 長官 就任 

6.  30 

村 山 内閣 発足 

6. 

17 

カーター 元 米 大統領 北朝鮮 訪問、 金 日 成 主 
席と 会談 

8. 

12 

防衛 問題 懇談会 終了、 村 山 総理に 

6. 

23 

国連 安保理 決議 929 (6. 22 付） を 受け、 仏 軍を 

報告 

主導と する 多国籍軍が ルワンダに 展開 開始 

9. 

13 

「ルワンダ 難民 救援 国際 平和協力 業 

7. 

8 

金 日 成 北朝鮮 主席、 死亡 

務 実施 計画」 など 閣議 決定 

7. 

25 

第 1 回 ASEAN 地域 フォーラム （バンコク） 

9. 

17 

ルワンダ 難民 救援の ため ザイール 

8. 

11 

徐恵滋 中国 軍 副 参謀長 訪米 (天 安 門 事件 後 初 

へ自 衛隊の 部隊 等を 派遣 (〜 1 2. 28) 

の 軍 高官 訪米） 

11. 

9 

第 1 回 日韓 防衛 実務 者 対話 （ソウ 

8. 

31 

ロシア 軍、 旧 東独 地域 および バル ト 3 国 か 

ル） 

らの 撤退 完了 

12. 

1 

第 1 回 アジア • 太平洋 安全保障 セ 

10. 

16 

ペリ ー 米国 防長官 訪中 (天 安 門 事件 後 初の 国 

ミナ ー （防衛 研究所 主催、 〜 12. 17) 

防長官 訪中） 

12. 

13 

日露 海上 事故 防止 協定 第 1 回 年次 

10. 

21 

米 朝 「枠組み 文書」 に 署名 

会合 (〜 12.1 5) 

12. 

1 

米韓 連合軍 司令官、 平時の 作戦 統制 権を 韓 

12. 

20 

初の 韓国 海軍 練習 艦隊 訪日 （〜 12. 
23、 晴 海） 

国軍に 委譲 
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年 

防  衛 

国  内 

国  際 

1994 

12.  26 

名古屋 高裁 金 沢 支部、 第 1 •  2 次 

. 12.  5 

START  I 発効 

(平成 6) 

小 松 基地 騒音 訴訟 判決 (原告 •国と 
もに 上告せ ず。 7.1. 10 判決 確定) 

12. 18 

ロシア、 対 チヱ チヱ ン 軍事 作戦 開始 

1995 

1. 17 

阪神 • 淡路 大震災に 伴う 災害 派遣 

9.  4 

沖縄 駐留 3 米 兵に よる 女子 児童 暴 

1. 1 

CSCE、 OSCE に 発展 解消 

(平成 7) 

(-4.27) 

行事 件 

2.  27 

米 国防省、 EASR を 発表 

3.  20 

地下鉄 サリ ン 事件に 伴う 災害 派遣 

9. 15 

化学兵器禁止条約を 批准 

3.  9 

朝鮮半島 エネルギー 開発 機構 (KEDO) 発足 

(-3.23) 

11. 17 

「沖縄 米軍 基地 問題 協議会の 設置に 

5. 11 

NPT の 無期限 延長を 採択 

6.  5 

自衛隊 機と 韓国 軍機との 間の 偶発 

ついて」 閣議 決定 

6.  7 

李 登 輝 台湾 「総統」、 訪米 

事故 防止 措置の 書簡 交換 

11. 19 

村 山 首相 • ゴア 米 副大統領 会談 (沖 

7. 11 

クリン ト ン米 大統領、 米 越 国交 正常化 発表 

6.  9 

今後の 防衛 力の 在り方に ついての 

縄に 関する 特別 行動 委員会 (SACO) 

第 1 回 安全保障 会議 開催 (以降、 1 

2. 14 までに 計 13 回 実施） 

設置に つき 合意） 

8.  8 

衛藤 長官 就任 

9. 1 

「災害対策 基本 法の一 部を 改正す る 
法律」 施行 

9.  27 

「在日 米軍 駐留 経費 新 特別 協定」 署 
名 (96. 4.1 発効） 

9.  29 

駐留軍 用地 特措 法に よる 使用権 原 
取得 手続の 一部を 沖縄県 知事が 拒 
否 

「平成 8 年度 以降に 係る 防衛 計画の 

11.  28 

大綱に ついて」 安全保障 会議 • 閣議 
決定 

12. 14 

「中期 防衛 力 整備 計画 (平成 8 年度 
〜 平成 12 年度） について」 安全 保陣 
会議 決定 (12. 15、 閣議 決定） 

12. 15 

「ゴラ ン 高原 国際 平和協力 業務 実施 
計画」 など 閣議 決定 

12.  26 

東京 高裁、 第 1 次 厚木基地 騒音 訴 

12. 14 

ボスニア 和平協定が パリ で 正式 調印 

訟差戻 控訴審 判決 (原告 •国と もに 

12. 15 

東南アジア 10 か 国、 ASEAN 首脳会議で 東南 

上告せ ず。 8.1.10、 判決 確定） 

12.  20 

アジア 非 核兵器 地帯 条約に 署名 

NATO 主体の IFOR、 国連 保護 隊に 代わり 正 
式 活動 開始 

1996 

1. 1 

「国際機関 等に 派遣 さ れる随 庁の 

1. 11 

橋 本 内閣 成立 

1.  26 

米上院、 START  II 批准 

(平成 8) 

職員の 処遇 等に 関する 法律」 施行 

4. 12 

橋 本 首相 • モンデール 米 駐日大使 

1.  27 

フランス、 核実験 実施 (29 終了 宣言） 

1. 11 

臼 井 長官 就任 

会談 (普 天 間 飛行場の 5 〜 7 年 以内 

3.  8 

中国、 3.  8 〜 25 日の 期間に 計 3 回、 台湾 近海 

1.  25 

「災害対策 基本 法 及び 大規模 地震 対 

の 条件が 整った 後の 全部 返還に つ 

において ミサイル 発射 訓練、 海 •空軍の 実 

策 措置 法の 一部 を 改正す る 法律」 施 

いて 合意） 

弾 演習、 陸海空 統合 演習を 実施 

行 

4. 15 

SACO の 中間報告が 日 米 安全保障 

3.  23 

台湾、 初の 「総統」 直接選挙、 李 登 輝 「総統」 

1.  31 

国連 兵力 引き離し 監視 隊 (UNDOF) 

協議 委員会で 了承 

再選 

へ 自衛隊の 部隊 等を 派遣 (〜 継続 

4. 16 

「沖縄県に おける 米軍の 施設 • 区域 

4. 16 

米韓 首脳、 北朝鮮に 「4 者 会合」 提案 

中） 

に 関連す る 問題の 解決 促進に つい 

4.  26 

中、 露、 カザ フ、 キル ギス、 タジキスタン、 

3.  29 

駐留軍 用地 特措 法に よる 使用権 原 

て」 閣議 決定 

国境 地帯に おける 信頼 譲 成 措置 に関する 協 

取得の ための 総理 代理 署名、 裁決 

5.  8 

「普 天 間 飛行場 等の 返還に 係る 諸 課 

定に 署名 

申請 

題の 解決の ため の 作業 委員会」 設置 

7. 11 

ワツ セナ _  • アレンジ メン ト 設立 総会 （〜 7. 

4. 1 

楚辺 通信 所 一部 土地 使用 期限切れ 

7.  20 

国連 海洋 法 条約、 日本に ついて 発 

12、 ウィーン） 

効 

7.  29 

中国、 地下核実験 実施 (45 回目）、 同日に 核 

4. 15 

日米 物品 役務 相互 提供 協定 及び 手 

8. 19 

「沖縄 米軍 基地 所在 市町村に 関する 

実験の モラ ト リアム （一時 休止) の 実施を 発 

続 取 極 署名 

懇談会」 開催 

表 

4. 17 

「 日米 安全保障 共同宣言」 

9.  8 

沖縄県 民 投票 

9. 10 

国連総会、 CTBT 採択 

4.  27 

臼 井 長官、 現職 長官と して 初の 訪 

9. 17 

「沖縄 政策 協議会の 設置に ついて」 

9. 18 

北朝鮮の 小型 潜水艦が 韓国 東海岸で 座礁、 

露 （〜 4. 30) 

閣議 決定 

乗員が 韓国 領土に 侵入 

5. 13 

防衛庁、 「取得 改革 委員会」 設置 

11. 19 

「沖縄 米軍 基地 所在 市町村に 関する 

9.  27 

タ リ バーンは アフガニスタンの 首都 カブ ー 

7.  26 

海自 艦艇の 初の 訪露 (〜 7. 30、 ウラ 

懇談会」 提言 

ルを 制圧、 暫定 政権 樹立を 宣言 

ジオ ス トク） 

11.  21 

行政改革 会議 設置 

10.  3 

ロシアと チ I チヱ ン、 停戦 合意 

8.  28 

最高裁、 駐留軍 用地 特措 法に よる 

12.  2 

SACO 最終 報告が 日 米 安全保障 協 

11.  5 

米国 大統領選挙、 クリン ト ン 大統領が 再選 

代理 署名 についての 職務 執行 命令 

議 委員会で 了承 

11. 18 

NATO、 ボスニア 駐 留 IFQR の 後継 部隊 

訴訟 判決  • 

(SFOR) を 派遣す る こと で 基本合意 

9.  2 

海自 艦艇の 初の 訪韓 (〜 9. 6、 釜 山） 

12.  29 

北朝鮮 外交 部 報道官、 小型 潜水艦 侵入 事件 

9. 18 

駐留軍 用地 特措 法に よる 公告 •縦 
覧 手続を 沖縄県 知事が 代行 (〜 1 0. 
2) 

陸自 •海自 による 屈 斜路湖 老朽 化 

に 関し、 「深い 遺憾の 意」 を 表明 

10.  8 

化学 弾の 引揚 げ 作業 実施 (〜 1 0. 24) 

10.  29 

第 1 回 アジア • 太平洋 地域 防衛 当 
局 者 フォーラム （〜 10.3 1、 東京） 

11.  7 

久間 長官 就任 

12.  6 

蒲 原 沢 土石流 災害に 係る 災害 派遣 
(〜 12. 20、 1997.5. 7 〜 5. 11) 

12. 13 

第 1 回 日露 防衛 当局 間 協議 （東京） 
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国  際 


鄧小 平氏、 死去 

米 国務省は 北朝鮮に 対し 1000 万 ドルの 人道 
援助を 実施す ると 発表 
米 • パレスチナ 自治 政府 首脳会談 （ワ シン ト 
ン） 

中国、 国防 法 制定 

ロシアと ベラルーシ、 「連邦 条約」 に 署名 
中国、 ロシア、 カザフスタン、 キル ギス、 
タジキスタンの 5 力 国 首脳、 国境 兵力削減 
協定に 署名 

ロシアと チェチェン、 「平和条約」 に 署名 
コーエン 米国 防長官、 QDR を 発表 
NATO 外相 理事会、 NATO  •  ロシア 間の 協力 
関係に 関する 「基本 文書」 に 署名 
ロシア、 日本 向け 核 ミサイルの 照準 解除を 
発表 

香港、 中国へ 返還 

NATO 首脳会議 (〜 7.  9)、 ポーランド、 チェ 
ッコ、 ハンガリーを 新規 加盟 交渉 国と する 
ごと で 合 声 〇 

北朝鮮 兵士、 軍事境界線 (MDL) 越境、 韓国 
軍と 銃砲 擊戦 

NATO  •  ロシア 常設 合同 理事会が 発足 
ラオス、 ミャンマーの ASEAN 新規 加盟 
CFE 条約 枠組み 修正 合意 
KEDO、 北朝鮮に 供与す る 軽水炉の 着工 式を 
実施 

米 露 外相は ニューヨークで、 STARTII の屜 

行を 延期す る 議定書に 署名 

金 正 日 朝鮮 労働党 書記、 党 総書 記に 就任 

中 露 首脳会談、 中 露 共同声明に 署名 (北京）、 

中 露 東部 国境の 画定を 宣言 

オタワで 対人 地雷 禁止条約 署名式。 1 21 力 国 

が 署名 (〜 12. 4) 

4 者 会合 第 1 同 本 会談 (〜 12.1 0、 ジュネ ー 
ブ） 

第 1 回 米中 定期 安保 協議 (〜 12.1 2、 ワ シン 
トン） 

ロシア 大統領、 「国家 安全 コンセプト」 を 承 
認 


国連と イラク、 イラクが 即時、 無条件、 無 
制限の 査察を 受け入れ るとの 了解 覚書に 署 
名 

国連 安保理、 コ ソヴォ 情勢に ついて 公式 協 
議を 開催し、 対 ユーゴ 武器 禁輸 決議を 採択 
英 仏、 CTBT 批准 

イン ド 地下核実験 実施 0 3 日に も 実施） 
インドネシアの 首都 ジャカルタで 大規模な 
暴動 発生 

インドネシアの スハル ト 大統領が 辞任。 ハ 
ビ ビ 副大統領が 大統領に 就任 
パキ スタ ン 、地下核実験 実施 (30 日に も 実施） 
パキスタン、 再度の 地下核実験を 実施 
安保理、 印 パ 核実験 非難 決議 採択 
北朝鮮と 国連軍 司令部、  7 年ぶりの 将官 級 
会談の 開催で 合意 


国  内 


「普 天 間 実施 委員会」 (FIG) 設置 
日米 首脳会談 

CCW 第二 改正 議定書 及び 第 四 議定 
書 締^ t 

在 沖縄 米海兵隊 実弾 演習の 初の 本 
土 移転 射擊 (北 富士 ）（ 〜 7. 9) 
地方分権 推進 委員会 第 3 次 勧告 (駐 
留軍 用地 特措 法 • 労務管理 事務 関 
係） 

第 2 次 橋 本 改造 内閣 発足 
海上 ヘリ ポー ト 案を 地元に 提示 
沖縄 復帰 25 周年 記念式典 
行政改革 会議 最終 報告 
「財政 構造 改革の 推進に 関する 特別 
措置 法」 施行 

名 護 市に おける 米軍のへ リポート 
基地 建設の 是非を 問う 市民 投票 
名 護 市長 海上 ヘリ ポー ト受 入を 正 
式 発表 


沖縄県 知事 海上 ヘリ ポー ト受 入れ 
拒否を 表明 


地方分権 推進 計画 閣議 決定 


中央 省庁 等 改革 基本 法 公布 • 施行 
中央 省庁 等 改革 推進 本部 設置 
小渕 内閣 発足 


年 


防 


衛 


1996 
(平成 8) 


那覇市 沖に 米軍が 投棄し た 爆弾の 
海上 自 衛隊 による 捜索 作業 (-12. 
24) 

「我が国の 領海 及び 内 水で 潜 没 航行 
する 外国 潜水艦への 対処に ついて」 
安全保障 会議* 閣議 決定 


1997 
(平成 9) 


1.  20 

3.  31 

4.  7 
4.  23 
4.  25 

5. 15 

6.  7 

6. 16 

7.  2 
7. 10 
7. 12 
7. 12 


9. 16 
9.  23 


12. 19 


ナホ ト カ 号 海難 • 流出 油 災害に 係 
る 災害 派遣 (〜 3. 31) 

情報 本部の 新設 

「陸上 自 衛隊南 関東 地域 震災 災害 派 
遣 計画」 の 見直し 

韓 国籍 タンカー 油 流出 事故に 係る 
災害 派遣 (〜 4. 14) 

「駐留軍 用地 特措 法の 一部を 改正す 
る 法律」 公布 • 施行 
楚辺 通信 所 一部 土地の 暫定 使用 開 
始 

嘉手納 飛行場な ど 12 施設の 一部 土 

地の 暫定 使用 開始 

日米 防衛 協力の ための 指針 見直し 

に関する 中間 とりまとめ 公表 

中期 防衛 力 整備 計画 (平成 8 年度 - 

平成 1 2 年度) の 見直し に 係る 「防衛 

力 検討委員会」 設置 

ダイヤ モン ド •グレース 号 油 流出 事 

故に 係る 災害 派遣 (〜 7.4) 

平成 9 年 7 月 梅雨前線 豪雨 災害に 
係る 災害 派遣 (〜 7. 11 及び 7. 13) 
レンジ ャ ー訓 練 中の 隊員の 死亡 事 
故 (陸 自、 青森県 八 甲 田 山ろ く） 

カ ン ボディ ァ にお ける 武力衝突に 
際して、 自衛隊 法 第 100 条の 8 を 根 
拠と する 準備 行為と し て C-1 30H 
を タイ. ウタ バオへ 移動 (〜 7. 16) 
台風 1 9 号に 係る 災害 派遣 (〜 9. 1 9) 
新 日米 防衛 協力の ための 指針を 日 
米 安全 保陣 協議 委員会 了承 
中期 防衛 力 整備 計画 (平成 8 年度〜 
平成 12 年度) の 見直しに ついて」 安 
全 保障 会議 • 閣議 決定 


1998 
(平成 10) 


即応 予備 自衛官 制度の 導入、 補給 

統制 本部の 新設 

任期 付 研究員 制度の 導入 

日 米 物品 役務 相互 提供 協定を 改正 

する 協定の 署名 

インドネシア における 暴動に 際し 
て、 自衛隊 法 第 100 条の 8 を 根拠と 
する 準備 行為と して C-130H を シン 
ガ ポール. パヤ レバに 移動 （〜 5. 2 

7) 

沖縄県 収用 委員会は、 嘉手納 飛行 
場な ど 13 施設の 土地に ついて、 大 
部分の 土地を 使用 裁決、 一部 土地 
について 却下 裁決 
福 岡 高裁 那覇 支部、 第 1 〜 3 次嘉 
手納 基地 騒音 訴訟 判決 (原告 •国と 
もに 上告せ ず。 10.6 .6 判決 確定） 
夏 川 統幕 議長、 統幕 議長と して 初 
の訪 露 ( 〜 6. 7) 

「ゴラ ン 高原 国際 平和協力 業務 実施 
計画」 変更な ど 閣議 決定 (業務 実施 
期間の 延長な ど） 


9  9 

2. 2. 


4  2  4 
1  2 

3  4  4 


2  9  7  6  1  i 
112  2 

5  5  5  6  7  1 


6  8339  6  80  3  9  1  8 
1  12  2  1  2  1 —  11 

7  7778  9  01  2  2  2  2 


23 31 6 11 14 21 28 30 68 
2  3  455  5  5566 


31 25 10 
- —  4  6 


11 5 21 3  5 21 25 
9  112  2  2  2 


9 

2 

5. 


2  3  0 
12  3 

6  6  7 
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金大中 韓国 大統領 訪米 (〜 6. 13) 

パキスタン 政府、 核実験の 一方的な モラ ト 
リアムを 発表 

北朝鮮 潜水艦、 韓国 東岸に 侵入、 韓国 軍が 
これを 拿捕 

米中 首脳会談、 戦略 核 ミサイルの 照準の 相 
互 解除 等で 合意 

韓国 国防 部、 「国防 改革 5 か 年 計画」 を大統 
領に 報告 

英 政府、 「戦略 防衛 見直し」 を 下院に 提出 
韓国 東岸で 北朝鮮 武装 工作員の 死体 等を 発 
見 

イラン、 MRBMr シャハ ブ 3」 を 発射 
中国、 初の 総合的な 国防 白書 「中国の 国防」 
を 発表 

イ ラク、 UNSCOM と IAEA の 査察 活動への 協 
力を 全面 凍結 

ジュネーブ 軍縮 会議、 カットオフ 条約の 交 
渉を 行う 特別委員会 設置で 合意 
米軍、 アフガニスタンと スーダンの テロ 施 
設を 爆撃 

米 朝 高官 協議 (ニューヨーク、 〜 9.1 0) 

金 正 日 朝鮮 労働党 総書 記、 国防 委員会 委員 
長に 再任 

国連 安保理、 コ ソヴォ 紛争に 関する 停戦 要 
求 決議を 採択 
米 朝 テロ 協議 （ワ シン トン） 

米 朝 ミサイル 協議 （ニューヨーク、 〜 10.2) 
台湾の 毐振甫 海峡 交流 基金 会 理事長 訪中、 
江 沢 民 中国 国家主席 • 共産党 総書 記と 会談 
4 者 会合 第 3 回 本会議 （ジュネーブ、 〜 10. 
24)、 2 分科 委の 設置で 合意 
イスラエル パレスチナ 自治 政府、 ワイ リバ 
一 合意に 調印 

ハリケーン 「ミッチ」、 中米 諸国に 上陸、 甚 
大な 被害 与える 

金大中 韓国 大統領 訪中、 「パー トナー 関係」 
の;！; 基! £  "75  △意 

第 1 回 米 朝 核 施設 協議 (平壌、 〜 11. 18) 
韓国 北西 部 領海 内に 不審 船舶 侵入 
米 国防省、 EASR 改訂版 発表 
第 2 回 米 朝 核 施設 協議 (ニューヨーク 等、〜 
12.11) 


米英 両軍 •イラク に 対し、 UNSCOM 査察 協 
力 拒否への 制裁 措置と して、 「砂漠の 狐 作戦」 
を 開始 (〜 12.2 0) 

北朝鮮の 半 潜水 艇、 韓国 南岸に 進入、 韓国 
軍、 これを 擊沈 


第 2 回 米 朝 地下 核 施設 協議 (〜 1 . 25) 

四 者 会合 (第 4 回、 〜 1.22) 

印 パ 首脳会談、 信頼醸成 措置の 構築 等で 合 
意 

コ ソヴォ 紛争 和平交渉 決裂 

NATO 、ユー ゴス ラヴィ ア 連邦に 対する 空爆 

開始 (〜 6.1 0) 

米 朝 ミサイル 協議 (第 4 回、 〜 3. 30) 


年 


防 


衛 


国 


内 


1998 
(平成 10) 


6. 12 


6.  26 
7.  28 


7.  29 


30 


8.  4 

8.  27 

8.  31 

9.  3 
9.  3 

10. 12 

10. 16 
10. 16 

10.  22 

11. 13 

11. 15 

11. 19 


11.  20 

12.  4 


12.  4 


12.  8 
12. 10 


12.  25 


「国際 平和協力 法改正 法」 公布、 施 
行 (武器 使用に 係る 部分は 7. 1 2 施 
行） 

第 1 回 日韓 安保 対話 （ソウル） 
UNSCOM バグ ダッ ト 監視 検証 セン 
ターへ 防衛庁 技官を 派遣 (〜 11 . 3) 
海 •空 各 自衛隊と ロシア 海軍との 
捜索 • 救難 活動の 共同 訓練 (初の 本 
格 的な 日露 共同 訓練） 

額賀 長官 就任 


新潟県を 中心と した 豪雨 災害に 係 
る 災害 派遣 (〜 8. 10) 

平成 10 年 8 月末の 豪雨 災害に 係る 
災害 派遣 (〜 9. 4) 

北朝鮮、 日本 上空を 超える ミ サイ 
ル 発射を 実施 

調 本元 幹部、 背任 容疑で 逮捕。 防 
衛庁 に対する 強制 捜査 
沖縄県 収用 委員会の 使用 裁決 (5. 19) 
に 基づき、 嘉手納 飛行場な ど 12 施 
設の 大部分の 土地の 使用 開始 
韓国 国際 観艦式への 海自 護衛艦の 
参加 (〜 10.1 6、 錆 海、 釜 山） 
参議院に おける 額賀 長官 問 黄 決議 
「自 衛 隊員の 再 就職の 在り 方に 関す 
る 検討 会」 設置 
防衛 調達 改革 本部 設置 

ホン デュラス における 国際 緊急 援 
助 活動に 自 衛隊の 部隊 等を 派遣 (〜 
12.9) 

3 自衛隊 初の 統合 演習、 陸海空で 
2,400 人 規模 (硫黄 島） 


「4 社 事 案 関連 文書 管理 実態に 関す 
る 報告」 及び 「防衛 調達 改革の 基本 
的 方向に ついて」 を 公表、 「自衛隊 
員の 再 就職の 在り 方に 関する 検討 
会」 中間報告、 長官に 提出 
野呂田 長官 就任 

砕氷 艦 「しらせ」 により、 豪 南極 観 
測 船 「オーロラ •オース ト ラリス」 
の 氷海 離脱の ため の 支援を 実施 
(〜 12.18) 

ク ヴァシ ニン 露 参謀 総長、 参謀 総 
長と して 初の 来日 （〜 12.6) 

海自 補給 本部の 新設 

ペリ ー 米国 北朝鮮 政策 調整 官 来日 

(浜 田 政務次官と 会談） 

「弾道 ミ サイ ル 防衛に 係る 日米 共同 
技術 研究に ついて」 安全保障 会議 了 
承 


8.  24 
8.  31 


9. 1 
9.  2 

9.  22 
9.  24 

9.  30 
10.  7 
10.  21 


10.  23 
11. 15 


11.  20 
11.  25 


12.  3 

12. 17 

12. 18 
12.  22 
12.  22 
12.  23 


経済戦 略 会議 始動 

政府、 北朝鮮の ミサイル 発射を 受 

け、 KEDO (朝鮮半島 I ネル ギ—機 

構) 分担 調印 拒否 

日朝 交渉 当面 凍結 

北朝鮮に 追加 制裁 (チャー タ ー便不 

可） 

日米^ •脳 会談 

日 韓 漁業協定 決着 (竹 島 問題は 棚 上 
げ） 

日本、 対人 地雷 禁止条約 締結 
韓国 金大中 大統領 来日 （〜 10. 10) 
KEDO 署名 (協力 凍結を 解除) 、食糧 
支援の 見合わせ、 国交 正常化 交渉、 
チャー タ ー 便の 運行 停止 等は 引き 
続き 継続 

日中 平和条約 20 周年 

沖縄 知事 選、 稲嶺 候補 現職の 大田 
知事を 破る 
日米 首脳会談 

江 沢 民 中国 国家主席 来 日 （〜 11 . 30) 
日韓 首相 会談 実施 


CCW 第二 改正 議定書 発効 

イラク 空爆、 政府 米英 支持 明言 

「財政 構造 改革の 推進に 関する 特別 
措置 法の 停止に 関する 法律」 施行 
情報 収集 衛星の 導入に ついて 閣議 
:央定 

安波 訓練 場 返還 (SACO 事 案では 
初） 

経済戦 略 会議が 中間報告 ま とめる 
「日本 経済 再生への 戦略」 


1999 
(平成 11) 


1. 12 
1. 13 
1. 13 

1. 18 

1.  21 
3. 10 

3.  24 


日 韓 防衛 首脳会談 (野呂 田 •千、 ソウ 
ル） 

第 3 回 日仏 PM 協議 (東京） 

第 4 回 日仏 MM 協議 (東京） 

日 米 防衛 首脳会談 (野呂 田 •コー エ 
ン、 東京） 

日仏 防衛 首脳会談 (野呂 田 • リシ ャ 
ー ル、 東京） 

第 1 回 重要 事態 対応 会議 

ペリ ー 米国 北朝鮮 政策 調整 官 来日 

(野呂 田 長官と 会談） 

3 月 23 日に 能登半島 沖で 発見され 
た 2 隻の 不審 船舶に 対処す るた め、 
海上に おける 警備 行動を 発令 


2.  23 
3. 1 


3. 19 
3.  25 


カンボジア 首相 来日 （〜 2. 28) 

対人 地雷 禁止条約、 日本に ついて 
発効 

小渕 首相 訪韓 

NATO 軍コ ソヴォ 空爆 開始で 政府 
「理解」 を 表明 


81  2 
1  2 

6  6  6 


-2  2  7  5  1  0  15  3  818  1  3  9  2  6  0  3  4  7  8 
122  122  2212221122  1  1 

-  7  77  8  8  8  89  9  900  〇  0  〇  1  1112  2  2 


6  91  9  4  4 
112  12  2 

11 —  2  3  3  3 
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3. 

24 

第 1 回 日 • マ レイ シア MM 会議 （ク 

4. 1 

情報 収集 衛星 推進 委員会 設置 (内 

4. 

8 

インド、 弾道 ミサイル 発射 実験 

(平成 11) 

アラ ルン プール） 

閣） 

4. 

11 

パキスタン、 2 日 連続で 弾道 ミサイル 発射 

3. 

29 

旅団の 創設 

4. 11 

エジプト 大統領 来日 

実験 (〜 4. 15) 

3. 

29 

防衛庁 災害対策 本部 設置 運営 要領 

4.  29 

小渕 首相、 2000 年 サミ ッ トの 首脳 

4. 

14 

四 者 会合 (第 5 回、 〜 4.27) 

一部 改正 

会議の 開催地と して 沖縄県を 決定 

4. 

24 

NATO 首脳会議、 「新 戦略 概念 採択」 

4. 

2 

「調達 改革の 具体的 措置」 を 公表 

5.  3 

日米 首脳会談 

4. 

30 

カンボジア、 ASEAN 加盟 

4. 

22 

第 1 回 防衛 調達 適性 化 会議 開催 

5.  7 

情報公開法 成立 

5. 

5 

東 ティモー ルの 住民投票 を 99 年 8 月 に 行う 

5. 

24 

「周辺 事態 安全 確保 法」 及び 「自 衛隊 

との 合意 文書に、 国連 •イン ドネ シア •ポ 

法の一 部を 改正す る 法律」 国会で 成 

ル ト ガル 署名 

立」、 「日 米 物品 役務 相互 提供 協定」 

5. 

7 

NATO 軍、 在 ユー ゴース ラヴィ ア 中国 大使館 

を 改正す る 協定 国会 承認 

誤 爆 

5. 

27 

日豪 防衛 首脳会談 (野呂 田* ムーア 

5. 

17 

イスラエル 総選挙で バラク 労働党 党首 当選 

東京） 

5. 

20 

米国 査察 団、 北朝鮮の 核 施設 （クム チャン ニ） 

5. 

28 

「周辺 事態 安全 確保 法」 公布、 「自衛 

立 入 

隊 法の一 部 を 改正す る 法律案」 (在 

5. 

26 

インド 側 ジャムー • カシミール 地方 管理 ラ 

外 邦人 等の 輸送) 公布 • 施行 

イン 沿いで 戦闘 

「在外邦人 等の 輸送の ための 自衛隊 

5. 

27 

「フ ィリ ピンに 一時 立ち寄り 中の 米軍の 地位 

の 航空機 及び 船舶の 使用 等に つい 
て」 閣議 決定 

6. 

3 

に関する 米 比 協定 (VFA)J フィリピン 批准 
金 永 南 • 北朝鮮 最高 人民 会議 常任委員 長訪 
中 

ユー ゴース ラヴィ ア 連邦政府、 米 欧露 提示 

6. 

5 

「能登半島 沖 不審 船 事 案に おける 教 

6. 

4 

訓 、反省に ついて」 関係 閣僚 会議 了 

のコ ソヴォ 紛争 和平 案 受諾 

承 

6. 

7 

インドネシア 総選挙 

6. 

10 

陸自 による 屈 斜路湖 老朽 化 化学 弾 

6. 

10 

国連 安保理、 国際 安全保障 部隊 (KFOR) のコ 

の 査察 支援 (〜 6. 11) 

6. 17 

小渕 首相 ケルン サミ ッ ト 出席の た 

6. 

15 

ソ ヴォ 展開を 含む 和平 決議を 採択 
北方 限界 線を 越境し た 北朝鮮 警備艇 等と 韓 
国 側 警備艇 との 間 での 銃擊 事件 

6. 

18 

浅海 域 音響 技術に 係る 日米 共同 研 

め訪独 (20 日 G  8 宣言 採択） 

6. 

22 

南北 次官 級 当局者 会談 

究 に関する 日米 政府 間の 交換 公文 

21 日、 日英 首脳会談、 22 日、 日 • 

6. 

25 

米 政府 、北朝鮮の 核 疑惑 施設 （クム チャン ニ） 

及び 了解 覚書 署名 

北欧 首脳会談に 出席、 24 日 帰国 

について、 現時点では 94 年の 枠組み 合意に 

6. 

29 

平成 11 年 6 月 3 日から 7 月 3 日 ま 

6.  29 

ブゼク • ポーランド 首相 来日 （〜 

違反して いないとの 報告を 公表 

での 梅雨前線 豪雨に 係る 災害 派遣 

7.2) 

(〜 7. 2) 

7.  5 

7.  8 

ハワード. オース ト ラ リア 首相 来 

日 （〜 7_9) 

r 中央 省庁 等 改革の ための 国の 行政 
組織 関係 法律の 整備 等に 関する 法 

7. 

9 

李 登 輝 • 台湾 「総統」、 中 台 関係に ついて 「特 

7. 

13 

第 2 回 日韓 安保 対話 (〜 7. 14、 東京） 

律」 及び 「地方分権の 推進 を 図る た 
めの 関係 法律」 成立 
小渕 首相 訪中 (〜 7. 11) 

殊な 国と 国と の 関係」 で あると 発言 

7. 

22 

第 3 回 日露 防衛 当局 間 共同作業 グ 

7.  22 

ンッ プリ _ • ニュー ソーラン ド备 

ルー プ (課長 レベル 協議） （〜 7. 23、 
東京） 

相 来日 （〜 7. 23) 

7. 

23 

東京 高裁、 第 2 次 厚木基地 騒音 訴 
訟 判決 (原告 •国と もに 上告せ ず。 
11. 8. 7 判決 確定） 

7. 

27 

第 2 回 日 • シンガポール MM 協議 
(シンガポール） 

8.  9 

「国旗 及び 国歌に 関する 法律」 成立 

7. 

28 

日米 防衛 首脳会談 (野呂 田 •コー ェ 

(13 日 施行) 

8. 

2 

中国、 自国 領内で 新型の 長距離 地対地 ミサ 

ン、 東京） 

8. 

3 

イル 発射 実験 
米 朝 協議 (〜 8. 10) 

8. 

5 

四 者 会合 (第 6 回、 〜 8. 9) 

8. 

5 

海上 自 衛隊 と 韓国 海軍と の 初の 捜 

8. 

7 

チェ チヱ ン 共和国に 拠点を 置く イスラム 武 

索 • 救難 活動の 共同 訓練 (九州 西方 

装 勢力、 ダゲスタン共和国に 侵入、 ロシア 

海域） 

軍と 戦闘 

8. 

14 

平成 1 1 年 8 月 豪雨に 伴う 玄倉川 中 

8. 

10 

北朝鮮、 日朝 関係に 関する 政府 声明 発表 

洲キ ャン プ者 水難 事故に 係る 災害 

8. 

10 

印 パ 南部 国境 付近で イン ド 軍機が パキ スタ 

派遣 (〜 8. 25) 

ン 機を 撃墜 

8. 

15 

F —  4  EJ 改 墜落 (空 自、 九州 西方 海 
上） 

日露 防衛 首脳会談 (野呂 田 • セル ゲ 

8. 

16 

8. 

17 

トルコで 大地震 発生 

ー エフ、 モスクワ） 

8. 

16 

防衛庁と ロシア 国防省との 間の 対 
話 及 び 交流の 発展の ため の 基盤 構 
築に 関する 覚書 署名 （モスクワ） 

8. 

16 

弾道 ミ サイ ル 防衛 (BMD) に 係る 日 

8. 

23 

キル ギスで 日 本人 技師 らが イスラ ム 武装 勢 

米 共同 技術 研究に 関する 日米 政府 
間の 交換 公文 及び 了解 覚書 署名 

力に より 拉致 

8. 

24 

「空中給油 機能に 関する 検討に つい 
て」 安全保障 会議 審議 

8. 

25 

「周辺 事態 安全 確保 法」 施行 

8. 

26 

第 4 回 日豪 PM 協議 （キャンベラ） 

8. 

27 

第 4 回 日 豪 MM 協議 （キ ャンべ ラ） 

8. 

30 

東 チモールで インドネシアからの 独立の 是 
非を 問う 住民投票 実施 
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9.  2 

北朝鮮、 黄海での 北方 限界 線の 無効と 新た 

(平成 11) 

9.  4 

な 海上 軍事 分界線の 設定を 宣言 
東 チ モールでの 住民投票 結果 発表、 自治 案 
拒否 (独立 支持) が 圧倒的多数 

9.  5 

イスラエル •パレスチナ 自治 政府、 ワイ* 
リバー 合意の 履行 再開 に関する 修正 合意 文 
書に 調印 

9.  7 

北朝鮮の ミ サイ ル 発射 問題 等 をめ ぐる 米 朝 

9.  8 

第 6 回 日韓 防衛 実務 者 対話 (東京） 

協議、 対話を 継続す る ことで 合意、 共同 新 

9. 10 

江 間 事務次官の 東南 ア ジア 諸国 訪 

9. 12 

APEC 首脳会談、 日米 韓 首脳会談 

聞 声明を 発表 (〜 9.12) 

問 （〜 9. 17、 シンガポール、 マ レイ 

(ニュージーランド） 

9. 15 

国連 安全保障 理事会、 東 チ モールへの 多 国 

シア、 ヴ イエ ト ナム） 

9. 14 

クレティエン • カナダ 首相 来日 (〜 

籍軍 派遣 承認 決議案を 採択 

9.  20 

海上 自衛隊と ロシア 海軍との 捜索 

9.18) 

9. 17 

米、 北朝鮮に 対する 制裁を 一部 緩和す る 声 

• 救難 活動の 第 2 回 共同 訓練 (房 総 

明を 発表 

半島 沖） 

9.  21 

台湾で 大地 露 発生 

9.  23 

トルコ 共和国に おける 国際 緊急 救 

9.  24 

北朝鮮、 今後 米 朝間で 高位 級 会談を 行う こ 

助 活動に 必要な 物資の 輸送を 実施 

と 及び この 会談が 行われる 期間は ミサイル 

する ため 自衛隊を 派遣 (〜 11.22) 

の 発射を 凍結す る 旨 表明 

9.  25 

「日米 物品 役務 相互 提供 協定を 改正 
する 協定」 発効 

9.  29 

ロシア 軍 部隊、 チヱ チェン 共和国に 進攻 

9.  27 

第 2 回 日 • タイ PM 協議 (東京） 

9.  27 

第 2 回 日 • タイ MM 協議 (東京） 

9.  30 

東海 村 ウラン 加工 施設に おける 事 

9.  30 

茨城県 東海 村の 民間の ウラ ン 加工 

故に 係る 災害 派遣 (〜 10 .3) 

施設で 臨海 事故が 発生、 69 人が 被 

10. 1 

中国、 建国 50 周年を 迎え、 軍事 パレードを 

ばく、 うち 作業員 2 人 重体 （1 人は 
12 月 21 日 死亡） 

実施 

10.  5 

瓦 長官 就任 

10.  5 

自民、 自由、 公明の 3 党 連立の 小 

10.  7 

第 6 回 日中 安保 対話 (〜 10. 8、 東京） 

渕第 2 次 改造 内閣 発足 

10.  6 

CTBT 発効 促進 会議 (〜 10. 8、 ウイーン） 

10. 12 

諸冨 被告人 ほか 12 名に 対し、 背任 

10. 12 

米 政府、 ペリー報告を 公表 

罪 等で 有罪判決 (東京 地裁） 

10. 12 

パキスタン において 政変 発生、 シャリフ 首 

10. 18 

第 4 回 日露 防衛 当局 間 共同作業 グ 

相 解任 

ループ (課長 レベル 協議） （東京） 

10. 13 

米上院、 CTBT 批准を 否決 

10. 19 

第 4 回 アジア • 太平洋 地域 防衛 当 

10. 15 

パキスタン 軍部、 非常事態 宣言を 発表、 ム 

局 者 フォーラム （〜 10.21、 東京） 

シャラ フ 陸軍 参謀 総長が 政権を 掌握 

10.  20 

インドネシア 国民 協議会は、 インドネシア 

による 東 チモー ル 併合の 取消を 正式に 決定 

10.  20 

イン ドネ シア 国民 協議会は、 大統領に イス 

10.  22 

第 1 3 回 TMD 日 米作 業 グループ 会合 

ラム 組織 ナフ ダ トール • ウラ マの アブ ドル 

(東京) 

10.  31 

平成 1 1 年度 航空 観閲式 開催 (航空 自 
衛隊百 里 基地） 

10.  25 

ラーマン •ワヒ ド 議長を、 副大統領に 闘争 
民主党の メ ガワ ティ 総裁を、 それぞれ 選出 
(〜 10.21) 

国連 安全保障 理事会、 東 チモー ル 暫定 統治 
機構 (UNTAET) 設置の 決議案を 採択 

10.  31 

シュレーダー. ドイツ 首相 来日 (〜 
11.2) 

11.  2 

政府、 10 年 8 月の 北朝鮮の ミ サイ 
ル 発射に 対 し取っ た 制裁 措置のう 
ち、 チャーター 便の 運行 停止を 解 

国会で 初の 党首 討論 

11. 10 

11. 12 

天皇陛下 御 在位 1 0 年 記念式典 挙行 

11. 12 

トルコで 大地震 発生 

11. 15 

H  2  ロケット、 打ち上げ 失敗 

11. 15 

米 朝 協議 (〜 11.2 2) 

11. 19 

「 東 チ モール 避難民 救援 国際 平和 協 

11. 15 

ワヒッ ド •イン ドネ シア 大統領 訪 

力 業務 実施 計画」 な ど 閣議 決定 

0(-11.16) 

11.  22 

東 チ モール 避難民 救援の ため、 イ 

11.  22 

沖縄県 知事、 普 天 間 飛行場の 移設 

ン ドネ シアへ 自衛隊を 派遣 (〜 
2000.2 .8) 

候補地を 表明 

11.  22 

T 一 33A 墜落 (空 自、 入 間 川 河川敷） 

11.  22 

江 間 防衛 事務次官 訪中 (〜 1 1 . 28) 

11.  29 

日 蘭 次官 級 協議 (東京） 

11.  30 

アブ ドッ ラー • ヨルダン 国王 来日 
(-12.3) 

12. 1 

村山訪 朝団、 北朝鮮へ 出発。 同訪 
朝団と 朝鮮 労働党は 共同 発表に 調 
印㈠ 2. 3) 

12.  3 

ォウム 関連 2 法 (「無差別 大量 殺人 
行為 を 行った 団体の 規制 に関する 
法律」、 「特定 破産法 人の 破産 財団 
に 属すべき 財産の 回復に 関する 特 
別 措置 法」） 成立 
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年 

防  衛 

国  内 

国  際 

1999 

12. 14 

日本 政府は 北朝鮮との 間で 国交 正 

(平成 11) 

常 化 交渉 再開の ための 予備会談 及 
び 人道 問題に 関する 赤十字 会談を 
開始す る 旨 発表。 また、 対 北朝鮮 
食糧 支援の 見合わせと 措置の 解除 
を 発表 

12. 15 

シリア •イスラエル 交渉 再開 

12. 16 

ジョスパン. フランス 首相 来日 （〜 

12. 17 

国連 安全保障 理事会、 イラク 問題に 関する 

12. 17 

「空中給油 機能に 関する 検討に つい 

12.19) 

包括的 決議案 を 採択し、 UNSCOM に 代えて 

て」 安全保障 会議 了承 

12. 19 

日朝 赤十字 会談 

UNMOVIC を 設置 

12.  20 

日朝 国交 正常化 交渉 予備会談 (〜 

12.  20 

ポルトガル 統治 下の マカオ、 中国に 返還 

12.21) 

12.  31 

エリツィン. ロ シア 大統領、 辞任 

12.  27 

海上保安庁との 間 で 「不審 船に 係る 

12.  27 

沖縄県 名 護 市長、 普 天 間 飛行場の 

共同 対処 マニュアル」 策定 

12.  28 

代替 施設の 受け入れを 表明 
公安調査庁、 公安 審査 委員会に 「無 
差別 大量 殺人 行為 を 行った 団体の 
規制に 関する 法律」 (25 日 施行) によ 
り、 オウム 真理 教 に対する 観察 処 
分を 請求 

「 普 天 間 飛行場の 移設に 係る 政府 方 
針」 閣議 決定 

2000 

1.  5 

日米 防衛 首脳会談 (瓦 • コーエン、 

1. 1 

コンピュータ 西暦 2000 年 問題、 大 

1.  4 

イタリア、 北朝鮮と 国交 樹立 (G  7 の 中で 初 

(平成 12) 

ワ シン トン） 

きな トラブル なし 

めて） 

1. 11 

日印 防衛 首脳会談 (瓦 •フェルナン 

1. 10 

首相、 東南アジア 3 力 国 歴訪 （カン 

デス、 東京） 

ボ ジア、 ラオス、 タイ） （〜 1.15) 

1. 11 

依田 防衛 総括 政務次官の イン ドネ 
シア •フイ リピン 訪問 （〜 1.18) 

1. 13 

第 21 回 日米 装備 • 技術 定期 協議 (東 

1. 17 

民間 事業者に よる 対人 地雷 廃棄 開 

京） 

始 

1. 18 

第 2 回 日加 PM 協議 （オタワ） 

1.  24 

科学技術庁の ホームページ が 侵入 

1.  22 

米 朝 協議 (〜 1 . 28) 両国は 近く 再 協議 を 行い、 
北朝鮮 高官 訪米に 向けて 最終的な 詰めを 行 

され、 内容を 書き換えられる （最終 
的に 19 省庁が 不正 アクセス 等を 受 
ける） 

うこと で 合意 

2. 1 

オウ ム 真理 教 （ア レフと 改称） の 観 
察 処分 決定、 官報に 公示 

2.  2 

衆議院 定数 削減 法案 成立 

2.  6 

ム ラリ エフ. キル ギス 首相 来日 （〜 

2.  6 

プー チン •ロシア 大統領 代行、 チヱ チェン 

3. 14 

藤 縄 統合幕僚会議 議長 訪韓 (〜 

2.9) 

共和国の 首都 攻略 作戦の 終結を 宣言 

3.17) 

2.  9 

新 「露 朝 友好 善隣 協力 条約」 署名 

3. 16 

日米 防衛 首脳会談 (瓦 •コーエン、 

2. 13 

フェルナンデス* ドミニカ 大統領 

東京） 

来日 （〜 2. 17) 

3. 16 

有事 法制に 関し、 自自公 3 党が 法 

2. 16 

参議院の 憲法 調査 会 初 会合 0  7 日 衆 

制 化 を 目指し た 検討 を 開始す るよ 

議院） 

2.  21 

中国、 「一つの 中国の 原則と 台湾 問題」 （台湾 

う 官邸に 申し述べ 

2.  20 

コックス. オランダ 首相 来日 （〜 

白書) 発表 

3.  22 

T 一 2 墜落 (空 自、 宮城県 女 川 町 山 

2.22) 

岳 地） 

2.  29 

オウム 関連 企業、 防衛庁、 文部省 

3.  24 

野戦 砲 用 高 安全性 発射薬に 係る 日 

ら 中央 省庁 • 大企業の コン ピュー 

米 共同研究 に関する 日米 政府 間の 

タソフ ト 開発を 請け負った ことが 

交換 公文 及び 了解 覚書 署名 

判明 

3.  28 

「防衛庁 設置 法 及び 自衛隊 法の 一部 
を 改正す る 法律」 （自 衛官の 定数 及 
び 予備 自衛官の 員数の 変更) 施行 

3.  8 

米 朝 協議 (〜 3. 15) 

3.  29 

有珠山 噴火に 伴う 災害 派遣 開始 

3. 18 

台湾 「総統」 選挙 実施、 民 進 党の 陳水扁 候補 

3.  31 

東富士 演習場の 使用に 関する 第 8 

が 当選 

次 協定 締結 

3.  26 

ロシア 大統領選挙 実施、 プー チン 大統領 代 

4. 1 

傅 全 有 中国 総 参謀長、 総 参謀長と 

行が 当選 

して 初の 公式 来日 （〜 4. 6) 

4. 14 

ロ シア 下院、 戦略兵器削減条約 (START  n  ) 

4. 1 

「自衛隊 員 倫理 法」 施行 

を 批准 

4. 1 

「 地方分権 一括 法に よる 改正 駐留軍 

4.  24 

2000 年 NPT 再検討 会議 (〜 5. 1 9、 ニュー ヨー 

用地 特措 法」 施行 

3.  31 

有珠山 噴火、 避難 住民 17000 人。 政 

ク） 

4. 1 

防衛 施設 中央 審議会 発足 

府 対策 本部を 設置 

5.  7 

プー チン •  ロシア 大統領 代行、 正式に 大統 

5.  2 

日 星 防衛 首脳会談 (瓦 •タン、 シン 

領に 就任 

ガポ ー ル） 

5.  8 

オース ト ラ リアと 北朝鮮が 外交関係の 再開 

5.  4 

日 越 防衛 首脳会談 (瓦 • チャー、 ハ 

に 合意 

ノイ） 

5.  24 

米 朝 協議 (〜 5. 30) 

5.  8 

防衛庁、 市ヶ谷 庁舎へ 移転 

4.  4 

日朝 国交 正常化 交渉 第 9 会 本会議 

6. 13 

南北 首脳会談 (〜 6. 15、 平壌〉 

5.  22 

日韓 防衛 首脳会談 (瓦 •趙、 東京） 

(〜 4. 7) 

6. 19 

米国、 北朝鮮に 対する 経済制裁の 一部 緩和 

6. 19 

第 7 会 日中 安保 対話 (北京） 

4.  5 

森 内閣 成立 

を 実施 

6. 19 

藤 縄 統合幕僚会議 議長 訪中 （〜 

4.  8 

アール パー ド. ハンガリー 大統領 

6.  21 

北朝鮮、 米 朝 協議が 行われて いる 間の ミサ 

6.25) 

来日 （〜 4. 14) 

イ ルの 発射の 凍結を 再度 表明 

糸 ） 本 白書の 対象 期間 にか かる 直 近の 2 年 (1 999 〜 2000 年） について は、 詳しく 記載して ある。 
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用語 索引 


(注） 1 本 索引は、 本文、 コラム、 図表の 夕仆 ルに 使用され ている 
用語を 対象と して 作成して います。 ただし、 防衛庁 内の 各 
組織に 関する 説明、 契約の 方式 及び 予定 価格の 算定 方 
式に 関する 説明の ある 図表に ついては、 図表 中の 用語 も 
対象と しています。 

2 ゴシック 体の 用語は、 防衛 政策 や 自衛隊の 行動に 関する 
基本的な 用語。 また、 （cf) は 関連す る 用語 又は 略語。— の 
ある 場合は、— の 示す 用語 又は 略語を ご 確認 下さい。 

3 数字は その 用語の 出て いる ページ （之〜 5 は、 その 間の 
全 ページに 連続して 出て いる ことを 表して います)。 また、 
ゴシック 体の ページは、 その 用語 t こ 関する 説明 (用語が 国 
名の 場合は、 国防 政策に 関する 説明) の ある ページ。 


春 


% 


アジア • 太平洋 諸国 安全保障 セミナー  191 

アジア • 太平洋 諸国 海軍 大学 セミナー  191 

アジア. 太平洋 地域 防衛 当局者 フォーラム 

104, 190 

厚木 海軍 飛行場 (米軍 家族 住宅地区 

大気 環境 保全 問題） （cf 環境） 141216 
新たな 体制への 移行  91,96,97, 103, 109, 198 
安全 (管理）  93, 103,121, 196,217 

安全保障 会議 

70,75 ,82, 92, 94, 105, 126, 155, 165 
安全保障 理事会— 国連 安保理 
安全保障 対話 (安保 対話） •防衛 交流 
(cf 多 国 間の ••、二国間の •  • ） 

77,91， 117, 128, 170,18 2，190 
安定化 部隊 (― SFOR) 


い 


一般 競争 (契約、 入札）  225, 227,233 

一般 (職 国家、 の) 公務員 109, 112, 113, 211,224 


海上 警備 行動  37，103 ,151, 155, 156, 158 

海上 交通の 安全 確保の ための 作戦  85 

海上自衛隊  37,  55,81 ,85,  87, 

92,  96，10 0，10 3, 111, 
119, 121, 150, 152, 155, 
158, 160, 161, 164, 178, 
179, 181, 184, 185, 188, 
191， 193,197 ,201, 204, 
217,232 

海上 _ 衛隊 演習  119, 150 

海上 配備 型 上層 システム (― NTWD) 

海上保安庁  149, 150, 155, 156, 

158,15 9，19 7,20 2,203 

海賊 行為  58,60 

化学兵器 禁止 機関 (+OPCW) 
化学兵器禁止条約 (—CWC) 

化学 防護 (車、 隊） （cf 特殊 武器 (防護)） 160, 
162, 163, 168, 194, 196,206 
核実験  7,  8, 22, 23,5 0, 53,195 


42, 44,  62,  63, 141,156 
北朝鮮に よる ミサイル 発射 事 案 

— ミサイル 発射 (事 案） 
46, 53, 58,  61， 81, 83, 
93，10 6, 112, 115, 116, 121, 
141, 142, 145, 146,  204, 
205,21 0,21 6,218 〜 220 
214 
71，7 6,77 
161 

18, 96,11 3，11 6, 117, 
168,20 1，20 3, 211，21 2, 
229,233 
11， 78,  91,  99, 102, 
106，10 9，11 2, 117,  120, 
168,20 2,210 ,211 
極東 ロシア 軍  3,32, 45 〜 48,75 

共同 演習  10,2 7, 43, 58, 128 

共同 訓練  128, 158, 159, 184, 186, 193 

共同 作戦計画  128 

共同 統合 任務部隊 (-CTJF) 


基地 (cf 駐屯地） 


基地 騒音 訴訟 

基盤 的 (な) 防衛 力 (構想) 

救急 患者の 輸送 
教育 (部隊） 


教育 訓練 


インター オペラ ピリ テイ 

142 

核 •生物 • 化学兵器 レ伏 量 破壊 兵器、 NBC) 

機雷 

85, 87,131 ,201 

医療 

100, 103, 159, 161, 

2,7 

緊急事態 

127, 128, 131， 149, 150, 

178,17 9，18 6,20 1,20 2, 

核兵器 不 拡散 条約 (― NPT) 

162,202 ,215, 218 

206 

• 

核兵器 (核 戦力） 

2,3,7,  8 ， 13, 17, 

18, 22 〜 25, 32,  45,  46, 

緊急発進 

81 

• 

50 〜 53,69 ,71,  7 5,77 

ウィーン 文書 

27 

核兵器 開発 疑惑 

36, 38,  39, 41， 43,44 

空中給油 (機、 機能) 

14, 54, 92,  93，104 

有珠山 

160，198 

画像 情報 支援 システム (― IMSS) 

空中 警戒 待機 (—CAP) 

參 

過 払 事 案 (処理 要領） 

227,22 9,230 

空挺 (団 •攻撃） 

87, 152, 197 

観閲式 (観艦式） 

204 

軍事 (科学) 技術 

9 ,27,67, 82, 93,101 ,109 

衛生 

103,131, 163,17 8,201 

環境 (問題、 保全） 

44, 144, 146, 213, 214, 

軍事に おける 革命 (— 

-RMA) 

沿岸 監視 隊 

81 

216,21 7,222 

軍備管理 •軍縮 

7 ,22,24, 26, 27,  52, 

沿岸 • 重要 施設の 警備な ど  149, 150 

関係 省庁 

101， 141, 149, 151， 

61，66, 74, 75,77, 91， 

演習 (場） （c 体 土  5 演習場）  27, 28, 37, 47 〜 

156,159 ,169, 200,20 2, 

117, 128, 170, 182, 194 

49,54, 102, 120, 121, 

216,220 

訓練 (C 拱 同訓 練、 射撃 訓練、 統合 訓練、 

146,21 3,21 4,216 ,218, 

関係 地方公共団体— 地方公共団体 

日米 共同 訓練) 

18,37 ,44, 45, 47,  48, 

220,222 

間接 侵略 事態 

77 

55,58,93,98,99, 102, 

お 

官民 (人事) 交流 制度 

224 

104，11 4, 117,  ”8 〜 121， 

管理局 

229 

145, 146, 150, 152, 156, 

欧州 (諸国） 

2,  3, 11， 17,1 8, 

韓国 

7, 13，1 4，1 7, 32, 34, 

172,196 ,197, 202 〜 205 

24, 26 〜 32,61，63,75, 

37,41， 42 〜 44,5 0,  60 〜 

訓練 招集 

114, 115 

182, 183, 185, 188 

62, 184, 193 

け 

欧州 安全保障 • 協力 会議 (—CSCE) 

欧州 安全保障 • 協力 機構 (一OSCE) 

欧州 安全保障. 防衛 アイ デン テイ テイ (—ESDI) 


_ 


規格 •仕様書 


226,227 


警戒 (監視 活動)  46,  78, 80, 81， 双 102, 131, 155 
警察 (機関 •官）  149 〜 151, 158, 160, 


欧州 軍団 (― EUROCORPS) 

基幹 部隊の 見直し 

92,  96,99 

202, 203, 208 

欧州 通常戦力 (― CFE) 

技術 (科学技術） （cf 軍事 科学技術）  9 〜 12, 

契約 本部 

228,229 

欧州連合 (― EU) 

17,22 〜 24,39 〜 41, 48, 

ゲリラ. コマン ドウ 攻撃 9,99, 102, 104, 105, 129 

オーストラリア. グルーブ (― AG) 

51，7 3,  99, 109, 116, 119, 

原価 監査 

227,232 

オープン •ス カイズ 条約 

27 

122, 123, 143, 153, 165, 

原価計算 (部門、 方式）  104, 125, 227 〜 229 

沖縄 政策 協議会 

220 

168，169 ,226, 232 

減価 提案 制度 

228 

沖縄 3 事 案 

219 

技術 研究 (開発） 

37, 51,  78, 91, 92, 103, 

研究開発 — 技術 研究 (開発) 

沖縄に 関する 特別 行動 委員会 (—SACO) 

116,12 2, 123, 125, 165, 167 

研究 本部 

103, 104, 168 

沖縄 米軍 基地 所在 市町村に 

技術 研究 本部 

109, 111, 116,215 

原子力 供給 国 グルー ブ (― NSG) 

関する 懇談会 

220 

技術 実証 型 研究 

123 

原子力 災害 派遣  162,16 3,20 7,208 

沖縄 米軍 基地 問題 協議会 

219 

北大西洋条約機構 ( 

一 NATO) 

原子力 災害対策 (特別措置 法、 本部 長） 162,207 

オタワ •プロセス 

24, 195 

北朝鮮 

7,  8, 23,34 〜 41, 

324 


こ 


航空自衛隊 

81 〜 83, 85, 87, 92,  96, 
100, 103, 111, 119，121, 
150, 152, 160 〜 162, 171， 
173, 176, 177, 179, 191， 
197,198 ,201, 204 

航空 総隊 総合 演習 

119 

航空 警戒 管制 部隊 

83, 96，119 

航空優勢 

83 

交戦権 

67,68 

広報 

175,20 0,204 

合理化 •効率化 •コンパクト 化  76,91 

後方 支援 

11， 77,78, 115, 116, 
149，17 3,17 5，191 ,218 

後方地域 支援 

131, 136, 137, 142 

後方地域 捜索 救助 活動  136, 137 

護衛艦 (部隊） 

85,  92,  96, 100, 103, 
150, 152, 155, 156, 158, 
204 

国際 安全保障 部隊 (― KFOR) 

国際 緊急 援助 活動  77, 93，10 4，128 ,170, 

178,17 9,210 

国際 緊急 援助 隊法 (国際 緊急 援助 隊の 

派遣に 関する 法律）  178,179 

国際 原子力 機関 (—IAEA) 

国際 航空 防衛 教育 セミナー  191 

国際 士官候補生 会議  190 

国際 平和協力 業務  77,  78,  91，10 2, 104, 

117, 170, 171 〜 173，17 5, 
177,210 

国際 平和協力 法 (国際連合 平和維持活動 等 
に対する 協力に 関する 法律） 171 〜 173，175 
国際 防衛 学 セミナー  190 

国際連合 要員 及び 関連 要員の 安全に 
関する 条約  22 


国防の 基本 方針  68 

国防費  11,18 ,32, 36, 42, 51, 58, 108 

国連 （国際連合）  2,  3,  6 〜 9, 19 〜 

22,24,32,36,66,75,77, 
127, 142, 151, 175, 178, 


194 〜 196 


国連 安保理 (決議）  3,  6,30,31,139 

国連 監視 検証 査察 委員会 (― UNMOVIC) 
国連 軍備 登録 制度  194 

国連 特別委員会 (—UNSCOM) 

国連 難民 高等弁務官 事務所 (—UNHCR) 
国連 東 チ モール 暫定 行政 機構 
(― UNTAET) 

国連 兵力 弓 I き 離し 監視 隊 (― UNDOF) 

国連 (の) 平和維持活動 切， iP， 20 〜 22,  73, 
117, 128, 142,173 
国連 防護 隊 (-^UNPROFOR) 

コ ソヴォ  5,  6, 19,3 0, 31，50 

国家 ミサイル 防衛 (- ►NMD) 

国境 (問題）  4,  6,1 0，1 6, 28, 47, 4 8,50 

ゴラン高原 (派遣 輸送 部隊）  171,17 3,174 
(コンピュータ） （西暦) 2000 年 問題  27, 161 


コンピュータ. セキュリティ 


100,16 8,169 


m 


サイバー テロ  169 

災害 救援 (活動）  78,160 ,206, 209 

災害 派遣  98, 101, 104, 159 〜 

162, 164, 178, 191, 197, 
198,  201， 205 〜 209, 
210,215 

在外邦人 (など) の 輸送 (保護） 104, 138，14 2, 
149,150, 152, 197 〜 202 
再 就職の 在り方の 見直し  226, 229 

在日米軍 (cf 米軍）  91，142 ,146, 213, 216 

在日 米軍 施設 • 跳 126,14 5,21 3, 216 〜 222 
在日米軍 駐留 支援  105 

在日米軍 駐留 経費  106, 141 


在日 米軍 基地に 関する 特別委員会 
再任 用 制度 


219 

224 


❿ 


自衛官 


70,82 ,98, 11 2, 113 〜 
115, 117, 118, 137, 162, 
175, 191, 194 〜 196, 208, 
210 〜 212,22 4,230 
自 衛 艦の 修理 契約 問題  230,231 

自衛権  66,  67,  68 

自衛隊 地方 連絡 部  112,210 

自 衛隊の （が) 行動 (する 場合）  89, 101 

自衛隊 病院  103,201 

自 衛 隊員 倫理 法 (規程）  105,225 

自 衛隊法  80,8 9, 155, 206, 208,211 

自 衛隊 法の (一部) 改正 135, 138, 149, 150, 
152,162 ,163, 224, 229 


支援 戦闘機 (部隊） 
指揮 (監督 通信、 統制） 


87，100 
,  70,  78,  91,  99 〜 
101, 109, 136, 168 
指揮所演習  31， 120, 142, 163, 164 

指向性 散弾  196 

自主 派遣  206 

指針— 日米 防衛 協力の 指針 
地震 防災 派遣  207,208 

師団  11,1 3, 37, 42, 43, 46, 56, 

60,6 1，87,  92,  96, 98, 103, 
118, 121, 160,20 1，209 
文民統制 

112, 115,116 


シビリ アン •コントロール 

事務官 （•技官 •教官） 
指名 競争 (契約、 入札) 
射撃 訓練 
若年 (定年制） 

就職 援護 
集団 的 自衛権 
周辺 海域の 防禕  テ 
周辺 事態 


225,22 7,231 〜 233 
120,12 1，214 ,220, 222 
112,113 ,211， 224 
113,11 4,21 0,211 ,230 
68, 150 
85, 129 

127,131, 133 〜 139, 142, 151 


周 辺 事態 安全 確保 法  126,13 5，13 9，142 

首相官邸  101, 149, 160 

出動 時 (cf 防衛 出動、 治安 出動）  97,98 

取得 改革  99,10 5,12 5,228 


哨戒 (機、 ヘリ）  42,818 5, 92, 96, 100, 

103, 104, 152, 155, 158, 193 
情報  9 〜 12,26 ,27, 42,  73, 

78,  81,  82,  89,  91, 100, 
101， 103, 154, 160, 163, 
182, 189, 194 

情報 交換  76, 92,127 ,131， 140, 

141, 154, 159, 167 
情報 収集 (衛星、 活動、 艦、 体制） 37,55,56, 
82, 99, 100, 153 〜 155, 160, 
161,179 ,198, 206, 209 
9 ， 10, 12, 142 


情報 戦 
情報 公開 
情報 連絡 (体制） 

情報 本部 
正面 (契約 額、 装備） 

処遇 (改善） 

地雷 (c 例* 人 地雷 (禁止条約)) 
新 戦略 概念 


204, 205 
156,15 8,205 
100, 103, 109,215 
93,  94,99 
99，10 2，109 ,210 
24,5 0,77, 195 
14,28,31 


新 中央 指揮 システム （― NCCS) 

人道 (上、 的、 問題）  3,  5,10 ,18, 20, 30, 

44, 50, 175, 178,195 
人道的な 国際 救援活動  74, 128, 142, 171 

人民解放軍  52,  62, 186, 187 

信頼 • 安全 醸成 措置 (-CSBM) 

信頼醸成 (cfCBM)  7, 28,  62, 182, 189, 

191, 193 

侵略 (事態）  15,6 0,66,  71,  72,  77, 

78,80 ,81, 83, 85,  90,  91， 
117,135 ,197, 206 


す 


随意 契約 
スクランブル 
ステルス イ匕 


125, 225, 227, 228, 231， 232 
緊急発進 

9,  93，103 


西欧 同盟 (― WEU) 

生活 関連 施設  99, 102 

政策 協議  76, 127, 131， 140, 185 

政府 専用機  150,202 

生物 •化学兵器 (c 漱 •生物 •化学兵器）  8,9, 
23, 36,16 7，16 8，194 〜 196 
生物兵器 禁止条約 (—BWC) 

石油 製品 入札 談合 問題 
接受国 支援 

戦域 ミサイル防衛 (—TMD) 

尖閣 諸島 

17.26 .37. 47,  53,  87, 
99，11 8，12 0，12 1， 194,214 

67 〜 69,  76,  93, 127, 164, 165 

9. 14.3 7. 42. 47,  53, 
85,87,96, 100, 112,232 

船舶 検査 活動  139 

前方 展開  11，13 ,14,  60,7 3, 127 

戦略 核 戦力— 核兵器 (核 戦力） 
戦略兵器削減条約 (—START) 

戦略 防衛 見直し  18 


230, 231 
73 

54 〜 56 


戦車 (部隊） 

専守防衛 

潜水艦 (部隊） 


325 


馨 


弾力性 


掃海 (艇、 部隊、 母艦）  85, 96，10 0, 152, 179, 

181， 197，19 8,201 
早期 警戒 (機）  55, 56, 81， 82，100 

早期 警戒 管制 機 (cf  AWACS)  82,83 

早期 警戒 情報  155 

相互 協力 計画  128, 149 

装備 （品、 面） （c 征面 装備）  9, 13 〜 15,2 6, 27, 
32, 46,  52,  53,  61， 73,  77, 
78,  89,  97，10 1，102 〜 
106，109 ,119, 121 〜 125, 
143, 156, 158, 163, 165, 
167, 168, 178, 179, 194, 
196，19 7,20 0,20 4, 211， 
216,22 7,229 

装備 品の (更新 •） 近代化 11，1 9, 36, 51， 56, 
58, 91， 99, 117，120 
即応 予備  _  衛官  78,  91, 92, 96, 98, 103, 

112, 114, 115，16 3,212 
即応 予備 g 衛官 雇用 企業 給付金  212 


た 


_ 


76,  78,91 ,98 


第 1 次 戦略兵器 削 減 条約  13,24,25 

大規模 災害  91， 103, 109, 160, 163, 164 

大規模 災害な ど 各種の 事態への 対応 75 〜 

77, 148, 197 

体験 入隊 (航海）  204,205 

大綱— 防衛 計画の 大綱 
対人 地雷 (禁止条約） (cf 地雷） 9, 24, 19 5，196 
第二次世界大戦  2, 20,66 ,67,  71 

第 2 次 国連 ソマリア 活動 (― UNOSOM  n ) 

第 2 次 戦略兵器削減条約 (-START  E) 

太平洋 地域 陸軍 管理 セミナー (—PAMS) 

対米 協力 措置  149 

大陸間弾道ミサイル (― ICBM) 

大量破壊兵器 (c«  •生物 •化学兵器 ）1  5 〜 
8，1 0，1 2, 15，1 7, 22, 23, 
36,  39,  73,  75,  77, 164, 
194, 196 

大量 避難民 対策 (cf 難民）  149 

台湾  49,50 ,53,  56,58 

打撃 力  83, 85, 87，129 

竹 島  32 

多 国 間の (安全保障) 対話 

(c 按全 保障 対話 • 防衛 交流）  3 ,32,61,  63, 

182 〜 184, 188, 189, 192 
多国籍軍  3，18 ,21, 3 0,59 

立 入 検査 (活動）  156, 158, 159 

弾道 ミサイル (c 伏 陸 間 弾道 ミサイル）  7,8, 
10，1 2, 22, 36, 37, 39, 40, 
53, 100, 129, 153, 154, 
164,165 

弾道 ミサイル （の） 開発  38, 39, 44，153 

弾道 ミサイル 搭載 原子力 潜水艦 (—SSBN) 
弾道 ミサイル防衛 (—BMD) 

(弾道 ミサイル防衛に 係る） 日米 共同 技術 研究 
92, 104, 143,  164, 165 


治安 出動  98，15 1，163 

地位 協定  144, 213,221 

チェチェン (共和国）  4 ,15,26 

地対空 誘導弾 (部隊）  83, 10 0, 119, 121 

地 対 艦 誘導弾 (部隊）  87, 99，121 

地方公共団体 (cf 都道府県 知事）  78,9 0，11 2, 
135 〜 137, 145, 164, 200, 
201，203 ,205, 206,209 〜 
211, 220 〜 222, 228, 233 
地方 調達  228,233 

着 上陸 侵攻 (対処の ための 作戦）  87, 88，129 
中期 防衛 力 整備 計画 （中期 防）  91 〜 95,  96,  97, 

99, 104, 105 

中期 防の 見直し  91,93 

中国  2,3,  8 , 17, 22 〜 24, 32, 35 〜 37, 44, 46, 
48 〜 56, 58, 59, 61 〜 63, 108, 141， 182, 186, 

187, 194 

中央 調達  228,22 9,233 

中東 戦争  6 

駐屯地 (cf 基地）  112, 168, 204, 205, 210 

駐留軍 用地 特措 法  145,219 

調整 メカニズム— 日米 間の 調整 メカニズム 
朝鮮 軍事 休戦協定  43 

朝鮮半島  3,  7, 32,34 〜 36, 39, 

42,  43,  44,  60,7 5，184 
朝鮮半島エネルギー開発機構 (—KEDO) 

調達 (cf  防衛 調達…）  78, 106, 122, 125, 179, 

227 〜 229,231 〜 234 
調達 改革  122,22 5, 226,228 

調達 改革の 具体的 措置  225, 226, 229,232 

調達 機構改革  104,206 

調達 実施 本部  109,11 1,215 

直接 侵略 (事態）  77 


⑩ 


_ 


⑩ 


104, 168 

特別 警備隊  102 〜 104, 158 

特定 通常兵器 使用 禁止 •制 限 条約 (― CCW) 
都道府県 (知事） (cf 地方公共団体） 161,206 
特別 協定  144, 145 

独立国 家 共同体 (—CIS) 

トルコ 共和国 派遣 海上 輸送 部隊  179,18 1，198 


m 


内閣 安全保障 • 危機管理 室  89, 149, 159 

内閣総理大臣 (総理）  70,7 2,  80,8 9, 109, 

136, 137, 145, 149, 155, 
158,16 2，184 〜 186,202 
〜 204,20 7,220 

内 部 部局  109, 116, 190, 215, 225, 228 

那覇 港湾 施設の 返還  221 

南極 地域 観測  203 

南沙 群島  32, 57,58 

南北 首脳会談  3, 32, 36, 42,44 

難民 (cf^C 量 避難民 対策） 2, 3, 4,  6, 20,2 8, 
131， 149, 164, 175 


に 


通信 (m,m)  9,19,44,81, 100, 101， 103, 104, 

131，17 8, 202, 206, 208,209 
通常兵器 (通常戦力）  2, 9，13 ,15, 18,2 2, 24, 

52,77, 195 


偵察  9, 19,4 8, 102, 118, 160, 163, 198 

停戦 監視 団  172 

テポ ドン 1 号  8,39 ,40, 153 

テロ  (テロリズム）  3, 4,  6,1 0，1 2, 15，1 6,77 

電子 (活動）  81，10 3,232 


東南アジア諸国連合 (― ASEAN) 

統合 運用 （統合 訓練）  97, 109, 120, 129, 163 
統合 構想  11，12 

統合幕僚会議  109, 120, 164, 184 〜 186,215 
統合幕僚会議の 機能の 充実な ど 78,  97，163 
統合 防災 演習 (cf 防災訓練） 120, 163, 164 
特殊 武器 (防護、 研究官） （cf 化学 防護） 


二国間の 防衛 交流 (安保 対話 •軍事 交流） (cf^ 
全 保障 対話 • 防衛 交流）  3,32,50,61,63, 

141, 182, 183 

日米 安保 (体制）  66 〜 68,  71,  72,  75 〜 

77,91， 126, 127, 135, 
141, 142, 144, 145, 151， 
170，18 3,213 

日 米 安保条約  72,  73,126 ,127, 135, 

141 〜 143，145 ,217, 218 
日 米 安全保障 協議 委員会 (― SCC) 

日 米 安全保障 共同宣言  71，7 2,  74,126 

日 米 安全保障 高級 事務 レベル 協議 (—SSC) 
日米 間の 調整 メカニズム  128 

日米 韓 防衛 実務 者 協議  141 

日米 技術協力  143, 166 

日米 共同 訓練  121，142 

日米 共同 調整 所  134 

日米 共同 (統合) 演習  120，142 

日米 合同委員会  216,21 8,222 

日米 首脳会談  219 

日 米 装備 • 技術 定期 協議 (― S&TF) 

日 米 物品 役務 相互 提供 協定  73,12 7，13 5, 

138,142 

(日米) 防衛 協力  72, 126, 129, 131， 141 
日米 防衛 協力の ための 指針 73,  74, 126, 
127, 131， 135, 138 〜 140, 
142, 149, 151 

日米 防衛 首脳会談  141，167 

日露 海上 事故 防止 協定  185 

日露 防衛 交流  186 

日韓 防衛 交流  184 

日韓 (海上) 共同 訓練  193 

日中 防衛 交流  141,186 

入札 (契約）  227 〜 232,234 

任期 制  112，11 3,211 


326 


は 

背任 事件 

225,230 

阪神 •淡路 大震災 

159，198 ,205, 206 

半 潜水 艇 

37 

非 核 三 原則 

69,  76, 127 

東 チ モール 国際 軍 (- >INTERFET) 

東 チ モール 避難民 救援 国際 平和協力 業務 

175, 177 

非武装地帯 (― DMZ) 


ふ 


武器 輸出 三 原則 
不審 船 (事 案 •対処） 


143 

37,99, 100, 103 〜 106, 
148, 150, 155 〜 159,169 
武装 工作員 などに よる 破壊 活動  150 


普 天 間 飛行場 
武力 攻撃 


紛争 


文民統制 


220,221 
68, 69,71 ,80, 89, 90, 
93,96, 120, 127, 129 〜 
131， 134, 135, 151 
2,3 〜 5,7 〜 11， 18,20, 
24, 27,29 〜 31， 42,5 1， 
60,6 6,  71，75 
28,  69,  76,89 


參 


米韓 相互 防衛 条約  43 

米軍 (cf 在日 米軍）  3, 5,  6,  W 〜 13,3 0,32, 

42 〜 44, 58,  60,  67,  72,  80, 
82,83,85,89,91, 120, 129, 
131， 134, 142, 149, 163, 
168, 169, 183 

米国 2, 3, 6, 8,  9,  W 〜 13,17 ,18, 23, 24, 2 6,30 
〜 32, 38, 39, 41 ， 43, 44, 46,  49,  50, 58,  60, 
61 〜 63,  67,71 〜 73,  77, 92, 121， 127，141 〜 
144, 165, 166, 168, 169, 183, 191， 194, 195 
平成 12 年度 予算  91 〜 93, 105, 106, 125, 

144，16 7，16 8, 226,229 
兵力 (構成）  11，1 9, 32, 33, 36, 37, 

46,48,52,53,60,85,87, 
89, 127,173 

平和維持 隊 への 参加に 当たっての 

基本 方針 (いわゆる 5 原則） 171 
平和維持 隊 本隊 業務 (cf  PKF)  173 

平和の ための パートナーシップ (—PFP) 


ほ 


補給 (艦、 品) 


防衛 医科大学 校 

防衛 関係 費 


30,8 7,  89,  99, 100, 
116, 122, 131, 152, 173, 
176，179 〜 181，217 
109, 111, 116,201 
92,93,  W5 〜 108 


防衛 協力 小委員会 (― SDC) 

防衛 計画の 大綱 (防衛 大綱） 75 〜 78,80 ,91， 
92,94,  96 〜 99, 122, 127, 


148，15 1，17 0，19 8,200 
防衛 研究所 109, 川， 116，18 5，186 ,191， 203 
防衛 産業  122 

防衛 施設  78, 105, 213 〜 215 

防衛施設庁 106，109 ，川， 205,21 5, 220,225 
防衛 出動  70,  80, 89,  98, 101, 148, 151, 163 
防衛 招集  114，115 

防衛 人事 審議会  105 

防衛 大学 校  109,11 1，116 ,190, 203 

防衛 駐在 官  82 

防衛庁 設置 法  97，163 

防衛庁長官 (長官）  70,8 9,  94,  97, 101， 
109, 137, 141， 142, 154 
〜 156，158 ,161 〜 163, 
167 〜 169, 179, 184 〜 
187,206 ,207, 219,22 5, 
227 〜 229,232 

防衛 調達 改革の 基本的 方向に ついて  225 
防衛 調達 改革 本部  225 

防衛 調達 制度 調査 検討 会  225 

防衛 調達 適正 化 会議  228,229 

防衛 調達 適正 化 事業  104 

防衛 (力) の 在り方  75,76,78,167 

防衛 力の 特性  80 

包括的 核実験 禁止条約 (- >CTBT) 

包括的な メカニズム  128,13 1,13 4，139 

包括 和平協定  30,31 

防空 (のた めの 作) 戦ぬ， 83 〜 85, 89, 93, 115 
防災訓練 (cf 統合 防災 演習）  164,20 5,209 
邦人 輸送— 在外邦人 (など) の 輸送 
募集  11， 112,2 W， 211，224 

北方領土  32,47 

北方 機動 特別 演習  118 


❿ 


要撃 (戦闘機） 
要請に よる 派遣 
抑止 


81, 83, 92,  93,  96, 103 

206 

2, 41，4 2,  60,9 0, 142, 144 
抑止 力 52,6 0,71， 73,  77, 117, 122, 127, 156 
予定 価格  125, 227 〜 229, 231 〜 233 

予備  _  衛官  98,11 2，11 4,  ”5,212 

より 安定した 安全保障 環境の 構築 (への 貢献） 

66,72,  75 〜 77,9 1，94, 170, 178,183 
4 年毎の 国防 計画の 見直し (― QDR) 

4 者 会合 


ライフサイクル コス ト 
ライセンス 生産 


陸軍 兵站 実務 者 交流 (― MLST) 

陸上 自 衛隊  81， 87,  92,  96,  98,  99, 103’ 
104,  777, 114, 118, 120, 150, 
152, 160 〜 164, 168, 179, 191， 
194,19 7,20 1，204 
領域  26, 136 

領土  (問題）  2, 4，15 ,32, 47, 51， 54, 

68,  75, 87，183 

領海  37,5 1，54, 55, 58,  68, 81,155 

領空  54, 68,81 

領空 侵犯 (に対する 措置）  81 

旅団  14, 46,  92,  96, 103,201 

臨界事故  160,16 2，163 


ら 

44 

123, 125 

54 

り 

咖 


北方 限界 線 (― NLL) 

ポ 'トム アップ •レビュー 
本土  5 演習場 (cf^ 寅 習 場) 


冷戦 (の) 終結 (後） 2 〜 4, 9, 18 〜 20,2 4, 27, 28, 
10  32, 34, 45,  66,  71,  72,  75, 164, 182, 183, 185 

222  レーダー (サイト）  81， 83, 93, 119, 177, 198 


本年度 予算— 平成 12 年度 予算 

_ 

ミサイル (誘導 武器 ）（cf?¥ 道 ミサイル） 2,6,9, 
17,2 2, 23, 27, 46 〜 48, 56,  75,  77, 
82,83,93, 100, 104, 158, 194, 196 
ミサイル (の) 発射 (事 案） 8,23,32, 39 〜 41， 


140, 148, 153- 

155,194 

ミサイル 輸出 管理 レジー ム (—MTCR) 

密航 船 対策への 協力 

202 

南 関東 震災 や 東海 地震 

164 

南シナ海の 地域 行動 規範 

59 

民間 防衛 

90 

_ 

有事 法制 

80,89 

⑩ 

ロシア  2 〜 4, 6, 8，1 0，13 ,14 〜 18,2 3, 

24, 26 〜 28,30 ,31,  35,  45 〜 47, 
48,5 0, 53,61 〜 63, 108, 185, 194 
ロシア 連邦国家 安全保障 コンセプト  14 

% 

我が国の 防衛  67,  75,  76,  77,8 0,81， 103, 

109, 117, 121, 148, 168, 197,200 
枠組み 合意  38, 39,4 1，43 

ワッ セナ ー. アレンジメント  9,24 

和平 履行 部隊 (― 1F0R) 

ワルシャワ 条約 機構 (― WPO) 

湾岸 危機  6，196 


誘導 隊  150, 152, 197 

輸送 (艦、 機、 部 隊） 14, 37, 87, 89, 92, 93, 10 0, 
102, 104, 119, 131， 138, 150, 
152, 159, 160, 163, 164, 173, 
175 〜 181， 197, 198, 202, 203, 
206,20 9,215 
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略語 表 及び 略語 索引 


(注） 1 右側の 収録 ページの うち、 ゴシック 体の ものは その 略語に 
ついて 詳しい 記述の ある ページ。 また、 （ ） 書きは 側 注 
又は 図表 中に 略語が ある ページ。 _ (下線) は 日 本 語 
のみの 記述の ある ページ。 

2 本 表に 記載の ない 略語に ついては、 CD-ROM の 略語 集 
も ご 確認 下さい。 


A 

ABM  /  Anti  Ballistic  Missile  弾道弾迎撃ミサイル/ 

相手の 戦略 核 弾道 ミサイルを 迎撃して これを 破壊す る ミサイル。 （ABM 条約: 米ソ 間で 戦略 攻撃 兵器の 競争を 制限す るた め、 各々 の 領域を 戦略 弾道 ミサイル 
から 防衛す る 対 弾道 ミサイルの 展開を 制限す る 条約。） 

ACSA  /  Acquisition  and  Cross-Servicing  Agreement  物品 •役務 相互 提供 協定  /  58 

米軍と 外国 軍との 間で 物品. 役務を 相互に 提供し 合う 枠組みを 定める 協定の 米国 内法 上の 名称。 日米 間で これに 該当するのは 日米 物品 役務 相互 提供 協 
定 であり、 _ 衛隊と 米軍が、 共同 訓練、 国連 平和維持活動 及び 人道的 国際 救援活動に 必要な 物品 •役務を 相互主義の 原則に 基づき 提供し 合う 枠組みを 
定める (1996 (平成 8 ) 年 6 月 発効)。 99( 平成 11) 年に 改正 協定を 締結し、 周辺 事態に 対応す る 活動 も 対象と なった。 

AEF  /  Aerospace  Expeditionary  Force  航空機 動 展開 部隊  /  J4 

2001 年度 中に 編成す る 予定の、 輪番で 緊急 展開す る 米空軍 部隊。 

AG  /  Australia  Group  オーストラリア •グループ/  23，196 

生物 •化学兵器の 原材料. 製造 設備. 関連 技術の 輸出規制を 実施す る、 我が国を 含む 30 か 国が 参加す る 軍備管理 •軍縮の グルーブ。 

APEC  /  Asia-Pacific  Economic  Cooperation  アジア 太平洋 経済協力  /  63 

ARF  /  ASEAN  Regional  Forum  ASEAN  地域 フォーラム  /  3,32,36,58,59,63,  (182) ， 183, 187, (188), 189 

ASEAN 諸国を 中心とした アジア太平洋地域の 安全保障に かかわる 各国 外相 及び 機関が 参加して、 同地 域内 全般の 政治 •安全保障 問題に ついて 意見 交 
換を 行う 多 国 間 安全保障 対話の 場 (93 年 創設)。 

ASEAN  /  Association  of  South-East  Asian  Nations  東南アジア諸国連合  /  50 ,  54 ， 58 ， 59 ， 63 ， (183),187 
ASM  /  Air  to  Surface  (Ship)  Missile  空対地 (艦） ミサイル  /  (86) ,  (88) 

AWACS  /  Airborne  Warning  and  Control  System  早期 警戒 管制 機  /  (84) 

国土から 離れた 洋上に おける 早期 警戒 管制 機能を 有し、 地上の 警戒 管制 組織を 代替す る 管制 能力を 有する 航空機。 

B 

BADGE  /  Base  Air  Defense  Ground  Environment  自動 警戒 管制 組織  /  (83) 

BMC3(4)  I  /  Battle  Management,  Command,  Control,  Communication,  (Computer,  )and  Intelligence 

戦闘 管理. 指揮 •統制 •通信 •（コンピュータ）. 情報/  (13),(166) 
BMD  /  Ballistic  Missile  Defense  弾道 ミサイル防衛  /  13 ,  73 ,  92 ， 164, 165, 167 

米国が 研究 中の、 海外 駐留 米軍 や 友好. 同盟国を 戦術 •戦域 弾道 ミサイルから 防衛す る TMD と 米国 本土を 長 射程の 弾道 ミサイルから 防衛す る NMD など 
からなる 弾道 ミサイルからの 防衛の 構想。 

BPC  /  Bilateral  Planning  Committee  共同 計画 検討委員会  /  (134) 

新しい 日米 防衛 協力の 指針の 下で、 共同 作戦計画 及び 相互 協力 計画に ついての 検討 や、 共通の 基準 及び 実施 要領な どに ついての 検討の 実施を 行う 自 
衛隊 及び 米軍に よる 制服を 中心とした 委員会で あり、 包括的 メカニズムの 一部を なす もの 0 
BWC  /  Biological  Weapons  Convention  生物兵器 禁止条約  /  23,  795 
細菌兵器 (生物兵器) 及び 毒素 兵器の 開発、 生産 及び 貯蔵の 禁止 並びに 廃棄に 関する 条約 (75 年 発効)。 

C 

C4ISR  /  Command,  Control,  Communications,  Computers,  Intelligence,  Surveillance,  and  Reconnaissance 

指揮 •統制 •通信 •コンピュータ •情報. 監視 •偵察/  9,30 

CALS  /  Continuous  Acquisition  and  Life-Cycle  Support  継続的な 調達と ライフサイクルを 通じての 支援 / 125, 227 

装備 品な どの ライフサイクル コストの 情報の 電子化 •データベース 化な どに よる 共有 化を 通じた コスト 削減、 開発 及び 調達に 係る 所要 期間の 短縮、 品質の 向 
上の 取組。 

CAP  /  Combat  Air  Patrol  空中 警戒 待機  /  (84),93 

CBM  /  Confidence  Building  Measures  信頼醸成 措置  /  26,27, 190 
偶発的な 軍事 衝突を 防ぐ とともに 国家 間の 信頼を 醸成す る 見地から、 軍事 情報の 公開 や 一定の 軍事行動の 規制、 軍事 交流な どを 進める 努力 0 
CCW  /  Convention  on  Prohibitions  or  Restrictions  on  the  Use  of  Certain  Conventional  Weapons  Which  May  be  Deemed  to  be  Excessively  Injurious 
or  to  Have  Indiscriminate  Effects  特定 通常兵器 使用禁止 •制限 条約 /  24, 195  ，うい 

過度の 障害 又は 無用の 苦痛を 与える 兵器 及び 無差別に 効果を 及ぼす と 認められる 地雷. ブービー トラップ、 焼 夷 兵器な どの 使用の 態 様な どを 制限 •禁止し 
た 条約 (83 年 発効)。 

CFE  /  Conventional  Armed  Forces  in  Europe  欧州 通常戦力  /  3,  26,27 
CFE 条約 （戦車、 装甲 戦闘 車両な どの 5 つの カテゴリーの 兵器に ついて、 東西 両グ ループの 保有の 上限を 定めた、 東西の 通常戦力に おける 初めての 軍備 管 
理 •軍縮の ための 条約 (92 年 発効）。 99 年 11 月、 地域 別 保有 上限に 代わり、 国別 •領域 別 上限 メカニズムの 導入に 合意。 

CIS  /  Commonwealth  of  Independent  States  独立国 家 共同体  /  16, （25) ， （29) 

CJTF  /  Combined  Joint  Task  Forces  共同 統合 任務部隊  / 

平和維持活動 などの 各種 任務の 効果的 実施、 ESDI の 具体的 反映な どを 目的と して、 94 年の NATO ブラッセル 首脳会議に おいて、 正式 承認され た 概念 (20 
00 年を めどに 設立 予定)。 

CMD  /  Cruise  Missile  Defense  巡航 ミサイル防衛  /  (13) 

COCOM  /  Coordinating  Committee  for  Multilateral  Strategic  Export  Controls  対 共産圏 輸出規制 委員会  /  24 
CSBM  /  Confidence  and  Security-Building  Measures  信頼 •安全 醸成 措置  /  27 
80 年代 後半から 欧州を 中 心に 進められた、 軍事 情報の 交換、 軍事 交流、 演習の 通報 • 査察 •制 限な どの、 信頼醸成の 試み。 

CSCE  /  Conference  on  Security  and  Cooperation  in  Europe  欧州 安全保障 •協力 会議  /  27,  3J  ,  782 

70 年代から 欧州で 進められた 安全保障、 経済、 人権な どの 広範に わたる 東西 間の 対話の 場 (95 年に OSCE へと 発展 解消）。 

CTBT  /  Comprehensive  Nuclear  Test-Ban  Treaty  包括的 核実験 禁止条約  /  7,8,14,22,23,53, 195 
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地下、 海中、 空中を 問わず、 核爆発を 伴う あらゆる 核実験を 禁止す る 条約 (未発 効)。 

CWC  /  Chemical  Weapons  Convention  化学兵器禁止条約  /  23,  794 
化学兵器の 開発 •生産 •貯蔵 及び 使用の 禁止 並びに 廃棄に 関する 条約 (97 年 4 月 発効)。 

D 

DCI  /  Defense  Capabilities  Initiative  防衛 能カ イニシアティブ  /  (28) 

NATO の 相互 運用 性を 高めよう とする 構想。 

DMZ  /  Demilitarized  Zone  非武装地帯  /  7,34,36,37,42,43 
韓国 •北朝鮮 間の 休戦 ラインの 南北に 設置され た 軍事力の 配備を 制限した 地域。 


E 


EAPC  /  Euro-Atlantic  Partnership  Council  欧州 •大西洋 パー トナー シップ 理事会  /  (29) 

北大西洋 協力 会議 (NACC) を 通じた 政治的 協力 関係 及び PFP による 協力の 双方を 一層 強化す る 枠組みと して NACC に 代わり 創設した もの。 

EASR  /  East  Asia  Strategy  Report  東アジア 戦略 報告 (東アジア •太平洋 地域に おける 安全保障 戦略）/  43,60 

東アジア 太平洋 地域に おける 米軍の プレゼンス 維持な どを 唱えた 包括的な 安全保障 戦略の 報告書 (95 年 2 月 、98 年 11 月 報告)。 

ESDI  /  European  Security  Defense  Identity  欧州 安全保障 •防衛 アイ デン テイ テイ/ 18,30,  31 

欧州の NATO 加盟国が 欧州 共通の 安全と 防衛に より 大きな 責任を 持つ ようにす る こと。 

EU  /  European  Union  欧州連合  /  6, 18,2 7, （29)， 30,3 1，36,63，190 
EUROCORPS  /  European  Corps  欧州 軍団  /  30 

WEU に 固有の 軍事的 能力を 付与す る ことな どを 目的と して 92 年の 独仏 首脳会談に おいて 創設が 決定され た 機構。 95 年、 実戦 配備を 宣言。 現在、 ドイツ やフ 
ランスを 始め 5 か 国が 参加。 

F 

FADAC  /  Field  Artillery  Digital  Automatic  Computer  野戦特科 射撃 指揮 装置  / 

G 

GDP  /  Gross  Domestic  Product  国内総生産  /  51 ， （105), (108) 

GNP  /  Gross  National  Product  国民総生産  /  42,  (51 ) 


IAEA  /  International  Atomic  Energy  Agency  国際 原子力 機関  /  22,  38 

ICBM  /  Intercontinental  Ballistic  Missile  大陸間弾道ミサイル  /  13, 17,2 5,46, 53,67 
射程 5,  500Km 以上の 弾道 ミサイル (SALT  II での 米ソの 規定) 。その他、 6, 400Km 以上の 射程を 持つ ものを 入れる 分類が ある。 

IDDN  /  Integrated  Defense  Digital  Network  防衛 統合 デイ ジタ ル 通信網  /  100 

通信網の 抗 たん 性な どの 向上の ため、 回線の ディ ジタ ル 化な どを 中心として 整備 中の 通信網。 

IFOR  /  Implementation  Force  和平 履行 部隊  /  18 ， 21 ， 30 

国連 安保理の 承認を 受け、 ボスニアの 平和維持活動に 従事し、 平和 強制の ための 武力行使 も 容認され た NATO 指揮 下の 多国籍軍。 

IMSS  /  IMINT (Imagery  Intelligence)  Support  System  画像 情報 支援 システム  /  81 

INF  /  Intermediate-range  Nuclear  Forces  中距離核戦力  /  J7 
射程 500 〜 5, 500Km の ミサイル とその 発射台、 支援 施設 •装備 (INF 全廃 条約での 規定)。 

INTERFET  /  International  Force  in  East  Timor  東 チモール 国際 軍  /  3,  59 

広範な 自 治 案の 付与と その 受け入れを 問う 住民投票の 結果 発表 後に、 治安が 悪化した ことを 受けて、 東 チ モールに 展開した 多国籍軍 (99 年〜）。 

ISG  /  Inter-sessional  Support  Group  インター セツ シヨ ナル 支援 グループ  /  (188) , 189 

ARF の プロセスに おける、 信頼醸成 措置に ついて 協議す る 実務 者 レベルの 政府 間 グループ。 

ISM  /  Inter-sessional  Meeting  インター セツ シヨ ナル 会合 /  (188) 

ARF の プロセスに おける、 個々 の 具体的 分野に おける 協力 的 活動に ついて 協議す る 実務 者 レベルの 政府 間 会合 (捜索 救難. PKO . 災害救助 会合)。 

ISO  /  International  Organization  for  Standardization  国際 標準化 機構  /  125,227 

J 

JSF  /  Joint  Strike  Fighter  統合 攻撃 戦闘機  / 

米国に おける、 基本 設計を 共通に した、 米空軍 • 海軍 • 海兵隊な どが 共同 開発 中の 戦闘 攻撃 機。 

K 

KEDO  /  Korean  Peninsula  Energy  Development  Organization  朝鮮半島エネルギー開発機構  /  39 
米 朝間の 「枠組み 合意」 に 基づき、 北朝鮮の 黒鉛 減速 原子炉の 軽水炉への 転換 や 代替エネルギーの 供与を 実施す る 国際 共同 事業 体 (95 年 3 月 設立)。 

KFOR  /  Kosovo  Force  国際 安全保障 部隊/  6, 18,30 

国連 安保理 決議に 基づき、 コソ ヴォに 展開され た NATO 軍を 主体と する 多国籍軍 (99 年〜）。 

L 

LANDCENT  /  Allied  Land  Forces  Central  Europe  中欧 連合 地上 軍  /  30 

中央 地域を 担任す る NATO 隸 下の 地上 部隊。 

LCAC  /  Landing  Craft  Air  Cushioned  輸送 用 エアクッション 艇 / 102 
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M 

MIRV  /  Multiple  Independently-T argetable  Reentry  Vehicle  複数個 別 誘導弾 頭  /  (25) 

攻撃力 •残存 性の 増大の ため ミサイルの 弾頭を 複数に 分割 させて いるもの。 

MLRS  /  Multiple-Launch  Rocket  System  多 連 装 ロケット システム  /  99 

MLST  /  Multilateral  Logistics  Staff  Talks  陸軍 兵站 実務 者 交流  / 

MONUC  /  United  Nations  Organization  Mission  in  the  Democratic  Republic  of  the  Congo  国連 コンゴ ー民 主 共和国 ミッ シ ヨン  /  {21 ) ， 22 

MTCR  /  Missile  Technology  Control  Regime  ミサイル 関連 技術 輸出規制  /  23, 10 4, 196 

ミサイル 関連 機材 •技術の 不 拡散を 目的に、 これら 機材. 技術の 輸出 管理を 行う 我が国を 含む 32 か 国が 参加す る 枠組み。 

N 

NAD  /  Naval  Area  Defense  海軍 地域 防衛  /  13, (166) 

米国で 開発 中の TMD の 主要 構成要素の 一つで、 海上 配備 型の 下層 システム。 

NATO  /  North  Atlantic  Treaty  Organization  北大西洋条約機構/  2 ， 3 ， 5 ， 6 ， 14 ， 17 ， 18 ， 19 ， 20 ， 26 ， 27 ， 28 ， （29) ， 30 ， 31 ， 49 ， 50 ， 62 ， （187) 
北大西洋条約に 基づき 創設され た 欧米諸国を 中心とする 安全保障 同盟 機構。 現在 19 か 国体 制。 本部は ベルギーの ブリュッセル 0 

NBC  /  Nuclear,  Biological,  or  Chemical  核、 生物、 化学  /  99 } 10 4, 105, 167 

核. 生物 •化学物質と いった 大量破壊兵器に 関連す る 物質の 総称。 一般に 「NBC」 兵器と いう 使い方を する。 

NCCS  /  New  Central  Command  System  新 中央 指揮 システム  /  100 ， 101 ， 106 

NLL  /  Northern  Limit  Line  北方 限界 線  /  37,  {38) 

NMD  /  National  Missile  Defense  国家 ミサイル防衛  /  13 

現在 米国に おいて 研究開発 中の、 米国 本土を 長距離の 弾道 ミサイルから 防衛す るた めの ミサイル防衛 体制 0 

NPT  /  Nuclear  Non-Proliferation  Treaty  核兵器 不 拡散 条約  /  7,  8,  22, 23,  (25) ,  38,  69 

核兵器の 不 拡散と 平和 利用の ための 核 物質 •技術の 普及を 目 的と した 条約。 

NSG  /  Nuclear  Suppliers  Group  原子力 供給 国 グルーブ  /  22 

原子力 専用 品 •沉 用品と その 関連 技術の 輸出 管理を 行う、 我が国を 含む 35 か 国が 参加す る グルーブ。 

NTWD  /  Navy  Theater  Wide  Defense  海上 配備 型 上層 システム  /  13, (143) , 165, (166) , 167 

日米で 共同 技術 研究を 行う ことと している、 米国の 弾道 ミサイル防衛 システム のうちの 海上 配備 型の 上層 システム 0 

〇 

〇 PCW  /  Organization  for  the  Prohibition  of  Chemical  Weapons  化学兵器 禁止 機関/  J 94 

化学兵器禁止条約の 定める 検証 措置な どの 実施を 担当す る 機関。 

OSCE  /  Organization  for  Security  and  Co-operation  in  Europe  欧州 安全保障 •協力 機構  /  16, 17,  26,  (29)  1 30,  31 , (182) 

欧州 全域を 対象と した 安全保障と 協力の ための 地域 機構 (95 年に CSCE から 発展)。 


P 

PAMS  /  Pacific  Armies  Management  Seminar  太平洋 地域 陸軍 管理 セミナー  /  104, (192) 

PFP  /  Partnership  for  Peace  平和の ための パートナーシップ /  3 ， （26) ， 28 
NATO と NATO 非 加盟国 欧州 各国との 間の、 軍事面を 中心とする 各種 協力を 強化す るた め、 94 年に 設立され た 枠組み。 

PKF  /  Peacekeeping  Forces  国連 平和維持 隊  /  171 ， 172 ， 173 

PL 〇  /  Palestine  Liberation  Organization  パレスチナ解放機構  /  6 

Q 

QDR  /  Quadrennial  Defense  Review  4 年 ごとの 国防 計画の 見直し/ 

「軍隊の 戦力 構成 見直し 法」 (96 年 9 月 発効) により、 米国 防長官が 4 年 ごとに 行う 国防 計画の 見直し (97 年 5 月に 議会に 報告)。 

R 

RMA  /  Revolution  in  Military  Affairs  軍事に おける 革命  /  10, 11 1 12 

技術 進歩な どの 変化に より、 軍事 作戦 や 戦争 そのものに 生ずる 大きな 変革の こと。 

S 

S  &  TF  /  Systems  and  Technology  Forum  日米 装備 •技術 定期 協議/  J 43 

共同研究 開発 や 取得 政策な どの 日 米 間の 装備 技術協力 に関する 協議の 場。 

SACO  /  Special  Action  Committee  on  Okinawa  沖縄に 関す る 特別 行動 委員会  /  (9J ) ,  J05,  (106) , (107) , 142 , 145,218,  219, 220 , 221 , (223) 

沖縄に 所在す る 米軍 施設. 区域に 係る 諸 課題に 関し 協議す る ことを 目 的と して 設置され た 日 米 間の 委員会 (95 年 11 月 設置)。 

SAM  /  Surface  (ship) -to- Air  Missile  地 (艦) 対空ミサイル  /  56,  (86) ,  (88) , 143 

SCC  /  Security  Consultative  Committee  安全保障 協議 委員会  /  74, 126, 131 , (134) , 140,21 8,220 
日 米の 外交 • 防衛の 担当 閣僚に よる 政策 協議の 場。 

SCG  /  Security  Consultative  Group  日米 安保 運用 協議会  /  (140) 

安保条約 及び その 関連 取 極の 運用に ついての 協議の 場。 

SDC  /  Subcommittee  for  Defense  Cooperation  防衛 協力 小委員会  /  (134) ， 140 

日 米 間の 協力の 在り方に 関する 研究 協議を 目 的と した SCC の 下部機関。 

SFOR  /  Stabilization  force  安定化 部隊  /  3 ， 18 ， 21 ， 30 
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96 年 12 月に ボスニアの 平和維持の ための 和平 履行 部隊 (IFOR) から 任務を 引き継いだ 多国籍軍。 

SLBM  /  Submarine-Launched  Ballistic  Missile  潜水艦 発射 弾道 ミサイル  /  13, 17, 25,  46,  53 

SLCM  /  Sea-Launched  Cruise  Missile  海洋 発射 巡航 ミサイル  /  (25) 

SOM  /  Senior  Officials  Meeting  高級 事務 レベル 会合  /  63, （188) ， 189 

ARF において、 閣僚 会合に 先立って 行われる 高級 事務 レベルに よる 会合。 

SSBN  /  Ballistic  Missile  Submarine  Nuclear-Powered  弾道 ミサイル 搭載 原子力 潜水艦  /  13 ， 17 ， 46 

SSC  /  Security  Subcommittee  安全保障 高級 事務 レベル 協議 /  J3J  ,  J40 

日米 間に おける 安全保障 体制に 係る、 実質的 かつ 事務的な 協議の 場。 

SSM  /  Surface  (Ship)  -to-Surface  (Ship)  Missile  地 (艦) 対 地 (艦） ミサイル  /  (86),  (88) 

START  /  Strategic  Arms  Reduction  Treaty  戦略兵器削減条約/ 13,  24,25  (START  I  (第 1 次 戦略兵器削減条約） が 記載され ている ページ。） 
一定 数 以上の 戦略 核弾頭 及び 運搬 手段の 廃棄な どを 定めた 米 露 (ソ） 間の 条約。 第 1 次条 約を 91 年 米ソ 間で 署名し、 以後 2 次条 約へ と 続く。 

START  II  /  Strategic  Arms  Reduction  Treaty  II  第 2 次 戦略兵器削減条約  /  13, 14,25,26 

93 年に 米 露 間で 署名され た、 START  I に 続く 戦略 核弾頭の 削減を 目指した 条約。 米国は 96 年に、 ロシアは 2000 年に 批准。 

START  瓜  /  Strategic  Arms  Reduction  Treaty  El  第 3 次 戦略兵器削減条約  /  13,26 

START  E 発効 後、 直ちに 交渉を 開始す る ことと された、 米 露 間の 第 3 次の 戦略兵器 削減の ための 条約。 

T 

T-ADC  (X)  /  Auxiliary  Dry  Cargo  Carrier  新型 後方 支援 艦  /  J4 

洋上の 艦艇に 弾薬 や 予備の 部品、 乾燥、 冷蔵 又は 冷凍した 糧食を 補給す る 艦船。 

TAMD  /  Theater  Air  and  Missile  Defense  戦域 防空 •ミサイル 構想  /  (13) 

TMD の 構成要素を 含む 様々 な システムを 柔軟に 組み合わせる ことにより、 戦域に おいて 敵の 各種の ミサイル や 航空機に一 体 的に 対処し 得る ような システムを 
構築 するとい う 米国の 構想。 

TCOG  /  Trilateral  Coordination  and  Oversight  Group  北朝鮮 問題に 関する 日米 韓 三国 調整 グループ /  41 

THAAD  /  Theater  High  Altitude  Area  Defense  戦域 高高度 地域 防衛  /  13, （166) 

米国で 現在 開発 中の TMD の 主要 構成要素の一 つで、 地上 配備 型の 上層 システム。 

TMD  /  Theater  Missile  Defense  戦域 ミサイル防衛  /  13, （164) ， （166) 

米国が 研究開発を 行って いる、 海外 駐留 米軍 や 友好 •同盟国を 戦術 •戦域 弾道 ミサイルから 防衛す るた めの システム。 

U 

UAV  /  Unmanned  Aerial  Vehicle  無人 機  /  9 

UNAMSIL  /  United  Nations  Mission  in  Sierra  Leone  国連 シェラ •レオーネ ミッション  /  (21、 ， 22 

UNDOF  /  United  Nations  Disengagement  Observer  Force  国連 兵力 引き離し 監視 隊  /  (21 ) , 173, (174), 175 

シリア 南部の ゴラン高原に おける イスラェルと シリア 間の 停戦 監視 及び 両軍の 兵力 引き離し などに 関する 合意の 実施 状況の 監視を 任務と する 国連 平和 維 
持隊 （第 4 次 中東 戦争後の 74 年に 設立され 現在まで 約 26 年に わたり 活動を 継続)。 

UNHCR  /  United  Nations  High  Commissioner  for  Refugees  国連 難民 高等弁務官 事務所  /  (171),175,176,177 

難民に 国際的 保護を 与え 自発的 帰国 又は 第三国での 定住を 援助す る ことを 任務と する 機関。 

UNMIK  /  United  Nations  Interim  Administration  Mission  in  Kosovo  国連 コソ ヴォ 暫定 行政 ミッション  /  (21) ， 31 

UNMOVIC  /  United  Nations  Monitoring  Verification  and  Inspection  Commission  国連 監視 検証 査察 委員会  /  7, (196) 

包括的 安保理 決議 1284  (99 年 12 月 採択) に 基づき 設置され た。 UNSCOM に 代えて 強化され た 継続的な 監視 及び 検証を 実施。 

UNOSOM  H  /  United  Nations  Operation  in  Somalia  II  第 2 次 国連 ソマリア 活動  /  20,22 

ソマリアでの 停戦 監視 及び 武装解除を 任務と していた 国連 平和維持活動。 国連憲章 第 7 章に 基づき、 強制 措置を 採る ことが 認められ ていた (93 年〜 95 年）。 

UNPROFOR  /  United  Nations  Protection  Force  国連 防護 隊  /  21，22 

旧 ユーゴに 派遣され、 UNHCR などの 支援、 停戦の 促進、 民生の 安定 向上な どを 任務と して 武力行使 も 容認され た 国連 平和維持活動 部隊 (95 年 12 月に 
IFOR に 権限を 委譲)。 

UNSCOM  /  United  Nations  Special  Commission  国連 特別委員会  /  6,196 
国連が、 湾岸 危機の 正式 停戦 決議に 基づき、 イラクの 大量破壊兵器 及び ミサイルの 脅威を 除去す る ことを 目的と して 設置した 特別委員会 (91 年〜 99 年)。 

UNTAET  /  United  Nations  Transitional  Administration  in  East  Timor  国連 東 チ モール 暫定 行政 機構  /  3,(21),22,32,59 

東 チモールの 正式 独立までの 間、 立法、 行政、 司法の すべての 分野での 暫定 統治に 当たる 機構 (99 年 設立)。 

USM  /  Underwater-to-Surface (ship) Missile  水中 （潜) 対 地 (艦) ミサイル  /  (86),  (88) 

W 

WEU  /  Western  European  Union  西欧 同盟  /  (29) ,  (30) ,  31 

経済的、 社会的 及び 文化的 協力 並びに 集団 的 自衛の ため、 欧州諸国の 間で 48 年に 設立され た 機構。 

WP 〇  /  Warsaw  Pact  Organization  ワルシャワ 条約 機構  /  2,  26,28,  (29) 

旧ソ連 及び 東欧諸国を 中心とした 軍事 機構 (91 年 解体)。 
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あなたと 自衛隊を むす ぶ 窓口に 

自衛隊 地方 連絡 部な ど 


現  所在地 

電話番号 

札 

幌 

〒〇 60-0004 

札幌市 中央 区 北 4 条西 15 丁目 1 

011 (札 

幌） (631)5471-3 

北 

函 

館 

〒〇 42-0934 

函館市 広野 町 6  -25 

01 38( 函 

館） (53)6241-2 

部 

旭 

川 

〒〇 70-8630 

旭川 市 春光 町 無 番地 

01 66  (旭 

川） （51 )6055, 6060 

方 

帯 

広 

〒〇 80-0024 

帯 広 市 西 14 条南 14 丁目 4 

01 55  (帯 

広） (23)2485,5882 

面 

総 

監 

部 

〒〇 64-8510 

札幌市 中央 区 南 26 条西 10 丁目 

011 (札 

幌 ) (51 1)711 6内 223 卜 3,  2473 〜 4 

青 

森 

〒〇 30-0861 

青 森 市長 島 1 丁目 3-5 青 森 第 2 合同 庁舎 内 

017  (青 

森) (776)1594-5 

東 

岩 

手 

〒〇 20-0021 

盛 岡 市 中央 通 3 丁目 4-11 

019  ( 盛 

岡） (623)  3236 〜 8 

宮 

城 

〒 983-0842 

仙 台 市 宮城 野 区 五輪 1 丁目 3  -15 仙 台 第 3 合 庁舎 内 

022  (仙 

台） （295)  2611 〜 3 

HL 

秋 

田 

〒〇 10-0951 

秋 田 市 山 王 4  丁目 3-34 

018  (秋 

田） （823)  5404 〜 5 

方 

山 

形 

〒 990-0031 

山形 市 十日 町 4  丁目 3-21 

023  (山 

形） （622)  0711 〜 2 

面 

福 

島 

〒 960-81 62 

福 島 市 南 町 86 

024  (福 

島） （546) 191 9 〜 21 

総 

監 

部 

〒 983-8580 

仙 台 市 宮城 野 区 南 目 館 1 -1 

022  (仙 

台） （231) 1111内 2231 〜 3,  2308-9 

茨 

城 

〒 31 0-0011 

水 戸市 三の 丸 3 丁目 11-9 

029  (水 

戸） （231  )331 5 〜 7 

栃 

木 

〒 320-0043 

宇都 宮市桜 5  丁目 1 -1 3 宇都 宮 地方 合同 庁舎 内 

028  (宇都 宮 ）（634)  3385 〜 7 

東 

群 

馬 

〒 371 -0805 

前 橋 市 南 町 3  丁目 64-12 

027  (前 

橋） (221  )447 卜 3 

埼 

玉 

〒 336-0001 

浦 和 市 常 盤 4  丁目 11-15 浦 和合 同 庁舎 内 

048  (浦 

和） （831  )6043 〜 5 

部 

千 

葉 

〒 263-0021 

千 葉 市 稲毛 区 轟 町 1 丁目 1-17 

043  (千 

葉） （251 )71 51 〜 4 

東 

京 

〒 162-0845 

東京都 新 宿 区 市 谷 本 村 町 5 -2 

03  (東 

京） (3260)0543 

神 

奈 

川 

〒 240-0062 

横 浜 市 保 土 ヶ谷区 岡 沢 町 273 

045  (横 

浜） （331  )4945 〜 7 

方 

新 

潟 

〒 951 -8035 

新 潟 市 船 場 町 2  丁目 3423 

025  (新 

潟） （229)  3232, 3237,  0320 

山 

梨 

〒 400-0005 

甲 府市北 新 1 丁目 7-9 

055  (甲 

府） (253)1591-2 

長 

野 

〒 380-0846 

長 野 市 旭町 1108 長 野 第 2 合同 庁舎 内 

026  (長 

野） （233)  21 08 〜 9 

面 

靜 

岡 

〒420-0821 

靜岡市 柚 木 366 

054  ( 靜 

岡） (261)3151-4 

総 

監 

部 

〒 178-8501 

東京都 練 馬 区大泉 学園 町 

048  (浦 

和） (460)1711 内 2231 〜 3,  2432 〜 6 

富 

山 

〒 930-0856 

富 山 市 牛 島 新 町 6 -24 

076  (富 

山） （441)3271,3273 

石 

HI 

〒 921 -8506 

金 沢 市 新 神 田 4  丁目 3  -10 金 沢 新 神 田 合同 庁舎 内 

076  (金 

沢) (291)6250 

福 

井 

〒910-0017 

福 井 市 文 京 1 丁目 17-24 

0776  (福 

井） (23)1910-1 

中 

岐 

阜 

〒 502-081 7 

岐阜 市長 良 福 光 2675 

058  ( 岐 

阜 ）（232)  31 27 〜 8 

愛 

知 

〒 454-0003 

名古屋 市中 川 区 松 重 町 3 -41 

052  (名 古屋 ）（331  )6266 〜 9 

三 

重 

亍 51 4-0003 

津市桜 橋 1 丁目 91 

059  ( 津 ) (228)4722 

滋 

賀 

〒 520-0806 

大津市 打 出 浜 13-39 

077  ( 大 

津） （524)6446,7717 

京 

都 

〒 604-0043 

京都市 中京 区 御池 通リ 西 洞 院西入 ル 石橋 町 438- 1 京都 地方 合同 庁舎 内 

075  (京 

都) (21D347W2 

部 

大 

阪 

〒 540-0008 

大阪市 中央 区 大手 前 4-1-67 大阪 合同 庁舎 2 号館 

06  (大 

阪） （6942)  0541 〜 5 

兵 

庫 

〒 650-0042 

神 戸市 中央 区 波止場 町 1 - 1 神 戸 第 2 地方 合同 庁舎 別館 

078  (神 

戸） （331  )9896 〜 8 

奈 

良 

〒 630-8301 

奈良市 高 畑 町 552 奈良第 2 合同 庁舎 内 

0742( 奈 

良） （23)7001 〜 2 

和 

歌 

山 

〒 640-8287 

和歌 山 市 築港 1 丁目 14- 6 

0734( 和歌 山） （22) 51 16 〜 8 

鳥 

取 

t 680-0845 

鳥 取 市 富 安 2  -89-4 鳥 取 第 1 合同 庁舎 内 

0857  (鳥 

取） （23)  2251 〜 2 

方 

島 

根 

〒 690-0824 

松 江 市 学園 1 丁目〗- 14 

0852  (松 

江） (21)0015 

岡 

山 

〒 700-851 7 

岡 山 市 下石 井 1 丁目 4-1 岡 山 第 2 合同 庁舎 内 

086  (岡 

山） （226) 0361 〜 2 

広 

島 

〒730-0012 

広 島 市中 区 上 八丁 堀 6 -30 広 島 合同 庁舎 4 号館 内 

082  (広 

島） (221)2957 

山 

p 

〒 753-0092 

山 口 市 八幡 馬場 814 

083  (山 

口） (922)2325 

徳 

島 

〒 770-0862 

徳島市 城 東 町 2 丁目 6-25 

088  ( 徳 

島） （623)  2220 〜 3 

面 

香 

川 

〒 760-0062 

高 松 市 塩 上 町 3  丁目 11-5 

087  (高 

松） (831)0231-3 

愛 

嫒 

〒790-0003 

松 山 市 三番 町 8  丁目 352-1 

089  (松 

山） （941  )8381 〜 3 

高 

知 

〒780-0065 

高 知 市 塩田 町 8-1 

088  (高 

知） （822)  61 28 〜 30 

総 

監 

部 

〒664-0012 

伊丹 市 緑 ヶ丘 7  丁目 1 -1 

0727  (伊 

丹） （82)  0001 内 2231 〜 3,  2320 

福 

岡 

〒 81 0-0043 

福 岡 市 中央 区 城内 2-1 

092  (福 

岡） （781  )036〗 〜 3 

西 

佐 

賀 

〒 840-0047 

佐賀市 与賀町 2 -18 

0952  (佐 

賀） (24)2291-3 

長 

崎 

〒850-0862 

長 崎 市 出 島 町 2 -25 防衛庁 合同 庁舎 

095  (長 

崎） （826)  8844 〜 6 

部 

大 

分 

〒 870-0003 

大分 市 生 石 5 丁目 5-1 

097  ( 大 

分） （536)6267,  6271 〜 2 

熊 

本 

〒 862-0971 

熊 本 市大江 4  丁目 2-21 

096  (熊 

本) (366)1271-3 

方 

宮 

崎 

〒 880-0901 

宮崎市 東大 淀 2  丁目 1 -39 

0985( 宮 

崎） (53)2643-5 

鹿 

児 

島 

〒 890-0068 

鹿 児 島 市 東 郡 元 町 4  - 1 鹿 児 島 第 2 合同 庁舎 内 

092  (鹿 児 島） （253)8920 

面 

沖 

縄 

〒 900-001 6 

那覇市 前 島 3  丁目 24-1 

098  ( 那 

頭） (866)5457 

総 

監 

部 

〒 862-8710 

熊 本 市 東 町 1-1-1 

096  (熊 

本） (368)5111 内 2231 〜 3,  2322 〜 3 

防 

衛 

庁 

〒 162-8801 

東京都 新 宿 区 市 谷 本 村 町 5-1 

03  (東 

京） (3268)3111 内 20301 〜 20303  (広報課） 

〇 防衛庁 関係 ホ ーム ページ 


防 

衛 

庁 

http://www.jda.go.jp 

陸 

上 

自 

衛 

隊 

http://www.jda.go.jp/jgsdf/ 

海 

上 

自 

衛 

隊 

http://www.jda.go.jp/JMSDF/ 

航 

自 

衛 

隊 

http://www.jda.go.jp/jasdf/ 

防 

衛 

施 

設 

庁 

http://www.dfaa.go.jp/ 
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自衛隊の 広報 施設な ど 


駐屯地 • 基地 等 

【陸上自衛隊】 

名 寄 駐屯地 
留萌 駐屯地 
遠 軽 駐屯地 
旭川 駐屯地 
滝川 駐屯地 
上 富 良 野 駐屯地 
美幌 駐屯地 
釧路 駐屯地 
岩 見 沢 駐屯地 
丘珠 駐屯地 
真 駒 内 駐屯地 
北 恵 庭 駐屯地 
東 千歳 駐屯地 
帯 広 駐屯地 
鹿追 駐屯地 
南 恵 庭 駐屯地 
島 松 駐屯地 
倶知安 駐屯地 
函館 駐屯地 
青 森 駐屯地 
弘前 駐屯地 
八 戸 駐屯地 
岩 手 駐屯地 
霞 目 駐屯地 
多賀城 駐屯地 
大和 駐屯地 
仙 台 駐屯地 
船 岡 駐屯地 
秋 田 駐屯地 
神 町 駐屯地 
福 島 駐屯地 
郡 山 駐屯地 
勝 田 駐屯地 
土 浦 駐屯地 
霞ケ浦 駐屯地 
古河 駐屯地 
北 宇都 宮 駐屯地 
相 馬 原 駐屯地 
宇都 宮 駐屯地 
吉 井分 屯 地 
新 町 駐屯地 
大宮 駐屯地 
朝霞 駐屯地 
十条 駐屯地 
座 間 分 屯 地 
松 戸 駐屯地 
習 志 野 駐屯地 
下志津 駐屯地 
木更津 駐屯地 
練 馬 駐屯地 
市ヶ谷 駐屯地 
三 宿 駐屯地 
用賀 駐屯地 
立 川 駐屯地 
久里浜 駐屯地 
武山 駐屯地 
新 発 田 駐屯地 
高 田 駐屯地 
北富士 駐屯地 
松 本 駐屯地 
富士 駐屯地 
滝ケ原 駐屯地 
板 妻 駐屯地 
駒 門 駐屯地 
金 沢 駐屯地 
守 山 駐屯地 


施設 名 


郵便番号 


所  在  地 


電話番号 


北 勝 館 

駐屯地 史料館 

駐屯地 史料館 

顕彰 記念館 •北 錆 記念館 

資料 館 「ソー ラップ チ」 

史料館 

北辰 館 

大 原野 

史料館 

北 翔 館 

史料館 

広報 史料館 

史料館 

道 東 史料館 

駐屯地 史料館 

広報 資料 館 

資料 館 

史料館 

史料館 

防衛 館 

防衛 館 

防衛 館 

史料館 

防衛 館 

防衛 館 

防衛 館 

碇 (いしずえ） 

防衛 館 
史料館 
史料館 
防衛 館 
防衛 館 
防衛 館 

武器 資料 館 •雄 翔 館 
広報 センター 
広報 展示 室 
航空 資料 館 

友 碑 記念館 •桜武 記念館 

防衛 資料 館 

資料 館 

史料館 

史料館 

振武台 記念館 
広報 展示 室 
広報 資料室 
広報 展示 室 
空挺 館 
広報 史料館 
航空 資料 館 
広報 史料館 
市ヶ谷 記念館 
彰古館 

広報 展示 資料室 薬草 資料室 
広報 史料館 
通信 参考 館 

少年 工科 学校 広報 史料 室 

広報 史料館 

郷土 記念館 

史料館 

秀峰館 

資料 館 

広報 展示 室 

資料 館 

広報 資料 館 

尚古 館 

史料館 


096-8584 

077-8555 

099-0497 

070-8630 

073-8510 

071-0595 

092-8501 

088-0604 

068-0822 

007-8503 

005-8543 

061-1423 

066-8577 

080-8639 

081-0294 

061-1411 

061-1393 

044-0076 

042-8567 

038-0022 

036-8533 

039-2295 

020-0173 

984- 8580 

985- 0834 
981-3684 
983-8580 
989-1694 
011-8611 
999-3797 
960-2192 
963-0292 
312-8509 
300-0301 
300-8619 
306 - 0234 
321-0106 
370-3549 
321-0145 
370-2104 
370-1301 
331-8550 

178- 8501 
114-8564 
228-0027 
270-2288 
274-0077 
264-8501 
292-8510 

179- 0081 
162-0845 
154-0001 
158-0098 
190-8501 
239-0828 
238-0317 
957-8530 
943-8501 
401-0511 
390-8508 
410-1432 
412-8550 
412-8634 
412-0038 
921-8520 
463-8686 


名 寄 市内 淵 84 
留萌市 緑 ヶ丘 町 1 -  6 
北海道 紋別郡 遠 軽 町 向遠軽 272 
旭川 市 春光 町 
滝川 市 泉 町 236 

北海道 空 知 郡 上 富 良 野 町 南 町 4 
北海道 網 走 郡 美 幌町字 田 中 
北海道 釧路郡 釧路町 字 別 保 1 1 2 
岩 見 沢 市日の 出 台 4 -313 
札 幌市東 区 丘珠町 161 
札 幌市南 区 真 駒 内 17 
恵 庭 市 柏木 531 
千歳 市 祝 梅 101 6 
帯 広 市 南 町 南 7 線 31 
北海道 河 東 郡 鹿追 町 笹川北 1 2 線 1 0 
恵 庭 市 恵 南 63 
恵 庭 市 西 島 松 308 

北海道 虻田 郡俱知 安町 字 高 砂 232-  2 

函館市 広野 町 6 -18 

青 森 市 浪館字 近 野 45 

弘前市 大字 原 ケ平字 山中 18-1 17 

八 戸市 大字 市 川 町 字 桔梗 野 

岩手県 岩 手 郡 滝 沢 村 滝 沢 字 後 268-433 

仙 台 市 若 林 区 霞 目 1-1-1 

多賀 城市 丸 山 2-1-1 

宮城県 黒 川 郡 大和 町 吉岡字 西 原 21-  9 

仙 台 市 宮城 野 区 南 目 館 1 -1 

宮城県 柴田郡 柴田町 大字 船 岡 宇大 沼 端 1 - 1 

秋 田 市 寺 内 将軍 野 1 

東 根 市 神 町 南 3-1-1 

福 島 市 荒 井 字 原 宿 1 

郡 山 市 大槻町 字 長 右 エ門林 1 

ひたちな か 市 勝 倉 3433 

茨城県 稲敷 郡 阿見 町 青 宿 121-1 

土 浦 市 右籾 町 2410 

茨城県 猿 島 郡 総和 町 上辺 見 1 1 95 

宇都 宮 市上 横 田 町 1360 

群馬県 北 群 馬 郡 樣東村 大字 新 井 1017 -  2 

宇都 宮市茂 原 1-5-45 

群馬県 多 野郡吉 井町 大字 馬 庭 2529 

群馬県 多 野 郡 新 町 1080 

大宮 市日 進 町 1 -40-7 

東京都 練 馬 区大泉 学園 町 

東京都 北 区 十条台 1-5-70 

座 間 市 座 間 

松 戸市 五香 六 実 17 

船橋 市 薬 円 台 町 3 -20-1 

千 葉 市 若葉 区 若松 町 902 

木 更津市 吾妻 地 先 

東京都 練 馬 区 北 町 4-1 -1 

東京都 新 宿 区 市 谷 本 村 町 5  - 1 

東京都 世 田 谷 区 池 尻 1-2-24 

東京都 世 田 谷 区 上用賀 1 -20-1 

立 川 市 緑 町 5 

横 須賀市 久比里 2-1-1 

横 須賀市 御幸浜 1 - 1 

新 発 田 市 大手 町 6 -4 -16 

上越 市 南 城 町 3-7-1 

山梨県 南都 留郡忍 野 村 忍 草 3093 

松 本 市 高宮西 1 - 1 

静岡県 駿東郡 小山 町須走 481 -27 

御殿場 市中 畑 2092-  2 

御殿場 市 板 妻 40- 1 

御殿場 市 駒 門 5  - 1 

金 沢 市 野 田 町 1 -  8 

名 古 屋市守 山 区 守 山 3  -12-1 


01654 -3-21 37 

0164-42-2655 

01584 -2-5275 

0166-51-6111 

0125-22-2141 

0167-45-3101 

01527 -3-21 14 

0154-40-2011 

0126-22-1001 

011-781-8321 

011-581-3191 

0123-32-2101 

0123-23-5131 

0155-48-5121 

01566 -6-2211 

0123-32-3101 

0123-36-8611 

0136-22-1195 

0138-51-9171 

01 7-78 卜 0161 

0172 -87-21 11 

0178-28-3111 

019-688-4311 

022-286-3101 

022-365-212 卜 3 

022-345-21 91 〜 3 

022-231-1111 

022-455-2301 

018-845-0125 

0237-48-1151 

024-593-1212 

024-95 卜 0225 〜 7 

029-274-3211 

0298-87-1171 

0298-42-1211 

0280 -32-41 41 

028-658-2151 

0279-54-2011 

028-653-1551 

0273-88-2818 

0274-42-1121 

048-663-4241 

048-460-1711 

03-3908-5121 

046-253-7670 

047-387-2171 

047-466-2141 

043-422-0221 

0438-23-3411 

03-3933-1161 

03-3268-3111 

03-3411-0151 

03-3429-5241 

042-524-9321 

0468-41-3300 

0468-56-1291 

0254-22-3151 

0255-23-5117 

0555-84-3135 

0263-26-2766 

0550 -75-2311 

0550 -89-0711 

0550 -89-1 310 

0550 -87-1 21 2 

076-241-2171 

052-791-2191 
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駐屯地 • 基地 等 

施設 名 

郵便番号 

豊川 駐屯地 

三 河 史料館 

442-8602 

久居 駐屯地 

広報 資料 館 

514-1118 

明 野 駐屯地 

航空 記念館 顕彰 室 

519-0596 

今津 駐屯地 

顕彰 館 

520-1621 

大津 駐屯地 

資料 館 • 広報 展示 室 

520-0002 

福 知 山 駐屯地 

史料館 

620-8502 

宇治 駐屯地 

彰史館 

611-0011 

大久保 駐屯地 

史料 室 

611-0031 

八 尾 駐屯地 

広報 展示 室 

581-0043 

信 太 山 駐屯地 

修史 館 

594-8502 

伊丹 駐屯地 

広報 展示 館 

664-0012 

千 僧 駐屯地 

広報 資料 館 

664-0014 

青 野原 駐屯地 

広報 館 

675-1351 

姫路 駐屯地 

史料館 

670-8580 

米 子 駐屯地 

史料館 

683-0853 

出 雲 駐屯地 

史料館 

693-0052 

日本 原 駐屯地 

顕彰 館 

708-1393 

三軒屋 駐屯地 

頌史館 

700-0001 

海 田 市 駐屯地 

顕彰 館 

736-8502 

山 口 駐屯地 

防 長 尚武 館 

753-8503 

善 通 寺 駐屯地 

乃 木 館 

765-8502 

松 山 駐屯地 

広報 展示 室 

791-0298 

高 知 駐屯地 

先人の 足跡 

781-5331 

福 岡 駐屯地 

広報 史料館 (閉鎖 中） 

816-8666 

小 倉 駐屯地 

史料館 

802-8567 

飯 塚 駐屯地 

広報 館 

820-8607 

小 郡 駐屯地 

広報 館 

838-0193 

久留米 駐屯地 

広報 史料館 

839-0863 

前 川原 駐屯地 

史料館 

839-8505 

大村 駐屯地 

鎮西 精武館 

856-8516 

竹 松 駐屯地 

広報 資料 館 (閉鎖 中） 

856-0806 

健 軍 駐屯地 

広報 館 

862-8720 

北 熊 本 駐屯地 

防衛 館 

860-8529 

別府 駐屯地 

広報 資料室 

874-0849 

都 城 駐屯地 

郷土 館 

885-0086 

国 分 駐屯地 

資料 館 

899-4392 

那覇 駐屯地 

広報 資料 館 

901-0192 

【海上自衛隊】 

大湊 地方 総監 部 

北洋 館 

035-8511 

舞 鶴 地方 総監 部 

海軍 記念館 

625-8510 

呉地 方 総監 部 

呉 教育 隊 史料館 

737-8554 

佐 世 保 地方 総監 部 

佐 世 保 史料館 

857-0058 

第 1 術 科学 校 

教育 参考 館 

737-2195 

第 2 術 科学 校 

海軍 機関 術 参考資料 室 

237-0071 

第 1 航空 群 

鹿屋 航空基地 史料館 

893-8510 

第 2 航空 群 

八 戸 航空基地 隊 史料館 

039-1180 

第 21 航空 群 

館 山 航空基地 隊 記念館 

294-8501 

第 31 航空 群 

岩 国 航空基地 隊 史料館 

740-8555 

徳島 教育 航空 群 

徳島 航空基地 隊 記念館 

771-0292 

潜水艦 教育 訓練 隊 

潜水艦 資料室 

737-8554 

【航空自衛隊】 

松 島 基地 

教育 参考 館 

981-0503 

熊 谷 基地 

教育 参考 館 

360-8546 

入 間 基地 

修武台 記念館 

350-1394 

靜浜 基地 

基地 資料 館 

421-0201 

浜 松 基地 

浜 松 広報 館 

432-8001 

浜 松 基地 

基地 資料 館 

432-8001 

岐阜 基地 

広報 館 

504-0000 

小 松 基地 

広報 資料 館 

923-0961 

奈良 基地 

松林 苑 

630-8001 

美 保 基地 

基地 広報 館 

684-0053 

防府北 基地 

教育 参考 館 

747-0834 

築城 基地 

航空 参考 館 

829-0151 

芦屋 基地 

航空 参考 館 

807-0133 

春 日 基地 

広報 館 

816-0804 

新田 原 基地 

航空 参考 館 

889-1406 

所  在  地 


電話番号 


豊川市 穗ノ原 1 -1 

久居市 新 町 975 

三重県 度 会 郡 小 俣 町 明 野 5593-1 1 
滋賀県 高 島 郡 今津町 大字 今津 字平郷 995 
大津市 際 川 1-1-1 
福 知 山 市 天 田 堀 
宇治 市 五ヶ庄 

宇治 市 広野 町 風呂 垣 外 1 - 1 
八 尾 市 空港 1 -81 
和 泉 市 伯 太 町 
伊丹 市 緑 ヶ丘 7  -1-1 
伊丹 市 広 畑 1 - 1 
兵庫県 小 野 市 桜 台 1 
姫 路市峰 南 町 1 -70 
米 子 市 両三 柳 2603 
出 雲 市松 寄 下町 1142-1 
岡山県 勝 田 郡 奈義町 滝 本 
岡 山 市 宿 978 

広島県 安芸 郡 海 田 町 寿 町 2-1 
山 口 市上 宇 野 令 784 
善 通 寺 市 南 町 2-1-1 
松 山 市 南 梅 本 町 乙の 115 
高知県 香 美 郡 香 我 美 町 岸 本 469- 1 
春 日 市 大和 町 5 -12 
北 九州 市 小 倉 南 区 北方 5-1 -1 
飯 塚 市 大字 津島 282 
小 郡 市 小 郡 2277 
久留米 市 国 分 町 100 
久留米 市 高 良 内 町 2728 
大村市 西 乾 馬場 町 41 6 
大村市 富の 原 1 -1000 
熊 本 市 東 町 1-1-1 
熊 本 市 八景 水 谷 2 -17-1 
別府市 大字 鶴 見 4548-1 43 
都 城市 久保原 町 1 街区 12 
国 分 市 福 島 2-4 -14 
那覇市 鏡 水 679  


むつ 市 大湊町 4-1 

舞 鶴 市 字 余 部下 11 90 

呉市 幸 町 1 - 1 

佐 世 保 市上 町 

広島県 安芸 郡 江 田 島 町 

横 須賀市 田 浦 港町 

鹿 屋市西 原 3 -11- 2 

八 戸市 大字 河原 木 字 高 館 

館 山 市 宮城 

岩 国 市 三角 町 2 丁目 

徳島県 板 野 郡 松 茂 町住吉 字住吉 開拓 38 

呉市 幸 町 7  _ 1 _ 


宮城県 桃 生 郡 矢 本 町 矢 本字 板 取 85 

熊 谷 市 大字 拾 六 間 839 

狭 山 市 稲荷山 2-3 

静岡県 志 太郡大 井) 1 1 町 上 小 杉 1 602 

浜 松 市 西 山 町 

浜 松 市 西 山 町 

各務原 市那加 

小 松 市 向本折 町 戊 267 

奈良市 法 華 寺 町 1578 

境 港 市 小 篠津町 2258 

防 府市田 島 

福岡県 築 上 郡 椎田町 西 八 田 

福岡県 遠賀郡 芦屋 町 大字 芦屋 1455-1 

春 日 市 原 町 3-1 -1 

宮崎県 児 湯 郡 新 富 町 大字 新田 19581 


0533-86-3151 

059-255-3133 

0596-37-0111 

0740 -22-2581 

0775-23-0034 

0773 -22-41 41 

0774-31-8121 

0774-44 - 0001 

0729-49-5131 

0725-41-0090 

0727-82-0001 

0727-81-0021 

0749-66-7301 

0792-22-4001 

0859-29-2161 

0853-21-1045 

0868-36-5151 

086-228-0111 

082-822-3101 

0839-22-2281 

0877-62-2311 

089-975-0911 

08875 -5-31 71 

092-591-1020 

093-962-7681 

0948 -22-7651 

0942-72-3161 

0942-43-5391 

0942-43-5215 

0957-52-2131 

0957-52-3141 

096-368-5111 

096-343-3141 

0977 -22-4311 

0986-23-3944 

0995-46-0350 

098-857-1155 


0175-24-1111 
0773-62-2250 
0823-22-5511 
0956-22-3040 
0823-42-1211 
0468 -22-3500 
0994-43-3111 
0178-28-3011 
0470 -22-31 91 
0827-22-3181 
0886-99-5111 
0823-22-5511 


0225-82-2111 
048-532-3554 
042-953-6131 
054-622-1234 
053-479-1073 
053-472-1111 
0583-82-1101 
0761-22-2101 
0742-33-3951 
0859-45-0211 
0835-22-1950 
09305 -6-1 150 
093-223-0981 
092-581-4031 
0983-35-1121 


336 


陸 •海 •空 

防 


陸上 幕僚長 

P  垂上 幕僚 監部 

海上 幕僚長 

海上 幕僚 監部 

{北 咅 15 方面隊 [ 


—— 第 2 師団 (旭川） 

- 第 5 師団 (帯 広） 

- 第 7 師団 (東 千歳） 

- 第 1 1 師団 (真 駒 内） 

—— 第 1 特科団 (北 千歳） 

- 第 1 高射特科 団 (東 千歳) 

—— 第 1 戦車 群 （北 恵 庭） 
—— 第 3 施設 団 (南 恵 庭） 
- その他 


£ 自衛 艦隊 j ― ~~ [ 護衛艦 _ 


― [ 舟) t 空 集団」- 


- [東北 方面隊 I - - 第 6 師団 (神 町) 


—— 第 9 師団 (青 森） 

—— 第 2 特科群 (仙 台） 

- 第 5 高射特科 群 (八 尸） 

- 第 2 施設 団 (船 岡） 

—— その他 


£ 東部 方面隊 v 


第 1 師団 (練 馬） 

第 12 師団 (相 馬 原） 

第 1 空挺 団 (習 志 野） 

第 2 高射特科 群 (松 戸) 
第 1 施設 団 (朝霞） 

第 1 教育 団 (武 山） 
その他 


— [ 潜水 艦隊 卜 


■[中部 方面隊 V 


第 3 師団 (千 僧） 

第 10 師団 (守 山） 

第 13 旅団 (海 田 市） 

第 2 混成団 (善 通 寺） 

第 8 高射特科 群 (青 野原) 
第 4 施設 団 (大久 保） 

第 2 教育 団 (大 津） 

その他 


£ 西部 方面隊 h 


1 —— 第 4 師団 (福 岡） 

—— 第 8 師団 (北 熊 本） 
—— 第 1 混成団 (那 覇） 

- 第 2  ® 射 特科団 (飯 塚) 

—— 第 3 特科群 (湯 布院） 
—— 第 5 施設 団 (小 郡） 
—— 第 3 教育 団 (相 浦） 
- そ の 他 


1 —— 第 1 ヘリコプター 団 （木 更津) 

- 通信 団 （市ヶ 谷） 

—— 富士 教導 団 （富 士） 

- 補給 統制 本部 （十 条） 

—— その他の 部隊 •機関 


tM  ジ貝 1m.  i-tfi  yj  IW 

I：  yj 

we.  ii±  1 禾  J*tB  Jj 

+4+1 

:族 44b  ~f=r 

教育 航空 集団 （下 総） 
練習 艦隊 （呉） 

中央 通信 隊群 （市ヶ 谷) 
•海洋 業務 群 （横 須賀） 
•補給 本部 （十 条） 
•その他の 部隊 • 機関 


礼 文 島 


稚内 


奧尻島 a 

第 1 1 師団 


佐 渡 二 


当 別 


、©札 幌 


青 森©^^^^ 奏 


加 茂 


三 沢 


_ 北 方面隊 土  ) 

V\ 第 9 師団 ^ 

IT  %  i 山 田 


八 尸 


大湊 地方 隊 


神 町 


仙 台 


^ 目 馬 原 


大滝根 山 


「ケ 谷 


厚木 t  f ヶ谷 ^ 

船 越®  t- 

黄 須賀ぎ 

ifcii 


習 志 野 


木更津 


W 峯岡山 


館 山 


第 2 師団 

> 

©旭 Jrl 


北部 航空 方面隊 


、北部 方面 

! 千歳、 r’  網 走 

第 7 師団1 !  ◎帯 広 第 5 師団 


根 室 a 


⑨ 防衛庁、 


陸 •海 • 空 幕僚 監部 


®  方面 総監 部 

®  師団 司令部 • 旅団 司令部 

及び 混成団 本部 

m 

Y  空挺 団 

4  地対空 誘導弾 部隊 
^Npt  ヘリコプター 団 

^  自衛 艦隊 司令部 

@  地方 総監 部 
主要 艦艇 基地 

+  主要 航空基地 （固定 翼 哨戒機 部隊） 
»  主要 航空基地 （回転 翼 哨戒機 部隊） 

I 書） 航空 総隊 司令部 

航空 方面隊 司令部 及び 
/  南西 航空 混成団 司令部 

戦闘機 部隊 

地対空 誘導弾 部隊 

3  航空 警戒 管制 部隊 


各 自衛隊の 編成 


衛庁 長官 


航空 幕僚長 

航空 幕僚 監部 

1 —— 第 1 護衛 隊群 （横 須賀) 
—— 第 2 護衛 隊群 (佐 世 保) 
—— 第 3 護衛 隊群 （舞 鶴） 
—— 第 4 護衛 隊群 （呉） 
—— その他 

-] —— 第 1 航空 群 （鹿 屋） 
—— 第 2 航空 群 （八 戸） 
—— 第 4 航空 群 （厚木） 
—— 第 5 航空 群 （那 覇） 
—— 第 21 航空 群 （館 山） 
—— 第 22 航空 群 （大 村） 
—— 第 31 航空 群 （岩 国） 
- その他 


—— 第 1 潜水 隊群 （呉） 
― 第 2 潜水 隊群 （横 須賀) 
—— その他 


掃海 隊群 （横 須賀） 
開発 指導 隊群 （横 須賀) 
情報 業務 群 （横 須賀） 
その他 


― [航空 総 隊 卜厂 [北部 航空 方面隊} 


第 2 航空 団 (千歳） 

一 第 3 航空 団 (三 沢） 

一 北部 航空 警戒 管制 団 (三 沢) 
一 第 3 高 射 群 (千歳） 

一 第 6 高 射 群 (三 沢） 

—— その他 


—\ 中部 舟} t 空 方面隊 ] 


第 6 航空 団 (小 松） 

一 第 7 航空 団 （百 里） 

一中 部 航空 警戒 管制 団 (入 間) 
一 第 1 高 射 群 (入 間） 

一 第 4 高 射 群 (岐阜） 

—— その他 


— 西部 航空 方面隊] ■ 


p ■第 5 航空 団 (新田 原） 

一 第 8 航空 団 (築城） 

一 西部 航空 警戒 管制 団 (春 日） 
一 第 2 高 射 群 (春 日） 

—— その他 


— 南西 舟充空 混成団 ]- 


第 83 航空隊 (那 覇） 

— 南西 航空 警戒 管制 隊 (那 覇) 
一 第 5 高 射 群 (那 覇） 

—— その他 


その他 


― I 航空 支援 集団 - 


]— 航空 救難 団 (入 間） 

一 第 1 輸送 航空隊 (小 牧) 
一 第 2 輸送 航空隊 (入 間) 
一 第 3 輸送 航空隊 (美 保) 
一 航空 保安 管制 群 (入 間） 
一 航空 気象 群 (府中） 


■一  その他 


— ^ 航空 教育 集団- 


第 1 航空 団 (浜 松） 

一 第 4 航空 団 (松 島） 

一 第 11 飛行 教育 団 (静 浜） 
一 第 12 飛行 教育 団 (防 府 北) 
一 第 13 飛行 教育 団 (芦屋） 
一 航空 教育 隊 (防 府 南） 

— その他 


― [航空 開発 実験 集団 卜 


p 飛行 開発 実験 団 (岐阜) 
一 電子 開発 実験群 (入 間) 
一 航空 医学 実験 隊 (立 川) 


一 その他 


—— 補給 本部 （十 条） 
— その他の 部隊. 機関 


主要 部隊な どの 所在地 


200  km 

-I 


竹 島 


〆 


/  西部 航空 方面隊 


a 海 栗 島 


福 江島& 


S 1 


見 島 


下甑島 S  ' 

西部 方面隊 

裏 日 師団 ▲原 

s 高 畑 山 


南西 航空 混成団 


尖閣 諸島 


层) 尾 山 


舞 鶴 地方 隊 


第 13 旅団 

气国 g 海 田 市 

丁』 中部 方面隊 上ヶ_ 

/  舞 鶴® i 
青 野)^ 伊丹、、 ヽ 

科 僧 


叫ヾ松 


呉地 方隊 


第 3 師団 ノ ご、/  ◎守 山 

パ"! _ 

% 本 

"  a 

御前崎 

横須賀 地方 隊 


輪 島 


2 師 

東部 方面 P 


中部 航空 方面隊 


宮 古島 


久米島 


与 座 岳® 那覇 


南西 航空 混成団 


第 1 混成団 


沖 永 良 部 島 


I 平成 12 年 版 

防衛 白書 CD-ROM 

ユ — ^ — ズ ガイド 

この CD-ROM には、 平成 12 年 版 防衛 白書の ほか、 平成 11 年 版 防衛 白書 （日本語/英語） を 収録して います。 CD-ROM な 
ら ではの 「目次 検索」 と 「キーワード 検索」 による 使いやすい 検索 機能を 始め、 各種 資料 集 や 動画、 写真、 専門用語 解説の 
表示、 さらには 防衛庁 •自衛隊 関連 ホームページへの リンクな ど、 便利な 機能を 装備して います。 

- 動 你措谙 … __  — 


0  S  Microsoft®  Windows ⑧ 95 および  Windows ®98  &  WindowsNT®SP3 以上  &  Windows 200 0® 

CPU  Pentium®  133MHz 以上 （166MHz 以上 推奨） 

メモリ 16MB 以上 


ハードディスク 10MB 以上の 空き 容量が 必要 （Internet  Explorer は 別途 1 00MB 程度の 空き 容量が 必要) 
CD-ROM ドライブ 4 倍 速 以上 


モニタ 表示 色 32,000 色 （High  Color) 以上 （256 色には 対応して いません） 

解像度 800X600 ドット 以上 

その他  Microsoft  Internet  Explorer4.0  SP1 以降が 必須 

Windows  Media  Player か必 、須  _ _ 

音声 再生には PCM 対応 サウンド カードが 必要  ※Windows3•1 、 Macintosh では 動作し ません 〇1 


一‘ セ 法—^———————————— — 

平成 1 2 年度 版 防衛 白書を 動作させる には、 3 つの ソフトが 必要です。 

1 . Internet  Explorer 4.01 (SP1 以上）、 Internet  Explored  のど ちらか 

2.  Windows  Media  Player  (通常 Internet  Explorer が インストー ルされ ている 場合は、 同時に インストールされ ております) 

3.  平成 1 2 年 版 防衛 白書 閲覧 ソフト 

インス ト ー ルす る ソフト ウェア 


Internet  Explorer の バージョン 

Internet  Explorer4 

SP1 以前 

Internet  Explorer4 
SPKSP2 

Internet  Explorer5 

Windows  Media  Player が 
インス! -ー ルされ ている。 

本 CD-ROM から 
Internet  Explorer5.5 を 
インス! -ー ルして 下さい。 

ソフト ウェアの インス! -ー ルは 
必要ありません。 

ソフトウェアの インス! -ー ルは 
必要ありません。 

Windows  Media  Player が 
インス! -ー ルされ ていない。 

本 CD-ROM から 
Internet  Explorer5.5 を 
インス! -ー ルして 下さい。 

本 CD-ROM から 
Internet  Explorer5.5 を 
インス! ルして 下さい。※ 

本 CD-ROM から 
Internet  Explo「er5.5 を 
インス ト ー ルして 下さい。※ 

※Windows  Media  Player だけを インス トー ルされ たい 方は  http://www.rnicrosoft.com/windows/mediaplayer  にアク 
セスし、 インス! ラを ダウン □— ドして ご 使用く ださし ヽ。 （無料で ダウン □— ドで きます） 

•Internet  Explorer5.5 以前の バージ ヨンを インストール されたい 方は インターネット •雑誌 等で インス! -ー ラを 入手して 下さい。 
•WindowsNT では 管理者 権限を 持つ ユーザー が インス トー ルして 下さい。 


Internet  Explorer 4.01 (SP 1 以上）、 Internet  Explorer5 もし 
くは Windows  Media  Player が インス! -- ルされ ていない 場 
合、 Internet  Explorer5.5 の ボタンの み クリック する ことができ 
ます。 その ボタンを クリックし Internet  Explorer5.5 の インスト 
_ ルを 進めて 下さい。 

防衛 白書 閲覧 ソフ トは 必ず インス ト ー ルが 必要です。 クリック すると 
インス ト ー ラが 起動す るので、 インス! ラの 指示に 従つ て インス ト 
_ ルして 下さい。 


お使いの バソコ ン には Internet  Explorer  4.01 SP1 Vl± 

Windows  Media  Player が インス ト ー ルされ てぃません ♦ 

卞の ボタンを クリックし Internet  Expbrer  5.5 を イン ズ トールして ◊'こさ 


収録 コンテンツ 


< 防衛 白書 12年版> 


平成 12 年 版 防衛 白書 （冊子） の 本文、 コラム、 写真、 
図表、 資料 編を 収録して います。 


< 防衛 白書 CD-ROM 版 資料 > 


本 CD-R 〇 M 版 オリジナルの 内容を 含む、 23 本の 動画 
を 収録して います。 


<P 方衛 白書 11年版> 

平成 1 1 年 版 防衛 白書 （冊子） の 本文、 囲み記事、 写真、 
図表、 資料 編を 収録して います。 


平成 1 1 年 版 防衛 白書 （冊子） の 本文、 囲み記事を 収録 
しています。 


主要 装備 品 写真 30 点を 収録して います。 


平成 12 年 版 防衛 白書 (冊子) に 含まれて いない 関連 資 
料を 収録して います。 
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/A 種類 選択 プルダウン リスト 
中 M  /  B 進む、 戻る ポタン 


/D 図  表  表 


書類の 種類を 選択し ます。 

書類の 閲覧 履歴の 前 又は 後ろを 表示 
します。 

分 I 办 I  / C 次 項、 前項へ ポタン 現在 表示され ている ページの 前 又は 

' 後の ページを 表示し ます。 

示 表示され ている 写真 または 図表を ク 
- リックす ると 大きな 画像を 表示し ます。 


jd  /  E 日英 切替 ポタン 

#1  /  F 印 刷 ポタン 
/り インター ネット u ン クー 

/\\ お気に入り メニュー バー 


日本語 •英語を 同時に 表示し ます。 
表示され ている ページを 印刷し ます。 
表示され ている ページに 関連した 
ホームページに ジャンプ します。 
お気に入りの ページを 登録し ます。 
また 登録した ページを 表示し ます。 


※右側の 文章、 図表 表示 領域で 右 クリックして 表示され る 「お気に入りに 追加」 は 
Internet  Explorer の お気に入りに 追加され ます 0 


j 検索 画面 
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/A 年 度 選択 検索す る 書類の 年度を 選択し ます。 

/B 種類 選択 検索す る 書類の 種類を 選択し ます。 

/C キーワードー 覧 キーワードー 覧が 表示され ます、 ダブル クリック すると、 
キーワード 入力 欄に 入力され ます。 

/D キーワード 入カ キーワードを 入力し ます、 検索 ボタンを クリック する 
と 検索 結果が 表示され ます （ I  (たて 棒） で 区切る こ 
とに よって AND 検索が できます） 

/  E 検索 結果 検索 結果を 表示し ます。 クリック すると 右側に 該当の 
文章、 図表が 表示され ます。 

/  1= 目次 リンク 通常の 目次 検索 画面の 該当 箇所に ジャンプ する こと 
がで ぎます。 

/G 検索 履 歴 この CD-ROM を 初めて 利用して から 現在までに 検索 
した キーワードの 履歴を 一覧表 示します、 選択す ると 
検索 結果が 表示され ます。 （全 2 〇 件） 


j 動画に H 


23 本 (約 3 〇 分) の 動画が、 収録 （ナレーション 付） されて います。 

標準 表示、 拡大 表示、 最大 表示の 三種 類の 表示 方法で 閲覧が できます。 


GlJ 標準 表示を します。  拡大 表示を します。  MJ モニタい つ ぱいに 動画を 表示を します。 

ESC キーで もとの サイズに 戻ります。 


一斗 S 宣表宏 ■に 


資料 集に ついて 

資料 集は、 冊子には 含まれて いない 略語 集 や 政府 見解 等の 各種 関連 資料が 収録され ています。 


ファイル 

収録 テキス ト フォルダを 開く 

プリンタ 設定... 

印刷 

終了 


12 年、 1 1 年 版の 本文、 コラム （囲み）、 注、 資料 編の 全 テキス トフ 
アイ ルを 収録して いる フォルダを 開きます。 

プリンタの 設定 画面を 表示し ます。 

右側の エリアに 表示して いる 画面を 印刷し ます。 

本 ソフトウェアを 終了し ます。 


お気に入り : 

お気に入りの 追加 
お気に入りの 整理... 
お気に入りの ヘルプ 


右側に 表示して いる ページを お気に入りに 追加し ます。 
お気に入りを 削除す る 画面を 表示し ます。 

お気に入りの ヘルプを 表示し ます。 


ヘルプ 

ヘルプ… 

防衛庁の ホームページ… 
バージョン 情報… 


表示して いる ページに 該当する ヘルプを 表示し ます。 
防衛庁の ホームページに リンクし ます。 

ノ （ー ジョン 情報を 表示し ます。 


インター ネッ トへの 接続には、 パソコン 側に モデム や ブラウザ ソフトの 設定が 正しくされ 
ている 必要が あります。 また、 プ □バイダーとの 契約が 必要です。 


警告： この ディスクは rCD-ROMJ です。 一般 オーディオ 用 CD プレーヤーでは 絶対に 再生し ないで ください。 
大 音量に よって 耳に 障害を 被ったり、 スピーカーを 破損す る 恐れが あります。 


※ Microsoft、 Windows は 米国 Microsoft, Corp. の 米国 及び その他の 
国に おける 登録商標です。 

※  Microsoft、 InternetExproler は 米国  Microsoft.Corp •の 米国 及び 
その他の 国に おける 登録商標です。 

※ Pentium は、 Intel  Corp. の 登録商標です。 

※その他の 商品名、 会社 名は、 各 メーカー の 商標 もしくは 登録商標です。 


映像 • 音楽 提供 
株式会社 あだち ビデオ 制作室 
株式会社 小学館 プロダクション 
有限会社 東 陽 カメラ センター 
株式会社 バン エイ ト 

All  Rights  Reserved,  Copyright 
◎防衛庁 2000 
©大蔵省 印刷 局 2000 


音楽 提供 
吉永 光里 

ナレーション 協力 
横 井弘海 

写真 提供 
赤塚聡 
瀬尾央 


Includes 


( HBI  \^4^4Hh£t： お気付きの 点が ございましたら 

^  rai/iniJ Ti7t 下記まで ご連絡く ださい 


本文 内容に ついて 
〒 107 -85 13 

東京都 新 宿 区 市 谷 本 村 町 5 —  1 

電話/ 03 - 3268 - 3 111  *03-5366-31 1 1 

防衛庁 ホームべ ージ  http://www.jda.go.jp/ 


製品に ついて 
〒 105-8445 

東京都 港 区 虎ノ門 2 丁目 2 番 4 号 大蔵省 印刷 局 業務 部 図書 課 

電話/ 03-3587-4285 〜 9 

大蔵省 印刷 局 ホームページ http://www.pb-mof.go.jp/ 


防 衛 白 書 （平成 12 年 版) 


平成 12 年 8 月 28 日 発 行  定価は 表紙に 

表示して あります。 

編集  防衛庁 

T 162-8801 

東京都 新 宿 区 市 谷 本 村 町 5 -  1 
電話 03(3268)  3  1  1  1 

発行  大蔵省 印刷 局 

〒 105-8445 

東京都 港 区 虎ノ門 2 -2- 4 
電話 03  (3587) 4283 〜 9 


落丁、 乱丁 本は お取り替え します。 

ISBN4-17-390375-8 


本書は 再生 紙を 使用 しています。 
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東京都 新 宿 区 市 谷 本 村 町 5 —  1 


防衛庁長官 官房 広報課 


防衛 白書 アンケート 係 行 


ご 住所 

〒 

フ リガ ナ 

お 名前 

お 電話 

性別 男 •女  年齢  歳 

E-mail 

ご 職業 

会社員 (業種：  ) 

団体 勤務 (業種：  ） 

公務 員 （国家 • 地方） 

教  員 （小 •中 •高 •大 • その他） 

自  営 (商 •エ •農 •漁 •医. その他） 

学  生 (小 .中. 高大. 専. その他） 

自由業 （  ） 

無  職 (主婦 •家事. その他） 

その他 （  ） 

平成 12 年 版 防衛 白書を お買い上げい ただき、 誠に ありがとう ございます。 今後、 
より 良い 防衛 白書を つくる ために 皆様の ご 意見を 反映 させて いただき たいと 存 
じます。 お 手数です が、 ご 記入の 上、 ご 投函 下さい ますよう お願いいた します。 
(お送りいた だいた ハガキ は、 防衛庁長官 官房 広報課で 保管いた します。） 

①  平成 12 年 版 防衛 白書を お知りに なった きっかけは？ （複数回 答 可） 

1. 新聞広告 (新聞 名：  ）  2. 書店で 見て 

3.  雑誌 広告 (雑誌 名：  ）  4. チ ラシ 広告 

5. 知人から  6. インターネット  7. その他 （  ） 

②  これまでに 購入され たことは？ 

1. 毎年 購入 （  年 版より）  2. 年に よる  3. 昨年から 購入 

4.  今年 初めて 購入 

③  購入 目的は？ 

1. 仕事  2. 研究 •授業  3. 教養  4. その他 （  ） 

④  最も 興味を 持たれた 箇所は？ 

1 .グラビア  2. 1 章  3.  2 章  4.  3 章  5.  4 章  6.  5 章 

7. 資料 編  8.  CD-ROM 

⑤  サイズ (A  4 変 判） は？ 

1. 小さい  2. ちょうど 良い  3. 大きい  4. その他 （  ） 

⑥  価格は？ 


1. 安い  2. 

普通 

3. 

高い 

4. 

その他 （ 

) 

⑦ デザインは？ 

1. 良い  2. 

普通 

3. 

悪い 

4. 

その他 （ 

) 

⑧ 内容は？ 

1. 良い  2. 普通 

⑧ 添付の CD-ROM は？ 

3. 

悪い 

4. 

その他 （ 

) 

1. 便利  2. 

普通 

3. 

不便 

4. 

見て いない 

5. その他 （ 

⑩ お使いの OS は？ （コンピューターを お持ちの 方の み） 

1. Windows95/98  2.  WindowsNT/2000  3.  Macintosh  4. その他 
⑪ 取り上げて 欲しい 内容 (CD-ROM を 含む。） は 何です か？ 


⑫ その他 ご 意見、 ご 感想が ございましたら お聞かせく ださい。 


防衛 疗のイ メージ 本， ラ クタ 

ピクルス 王子 S パ セ1/ ち やん 


ピクルス 王子と パセリち やん は 
防衛庁の イメージ キ T  5 クター。 
シールを はじめ、 ポスター、 パンフ レツ トな と 
さまざまな 防衛庁 広報 資料 や 音楽祭な どに 登場、 
活躍して います。 

みなさん、 どうかよ ろしく お願いします。 


•部隊 見学へ どうぞ 

自 衛隊 では、 記念 白な どに 部隊を 開放し、 日頃の 訓練 
の 様子を 見て いただいたり、 航空機 や 戦車 等の 展不を 
行って います。 ぜひ、 おいでく ださい。 部隊 見学に ついて 
の お問い合わせは、 最寄りの 自 衛隊 地方 連絡 部 また 
は、 部隊の 広報 窓口まで。 

〒 1 07-B51 3 東京都 港 区 赤 坂 9 一 7 — 45 
防衛 疔 長官 官房 広報課 ピクルス 係 

この シールに 使用した キヤ ラク ター および イ ラス トを 
許可な く 使用す る ことを 禁じます 0 


apan  $elf  Defence  oncEi 


ピクルス 王子は、 パプリカ 王国の 王子。 平和 t 
な 国 •パプリカ 王国に 「防衛 隊」 が ある こと- 
に 疑問を 感じて いま  した。 


ピクルスは 自国， パブ リ カ 王国の 防衛 隊に応 
援を 頼もうと します が、 父 • 国王は 「防衛 隊 
はあくまで 自国を 守る ための もの」 と 許して 
く れ ません。 


し ピクルスは 友好国 ブロッコリ 王国を 訪れ、 村 一 
長の 娘 パセリと 知り合い ますが、 ブロッコリ 
王国は、 強大な 軍事力を 持つ ゴー マ 帝国に 攻 
め 込まれて しまいます。 


ゴーマ 軍は、 ブロッコリ 王国を わがもの とし, 
さ らにパ プリ カ 王国の 国境に 迫って き ます。 
父. 国王は ピクルスに 防衛 隊の 指揮を とる よ 
う 命じ ま した。 


鍛え上げられた パフ ° リカ 王国 防衛 隊 は、 強力 
な ゴー マ 軍を 追い返し、 バ セリ も 無事 もどつ 
てきます。 

部隊 見学へ どうぞ 

自衛隊では、 記念日 等に 部隊を 開放して います。 日頃の 訓練の 
状況を 皆さんに 見て いだ だいだり、 航空機 や 戦車 等を 展示し だ 
りして います。 ぜひ、 一度 おいで < ださい。 

お問い合わせは、 最寄りの 自衛隊 地方 連絡 部 または、 部隊の 広 
報 窓 □へ。 


平和の もどった ブロッコリ 王国では、 新たに 
防衛 隊が でき、 ピクルスは 「今度は 指輪を 持 
っ て」 パセリに 会いに 来る ことを 約束して 皆 
に 別れを 告げます。 

こので きごと を 通して 一回り たくましく なつ 
た ピクルスは、 祖国を 守る 「防衛 隊 J をより 
充実させる ために 「自衛隊 J に 留学 中。 勉強 
と 訓練の 日々 を 送って います。 


防衛庁の イメージ キャラクター 

ピクルス 王子 •パセリち ゃん 

ピクルス 王子と バ セ1 J ちゃんは、 防衛庁の イメージ キャ ラク ター 
です。 「明る <」 「親しみ やす <」 を テーマに、 シール、 バンフ 
レツ ト、 ポスター など、 さまざまな 場面で 活躍して います。 こ 
れか らもみ なさん、 どろ ぞ よろし < お願いします。 

ピクルス 王子と パセリち ゃん の 物語 


はじめまして 
バセ U と 申します 


あのような 
すばらしい 田の 
王子 さまに 
•35 会いで きて 

蔽激 です M 


防衛 隊 

か- 


亍 107 東京都 港 区 赤 坂 9-7-45 防衛庁長官 官房 広報課 ピクルス 係 


イ ラス ト： 友 永 だろ 


